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議　　事　　日　　程　第６号

平成23年２月28日（月曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）
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甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　土地の処分について

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第32号議案　訴えの提起について

乙第33号議案　訴えの提起について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

46　番　　新　里　米　吉　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君 次　　　　　長　　新　城　　　博　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第36号議案まで及

び乙第１号議案から乙第36号議案までを議題とし、質

疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　瑞慶覧　功君。

　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕

○瑞慶覧　功君　皆さん、おはようございます。

　社大・結の会、瑞慶覧功です。

　質問に入る前に所見を述べさせていただきたいと思

います。

　先日は、奥平議員が宮古上布のかりゆしの自慢をし

ておりましたが、きょうは私もこれさっき初めて袖を

通したんですけれども、南城市にいる義理の姉が仕立

ててくれました。どうでしょうか。（拍手）　ありが

とうございます。長袖が余りないもんですから、寒い

日にはスーツをつけたりするんですけれども、仲井眞

知事は一貫してかりゆしをお召しになって本当に心よ

り敬意を表します。租田さんにも敬意を表します。

　議会事務局に１つ要望がありますけれども、２月と

いえば県内で一番寒い月ですが、本会議場は結構暖か

くなります。先週もところどころでクーラーがついて

おりました。万年風邪ぎみの大城一馬会派代表は、寒

い寒いを連発しておりました。私もやはりかりゆしで

いると結構冷たく感じましたので、やはり地球温暖

化、ＣＯ２削減が叫ばれる昨今ですので、少し我慢し

ようではありませんか。我慢できない方はかりゆしを

着ていただきたいと思います。

　前置きはこれぐらいにしまして、１月の下旬に玉城

義和副議長を団長にグアム視察に行ってまいりまし

た。

　私のグアムに行く前の認識として電気、上下水道、

道路整備等のインフラ整備が整えば、大多数の住民が

沖縄の海兵隊とその家族の受け入れに賛成しているも

のだと思って条件闘争の範疇だろうと思っておりまし

た。しかし、知事や議員の皆さん初め、推進派や反対

派の団体それぞれの皆さんから話を聞いていくうち

に、そんなに簡単な話ではないということがわかりま

した。人口が約17万人、面積は沖縄本島の約45％で、

３分の１は米軍所有地となっております。グアム統合

軍事開発計画によりますと、沖縄の海兵隊移転だけで

はなく、空軍、海軍、陸軍それぞれ増員される計画に

なっており、家族を合わせると２万6000人がふえ、合

計で約４万人になる予想であります。

　私は、同じアメリカという思いもあったんですが、

グアム住民はアメリカの国籍を有しているものの、直

接大統領選挙にも参加できず、グアム選出の連邦下院

議員は議決参加権がないことを知って驚きました。グ

アム議会のウォン・パット議長は、グアムは300年間

植民地にされたままだとおっしゃっておりました。グ

アム人口のおよそ40％を占める先住民チャモロ系の住

民を中心に、これからアメリカからの独立を求める運

動が広がっていくのではないかと予感がしました。グ

アム議会から、海兵隊移転や普天間飛行場移転を記し

た日米合意についてグアムと沖縄の意見が反映されて

いないとして、沖縄県議会と一緒になって日米政府に

声明を出すことの提案もありました。また、玉城団長

から、沖縄は知事を先頭に県議会全会一致で普天間基

地の県外移設を求めているということもしっかりと報

告されました。

　それでは質問に入りたいと思います。

　知事の政治姿勢について。

　茨、１月25日、首相官邸で開かれた米軍基地負担軽

減部会会合の内容と知事の見解を伺います。

　芋は取り下げます。

　鰯、米議会調査局は日米関係報告書の中で、「知事

　東京に融和的」と評されているようです。訪米され

る際には毅然たる態度で日米共同発表の見直しと普天

間飛行場の県外移設を訴えていただきたいと思います

が、決意を伺います。

　次に、通知なしの訓練区域外海域での爆撃訓練、外

来機の大量飛来による騒音規制措置無視の訓練実態、

ＳＡＣＯ合意、知事や三連協の要請を無視して行われ

たパラシュート降下訓練、これはことしに入っての出

来事です。そろそろ嘉手納基地の返還を求めるべきで

はないでしょうか、見解を伺います。

　次に、昨年５月の世論調査で、現在の日米安保体制

を維持するべきと答えた県民はわずか７％でした。そ

の後、中国漁船衝突事件や北朝鮮による韓国への砲撃

によりふえたかもしれませんが、それでも大多数の県

民は日米安保に反対しています。知事、県民の立場に

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼
　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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立って日米安保に反対するべきではないでしょうか、

見解を伺います。

　２、基地問題について。

　茨、県は、日米両政府に嘉手納基地の使用実態を明

らかにさせ、負担軽減を検証させる仕組みをつくらせ

るべきだと思うが見解を伺います。

　芋、グアムの基地建設や関連工事に参入している県

内業者の状況について伺います。

　３、医療問題について。

　茨、看護師の過労死問題について。

　県内の100床以上の一般病院で働く看護師の4.6％が

過労死危険レベルの月60時間を超える時間外勤務をし

ていることが県看護協会の2009年７月の労働実態調査

で明らかになりました。特に20代の看護師に多いとの

ことです。

　ア、過去５年間に過労死した看護職員、看護管理職

は何名おられるか伺う。

　イ、2009年７月に実施した調査の報告が2011年11月

になったのはなぜか。

　ウ、報告を受け、県はどのような対策をとるのか伺

います。

　４、生活保護について。

　昨年11月現在、沖縄県は２万9366人、受給世帯は２

万229世帯とのこと。過去３年間の推移と要因を伺い

ます。

　芋、2009年度の不正受給額が266件で２億200万円に

上っている。不正受給が発覚した場合、どのような措

置がとられるか伺う。

　５、産業振興について。

　茨、観光税導入について。

　入域・宿泊・レンタカーの観光３税導入をことしの

６月に条例案を提出するとのことであったが、なぜ12

年度以降になったのか、経緯とそれぞれの課題の説明

を求めます。

　芋、那覇空港貨物ターミナルの貨物取り扱いについ

て。

　沖縄地区税関が2010年の那覇空港貨物ターミナルの

貨物取引量を発表したところによると、総取扱量は14

万8164トンで、全日本空輸の国際航空貨物拠点事業が

始まる直近の３カ年の平均取扱量の約155倍に急増し

たとのことであります。

　ア、2010年の積み込み量（輸出）７万1349トンの上

位品別内訳と取りおろし量（輸入）７万6815トンの上

位品別の内訳を伺います。

　イは取り下げます。

　ウ、輸出上位国別では、１位台湾34.3％、２位香港

27.9％、３位シンガポール15.6％、４位アメリカ15.6

％、５位マレーシア2.4％となっている。国ごとの上

位品別を伺う。

　エは取り下げます。

　オ、輸入上位国別では、１位ブラジル、２位アメリ

カ、３位台湾、４位中国、５位韓国となっている。国

ごとの上位品別内訳を伺う。

　カ、輸出品別のうち、県内生産物（農林水産物、加

工品、機器類等）の占める割合と上位国別（ベストス

リー）はどこか伺う。

　６、離島振興について。

　国境離島や外洋離島は、日本の広大な領海及び排他

的経済水域の起点となっている。島嶼群への定住・自

立支援のための基本法の制定と財源措置を求めるべき

と思うが見解を伺う。

　７、国際交流について。

　昨年、県の事業棚卸しで「海外留学生受入事業」が

「不要」とされ、それに伴い県人会子弟留学制度も廃

止を含め事業の見直しを検討し、新たな視点からの今

の時代に合ったやり方を検討しているところであると

観光商工部長は昨年の９月議会で答弁をしました。知

事もこのまま廃止にしてしまおうとは思ってない、新

しく中身を充実させてしっかりとやっていきたいと

おっしゃっておりました。

　「海外移住者子弟の留学生受入事業」の2011年度の

予定人数と概要を伺います。

　昨年９月に在アルゼンチン沖縄県人連合会の役員３

名の方が県議会会派にアルゼンチン県人連合会の高齢

者施設、移民一世の宿建設支援の要請に見えておりま

した。県内では1500万円を目標に寄附の支援を呼びか

けているとのことでした。

　アルゼンチン県人連合会の高齢者施設計画の進瀧状

況を伺います。

　以上よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　瑞慶覧議員の御質問に答弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、米軍基地負担

軽減部会の内容と知事の見解についてという御質問に

お答えいたします。

　去る１月25日に開催されました第２回米軍基地負担

軽減部会では、政府側から、航空機訓練の移転拡充に

ついて日米間で合意した旨の報告がありました。ま

た、本年７月をめどとするギンバル訓練場の返還、そ

して環境に関する合意及び施設の共同使用を議論する
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作業部会の設置などについて説明がありました。

　県としましては、負担軽減策として示された政府の

取り組みにつきまして、今後、その効果を見きわめて

いく必要があると考えているところでございます。

　同じく知事の政治姿勢に係る御質問の中で、訪米時

の普天間飛行場の県外移設の訴えについてという点で

ございますが、特にこの米議会の調査局のこの報告が

報道されていまして、その報告書の中に私はこの原文

は見ていないんですが、「知事　東京に融和的」とい

う点を御心配されている御質問だと思いますので、答

弁させていただきます。

　議員御指摘の報告書について、報道があったことは

無論承知いたしております。いずれにしましても、県

としましては普天間飛行場の県内移設は事実上不可能

と考えており、あらゆる機会を通じて日米共同発表の

見直し、そして普天間飛行場の県外移設を求めてまい

りたいと考えております。

　なお、私はこの「融和」という言葉の意味がまだよ

くわからないので、これはもう一回どんな英文なのか

チェックしてみたいと思います。なお、まなじりを決

して人と交渉するというタイプではありませんので、

念のため申し添えておきます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、日米安保についての

御質問にお答えいたします。

　県としましては、戦後の日本が国際紛争に巻き込ま

れることなく経済が発展してきていることや、平和な

国民生活を享受してこられたのは、日米安全保障体制

を含む日米同盟関係が我が国及び東アジアにおいて国

際の平和と安定の維持に寄与していることによるもの

と理解をいたしております。しかしながら、在日米軍

基地の大部分を占める沖縄の米軍基地が果たしている

役割や必要性を初め安全保障について、国民全体で十

分な議論がなされてきたとは言えないと認識をいたし

ております。

　今後とも日米安全保障体制が安定的に維持されるた

めには、沖縄の社会的安定が必要であり、そのために

は沖縄県の過重な基地負担の軽減を図ることが極めて

重要であると考えております。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、国境離島への

支援についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県の離島地域が地理的そして自然的条件等の不

利性を有し、若年者の流出や高齢化の進行等により地

域活力の低下が懸念されております。一方、国境離島

を初めとして我が国の領海及び排他的経済水域の確保

や貴重な海洋資源の利用等に重要な役割を果たしてお

ります。このため、県としましては、本島と同じよう

なユニバーサルサービスとして交通、生活コスト、そ

して生活環境基盤、教育医療等の分野において定住条

件の整備、そして地域産業の振興など総合的な離島振

興策に取り組むため、国に対し必要な制度的そして財

政的な支援を求めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、嘉手納基地の返還についてお答え

いたします。

　県は、これまで騒音を初めとした嘉手納基地周辺住

民の負担軽減が図られるよう、機会あるごとに日米両

政府に対し強く要請してきております。特に、政府に

対しては、総理及び関係閣僚等が来県の際に再三要請

を行っているところでございます。また、これまで２

度にわたり知事が訪米し、米国政府等に対しても要請

を行いました。昨年５月の日米共同発表においては、

嘉手納におけるさらなる騒音軽減を検討していくとさ

れております。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、米

軍及び日米両政府に対し、嘉手納基地を含む米軍基地

の整理縮小を粘り強く求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、基地問題についての御質問の中の、嘉手納の

負担軽減の検証についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場においては、現在も米軍再編に伴う一

部訓練移転が実施されておりますが、外来機の飛来等

により、依然として目に見える形での負担軽減があら

われているとは言えないと考えております。このた

め、県は、軍転協や渉外知事会と連携し、政府に対

し、演習・訓練内容等の公表や、現在実施されている

訓練移転による負担軽減の効果の検証を行い、当該結

果を踏まえ、具体的かつ実効性のある対応策を講じる

よう求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　基地問題についての

御質問で、グアムの基地建設等に参入している県内業

者の状況についてお答えいたします。

　グアムの基地建設に伴う県内業者の参入状況につい

ては、詳しく把握しておりませんが、新聞報道により

ますと、基地関連施設の設計・施工業務を県内の設計
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業者が参加している共同企業体が受注したとのことで

あります。また、県内建設業の業界団体が中心となっ

て、工事受注に向け新会社を設立する予定であると聞

いております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療問題について

の御質問の中の、看護職員等の過労死についてお答え

します。

　沖縄労働局等関係機関に問い合わせたところ、県内

においては、過去５年間に看護職員等が労働災害等に

より過労死と認定されたものはないとしております。

　次に、看護職員の時間外勤務等の調査の報告につい

てお答えします。

　沖縄県看護協会が実施した調査は、平成21年７月時

点の状況について、同年９月から調査を開始し、平成

22年３月に報告書として取りまとめております。平成

22年度当初には、協会会報へ掲載するとともに、病院

管理者への送付や各種講演会等を通じて職場環境改善

が図られるよう周知したとのことであります。今回、

改めて県民への周知を図る必要から、マスコミを通じ

て実態を発表したと聞いております。

　次に、看護師の労働環境を踏まえた対策についてお

答えします。

　沖縄県看護協会の労働環境に関する調査によります

と、県内の交代制勤務の看護師においては、休暇等の

代替要員の不足や新人看護師のふなれを主な要因とし

て時間外勤務が発生しているとしております。

　県としては、看護協会と連携し、ナースセンターに

おける代替要員の紹介事業に加え、今年度からの新規

事業として、各病院が行う新人看護師研修事業や潜在

看護師の再就職支援事業に対して補助するなど、医療

機関の看護師確保を支援しております。また、各保健

所においては、毎年、人員の配置状況及び看護師等の

健康管理体制を確認し、必要に応じて管理者に対し注

意喚起を行っております。

　次に、生活保護についての御質問の中の、生活保護

の３年間の推移と要因についてお答えします。

　沖縄県の生活保護は、平成９年度以降増加傾向で推

移しており、特に、平成20年度以降は経済状況の悪化

の影響を受け大幅な増加となっております。平成19年

度と平成21年度を比較しますと、保護人員は２万3279

人から２万6572人へ3293人増加し、保護世帯数につき

ましても１万5732世帯から１万8228世帯へと2496世帯

の増加となっております。

　保護の主な開始理由を見ますと、傷病によるもの、

失業、高齢等による収入減、働いていた者との離別等

となっており、所得状況の不安定さが増加の背景にあ

るものと考えられます。

　次に、不正受給が発覚した場合の措置についてお答

えします。

　生活保護費について、収入申告の不履行等により過

払いとなった場合は、生活保護法第78条の規定に基づ

き、支給した保護費の返還を命ずる措置を講じており

ます。また、収入申告の不履行等が明らかとなった場

合は、当該世帯の預貯金等の調査を行い、最低生活費

と収入充当額との対比の結果、保護の必要がないと判

断された場合は、保護の停廃止の措置を講じることと

しております。さらに、特に悪質な収入隠しなどにつ

いては、告訴等の措置を講じることもあります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　産業振興に関する質問の

うち、観光税の導入についてお答えいたします。

　本県の厳しい財政状況の中、多様化する行政需要に

対応するためには新たな税の導入が必要であると考え

ており、現在、観光関連税を中心に複数の案を検討し

ているところであります。

　新税の創設に当たっては、受益と負担の関係、課税

の公平性、県経済に与える影響などを十分に検討する

とともに、県民及び関係者の意見を踏まえた上で取り

組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　産業振興についての

中の、那覇空港貨物ターミナルにおける積載量と取り

おろし量の上位品目の内訳についての御質問にお答え

します。

　沖縄地区税関に問い合わせたところ、那覇空港貨物

ターミナルビルでは、貨物取り扱い全体の約95％が積

みかえ貨物が占めており、沖縄地区税関では通関して

いないことから、積載量と取りおろし量の品目別の内

訳については把握していないとのことでした。

　同じく産業振興の中で、那覇空港貨物ターミナル輸

出上位国の品目内訳についての御質問にお答えしま

す。

　輸出上位１位の台湾の主な品目内訳は、半導体電子

部品、再輸出品、バッグ類、鉄鋼となっております。

２位の香港は、半導体電子部品、再輸出品、その他の
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調整食料品、肉類及び同調製品となっております。３

位のシンガポールは、再輸出品、マグロ、４位のアメ

リカは、再輸出品、木製品、５位のマレーシアについ

ては、再輸出品となっております。

　同じく産業振興について、那覇空港貨物ターミナル

の輸入上位国の品目内訳についての御質問にお答えし

ます。

　輸入上位国１位のブラジルからの主な品目は輸送用

機器――これは飛行機でございます――衣類及び同附

属品、その他の雑製品となっております。２位のアメ

リカは、一般機械、電気機器、輸送用機器となってお

ります。３位の台湾は、その他の雑製品としての記録

媒体、再輸入品、半導体製造装置となっております。

４位の中国は、衣類、時計、重電機器となっており、

５位の韓国は、衣類、電気機器類となっております。

　同じく産業振興について、輸出品の県内生産物の割

合と輸出国についての御質問にお答えします。

　沖縄地区税関に問い合わせたところ、輸出品におけ

る県内生産物の割合及び輸出上位国に関するデータに

ついては把握していないとのことであります。なお、

平成22年の全日空の航空貨物スペース確保事業では、

香港を中心に、ゴーヤーや紅芋などの青果品や菓子、

冷凍食品などの加工品など約９万3000キロの県産品を

輸出しております。

　県としては、香港や中国、シンガポールなどにおい

て物産展や商談会を開催し、県産品の海外展開を支援

していくとともに、全日空の国際貨物ハブ基地を活用

し、生鮮食材や加工食品等の県産品の海外販路拡大を

促進していく考えであります。

　国際交流についての中の、「海外移住者子弟の留学

生受入事業」の平成23年度予定人数と概要についての

御質問にお答えします。

　海外移住者子弟留学生の受け入れについては、事業

棚卸しを受け、沖縄県行財政改革推進本部において、

課題を解決して再構築することが決定されておりま

す。

　今後の子弟留学生の受け入れについては、受け入れ

大学や推薦を行っている海外県人会など関係機関と協

議・検証を行い、再構築する必要があるため、まず平

成23年度はこれまで同様に実施し、出身国別にブラジ

ル２名、ペルー１名、アルゼンチン１名、ボリビア１

名、アメリカ２名、カナダ１名、計８名の移住者子弟

を留学生として受け入れる予定となっております。そ

して、世代交代が進む海外県系人社会において、沖縄

文化の継承、ウチナーネットワークの形成に寄与する

人材を育成するため、現在、受け入れとして日本語能

力試験３級以上を前提としている日本語資格などの受

け入れ要件の緩和、留学期間、留学生受け入れ人数等

も含め検討し、平成24年度以降、新たに充実した事業

として実施していきたいと考えております。

　同じく国際交流について、アルゼンチンの高齢者用

宿泊福祉施設建設事業の進瀧状況についての御質問に

お答えします。

　アルゼンチンの高齢者用宿泊福祉施設建設事業につ

いては、アルゼンチンにおける沖縄県系人高齢者が長

期入居やデイケアに利用する福祉施設建設を目的とし

ており、県では総事業費約9400万円のうち4000万円の

補助金を交付決定し、現在2800万円を支出しておりま

す。進瀧状況については、本年２月４日現在、91.6％

の出来高で２月中に完成予定との報告を受けておりま

す。

　今後、当該施設が完成し活用されることで、県と移

住地県系人との関係強化及びウチナーネットワークの

次世代への継承、深化・拡充が図られることを期待し

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時37分休憩

　　　午前10時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　知事の政治姿勢に関連しまして、知

事は、戦後日本が戦争に巻き込まれることなく経済発

展や平和な国民生活を享受してこられたのは、日米安

全保障条約のおかげと言っておりますが、それはヤマ

トの論理ではないでしょうか。私は、安保条約のせい

で沖縄は基地を押しつけられ、これまで苦しめられ、

経済発展も阻害されてきたと思うんですけれども、ど

うでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時39分休憩

　　　午前10時40分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この見方については、確か

に議員がおっしゃるように、人によっていろんな分析

の仕方、見方があろうかと思いますが、私は先ほど答

弁させていただいたとおりです。そして、確かに日本

全体、沖縄も含めて、しかもアジア地域も含めて安保

条約と日米同盟が果たした役割は非常に大きかったと

思います。

　ただ、沖縄については確かに約40年前に日本復帰し



－ 253 －

て、その間の経済発展のおくれであるとか、そして過

重な米軍基地負担が依然としてまだ残っているという

点は、確かに現実の話としてあるというふうに理解は

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　日米安保条約があるから約76％の在

日米軍基地が沖縄に集中して、そして爆音被害や米兵

による事件・事故も後を絶たないわけです。差別的な

地位協定のもとでウチナーンチュは人権もへったくれ

もないと。沖縄の立場で考えれば、今日の日米同盟は

やはり評価に値しないのではないかと思います。日米

両政府でいろんな規制が合意されても守られたためし

がありません。裏では密約でやりたい放題、知事の日

米安保容認の姿勢がそのことを助長させているとは思

いませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　瑞慶覧議員のお考えという

のは、それはそれなりのお考えだと私は思いますし、

別にイエスだノーだと申し上げる気はありませんが、

ただ安保条約の存在そのものが東西冷戦が続いたとい

う時代の日本全体の、アジア・太平洋地域をむしろ含

む全体の安定と繁栄には確かに私は貢献したと今でも

思っております。

　それで今幾つかやりたい放題とか、いろんなことを

おっしゃいましたが、これはやっぱりその人による価

値、見方、分析の違いだと思いますし、私はその容認

の姿勢がやりたい放題につながっているとはゆめ思っ

ておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　今度訪米されるときは、このままで

は沖縄県民は普天間の県内移設だけではおさまらない

よと。嘉手納基地を含むすべての米軍基地の撤去を求

めますよというぐらいのことを言うべきではないで

しょうか。これは要望ですね。

　次に、産業振興について。

　入域・宿泊・レンタカーの観光税を導入した場合、

それぞれ幾らの税収になるか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　少し、新聞報道でその入

域税、それからそういった税の名前が出ておりますけ

れども、実を申し上げますと私どもは今その税につい

てはいろいろと検討していますけれども、まだ絞り込

みにもかかっておりませんし、もう一点はそれぞれの

規模、それから効果等々についてもまだ試算する段階

ではありませんので、今の御質問については現時点で

はお答えできません。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　あれだけ大きく新聞報道もされてい

るわけですから、やっぱりその取り組み方というか

もっとちゃんと前向きに検討していただきたいと思い

ます。

　次に、那覇空港貨物ターミナルの取り扱いについて

ですけれども、オの輸入上位で１位がブラジルとなっ

ているのは意外だったんですけれども、ランキング１

位から５位のこの要因というのは何でしょうか。そし

てまた過去３年の上位国ランキングですね。これは前

もって聞いておりますのでよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　平成22年の那覇空港

貨物ターミナルビルにおけるブラジルからの輸入品総

額の99％は飛行機となっていまして、ブラジルには今

世界第４位の飛行機会社「エンブラエル」という会社

がありまして、最近70名乗りとか飛行機50名とか70名

とか小型のジェット機、これを日本のＪＡＬとかが輸

入して、その流れの中で沖縄を経由して日本に入ると

いう、輸入品ということでブラジルがその取扱量１位

となっております。

　それから那覇空港のターミナルの過去３年間の今輸

入上位国ということでございますので、一応19年度か

ら21年度までの那覇空港におけるターミナルの輸入上

位国につきましては、平成19年度が１位から順に行き

ますと、アメリカ、カナダ、中国、台湾、スイスと

なっております。平成20年は、アメリカ、ブラジル、

カナダ、中国、スイス、平成21年は先ほどの影響があ

りましてブラジルが１位で、アメリカ、中国、カナ

ダ、韓国となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　台湾はかつて農林水産業と観光産業

中心の経済でしたけれども、今日ではＩＴ産業関連や

精密機器を中心に目覚ましい発展を遂げております。

沖縄県は、熱帯果樹栽培を初め農林水産業で多くの技

術を教わってきているというふうに聞いておりますけ

れども、近年では、沖縄の外国人観光客で断トツの１

位、平成21年度は９万9000人約40％を占め、那覇空港

貨物ターミナルの取扱量でも輸出で１位、輸入で３位

とそれぞれ前年度の18.8倍と17.7倍の貿易額で42億

6300万円。ちなみに２位のアメリカは約10億円少ない

額になっております。新聞の記事で輸出・輸入とも伸

び率が台湾だけが前年度比何倍というふうになってい

るわけですね。輸入の２位は香港で99.3％増で表示さ

れていました。記者にちょっと表示が紛らわしいん
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じゃないかということで確認したんですけれども、こ

れはミスではなくて取り決めどおりの記載ということ

で、それぐらい台湾がふえているということになって

いるわけですね。

　私が申し上げたいのは、台湾には足を向けて眠れな

いぐらい世話になっているなということです。沖縄か

ら年間２万人余台湾に行っているようですけれども、

今ちょうど花博覧会が開催されています。４月25日ま

でという期間ですけれども、県民の皆さんもこの機会

にぜひ台湾に行かれてはどうかと思います。残念なが

ら県議会の琉中親善友好使節団は１日おくれの26日か

らの日程となっておりますが、ぜひ多くの皆さんが参

加して友好を温めてまいりましょう。

　次に、アルゼンチンの高齢者施設、先ほども90何％

の進瀧というふうにおっしゃっておりましたが、私は

それだけ資金難ということで心配していたんですけれ

ども、安心もしますけれども、やはり２月には完成と

いうことです。まだまだそういった募金のほうが芳し

くないという話がありました。県人会の皆さんが要請

に見えられたのが９月の中旬でしたけれども、９月定

例議会中、そして県知事選との関係もあって何かと忙

しい時期でしたので、私の会派でもまだ取り組んでお

りません。先日、気になってこのアルゼンチン友好協

会に電話をしたんですけれども、やっぱり目標の半分

も達成できていないということでしたので、既に寄附

をされた会派の方もいらっしゃるかと思いますが、ま

だの方はこれからでも遅くないそうですので、気にと

めていただきたいと思います。

　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党の西銘純恵です。

　一般質問を行います。

　１、保育行政について。

　茨、現在の待機児童数と現状、基金事業による保育

所増設計画と実績、何年で待機児童は解消するのです

か、保育所の増設を急ぐべきではありませんか。

　芋、認可外保育園に認可保育園並みに補助を増額す

ることについて及び施設整備の実績はどうなっていま

すか。拡充をすることについて。

　鰯、浦添市で保育料の値上げ通知が出され、父母た

ちから子供の扶養控除が廃止され、増税もされるとき

に子育てが厳しくなると反対の声が上がっています。

県内で値上げする市町村はどこですか。国に補助をさ

せ、県も補助をして保育料値上げをやめさせるべきで

はないですか。

　允、３歳児以上の主食費を父母負担にしている市町

村はどこですか。２歳児までと同様に国庫負担金にし

て無料にすべきと考えますがいかがですか。

　印、民主党政権が2013年実施をねらう「子ども・子

育て新システム」は、市町村の保育を実施する公的責

任をなくし、保育所探しは保護者の責任、入れなくて

も自己責任、保育所に選考されて直接契約、親の収入

に関係なく利用した時間とサービスによって保育料が

決まり、認定された保育時間を超えた分は自己負担、

利用時間が長いほど負担増、障害の子や所得の低い人

ほど入れなくなる、もうけ産業の参入になるなど、子

供たちの健やかな成長を守れなくなる国・自治体の責

任を放棄する制度です。県内保育団体が2600人集会を

開き反対決議を上げ、全国で反対の声が広がっていま

す。県は反対をすべきではありませんか。

　２、子供の貧困対策について。

　茨、昨年度、子供の貧困の実態調査を検討すること

になったが、調査の結果はどうなりましたか。県は、

どのようにして貧困対策を行うのですか。

　芋、就学援助の準要保護の申請人数は何人か、認定

者は何人ですか、その割合。認定割合が最も低いのは

どれだけですか。制度の内容と支給対象がわかるよう

な案内書がすべての生徒に配布されていますか。市町

村によって認定基準に違いがあるが、所得制限を引き

上げるなど必要とする子供に就学援助が行き渡るよう

にすべきです。国に全額国庫負担を求めるべきではあ

りませんか。

　３、児童相談所の拡充について。

　茨、子育て家庭の生活不安が広がっている中で、親

のストレスなどによる児童虐待の防止のために児童相

談所の果たす役割は大きくなっています。宮古分室の

設置が必要ではないですか。県と市町村の支援事業の

体制と取り組みはどうなっていますか。また、福岡の

「子どもの村」を参考にした里親施設の設置や里親制

度の強化策が必要と考えますがどうですか。

　芋、児童相談所には心と体に深い傷を負った子供の

ケアのため、社会福祉主事、児童福祉司、児童心理司

などの専門職員を手厚く配置をすべきと考えますが、

職員体制や配置などの基準見直しを行うことについ

て。現在、手当もなく行われている夜間待機業務に手

当支給規定を明確にして、過酷な勤務に見合う手当を

支給することについて伺います。

　４、学童保育について。

　茨、那覇市の泊学童クラブで、新入所の申し込みで

前日から順番待ちをしなければならない問題が父母の
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負担となっています。１カ所2150万円の施設整備予算

を生かして公設による学童分離が必要ではありません

か。政府の施設整備予算は幾らですか。沖縄県での実

績はどうなっていますか。

　芋、本県の学童保育は、全国に比べて行政の支援が

おくれています。県は、学童保育の振興策を次期沖縄

振興計画に取り入れていますが、ひとり親や低所得家

庭の保育料の減額免除、民設学童クラブヘの家賃補

助、指導員の賃金補助、幼稚園児の保育など県独自に

でも実施をすべきではありませんか。

　５、ＤＶ被害などによる女性の緊急避難施設、うる

ま婦人寮のような施設を那覇地域に建設することにつ

いて伺います。

　６、生活保護行政について。

　茨、ホームレスなどの急迫保護の申請で、食べる物

もない、寝るところもない、所持金もないのに即日保

護をしない事例が多いが、生活保護制度の基本原理・

原則を逸脱する、憲法25条に照らして重大な人権問題

ではありませんか。

　芋、ワンストップで緊急保護を開始するための体制

整備や緊急宿泊施設の整備はどうなっていますか。

　鰯、４人の乳幼児を育てている生活に困窮した母親

が、生活保護の申請で車の保有を理由に断られていま

す。本県でひとり親が子育てするのには、車は健康で

文化的な生活の必要条件ではありませんか。母子世帯

の車の保有を認めないのは差別・不公平であり認める

べきだと考えますがどうですか。

　７、生活福祉貸付資金の10万円の緊急小口貸付が申

請の相談をしても認められず、生活が綻迫したと苦情

が寄せられています。制度の趣旨を逸脱しているので

はないですか。

　８、教育行政について。

　茨、教育長は、昨年９月議会の文教厚生委員会での

私の質問に対して、全国平均より10.6％も多い本県の

臨時教員を次年度から本採用していくと答弁されまし

た。1500人をすぐに全国並みに本採用すれば画期的な

ことです。ぜひ実現すべきです。

　芋、臨時教員の本採用のためにも教員採用試験の年

齢制限を撤廃し、一次試験免除条件の２回制限を撤廃

すべきではありませんか。

　鰯、次年度から新たに小中学校の全県児童を対象に

した学力テストを実施しようとしています。どのよう

なテストですか。子供の学び合い成長することに逆行

し、競争に拍車をかける全児童対象の一斉テストはや

めるべきです。

　允、浦添市立神森中学校で新学期から２クラスふえ

るのに教室が足りないことが問題になっています。県

は、早急に対応すべきではありませんか。

　９、浦添新軍港建設など基地問題について。

　茨、儀間浦添市長は、浦添新軍港建設の環境アセス

を早く進めてほしいと政府に要請し、政府は、環境ア

セスを2011年度から実施しようとしています。知事

は、浦添市長が新軍港建設を容認しているので浦添市

民も容認しているという認識のようですが、この間、

市長は軍港建設の是非を市長選挙で問わず、選挙の争

点にしてこなかったのです。我が党の市民アンケート

の結果は、軍港容認は５％で、圧倒的多数が新軍港建

設に反対です。まさに市民の総意は新基地・軍港建設

に反対であります。知事は、県民や浦添市民の新基地

反対の総意の立場で新軍港建設反対を日米両政府に申

し入れるべきではありませんか。政府に環境アセス撤

回を申し入れることについてお尋ねします。

　芋、浦添市が6700万円で退役米軍人施設を建設する

のは言語道断であり、屈辱的な対米従属の前例は絶対

に容認すべきではありません。我が党は、一貫して

キャンプ・キンザー米軍基地の早期全面返還を求めて

きました。喫緊の課題として浦添市議会で全会一致の

返還要求決議を採択し、政府要請をしています。知事

も浦添市と一体となってキャンプ・キンザー返還を日

米両政府に要求すべきではありませんか。

　鰯、那覇港管理組合を主導する沖縄県が、トラン

シップ貨物がゼロの税金の無駄遣いの那覇国際ハブ港

湾計画事業を中止、見直しをさせることについて伺い

ます。

　10、独立行政法人日本学生支援機構から、奨学金の

回収のために生活保護者が裁判に訴えられ、相談が寄

せられています。無慈悲で過酷なやり方ではないか、

県内でほかにもいるのですか。県は、生活保護法に違

反する無法な差し押さえ回収をやめさせるよう申し入

れすべきではありませんか。病気や失業で滞納してい

る返済困難な債務者に対しては、免除や徴収猶予をす

べきと考えますがどうですか。県が窓口となって返済

不能などの相談を行うべきではないですか。

　以上、お答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　西銘純恵議員の御質問に答

弁させていただきます。

　第１に、保育行政に係る御質問の中で、待機児童数

と解消策及び基金事業による保育所整備計画について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成22年４月１日現在の待機児童数は1680人となっ



－ 256 －

ております。

　待機児童の解消につきましては、安心こども基金及

び保育所入所待機児童対策特別事業基金を設置し、そ

の解消に努めているところでございます。平成22年度

には、２つの基金を活用し、29施設の保育所整備及び

10施設の認可化で合わせて約1600人の定員増を図る予

定であります。平成23年度も引き続き25施設の保育所

整備及び10施設の認可化で合わせて約1400人の定員増

を図る計画となっております。

　沖縄県といたしましては、今後とも国及び市町村や

関係団体と連携をし、待機児童の解消に努めてまいり

たいと考えております。

　同じく保育行政に係る御質問の中で、認可外保育施

設への補助増額及び施設整備の実績についての御質問

にお答えいたします。

　認可外保育施設への給食費支援につきましては、平

成23年度当初予算案におきまして、新たにおかず及び

おやつ代も対象とすることなどによりまして新すこや

か保育事業を拡充し、前年度と比べ約5600万円の増と

いたしております。

　認可化につきましては、待機児童対策特別事業基金

によりまして、平成22年度は10施設の認可化に向け手

続を進めているところでございます。また、新たな子

育て支援制度の提案におきましては、待機児童対策特

別事業基金を継続・拡充をし、新たに一定の質が確保

された認可外保育施設への支援措置を国へ求めており

ます。

　沖縄県といたしましては、今後とも認可外保育施設

入所児童の処遇向上に努めてまいりたいと考えており

ます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　保育行政について

の御質問の中の、保育料の値上げ予定についてお答え

します。

　県内で保育所のある34市町村へ照会したところ、保

育料の改正を予定している市町村は４市町となってお

ります。

　保育所運営に要する経費につきましては、国の定め

る保育料徴収基準額を控除した額を基本として、国や

県及び市町村が一定の割合で負担することとしており

ます。

　なお、保育料については、国の定めた保育料徴収基

準額の範囲内において市町村における子育て支援策や

財政状況などを考慮し、市町村の主体的な判断により

設定しているところであります。

　次に、３歳児以上の主食費を徴収している市町村に

ついてお答えします。

　県内で保育所のある34市町村に照会したところ、20

市町村において３歳児以上の主食費を保護者から徴収

しているとの回答を得ております。３歳児以上の主食

費については保育単価に盛り込まれていないことか

ら、市町村の実情に応じて保護者から徴収されている

ところであります。

　次に、「子ども・子育て新シムテム」に対する県の

見解についてお答えします。

　「子ども・子育て新システム」に対する保育団体の

見解は、待機児童の解消は、大幅な財政投入と現行制

度の拡充で進めることや直接契約を導入せず、公的責

任を堅持することや保育の産業化につながる指定制度

の導入反対などとなっております。

　県としましては、「子ども・子育て新システム」の

制度設計に当たっては、保育の質が確保されることや

新システムの制度運用に必要な財源が確保されること

が重要であると考えております。本県にどのような影

響を及ぼすのか、今後とも国の動向を注視し、必要な

対応をしてまいりたいと考えております。

　次に、子供の貧困対策についての御質問の中の、子

供の貧困の実態調査及び県の対策についてお答えしま

す。

　子供の貧困につきましては、就学援助認定者、生活

保護世帯、ひとり親家庭の状況等、関連のある各種資

料をもとに実態の把握に努めているところでありま

す。また、教育庁等関係機関とも連携しながら現行の

施策の課題等を洗い出し、実態に即した効果的な支援

方法等を検討しているところであります。

　なお、この対策とは別に、県では「新たな子育て支

援制度」の提言において、保育サービスを提供する施

設等への支援や放課後児童クラブを利用する低所得者

世帯への保育料の助成を盛り込んでいるところであり

ます。

　次に、児童相談所の拡充についての御質問の中の、

宮古分室の設置及び県と市町村の支援事業並びに里親

施設の設置や里親制度の強化策についてお答えしま

す。

　宮古地域における児童相談体制については、八重山

分室の状況も踏まえながら、今後そのあり方を検討し

てまいります。

　子育て家庭に対する支援事業については、主に市町

村で実施しており、生後４カ月までの乳児がいるすべ
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ての家庭を保健師等が訪問する「こんにちは赤ちゃん

事業」、子育ての不安感を緩和することなどを目的と

する「地域子育て支援拠点事業」等が実施されており

ます。

　里親については、平成21年度から、里親家庭等を一

つの小規模な施設とみなして、子供を養育する制度で

あるファミリーホーム事業が開始されるなど制度の拡

充等が図られているところであり、引き続き里親及び

ファミリーホームに対する支援の拡充に努めてまいり

たいと考えております。

　次に、職員体制や配置基準の見直し及び夜間待機業

務への手当支給についてお答えします。

　児童相談所については、これまでも専門職を増員し

てきており、児童福祉司についても、児童福祉法施行

令で定める配置標準を上回る配置を行うなど体制の強

化を図ってきたところであります。今後も、スーパー

バイザーの養成や職員研修の充実による専門性の強化

などに取り組んでまいりたいと考えております。

　また、夜間待機業務への手当につきましては、現

在、電話応対や安全確認などの実働時間に応じて時間

外勤務手当を支給しているところですが、待機中の精

神的負担も大きいことから、改善の必要性を認識して

いるところであります。今後、他県の状況や本県にお

ける類似業務の状況等を踏まえた改善策について、関

係部局と調整を図ってまいりたいと考えております。

　次に、学童保育についての御質問の中の、放課後児

童クラブの施設整備事業を活用した公的学童の設置に

ついてお答えします。

　放課後児童クラブの施設整備については、国の児童

厚生施設等整備費補助事業等で実施しており、クラブ

専用で整備する場合と児童館等に併設する場合が対象

となっているところですが、厚生労働省の平成23年度

の予算案では36億円が計上されております。

　沖縄県内での平成15年度から22年度までの実績は、

専用施設が２カ所、児童館等での併設が４カ所の計６

カ所となっております。

　県としましては、希望する児童すべてが入所できる

ようクラブの設置促進に努めるとともに、国の補助事

業を活用した公的施設活用のクラブ設置を事業の実施

主体である市町村に働きかけてまいります。

　次に、新たな子育て支援制度等の県独自の実施につ

いてお答えします。

　沖縄の持つ歴史的、社会的な背景から形成されてき

た独特な子育て環境を踏まえますと、全国一律の政策

では十分な効果が期待できないことから、沖縄だけに

適用される新たな子育て支援制度への支援を国へ提案

しているところであります。

　新たな制度の実施については県独自での実施が困難

であることから、沖縄振興に関する国の役割ないし責

務として対応することを求めているところでありま

す。

　次に、ＤＶ対策についての御質問の中の、ＤＶ被害

女性等の保護施設の増設についてお答えします。

　配偶者等からの暴力などにより緊急に保護が必要な

女性については、女性相談所等で一時保護を行ってお

り、長期の支援を要する場合は、婦人保護施設うるま

婦人寮で対応しております。平成21年度の女性相談所

の一時保護所の平均入所者数は、定員20名に対して

3.6名で、入所率は18％となっております。また、う

るま婦人寮の平均入所者数は、定員40名に対し７名

で、入所率は17.5％となっております。両施設とも余

裕があることから、保護施設の増設については現在の

ところ考えておりません。

　なお、老朽化しているうるま婦人寮の母子棟の改築

を予定しており、十分な活用を図ってまいりたいと考

えております。

　次に、生活保護行政についての御質問の中の、急迫

保護の適用についてお答えします。

　保護の実施機関は、要保護者が急迫した状況にある

ときは、生活保護法第25条に基づき、速やかに職権を

もって保護を開始する必要があります。

　急迫した状況とは、生存が危うい場合、その他社会

通念上放置しがたいと認められる程度に状況が切迫し

ている場合で、保護の実施機関においては、このこと

を踏まえ総合的に判断し、職権による保護を行ってお

り、適正に実施されているものと考えております。平

成21年度における職権保護や住所不定者の保護件数は

189件となっており、また、職権保護に至らない場合

においても他法他施策を活用しつつ、必要に応じて適

正に保護を実施しているものと考えております。

　次に、ワンストップで緊急保護を開始するための体

制整備や緊急宿泊施設についてお答えします。

　要保護者が急迫した状況にある場合は、福祉事務所

等が職権をもって保護を開始することとなっており、

医療機関や保健所等と連携して緊急保護を実施してい

るところであります。また緊急宿泊施設については、

現在那覇市、糸満市、石垣市において旅館等の簡易宿

泊所を借り上げてホームレス等に提供する「ホームレ

ス緊急一時宿泊事業」を実施しており、平成22年度に

おいては、２月15日現在で合計38人が延べ1319日利用

しております。

　次に、母子世帯の車保有を認めることについてお答
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えします。

　生活保護世帯に自動車の保有を認める場合について

は、国の通達で具体的に示されております。保有が認

められる場合とは、公共交通機関の利用が著しく困難

な地域にある者が通勤用として使う場合や障害（児）

者が通院等のため自動車を必要とする場合で、単に日

常生活の便利に用いられるのみでは、地域の普及率の

いかんにかかわらず自動車の保有は認めておりませ

ん。保有の要否については、これらのことを踏まえ、

実施機関が個別に状況を把握し、適正に判断している

ものと考えております。

　次に、生活福祉貸付資金についてお答えします。

　緊急小口資金は、低所得世帯にあって、医療費また

は介護費の支払い等により一時的に生計の維持が困難

となった場合に少額の資金を貸し付けるものでありま

す。貸し付け窓口である市町村社会福祉協議会におい

ては、制度目的を十分に踏まえ相談に当たっており、

相談の段階で貸し付けの要件に明らかに該当しない場

合は、その旨を利用者に説明しております。結果とし

て申請には至らない場合や申請しても貸し付け決定が

なされない場合がありますが、平成22年度の貸し付け

件数は、１月末現在において419件で、前年度分を既

に上回っている状況にあり利用者数は増加してきてお

ります。

　県としましては、実施主体である沖縄県社会福祉協

議会を通じて引き続き制度の適正な運営に努めてまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは子供の貧困対策

についての御質問で、就学援助の準要保護の実績及び

制度の周知等についてお答えいたします。

　就学援助事業は、市町村においてそれぞれの実情に

応じて実施されております。就学援助の準要保護の申

請者数については、市町村からの報告は受けていない

ため、県教育委員会としては把握しておりません。認

定者数については、平成21年度は２万1616人、全児童

生徒に占める準要保護認定者の割合（認定率）は

14.55％となっております。最も低い認定率は0.92％

となっております。就学援助制度の周知の状況につい

ては、各学校へ制度を書面で通知したり、広報誌等に

制度を掲載するほか、入学・進級時に案内書等を配布

するなど複数の方法で周知を行っていると市町村から

報告を受けております。

　今後とも教育の機会均等の確保のため、市町村にお

いて必要な就学援助が行えるよう、十分な財源措置に

ついて引き続き全国都道府県教育長協議会等を通じ国

へ要請してまいります。

　次に、教育行政についての御質問で、臨時教員の本

採用についてお答えいたします。

　文部科学省が公表した「公立小・中学校の正規教員

の割合」については、全国平均が93.7％に対し沖縄県

では83.1％と、全国平均と10％以上の差があります。

臨時的任用教員の割合が高い要因につきましては、学

級担任等の基本的な教職員定数とは別に習熟度別指導

等で特例的に措置されている加配定数について、沖縄

県では臨時的任用教員で対応しているためと考えてお

ります。加配定数については、文部科学省の裁量に

よって決定されており、また、年度ごとに変動するた

め臨時的任用教員で対応してきたところであります。

今後は、正式任用教員で対応できるよう努めていきた

いと考えております。

　採用者数については、小学校が平成22年度は109

名、平成23年度は250名の予定で141名の増、中学校が

平成22年度は41名、平成23年度は108名の予定で67名

の増となっております。今後については、児童生徒数

の増減等に伴う教職員定数や退職者の数、定数改善計

画などの国の動向、他県の状況等を踏まえながら、当

分の間、平成23年度と同程度の採用数となるよう、臨

時的任用教員の割合の改善に向けて年次的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、受験年齢制限の撤廃等についてお答えいたし

ます。

　教員候補者選考試験は、人間性豊かで教科等の専門

的知識・技能を有し、実践的指導力のある教員を選考

する視点で実施しております。今後、大幅な教員の採

用が見込まれることから、教員候補者選考試験の受験

年齢制限の撤廃に向けて取り組みます。

　平成23年度実施の教員候補者選考試験においては、

応募者数の大幅な増が見込まれることから、受験年齢

制限を45歳まで引き上げ、受験年齢の撤廃につきまし

ては、平成23年度の実施状況を踏まえ早目に判断して

いきたいと思います。幅広い年齢の受験者を見込むこ

とにより、量及び質の両面ですぐれた教員や多様な人

材、他の職業等で豊富な経験と技量を持った優秀な社

会人・職業人、これまで長期間臨任をしている指導力

のある教員などの確保を目指していきたいと思いま

す。それとともに、長期間にわたり臨任をしている指

導力のある教員を確保するために設けられた「教職経

験による選考」と、中学校の技術と高校の水産に限定

した「社会人を対象とした選考」についての一部試験
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免除は、平成23年度から廃止いたします。

　「教職経験による選考」による一部試験免除の廃止

については、推薦、選考基準が明確に示されていない

と受験者や学校現場から不満があること、大幅な採用

の増加で小学校において申請者全員が合格するなど教

員の質の確保に問題があること、小・中・高校等の校

種によって一部免除合格者数の差が大きく、制度自体

に不公平感が出ること、臨任経験者から免除よりも年

齢撤廃の要望が多いことなどがあります。「社会人を

対象とした選考」による一部試験免除の廃止について

は、中学校の技術と高校の水産に限定した選考である

ため、すべての校種や教科に拡大することが求められ

ております。また、民間企業での豊富な経験等を有す

る幅広い人材の確保を目指すためであります。

　県教育委員会としましては、教員候補者選考試験の

受験年齢制限の撤廃に向けて取り組み、豊富な経験と

技量を持った優秀な社会人や職業人を初め臨時的任用

の受験者が選考試験を受験できる機会を拡大し、本県

の教育を担う専門的知識や技能、実践的指導力のある

優秀な教員の確保に努めてまいります。

　次に、県学力到達度調査についてお答えいたしま

す。

　本県のすべての児童生徒に確かな学力などの「生き

る力」をはぐくむことは県民の願いであり、本県の発

展のためにも重要なことと考えております。

　本調査は、本県児童生徒一人一人の基礎的・基本的

な知識・技能及びこれらを活用して課題を解決するた

めに必要な思考力、判断力、表現力等の定着状況を把

握するとともに、各学校における授業改善を推進する

ため20数年にわたり実施してまいりました。次年度

は、これまで小学校第４学年において国語、算数で実

施していました本調査を、学習の定着状況等をより詳

細に把握し、児童一人一人に応じた指導を充実させる

ため、第３学年と第５学年で実施することとしており

ます。また、中学校第２学年において、これまで国

語、数学、英語の３教科で実施していました本調査

を、実生活で生きて働く、科学的な見方や資料を解釈

するなどの活用する力をはぐくむため、理科と社会を

加えた５教科で実施することとしております。

　県教育委員会としましては、本調査の結果を詳細に

分析し、学習内容に係るつまずきなどを明らかにする

ことできめ細かな指導の充実を図り、今後とも児童生

徒一人一人に確かな学力などの「生きる力」をはぐく

んでまいりたいと思っております。

　次に、神森中学校の教室不足についてお答えいたし

ます。

　神森中学校の普通教室は、現在24教室を保有してお

りますが、１学級の増に対応するため、特別活動室１

室を普通教室に一時転用しております。浦添市教育委

員会に確認しましたところ、平成23年度はさらに１学

級の増が見込まれ、やむなく第２コンピューター教室

を一時転用して対応すると伺っております。

　県教育委員会としましては、適切な学習環境を確保

することは大切なことであると認識しており、設置者

であります浦添市と連携を図り、一時転用解消のため

平成24年度に整備が図られるよう関係機関と調整を

行っていきたいと考えております。

　次に、奨学金の返済相談についての御質問で、日本

学生支援機構の奨学金返還についてお答えいたしま

す。

　独立行政法人日本学生支援機構は大学生や大学院生

等を対象とした奨学金事業等を実施しており、国が所

管する機関となっております。日本学生支援機構によ

りますと、延滞者に対する法的措置を実施した都道府

県別の状況については公表していないとのことであり

ます。また、返還についての相談窓口は、同機構の奨

学金返還相談センターが一括して行っており、返還等

の相談についても随時対応に努めていると聞いており

ます。なお、日本学生支援機構の返還指導に係る法的

措置等については、県教育委員会が言及する立場にな

いと考えております。

　奨学金の返還については、卒業または退学後、災害

または傷病その他生活困窮等により返還が困難になっ

た場合、申請により返還が猶予・免除される仕組みが

あるとのことであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　浦添新軍港建設など基

地問題についての御質問の中の、那覇港湾施設の建設

反対についてお答えいたします。

　儀間浦添市長は、平成13年２月の市長選挙において

「那覇港・浦添埠頭の建設及び浦添市の振興整備を条

件に、那覇港湾施設の移設の受入を推進する」ことを

公約に掲げ当選し、平成13年11月に那覇港湾施設の受

け入れ表明を行いました。

　また、平成15年１月の第４回那覇港湾施設移設に関

する協議会では、浦添埠頭地区への移設を浦添市、那

覇市ともに了承し、現在、同協議会において、環境影

響評価を含め移設に関連した諸措置等について、国・

県、地元自治体等で協議・調整が進められているとこ

ろであります。
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　県としましては、那覇港湾施設の返還を含む嘉手納

飛行場より南の施設・区域の返還は基地負担の軽減に

つながるものと理解しており、今後とも、国、地元自

治体等と連携して、那覇港湾施設の移設に取り組んで

いきたいと考えております。

　次に、キャンプ・キンザーの返還についてお答えい

たします。

　退役軍人用クラブハウスの建てかえにつきまして

は、日米合同委員会で合意され、浦添市と米軍との間

で調整が進められていることから、浦添市の意向を尊

重すべきであると考えております。

　県としましては、御質問のキャンプ・キンザーを初

め「再編実施のための日米のロードマップ」や日米共

同発表で返還等が示されている嘉手納飛行場より南の

施設・区域等については、パッケージ論にとらわれる

ことなく実現可能なものから一つ一つ確実に実施され

るよう、日米両政府に強く求めているところでありま

す。去る２月７日から９日にかけて、軍転協としまし

ても同様の要請を行いました。

　県としましては、今後、地元市町村と連携をとりな

がら強力に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　浦添新軍港建設など

の基地問題についての御質問で、那覇港の国際ハブ港

湾計画事業についてお答えいたします。

　那覇港は、アジア・太平洋地域の結節点に位置する

地理的優位性を生かして国際航路ネットワークを構築

し、戦略的な中継コンテナ貨物を取り扱う物流拠点と

しての国際流通港湾を目指しております。これまで

ポートセールス等に取り組んできたものの、現時点で

はトランシップ貨物の実績はありませんが、北米航路

の大型コンテナ船等が就航しており、今後ともトラン

シップ貨物の獲得に向け、ポートセールスや施設整備

等を推進していく考えであります。

　なお、トランシップ貨物の計画目標の見直しについ

ては、那覇港管理組合において現状を調査・分析し検

討していくとのことであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　福祉保健部長に再質問を行いま

す。

　先ほど子供の貧困のところで、学童の低所得者への

助成について答弁がありましたけれども、もう一度確

認したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　新たな支援制度の

中で、放課後児童クラブを利用する低所得者世帯への

保育料の助成も盛り込んでいるということで申し上げ

ました。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　次年度助成をしていくのかと思っ

たんですが、全く違う内容でがっかりしております。

　次、浦添の軍港建設問題で先ほど知事公室長が、儀

間市長が軍港受け入れを表明して選挙で最初に当選し

たと言いましたが、全く事実に反しているんですよ。

選挙では、民間港をつくってそのバースの一部を軍に

も使わせる、これが選挙の公約で、そして当選した後

に軍港受け入れを表明したというのが事実です。もう

一度確認してください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　私の理解では、先ほど

答弁したとおりなんですけれども、議員が御指摘のよ

うなことがありましたら、再度確認をしたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　知事に伺います。

　浦添市は、6700万円の新たな施設の建設を市民に全

く知らせていないんです。経過の説明を求めても全く

秘密にしています。市民不在のまま米軍の施設を市民

の税金でつくるなんてとんでもないと、市民や県民が

撤回を求めています。地元がやることだと、傍観者で

本当にいいんでしょうか。

　前代未聞の退役軍人施設の建設について、浦添市

は、沖縄県もやっているとまた言っています、同じよ

うなことを。事実でしょうか。

　県道港川道路建設は、牧港米軍補給基地を一部返還

して行っています。返還交渉の内容を説明してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　事実関係については承

知しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　この問題は、浦添市の6700万円の

負担そのものが新聞に出た途端に、全県的に新たにど

うして日米が交渉するのに市民や沖縄県民の負担で新

たな施設をつくらなければいけないのかということが

大問題になったんですよ。で、説明を求めている。

　沖縄県は、同じように港川道路を同時期に返還交渉

を求めましたよね。それを私は、関係の皆さんのとこ

ろから資料を取り寄せて今説明を求めているんです
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よ。承知しておりませんというのは、とんでもないで

す。米軍との交渉内容をぜひ明らかにしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　御質問の件は、浦添

西原線の港川道路ということで理解しておりますけれ

ども、これにつきましては、一部が返還を必要として

おりますので、平成20年12月に最終的に返還の通知を

受けております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　県道をつくるので、キャンプ・キ

ンザーの一部を返還してくれと要請をして、その要請

と、そしてその交渉の中身を明らかにしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　交渉の中身といいま

すとちょっと詳しく承知しておりませんけれども、う

ちのほうとしましては、道路建設のためにこの用地が

必要だということで、それを返還してもらいたいとい

う趣旨で返還を要求したというふうに理解しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私、この問題はとても重大だと

思っているんですよ。平成20年の12月に返還されると

いうことを受けたと言いますけれども、県がどのよう

な要請をして――タイトルでもいいです――そして米

軍、防衛局からどのような回答が来て、最終的に返還

となったという、そのいきさつを説明してください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　先ほどお答えしまし

たとおり、うちのほうとしては、道路新設するために

用地として今の基地の一部を返還する必要があったこ

とで、我々としては返還を要望して申し入れたという

ことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私、今、県が基地のない沖縄を目

指していくと、そして施設返還もこれからどんどん一

部であれ、牧港補給基地は浦添市を挙げて全面返還を

求めているわけですよ。だから、その中で今、一部返

還をするときにどうして新たな施設をつくっていくの

かというところが聞きたいわけですよ。だから、20年

の12月22日にこの港川の地域ですよね、米軍基地。ピ

ザハウスに出てくるところを県道にするから一部を返

還をするというそのための申し入れをやったわけです

よね。皆さん、これは20年のいつですか。要請をした

のは平成17年６月10日に返還の要請をされたんじゃな

いですか。そのいきさつを説明お願いします、交渉の

いきさつを。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　交渉のいきさつとい

いますか、議員からありました17年に私どもは県の道

路計画が上がりましたので、それについては都市計画

決定もしております。これは、西海岸道路と国道58号

現道のアクセス道路として必要な県道でございまし

て、先ほどから申し上げているとおり、その用地につ

いて返還の必要があったんで、私どもとしては返還の

要請を申請をしたということでございます。

　その際に、道路の関係といいますか、郵便局の話が

ありましたけれども、そういったものについては道路

拡張に支障になりますので、その辺の補償といいます

か、そういったことを今交渉中ということでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　沖縄県知事から平成20年10月８日

付で沖縄防衛局長あてに、平成20年９月５日付で照会

のあった見出しのことについては、米側の付した条件

に異存はありませんという文書を出したのは事実です

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　20年の９月に防衛局

長から県に一部返還の照会がありまして、後はまた10

月８日に、一部返還の照会に対しての回答といたしま

して異存はなしという回答をしているということでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　20年９月５日に防衛局長から知事

あてに文書の照会が来たと、それに異存ありませんと

いうことで回答されたということですけれども、この

防衛局長から来た照会の中身は17項目入っていますよ

ね。この項目について大事な部分が郵便センターの移

設や、そしてゲートも移設をするという中身、詳しく

書いてありますよね。それについてぜひ答弁いただき

たいんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　ゲートとかそれから

フェンスもそうなんですけれども、道路をつくること

によってこれは支障になりますので、当然それについ

ての移設をしてくれという要望といいますか、向こう

の条件がありましたので、それについては私どもとし

ては異存なしというふうに答えたということでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　平成20年９月５日付の防衛局長、

沖縄県知事あての照会の１項だけ私問題点を指摘した
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いと思うんですが、「合衆国政府に費用の負担をかけ

ることなく、牧港補給地区において、別図で示される

区域に郵便センターを移設するものとする。移設され

る郵便センターは、駐車場、全てのユーティリティー

並びにゲート及び照明のある周回保安柵を含め、関連

附帯工作物を備えた半恒久構造物とする。新しい施設

が完成し次第、合衆国政府に費用の負担をかけること

なく、既存の郵便センターを撤去し、かつ、景観を整

備する。」、これに対しても全く異存なしということ

で回答されたということですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　郵便局につきまして

は、現在あるものと同じ機能補償というのが私どもの

基本的な考えでございますので、そういう意味で異存

なしということで回答しております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私、この「半恒久構造物」という

のは、この牧港補給基地の中に老朽化した施設、浦添

の退役米軍人施設もそうですよ。古くなって使われて

ないような施設を新たにつくっていくということは、

この牧港補給基地がいつまでも半永久的に残る。そし

てそれと今、軍港建設が次年度から環境影響評価が始

まるわけですよ。だから、これは改めてこの牧港補給

基地と軍港が一つになって、この機能を強化された固

定化されていく基地になるということを本当に危惧し

ていないというところにとても問題点を感じます。

　県民は、このようなものに対してどうして県民に明

らかにしないのか、県は、そのまま秘密にしたまま工

事をしようとしているのか、経費は幾らかかるのか。

そしてこのような無慈悲な、屈辱的な、従属的な米軍

の要求に対して日本政府が従っているというのはずっ

とありますよ。でも、沖縄県民として、県として、知

事として、どうしてこういうのはまかりならぬと、だ

めだと言えないんですか。知事にお尋ねしたいです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午前11時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　今回の補償につきま

しては、米軍だからということじゃなくて一般的な補

償のやり方でございますので、我々の公共補償基準と

かございます。それに照らし合わせて、我々としては

適切に今後補償していきたいということでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　米軍基地の中の施設をつくる根拠

は何ですか。そして、日米地位協定２条の２項、施設

の提供と返還についてうたっています。４条２項、基

地の返還についての規定です。これと照らしても、私

は、沖縄県がつくる根拠はないと思っています。地位

協定、皆さん照合したんですか。沖縄県がやろうとし

ていることは単なる補償ではないと、私は指摘をする

んですけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今回の事案につきまし

ては、沖縄県が都市計画上必要な道路を整備すると、

そのために基地の一部返還が必要だという形、あるい

は共同使用が必要だという形になりまして、このよう

な事案につきましては、地位協定第25条に言います合

同委員会において合意されるということになっており

ます。

○西銘　純恵さん　私が聞いたことに答弁してくださ

いよ。２条２項、４条２項。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時48分休憩

　　　午前11時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　「日本国政府及び合衆

国政府は、いずれか一方の要請があるときは、前記の

取極を再検討しなければならず、また、前記の施設及

び区域を日本国に返還すべきこと又は新たに施設及び

区域を提供することを合意することができる。」。

　以上です。

○西銘　純恵さん　４条２項。

○知事公室長（又吉　進君）　４条２項ですね。「日

本国は、この協定の終了の際又はその前における施設

及び区域の返還の際、当該施設及び区域に加えられて

いる改良又はそこに残される建物若しくはその他の工

作物について、合衆国にいかなる補償をする義務も負

わない。」。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　地位協定、本当に抜本改正を求め

るぐらいアメリカ言いなりの協定だと言いながら、そ

の中の施設返還について米国に何も「補償をする義務

も負わない。」と書いてあるんですよ。それを県はや

ろうとしているんですよ。県民の暮らしが今どんなに

大変だと思いますか。幾らお金をかけるんですか、ど

れだけの施設をつくるんですか、お答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。
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○知事公室長（又吉　進君）　今御質問の、幾らお金

をかけるかという部分については、必ずしもお答えを

用意してございませんけれども、地位協定におきます

条件、管理権につきましては、すぐれてこれは日米で

の取り決めでございまして、その問題点につきまして

は、私ども県としましては、11項目の要請ということ

で常日ごろから上げているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　日米地位協定の４条２項にも返還

のときには補償する義務はないと書いてあるんです

よ。どうして沖縄県がお金を出すんですか。そして、

皆さん具体的に返還のための施設建設を進めていま

す。幾らかかるのかというのは明らかに金額は出てい

るはずなんです。それを答えようとしないんですか、

明らかにしてくださいよ。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員の御質問の趣旨

がちょっとわかりにくいところもございますけれど

も、県の道路整備に関しましては、これは返還のため

の補償とはとらえておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　米軍施設の提供や返還については

日米地位協定が根拠でしょう。補償する根拠はどこに

あるんですか、言ってくださいよ。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　申し上げているとお

り、これはまず私どもの道路をつくるために原因とし

てスタートしておりますので、通常のとおり道路事業

に支障のある物件の補償につきましては、それに基づ

いて適正に補償するということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私、今の答弁を聞いて本当に繊然

としたんですよね。この通常の道路をつくる、これは

県民に補償するというのは当たり前ですよ。でも、

今、沖縄県が道路が狭くて大変だから返還を求める。

そして、もともとこの米軍基地というのは、県民が銃

剣とブルドーザーで奪われた土地でしょう、返還を求

めているんでしょう。基地はみんななくしていくとい

うのが、今の知事の21世紀ビジョンじゃないですか。

その中で、一つ一つ部分的に道路をつくるから部分返

還を求めるから、そこにある施設をみんな補償しなさ

い、沖縄県はみんな補償するんですか、どれだけの経

費がかかりますか、それを聞きたいですよ。将来にわ

たってどれだけの補償をやるつもりですか。大変な問

題ですよ。すべて補償出すの。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　重ねて申し上げますけ

れども、ただいま土木建築部長が答弁しましたよう

に、この案件につきましては通常の道路建設に基づく

通常の補償という形でございます。

　議員が御質問の返還の費用を県が負担する、あるい

は将来にわたってどういう負担をするのかというそう

いう状況はまず生じないと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　本当に詭弁と言いたいですね。過

去に同じように３カ所の道路の関係で補償した事例が

あります。これすべて幾らで補償したのかをお尋ねし

ます。今のは言えないと言いますけれども、過去に

やった同じような米軍基地の一部を返還してできた数

字、県民負担になったのをお尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　今、手元に資料を

持っておりませんので、幾らかかったかということに

ついては、今のところお答えできません。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　私、米軍施設の返還を求める、当

たり前に日米合同委員会で返還の交渉をさせるという

中で、沖縄県がこの理不尽な米側の言い分を日本政府

が受け入れてきたと。それに対して17の――さっきは

郵便センターの件一つしか言いませんでしたけれども

――これを含めて17項目も理不尽なことが書かれてい

るわけですよ。それに対して皆さんはこうです、異存

ありませんと、一月足らずの期間でやっているんです

よ。本当に鈍感じゃないですか。

　沖縄県民が、どのような思いをして暮らしをしてい

るのか。そして、この米軍基地はどうして沖縄県民の

税金で基地内の施設をつくらないといけないの。ここ

にもう本当に怒りを持っています。

　先ほどの過去にあったケース、金額をぜひ説明をい

ただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　後で整理しまして御

報告したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　米軍基地のためには思いやり予算

というのも日米地位協定にないものが、既に1800億円

も国民の税金で湯水のようにつぎ込まれてきている

と。このような中で、新たに市町村やそして沖縄県が

基地の施設をつくるためにお金を出していく、これは

県民は絶対納得できないですよ。沖縄県がこんな条件

ではだめだと、無条件で部分返還を求めているものを

認めよと一つも主張していないというところが本当に
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大問題だと思っています。知事の見解を伺います。よ

ろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　少し整理させていただ

きますけれども、返還手続につきましては、議員御指

摘のとおり地位協定に基づき実施されるわけですけれ

ども、その補償につきましては、これは国内法に基づ

いて行われるという整理をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

○西銘　純恵さん　本当に沖縄県のこの対米従属、も

う政府と一緒ですよ。変わらないこの姿勢に抗議をし

て、本当は県民の暮らしを守る、そして保育所も入れ

ないとかそういう皆さんの声を受けとめて――県政と

いうのはこのような米軍施設にお金を使うんじゃなく

て――ちゃんと必要とするところに、子供たちの貧困

そういうものに充てるべきだということを指摘をして

終わらせていただきます。

　ありがとうございます。

○崎山　嗣幸君　議長、休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時58分休憩

　　　午前11時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　お待たせいたしました。

　社民・護憲ネット、照屋大河です。

　一般質問の前に所見を述べてまいります。

　きょうの質問のトップバッターの瑞慶覧功さんか

ら、かりゆしウエアの話題に気温というか、温度の話

がありました。振り返ってことしの冬は南国沖縄も非

常に厳しい寒さを実感する冬ではありましたが、私は

２つのそんな冬の中でも温かいというか、明るい話題

について所見を述べたいと思います。まるできょうの

島袋大議員のかりゆしウエアのように、明るい、温か

い、彼は顔も心も温かいんですが、そういう話題を２

つ述べたいと思います。

　まず１点目に、タイガーマスク。漫画タイガーマス

クの主人公伊達直人を名乗る人物から養護施設にラン

ドセルが届けられた。その現象が全国に広がってもち

ろん沖縄にもそういう人がおりました、例がありまし

た。施設に通う子供たちはさまざまに事情があるはず

ですが、今回の件については社会から関心があるん

だ、しっかり社会も支えてくれているんだというよう

なメッセージとなって子供たちに勇気を与えたんだろ

うというふうに思います。

　もう１点は、時を同じくして心臓病を患う要美優

ちゃん、その心臓移植のために高額な手術費用が要る

ということだったんですが、沖縄全県に呼びかけてわ

ずかな期間でその手術費を達成してしまった。これは

沖縄県人の気持ちが広がった、善意の輪が広がった結

果だろうというふうには思います。

　一方、そういった善意の輪に頼るんではなくて教育

長の決意表明でありましたが、沖縄の子供たちさまざ

まに可能性があるんだというふうなことで発表があり

ました。そういう子供たちの可能性が発揮できる土台

をしっかりつくっていただきたい。そしてその土台を

ますます高く上げていただきたい。それは行政にもお

願いしますし、私はまた政治家としてしっかりと政治

の力が発揮できるように、子供たちの将来に発揮でき

るように頑張っていきたいということを申し上げて、

一般質問に移ってまいります。

　まず１点目、東村高江のヘリパッド建設工事につい

て。

　茨、知事の見解、政治姿勢について。

　ア、東村高江のヘリパッド建設工事をめぐっては、

沖縄防衛局が現場で反対運動を続ける住民２人を相手

に通行妨害禁止を求め訴訟を起こしている。係争中で

あるにもかかわらず、沖縄防衛局が強行に強権的に工

事再開に踏み切ったことに対する知事の見解を伺う。

　芋、昨年12月22日早朝に設置された仮設フェンスに

ついて。

　ア、仮設フェンス設置場所は、米軍提供施設と民間

地との境界線の内側か外側か、地番及び地目を明らか

にした上で事実関係を示されたい。

　イ、提供施設と民間地との境界線は、平成５年３月

31日付の一部返還に基づき引かれたようであるが、事

実か。

　ウ、県道70号線（旧道部分）が米軍提供施設に含ま

れるのであれば、日米間あるいは当時の防衛施設庁・

那覇防衛施設局と県の間でいかなる手続を経て提供施

設として米側に提供されたのか経緯を明らかにされた

い。

　鰯は削除します。

　大きい２番も削除をします。

　３番目、米軍の区域外訓練に伴う経済的損失につい

て。
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　茨、今回の混乱に伴う県内漁業間係者のこうむった

経済的損失について明らかにされたい。

　大きい４番、戦後処理事業について。

　茨のアとイは削除します。

　芋番、遺骨収集事業や不発弾の運搬や安全管理な

ど、より幅広い視点での戦後処理事業について、ＮＰ

Ｏなど民間団体を活用した制度創設を次期沖縄振興計

画に提言する考えはあるか伺う。

　５番、児童養護施設の運営の現状と課題、県の支援

体制について伺います。

　大きい６番、我が会派の代表質問との関連につい

て。

　仲宗根悟議員の代表質問関連について伺います。

　嘉手納基地の運用に関する質問の関連で、ことし１

月に最新鋭ステルス戦闘機ラプターが暫定配備されて

から今日までの訓練の回数、離発着の回数等があれば

伺いたい。夜間・早朝の訓練はないか伺います。この

間の爆音の実態について伺います。

　23日、嘉手納基地所属Ｆ15戦闘機の普天間飛行場へ

のダイバートについて説明を求めます。この件につい

ては渡嘉敷議員に答弁があったその後にわかった事実

等についてだけ答弁をしてください。

　次に、駐機場の移設について、地元から早期実現の

声があるが、状況について伺います。

　続いても仲宗根議員の質問に関連して、障害者権利

条例制定について伺います。

　当事者団体からさきに提出された条例案に対する県

の評価について伺います。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋大河議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、東村高江のヘリパッド建設工事に係る

御質問で、高江のヘリパッド建設工事についての御質

問にお答えいたします。

　昨年１月、沖縄防衛局が東村高江区のヘリパッド建

設をめぐり、通行妨害禁止を求める訴訟を提起したこ

とは承知いたしております。県としましては、現在本

件が係争中であることから、コメントにつきましては

差し控えさせていただきたいと思います。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、県としまして

は、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基

地の整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方

法であると認識いたしております。

　県としましては、随時、現地に職員を派遣し状況の

確認を行っておりますが、改めて去る２月14日、国に

おいては、市町村の意向等も踏まえ、地域住民の生活

や当該地域の自然環境に十分配慮し、安全に万全を期

すよう申し入れを行ったところであります。

　今後とも東村や高江区の意向を尊重し、適切に対応

してまいりたいと考えております。

　次に、戦後処理事業に係る御質問の中で、遺骨収集

事業を次期振計に提言することについての御質問にお

答えいたします。

　遺骨収集事業につきましては、「新たな沖縄振興の

ための制度提言」において、「沖縄戦による遺骨収集

の国による取組強化」を提案することとしておりま

す。

　要望の具体的な内容といたしましては、国において

遺骨収集に関する中期計画を策定をし、組織的・計画

的に実施すること、そして推進に当たっては、遺骨収

集に関する情報センター（仮称）を創設するととも

に、民間、そしてボランティア団体等へ支援する仕組

みを創設することでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　東村高江のヘリパッ

ド建設工事についての御質問で、仮設フェンスの設置

場所についてお答えいたします。

　仮設フェンス設置場所について、道路台帳により確

認しており、道路区域外に設置されているものと認識

しております。なお、その一帯は林野庁の国有林と

なっており、当該区域の土地は登記されてないことか

ら、地番及び地目の表示はありません。

　同じく東村高江のヘリパッド建設工事についての御

質問で、提供施設と民間地の境界線についてお答えい

たします。

　当該区域につきましては、平成２年６月19日の日米

合同委員会において、返還に向けて調整・手続を進め

ることが確認された土地を平成５年３月31日に返還し

たものであり、それに伴い境界線が確定されたものと

認識しております。

　同じく東村高江のヘリパッド建設工事についての御

質問で、旧道部分が提供施設とされた経緯についてお

答えいたします。

　旧道部分は、復帰後、既に提供施設となっていた北

部訓練場について、昭和53年に共同使用の申請を行い
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整備したものであります。その後、平成元年に現道を

整備し、道路機能が旧道から現道に移ったことから、

平成２年に旧道部分の土地を営林署に返地しておりま

す。平成５年の一部返還の際には現道部分が返還さ

れ、旧道部分は提供施設として残り現在に至っており

ます。なお、県道70号線国頭東線を区域決定した際の

図面と道路台帳図面にそごがあったため、ことし２月

８日に変更手続を行ったところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　戦後処理事業について

の御質問の中で、不発弾の運搬や安全管理を次期計画

に提言することについてお答えいたします。

　沖縄県における不発弾等処理については、現在、

国・県・市町村及び諸団体等で構成する沖縄不発弾等

対策協議会を中心に事業を推進しております。同協議

会における事務分担につきましては、陸上において発

見された不発弾等の処理についての通達に基づき、不

発弾の運搬は自衛隊、安全管理は警察が対応している

ところです。

　不発弾につきましては爆発の危険性があること、そ

の処理・運搬や管理に関しては高度で専門的な知識と

経験を要すること、不発弾処理については国が責任を

持って取り組むべきと考えること等から、不発弾の運

搬や安全管理については、自衛隊や警察等の公的機関

で対応することが適切であると考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連について、Ｆ22

戦闘機の１月からこれまでの離発着回数と夜間・早朝

の訓練についてお答えいたします。

　去る１月７日、嘉手納基地及び沖縄防衛局から、Ｆ

22Ａ戦闘機15機が１月中旬からおよそ４カ月間、嘉手

納飛行場に派遣されるとの連絡がありました。これを

受け県は、米軍及び日米両政府に対し、あらゆる策を

講じ、騒音を初めとした周辺住民の負担軽減を図るこ

とを強く要請したところであります。

　嘉手納飛行場における米軍機の離発着回数を含む演

習・訓練の具体的な内容について、米軍は、運用上の

理由により明らかにしていないことから、県は、軍転

協や渉外知事会を通じ、演習・訓練の内容等を公表す

るよう求めているところであります。

　同照会につきましては、２月25日に行っております

が、現在のところ回答はございません。

　次に、同じく嘉手納基地所属Ｆ15戦闘機の普天間飛

行場へのダイバートにつきましてお答えいたします。

　同ダイバートにつきましては、先般、渡嘉敷議員の

御質問にお答えしたとおり、その状況、事故に至った

経緯等を現在照会しておりますが、現在のところ回答

はございません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　米軍の区域外訓練に

伴う経済的損失の中で、区域外訓練に伴う漁業者の経

済的損失についてお答えいたします。

　今回のような訓練直前の通知による提供水域外での

訓練の実施は、漁船の安全を脅かし、漁業者に大きな

不安を与えるものであります。区域外訓練による操業

への影響について漁協等に確認したところ、訓練計画

水域の外へ移動した漁船や出漁を見合わせたり、漁場

を変更した漁船などがあったとのことですが、現在の

ところ、具体的な経済的損失をこうむったとの話は聞

いておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　児童養護施設の運

営の現状と課題、県の支援体制についてお答えいたし

ます。

　児童養護施設は、県内に８カ所設置されており、定

員合計は422人となっております。施設には、家庭の

事情や虐待等により保護者が養育することが困難な児

童が生活しており、平成23年１月末現在の在籍児童数

は389人、定員に対する在籍率は92.2％となっており

ます。

　児童養護施設の設置・運営については、国が定める

児童福祉施設最低基準に基づいており、運営費につい

ては、措置費として国及び県が２分の１ずつ負担して

おります。措置費では、施設における人件費及び管理

費、入所児童の生活及び学習等に必要な額が支払われ

ているほか、心理療法担当職員などの専門職員の配置

に必要な加算も行っております。しかしながら、現在

の最低基準は、被虐待児童や障害を持つ児童の増加な

どの実情に必ずしもそぐわないものとなってきてお

り、国においては、基準の見直しに着手しているとこ

ろであります。

　県においても九州各県児童福祉主管課長会議を通じ

て、児童養護施設における職員配置の改善等を国に求

めているところであります。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての中

の、当事者団体から提出された障害者の権利条例案の

評価についてお答えします。
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　ことし１月に障害当事者団体から知事に対して、障

害者権利条例案と約３万人もの条例制定を求める署名

が手交されております。当事者団体の条例案につきま

しては、障害の種別を超え各障害者団体等が意見交換

会、フォーラム、街頭活動等を通じて策定されたもの

であり、多くの障害者の声を反映した条例案であると

考えております。

　県としましては、条例を制定する際には、県民生活

に密接に関連することから、十分な県民議論等を踏ま

えて取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　我が会派の代表質問

との関連の中で、１月からの爆音の実態についてお答

えいたします。

　Ｆ22Ａ戦闘機の飛来が始まった１月12日から２月24

日の間について、嘉手納飛行場周辺の県の測定局であ

る12測定局の航空機騒音測定結果では、環境基準評価

指標であるＷ値で、屋良局83（平成21年度平均78）、

伊良皆局68（平成21年度平均65）、美原局79（平成21

年度平均78）となっており、３測定局で前年度平均を

上回っております。また、１日当たりの騒音発生回数

では、北美局、伊良皆局、桑江局、知花局の４測定局

で前年度平均回数を上回っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　１問答弁漏れがござい

ましたので、改めて答弁をさせていただきます。

　我が会派の代表質問との関連につきまして、海軍駐

機場移設の状況についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場における海軍駐機場の移転について

は、ＳＡＣＯ合意における「騒音軽減イニシアティ

ブ」において主要滑走路の反対側に移設されることと

されております。昨年９月、沖縄防衛局から、海軍駐

機場の移転について、現在実施設計段階にあり、埋蔵

文化財の調査も行っているところであり、できるだけ

早く実現したいとの説明がありました。

　県としましては、同駐機場の移転により、嘉手納飛

行場における航空機騒音の軽減が早期に図られるよう

求めてまいりたいと考えております。

　どうも失礼をいたしました。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　福祉保健部長に伺います。

　障害者権利条例の制定に向けてですが、今回団体か

ら提出された条例案については、多くの声を反映した

条例案であって生活にも密接に関係するんで検討して

いくと、意見聴取しながら制定に向けて検討していく

と。これまでの条例案制定に向けての答弁では、国の

法律の改正とか条約の批准の動向、あるいは団体に対

する意見交換をしながら進めていくということだった

んですが、そういう答弁もありました。

　この国の法律の改正とか、条約への批准がなければ

県独自でこの条例案を制定することは技術的に難しい

ということなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今の答弁の中で、

県民の議論をしていくと申し上げましたが、それはこ

の国の条例改正のことは別に進めるということではご

ざいません。それも踏まえて当事者団体、民間事業者

との意見交換、そして国の法改正の内容とか差別禁止

法との議論等も踏まえた上で取り組みを進めていくと

いうことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　技術的な問題としてその改正などを

待たずに、国の動きを待たずに、県独自として条例案

を制定することはできるのかということです。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　それは技術的には

可能でございます。現に３県では条例制定があります

ので、そういう意味で条例の制定については可能で

す。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　先ほど部長の評価があったように、

31の団体ですか、その多くの団体が時間をかけて積み

上げてきた条例案です。知事も直接受け取ったと思う

んですが、その中にも公約でもあるし進めていきたい

と。先ほど県独自でも制定できるということがありま

したが、その団体の皆さん、当事者の皆さんはたとえ

条例ができたとしても地域の壁というか、差別の問題

とか、心の壁を克服しなければ何にもならないという

ことで、まずこの条例案を急ぎ制定してそういう壁を

取り払っていくためにもスピード感を持ってやってい

く、そういう決意をもう一度いただきたいなと思うん

ですが。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　障害者の声が確か

にいろんな時間をかけて議論して、そういう思いがこ

もっているということは十分承知しております。

　ただ申し上げましたように、やはり内容につきまし

ては障害者の差別事例を把握したり、それから差別を
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なくすための取り組みの方策等を検討して、そういう

中で具体的な形でそういう事例も積み重ねながらどう

いう形で実効性のある条例をつくっていくかというこ

とについては、やはり県民また民間事業者も含めて多

くの意見をやはり集約したいと考えておりまして、そ

れには一定程度の時間は要するとは考えております

が、そういう意味ではその制定に向けて取り組んでい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　先ほどの繰り返しになりますが、提

出をした当事者の皆さんは、たとえ条例が制定された

としてもその後の社会も大きな問題があるんだと、差

別をなくしていくとか、心の壁というんですか、そう

いうものをなくしていくことが大変なんだということ

を言っていますので、さまざまな検討作業はあるかも

しれませんが、ぜひ圧縮して圧縮して短くして、制定

に向けて取り組んでいただきたいなと思いますので、

これは要望しておきます。

　それから児童養護施設の問題なんですが、今部長か

らあったようにですね、知事、以前は孤児院と呼ばれ

ていた児童養護施設なんですが、今、虐待の問題とか

があって非常に中身が変わってきているということで

す。そして先ほど部長からもあったように、定員の

90％を超える子供たちがいるんですね。そしてこれも

部長からあったんですが、この子供たちは施設にいる

間は措置費という形で対応されていると。そういう意

味では学校に行ったり、食事をしたり、生活する分に

はその施設にいる限りは少なくとも大丈夫だ。しか

し、この施設にいる人たちの課題として、卒業後この

施設から出ていった後に免許証の取得の問題、この措

置費ということで貯蓄ができない仕組みになっている

ようなんですよ。将来に向けて免許証を取るためにお

金をためるとか、進学するためにお金をためるとかと

いうことが措置費という問題でできないらしくて、そ

ういう意味では知恵を出して、先ほどあったようにど

んな環境にあっても将来に向けて若い人たちが可能性

を発揮できる土台はしっかりとつくっていただきたい

なと思うんですよ。例えば運転免許証の取得の問題、

進学などにおいては民間の皆さんがファンドを設立し

て施設を卒業した子を支援していこうという動きもあ

るようですが、わずか１人です。そういう意味では、

先ほど政治の力、行政の力という話もしましたが、知

恵を出して何とかこの子たちが安心して活動できるよ

うにやっていただきたいなと思うんですが、知事の見

解を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに児童養護施

設の児童が施設を退所した後の生活とか支援について

は、やはり課題もございます。そういう意味では今の

運転免許取得等についてもう少し大学進学、就業につ

いての支援を措置費の中で認めてもらうような形で

ずっとこれまでも国のほうに要望しておりますので、

今後もそういう意味では要望していきたいと思いま

す。

　それからまた、各施設においては、そういう寄附と

か県民の後援会等をつくってそういう資金に充ててい

るというところもございます。また、今般子ども手当

についても施設の長に振り込んで、そしてそれを貯金

もできるような仕組みもとられております。そういう

意味では、子供の施設退所後の支援につきましても今

後また改善の方向で取り組んでいきたいというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　次に、嘉手納基地の問題なんです

が、米軍は28日、きょうから約５日間にわたる即応訓

練の実施を発表しております。地元嘉手納町長や議会

も強く反対を表明していますが、県としての対応、そ

れからきょうからの通知なんですが、きょう実際に行

われているのかわかれば教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず、きょう実施され

ているかどうかについてはまだ情報を得ておりませ

ん。

　この対応ですけれども、嘉手納飛行場におきまして

は従前からこの飛行訓練に加えて爆発音を使ったＧＢ

Ｓ訓練等が再三行われておりまして、このような訓練

は付近住民に不安を与えるものであるということでご

ざいますので、県としましては住民生活に著しい影響

を与えないよう配慮すべきだということを申し入れて

おります。

　きょうの段階ではまだ申し入れておりませんが、直

ちに申し入れようと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　知事、今議会で安保研究の立ち上げ

などの答弁の中にも、基地の問題について事件・事故

の件についても基地の運用の件についても今の嘉手納

の状況のように、あるいは嘉手納のきょうの即応訓

練、パラシュート訓練、あるいはダイバートの問題も

含めてなかなかこれまで要請、抗議はしていても全く

のれんに腕押しで進まないんだというような答弁があ

りました。県民も同じような実感だと思います。基地

の運用は米軍のある意味、基地があればやりたい放題
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の状況にある。先ほど安保の議論でも瑞慶覧さんのと

きにもありましたが、実際は沖縄の現状はそういうこ

とだというふうに感じるんですが、もう一度答弁いた

だきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私が余りのれんに腕押しと

か、馬耳東風と言うのはいかがなものかとは思うんで

すが、それでも最近は民主党政権は、我々の要求に対

して幾つか返答はもらえるようには実はなってきてい

ます、去年の５月以降ですね。ですから、少し前へ進

んでいるとは思うんですが、やはり基地問題でもう少

し認識・感覚の差があり過ぎるのか、長年かけても前

へなかなか進んでいないというのも確かにありますか

ら、もう少しこれが意味のあるやり方というのはもっ

とあるだろうと実はつくづく私も１期目に感じまし

て、そこをいろいろ知恵もかりながらきちっと効果が

出るようなやり方をぜひ編み出していきたいと考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　次に、高江の問題に移りたいと思う

んですが、知事、この２月25日の新聞の社説なんで

す。高江についての社説が掲載されているんですが、

これはお読みになりましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　読んでいません。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　これまで高江の新しい基地の建設、

ヘリパッドの建設については、ＳＡＣＯの合意である

と、過半が返ってくるんで残余の部分の建設である。

現実的な対応だ。地元も条件の協議をやって進めてい

るんだ。地元の意向も尊重しているんだということが

ありますが、この25日の社説では高江区の区長さんは

こんなことを言っているんですよ。ヘリパッドの建設

については「いまも嫌だ。負担軽減のしわ寄せはごめ

んだが、果てしない闘いはできない」ということを区

長さんは言っているわけですね。この間の高江の反対

派、あるいは防衛局との工事の様子などもつらつら書

かれていますが、そういう意味でこれまでずっと高江

の建設を進めるべきじゃないという質問に対して、地

元の意向があるからという県の答弁は少しニュアンス

が違ってくるんじゃないかなという気がしているんで

すが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県としましては、幾度

となく職員を派遣したり、あるいは知事みずから赴い

たりということで地元の意向というものの把握に努め

ているわけでございます。

　現在のところ昨年の７月20日に区から村、村から防

衛局に対してヘリパッド建設に伴う要請として基本的

にヘリパッドに関しての懸念を示した上で、やはり

しっかり村民の安全に配慮する等した上で、工事を進

めるに当たっては配慮してほしいといった要請が出て

おりまして、その条件について地元と防衛省の間で話

し合いが続いているものと承知しております。そうい

う状況の中で、県としましては政府においては地元の

意向をしっかり尊重していただきたいというふうに申

し上げているわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　高江の人口が130人から140人ぐらい

ですか、昨年そういう形で条件の協議に入ったかもし

れませんけれども、高江はこれまで２度にわたり反対

の決議をしてきているんですよ。最初の決議が1999

年、そして条件つきの容認をしたのが2009年ですよ。

知事、10年の歳月があるわけですね。そこを小さな部

落、地域の人たちに、国あるいは官僚というのか政治

は押しつけてきたわけですよね。10年闘ってきたんだ

が、高江の区長さんからもありました。いつまでも

「果てしない闘いはできない」んだと。そういう思

い、建設は今でも嫌だが、そういう状況があるわけで

すね。そういう状況をしっかりと受けとめていただき

たいなと思う。この報道にあるような高江が示す条件

を「イノシシの食害から守る」とそういうものに県が

耳を傾けて、寄り添って、嫌だったら一緒になって反

対していくそういう態度であるべきじゃないのかな。

先ほど基地があれば運用については米軍の勝手気まま

だと。そういう意味では高江の人たちも心配している

わけですよね。現在でも爆音に悩まされる、しかも住

宅地に近いところに新しい基地の新しいヘリパッドの

建設がある。そういうところをもう少し酌み取って、

県は建設については改めて区とも話し合って一緒に闘

うぞというような形で向き合っていくべきじゃないか

なと思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時24分休憩

　　　午後２時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　地元との連携という意

味では、先ほど申し上げた形で県としては地元との連

絡は取り合っていると認識しております。

　また、この高江のヘリパッドの建設につきまして

は、北部訓練場の過半が返還されると、沖縄の基地整
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理縮小につながるものであるというのが県の対応でご

ざいまして、また、その跡地につきましては、東村か

らもその跡地の有効利用について大変期待が大きいと

いうふうに聞いておりますので、基本的には推進すべ

きであると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　整理縮小につながると、ＳＡＣＯの

合意で。しかし、新たな基地の建設をする。それでそ

の基地の運用の現状は、先ほど言ったように沖縄県民

からすれば米軍の好き勝手である。

　そういう実情があるときに辺野古の話ではあるんで

すが、知事は日米共同発表を見直して、切り離して、

返せる部分を返せ。しかし辺野古の移設はだめだと。

この高江のＳＡＣＯ合意も含めてこれまで戦後65年間

大きな負担があった、それを全国に訴えていくんだ、

応分の負担を訴えていくんだと知事は言っているわけ

ですから、この高江のヘリパッド建設についても新し

い６基のヘリパッドの必要の説明もない。それから残

る10基の活用の状況の説明もないままに、大多数が

返ってくるから新しいヘリパッドをつくる、それが縮

小につながる。しかし、140名ぐらいの小さな区はさ

まざまに苦悶を抱えている。

　そういう状況が今沖縄の状況であって、しっかりこ

の応分の負担を今全国に訴えていこうという知事です

から、そこのＳＡＣＯの合意も含めて、返せる部分は

もう沖縄は随分負担してきたんだと、安保の問題も含

めて基地の負担もやってきたんだ。これは新しい建設

は認められない、大多数はやはり返していただく。そ

ういう形で訴えていかないと、辺野古への知事の本気

度も含めてそれは問われてくる問題じゃないかなとい

うふうに感じているんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時27分休憩

　　　午後２時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員のおっしゃること

は、傾聴に無論に値するあれでお気持ちもよくわかる

んですが、しかし一方でこの北部訓練場の広大な部分

の返還というのもどうしてもこれは整理縮小という点

で必要だと思います。それに伴ってやはりヘリパッド

がある程度こっちからこう動くというのは、それはそ

れなりに受け入れながら整理縮小というのは進めるべ

きで、事案によっていろいろな形があろうかと私は思

うんですよ。

　ただ議員のおっしゃることは、私、痛いようによく

わかりますが、高江についてはいろいろな受けとめ方

が無論あるにしても、やはり大きな訓練場の返還に伴

うものということでこれはこれで進めるべきではない

かと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　国土の0.6％ですか、沖縄が。その

沖縄に75％の基地が集中してきた。何か大多数が北部

訓練場が返ってくるから負担軽減につながるというよ

うな感じは受けますが、これはもう65年にわたって私

たちが負ってきた負担なんですよね。それをどう考え

ていくのか、新しい基地の建設をですよ。６基の建設

と。ここは新しい建設などは県民が認めないんで私も

認めないんだというふうにしっかり言っていくべきも

う時期に来ているんだろうというふうに私は感じてい

ます。

　そこでちょっと高江の件で知事に伺いますが、この

反対する住民の皆さんと防衛局・作業員の衝突が２月

になって非常に新聞をにぎわせていますが、この新聞

等での現場の状況の確認等はされていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　報道がありました翌日

には職員を派遣して、お話をお聞きしております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　毎日そのような報道があるんです

が、何度か行ったということでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　最初の衝突というんで

すか、そういうのがあった日に――ちょっと正確な日

付は今は持っておりませんが――行きました。さら

に、負傷者が出たという報道もございましたので、そ

れについても確認をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　知事、私も一晩、例のホバリングの

事件があったというところに車をとめて寝袋を持ち込

んでそこへ泊まって、住民の皆さんと防衛局との抗

議、やりとりに参加させていただきました。我々は10

人ぐらい、相手は防衛局が30人ぐらい。僕の場合は２

月の初めごろだったんですが、防衛局が30人、作業員

が30人、それで押し問答するわけですよ、そこで。建

設するな、建設するな、建設させろと。しかし、この

中身は当時２月の初めの段階では作業員の皆さんもこ

んな感じで、もみ合いながらこんな感じでいるんです

よね。えー、兄さん――兄さんというのは私に対して

――アッター、ヌガーラチェーナランドーと。基地の

建設をシミンナヨーと。作業員として雇われて働いて
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いるから、住民と押し問答を起こすんですが、絶対基

地はつくらせてはナランドー。アッター、ケリクヮー

セー、ケリクヮーセーと、防衛局の人たちをケリ

クヮーセーと、この作業員の人たちが言うわけです

ね。

　そういう地域の人と沖縄側が対決させられる構図が

あるわけですから、それ以来続くその防衛局との攻防

はそのときまではよかった。去年から続く作業員で反

対側住民の皆さんとも顔見知りであったからそういう

会話ができたかもしれませんが、その後、強行に50人

も何十人も連れてきて今工事を進めようとしている。

新聞にもあったように、「シナサリーンドー」と、若

い作業員はそんな発言をして、公室長からもあったよ

うに、けが人も出しかねない状況にあるわけです。そ

ういう意味では基地の不条理でしょう、安保と向き

合って。

　そういう意味では、知事はこういう状況に対して異

常だと、少し慎んでくれと、防衛局にはそう言うべき

じゃないのかなと思っているんですが、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　報道のあった翌日に、

県としまして沖縄防衛局に対して、この作業に当たっ

ては安全に最大限に配慮すべきだという申し入れをし

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　それでは通告に従いまして一般質

問を行います。

　１点目、今後の沖縄振興に係る知事の所信について

伺います。

　茨、新たな沖縄振興法の理念と政府の責務、国の役

割等の規定について伺います。

　芋、財源に係る国との交渉、進瀧状況を伺います。

　鰯、21世紀ビジョン実現への課題を伺います。

　２点目、基地問題に係る知事の所信について伺いま

す。

　茨、県外移設実現への道筋について課題と見通しを

伺います。

　芋、普天間基地の閉鎖、危険性の除去について課題

と見通しを伺います。

　鰯、米軍再編、日米合意によるパッケージを解消さ

せる手だて、交渉方について伺います。

　允、嘉手納基地周辺の「実効性ある航空機騒音対

策」として日米両政府に何を求めるのか伺います。

　印、名護市に対する国の姿勢について知事の見解を

伺います。

　３点目、「沖縄こども待区｣、「おきなわ型幼稚園

特区」を新たな沖縄振興に盛り込むことについて要望

いたします。

　茨、「子ども・子育て新システム」をどう見るか。

本県において懸念される影響を示されたい。

　芋、就学前教育の先進的モデルとして沖縄型の教

育・保育制度を構築するよう求めます。関連して以下

の実態を明らかにしてください。

　ア、幼稚園就園率の全国比較、本県の特徴を示され

たい。

　イ、幼稚園、保育園における保育士（教諭）のうち

臨時職員の割合と推移を示されたい。

　ウ、預かり保育、特別支援担当の保育士のうち臨時

職員の割合を示されたい。

　エ、預かり保育の実施状況と待機児童数を示された

い。

　オ、幼稚園下校後、学童保育に通う園児の割合を伺

います。

　鰯、給食の実施と無料化の実現について求めます。

　允、専門家の配置（児童心理士あるいはケースワー

カー等）について、特段の財政措置をとるよう求めま

す。

　４点目、指定管理者制度の運用について。

　平成22年12月28日付総務省自治行政局長から発出を

された各都道府県知事あて「指定管理者制度の運用に

ついて」の内容と県の対応を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲村未央議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、今後の沖縄振興に係る知事の所信とい

う御質問の中で、新たな法律の理念と国の役割、財源

について等々の御質問に答弁させていただきますが、

この１の茨と芋、鰯が関連しておりますので、恐縮で

すが一括して答弁させていただきます。

　新たな法律の理念につきましては、「沖縄21世紀ビ

ジョン」の基本理念であります「“時代を切り拓き、

世界と交流し、ともに支え合う平和で豊かな「美ら

島」おきなわ”」をもとに、法律の内容も踏まえて検

討してまいります。そして国の役割といたしまして

は、「沖縄21世紀ビジョン」基本計画への支援、そし

て沖縄振興一括交付金の創設、そして種々の特殊事情

から沖縄が今なお抱える県民所得の向上、そして雇用

の確保、離島振興、戦後処理問題、基地跡地など重要

課題への対応を求めてまいる考えであります。
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　そして財源措置につきましては、県の要望を踏ま

え、平成23年度予算において「沖縄振興自主戦略交付

金」が措置されましたが、引き続き沖縄県が求める形

の「沖縄振興一括交付金（仮称）」の創設を要望して

まいりたいと考えております。「沖縄21世紀ビジョ

ン」で描いた将来像の実現に向けた課題といたしまし

ては、離島県ゆえの不利性を克服するとともに、魅力

ある自然環境や独自の文化、そして地理的優位性など

を最大限発揮するための新たな仕組みの構築が挙げら

れます。このため、競争力の高い税制優遇によります

経済特区、そして離島定住支援、交通・物流コストの

抜本的軽減などを求めていくことといたしておりま

す。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設についての御質問にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談などあらゆる機会

を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求めて

まいりたいと考えております。また、その実現を図る

ためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべ

きであるということを広く国民に理解してもらう必要

があると考えております。平成23年度には世論を喚起

するための広報活動などを積極的に推し進めてまいる

考えでございます。特に、県内移設は事実上不可能で

あるという沖縄の状況を日米両政府と国民に理解して

もらうためあらゆる方策を検討し実行してまいりたい

と思っております。

　次に、同じく基地問題に係る御質問の中で、普天間

飛行場の危険性除去の見直し等についての御質問にお

答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など、普天

間飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性

の除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてまい

りました。また、去る１月に開催されました米軍基地

負担軽減部会におきましては、政府に対し、危険性除

去の具体的な取り組みについて、地元の要望を聞いて

もらうべく強く求めたところでございます。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携をし、普

天間飛行場の危険性の除去につきまして具体的な方策

の提案、そして実施に向けさらに検討を加速させるよ

う政府に求めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題に係る知事の

所信についての御質問の中で、パッケージの解消につ

いてお答えいたします。

　県としましては、「再編実施のための日米のロード

マップ」や日米共同発表で返還等が示されている嘉手

納飛行場より南の施設・区域等については、パッケー

ジ論にとらわれることなく、実現可能なものから一つ

一つ確実に実施される必要があると考えております。

菅総理を初め関係閣僚が沖縄を訪れるたびに、このこ

とについては知事から直接申し上げており、去る１月

20日には文書にて北澤防衛大臣に要請を行いました。

軍転協としても、２月７日から９日にかけて日米両政

府に対し要請したところであり、今後とも地元市町村

と連携をとりながら粘り強く求めてまいりたいと考え

ております。

　次に、実効性のある航空機騒音対策についてお答え

いたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、外来機のたび重

なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機が先月から約４カ月の予

定で配備されるなど、依然として目に見える形での負

担軽減があらわれているとは言えないと考えておりま

す。

　県は、これまであらゆる機会を通じ航空機騒音の軽

減を日米両政府に対して要請してきており、去る２月

７日から９日にかけて、軍転協を通じ航空機騒音規制

措置の厳格な運用や、騒音対策の強化・拡充等、航空

機騒音の軽減について日米両政府に対し求めたところ

であります。また、沖縄政策協議会のもとに設置され

た米軍基地負担軽減部会においても、航空機騒音の軽

減に向けた具体的な取り組みを求めているところであ

ります。これに対し、政府から、嘉手納飛行場の航空

機訓練移転の拡充が示されたところであり、県としま

しては、その効果を見きわめるとともに、今後ともあ

らゆる機会を通じ航空機騒音の軽減を日米両政府に対

し粘り強く働きかけていきたいと考えております。

　次に、名護市に対する国の姿勢についてお答えいた

します。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま

す。

　県としましては、地域の振興は基地問題とリンクす

べきではないと認識しております。政府においては、

北部地域の振興について、地元の意向を踏まえ引き続

き積極的に取り組んでいただきたいと考えておりま

す。また、今回の現況調査に係る異議申し立てについ
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ては、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行われてい

る行政不服申し立て手続であり、県としましてはその

適法性について見解を述べる立場にはありませんが、

今後とも重大な関心を持ってその推移を注視していき

たいと考えております。

　県としましては、県内移設は事実上不可能であり、

県外移設を求める考えに変わりはありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「沖縄こども特

区」、「おきなわ型幼稚園特区」を新たな沖縄振興に

盛り込むことについての御質問の中の、「子ども・子

育て新システム」が本県に与える影響についてお答え

します。

　国においては、すべての子供への良質な成育環境を

保障することなどを目的とした「子ども・子育て新シ

ステム」の中で幼保一体化を検討しております。その

課題としては、教育と保育を一体となって行う新たな

人材の確保や幼稚園における施設整備などが考えられ

ます。

　県としましては、「子ども・子育て新システム」の

制度設計に当たっては、保育の質が確保されることや

新システムの制度運用に必要な財源が確保されること

が重要であると考えております。国においては、現行

の保育所、幼稚園の一部を残す案を含めさまざまな角

度から制度設計に向けて検討中であり、本県にどのよ

うな影響を及ぼすのか、今後とも国の動向を注視し、

必要な対応をしてまいりたいと考えております。

　次に、保育園における保育士のうち、臨時職員の割

合と推移についてお答えします。

　県においては、認可保育所で雇用されている保育士

の正規・非正規職員の割合に関しては平成19年及び平

成21年に調査を行っております。平成19年４月時点の

保育士の非正規職員の割合は53.6％で、平成21年４月

時点では53.8％となっており、0.2ポイント増加して

おります。

　次に、放課後児童クラブに通う幼稚園児の割合につ

いてお答えします。

　平成22年５月１日現在の放課後児童健全育成事業実

施状況調査によりますと、県内の５歳児の幼稚園児数

１万3126人のうち、放課後児童クラブに通っている園

児は1176人であり、その割合は8.9％となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは「沖縄子ども特

区」、「おきなわ型幼稚園特区」を新たな沖縄振興に

盛り込むことについての御質問で、幼稚園就園率と本

県の特徴についてお答えいたします。

　公立幼稚園は、入園を希望する満３歳から幼児を受

け入れることが学校教育法に示されております。平成

21年度の公立幼稚園の就園率は、３歳児が沖縄県

7.3％で全国38.8％、４歳児が沖縄県17.3％で全国

53.0％、５歳児が沖縄県80.8％で全国55.7％となって

おります。就園率については、３歳児・４歳児が全国

平均を下回っておりますが、５歳児は全国一高い状況

になっております。本県の公立幼稚園は、歴史的背景

から義務教育に準ずるものと位置づけられ、就学前の

１年間は幼稚園に入園するという認識が県民に受け継

がれており、その期待も大きいものがあります。

　特徴としましては、小学校に併設し校長が園長を兼

任していることから幼小連携が充実していることや、

５歳児の就園率が全国一高く、約80％が幼稚園教育を

受け、幼児の健やかな成長や人材育成に大きな役割を

果たしております。

　次に、臨時職員の割合と推移についてお答えいたし

ます。

　沖縄県幼稚園教育の実態に関する調査によります

と、公立幼稚園における臨時的任用教員の推移につい

ては、平成19年度は教員714人中164人で23.0％、平成

20年度は教員735人中173人で23.5％、平成21年度は教

員712人中195人で27.4％、平成22年度は教員714人中

206人で28.9％となっております。

　次に、預かり保育の臨時職員の割合についてお答え

いたします。

　平成22年度の公立幼稚園における預かり保育の担当

者は182人で、ほとんどが臨時職員と報告されており

ます。

　次に、預かり保育の実施状況等についてお答えいた

します。

　公立幼稚園における預かり保育を実施している園

は、平成22年６月の調査によりますと、240園中149園

で62.1％となっており、受け入れた園児数は4120人

で、受け入れできなかった園児数は128人となってお

ります。

　次に、給食の実施と無料化についてお答えいたしま

す。

　幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎を培い、基本

的な生活習慣や望ましい食習慣を形成する上でも大切

な時期であると認識しております。平成22年度、文部
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科学省の学校給食実施状況等調査によると、給食を実

施している本県の公立幼稚園は22.5％となっておりま

す。幼稚園における給食の実施と無料化については、

実施主体である市町村がその実情やニーズに応じて判

断し実施するものと考えております。

　県教育委員会としましては、幼稚園における給食の

実施等について、市町村教育委員会と意見交換を行っ

てまいりたいと考えております。

　次に、専門家の配置等についてお答えいたします。

　現在、公立幼稚園への専門家の配置はされてないと

市町村より報告を受けておりますが、必要に応じて市

町村の保健師、教育相談員、民生児童員等と連携を図

りながら、幼児の指導や子育てについて対応している

と伺っております。幼稚園における児童心理士等の専

門家の配置及び財政措置については、設置者である市

町村と意見交換をしてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　指定管理者制度の運用に

関する質問で、総務省通知の内容と県の対応について

お答えいたします。

　総務省通知は、指定管理者との協定にリスク分担に

関する事項をあらかじめ盛り込むことや、指定管理者

の雇用・労働条件への適切な配慮など、制度導入後の

留意すべき点８項目を列挙して改めて助言する内容と

なっております。通知を受け、県では、指定管理者に

労働法令の遵守を喚起するとともに、「指定管理者制

度に関する運用方針」に損害賠償責任保険の加入に関

する事項を盛り込むなど、一層適切な運用が図られる

よう努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは知事に伺いますが、まず

３点目の「沖縄子ども特区」、「幼稚園特区」、これ

は私が命名したので、その名称の問題ではなくて中身

の提案についてぜひ見解をお願いします。

　昭和47年の沖縄県の児童相談所の復帰時の業務概要

と分析という書物によると、こういうふうなことが書

いてあります。20年余、国土を分断され異民族の統治

下にあった。その間に拡大を余儀なくされた制度格差

は児童福祉の分野で著しく、積極的な健全育成の面で

も沖縄の児童は少ない機会しか与えられなかったとい

うのが当時（復帰時）の児童相談所の中の書簡として

も出てきています。

　知事は、この間の一般質問の他の議員の答弁に対し

て、今の沖縄の振興の状況というのは他県に比べて立

ちおくれた部分を探すのが難しくなっているというよ

うな認識をお示しになられたと思います。ただ、この

児童福祉の分野においては、例えば従来からずっと議

会で言われている待機率の問題、全国の1.26％に対し

て沖縄は5.1。沖縄において認可に通える子供たちの

数が認可外と逆転したのは平成13年です。いわゆる第

３次振計の最終年度、復帰後30年たって初めて子供た

ちの通える認可の数がようやく認可外と並んだという

のが平成13年です。今もってこの認可に通っている子

供たちの割合は65.1％。全国はこれに対して92％の子

供たちが認可園に通っているわけです、当たり前のよ

うにですね。そして学童保育についても、公立が全国

では83％、沖縄では７％、これだけの圧倒的な格差を

持っているというこの状況について、これがどこに起

因しているというふうに知事はお考えなのか。これは

単なる沖縄県の行政の怠慢によって生じたことなの

か、それともやはり特段の児童福祉の分野になお立ち

おくれがあるということがほかに起因するものなの

か、歴史的な影響があってのことなのかというどのよ

うな認識を持ってこの児童福祉行政に携わっていらっ

しゃるのかお尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　保育所の整備につ

きましては、やはり復帰後、急速に整備されて、それ

まではやはりかなりの格差があったということで、復

帰後、特別措置でかさ上げ措置もあって建設がかなり

進んできておりますが、今だかつてやはり待機児童が

多い。それと保育所が担えなかった部分を認可外保育

施設が担ってきたという部分がありまして、それが急

速に進んで認可外保育施設がふえてきたという実態が

ございます。

　それから、幼稚園の５歳児保育の問題につきまして

は、これはやはり米軍施政下の影響、そういう歴史的

な背景があったというふうに考えております。

　それから、学童クラブの公設民営化につきまして

も、やはり公的なものよりも幼稚園児の５歳児の部分

の放課後をどうするかというところから、やはり父母

が主体となって学童クラブができてきた。そのために

公的な施設ではなくて民間の施設でそれを担ってきた

というそういう背景がございますので、そういう意味

では米軍施政下にあった影響というのも大きいと思っ

ております。ただ、保育所の整備に関しましては、復

帰後かなり進んできて、そして一時期定員割れの時期

がございまして、その間、保育所整備がちょっとおく

れた部分もございますので、そういう意味ではすべて
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が米軍施政下の部分ということだけではないのかなと

は思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　知事は特にコメントはありません

か。

　できれば、これは私の新たな提案でもありますし、

部長の答弁は、例えば新システムについても懸念され

る影響をお伺いしても、３カ月前も１年前も一文字も

答弁は変わらないので、特に実務的な事務的な答弁と

いうよりは、むしろ新たな振興策に向かっての知事の

見解をぜひお示しいただければというふうに思います

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時２分休憩

　　　午後３時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御提言は当然といえ

ば当然ではあるんですが、今度の新しい法律をつくる

に当たっては特に復帰して40年になんなんとするんで

すが、沖縄の歴史的な違い、それから環境、自然環境

の違い、社会的な違いといいますか、北海道から鹿児

島県までは何とか応用できても、沖縄に合いにくい、

合わなかったというのが確かにあるんですよね。これ

は認可外保育園もそうですし、放課後児童クラブのよ

うなものとか、ですからそういうものを束ねて、今度

はぜひ一気に解決できるようにまとめていきたいとい

うのも今度の法律を出すに当たっての大きな理由の一

つになると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　今、子供たちが置かれている現状

で、沖縄の特徴を切り出してみてもこれは非常に顕著

な特徴を持っていますよ。大人の環境が与える影響

も、例えば失業率の高さ、所得の低さ、それから待機

児童率の高さ、これはもうもちろんワーストです、学

童保育の貧弱さ。例えば保育料が全国と比べて２倍以

上と言われている。一番所得の低い県において一番高

い保育料を払うということがどういうことをもたらす

かというと、結局経済的に厳しい子は、午後の保育を

必要としても学童保育に入れないということが実際上

あるわけですよね。それから離婚率の高さも全国１

位、ＤＶの相談件数も全国比の２倍の１位なんですよ

ね。少年犯罪においても教育長、これは先ほど県警の

ほうにも確認しましたが、やはり中学生の犯罪率、飲

酒、こういったことの多さというのは、もう減るどこ

ろかやはり非常に深刻な状態を招いているわけですよ

ね。こういった表出される子供たちの問題や、あるい

は私たちが常に取り上げてきた発達障害や気になる子

と言われるこういった児童・子供たちへの適切な早期

の支援とか、その発見とか、そういった体制の確立と

いうのがどこで、どのようになされるのかということ

を、今回、私は幼稚園ということの沖縄の特徴、歴史

的な優位性、こういったものに見出すわけですね。就

園率がまず全国一というのは先ほどの答弁でも出てき

ました。それから圧倒的に公立であって、敷地はその

学校の中にあるということへの環境の優位性というの

は非常に大きいと思います。安定しているわけです。

そして、小学校単位でより身近な子供たちを地域で把

握できるというこの集約制ですね。公立であるがため

に、保育園のときにはいろんな民間も含めていろいろ

あっちこっちに行っている、家庭保育もある、こう

いった状況の子供たちが沖縄では何と全国一高い比率

で80％を超える子供たちが１カ所に集約をされてくる

ということは、これは全国からしてあり得ないことな

んですよね。沖縄でしかない。こういった意味でここ

に多くの子供たちが集約されるメリットというもの

を、やっぱり早期のときにどう生かすかということに

置きかえるならば、非常にここに戦略性を私は見るわ

けです。

　それであえてその「幼稚園特区」というのはどうだ

ろうということで提案なわけですが、その中で、例え

ば、今新システムによってなし崩し的に幼稚園と保育

園を一緒くたにしようという議論がなされようとする

ときに、ここで沖縄に対するどんな影響が出ますかと

いうことは、福祉保健部からは全然その回答は誠実性

を持って出てこないので、教育長、どう思いますか。

今、幼稚園・保育園を維持しようとするときに、先ほ

どの答弁で保育所の職員は半分以上が臨時、教育長は

答弁、あわせてお答えいただきたいんですが、先ほど

私に答えた数字は、臨時職員の数は事務も含めて入っ

ている数字ですよ。学級担任のものを出してください

ということでわざわざ詰めてあるのに、数字をごまか

してほしくないんですが、その学級担任の比率の中に

おける幼稚園の先生たちの状況、こういう働き方の現

状がある中で、今ですら財政難の中で今の幼稚園が維

持できるかどうかという瀬戸際にあると思いますが、

これによってむしろ今、幼保一体によってますますこ

の幼稚園の維持というのは困難になりませんか。そこ

の影響についてどのように考えているのかお尋ねいた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　今国のほうでそういう動
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きがあることは承知しておりますけれども、やはり国

のほうとしてもいろんな形で保育園、それから幼稚園

団体等からそういう問題を指摘されている中で動いて

おります。

　県教育委員会としましては、やっぱりこども園が

入ってきたときには、これは本県の目指すアクション

プランに基づいて今県は進めていますので、そういう

進めていることについて大きな影響が出てくるものだ

と認識をしております。

　先ほどの学級本務教員数に対する臨時教員の学級担

任についてですけれども、377名の本務に対して学級

担任が206名で28.8％になっております。

　以上です。

○仲村　未央さん　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時10分休憩

　　　午後３時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　知事、ぜひこの提案を受けとめて

いただきたいんですが、例えば今、新システムで言わ

れるときに直接契約になるんですね。そうなると、先

ほどの学童と同じように、経済的に保育料を払えない

ということとの関係の中で、もしかしたら必要とする

園児がそこに通えないという可能性を生み出すかもし

れないわけです。これはもう実際学童で起こってい

て、一番支援が必要な、言ってみればネグレクトとい

う親が働きっ放しで午後も夜も子供たちしかいないと

いうような家庭の子供が高い保育料を払えなくて、結

局は言ってみればネグレクトの状態にあるということ

が、やっぱり追ってはいろんな非行やあるいはそう

いった典型的な例につながっているということはいろ

んな方が指摘しているわけですね。そういった影響と

いうのは非常に沖縄県で大きくこれは予測されるとい

うふうに私は思うんですが、これは福祉保健部のほう

では予測されないのか何なのか、絶対にこの見解は述

べません。

　それから、もう一つです。今、先ほど臨時の職員の

状況を言いましたが、どのような働き方をしているか

というと、日当で働いています。給料ではありませ

ん。臨時ですから、これはいわゆる日割りの計算なん

です、掛ける何日。そうなると、土曜日・日曜日は計

算されない。公休日も計算されない。例えば、6500円

の日当で多くの幼稚園、保育園の手当があるとする

と、大体平均そんなものです。高いところでも7000

円。低いところで6000円。こういった状況の中で働い

ている教師の月給というかその報酬、これが大体十

二、三万なんですね。これが全部手取りにならないと

いうことはわかりますよね。それから引かれるわけで

すから、大体10万前後の月収で先生たちは生計を立て

ざるを得ないという中で常勤的に働いているわけで

す。それが保育園の現場では半数以上がそういう働き

方、幼稚園では35％を超える学級担任がそういう状況

にある。これはもちろん市町村の任用ですから、市町

村によっては月収のところもありますが、多くがいわ

ゆる日雇いみたいな形で掛ける何日の報酬の取り方を

しているわけですね。こういった中で本当に大事な学

齢の子供たち―５歳児・６歳児という中で教育環境に

あるということが非常に今、財政問題と絡んで不安に

なっているわけです。

　例えば、学校の一般的な小・中・高の先生のように

国庫の裏づけが弱いわけですね。あれは義務的ないわ

ゆる何分の一負担ということで厳密に来ますから、財

政状況に応じて先生の給与が安くなるとかそういうこ

とはあり得ないんですが、結局は市町村財政の影響を

直接的に今、幼稚園や保育園の働く現場でも財政的な

事情がしわ寄せをして、先ほどの比率を答弁いただい

たように、その非正規の雇用のあり方の中でどちらも

それが上がってきているわけです。ですので、やはり

こういった課題を一つ一つ沖縄振興の中で徹底的に要

求していくということが非常に大事だと思いますが、

ただ、今、現場の担当の職員が内閣府にどんどんヒア

リングで行っていますよね。何で沖縄だけですかと言

われた。冒頭に知事にも伺いました。これは沖縄県の

行政の怠慢ですか、それとも歴史的にそういった背景

があってこうなっているんですかということについ

て、行っているその担当の職員に対して、今、知事が

行かせている職員は説明をし切れないんですよ。それ

でそのまま言われて帰ってきて、なかなか厳しいです

ねという話になっているわけですね。これについて知

事、いかがですか。本当に沖縄の現状を改善するとい

う沖縄振興にのせていこうというときに、このような

今、現場の内閣府とのやりとりで、既にもうそれが非

常に厳しいです。何で沖縄かということを聞かれた

ら、何も言えませんみたいなことを、職員が今、実際

に言っているというこの状況について、新しい沖縄振

興どうなるんだろうというふうに心配ですが、いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、全体の法律、総括し

ている立場でお答えいたしますけれども、昨年の12月

27日に政策協議会の中で、県は45の制度の要望をして
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おります。それに関して現在１月、２月にかけて国の

ほうと事務調整をやっているわけでございますけれど

も、その中でいろんな議論は出てくるものと思いま

す。ただ、今回、県が提示をした45の制度というの

は、これまでのビジョン、そしてまた総点検の議論、

課題を整理をする中で、沖縄県として今後の沖縄振興

に必要なものとして提示をしているものでありまし

て、それはどういうふうなものから必要なのかという

のは、まさにこの沖縄の持つ歴史的あるいはまた自然

的・地理的諸事情の中で出てくる国の責務としてやっ

ていただきたいというふうなものを例示をしておりま

す。

　今議論になっております保育所の話だとか、あるい

はまた産業関係ではこの間、２年ほどエコポイントの

問題がございました。リーマンショック以降、景気対

策として１兆2000億円ぐらい投下されたわけですけれ

ども、このことは、例えば全国の製造業、自動車とか

電子パーツとかそういうところにすごく効果があった

わけです。ところが、それは全く沖縄には効果がな

い。そういうふうなものの事象を一つ一つ取り上げな

がら説明しております。

　今の子供の話も全国では今や少子・高齢化というふ

うな流れの中で、もちろん少子化説もありますけれど

も、高齢化対策も非常に重要な問題になっている。沖

縄というのは全国14歳以下の割合が全国では13％、沖

縄は18％という中で、どうしてもそういう意味での財

源の対策とかそういうふうなのは厳しいと。そういう

ふうなところを国のほうに説明をしていくというふう

な形になっております。そういう意味ではこれから

後、さまざまな理論・理屈を整理をしながら、各部局

とも国と調整をしていくことになろうかというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　財源が厳しいということの中で、

なぜ沖縄かということをヒアリングの段階で明快に説

明できないというのは決定的に交渉力のなさなんです

ね。これを今、各部署がそれぞれ行って、みんなそれ

ぞれ個々に言われて帰ってきているというのを私たち

は皆さんの職員からよく聞くわけです。うまくいかな

いです、なかなか厳しいですと。その調整の結果が集

約されて、もし一括交付金の積み上げの額に影響する

のであれば、今、知事が求める2000億なのか3000億な

のか、そういったものを積み上げてきたときに、もう

骨抜きにされて、10年前の沖縄振興のあのやりとり

と、今、県が主体的にその制度や政策を求めていこう

というやりとりと一体何が変わったのかなというのが

よくわかりません。

　そういう意味で今回の幼稚園の中での試算で、例え

ば給食で言えば５億2000万、あるいはソーシャルワー

カーなどを常駐させるということであれば、これは４

億5000万、こういった額を私は試算をしてもらいまし

たが、具体的に数値も目標も持って強い交渉でいかな

ければ、到底今の沖縄振興というのは新しい沖縄振興

という姿が見えてこないというふうに思うんですが、

知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まことに恐縮ですが、国と

毎年の予算のやりとりであれ、制度をつくる・つくら

ないであれ、10年に一遍のやりとりであれ、議員の

おっしゃるやりとりは必ずあるわけです。これは日本

復帰時代にもあったし、私が20年前副知事でいた、あ

れは３回目でしたか、ですからこれをしっかりやれ

と、きょうのお話はしっかり勉強しろという叱咤激励

だろうというふうには受けとめますが、それを今、往

復する議論、勝ったり負けたりしながら、これはやり

とりしながら最後に収れんしていくものであって、初

めから断トツに勝つというのはなかなかこれは沖縄で

は我々の歴史から見ると当然のように思えるんです

が、ヤマトに行ったときになかなかそうはいかないと

いうのもある意味で当然で、これは根気も必要です

し、よく勉強しながらやりとりに応じて我々は対応し

ていくということでずっと何十年もやってきています

から、これはいろいろ御指導と御指摘はいただきます

が、今これについて余りに悲観的な予想をされるのは

いかがなものかと思いますよ。しっかりやりますけど

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは普天間の県外移設の課題

について、その課題と見通しを伺いますということ

だったんですが、まず県外移設を知事が事実上不可能

ではないかということをみずからの所信の中で述べて

いらっしゃいますが、この事実上不可能ではないかと

いうことなんですけれども、もともと知事が知事選挙

で「心をひとつ」にして県外移設を求めようと、全国

民に負担を分かち合えということを声高におっしゃっ

て、そのことによって負託を得たということを見れ

ば、客観情勢としてその不可能ではないかという遠慮

がちな言い方ではなくて、むしろ知事の今の当選自体

が不可能にしたと。知事自身がまさに当選をしたこと

によって、それを不可能に至らせたということの積極

的な見解をもうちょっと述べてもいいと思うんです

よ。その点についていかがですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時22分休憩

　　　午後３時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　仲村議員の言うとおりに表

現が同じかどうかは別ですが、私も事実上これは不可

能だということで選挙もやり、そしていろいろ各大

臣、総理も含めいろいろ申し上げているつもりです

が。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そうですね、知事自身がその県外

移設をむしろ強く、もっと名護市以上に補強をした

と。そして県内移設がもはや不可能だということは、

むしろ知事自身の存在が担保しているというふうに県

民は見ているわけです。それは知事がそれを知事選挙

で公約にしたから、そして知事が知事である間、やは

りそれはしっかりと事実上不可能ということを知事が

証明をする一番の先頭に立っている存在だというふう

に思うわけですね。

　それで、知事は、うちの会派の崎山議員に対して

も、また渡嘉敷議員に対しても、海兵隊の抑止力はあ

るというふうに認識を示されましたが、これは在沖海

兵隊について述べたものですか。それとも米軍の全体

のことを言っているのか。在沖海兵隊の抑止力はある

んだということをおっしゃったのか、もう一度確認を

お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時24分休憩

　　　午後３時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、仲村議員の区分によっ

てどう違うかの予測がつかないんですが、私は軍隊一

般論として海兵隊も米軍の軍隊の一部を構成している

とすれば――していますから――当然のこととして抑

止力は持っていると、こういう意味でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　じゃ、在沖海兵隊については抑止

力があるというふうにお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ですから、今、私が申し上

げたことが私の理解ですから、在沖海兵隊も抑止力と

称するものは持っているに違いないと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　これは去る鳩山前総理の発言と全

く同じなんですね。陸・海・空軍のすべてが連関して

いる中で、米軍自身が十分な機能を果たせないという

意味で抑止力ということになると。これは鳩山総理と

今の知事の見解は同じですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは私は拓殖大学の森本

先生とか、あと何人かの先生の本からの実は理解なん

ですが、抑止力が軍事的な抑止力であるとすれば、当

然これは軍事力、つまり米軍で言えばこの４軍が最も

直截の軍事力ですから、そのそれぞれが抑止力的な効

果は当然のこととして持っているだろうと、こういう

ことで私もそうだろうと思いますよ。ですから、それ

は在沖だろうとどこだろうと海兵隊が米軍の４軍の一

部を構成している以上、抑止力というのを持っている

に違いないと私は思っているんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは鳩山前総理の発言を遺憾

とする理由というのは何でしょうか。つまり、全く今

同じ理由で鳩山前総理もそういう意味で抑止力がある

というふうにおっしゃっているわけですね。今、知事

の述べた見解と同質のことによって抑止力はあるとい

えばあるということをおっしゃったわけですよ。これ

について、知事は鳩山前総理の発言は遺憾だというふ

うに言うわけですが、特に今の部分の抑止力があるか

ないかについては、認識は一致しているというふうに

考えていいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時28分休憩

　　　午後３時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　仲村議員の論理がどこへ展

開していくかの予測がちょっとつきにくいから答弁し

にくいんですが、ただし、その鳩山前総理と同じです

かと聞かれても、私はあのインタビュー記事を克明に

読んでいません。ですが、「方便」議論については遺

憾だと私は申し上げましたよ。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　当時の政府自身ですら説明もでき

なかった抑止力、これについて知事が海兵隊は抑止力

はあると明言される根拠は何ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あなたがおっしゃる政府と

いうのはだれを、どういう組織を指して、どういう人

物を指しておっしゃるのか。政府が規定できなかった
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と抑止力という言葉は常識の言葉としてもあるんです

よ。軍事的な専門的な概念としてもあるかもしれな

い。しかし、通常、抑止力というのは何も軍事だけで

使われていることじゃありません。この言葉が持つ意

味というのは非常に大きな概念もあるし、経済も入っ

てきたりいろんなものが入っているものであって、何

もあるたった一つのために使われる限定的な数学のよ

うなあれじゃありません。ですからいろんな形で私が

抑止力の解釈なり理解を申し上げるということは、何

も政府が言わなくたってやりますよ、無論。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　沖縄に基地を回帰させた最も最大

の理由が抑止力の維持ということを政府は言っている

わけです。だから辺野古に回帰したわけでしょう。そ

の抑止力に対して、いわゆる知事が今、根拠も示し切

れない、政府もそれが説明できない、だから知事は

常々説明をしなさい、納得がいかないと求めてきたわ

けですよね。それについて、じゃ、なぜ同調できるの

か。それを安易に同調することが一体知事の県外移設

という公約を実現させるために何の貢献もしないわけ

ですよ。むしろ日米合意の抑止力の維持にお墨つきを

与えるような、知事みずから抑止力ありますというこ

との根拠も言えないのに断言するということはおかし

くないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時30分休憩

　　　午後３時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　まず、抑止力を疑わないというこ

と自体が、沖縄に本当にそこにある意味があるのかと

いうことを引き出せる可能性がある発言でも、知事は

それを疑問を持たずにそのまま同調しちゃっているこ

とは、これはやはり結果として、その日米合意そのも

のをむしろ補強するという役割を知事のメッセージに

よって発しているに等しいというふうに思います。今

の件についていかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも議員のおっしゃる論

理が少しわかりにくいんですが、想像してお答えしま

すと、まず抑止力という言葉と抑止力、軍隊だとか、

国と国との間の力関係で使われる言葉としては昔から

あるわけですよ。ですから沖縄にいる米軍というのが

４軍であれ１軍であれ抑止力的なものは持っているに

違いないというのは当然じゃありませんか。ですから

悪くとも県外にと言った民主党の選挙公約のときに当

然これは抑止力というのは予想してやったはずなの

に、一たん県外にと言っていながらもとへまた今度

戻ってきて、辺野古へ戻るときの言葉に抑止力という

言葉を使うこと自身、おかしいんじゃないかと言って

いるんです。だって、それはだれでも予測してもとか

らあった言葉ですから。さらにこれが「方便」だとい

うところに問題があるんであって、抑止力がどうかと

いう議論ではありませんよ、これは。

○仲村　未央さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時32分休憩

　　　午後３時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　日本共産党の渡久地修です。

　１、基地のない沖縄を目指すことについて質問しま

す。

　茨、日本共産党は、「海兵隊は日本を守る軍隊でも

なく、抑止力でもない侵略の軍隊である」、「アメリ

カ本国では存在自体が許されない危険な基地」、「米

軍が沖縄・日本に駐留する理由は、思いやり予算など

駐留経費の70％から80％を日本政府が出すなど、アメ

リカ本国に配備するより安上がりだからである」と毎

議会のように指摘し続けてきました。皮肉にも、鳩山

前首相の「抑止力は方便だった」、「米国は沖縄がパ

ラダイス」などの発言によってその指摘が裏づけられ

たことになりました。知事の認識を問うものです。戦

後65年の対米従属からもういいかげんに脱するべきだ

と思うが、知事の認識を問うものです。

　茨、知事は、海兵隊が沖縄に配備された理由をどう

認識しているのでしょうか。

　芋、「海兵隊は冷戦の遺物、沖縄に必要ない」と米

国の議員らも多くが指摘し、「本国に引き揚げるべき

だ」としています。本来なら、沖縄の県知事こそそう

いうことを言い続けるべきだと思うが、知事は海兵隊

の沖縄からの撤退を求めるべきではないでしょうか。

　鰯、沖縄防衛局は東村高江での海兵隊のヘリパッド

の建設を強行し、住民らにけが人も出ています。

「県・県知事の理解を得ている」と言い張り、工事強

行の最大の口実にしています。知事の責任が問われて

います。知事は直ちに工事中止を求めるべきではない

でしょうか。

　允、米軍機による爆音について那覇、首里、浦添、

西原などでも減るどころか激しくなっています。2009
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年６月議会で、測定器の設置と爆音110番の設置を求

めてきましたがどう対処したのか。また、「県として

は、住宅上空、学校上空は飛行禁止する」と米軍に通

告すべきではないでしょうか。いつまで傍若無人を許

すのですか。

　印、基地問題解決へ日本国民、アメリカ国民、世界

の人々に直接訴えることについて、県と県議会が一体

となって、新聞広告、テレビコマーシャル、チラシの

作成、インターネットの活用などを昨年の12月議会で

提起しました。その気になればすぐにできるものもあ

りますが、具体化して実施したものと、これからの計

画について伺います。

　２、次期振興計画について。

　これまでの振興計画で、県民の暮らしがなかなか向

上しない大きな原因に、米軍基地の存在を前提にして

きたこと、振興予算の本土への還流する仕組みがつく

られてきたこと、高度成長型の重厚長大産業を目指し

た本土企業誘致頼みで、沖縄の農林水産業や地場産

業、地元企業育成を後回しにしてきたことなどが挙げ

られると思いますが、知事の認識を伺います。

　芋、米軍基地が沖縄経済発展の阻害要因であること

は県民一致した認識になっています。新しい振興計画

では正面からこの阻害要因である米軍基地を取り除く

ことを大きな目標にすべきです。

　鰯、第１次産業を初め地場産業、地元企業を育成

し、沖縄への振興予算が沖縄域内で還流、蓄積する制

度・仕組みを構築、工夫することにあらゆる知恵を結

集することが求められているのではないでしょうか。

　３、企業誘致の補助金のあり方を改めることについ

て。

　現在の国・県・市の補助金のあり方では、非正規雇

用はふえても正規雇用につながっていない実態をどう

認識しているか。京都府のように補助金のあり方を新

たな正規雇用者を雇うことに対して行うことに改める

べきであります。

　４、公営団地の建設について。

　低所得者の多いこの沖縄では公営住宅への入居希望

者が多いにもかかわらず圧倒的に不足しています。公

営住宅の新築・増設、「民間アパート、マンションの

借り上げての公営住宅」としての活用、「民間住宅に

入居する低所得者層への家賃補助」などを行うべきで

す。

　５、特別支援学校の分離校の建設と通園バスの増車

について。

　大平特別支援学校の過大校解消のための分離校建設

と、高等特別支援学校を那覇地域に増設することが必

要です。また、長時間通学を解消するための通園バス

の増車が必要ではないでしょうか。

　６、ウイルソン病患者の医療費の県の助成につい

て、８万人近くの署名が集まり、県に助成を求める意

見書も県議会で全会一致で採択されました。知事は助

成に踏み出すべきです。

　７、首里城地下の旧日本軍32軍司令部壕について。

　悲惨な沖縄戦の実相を正しく後世に伝えるためにも

戦争遺跡として文化財指定し、保存・公開すべきであ

ると何度か取り上げてきました。文化財指定を急ぎ、

説明板、案内板の設置、第５抗口の入り口などの部分

公開はすぐにでもできることではないでしょうか、見

解を伺います。

　真嘉比川の浸水対策のため、松川の県道29号線にか

かるボックスカルバートの拡幅、河川の改修は早期に

行うべきです。

　最後に、我が党の代表質問との関連について、中学

校卒業までの入院費無料化について質問します。

　2009年度から実施した那覇市の１年間の実績を見る

と、県の助成以外の市独自の上乗せ分は、216件で840

万円となっています。これをもとに全県で実施した場

合を試算すると、県の半額負担分は2000万円以内では

ないでしょうか。新年度から早期に実施すべきです。

知事の見解を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地修議員の質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、基地のない沖縄を目指すという御質問

の中で、東村高江ヘリパッドについての御質問にお答

えいたします。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであります。

　県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施

し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実的

で実現可能な方法であると認識いたしております。県

としましては、随時、現地に職員を派遣し、状況の確

認を行っており、改めて去る２月14日、国において

は、市町村の意向等も踏まえ、地域住民の生活や当該

地域の自然環境に十分配慮し、安全に万全を期すよ

う、申し入れを行ったところであります。政府に対

し、無条件に理解を示したことは無論ありません。

　今後とも、東村や高江区の意向を尊重し、適切に対

応してまいりたいと考えております。

　次に、土木行政に係る御質問の中で、真嘉比川の改
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修についての御質問にお答えいたします。

　真嘉比川の浸水被害の早期解消を図るため、県道29

号線にかかるボックスカルバート及び河川護岸につい

て、平成23年度に実施設計を予定しております。

　改修工事につきましては、那覇市道取りつけに伴う

県道29号線交差点改良工事とあわせて行うことから、

那覇市と連携をし早期に工事着手できるよう取り組ん

でまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地のない沖縄を目指

すことについての御質問の中で、海兵隊の認識につい

てお答えいたします。

　海兵隊を含む米軍は、日米安全保障条約に基づき駐

留するものであり、県としては、戦後の日本が国際紛

争に巻き込まれることもなく、経済が発展してきてい

ることや平和な国民生活を享受してこられたのは、日

米安全保障体制を含む日米同盟関係が我が国及び東ア

ジアにおける国際の平和と安定の維持に寄与している

ことによるものと理解しております。しかしながら、

今後も、日米安全保障体制が安定的に維持されるため

には、沖縄の社会的安定が必要であり、そのためには

沖縄県の過重な基地負担の軽減を図ることが極めて重

要であると考えております。

　米軍再編で示された海兵隊司令部及び約8000名の海

兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手納飛

行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小等

は、県民の要望している在沖米軍兵力の削減及び米軍

基地の整理縮小につながるものであり、確実な実施が

なされる必要があると考えております。

　次に、海兵隊の配備理由についてお答えいたしま

す。

　在沖海兵隊については、1950年代の本土における米

軍基地の整理縮小の流れを受けて、沖縄への海兵隊の

移駐が進み、それが今日の沖縄の海兵隊を形成したと

されております。

　次に、海兵隊の撤退についての御質問にお答えいた

します。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による沖縄

県の過重な基地負担の軽減を求めてきております。と

りわけ海兵隊については、構成員が最も多いことか

ら、その削減に最優先に取り組む必要があると考えて

おり、その要請をしておるところでございます。

　次に、爆音110番の設置と、住宅や学校上空の飛行

禁止を通告することについてお答えいたします。

　御質問の爆音110番については、基地を提供してい

る国の責任において、実態を把握できるような仕組み

をつくるべきであると考えており、渉外知事会を通

じ、米軍航空機の飛行に関する事前情報や騒音に関す

るデータを公表すること、航空機騒音に関する苦情処

理制度の充実などを国に対し求めているところであり

ます。県は、従前から、航空機騒音規制措置の厳格な

運用などを求めているところであり、昨年９月、住宅

地上空の飛行を回避するよう、米軍及び日米両政府に

対し求めたところであります。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、航

空機騒音の軽減を日米両政府に対して粘り強く働きか

けていきたいと考えております。

　次に、基地問題を広く訴えることについてお答えい

たします。

　県においては、これまでホームページや毎年発行す

る統計資料集、５年ごとに発行している沖縄の米軍基

地、広報課の電光掲示板の活用など、さまざまな情報

発信を行ってまいりました。

　沖縄の過重な米軍基地負担の軽減を図るためには、

沖縄県の実情に関する情報発信をさらに充実強化する

必要があると認識しております。

　議員御提言の内容については、今後、総合的安全保

障研究推進事業を進める中で、効果的な世論喚起を行

う観点から検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　基地のない沖縄を目

指すことについての御質問の中で、那覇市等への騒音

測定器の設置についてお答えいたします。

　県では、昭和63年に嘉手納飛行場及び普天間飛行場

周辺について「航空機騒音に係る環境基準の類型指

定」を行い、関係市町と連携して、類型指定地域内の

24測定局で航空機騒音の常時監視・測定を実施してき

ております。こうした中、外来機の移駐などにより、

類型指定地域外からも航空機騒音に関する苦情が増加

傾向にあることから、平成23年度にうるま市から那覇

市にかけて広範囲に、米軍機による航空機騒音影響地

域の実態調査を行うものであります。

　常時監視測定器の設置については、23年度から実施

する実態調査に基づき、那覇市など関係市町村との連

携について協議していきたいと考えております。

　次に、首里城地下の旧日本軍32軍司令部壕について
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の御質問の中で、32軍壕の説明板等の設置及び第５抗

口の部分公開についてお答えいたします。

　現在、第32軍司令部壕を平和教育、学習の場として

活用するため、第１抗口付近へ説明板の設置を検討し

ており、平成23年度予算として215万3000円を計上し

ております。第５抗口の部分公開については、坑口付

近が急傾斜地に位置し、道路との高低差が大きいこと

などの問題があることから、抗口の公開は厳しい状況

にあると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　次期振興計画についての

御質問の中で、振興計画と県民の暮らしの向上につい

てお答えいたします。

　３次にわたる沖縄振興開発計画や沖縄振興計画によ

り、基本的な社会資本整備は着実に進み、本土との格

差は縮小し、県民の暮らしは総体として向上してきて

おります。また、これまで民間主導の自立型経済の構

築に向けて、観光・リゾート産業など県経済を牽引す

る発展可能性の高い産業領域を戦略的に振興するだけ

でなく、県経済を支える農林水産業や製造業を初めと

する地域産業の振興も積極的に行っているところで

す。

　21世紀ビジョンの実現に向けた新たな計画において

も地域産業の振興を大きな柱として位置づけてまいり

ます。

　次に、基地のない沖縄を目指すべきについての御質

問にお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」については、県民の多くの

声を酌み上げるとともに、県振興審議会での審議や県

議会において活発な議論をいただき、基地に関する意

見等を含め、多くの意見をビジョンに反映してきたと

ころです。このため、ビジョンの実現に向けた新たな

計画についても、県民の幅広い意見等を集約し、計画

策定の中で議論を深めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、同じく次期振興計画に関連をして、振興予算

が域内で流通、蓄積する制度・仕組みの構築について

お答えいたします。

　沖縄振興予算として財政移転された資金を域内で流

通、蓄積させるためには、公共工事を受注する建設業

や原材料を供給する製造業などの地域産業を活性化

し、雇用の創出や所得の増加等を通じた持続可能な好

循環を構築することが重要だと考えております。この

ため新たな計画においては、地域産業の振興を大きな

柱として位置づけ、中小企業等への支援を強化してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　企業誘致の補助金の

あり方を改めることについての御質問の中の、雇用の

実態と補助金のあり方についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県に進出した情報通信関連産業の202社に対し

て平成22年１月１日時点の状況についてアンケート調

査した結果、各就業形態の比率は、正社員28.1％、契

約社員36％、派遣・パート35.9％となっております。

　情報通信関連産業は、ソフト開発やコールセンター

などさまざまな業務形態があり、技術や知識の蓄積が

求められる業務において正社員の割合が高くなる傾向

にあります。

　正規雇用化を促進する補助事業としては、「新通信

コスト低減化支援事業」を実施しておりますが、利用

条件として20名以上の常用労働者の雇用とその中に正

社員を含むことを義務づけております。また、昨今の

厳しい雇用情勢を踏まえ、国においても、正規雇用へ

の転換を推進するため、年長フリーターや30代後半の

不安定就労者の正規雇用を促進する「若年者等正規雇

用化特別奨励金」や企業の正規雇用転換制度等の導入

を促進する「中小企業雇用安定化奨励金」の拡充など

の取り組みを行っております。

　県としては、これらの制度の活用を図り正規雇用の

拡大に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　公営団地の建設につ

いての御質問で、公営団地の新築や民間アパートの活

用等についてお答えいたします。

　公営住宅の整備は、これまで「住宅建設５カ年計

画」、「住生活基本計画」及び「沖縄県公共賃貸住宅

ストック総合活用計画」に基づき、公営住宅の新築、

増設、建てかえや民間が運営する高齢者向け優良賃貸

住宅等の公的賃貸住宅の家賃補助などを進めてきたと

ころであります。しかしながら、本県は、公営住宅を

必要とする低所得者世帯の全世帯に対する割合が全国

の約2.2倍となっており、公営住宅に対する需要は高

いものがあります。

　今後は、平成23年度に見直しすることとしている

「沖縄県住生活基本計画」においてこれまでの公営住
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宅の整備や家賃補助に加え、新たに借り上げ公営住宅

等を検討していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは特別支援学校の

分離校の建設と通園バスの増車についての御質問で、

特別支援学校の分離校建設等についてお答えいたしま

す。

　大平特別支援学校の過密対策につきましては、校舎

の増築や通学区域の見直し、高等学校への分教室設置

などにより解消を図っているところであります。

　高等特別支援学校の那覇地域への新設につきまして

は、今後の生徒数の推移やそれに基づいた必要性を検

証し、平成24年度からの次期編成整備計画の策定にお

いて検討してまいりたいと考えております。また、大

平特別支援学校のスクールバスにつきましては、次年

度の児童生徒の数や障害の実態、スクールバス利用希

望者等を見きわめた上で対応を検討してまいります。

　なお、長時間通学については、他の特別支援学校で

も同様な状況にあり、次期編成整備計画の策定におい

て解消に向けて検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、首里城地下の旧日本軍32軍司令部壕について

の御質問で、文化財指定についてお答えいたします。

　第32軍司令部壕は、沖縄戦を指揮・監督した軍事的

中枢施設であり、重要な戦争遺跡であることから、そ

の保存を図り後世に継承することは重要なことであり

ます。現在、落盤や酸素濃度などの危険な状況にある

ことから、安全面からの配慮により立ち入りが制限さ

れており、詳細な調査による現状把握が困難な状況で

あります。

　県立埋蔵文化財センターにおいては、平成22年度か

ら５カ年計画で主要な戦争遺跡の確認調査を実施し、

文化財指定に向けて取り組んでいるところでありま

す。その一つとして第32軍司令部壕についても検討を

重ねているところであります。

　県教育委員会としましては、第32軍司令部壕の文化

財指定に向けて、市町村教育委員会と連携を図りなが

ら取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ウイルソン病患者

への医療費助成についてお答えします。

　ウイルソン病は、小児慢性特定疾患治療研究事業の

対象疾患となっており、20歳未満では医療費の助成が

受けられます。県内では、現在２名の方が医療費の助

成を受けております。

　県としては、特定疾患以外の慢性疾患患者等の医療

費の自己負担については、高額療養費制度の自己負担

限度額の引き下げなど、医療保険制度の見直し等によ

り負担軽減を図る仕組みづくりを国に要望してまいり

たいと考えております。

　次に、我が党の代表質問との関連について、乳幼児

医療費助成事業における入院を中学校まで拡大するこ

とについてお答えします。

　乳幼児医療費助成事業の対象年齢の拡大について

は、県財政や他の医療費助成制度とのバランス、市町

村の意向等を踏まえ、対象年齢や給付方法、所得制

限、一部負担金等の助成要件を総合的に検討してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　まずですね、知事、日本国民とアメ

リカ国民に直接訴えるという意見広告などの問題につ

いて検討するということでぜひやっていただきたいん

ですが、この時期ですけれども、菅首相が５月か６月

に訪米して日米首脳会談をやるという報道があります

ね。ですから、前みたいに鳩山首相が行ってきて日米

合意発表してからそれでやるというのでは後手後手に

なるので、知事もこの議会で、アメリカに対する正確

な情報が伝わってないと、あるいは間違った情報が逆

に伝わっていることもあると思うんですよね。報道で

は、仲井眞知事はいずれこの県内移設に賛成するだろ

うという報道もあったりするわけですから。そういう

意味で、間違った情報が逆に伝えられているという面

もあるので、私はこの訪米前にきちんと沖縄側の正確

な実態と情報をやる意味で、本土の新聞とアメリカの

新聞に県と県議会共同の意見広告を訪米前にきちんと

やるということは大事だと思いますけれども、知事い

かがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　そこまでまだ具体的に考え

ておりませんが、御提案として受けとめさせてくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ぜひやっていただきたいと思いま

す。

　次に、公営団地について質問します。

　公営住宅法というのがあります。「第１条　この法

律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的
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な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困

窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は

転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増

進に寄与することを目的とする。」というふうに書い

ています。

　それで伺いますけれども、部長、沖縄で年収200万

円以下の世帯数、割合、全国平均との比較、そして全

国低所得者の多い３県についてお聞かせください。

　そして沖縄の持ち家率というのは幾らでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　年収が200万円未満

の世帯数でありますけれども、沖縄県が19万9600世帯

になっております。それから200万円未満の世帯に対

する割合でございますが、沖縄県が39.6％、全国は

17.6％。それから全国で割合が高い県、上位３県でご

ざいますが、１位が沖縄県、それから２位が鹿児島

県、３位が高知県。

　それから全世帯に対する割合、持ち家率というんで

すか、それについては沖縄県は50.2％であります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　いわゆる200万円以下の世帯が沖縄

は全国の平均の2.2倍ということでありますけれど

も、この200万円以下の世帯数に占める公営住宅の整

備率、全国平均比、そして低所得者の多い九州３県の

整備率は幾らか、そして一番高い県の整備率というの

は幾らでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　年間収入200万円未

満世帯に１世帯当たりの公営住宅の数を沖縄県0.15、

それが全国が0.25になっています。それから全国との

比較でいいますと、沖縄が1.7倍になるということで

ございます。

　それから九州での200万円未満世帯の割合が高い県

ですが、さっき言いました１位は沖縄県、２位は鹿児

島、３位が宮崎県で、全国で整備率が高い県が愛知県

でございまして、0.4となっております。

○渡久地　修君　議長、ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時30分休憩

　　　午後４時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　次に、この県営住宅の申し込み数と

倍率、そして最も高い団地の場合の倍率は幾らか。全

国平均にまで整備率をやるとするとあと何戸不足して

いる計算になりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　県内の住宅の応募の

倍率でございますが、平成20年度の11.4倍、それから

21年度に14.4倍、22年度は16.3倍、それから最も倍率

の高い県営団地は県営古波蔵第３団地――これは那覇

市にありますけれども――これが134.5倍。それから

200万円未満世帯の整備率を全国整備率にするため

に、あと約２万世帯、２万戸の戸数が必要となってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　次に、この公営住宅には買い取り住

宅、借り上げ住宅というのがあると思うんですけれど

も、県内でのこの買い取り、借り上げ住宅は幾らある

か、全国の状況と比較してどうなのか教えてくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　沖縄県の買い取り、

借り上げによる公営住宅はございません。

　全国の買い取り、借り上げの公営住宅数でございま

すが、平成20年度ですが、買い取り公営住宅が4334

戸、それから借り上げ公営住宅が２万2678戸となって

おります。

○渡久地　修君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時31分休憩

　　　午後４時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○渡久地　修君　知事にお尋ねします。

　今のやり取りをグラフにしてみました。（資料を掲

示）　青いのが200万円未満の世帯率です。沖縄は

39.6％で全国一高い低所得者の多いところになってい

ます。２位が鹿児島ですね、33.6。次が高知。宮崎は

４番目になっています。この低所得者層に対する整備

率というのは沖縄14.7％、全国平均の58％なんです

よ。58％の整備。これを見てください、鹿児島は２番

目に低所得者は多いんだけれども、整備率は頑張って

いるんですよ、宮崎も頑張っている。沖縄は58％とい

うことで非常に低いというのがわかります。先ほど答

弁があった２万戸というのがあります。そして公営住

宅法の第３条に「地方公共団体は、常にその区域内の

住宅事情に留意し、低額所得者の住宅不足を緩和する

ため必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行

わなければならない。」ということを義務づけている

んですよね。

　そういう意味でこの振興計画でやっぱりこの分野は

私は非常におくれた分野になっているんじゃないかな
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と、これは事実だと思うんですよね。ですから、次の

10カ年間の振興計画にきちんと私は位置づけて整備す

ることが求められていると思いますので、知事の決意

をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時33分休憩

　　　午後４時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地議員の御指摘のとお

り、確かに今おっしゃった状況ですから、これは今度

また力を入れて計画をつくってやっていきたいと考え

ています。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　２万戸不足しているということが

あって、私たち議員のところに公営住宅にぜひ入れて

くださいという相談がとても多いんですよ。そういう

意味ではぜひこの整備に力を入れてやっていただきた

いと思います。

　次に、振興計画についてお尋ねしますけれども、上

原副知事、振興計画これまで３次、４次とかかわって

きていますけれども、これまで約10兆円投入されてき

ました。しかし、失業率全国の２倍、所得は全国の７

割というのが言われている中で、やはり私は特に本土

に還流する仕組みというのをいかに食いとめて沖縄域

内にそれがとどまって沖縄の企業を育成し、産業を育

成していくのに使われるようにどうするかというのが

今とても大事だと思うんですけれども、その辺、副知

事の見解をお尋ねしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　これまでに10兆円というこ

とですけれども、主にハードを中心にしてやってきま

した。社会資本整備、生産基盤整備やってきましたけ

れども、問題はその整備された基盤を使ってどういう

ふうに経済活動を展開していくかということが問われ

てきていると思いますし、それからソフト面といいま

すか、維持管理がこれからどんどんどんどん出てきま

す。ですから、具体的な事例として出しますと、10億

円かけて余り人の通らない道をつくるより、１億円を

かけてそこの維持管理といいますか、例えば中央分離

帯の花といいますか、草木を例えば春、夏、秋、冬そ

れを植えかえるとか、そのことによって人件費が主な

事業費になりますので、要するに沖縄に金を回すだけ

じゃなくて、沖縄で金を回すという意味ではそういう

これからソフト面も含めてあと制度面、今まで整備さ

れた基盤を使ったいろんな活動のための、事業活動の

ための制度的なものをこれから充実させていく必要が

あるのではないかというふうに考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　企画部長、お尋ねしますけれども、

元沖縄総合事務局調整官の宮田裕さん――結構お名

前、有名だと思うんですけれども――この人がこれま

での振興計画で、公共事業50％、県外企業が受注して

予算が本土に還流するざる経済が構築されたというふ

うに書いて、「2007年度沖縄県財政の決算によれば、

歳入総額に占める地方税収入の割合は19.9％で、全国

都道府県平均の33.3％に比べて極端に低い。その原因

は、沖縄への財政投資が県外に還流し、資金循環効果

に乏しく民間経済を誘発していない仕組みになってい

るからである。」というふうに述べていますけれど

も、いろいろなところで50％が県外に還流していると

いうことが書かれていますけれども、この50％還流し

たのが例えばこれが80％県内に落ちるのが50％だった

のが80％にもし確保したらどうなっていたかというの

をお願いしてありますけれども、試算、経済効果、雇

用効果どうなったかお示しください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今の議員のお話は、公共

事業の支出額、一定の公共事業の支出額で経済波及効

果はどれだけかというふうな試算の話だったと思うん

ですけれども、この県外発注との関係ではなかったと

思います。今のそのお話の趣旨について考え方の整理

をするというんであれば、まず公共事業において投下

されたこの資金、これが県外に漏出する、要するに域

内に還流しないというふうなことのこの考え方は２つ

その原因としては考えられるわけです。１つは、原材

料を県外から調達することによる資金漏出が一つある

と。あと、２つ目は、県外資本企業がその沖縄県内で

得た利益を県外のこの本社等に還流するというふうな

ことも考えられます。

　そういう意味では、今のこの80％というふうな数字

はそのことが示せるかどうかちょっと心もとないんで

すけれども、事前に議員のほうからお話ししました。

例えば関連支出事業の支出総額は1768億、今年度ので

すね、その公共事業でどれだけの効果があるかという

ふうなことを計算しますと、経済波及効果が約3560億

になります。これがその80％の投下額であれば当然80

％の効果が出るわけですけれども、県外・県内のこの

還流というふうなものは、この数字はちょっとなかな

かつかまえ切れない部分があるのかなというふうに思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。
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○渡久地　修君　皆さん方からもらった資料を計算し

たあれですけれども、例えば80％になると今言ったも

ので712億円の増、雇用で6000人増ということになる

んですよね。これは皆さんが出した資料です。（資料

を掲示）　これは1768億円をもとにしていますけれど

も、これまでの振興計画の平均の2450億円にすると、

その差額は1300億円ぐらいになるんですよね。そうい

う意味では私はこの数字が今問題じゃなくて、こうい

う仕組みをどうやってつくり上げていくかというのが

問われていると思うんです。

　それで副知事、次期振興計画では例えば公共事業に

ついてはとにかく県内を優先するという仕組みを制度

の中で明記させるということが１つですね。例えば現

在の沖縄振興特別措置法の特例措置がありますね、

106条道路、107条河川、108条港湾、要するに県や市

町村がやるのを国がかわってやることができるという

のがありますよね。逆に国がやる仕事を県が発注する

と、発注を請け負うということがあってもいいじゃな

いですか。だからそういったことを含めて県内企業に

とにかく全部仕事をやってもらうと、こういう仕組み

づくりが僕は大事だと思うんですけれども、どうで

しょう。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　制度の中でそういうことが

できるかどうかというのは、今後検討しないといけな

いと思いますけれども、ただこれから沖縄総合事務局

の問題、国のいろんな所管している業務を県といいま

すか、地方に移管するという流れもございますので、

今のような仕組みがどういう形でとれるか検討してま

いりたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　あと民間部門で県外にどれだけ還流

しているかと、県内にどれだけ蓄積されているかとい

う点では、先ほど情報産業の分野では70％から80％が

非正規雇用ですよね。じゃ観光産業はどうなっている

かですけれども、部長、復帰から今日までの観光客と

ホテルの伸び、それから現在のホテルの県内資本、県

外資本、外資の割合、そしてホテル関係の従業員の雇

用形態と収入状況とほかの産業と比べてどうなのかと

いうのをお示しください。

○観光商工部長（勝目和夫君）　ちょっと休憩願いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時41分休憩

　　　午後４時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　昭和47年の復帰時と

比較して、現在の観光客数、ホテルの軒数、客室数は

何倍になったかという御質問だったと思います。

　沖縄県の入域観光客数は、昭和47年の44万3692人か

ら平成22年は585万5100人となっており、復帰時と比

較して13.2倍となっております。

　宿泊の軒数は、昭和47年の284軒から平成21年は

1232軒となっており、復帰時と比較して4.3倍となっ

ております。また、宿泊施設の客室数は、昭和47年の

5745室から平成21年は３万6359室となっており、復帰

時と比較して6.3倍となっております。

　また、県内ホテルの外国資本、県外資本、県内資本

の内訳でございますけれども、ホテルのすべての宿泊

についてはちょっと調査・把握しておりませんが、立

地済みのホテルで収容人員が500名以上の施設は県内

に34施設ありまして、その内訳は調査しておりまし

て、その割合は34施設のうちの外資系ホテルが12施設

で35％、県外資本ホテルが12施設で35％、県内資本ホ

テルが10施設で30％となっております。

　それから、宿泊業、労働者の正規職員・非正規職員

の雇用形態と収入状況はどうなっているかとか、また

収入状況は他産業と比較してどうなっているかという

御質問については、最新の平成22年11月の毎月勤労統

計調査によると、宿泊業の労働者数は一般労働者数が

約6700人、パートタイム労働者が4800人となってお

り、宿泊業労働全体に占めるパートタイム労働者の比

率は41.9％となっております。収入状況については、

宿泊業のみの資料は公表されておりませんが、飲食

サービス業を含む宿泊業の現金給与総額は約21万3000

円となっており、全産業の一般労働者の平均給与額と

比較して約80.4％となっております。また、パートタ

イム労働者の給与は約６万6000円となっており、全産

業のパートタイム労働者の平均給与額と比較して約

78.4％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　この給与総額の全産業に占める順位

はどうなっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時47分休憩

　　　午後４時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　一般労働者現金給与

総額の産業別順位では、宿泊業、飲食サービス業は一
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応13位になっております。

○渡久地　修君　パートは。

○観光商工部長（勝目和夫君）　パートタイム労働者

現金給与の順位、産業別順位では、一応建設業、運輸

業、製造業とかありますけれども、その中の15位と

なっております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、お尋ねしますけれども、今の

15産業中、一般労働者で13位、パートで15産業中15位

なんですよね。それで先ほど答弁にあったように観光

で力を入れてきましたね。これからも力を入れていき

ますね。それで力を入れて、これは先ほどの答弁を資

料に、これをグラフにしてみました。（資料を掲示）

　外国資本と県外資本で70％占めているんですよ、

70％。そしてその従業員の待遇というのはとっても低

いほうだということですよね。ですから、これは本当

に県が政策的に観光に力を入れてきて県内に蓄積して

いないという一つの見方もできると思うんですよね。

これをどうするかということなんですよ。この外国資

本、県外資本を規制するかと言ったら、これは今のあ

れではできないと思うんですよね。じゃあどういう

ルールをつくるかということが私は大事だと思うんで

す。

　ですから、最初の質問にあったように例えば進出し

てくる企業、補助金出すところには正規雇用を京都の

ように義務づけるようなものにできないかとか、そし

てこういったホテルとかいろんな民間企業とは、例え

ば県が協定を結んで可能な限り正規雇用で雇ってくだ

さい、それから食材は沖縄の野菜を使ってください、

県内食材使ってください、地場産品を使ってください

という協定をつくることはできると思うんですよね。

こういったルールづくりもこれから必要だと思うんで

すけれども、次の振興計画の中でこの辺もきちんとや

るべきだと思いますけれども、いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　振興計画の中のものかどう

かちょっと研究させていただきたいんですが、確かに

この労働条件をもっとよくしていく。そして県外、外

国資本は今これはもう規制はできないし、逆にある意

味ではどんどん流入させたほうがいいという意見もな

いわけじゃありませんしね。ですから、そういうあれ

はないんですが、ただ議員の言われたように、この沖

縄の中でのルールですよね、なるべく正規にしたらど

うかというようなことというのは、一つのいい御提案

だと思いますから、ひとつぜひそれは受けとめさせて

ください。いずれにしても労働条件をどう改善してい

くかというのが、またこれからの雇用数に加えて大変

重要なことになると思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　とにかく県が力を入れて、多額のお

金を入れて、しかし沖縄には蓄積されないということ

になってはいけませんので、このルールづくりという

のは県の努力次第でできると思いますので、ぜひやっ

ていただきたいと思います。

　そして知事に、もう一度この振興計画についてお尋

ねしますけれども、特別自由貿易地域は土地が2.1％

しか売れていないということで、この総点検表でも重

厚長大産業を目指したけれども厳しい状況にあると。

予算説明でも県の予算を圧迫する懸念というふうに

なっていますけれども、全国的に大企業誘致というの

は地域の活性化にも限界に来ていると、あちこちで撤

退もしてきています。それでこれについて内閣府が

2005年にリポートを出しているんですけれども、ここ

では「補助金額が大きいからと言って、工場立地件数

が多くなるという明確な関係は確認できない。」とい

うことで、内閣府自身がリポートを発表しています。

　それから財界系のシンクタンクの「みずほリポー

ト」というのが、これは2010年10月13日発行ですけれ

ども、ここでは「製造業誘致による地域雇用創出モデ

ルは見直しを迫られている。」というふうにこのみず

ほ総研のリポートで書いています。それからもう一つ

有名な野村総研のリポートですね、ここでは「経済の

低迷にあえぐ地域は、これまで多かれ少なかれ、地域

経済の成長エンジンを企業の誘致に求めてきた。しか

しながら、今やそのような企業誘致による成長モデル

は、停滞する地域経済の現状を打開するための抜本的

な解決策にはなりえない」ということを、これも去年

のものです。そしてこう言ってますね、「つまり、地

域は原点に回帰し、新たな産業育成や域内産業・企業

の活性化につなげる施策や戦略が不可欠なのであ

る。」と。いわゆる域内の地元の力をどうつけるかと

いうことなんです。だから沖縄で言えば第１次産業の

問題とか、農業、漁業、そして地元の企業、伝統工芸

にどうやって力をつけるか、ここに活路があるんです

よということを財界系のシンクタンクも指摘している

んですけれども、知事いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　野村にしても、みずほにし

ても、これまでのバブルの最中にえらい苦戦をした

人々ですから、いろんな傷を逆に負っていると思いま

すよ。私は、必ずしも彼らの意見が財界とか経済界を

代表しているとはゆめ思いませんが、なぜなら彼らが
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言う製造業というのはトヨタだとか、ああいう巨大な

メーカーを頭に描いていますが、おっしゃるように逆

にこの域内の製造業というのは、文字どおりみそ、

しょうゆから始まって豆腐に至るまでこういうものが

製造業ですし、沖縄の場合、食品工業を中心とする製

造業、無論拓南さんとか、金秀アルミのようなああい

う近代機械工業に近いようなものからいろいろあるわ

けです。ただ、これはどちらかと言えば巨大な製造業

ではありません。ですから、製造業ギブアップという

のには私は全く不賛成ですが、あわせて域内をもっと

もっと力を入れていこうというのは大賛成です。その

可能性というのは、沖縄は成長戦略の芽になるような

ものが幾つもあると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　多分次期振興計画では、やっぱり県

外へ還流していったと指摘されているわけですよね。

これをいかに食いとめて、この波及効果をいかに沖縄

経済に蓄積していって、そして最終的には県民の所得

を上げていくかということですので、その辺ぜひしっ

かりやっていただきたいと思います。

　最後に知事、基地問題についてお尋ねしたいと思い

ます。

　今回の議論をいろいろ聞いていまして、日米安保条

約、あるいは海兵隊の抑止力について、知事と各議

員、議論交わされていますけれども、これを聞いてい

てちょっと幾つか確認したいと思うんですけれども、

日米安保条約は軍事同盟であるというふうに私は思う

んですけれども、知事は日米安保条約は軍事同盟だと

いう見解でいいんですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時54分休憩

　　　午後４時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　いわゆる日米安全保障

条約といいますのは、「日本国とアメリカ合衆国との

間の相互協力及び安全保障条約」という名称でござい

まして、その前文に、「両国の間に伝統的に存在する

平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原

則、個人の自由及び法の支配を擁護することを希望

し、」という形でいろいろ書いてあるわけでございま

すが、両国間のいわゆる相互協力及び安全保障に関す

る協定であるというふうに理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、私難しいことは聞いていない

ですよ。今、問題になっているＴＰＰというのがあり

ますよね。ＴＰＰというのは、僕は経済連携協定だと

思うんですよ。この日米安保条約というのは、純粋に

軍事同盟じゃないですかということで純粋な疑問を感

じたから聞いているんですよ。知事の答弁からその辺

がはっきりしないから、お答えください、知事。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　軍事同盟というのは、

さまざまな説がありまして、同盟関係というのは一概

に言えないと思っております。例えば、戦前の日独伊

三国同盟、こういった形の軍事同盟というものもある

わけでございますが、そういう意味ではいろいろな説

はありますけれども、県は先ほど申し述べたような定

義で理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ちょっとなかなかわからないんだけ

ど、軍事同盟じゃないんですか、じゃあ。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　軍事同盟と見る方もい

らっしゃるとは思っておりますが、さまざまな説があ

ると思っておりますけれども、県は先ほど申し上げた

協定であるというふうに理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　もう詭弁ですよ。とにかくこれは軍

事同盟であることは明らか、だから沖縄にこんなに基

地があるんですよ。だから日米地位協定あるんでしょ

う。その辺はっきりしないでどうするんですか。

　それで知事、議論をしていて、やっぱり僕は県議会

で今のこういう状況で盛んに動いている中で、よく頭

もリセットしてたまには見ることも必要だと思うんで

すけれども、これが改定されて50年になりますけれど

も、この当時は52カ国がこの軍事同盟に世界じゅう参

加していました。今やこれが31カ国に減っています。

アジアでは23の国がありますけれども、このアジアで

軍事同盟に参加している国は何カ国あるか御存じで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時59分休憩

　　　午後４時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　済みません。資料を持

ち合わせておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　あのですね、アジア23カ国中、軍事

同盟に参加しているのは、今や日本と韓国だけなんで

すよ。前はＳＥＡＴＯという東南アジア条約機構、ア
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メリカとありましたけれども、これは解散したんで

す。そして今は平和な共同体がアジアではこういった

国々が加盟しているんですよ。ですから、紛争は話し

合いで解決しましょうという平和共同体の大きな流れ

なんです。こういう流れのときに沖縄の基地問題、こ

ういう視点からも見ないといけないと思うんですけれ

ども、知事、いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員が非常によく研究され

ておられるので答えにくいんですが、安全保障のあり

方、特に防衛とか軍事が中心になっているものについ

ては、我々のほうももう一度原点といいますか、今き

ちっとベースに戻って研究し直そうということにして

いるところです。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　皆さん、こんにちは。

　民主党の上里直司でございます。

　質問に入る前に一言だけ私の所感を述べてみたいと

思っています。

　今回の代表質問、一般質問を聞いていますと、やは

り基地の問題とあわせて沖縄振興特別措置法にかわる

新たな制度についての言及、質問が多くされておりま

す。

　私も今回取り上げておりまして、その中で私がずっ

と考えて、また訴えてきているのは「沖縄21世紀ビ

ジョン」は県が策定した。であるならば、その支援を

していく法律までもやはりつくるべきではないかと考

えております。そう言ってきましたが、試案について

は提言するという今のスタンスでありましたので、私

は趣向を変えて、この法律の名前はまず沖縄から提案

をすべきじゃないかなというふうな思いを持っていま

す。といいますのも、私は、沖縄振興特別措置法の

「振興」も「特別」も「措置」という言葉も、もう一

回どういう意味なのかと問い直さなければならないん

じゃないかと考えております。とりわけ「振興」とい

う文字について、また言葉の定義については改めて定

義をし直して、これからの時代に本当にふさわしいの

かどうかをやはり検討すべきではないでしょうか。

　私も広辞苑で調べてみました。その意味は、「ふる

いおこして物事を盛んにすること」と書いてありま

す。他の辞書も調べてみますと、「学術・産業などを

盛んにすること」または「盛んになること」というふ

うな形で表現をされています。

　しかし、先ほど知事が新たな法律に臨む姿勢として

「沖縄21世紀ビジョン」の基本理念に基づいてこれに

臨むんだということをおっしゃっていました。その基

本理念は、「“時代を切り拓き、世界と交流し、とも

に支え合う平和で豊かな「美ら島」おきなわ”を創造

する。」と書いてあります。この言葉と理念と「振

興」という文字が、どうも私自身はぴったりと合わな

いと思っております。ですから、この次の時代を切り

開く言葉、ここはやっぱり知事を初め我々も、どうい

う言葉が時代にふさわしいのかということを改めて検

討すべきではないかと私は考えております。

　それで質問に入りたいと思っています。

　沖縄振興特別措置法にかわる新たな法制度につい

て。

　「沖縄振興自主戦略交付金（仮称）」への評価と今

後について。

　国の出先機関改革に対応した県の取り組みを加速さ

せるべきであるが、知事の見解をお伺いいたします。

　新たな法律の名称について、県から提案をすべきで

はないか。

　続いて、中間報告に盛り込まれた項目の優先順位づ

けは必要ではないか。

　大学院大学の開学に合わせ、海洋資源の保全及び研

究とバイオベンチャー支援を促進する制度創設を検討

すべきだと思いますが、いかがでしょうか。

　続いて、産業振興について。

　沖縄振興特別措置法における中小企業振興での優遇

措置の国税分での実績についてお尋ねをいたします。

　続いて、新規産業において、県が戦略的産業として

位置づけようとしている分野についてお伺いをいたし

ます。

　２、住宅対策についてお尋ねをいたします。

　昨年の３月から住宅エコポイント制度が始まりまし

た。昨年の10月に閣議決定をされた補正予算、「新成

長戦略」の中での景気対策、景気刺激策にもこの住宅

エコポイント制度の拡充・延長というのが盛り込まれ

ております。

　それで、アからエまでの実績についてお尋ねをいた

します。

　ア、制度開始時から現在までの実績について。

　イ、北海道や寒冷地域との実績の差について。

　ウ、一戸建ての申請において、県内業者が手がけた

物件があるのかどうか。

　エ、今後、住宅リフォームについての実績が出せる

のかどうかお尋ねをいたします。

　続きまして、沖縄地域における環境共生住宅推進事

業の展開と次年度における取り組みについてお尋ねを

いたします。
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　続いて、古民家再生事業の今後についてもお尋ねを

いたします。

　続きまして、雇用対策とパーソナルサポートセン

ター事業についてお尋ねをいたします。

　このパーソナルサポートセンター事業の実績――昨

年の11月からですからそれほどの期間ではありません

が――どのような実績があったのか。また、次年度へ

の展開についてお尋ねをいたします。

　続いて、地域との連携をどのように考えているのか

お尋ねをいたします。

　福祉政策について。

　茨、医療的ケアが必要な児童に対する県の対策につ

いて。

　芋番目、看護師の労働環境に対する対策について。

　鰯番目、県内の公立病院及び民間病院における院内

保育所の整備について。

　最後に允、県内における民生委員の充足率とその支

援策をお伺いいたします。

　旧軍飛行場用地問題についてであります。

　現在の振興計画の最終年度でありますが、事業実施

をしていない地主会はあるのか。

　年度途中でも、これらの事業実施のための働きかけ

が必要ではないでしょうか。

　６番目、教育行政について。

　コミュニティ・スクールについて。

　県内での実施数及び他の都道府県との比較につい

て。

　続いて、その取り組みを展開すべきであると考えて

いますけれども、いかがでしょうか。

　夜間中学校の支援については取り下げたいと思って

います。

　図書館行政についてであります。

　昨年の11月１日に、図書館創立100周年事業が県立

図書館にて行われました。県議会からも各議員が参加

をいたしましたし、これまでこの100周年事業に尽力

をされた図書館職員の皆さん、教育委員会の皆さんに

は本当にお疲れさまでありました。周年事業が実質的

な実施の制約がある中で、大変いい事業でありまし

た。山之口貘の展示会等々行われておりましたけれど

も、やはり次の100年に向かってこの県立図書館の果

たす役割、やっぱり考え直さなければならないだろう

と思っております。

　そこでお尋ねをいたしますが、今回補正予算で多額

の予算がついておりますが、この事業内容とその額に

ついてお尋ねをいたします。

　県立図書館100周年の成果と次の100年に向けたテー

マについてお尋ねをします。

　県立図書館の館長を外部から登用するなど、県立図

書館の館運営にふさわしい人材を登用すべきではない

かと考えていますけれども、いかがでしょうか。

　７番目、沖縄らしい風景づくりや全島緑化の推進の

具体策をお伺いいたします。

　８番目、修学旅行生誘客に向けた取り組み状況をお

尋ねをいたします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、「沖縄振興自

主戦略交付金」への評価と今後についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、昨年５月以降、高率補助制度にかわり

ますより自由度の高い「沖縄振興一括交付金（仮

称）」の創設を政府に要望してまいりました。平成23

年度政府予算案におきまして、約321億円の「沖縄振

興自主戦略交付金」が創設されたところでございま

す。

　同交付金の使途につきましては、今回統合の対象と

なりました５種類の補助金の範囲内で事業を選択する

ことが可能となっております。このことは、これまで

の補助金と比べまして一定の前進をしたものだと考え

ることができると思います。しかしながら、沖縄県と

いたしましては、一層の使途の自由度の拡大が必要と

考えております。引き続きこの点を政府に要望してい

るところでございます。

　今後、さらに平成24年度以降の新たな沖縄振興に係

る施策の円滑な実施に必要な財源が確保され、さらに

自由度を高めにしました「沖縄振興一括交付金（仮

称）」を実現すべく、引き続き政府に強く求めてまい

りたいと考えているところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、国の出先機関改革に

対応する県の取り組みについてという御質問にお答え

いたします。

　国の出先機関改革につきましては、昨年末に閣議決

定されました「アクション・プラン」に基づく推進委

員会が去る２月17日に開催され、沖縄総合事務局の事

務・権限の移譲に関する沖縄県の考えを述べたところ

でございます。

　今後は、「アクション・プラン」に基づき出先機関

単位ですべての事務・権限を移譲することを基本とし

て、平成23年夏ごろまでに基本的枠組みや移譲対象機
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関が決定され、平成24年通常国会への法案提出に向け

て作業が進められていくこととされております。

　沖縄県としましては、市町村や関係団体の意見も踏

まえまして、国の作業状況に的確に対応してまいりた

いと考えているところでございます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、戦略的産業として位

置づける新規産業についてという御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では、リーディング産業であります観光産業

やＩＴ産業に続きまして、オキナワ型産業の重点とし

て位置づけられている亜熱帯の生物資源を活用しまし

たバイオ産業やエステティックやスパを初めとした産

業や健康サービス産業などを振興してまいりたいと考

えております。

　今後は、新たに琉球舞踊やエイサーなど沖縄独特の

文化的資源と申しますか、こういう資源を活用した文

化産業とでも言うべき産業の創出が重要と考えられて

おります。また、温暖な気候と優秀なアスリートを輩

出するなど他地域に比べて優位性のあるスポーツ関連

産業やその他エネルギー関連産業など、可能性の高い

産業の創出につきましても戦略的に取り組んでまいり

たいと考えております。

　次に、沖縄らしい風景づくりに係る御質問の中で、

沖縄らしい風景づくりの推進についての御質問に答弁

いたします。

　沖縄らしい風景づくりにつきましては、県において

景観基本方針や基本計画を定めるとともに、「風景づ

くり推進事業」によりまして市町村の風景に関する計

画づくりを支援してきたところでございます。現在、

新たな沖縄振興に向けて「沖縄らしい風景・まちづく

り制度」の創設を要望しているところでございます。

　今後は、同制度を活用してさまざまなハード・ソフ

トの景観向上施策を展開し、個性的で魅力的な風景・

町並みの創造を推進してまいりたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、沖縄振興特別措置法にかわる新たな

法律の名称についてお答えいたします。

　新たな法律の名称については、今後の国との調整の

結果を踏まえて、法律の理念や内容にふさわしい名称

を県からも提案していきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、中間報告の項

目の優先順位づけについてお答えいたします。

　「新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）概

要」で示した新規・拡充及び継続を合わせた45の項目

は、21世紀ビジョンで描いた将来像の実現に向けて離

島県ゆえの不利性などを克服するとともに、魅力ある

自然環境や独自の文化、豊富な若年労働力、東アジア

の中心に位置する地理的優位性を最大限発揮できる施

策を展開するため、新たな仕組みの構築を目指すもの

であります。このことから、いずれも重要な項目であ

るとの認識に基づき、新たな法律に盛り込むことがで

きるよう政府に対して強く求めていきたいと考えてお

ります。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、海洋資源の保

全及び研究とバイオベンチャー支援に係る制度の創設

についてお答えいたします。

　沖縄県では、新たな沖縄振興のための制度として、

沖縄科学技術大学院大学を核とした知的・産業クラス

ターの形成に向けて「科学技術振興制度」の創設に取

り組んでおります。本制度では、バイオベンチャー企

業等の研究開発を促進するため、研究開発に資する施

設及び機器等の整備や研究開発費、教育訓練費に係る

税の減免措置などの特例について検討しております。

　本制度の創設により、本県周辺海域における豊富で

多種多様な海洋資源の利活用等の研究など、地域の資

源を活用したさまざまな研究開発が促進されるものと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての、沖縄振興特別措置法の中小企業振興における

国税分の実績についての御質問にお答えします。

　沖縄振興特別措置法では、中小企業の振興として２

つの制度が掲げられております。１つ目は、沖縄の経

済の振興に資すると認められる業種が、経営革新計画

に従って導入する設備投資に対して全国版の経営革新

制度よりさらに深掘りされた設備投資減税が適用され

ます。平成14年度から平成21年度までの税制活用実績

は、特別償却が５件で約5600万円、税額控除が13件で

約１億2200万円となっております。２つ目は、台風等

気象条件により原料の供給事情等の影響を受け、生産

額等が相当程度減少する見通しがある業種が、経営基

盤強化計画に従って導入する設備投資に対して割増償

却が可能となります。業種は、これまで建築用関係製

造業、パン、めん類製造業等の10業種が該当しました

が、現在の沖振法においては砂糖製造業の１業種であ
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り、平成14年度から平成21年度までの割増償却は９億

6000万円となっております。

　雇用対策とパーソナルサポート事業についての、事

業の実績と次年度の展開についての御質問にお答えし

ます。

　パーソナルサポート事業は、さまざまな生活上の困

難に直面している人に対し日常生活から就労までを一

貫して支援する事業で、沖縄県では昨年11月から実施

しております。

　活動実績については、事業開始から１月末までに

130件の相談があり、住宅相談、資金貸し付け、メン

タルヘルス等の生活支援や求人情報の提供、履歴書作

成指導等の就職支援を行っております。また、当該事

業は、国のモデルプロジェクトとして平成23年度まで

実施されることとなっております。国においては、こ

のモデルプロジェクトを通し、制度化に向けて事業の

効果や課題を検証していくこととしております。

　同じくパーソナルサポート事業の地域との連携につ

いての御質問にお答えします。

　本事業の支援対象者は、住宅喪失や生活困窮、多重

債務、メンタルヘルス等の問題を抱えており、それら

の問題を解決するためには、ハローワークや市町村、

社会福祉協議会、困窮者支援に取り組むＮＰＯなど地

域の関係機関との連携が重要と考えております。その

ため、県は、関係機関との実務者会議を開催してお

り、また、パーソナル・サポート・センターにおいて

も個別に関係機関と連携し、効果的な支援方法につい

て検討しているところであります。

　なお、県は、国とともにセミナーなどを開催し、事

例研究や周知にも取り組んでいるところであります。

　次に、修学旅行生誘客に向けた取り組み状況につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄県では、修学旅行の誘致を図るため、県外での

修学旅行説明会や学校関係者を沖縄へ招聘する現地研

修会等を開催しております。また、昨年度からは修学

旅行専門嘱託員を東京に配置し、学校や旅行会社への

訪問活動を行い、新規学校の開拓にも努めておりま

す。特に今年度は、旅行社の修学旅行担当者を沖縄に

招聘し、本島、宮古、八重山の体験メニューなどを紹

介しております。さらに、国内の学校に対してアン

ケート調査を行い、修学旅行の動向を調査・分析し

て、今後の修学旅行の誘致に生かしていきたいと考え

ております。また、修学旅行費用に占める航空運賃の

割合が高いことから、航空会社３社及び国など関係機

関に対し航空運賃引き下げの要請を行ったところであ

ります。

　海外からの教育旅行については、学校間交流が欠か

せないことから、現在、教育庁と連携し学校間交流の

仕組みづくりを進めており、これを活用し、今後の誘

致につなげていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　住宅対策についての

御質問で、住宅エコポイントの実績についてお答えい

たします。

　住宅エコポイントの新築の制度開始は平成21年12

月、リフォームは平成22年１月となっており、本県に

おけることし１月末現在までの申請戸数実績は、新築

が325戸、リフォームが２戸となっております。

　同じく住宅対策についての御質問で、北海道や寒冷

地域との実績の差についてお答えいたします。

　本年１月末現在の新築住宅のエコポイント申請戸数

は、住宅１万戸当たり、本県の６戸に対しまして、北

海道や寒冷地域は28戸となっております。また、リ

フォームの申請戸数は、住宅10万戸当たり、本県の

0.4戸に対し、北海道や寒冷地域は704戸となっており

ます。

　同じく住宅対策についての御質問で、県内業者が手

がけた物件についてお答えいたします。

　住宅エコポイント制度を直接所管している国に問い

合わせたところ、工事施工者に係る集計は行っていな

いとのことであります。

　なお、県内のエコポイント住宅証明書の発行機関で

ある財団法人沖縄県建設技術センターによれば、こと

し１月末現在、新築エコポイント申請は33戸の受け付

けがあり、施工はすべて県内業者であると聞いており

ます。

　同じく住宅対策についての御質問で、今後の住宅リ

フォームの実績についてお答えいたします。

　現在、住宅エコポイントの対象となるリフォーム工

事は、窓を二重サッシに取りかえたり、外壁、屋根、

床などに断熱材を張るなど、主に冬場の暖房効果を高

めるために高気密・高断熱の仕様となっております。

一方、本県においてはほとんど暖房を行わず、むしろ

夏場の対策として通風をよくし日差しを遮ることなど

が一般的となっております。したがって、本県では対

象となるリフォーム工事が少なく、実績は今後もふえ

る可能性は低いと考えております。そのため、県とし

ましては、本県の地域特性に配慮した花ブロックや遮

熱塗料等のリフォーム工事も住宅エコポイントの対象

となるよう国に求めていきたいと考えております。
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　同じく住宅対策についての御質問で、環境共生住宅

推進事業の展開と取り組みについてお答えいたしま

す。

　本県は、亜熱帯気候に属し本土とは異なる高温多湿

地域であることから、本事業により風土に根差した環

境共生住宅の普及を推進するものであり、平成21・22

年度に、沖縄の伝統的民家や県内建築士による設計手

法に着目し、省エネ効果等について評価を行ってまい

りました。次年度は、これまでの成果をもとに、県民

に対し快適で環境と共生する住宅の普及啓発を図って

いきたいと考えております。

　同じく住宅対策についての御質問で、古民家再生事

業の今後についてお答えいたします。

　本事業は、沖縄の貴重な財産である古民家集落の風

景を将来にわたって継承していくことを目的に、平成

21年度には古民家の保全・再生・活用に関する情報を

収集したリストや提言集を作成したところでありま

す。今年度は、古民家保存の主体的な取り組みが地域

に定着するよう支援をするため古民家活用モデル事業

の公募を行い、活用に係る手法と課題について取りま

とめております。

　今後は、古民家を活用したコミュニティー・ビジネ

スによる地域振興や観光資源としての景観形成に資す

るため、古民家の保全・再生・活用の普及啓発活動を

行っていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉政策について

の御質問の中の、医療的ケアが必要な児童に対する県

の対策についてお答えします。

　介護職員等によるたんの吸引等のための制度につい

ては、現在、国において平成24年度の実施を目途に作

業が進められているところであります。

　県では、制度導入後の速やかな実施を図るため、介

護職員等に対する研修に必要な機器等を本年度に購入

することとしております。また、昨年10月、当事者団

体等との意見交換を行いニーズの把握に努めるなど、

重症心身障害児と家族の自立した日常生活等に向け取

り組みを進めているところであります。

　次に、看護師の労働環境に対する対策についてお答

えします。

　沖縄県看護協会の労働環境に関する調査によります

と、県内の交代制勤務の看護師においては、休暇等の

代替要員の不足や新人看護師のふなれを主な要因とし

て時間外勤務が発生しているとしております。

　県としては、看護協会と連携し、ナースセンターに

おける代替要員の紹介事業に加え、今年度からの新規

事業として各病院が行う新人看護師研修事業や潜在看

護師の再就職支援事業に対して補助するなど、医療機

関の看護師確保を支援しております。また、各保健所

においては、毎年人員の配置状況及び看護師等の健康

管理体制を確認し、必要に応じて管理者に対し注意喚

起を行っております。

　次に、院内保育所の整備についてお答えします。

　平成22年４月現在、県内の院内保育所は、独立行政

法人国立病院機構が２カ所、国立大学法人が１カ所、

地方独立行政法人が１カ所、民間が10カ所の計14医療

機関に整備されております。現在、各医療機関から同

施設整備の意向調査を実施しているところであり、今

後、整備について国と調整しながら検討してまいりた

いと考えております。

　次に、民生委員・児童委員の充足率とその支援策に

ついてお答えします。

　本県における平成23年２月１日現在の民生児童委員

数は、定数2322人に対して委嘱数が2055人で、充足率

は88.5％となっております。

　県においては、民生委員の定着と資質向上のための

研修を実施するとともに、民生委員活動について広く

県民の理解を得るための広報啓発を実施しているとこ

ろであります。

　今後も引き続き民生委員の活動を支援するととも

に、市町村と連携して担い手の確保に努めてまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　旧軍飛行場問題につき

まして、事業実施をしていない地主会についてお答え

いたします。

　県では、県・市町村連絡調整会議において確認され

た取り組み方針及び解決指針を踏まえ、「特定地域特

別振興事業」を実施しておりますが、９つある旧軍飛

行場地主会のうち、現在、那覇市の旧那覇飛行場用地

問題解決地主会、宮古島市の旧海軍兵舎跡地地主会、

嘉手納町の嘉手納旧飛行場権利獲得期成会、石垣市の

旧日本陸軍白保飛行場旧地主会、同じく石垣市の旧日

本海軍平得飛行場地主会の５つの地主会については事

業実施に至っておりません。

　次に、未実施地主会への働きかけについてお答えい

たします。

　平成22年８月に開催された県・市町村連絡調整会議
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において、現行の沖縄振興計画終了後３年間、平成26

年度までは特定地域特別振興事業を実施していくこと

を確認しております。

　いまだ事業化に至っていない５つの地主会に対して

は、取り組み方針及び解決指針に基づき、市町村と連

携し、引き続き事業実施を働きかけているところであ

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、コミュニティ・スクールの状況につい

てお答えいたします。

　平成22年４月現在、本県でコミュニティ・スクール

として指定を受けている学校はありません。全国では

31都府県、629校が指定を受けております。校種別の

内訳及び実施率は、幼稚園が36園で0.3％、小学校が

428校で1.9％、中学校が157校で1.5％、高等学校が３

校で0.1％、特別支援学校が５校で0.5％となっており

ます。このうち、指定の多い教育委員会は、京都市

162校、岡山市80校、出雲市49校となっております。

　次に、コミュニティ・スクールへの取り組みについ

てお答えいたします。

　コミュニティ・スクールは、保護者や地域の方々が

一定の権限と責任を持って学校運営に参画し、学校、

家庭、地域社会が一体となってよりよい教育の実現に

取り組むことをねらいとしております。

　県教育委員会としましては、学校、家庭、地域社会

が一体となってよりよい教育、望ましい教育の実現に

向けて取り組むことは重要であり、その制度の導入に

ついては、学校運営に係る選択肢の一つであると考え

ております。

　実施に当たっては、国や他都道府県の動向を注視

し、学校、保護者、地域の方々の制度への理解を深め

るとともに、ニーズやコンセンサス等を踏まえ、学校

や市町村教育委員会の要請に基づき適切に対応してま

いりたいと考えております。

　次に、県立図書館の補正予算の概要についてお答え

いたします。

　県立図書館に関する２月補正予算は、国の「住民生

活に光をそそぐ交付金」を活用した知の拠点整備更新

事業、地域の情報拠点整備事業と「地域活性化・きめ

細かな臨時交付金」を活用した沖縄県立図書館読書環

境整備事業の３事業を予定しております。予算総額は

４億297万5000円となっております。

　知の拠点整備更新事業は、ＩＣタグを用いた蔵書管

理システムの導入、トイレ及びカーペット等の修繕、

可動書棚の購入等で、予算額は３億円であります。

　地域の情報拠点整備事業は、子育てやシニア向けの

図書の購入等で、予算額は9960万5000円であります。

　沖縄県立図書館読書環境整備事業は、敷地内の外灯

や歩道タイル等の図書館施設の修繕で、予算額は337

万円であります。

　県教育委員会としましては、今後とも図書館が知の

拠点としての役割を果たせるよう、施設や図書の充実

等に取り組んでまいります。

　次に、県立図書館100周年の成果と次の100年に向け

たテーマについてお答えいたします。

　沖縄県立図書館は、琉球国最後の国王尚泰及び一般

県民有志からの浄財をもとに、明治43年８月１日、

4560冊の図書を有して開館いたしました。以来、県民

の読書及び学習の場、郷土研究の中核として愛されて

きました。しかし、沖縄戦において図書館は壊滅的な

打撃を受けるなど幾多の苦難を経て、昨年100周年を

迎えました。去る11月１日には、山之口貘文庫開設展

を開催するなど多くの関係者に参加いただき、県立図

書館創立100周年事業が盛大に行われました。現在、

県立図書館の蔵書数は約60万冊までに拡大し、郷土研

究の拠点として県内のみならず県外や国外の方にも御

利用いただき、広く親しまれております。

　今後も、100年間積み重ねられた歴史と伝統をもと

に、資料の収集・整理・保存・提供に努め、市町村の

支援と情報ネットワークを充実させ、県民がいつで

も、どこでも必要な学習が可能となるような取り組み

を行ってまいります。

　県教育委員会としましては、次の100年に向けた県

立図書館のあり方について県民の意見を広く取り入

れ、調査研究してまいりたいと思います。

　次に、県立図書館の館長の公募制についてお答えい

たします。

　県立図書館は、県民の生涯学習を支援する施設とし

て、県民の知識要求に対応できるよう的確な資料の収

集・整理・保存に努め、その利用促進を図っておりま

す。また、県内の図書館活動の充実を図るため市町村

の支援と情報ネットワークを構築し、県民がいつで

も、どこでも必要な学習が可能となるよう取り組んで

おります。県立図書館の館長を初め職員の人事につき

ましては、適材適所に配置するよう努めております。

公立図書館の館長の公募制を実施している図書館は、

全国約3000の公立図書館の中で、現在確認できるのが

３館であります。

　県教育委員会としましては、図書館の館長の公募に
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つきましては、全国の動向を注視しながら多くの方か

ら意見を聞き、引き続き研究してまいりたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　沖縄らしい風景づく

りや全島緑化の推進についての中で、全島緑化の推進

についてお答えいたします。

　緑は豊かな自然環境を創造し、県民が潤いと安らぎ

のある生活を営む上で、また、観光資源としても重要

であります。

　全島緑化県民運動については、市町村、各種団体等

で構成する沖縄県全島緑化県民運動推進会議を推進母

体として「一島一森づくり」をスローガンに全島緑化

に取り組んでいるところでございます。

　具体的には、沖縄県植樹祭、緑の育樹祭に加えて、

市町村、企業、学校等が主体となった住民参加型の花

と緑の植樹活動を県内の約230カ所で実施していると

ころでございます。また、年間を通じた開花リレー

マップや花木類の栽培マニュアルを発行するととも

に、地域の緑化に対する指導や助言を行う地域推進

リーダーの配置など各種緑化施策を推進しているとこ

ろでございます。特に、平成23年度からはグリーンコ

ミュニティ支援事業による花と緑の名所づくり、桜の

一斉開花技術の普及や品種の組み合わせによる桜の名

所づくり、インターネットを活用した名木と花見情報

の発信などの事業を展開し、365日花と緑と香りいっ

ぱいの美ら島沖縄づくりを推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは再質問をさせていただきま

す。

　一括交付金については、５種類の補助金に該当する

部分を充てるということで、知事は、継続されている

事業の全部ではなくて一部未計上という形でされたと

いうことは、私は大変いいかと評価をしております。

それぐらい使い道については、県としてもしっかりと

国に対してはこれじゃだめだということを言い続けて

いただきたいということを要望しておきたいと思って

います。

　国の出先機関改革については、新垣県議からも質問

がありました。総務部長が庁内でその体制を整えてい

るという話がありましたけれども、実際にはいつまで

にその意見をまとめようとされているのか、そのこと

についてお答えをいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時46分休憩

　　　午後５時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今、国のほうでは閣議決

定されて、まさしく動こうとしているわけですから、

県庁内もどういう事業がこちらのほうで受け入れられ

るのか、それから相手方のほうもどういった事業をこ

ちらのほうに持ってくるのか、いろんなことがあろう

かと思います。その向きを４月以降、企画部それから

総務部を中心にプロジェクトをつくって、それから事

業化もいろいろございますし、また、市町村の意見も

聞かなきゃいけません。その点も含めて作業を急ピッ

チに進めていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　４月以降ということが今ありまし

た。国が意見をまとめる期間というのもありますの

で、当然県案を出すというタイミングがあろうかと思

うんですね。本当は何月かというふうに聞きたかった

んですけれども、そこはもう置いておきます。ただ、

先ほどからお聞きしていると、市町村へのヒアリング

を行う、または関係団体等からも意見を聞くというや

り方で進めるというのは、これは行政の普通のやり方

だと思うんですけれども、私は、まず県庁内のコンセ

ンサス、同意というものが必要だと思うんですよ。そ

こを固めて、皆さんどうですかと、市町村に対して説

明をしていくという姿勢にならないと、当然今まで

あったものをなくすわけですから、市町村にとってみ

ても不安に感じると思うんですよ。それ以上に沖縄県

ですらというか、２年前、３年前までは存続は必要だ

ということを言っていたわけなんですよ。そこからす

ると、すぐどうですかと聞かれるとやっぱり不安を感

じるので、まずは県庁内でのコンセンサスを固めてい

く、それがなくなった後にこういう体制が必要なんだ

と、とりわけ県と市町村との協議をしていくというよ

うな、そういうプロセスをぜひ踏んでいただきたいと

思うんですけれども、総務部長どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　実を申し上げますと、こ

ういう話が来る中で、国のほうで閣議決定する前にも

県庁内では各部局横断的にいろいろ意見を聞きなが

ら、こういう事業については大丈夫ですよねというこ

とを含めて、県庁内の意思は固めてあります。ただ、

総合事務局の事業内容は多岐にわたりますので、知事

がせんだって答弁しましたとおり、まず二重になって
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いる部門、そこの部門をしっかりと二重ですよという

ことを踏まえて、県のほうでしっかりそれについてや

ると。それから多岐にわたっていますので、沖縄振興

に資する点等を含めて、中心にしながら、まず包括的

に我々として受け取ろうという方針を持っていますの

で、その中で取捨選択も徐々にしていくという形にな

ろうかと思います。県庁内の意思はある程度固まって

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　頼もしいですね。意思が固まってい

るということですので、それに準じてその体制をぜひ

検討していただきたいと思っています。

　新たな法律の名称について検討していただけるとい

うことで、これも非常にありがたいなと思っていま

す。

　なぜこういう質問をしたかといいますと、沖縄振興

という言葉は全県民というか、ほとんどの議員ももう

恐らく普通に使っているんですね。例えば、これが日

本振興というふうになった場合、これが本当に使える

言葉なのかなという感じがするんです。

　あわせて、沖縄振興の理念には戦後補償などもあり

ますし、もっと言えば、39年前に制定されたとき以上

に開かれた沖縄、または交流と共生というような新た

な定義も生まれてきた中で、やっぱりこの「振興」と

いう文字を問い直すことによって、やっぱりそこは新

たな法律の名称をぜひつけていただきたいと思うんで

すね。こういう名称が可能なのかどうかは別として

も、先ほど申し上げた昨年閣議決定された交付金の中

で、「住民生活に光をそそぐ交付金」という名称が出

てきたんですよ。こういう名称というのは、今までほ

とんど聞いたことがない。交付金というと本当にかた

苦しい名前で、何に使うかわからない交付金名称なん

ですけれども、こういう文字が出てくることによっ

て、これをどうやって使えばいいのかとやっぱり考え

るわけなんですよ。その考えるということを、ぜひ県

庁の職員や議会の皆さんとも一緒にやりたいし、本来

ならば県民も巻き込んでこの振興のあり方、次の時代

にどうするのかというのをぜひやっていただきたい

と。これは知事、私の思いはお伝えしましたけれど

も、もう一度知事からの御答弁をいただきたいと思っ

ています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに今議員のおっしゃる

ような気持ちで我々も取り組んでおりまして、１次、

２次、３次、４次といいますか、これまで４回やって

きたいわば「振興」のついた計画と大分フレーズも時

代も変わったというのは我々も思っておりますし、ど

ういう展開内容を入れていくかということで、今まだ

審議しているところですし、東京へ行くと政府は、先

ほどの議員からの質問もありましたが、そんなにウエ

ルカムというだけでもないというような状況があって

難しいんですが、今おっしゃったような何か別の切り

口というか、それで我々の次の世代というか、次の舞

台への展開という面がうまく出せて、それがまた日本

全体のためにも、少し大げさに言うとアジア・太平洋

地域にとっても大変貢献するという部分がわかるよう

な内容であれば非常にいいなと思いますが、ぜひひと

つ議員のサジェスチョンをいただければと思います

が。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは別の質問に移ります。

　産業振興における中小企業振興での優遇措置の国税

分、これがほとんど適用されてないということなんで

すね。観光商工部長、なぜその実績が上がらなかった

のか、それをどう評価をしているのか、そこをお答え

いただけませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　実績がほとんど上が

らなかった、一部高度化地域などはそれなりの実績が

上がっているところがありますけれども、やっぱり全

般的には思った以上の実績は上がらなかった、それは

やはり対象となる条件、そういったものがちょっと

ハードルが高かったということが一言で言えば言える

とは思います。あとは内部努力などもありますけれど

も、一般的にはやはりちょっとハードルが高かったと

いうことだと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　こういうハードルが高い優遇措置と

いうのは、他の優遇措置にもあるんですよ。そういっ

た意味では、本当に使えるような優遇措置にならなけ

れば、補助金での振興に加えて、やっぱり加速しない

と思いますから、ぜひ優遇措置のあり方を実態に合っ

た形で制度化するようにぜひ求めていただきたいと

思っています。

　続いて、住宅エコポイントについて。

　土木建築部長、僕はかなり前の議会、前の前の議会

でも質問したんですよ。これは確かに我が党という

か、我が政権がつくった制度なので私も言ってはいる

んですよ、これはおかしいじゃないかと、余りにも不

公平だと。そうすると、私が聞いたのは、住宅エコポ

イント――さっきもありましたけれども――沖縄でリ

フォームに対しては適用できるのかと聞いたら、これ
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はもう難しいですと。特に住宅エコポイントの制度と

いうのは期限がありますから、この期限に合わせて制

度をいじったり、新たな制度を設けることはほぼ不可

能じゃないかという話をしていたんですね。今、土木

建築部長は、花ブロックをつけたりとかということで

言っていますけれども、これは本当にその制度が可能

なのかどうかも含めて、国からはどういう形で返事が

来ているのか、こういう不公平感をどうやって補うか

ということについて御答弁いただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　特にリフォームにつ

いての対象といいますか、沖縄県については使いにく

いということは認識として持っておりまして、それに

つきましては、県のほうとしましては、国の出先機関

であります総合事務局とも相談しております。それか

ら直接近々また東京のほうにも行きまして、その担当

とも意見交換をして、期限は12月ですけれども、一月

でもいいですからなるべく早くそういったものが対応

できるようなことを要望してまいりたいと思っていま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　この住宅エコポイント制度というの

は、当然その景気刺激策としての側面と、日本国内に

おける環境に配慮した、また省エネに配慮した住宅を

促進するという意味があるんですよ。今、いずれにし

てもどちらも沖縄には当てはまらない仕組みになって

いますので、ここは次に私が質問を出しました沖縄に

おける環境共生住宅、これをもっと加速をしていただ

きたい。沖縄に来ない恩恵というか、住宅エコポイン

トにおいての刺激策はほとんど期待できないわけです

から、こうした事業に充てるようにということでぜひ

交渉していただきたいと思うんですね。そこは私も

言っていますし、政府も当然聞くだろうとは思ってい

るんです。ぜひやっていただきたいと思っています。

　そこで提言なんですけれども、実は、この推進事業

を進めていく上でモデルハウスをぜひつくっていただ

きたいなと思っているんですね。こうした沖縄の地域

に適した省エネ型、環境に配慮したモデルハウスをぜ

ひつくっていただきたいと思っています。

　宮古島市は、環境省の予算でできたエコハウスとい

うのが２軒建てられております。あわせて国交省から

は、観光施設としての「かたあきの里」というところ

に、こうした蒸暑地域の住宅という形のコンセプトで

かなりの額を出しているんですね。本島地域でもぜひ

それを実現していただきたいと思っていますので、ぜ

ひよろしくお願いいたします。

　それで、パーソナルサポート事業について、観光商

工部長、これは非常にいい事業だと私とらまえていま

す。知事、知事がグッジョブ運動を展開されて、これ

もいい事業だと思うんですけれども、実はそのグッ

ジョブ運動を推進して効果のある層というのは、こた

えられる層というんでしょうか、雇用のミスマッチで

あるとか、意欲と企業とのマッチング事業だとか、こ

ういうものは今後も続けていくべきだろうと思ってい

るんです。ただ、難しいのは若年者の失業率が依然と

して高どまりをしている。さらにそれより問題なのは

中高年層の失業率、これをどう改善していくかという

のは、これはただ雇用の分野だけでは恐らく不可能だ

ろうと。これは生活支援、そして就労支援を合わせた

形の事業として今展開しているのがこのパーソナル・

サポート・センターでありパーソナルサポート事業な

んです。

　ただ、残念ながらこの事業は２年事業なんですけれ

ども、今年度もう始まってまだ４カ月しかたっていま

せんけれどももう終えるわけなんですね。24年度にな

るとこの事業は終わってしまうと。したがって、この

事業をうまくつなげていくためには、もちろん国の事

業ですから国の動向を注視しないといけないんですけ

れども、せめて24年度以降の事業実施を一つ方向を出

していただけると、この事業の推進というのはかなり

進むんじゃないかなと思うんですけれども、その辺は

いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今、11月19日から稼

働して大体45日、現在の時点で、先ほど新規相談を

130件と申し上げましたけれども、やはり延べ件数で

言うと578件になっておりまして、結構その中でもう

既に就職内定者、決定者がもう21名ぐらい出ておりま

す。非常に有効な事業と考えておりまして、ただ23年

度までで一応モデル事業として終わる予定なんですけ

れども、引き続き国のほうも制度化に向けて検討する

こととしておりますので、我々としてもその制度化に

向けて対応していきたいなと。それと、今相談してい

る人たちのサポートも現にありますので、何らかの形

で引き続き継続できるような形で取り組んでいきたい

なと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　福祉保健部長にお尋ねいたします。

　地域との連携を考える上で、地域の相談窓口である

民生委員の活躍というのはもう必要不可欠だろうと思

うんですが、その観点からこの事業とどのように連携
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していこうとしているのか、お答えをいただきたいと

思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　民生委員は、やは

り地域の最も身近な相談相手ということで、生活相談

全般に応じているということです。やはり引きこもり

やニート等についても相談の対象になっておりまし

て、そういう方については専門的な支援が必要なこと

が多いので、やっぱり専門機関につなぐということで

専門機関の連携というのは非常に大事かと考えており

ます。

　そういう意味での今回のパーソナル事業につきまし

ても、その辺の連携というのは今後非常に重要かと

思っております。それで、地域の民生委員協議会に対

して事業主体から事業説明も行われたというふうに聞

いておりますので、今後その辺の連携の強化も必要か

なと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　両部長にお答えいただきましたが、

ぜひ総合的に支援する窓口を県庁内にも設置していた

だいて、支援体制の構築に努めていただきますよう要

望いたします。

　続きまして、教育長にお尋ねをいたします。

　医療的ケアが必要な児童に対する県の対策について

は福祉保健部長からお答えをいただきました。私もこ

のことについては前議会で尋ねましたけれども、教育

現場での支援というのは、新たにどのような形で展開

していこうとしているのかお答えをいただけますか。

○教育長（金武正八郎君）　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時４分休憩

　　　午後６時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　医療的ケアの整備事業に

つきましては、医療的ケアを必要とする児童生徒の健

康の保持・増進を図るために特別支援学校に看護師を

配置し、教育、医療、福祉の連携した体制づくりを行

い、安心・安全な学習環境の整備を図ることを目的と

しております。

　今後は、さらにこれを充実させるために看護師を３

名増員して配置をし、子供たちの安心・安全な学習環

境の整備に努めてまいりたいと思っています。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　ぜひ少しでも前進をさせていただき

たいということを要望いたします。

　教育長に続けてコミュニティ・スクールについてお

尋ねをいたします。

　県内での実施というのはまだ０校だと、全国的には

629校というお答えでした。実は、もう23年４月の新

年度からはさらに200校ぐらいふえて800校ぐらいにな

るんですね。当然、その実施については慎重に努めな

ければならないということは言うまでもありません。

ただ、これは国も推進している事業でありますし、国

がその普及に努めるための予算も用意しているんです

ね。ぜひそういう意味では、とりわけ今答弁でも理解

が必要だという答弁もされていましたので、理解をし

てもらうような事業をぜひ取り組んでいただけません

でしょうか。答弁お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　本事業は、先ほども申し

上げましたように、地域の住民、そして保護者が一定

の権限と責任を持って学校運営に参画する新しい学校

運営のシステムでございます。その制度の導入には

やっぱり十分に準備時間をかけて、趣旨や実施方法に

ついて学校とか保護者、そして地域で理解を深める必

要があると思います。

　市町村教育委員会でも、新しい制度であるために当

面は他府県における実施の成果を踏まえて慎重に対応

していこうという動きがございます。

　それから、県教育委員会としましては、今国のほう

からコミュニティ・スクール推進事業というのがござ

います。その推進モデル地域として受けてほしいとい

うものがありますので、そういう研究を市町村が受け

ていただくよう、学校に対して働きかけてまいりたい

と思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　ですから、そのモデル地域にという

ことでありますから、どういうものなのかということ

を、県内では実施しているところはありませんから、

文科省の職員に来てもらうとか、取り組みをしている

学校のどなたかを連れてくるとか、そういう事業まで

も入っていますので、そういう意味では普及活動に努

めるような事業展開をぜひお願いをしたいと思ってい

ます。

　最後に一言だけ、今回の県立図書館の補正予算が出

ていましたけれども、４億円という非常に莫大な予算

がついて、私は本当に感謝をしているというか、本当

にいい事業になるだろうと思っています。図書館の職

員にお話をいたしますと、欲しい本がようやく買える
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というお話をされていたんです。そういう意味では、

まさに知の拠点として県立図書館が今後も県民のため

に、市民社会のために役立つように、また、教育庁だ

けではなくて、知事部局のほうからもぜひ御支援をお

願いしたいということを申し上げて、質問を終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時９分休憩

　　　午後６時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　通告に基づき一般質問をします。

　初めは、米軍基地問題についてです。

　これまで機密扱いされてきた施政権返還をめぐる外

交文書が公表されて、日米密約の実態が次々に明らか

にされてきています。特に沖縄の米軍基地がアメリカ

からの圧力によってではなく、日本政府自身からの要

求であったという記録が存在していたという報道は県

民に大きな衝撃を与えました。改めて沖縄に米軍基地

は必要なのかどうかについての根本的な議論を全県民

的に行う必要があることを痛感しています。

　そこで質問します。

　茨、在沖米軍の主力部隊である海兵隊について。

　ア、海兵隊抑止力論の理論的根拠は何か。

　イ、米国で海兵隊抑止力論を否定する声が大きく

なっているが、どのようなものか。

　ウ、海兵隊は沖縄県民の平和と安全を守ってきた

か。

　エ、海兵隊の全面撤退を求めるべきであります。決

意を伺います。

　芋、パラシュート降下訓練について。

　ア、伊江島の天候不良を理由にしているがどう思う

か。４年ぶりに伊江島の天候が悪くなったということ

か。

　イ、ＳＡＣＯ合意で読谷から伊江島に訓練を移転す

ることを表明しながら、例外的であれば嘉手納基地で

の訓練が可能ということが日米で合意されているが、

知事の所見を伺います。

　ウ、ＳＡＣＯ合意の県民負担の軽減というのは、結

局県民だましの方便でしかないと考えるが、知事の見

解を伺う。

　鰯、高江のヘリパッド建設について。

　現在進められている６カ所のヘリパッド建設で、高

江集落は文字どおり取り囲まれてしまい、ヘリコプ

ターが海側からも山側からも高江集落全体を縦横無尽

に飛び交うことになり、生命と安全が脅かされること

になります。それだけに工事の強行は中止させなけれ

ばなりません。

　そこでお聞きします。

　ア、防衛局職員は、工事の強行は知事も了承してい

ると説明しているが事実か。

　イ、計画どおりにヘリパッドが建設されたら、高江

はヘリパッドに囲まれてしまうが、それでも県民の負

担軽減になるのか。

　ウ、直ちに工事の中止を申し入れるべきですが、決

意を伺います。

　２、東部海浜開発事業について。

　茨、事業計画に計上している予算額は幾らで、その

内容は何か。

　芋、事業計画に経済的合理性があると判断した根拠

は何か。

　鰯、国は、沖縄市案をうのみにして承認している、

どう思うか。県は独自に検証を行ったか。専門家の意

見は聴取しているか。

　允、判決では経済的合理性について相当程度に手が

たい検証を必要とすると指摘されているが、その要件

を満たした内容になっていると判断した根拠は何か。

　大きな３、沖縄市山里第一地区再開発計画につい

て。

　現在、県と市の取り組み状況、進瀧状況はどうなっ

ているのか説明を求めます。

　４、泡瀬ゴルフ場跡地利用に係る広域調整につい

て。

　茨、イオンモールの進出計画はどうなっているか。

全体像を説明せよ。

　芋、沖縄市は壊滅的な影響を受けると危機感をあら

わにしている。近隣市町村への影響はどうなるか。

　鰯、まちづくり三法との整合性は図られているか。

　允、広域調整を図るべきではないか。その取り組み

は進んでいるか。

　５、鳥インフルエンザ対策について。

　茨、鳥インフルエンザの全国的な感染の実態とその

対策はどうなっていますか。

　芋、県は対策を十分にとっているか。

　６、沖縄市倉敷環境に係る問題について。

　茨、倉敷環境に対する警告、改善命令の内容と実態

はどうなっているか。

　芋、地域住民の反対する理由は何か。

　鰯、管理型処分場の設置許可を出したのは、業者と

のなれ合いがあるからではないか。
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　允、違法なごみ山問題はいつまでに解決するか。

　最後に、教育問題について。

　茨、高校の中途退学者の実態はどうなっているか。

その原因とどのような対策をとってきたか明らかにし

てもらいたい。

　芋、子供の学習権の保障という観点での指導は貫か

れているのか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、米軍基地問題に係る御質問の中で、Ｓ

ＡＣＯ合意に対する展開についてという御質問にお答

えいたします。

　ＳＡＣＯ合意につきましては、これまで安波訓練

場、そしてキャンプ桑江の北側部分、そして瀬名波通

信施設、読谷補助飛行場及び楚辺通信所が返還されて

おります。また、県道104号線越え実弾射撃訓練の本

土移転や騒音軽減イニシアチブの実施、そして地位協

定の運用の改善などが行われております。しかし、同

事案については、一部の地区におきまして返還がおく

れているなど課題が残されております。

　県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施

し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実的

で実現可能な方法であると認識いたしており、政府に

対しその実行を強く求めているところでございます。

　次に、鳥インフルエンザの御質問の中で、鳥インフ

ルエンザの感染の実態と県の対応についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。５の茨と芋は関連い

たしておりますので一括して答弁させていただきま

す。

　高病原性鳥インフルエンザは、平成22年11月29日に

島根県で確認されて以降、全国的に感染が拡大し、こ

れまで７県で20例発生いたしております。発生地で

は、迅速な殺処分、そして埋却及び消毒等が実施され

ております。

　沖縄県では、高病原性鳥インフルエンザ侵入防止対

策として、第１に、防鳥ネットの整備、第２に、鶏舎

などの消毒、第３に、異常家禽の早期通報などにつき

まして新聞広告や地域での説明会などにより周知して

徹底を図っているところであります。また、すべての

養鶏農家に消石灰を無償配布し、緊急消毒を実施する

とともに、毎月20日を「消毒の日」と定め、家畜伝染

病の侵入防止等の強化を図っているところでございま

す。さらに、平成23年１月28日に沖縄県危機管理対策

本部会議を開催し、高病原性鳥インフルエンザ侵入防

止対策に係る危機管理体制を強化しているところでご

ざいます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、海兵隊抑止力論についてお答えいた

します。

　御質問の海兵隊抑止力論が何を意味しているか明ら

かではありませんが、政府は、防衛白書において「わ

が国に対する武力攻撃に際しては、相手国が自衛隊に

加えて米軍と直接対決する事態を覚悟する必要が生じ

ることとなり、在日米軍がわが国への侵略に対する抑

止力になる。」、また「米軍が機能する際には、日本

に駐留する米海軍、米空軍、米海兵隊などが一体と

なって十分な機能を発揮するものと考えられる。」と

しております。県としましては、抑止力についてはさ

まざまな意見があるものと承知しており、今後とも研

究をしてまいりたいと考えております。

　いずれにしましても、県としましては、抑止力の議

論にかかわらず在沖海兵隊の削減は重要であり、それ

に向けた具体的な議論が必要であると思います。

　次に、米国での海兵隊否定の声についてお答えいた

します。

　米国において、海兵隊の役割や必要性についてさま

ざまな議論があることは承知しておりますが、議員御

指摘の米国で海兵隊抑止力論を否定する声が大きく

なっているとの見解については、確認できておりませ

ん。

　次に、海兵隊への認識についてお答えいたします。

　海兵隊を含む米軍は、日米安全保障条約に基づき駐

留するものであり、県としましては戦後の日本が国際

紛争に巻き込まれることもなく、経済が発展してきて

いることや平和な国民生活を享受してこられたのは、

日米安全保障体制を含む日米同盟関係が我が国及び東

アジアにおける国際の平和と安定の維持に寄与してい

ることによるものと理解しております。しかしなが

ら、今後も日米安全保障体制が安定的に維持されるた

めには、沖縄の社会的安定が必要であり、そのために

は沖縄県の過重な基地負担の軽減を図ることが極めて

重要であると考えております。

　米軍再編で示された海兵隊司令部及び約8000名の海

兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手納飛

行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小等

は、県民の要望している在沖米軍兵力の削減及び米軍
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基地の整理縮小につながるものであり、確実な実施が

なされる必要があると考えております。

　次に、海兵隊の撤退についての御質問にお答えいた

します。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による沖縄

県の過重な基地負担の軽減を求めてきております。と

りわけ海兵隊については、構成員が最も多いことか

ら、その削減に最優先に取り組む必要があると考えて

おります。米軍再編で示された海兵隊司令部及び約

8000名の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴

う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統

合・縮小等を確実に進める必要があると考えておりま

す。

　次に、米軍基地問題についての中の、嘉手納飛行場

でのパラシュート訓練についてお答えいたします。１

芋のア、１芋のイは関連しますので一括してお答えい

たします。

　県は、米軍から嘉手納飛行場でパラシュート降下訓

練を行うとの通報を受け、翌日、直ちに米軍等に対

し、同訓練の中止要請を行いました。要請の際、伊江

島の天候不良を理由に、今回、嘉手納飛行場で訓練を

実施するとのことでしたが、なぜそのような判断に

至ったかについて説明はありませんでした。

　県としましては、パラシュート降下訓練はＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、今後とも嘉手納飛行場において実施すること

がないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりたい

と考えております。

　次に、東村高江ヘリパッドについての御質問にお答

えいたします。１の鰯のア、１の鰯のイ、１の鰯のウ

は関連いたしますので一括してお答えいたします。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としましては、

ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の

整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。

　県としましては、随時、現地に職員を派遣し、状況

の確認を行っておりますが、改めて去る２月14日、国

においては、市町村の意向等も踏まえ、地域住民の生

活や当該地域の自然環境に十分配慮し、安全に万全を

期すよう申し入れを行ったところであり、政府に対

し、無条件に理解を示したことはありません。

　今後とも、東村や高江区の意向を尊重し、適切に対

応してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　東部海浜開発事業に

ついての御質問で、事業計画に計上している予算額と

その内容についてお答えいたします。

　平成23年度一般会計歳出予算の泡瀬地区関連事業

は、人工海浜の突堤等の工事費として港湾環境整備事

業費が３億7500万円、設計等に係る費用として港湾計

画基礎調査費が2000万円、新港地区の航路泊地しゅん

せつ等に係る直轄事業の負担金として港湾改修費が１

億4000万円の合計５億3500万円であります。また、特

別会計歳出予算については、公債費として中城湾港泡

瀬地区臨海部土地造成事業特別会計が9067万6000円と

なっております。

　同じく東部海浜開発事業についての御質問で、経済

的合理性及び手がたい検証となっていると判断した根

拠について、２の芋と２の允は関連しておりますので

一括してお答えいたします。

　県としましては、控訴審判決を踏まえた経済的合理

性の有無については、収支の見通しが統計データや調

査報告書等、根拠を有する資料を基礎としたものと

なっているかどうかなどで判断されるものと考えてお

ります。沖縄市が作成した土地利用計画見直し案は、

入域観光客数や各種施設の需要予測、施設規模等につ

いて、各種統計データや調査報告書及び類似施設の事

例等をもとに算出されております。算出方法は根拠を

もって整理されており、妥当性を欠くものではないこ

とから、控訴審判決を踏まえた経済的合理性を有する

ものと考えております。また、沖縄市は、需要予測に

係る精度をさらに高めるため、企業等に対する需要確

認調査等も行っており、さらに、同案は需要に対し約

８割の施設規模となっていることから、県としまして

は、手がたい計画となっていると考えております。

　同じく東部海浜開発事業についての御質問で、沖縄

市案の検証と専門家の意見聴取についてお答えいたし

ます。

　沖縄市の土地利用計画見直し案の作成に当たって

は、学識経験者等で構成される「東部海浜開発土地利

用計画検討調査委員会」において審議が行われてお

り、専門家などの意見を踏まえて作成されたものであ

ると考えております。

　県としましては、同案における入域観光客数や各種

施設の需要予測、施設規模等について、各種統計デー

タや調査報告書及び類似施設の事例等、根拠を有する

資料を基礎としたものであるかを確認しております。
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また、国においても同案について慎重に検討がなされ

たものと考えております。

　次に、沖縄市山里第一地区再開発事業について、県

と市の取り組み状況についてお答えいたします。

　当該地区の再開発事業については、平成10年度に地

権者により市街地再開発準備組合が設立され、沖縄市

と連携しながら、平成24年度の事業採択を目指し、事

業計画の検討を行っているところであります。

　県としましては、事業を認可する立場から、事業の

内容、資金計画等について市と調整しているところで

あり、諸条件が整えば事業採択に向けて、国等の関係

機関と協議を行っていきたいと考えております。

　次に、泡瀬ゴルフ場跡地利用に係る広域調整につい

ての御質問で、広域調整の取り組みについてお答えい

たします。

　都市計画決定に係る広域調整につきましては、都市

計画法に基づき、平成19年11月に県で策定した「大規

模集客施設の立地に係る都市計画ガイドライン」によ

り行うこととしております。

　このガイドラインでは、「１万平方メートルを超え

る大規模集客施設の立地については、広域的観点か

ら、交通渋滞による周辺環境への影響等を評価し、関

係市町村と連携して広域調整を行う」こと、また、

「既存の店舗等との競争を抑制するなど、需給調整や

既得権擁護とならないものとすべきである」としてお

ります。

　泡瀬ゴルフ場跡地につきましては、去る２月10日に

県の関係機関及び近隣市町村で構成する連絡調整会議

を開催したところであり、現在、同会議で関係機関か

ら示された意見に対する方針を北中城村で検討してい

るところであります。

　県としましては、今後とも関係市町村などと連携

し、都市計画決定に係る広域調整を図っていきたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　泡瀬ゴルフ場跡地利

用に係る広域調整についての中で、イオンモール進出

計画の全体像についての御質問にお答えいたします。

　泡瀬ゴルフ場跡地に予定されているイオンモールに

ついては、大規模小売店舗立地法に基づく届け出を要

する段階ではないことから、その規模や内容等の詳細

については把握しておりません。なお、現在、同地域

が市街化調整区域であることから、出店に際しては、

用途地域または地区計画の決定等に係る都市計画法に

基づく諸手続が必要となっております。現在、北中城

村から、同法に基づきアワセゴルフ場跡地に係る都市

計画（素案）が県土木建築部に提出され、広域調整の

手続に着手しているところであります。

　今後、都市計画法に基づく県との協議等が整った

後、大規模小売店舗立地法に基づく県への届け出が行

われ、その中で進出計画の詳細が明らかになるものと

考えております。

　同じく泡瀬ゴルフ場跡地利用に係る広域調整につい

て、沖縄市近隣市町村への影響についての御質問にお

答えします。

　大型ショッピングセンター進出による近隣市町村へ

の影響については、一般的に当該ショッピングセン

ターが買い物客を引き寄せることにより、既存の小売

業の売り上げが減少するなどマイナスの影響のほか、

近隣市町村における雇用機会の増加や広域から集客さ

れる買い物客の近隣施設への立ち寄りなどプラスの効

果もあると考えられます。

　同じくまちづくり三法との整合性についての御質問

にお答えします。

　泡瀬ゴルフ場跡地利用につきましては、現在、都市

計画法に基づき北中城村から都市計画（素案）が提出

され、広域調整の手続に着手しているところであり、

当該都市計画法に基づく手続が整った後、大規模小売

店舗立地法に基づく届け出となります。

　県としましては、まちづくり三法の趣旨を踏まえ適

切な法運用を行ってまいりますが、既存の競合する商

店街との競争を抑制する需給調整はできないことと

なっております。なお、沖縄市は昨年３月に中心市街

地活性化法に基づく基本計画の認定を受け、同計画に

より商業活性化事業を実施しているところでありま

す。

　まちづくり三法の中心市街地活性化基本計画では、

同計画に基づく総合的な支援を行うこととなってお

り、県としては、沖縄市の同計画に基づく取り組みに

対し、沖縄市と連携しながら支援していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　沖縄市倉敷環境に係

る問題について、改善命令等の内容と現状についてお

答えいたします。

　県は、同事業者に対し、平成16年12月３日に警告書

を発出し、安定型最終処分場に混入している安定型産

業廃棄物以外の廃棄物を撤去することなどを指示して
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おります。平成22年10月６日には、管理型最終処分場

の貯留廃棄物を適正に処理し、産業廃棄物処理法に定

める基準に適合させるよう改善命令を発出しておりま

す。同事業者の改善報告では、平成22年12月末現在、

安定型部分約７万3000立方メートル、管理型部分約

5700立方メートルが改善されたとしております。

　同じく倉敷環境に係る問題について、地域住民の反

対の理由についてお答えいたします。

　沖縄市北部地域に新たな焼却施設が計画されている

ことに関連して、沖縄市長、池原・登川・知花自治

会、倉敷ダム流域振興促進協議会から県に対し要請が

ございます。その要請内容は、新炉の建設に反対であ

ること、産業廃棄物処理施設の沖縄市北部地域への過

度の集中を避け、県内に分散・平準化すること、違法

状態にある貯留産業廃棄物を是正するよう指導するこ

とでありました。

　同じく倉敷環境に係る問題について、管理型処分場

の設置許可についてお答えいたします。

　同事業者の管理型最終処分場は、平成18年８月８日

に変更許可申請があり、同申請について審査した結

果、施設の設置に関する計画及び申請者の能力が技術

上の基準に適合すること、また申請者が欠格要件に該

当しないこと等の廃棄物処理法で規定する許可要件を

満たしていたことから、平成18年12月26日に許可した

ものであります。

　同じく沖縄市倉敷環境に係る問題について、ごみ山

問題の解決についてお答えいたします。

　同事業者が示している改善計画は、同事業者の処理

施設を用いて実施する内容で作成されております。安

定型部分については本年７月の終了をめどに作業が進

められているところであります。しかしながら、管理

型部分の改善については長期の計画となっていること

から、可能な限りその期間を短縮するよう指導してい

るところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育問題につい

ての御質問で、中途退学者の実態と原因、対策につい

てお答えいたします。

　本県の県立高等学校の中途退学率は、平成19年度

2.1％、平成20年度2.0％、平成21年度2.0％で、全国

平均とほぼ同率となっております。また、中途退学の

主な理由としましては、進路変更、学校生活不適応等

であり、基本的生活習慣の確立、基礎学力の向上、目

的意識の高揚、中・高連携した進路指導等が課題と

なっております。そのため、各学校においては、生徒

が学ぶことをあきらめず継続した学習や学校生活を保

障し、安易な退学につながらないよう、校内中途退学

対策委員会の設置や教育相談等の指導体制の強化を図

り、創意工夫したわかる授業の実施や生徒就学支援セ

ンターとの連携を強化するなどの取り組みを行ってい

るところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも魅力ある教育

活動を展開し、学校生活への適応を図り、中途退学者

の減少に努めてまいりたいと考えております。

　次に、子供の学習権の保障についてお答えいたしま

す。

　学校において、生徒が安心して教育を受ける環境や

学ぶ権利を保障することは、重要なことだと考えてお

ります。

　各学校においては、生徒指導上の課題を抱える生徒

に対し、規範意識や社会性、目的意識等を培うととも

に、学習面において基礎・基本を補充指導するなど、

子供たちの学ぶ意欲を高め、学習権の保障に努めてお

ります。また、悩みや措藤を抱え、問題行動を繰り返

す生徒に対しては、カウンセリング・マインドで接

し、情緒の安定を図るなど、きめ細やかな指導や援助

に努め、安易な退学につながらないよう粘り強く取り

組んでいるところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも高校に入学し

た生徒一人一人の学ぶ機会を保障し、高校を卒業さ

せ、自分の人生に夢や希望を持ってたくましく生きる

ことを支援してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　最初に、教育長にお伺いしますけれ

ども、私のほうに高校生からよく相談が参ります。そ

の中で、特に最近来たもので心を痛めているものがあ

りますけれども、これは何度も皆さん方のほうに指導

を要請したけれども、結局は門前払いと、結果そう

なっていますね。

　それで、この子は校則を守らないのであなたは出校

停止にするということなんですけれども、中身は何か

というと、スカートの長さが２センチか３センチぐら

い長い、注意しても直らないと。だから、おまえは聞

くまでは出校停止だと、そういうことを平気でやって

いるんですね。その子に、あなたはしかし改善をすべ

きだと、改善しないのであれば私も教育庁にこういう

意見を言うわけにいかんぞということを言いました

ら、反省文を書いてきましたね。確かに言うことを聞

かなかったのは私も悪いので、しかし自分は夢があ



－ 304 －

る。将来の希望もある。だからぜひみんなと一緒に、

閉じ込めるんじゃなくて教室に出て行って勉強したい

ということを訴えてきた。ところが、学校現場の先生

と話をしても、反省をなかなかこれはやる見通しがな

いので学校に出させないという話になったものですか

ら、結局は泊定通制に転校するかと、何名か定通制に

行っちゃったんですね。そういうことで、64名その学

校で退学者が出ているというのは、先ほどの教育長の

答弁ですばらしい学校教育現場というイメージがわい

ているんですけれども、しかし実態は違う。そういう

実態があることについては多少とも認識すべきじゃあ

りませんか、教育長。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　学校現場ではスカートの

長さとか、例えば茶髪とかいろんな面で生徒指導上の

問題で大きな課題がございます。やはりそういう場面

においても、学校としてはいつもどんな場面やどんな

状態においても毅然とした態度と、そしてカウンセリ

ング・マインドとそして愛情を持って生徒に接するこ

と、そして信頼関係を築いて話し合いをすることを

モットーに進めております。

　今回の件につきましても、学校も一生懸命生徒に規

範意識や社会性、そして目的意識を培うよう、いろん

な形で取り組みをしてまいりました。また、本人に届

かなかったところもあるかもしれませんけれども、本

人の反省文の中にももう一度学校で学びたい、そして

自分が今までそういうコミュニケーションが抜けてい

たとか、それから授業で頑張りたいとか、そういう意

欲が出たということは、そういう意欲を学校は大事に

してその子供が学校を続けられるように支援していく

ことが大事だと思います。

　そういう形で基本的にはすべてやっているつもりで

すけれども、いろんな面でお互いの行き違いとか、ま

たなかなか届かないところがあったことは事実だと

思っております。しかし、学校としてもそういう面に

ついては努力してまた頑張っていきたいと思っていま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　私も当該学校の先生と話をしたんで

すけれども、この子は説明しても聞かない。いわゆる

指導お手上げ。それで私はその先生方に言いましたけ

れども、あなた方は説明をしたけれども説得していな

い。教員の一方的な言い分だけ言って、子供が本当に

みずから学んで成長したいという心を納得させ切れて

いない。教員の最大の仕事は説明じゃないんですよ、

説得ですよ。子供が納得する力がないから、この子供

が悪いんじゃない。教員の教える力というのはどこに

あるんですか。

　そういう意味では改めて深刻な実態だと思いますの

で、私はあちこち高校を調べたら本当にすばらしい実

践がかなりあります。一人の落後者も出さないと、学

校全体で１年間で一人も落後者を出さない。長期欠席

が出たらすぐ先生方が行って、すぐ学校に呼び戻す

と。これが普通の教育になっているんですよ。しか

し、そうじゃない実態があるから、これについてはぜ

ひ教育長、肝に銘じて子供たちが泣くようなことがな

いように、そういう教育行政をしてほしいと思いま

す。

　次に、海兵隊の抑止力論についてお聞きしますけれ

ども、この抑止力というのはいろいろあるということ

ですよね。私もいろいろな辞典を調べてみたら、普通

は抑止戦略といいます、これは敵の攻撃に対する報

復、反撃力を持つことによって戦争を抑止する戦略、

核戦略が基本となると。核戦争が基本となって通常戦

力も抑止に寄与するとされているということが国語辞

典には載っていますけれども、疑問なのは、先ほどの

公室長の答弁でも、沖縄海兵隊がいて軍隊があったか

ら平和を守ってきたと言っていますけれども、これは

抑止という場合に、敵がいて敵が攻撃するぞと、それ

に対する防御ですよね。その場合に沖縄を攻撃する敵

というのはどこですか。どこから攻撃されるんです

か、沖縄は。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時11分休憩

　　　午後７時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　また防衛白書になりま

すけれども、「わが国に対する武力攻撃に際しては、

相手国が自衛隊に加えて米軍と直接対決する事態を覚

悟する必要が生じることとなり、在日米軍がわが国へ

の侵略に対する抑止力」と言っているわけでございま

して、ここでは明言されてないわけでございます。

○嘉陽　宗儀君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時12分休憩

　　　午後７時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この計画等について明

言はなかなか難しい面もあろうかと思いますが、政府

の見解では沖縄に所在する第３海兵遠征軍の担当範囲
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は、基本的に極東からインド洋全域に及ぶとされてい

るということがございます。

○嘉陽　宗儀君　答弁になっていないよ。僕は、第３

海兵遠征軍の考え方を聞いたんじゃないよ。知事とし

て県政としてどこが沖縄に攻めてくると言っているん

ですかと聞いているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時14分休憩

　　　午後７時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　長引かすのが目的じゃありませんの

で、前へ進みますけれども、やはり改めてこれは基本

的な抑止力論というのは日本の政治にとっても大きな

課題ですよ。その前に沖縄の琉球の歴史を考えてみ

て、本当に沖縄を攻めるところがあったかということ

を考えたら、ないですよ。絶えずこの抑止力論という

のは、仮想敵をつくって戦争をする側が敵をつくって

脅威をあおって、軍備増強すると。こういう戦略で

す。

　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時15分休憩

　　　午後７時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この抑止力論は、非常に重要な課題

ですけれども、私は今知事にこの本「テロリストは

誰？」という本のコピーを前に差し上げています。こ

れは何枚かコピーも上げていますけれども、これは何

かというと、これはアメリカの歴代のＣＩＡ長官とか

いろんな方々がドキュメンタリーで映画をつくってい

ます。その映画の中身をこの本にしたものですけれど

も、テロリストは誰だと。基本的にこの人たちは内部

でドキュメンタリーで告発していますけれども、こう

いうことを書いています。「人命の損失や破壊の規模

としては、史上３番目に血なまぐさい戦争と言える。

ＣＩＡは地球上のあらゆる場所で活動しているが、合

衆国の法律の枠を遥かに超えた権限まで保持してき

た。必要なら“殺人を行う権限”も“麻薬を密輸する

権限”も“他国民に対して何をしてもいい権限”も保

持してきた。」。国際ルールを自分たちで違反してき

たと。それでその「チャーチ上院議員によれば、ＣＩ

Ａは調査以前の14年間に900の大規模な作戦と3000の

小規模な作戦を遂行していた。ここから推計すると、

ＣＩＡができてからの暗黒の40年間に、3000の大規模

作戦と１万の小規模作戦が遂行されたことになる。す

べて違法なものだ。すべてが他国の社会や人々に破壊

をもたらしたものであり、その多くが、想像を絶する

血なまぐさい活動である。」。ＣＩＡが入り込んで

いって、クーデターを起こして潜伏して、それで地域

紛争をすべてこれまでの世界の各地域の地域紛争はＣ

ＩＡによるものである。第三世界に対するＣＩＡと国

家安全保障機関が軍と相互に絡み合いながら、さまざ

まな形で進めてきたのが戦争だと。基本的に脅威論を

あおっているのはここですよ。だから、こういうもの

に惑わされて日本も再軍備をする。そして沖縄の海兵

隊も一緒だという論に立つというのは、まさに私から

言えば愚かな話にしかならない。もっとアメリカの告

発、ドキュメンタリー、これもしっかり今知事に上げ

ましたので見ていただいて、抑止力論の正体をぜひ見

抜いて沖縄の基地問題解決のために御努力をしていた

だきたいと思いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今お預かりしましたこれ拳々

よくよく研究させていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　次に、高江問題について質問します

けれども、負担軽減になるといいますけれども、高江

のほうで軍事訓練を行うのは普天間から飛び立って

いったＣＨ53などであるけれども、この訓練をしてい

る沖縄国際大学に墜落したＣＨ53というのはいつ製造

されていますか、製造年月日は。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　正確なデータというの

は今持ち合わせておりませんけれども、ＣＨ53現在あ

るのがＥ型ですけれども、ＣＨ53Ａは1950年代に開発

が始まりまして1960年代から飛行していると承知して

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　そうすると、1950年代につくられて

それからずっと使ってきているという答弁ですけれど

も、私はエンジニアで特に金属材料を学生時分に勉強

していたんですけれども、金属の疲労、何度も針金を

やったら折れてしまう。沖国大に墜落したのも金属の

疲労だったと思います。だから、米軍にこのことを

言ったら、自分たちは整備はちゃんとやっています

と、大丈夫ですと言うけれども、しかし皆さん、自動

車でも企業側が10年間乗ったら廃車するようなこうい

う仕組みでつくられているんですよ。米軍のＣＨ53の

ヘリも大体20年以上が耐用年数と言われているのに、

はるかそれを超えて50年以上飛び続けている。だか
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ら、いつ、どこで、何どき墜落するかわからない危険

な飛行物体。これがどんどんどんどん高江の上空を飛

び交って、それで安全だと言えるかと、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　個々の飛行機の安全性

につきましては、その飛行機のいわゆる製造されてか

らの履歴があるので開発当初からずっと飛んでいるこ

とにはならないと思いますけれども、米軍は個々の飛

行機についてテクニカルオーダーというものを発行し

ておりまして、そこに整備あるいは今おっしゃった金

属疲労といったものにつきましても一定の対処をして

いると承知しております。

　おっしゃるように大変危険な物体が飛んでいるとい

うことは一概に言えないと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　知事、沖縄県民が私どもが調べて

やっぱり欠陥機だと。あれは普天間基地に立ち入った

らＣＨ53ボディーに穴があいていて、この穴があいて

いるのは危ないんじゃないかと聞いたら、軍用のガム

テープで穴をふさいでいるんですよ。これは落ちるん

じゃないかと言ったら、自分たちも心配です。しか

し、ペンタゴンは金がないから後継機が待てないんで

す。その間は危ないけれども危険だけれども飛びます

と言っているんですよ。こういう実態を踏まえてちゃ

んとヘリポートについても、高江でもし何かあったら

知事の大きな責任になるんじゃないですか。勇気を

持って県民の立場から、今の事態を告発してヘリポー

トをつくるなということでいま一度頑張ってみたらど

うですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員のおっしゃっ

たような危険性の放置が行われているようなことが

あってはならないわけでして、その個別・具体的な実

態というのはそれはわからないわけですけれども、も

ちろんそういうことはないようにこれは米軍に対して

は強く働きかけてまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　最後に、高江の件では村議会が18年

３月で北部訓練場ヘリコプター着陸帯の移設に反対す

る抗議決議をやっていますけれども、これはまだ生き

ていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時23分休憩

　　　午後７時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　決議は決議として生き

ていると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この議論はこれぐらいにしておい

て、次に、東部海浜開発事業計画についてお聞きしま

す。

　まず、今回沖縄市が出した計画案は、極めて科学的

なデータに基づいてつくられているので間違いありま

せんと、経済的合理性については保証済みですとこう

いう答弁を繰り返してやっています。

　ここに私資料を持ってきました。これは前にも使い

ましたけれども、（資料を掲示）　この沖縄市の立ち

寄り率について、東南植物楽園と胡屋に来ているのが

15.3％、割っているのは伊計島、勝連城址、中城城

址、東南植物楽園、これを分母にして割って計算して

いる。こんなのは統計学上も成り立たないと私はずっ

とこれを言ってきたんですけれども、これは後で聞き

ます。ところで、これのデータで入域観光客を計算さ

れているんですけれども、この東南植物楽園が倒産し

ちゃったんですよ、もう半分なくなる、これね。そう

すると、15.何％だったが、東南植物楽園がなくなっ

てこれは半分以下になる。需要予測は半分以下にすべ

きだと思うんですけれども、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　東南植物楽園につい

て経営者がかわったということは承知しておりますけ

れども、倒産したということは把握しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時25分休憩

　　　午後７時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　これは12月29日付の報道でも閉園で

すよ、閉園。経営者がかわったんじゃない、経営者が

いつかわるか見通しもわからない。ということは具体

的な事実は今はない、閉鎖している。閉鎖したのであ

ればこの基礎数字は当然半分にならなきゃならない。

これは道理のあることじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　閉鎖について確認し

たいと思います。

○嘉陽　宗儀君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時26分休憩
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　　　午後７時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　沖縄市が調査した時

点ではまだ閉鎖していると聞いておりませんので、こ

の事実について確認したいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　この科学的なデータに裏打ちされて

いるという自信を持って言うのであれば、本当はこう

いうのはさっとやらんといかんですよ。あの統計学の

数字も成り立たない。

　私は、この件で内閣府の方と会ってきて質問してま

いりました。大体15項目ぐらいにわたって質問して、

その中身は私が沖縄市から聞いたその回答、土建部長

が答弁した議会での答弁、この中身を内閣府に質問と

して出したら、返ってきた答えは、部長の議会での答

弁と全く同じ。要するに、沖縄開発庁あるいは内閣府

は十分な検証をしたというのに、皆さん方の考えしか

言わないのでこれは言うなと。一体どういうことに

なっているんですか、沖縄市も県も内閣府の沖縄振興

局参事官、みんな同じ意見とはどういうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　私ども沖縄市の計画

につきまして、地元のほうといいますか沖縄総合事務

局、それから県と３者で連絡会議をつくっておりまし

たんで、その都度いろいろと意見交換をしておりま

す。

　意見が同じになったのはどういうことかについて

は、それはちょっと答えにくいところ、答えられない

ところがあると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　改めて委員会でもやりますから、こ

の辺でこれは打ち切りしますけれども、ただ政府の振

興局参事官の中野則夫さんは私どもに対して、前原大

臣は専門家の意見を聞いたというけれどもだれかと、

具体的に言えと。私も会ってきて私も専門家のつもり

だからちょっと意見を聞きたいと言ったら、聞いてい

ませんと。内閣府参事官はそういう専門家からの意見

は聞いていないと私どもに答えていますが、それはど

う思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　私、その場に立ち

会っていませんので、その辺について確認をしたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　立ち会っていないというのは一緒に

行ったわけじゃないから当たり前の話なんです。

　それでこの沖縄振興局の参事官は、私どもが指摘し

てこんな計算の仕方があるかということで詰めました

ら、確かに沖縄市の推計の仕方は統計学的なレベル

じゃありませんねと。統計学的なレベルではありませ

んと言っていて、この計算のでたらめさを認めている

んですよ。改めてこれについてもう一回、本当にどこ

に出しても恥ずかしくないようなものであればいいけ

れども、裁判でもより一層経済的合理性のあるもので

なければならぬという判決が確定しているにもかかわ

らず、こんなずさんなものを出して通るわけじゃない

と思いますが、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この基本計画につき

まして、見直し案につきましては答弁で繰り返したと

おり、過去のデータ、それから事実調査等そういった

ものを踏まえて立てられておりますので、根拠を有す

るものだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　その科学的なデータをまた一つ聞き

ますけれども、皆さん方は850万と言っているけれど

も、平成22年の入域観光客は先ほどの答弁でも585万

人です。ところが沖縄市の出した推計では、平成22年

では585万人になると計算されています。その差が実

に68万人、約70万人。この２年間で70万人の落差があ

る。これで県民を説得できるような基礎数字だと言え

るんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　将来の観光客の推計

につきましては、過去のトレンドでやっておりまし

て、御承知のとおり20年、21年につきましては、新型

インフルエンザ、それからリーマンショック等の経済

環境が悪くなったことによりまして、観光客が落ち込

んでいるということは承知しております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　部長は、何が何でも経済的合理性が

ある計画で進めようという立場ですけれども、1000万

人観光構想自身も今担当部局のほうでもやはりあと何

年かで600万突破するのは厳しいみたいに言っている

んですよ。それは推計ですから、今の時点で落ち込ん

でいるかもしれませんけれども、あとはそんなことあ

りませんと言って、こんなことが通るんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　経済についてはまた

持ち直しているという状況もありますんで、また県に

おいても観光客の誘致についていろんな施策といいま
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すか、その取り組みをしているところでございますの

で、その目標に向けて頑張るということでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　最後に、これは知事も聞いてくださ

いね。

　この計画では、設備段階で119億円の赤字、運営段

階で39億円の赤字、毎年１億8000万円、30年間赤字が

続きますということになっているんです。これほど莫

大な借金を抱える計画が本当に経済的合理性があると

いうことが言えるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　沖縄市においては、

この計画につきましては総合的に町の活性化、そう

いった全体的なものを考えて投資といいますか、そう

いう判断でその計画を考えているというふうに理解し

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　先ほど私質問しましたけれども、沖

縄市から北中城村、泡瀬ゴルフ場に巨大な商業施設イ

オンモールがやってくると。そうすると沖縄市の客は

全部中城にとられて沖縄市は大変なことになると、来

なくなると。ところが今230万で計画している。だか

ら客観的な社会情勢を見てもこういうむちゃくちゃな

やり方は許されない。

　知事、最後に、やはり改めて知事自身も検証して、

これは経済的合理性がないものを県議会で予算をつけ

るわけですから、許されない。だからこれは知事自身

もしっかり検証してほしいと思うんですがどうです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時34分休憩

　　　午後７時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今議員がよく分析しておら

れるんで、あれなんですが、ただ、今の私どもの部長

からの答弁もありましたんで、あとは基本的には沖縄

市が一生懸命そういう方向でやりたいというのがまず

基本になっていますし、あとは国もそれから特に市も

一生懸命やろうということですから、今の数字につい

ていろんな変化が発生しているとしても、この案件に

ついては、私はやはり沖縄市の次の展開のためにはど

うしても必要だと思っております。ですから、この計

画を了として前へ進めるべきだと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程は、これで全部終了いたしました。

　次会は、明３月１日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時36分散会
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議　　事　　日　　程　第７号

平成23年３月１日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年３月１日（火曜日）午前 10時２分開議
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甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　土地の処分について

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第32号議案　訴えの提起について

乙第33号議案　訴えの提起について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君
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27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん
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31　番　　当　銘　勝　雄　君
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35　番　　奥　平　一　夫　君
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46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君
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　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、知事から、乙第32号議案及び甲第26号議案を

撤回したい旨の申し出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議

案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　おはようございます。

　本日３月１日は、公立高校の卒業式です。県内でも

今、多くの卒業生が夢を抱き大人への階段を一歩踏み

出したところだと思います。おめでとうございます。

若い力に大いに期待をいたしております。この若い皆

さんが希望にあふれる社会を何としても築いていかね

ばと、一足早く民主党を卒業いたしました新政クラブ

山内末子、改めて実感、決意をいたしております。

　それでは一般質問を行います。

　まず、追加質問を先にいたします。

　本件については、質問通告後に報道された重大な問

題であります。議事課に連絡済みでありますので、先

例を踏まえ質問を行います。

　海兵隊の法務部長は、米兵の事件・事故防止策強化

のためとして、軍服での巡回指導を那覇市の繁華街に

も拡大する。また、日米捜査機関での共同巡回も提案

したという報道があります。県の見解と対応について

伺います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、鳩山前総理の在沖海兵隊の「抑止力は方便」発

言、日米合意の根拠が崩壊した今、知事が見直しに向

けどれだけ本気に、強固に政府に求めていくのか、そ

の姿勢を県民は注視をしております。その決意と戦略

をお聞かせください。

　芋、アメリカ議会での軍事費削減論、米軍の沖縄・

アジア撤退論、海兵隊不要論等動きが活発になってい

ます。また、アメリカの世論も半数が軍縮の流れにあ

ります。沖縄から議会、アメリカ世論に訴える行動が

必要だと考えますが、知事の所見を伺います。

　鰯、知事公室長が３月に訪米とのことですが、その

目的、訪問先等具体的な内容を伺います。

　允、東村高江区のヘリパッド建設工事再開につい

て。

　ア、係争中でもあり、裁判所から話し合いの必要性

を提示されている中での工事再開は、まさに県民無視

の国の弾圧である。基地負担軽減の観点からも住宅地

域に基地が近づいてくることは、県の求めていること

と相反しているのではないでしょうか。辺野古も高江

も一体ではないのか、見解を求めます。

　イ、工事予定地周辺の貴重種の移植状況はどうなっ

ておりますか、経過状況の詳しい説明を求めます。

　印、沖縄自動車道再有料化について、国が無料化を

拡大模索する中で沖縄県だけ有料化を希望したといい

ます。再有料化についての意見集約がなされないまま

の決定だと思いますが、その真意を問います。

　アについては削除いたします。

　イ、実験結果について。

　契、社会実験期間中の平均利用量、事故件数を伺い

ます。

　形、期間中の経済効果、経済的損失、どういう分野

から無料化への反対の声が大きかったのか伺います。

　ウ、決定後の県民からの反応について伺います。

　咽、騒音被害実態調査について。

　騒音の被害拡大が強く訴えられている中での実態調

査の実施は負担軽減に向けて一歩前進です。その地域

が示されていますが、選定の根拠を示してください。

　２、福祉・医療行政について。

　茨、沖縄の子供たちが直面している貧困から派生す

る児童虐待、少年非行等社会的養護を必要とする子供

たち、その他諸問題を解決していくために、振興計画

とは独立して「沖縄子ども振興計画（仮称）」を早期

に策定する必要があると考えます。見解を伺います。

　芋、児童虐待、いじめなどにより心身に傷ついた児

童生徒の対処策について。

　ア、本県の「情緒障害児短期治療施設」や小児精神

科医を中心とした治療施設の設置状況を伺います。

　イ、状況に応じた治療プログラムや支援体制の確立

などは実施しているのか伺います。

　鰯、夜間保育施設（24時間保育）と夜間保育サポー

ト制度の実態と計画を伺います。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼
　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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　允、ファミリー・サポート・センターの現状と課題

について伺います。

　印、母子生活支援施設の実態と今後の支援策につい

て伺います。

　咽、ひとり親世帯の生活実態調査、子供の貧困の実

態調査の取り組み状況とその支援策を伺います。

　員、ＩＴを活用したひとり親家庭等の在宅就労支援

事業について。

　ア、事業の実施状況はどうか。

　イ、自立へとつながる就労事業となり得るのか、課

題と対応策を伺います。

　因、エイズ感染者の５年間の推移と対策を伺いま

す。

　姻、若年齢出産の５年間の推移と対策を伺います。

　３、安全対策について。

　茨、歓楽街の環境浄化と暴力団対策について。

　観光立県を目指す本県、沖縄のイメージを損なわな

い歓楽街の環境整備は急務です。

　そこで伺います。

　ア、迷惑防止条例制定後の現状と課題を伺います。

　イ、関連した人々の支援体制の構築について伺いま

す。

　４、産業振興について。

　茨、バイオ関連事業について、バイオマス構想等多

くの事業がありますが、その現状と課題、今後の取り

組みについてお聞かせください。

　芋、「島しょ地域循環資源活用促進事業」の主な内

容を伺います。

　鰯、特別自由貿易地域について、企業立地に向け税

制優遇指定など提示されながら事業が遅々として進ん

でおりません。企業誘致の現状と課題、今後の見通し

を伺います。

　５、観光産業について。

　茨、日ハムの斎藤、ロッテの本県出身伊志嶺など大

物ルーキーの活躍、また、巨人のキャンプでことしの

球春をにぎわせています。鮮やかなプロ野球キャンプ

応援巡回バスが運行されていますが、その運行成果と

課題についてお聞かせください。

　芋、同じくキャンプを張っています韓国との交流、

応援ツアー等の誘致状況、成果、課題を伺います。

　鰯、医療ツーリズム促進事業の目的、内容を具体的

に伺います。

　允は取り下げます。

　６、消防広域化について。

　茨、県消防広域化一元化に向け38市町村が参加。浦

添市、うるま市、宮古島市の不参加が決定いたしてお

ります。一元化でないことで県全体の体制にどう影響

するか伺います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　山内議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、日米共同発表

の見直しに向けた取り組みについてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えており、平成23年度には世論を喚起す

るための広報活動などを積極的に推進してまいりたい

と考えております。特に、県内移設は事実上不可能で

あるという沖縄の状況を日米両政府と国民に理解して

もらうためあらゆる方策を検討し実行してまいりたい

と考えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、アメリカへ訴

える行動についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　議員御指摘のように、アメリカ政府や連邦議会等の

関係機関に沖縄県の実情を伝え理解と協力を求めるこ

とは、沖縄の基地問題の解決を進める上で重要である

と考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢の中

の、知事公室長のアメリカ出張についてお答えいたし

ます。

　知事は、これまで２度の訪米を行い沖縄の基地問題

の実情を訴えてまいりましたが、平成21年９月以降の

県内の諸状況、米軍基地負担軽減部会の開催、軍転協

の要請等を踏まえ、改めて先ほど知事が答弁しました

ように米側に対して効果的に訴える方法について検討

を進めることといたしました。このため、年度内の私

の出張におきましては、それに向けた情報収集と意見

交換を行ってまいりたいと考えております。訪問先等

については、国務省、国防省等の政府機関及びシンク

タンク等を考えておりますが、現在調整中でありま

す。
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　次に、東村高江ヘリパッドについてお答えいたしま

す。

　昨年１月、沖縄防衛局が東村高江区のヘリパッド建

設をめぐり通行妨害禁止を求める訴訟を提起したこと

は承知しております。

　県としましては、現在本件が係争中であることか

ら、コメントについては差し控えさせていただきたい

と思います。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において同訓練場の過半を返還することに伴い残

余部分に移設されるものであり、普天間飛行場代替施

設との関連は明らかではありません。

　県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施

し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実的

で実現可能な方法であると認識しております。しかし

ながら、普天間飛行場代替施設の県内移設は事実上不

可能であり、引き続き政府に対し日米共同発表を見直

し、普天間飛行場の県外移設及び早期返還に取り組む

よう求めているところであります。

　次に、消防広域化についての御質問の中で、浦添

市、うるま市、宮古島市の不参加の消防広域化への影

響についてお答えいたします。

　平成22年４月に全市町村が参加して発足した「沖縄

県消防広域化等研究協議会」において、消防広域化の

方向性について協議がなされてきました。平成23年度

からは新たに推進協議会が設置され、消防広域化の具

体的な協議に入る予定ですが、浦添市、うるま市、宮

古島市は同協議会については参加しないことを表明し

ております。一部市町村が広域化に参加しなかった場

合、消防職員とりわけ現場職員の適正配置、災害の多

様化への対応等広域化の本来の目的に影響が出る可能

性があります。

　県としましては、引き続き平成25年度に予定されて

いる広域化に全市町村が参加できるよう強力に取り組

んでいく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いての質問の中で、ヘリパッド工事予定地周辺の貴重

種の移植状況についてお答えいたします。

　工事予定地周辺の貴重植物の移植作業につきまして

は、事業者である沖縄防衛局において平成19年７月か

ら行われており、Ｈ地区で４種41株、Ｎ－４地区で４

種11株の移植が行われております。

　経過状況につきましては、Ｈ地区においては平成20

年５月時点で枯死した移植株はないことを確認したと

しております。また、Ｎ－４地区においては県議会米

軍基地関係特別委員会が現地視察を行った平成21年11

月時点で、移植した11株のうち７株が生存しているこ

とを確認したとしております。その後につきまして

は、事業者に対して情報提供を要請しておりました

が、事業者においては住民等の反対から現地への立ち

入りができず確認ができない状況にあると聞いており

ます。

　同じく知事の政治姿勢についての御質問の中で、騒

音調査地域選定の根拠についてお答えいたします。

　平成23年度に行う「米軍基地航空機騒音実態調査」

は、うるま市、西原町、那覇市など調査対象地域を拡

大して航空機騒音の実態を把握することを目的として

おります。今回の調査地域選定につきましては、市町

村等の関係機関への苦情発生状況の照会結果と、嘉手

納飛行場及び普天間飛行場の地理的な位置関係を勘案

して予定地域を選定しております。

　なお、実施に当たりましては、関係市町村の意向も

踏まえ調査地点の選定作業を進めていく考えでありま

す。

　次に、産業振興についての質問の中で、「島しょ地

域循環資源活用促進事業」の内容についてお答えいた

します。

　「島しょ地域循環資源活用促進事業」は、離島にお

ける資源循環コストの構造的な不利性を解消するた

め、海上輸送費の低減化及びリサイクル企業の集約化

の実証事業を行うものであります。平成22年度は石垣

島及び宮古島から発生する建設廃棄物のうち、島内で

のリサイクルが困難な循環資源の輸送費低減化を行う

社会実験に加え、リサイクル企業の共同化を図り、リ

サイクル製品の付加価値を最大化させる実証事業を実

施します。平成23年度は、本年度の結果を踏まえて久

米島や南北大東島などその他離島においても事業を実

施する予定でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問で、沖縄自動車道無料化社会実験の状況

と県民の反応について、イの契、イの形、それからウ

については関連いたしますので一括してお答えいたし

ます。

　沖縄自動車道における無料化社会実験の状況は、国

の発表によれば、自動車道の交通量が約1.5倍にふ

え、実験期間中の187日間のうち40％に当たる75日で
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渋滞が発生しております。また、地域経済への影響と

しては、観光バスやレンタカーでは渋滞を考慮して北

部地域から那覇への移動の際の設定時間を30分延長す

るため、周遊観光先を減らしているとのことでありま

す。このような状況を踏まえて、国土交通省から厳し

い渋滞が発生している沖縄自動車道の来年度における

無料化実験の可否について、環境への影響、利便性の

観点から意見を求められたものであります。

　沖縄県としては、沖縄自動車道が県内唯一の高速交

通施設であることや、県民から高速性・定時性を望む

多くの意見があることを踏まえて、平日に実験前の５

割以下の課金を行い交通量を抑制すること、また、地

域経済の活性化の観点から休日を無料とする社会実験

を行うことが望ましいと回答したものであります。

　これを受けて、国においてはことしの６月以降、休

日は無料、平日は実験前の料金から５割引きとする見

直しを行うと発表しております。この発表を受け、県

民からは、高速道路の高速性・定時性の確保を望む肯

定的な意見や、経済的な負担が増加することによる否

定的な意見などさまざまな意見があります。平成23年

度の見直し後の社会実験に際しても、国において実験

データの収集・分析を行うとともに、広く県民意見の

把握に努めるとのことであり、沖縄県としては、その

結果を踏まえて今後の対応を総合的に検討してまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　知事の政治姿勢に関す

る御質問の中で、まず、沖縄自動車道における社会実

験期間中の交通事故発生状況についてお答えいたしま

す。

　社会実験期間中の平成22年６月28日から同年12月末

までの約半年間に、沖縄自動車道で発生した交通人身

事故は35件で、前年の同期間に比べ14件増加しており

ます。また、物件事故は451件で、前年の同期間に比

べ210件増加しております。

　次に、安全対策に関する御質問の中で、迷惑防止条

例制定後の現状と課題及び茨イの歓楽街、暴力団等に

関連した人々の支援体制について一括してお答えいた

します。

　まず、松山地域の現状と客引きの検挙状況等につい

てお答えいたします。

　那覇市松山地域には平成22年末現在、風俗営業所、

深夜酒類提供飲食店等が約480軒存在し、県下最大の

歓楽街となっております。公衆に著しく迷惑をかける

暴力的不良行為等の防止に関する条例の一部を改正す

る条例が施行された平成19年９月１日以降、平成23年

２月28日までに客引き行為等でいわゆるキャッチや営

業者等202件、234名を検挙しております。その結果、

最大時約200名いたキャッチが現在では30名から50名

程度に減少しておりますが、一掃するまでには至って

いない状況にあります。

　県警察といたしましては、今後も取り締まりを強化

するとともに、関係機関・団体や地域住民の皆様と連

携しながら環境浄化を図っていきたいと考えておりま

す。

　続きまして、宜野湾市新町と沖縄市吉原の環境浄化

対策について御説明いたします。

　宜野湾市真栄原在の通称新町地域では、これまで約

100軒の違法風俗店等が存在していたため、平成21年

６月から制服警察官の立ち入りや私服警察官による取

り締まり等を強化し、以降、平成23年２月28日までに

49件、25名、19店舗を売春防止法違反で検挙いたしま

した。また、自治体等の関係機関・団体、地域住民と

の共同パトロールを継続した結果、違法風俗店はほぼ

一掃されております。

　一方、沖縄市美里在の通称吉原地域では、平成22年

６月から立ち入りや取り締まりを強化し、以降平成23

年２月28日までに15件、６名、３店舗を売春防止法違

反で検挙しております。また、新町地域と同様、官民

一体となった取り組みにより、最大時約200軒あった

違法風俗店は約30軒にまで減少しております。

　県警察といたしましては、今後も吉原地域における

取り締まりを継続するとともに、関係機関・団体との

連携を一層強化し、跡地対策も含め総合的な歓楽街対

策を推進していくこととしております。

　次に、関連した人々、すなわち違法風俗店で稼働し

ていた女性に対する支援体制についてお答えいたしま

す。

　県警察では、違法風俗店の取り締まりと並行しまし

て、摘発後、店は廃業したものの身寄りがなく同地域

に取り残され社会復帰の支援が必要と認められる比較

的年齢の高い女性に対し、宜野湾市の生活保護担当部

署への仲介を行うなどの取り組みにより、生活保護の

受給や住宅支援を行っております。

　県警察といたしましては、今後、通称吉原地域にお

きましても市と連携しまして新町同様、女性に対する

支援を行ってまいりたいと考えております。また、県

内の歓楽街におきましては、暴力団がみかじめ料を要

求するなどの事案も発生していることから、いわゆる

暴力団対策法やあらゆる法令を適用して取り締まりを
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徹底するとともに、地域住民や関係機関・団体等と連

携を図りながら、暴力団排除活動を推進中でありま

す。

　次に、緊急質問として取り上げられました日米捜査

機関での共同巡回、いわゆる共同パトロール等に関す

る報道についての県警察の見解と対応についてお答え

いたします。

　まず、御質問の新聞報道につきましては承知をして

おりますが、現時点まで米軍側からの具体的な申し入

れはございません。

　また、日米捜査機関の共同パトロール等に関する県

警察の見解でありますが、第１に、本県における治安

の確保は沖縄県警察の責務であること、また、何らか

の犯罪を犯した米軍人を逮捕する場合には、県警察と

憲兵隊との共同逮捕という扱いになり、地位協定に基

づき当該米軍人の身柄は米軍に引き渡され、原則とし

て起訴されるまで米軍側がその身柄を拘束することな

どから、県警察としては容認していないところであり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉・医療行政に

ついての御質問の中の、「沖縄子ども振興計画」の策

定についてお答えします。

　子供に係る総合的な計画として、県では、平成22年

３月に「おきなわ子ども・子育て応援プラン」後期計

画を策定しており、同プランにおける基本目標の一つ

に、「要保護児童への対応などきめ細やかな取組の推

進」を掲げ、各種施策に取り組んでいるところであり

ます。この「要保護児童」に係る施策につきまして

は、「社会的養護体制の充実」として、里親、ファミ

リーホームの拡充、施設の小規模化による家庭的養護

の推進、非行相談等に対する援助の充実などを盛り込

んだところであります。

　県としましては、同プランに位置づけた施策等を全

庁的に推進することとしており、これらの取り組みを

進めることで社会的養護を必要とする子供たちへの支

援の拡充に努めてまいります。

　次に、本県の情緒障害児短期治療施設等の設置状況

についてお答えします。

　虐待等により軽度の情緒障害を有する児童を短期間

入所させ、その情緒障害を治療する「情緒障害児短期

治療施設」は未設置となっております。発達障害など

子供の心の治療を行っている医療機関につきまして

は、19カ所となっております。

　次に、治療プログラムと支援体制の確立についてお

答えします。

　児童相談所では、虐待等により情緒障害を有する児

童に対し児童心理司による心理診断、精神科医による

医学診断等により援助方針を決め、カウンセリングや

遊具などを使って心の中の不安や措藤を表現させ、そ

れを軽減していく遊戯療法、箱庭療法等により心理治

療を行っております。また、児童養護施設に児童心理

司が配置されており、情緒障害を有する入所児童に日

常的に心理的ケアを行っているほか、必要に応じて児

童相談所の嘱託医の診断を受けさせております。な

お、入院加療が必要な児童については、児童相談所に

おいて医療機関へ一時保護委託を行うなど関係機関と

連携した対応を行っているところであります。

　次に、夜間保育施設等の実態と計画についてお答え

します。

　沖縄県が設置認可した夜間保育所は、那覇市、沖縄

市、名護市に各１カ所、合わせて３カ所となっており

ます。夜間保育所においては、通常保育の11時間に合

わせて延長保育を行うことによって、午前２時までの

夜間保育を実施しております。また、24時間夜間保育

については８カ所の認可外保育施設において実施して

おります。

　県では、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」に

おいて、市町村で把握したニーズ調査の結果を踏ま

え、現在の夜間保育所３カ所を平成26年度までに５カ

所とする目標を掲げております。

　なお、夜間保育サポートについては、保育サービス

全体の中で検討する必要があると考えております。

　次に、県内の母子生活支援施設の現状と支援策につ

いてお答えします。

　県内に設置されている母子生活支援施設は、那覇

市、浦添市、沖縄市に３施設があり、定員は53世帯と

なっております。平成21年度の３施設の平均入所世帯

数は31世帯で、入所率は58.5％となっております。ま

た、３施設において21年度中に新たに入所した世帯は

17世帯で、入所の主な理由は、経済的理由によるも

の、夫等の暴力によるもの及び住宅事情によるものな

どとなっております。母子生活支援施設の運営費につ

いては、国や県及び市が一定の割合で負担することと

しております。

　なお、当該施設入所者のうちＤＶ被害者について

は、今議会で設置条例を提案しております沖縄県配偶

者等暴力被害者支援基金を活用し、自立支援を拡充す

る予定であります。

　次に、ひとり親世帯の生活実態調査、子供の貧困の
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実態調査の取り組み状況と支援策についてお答えしま

す。

　県では、平成20年度に沖縄県ひとり親世帯等実態調

査を実施しております。同調査によると、県内におけ

るひとり親世帯は３万1354世帯で、暮らしの状況につ

いて「苦しい」とするのが、母子世帯で84.1％、父子

世帯で73.7％となっており、現在の不安や悩みについ

ても「生活費」とするのが、母子世帯で74.3％、父子

世帯で58.6％となっております。

　子供の貧困につきましては、就学援助認定者、生活

保護世帯等関連のある各種資料をもとに実態の把握に

努めているところであり、教育庁等関係機関とも連携

しながら、貧困の実態に即した効果的な支援方法等を

検討しているところであります。

　なお、この対策とは別に、県では「新たな子育て支

援制度」の提言において、保育サービスを提供する施

設等への支援や、放課後児童クラブを利用する低所得

者世帯への保育料の助成を盛り込んでいるところであ

ります。

　次に、ひとり親家庭等在宅就業支援事業の実施状況

についてお答えします。

　本事業の実施主体となる委託先については、在宅就

業に実績のある事業者を選定したところであり、受託

事業者により平成22年12月に「沖縄県在宅就業支援セ

ンター」を浦添市に開設しております。受講希望申し

込みが462名あり、適性検査等を経てひとり親80名、

障害者27名、高齢者13名、計120名の受講者を決定し

ております。ことし１月５日から講座を開始し、各自

にパソコン等も配布され、２月からｅラーニングによ

る訓練を開始しております。

　なお、受講者においては、集合訓練及び自宅での訓

練に意欲的に取り組んでいる旨の報告を受けておりま

す。

　次に、ひとり親家庭等在宅就業支援事業の課題と対

応策についてお答えします。

　当該事業の実施に当たっては、受注業務の開拓・管

理を行うなど、在宅就業の支援体制を構築することが

課題として挙げられます。委託事業者が在宅就業に実

績のある事業者であることから、積み重ねたノウハウ

を生かして適切に対応できるものと考えております。

　県としましても、この事業が円滑に運営されより大

きな効果を得ることができるよう、委託事業者ととも

に取り組んでまいります。

　次に、エイズ感染者の５年間の推移と対策について

お答えします。

　本県における過去５年間の新規のＨＩＶ感染者数

は、平成18年10人、平成19年24人、平成20年17人、平

成21年15人、平成22年11人となっており、エイズ患者

数については、平成18年２人、平成19年８人、平成20

年７人、平成21年７人、平成22年３人となっておりま

す。

　沖縄県の保健所においては、無料・匿名のＨＩＶ検

査を行い、ＨＩＶ感染者を早期に発見し、早期の治療

に結びつけております。また、「ＨＩＶ検査普及週

間」や「世界エイズデー」等においてパネル展示や講

演会、啓発グッズの配布等を行い、エイズに対する正

しい知識の普及に努めております。

　次に、若年出産の５年間の推移と対策についてお答

えします。

　沖縄県の若年齢出産は、平成17年は全出産の2.9％、

平成18年3.0％、平成19年2.6％、平成20年2.4％、平

成21年2.7％となっており、平成21年の全国平均1.4％

に比べ高い状況にあります。若年齢での望まない妊娠

を避ける対策としては、「健やか親子おきなわ2010」

の推進の中で、教育関係者と連携して小・中・高校に

おける性教育等の取り組みを推進しているところで

す。また、県は、望まない妊娠の予防、妊産婦の精神

的ケア等を目的として、平成17年度に「若年妊産婦支

援マニュアル」を作成しました。さらに、平成21年度

と22年度に「妊娠期における保健指導マニュアル」と

して市町村版と医療機関版を作成しております。

　今後とも、市町村や医療機関と連携し支援してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　福祉・医療行政につ

いての中の、ファミリーサポート制度の現状と課題に

ついての御質問にお答えします。

　沖縄県においては、「沖縄県ファミリー・サポー

ト・センター設立支援事業補助金」によりファミ

リー・サポート・センターの設立準備に係る支援を

行っており、現在、15市町に13カ所設置されておりま

す。設立後の運営に関しては、次世代育成支援対策交

付金により、国が直接市町村に対し２分の１相当額を

補助し、13カ所のセンターが交付を受けております。

同センターでは、利用料金を１時間600円から700円に

設定しておりますが、母子家庭などでは負担が大きく

利用しづらいなどの課題があります。

　県としましては、ファミリー・サポート・センター

の運営に係る課題等について、関係機関と連携してそ

の解決に向けて検討してまいりたいと考えておりま
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す。

　産業振興についての中の、バイオ関連事業の現状と

課題、今後の取り組みについての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県では、亜熱帯生物資源を産業に生かしていく

ため、うるま市にある沖縄健康バイオテクノロジー研

究開発センターを中心として、各種の研究開発支援を

するなど健康バイオ産業の創出に取り組んでまいりま

した。

　主な事業としては、モズクのフコキサンチンなど機

能性物質の基礎的な研究として「地域結集型共同研究

事業」や民間企業の研究開発支援を中心とした「沖縄

イノベーション創出事業」を行ってきました。これら

の研究成果を円滑に事業化につなげていくことが主な

課題となっていたことから、バイオベンチャー企業等

に対する10億円の投資ファンドの立ち上げや産学官

コーディネーターの人材育成を実施しております。

　今後は、21世紀ビジョンにおける「「知的クラス

ター」の形成の推進により、ライフサイエンス、医

療・健康分野の最先端科学技術を応用した新たな産業

創出を図る。」との、ビジョンの実現に向けて、沖縄

科学技術大学院大学、琉球大学などと連携した産学官

による研究開発や事業化の促進を図ってまいります。

　次に、観光産業についての御質問の中の、キャンプ

巡回バスの成果と課題についての御質問にお答えしま

す。

　県においては、今年度、プロ野球キャンプ観光を盛

り上げるため、本島、宮古、八重山で計９台のキャン

プ巡回バスを運行しております。その結果、２月17日

現在で運行を始めた２月１日から累計で7927人、１日

平均477人が利用しており、新たなファンの拡大や観

光客の利便性向上に寄与しているものと考えておりま

す。また、全国メディアにおいても取り上げられ、

キャンプ観光の盛り上げに大きなＰＲ効果をもたらし

たものと考えております。

　県としては、巡回バスの運行終了後に利用実績やバ

ス利用者のアンケート結果などを取りまとめ、事業効

果の分析を行うとともに課題についても整理していき

たいと考えております。

　同じく観光産業についての中の、韓国からの誘致状

況や課題等についての御質問にお答えします。

　県では、これまで韓国球団主催の応援ツアーが開催

された場合、那覇空港での歓迎セレモニーを実施して

きたところであります。今年度は新たにプロ野球キャ

ンプの情報発信を強化するため、韓国語も含めた多言

語のウエブサイトを立ち上げており、その中で韓国

チームの情報も掲載しております。また、キャンプ巡

回バスのルートに韓国４チームのキャンプ地を組み込

み、韓国からの観光客の利便性向上を図っておりま

す。

　サッカーキャンプについては、韓国から初めて２つ

のチームが来県しており、施設の確保が今後の拡大に

向けての課題となっております。

　県としては、プロ野球やサッカーの韓国チームの

キャンプをさらに盛り上げていくことにより、韓国に

おけるキャンプ地沖縄の認知度の向上や応援ツアーの

さらなる拡大を図っていきたいと考えております。

　同じく観光産業についての中の、医療ツーリズム促

進事業の目的、内容等についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県としては、医療ツーリズムについて、本県の

地域特性を生かせる高付加価値で長期滞在型の新たな

観光メニューと認識しております。そのため、沖縄に

おける医療ツーリズムのあり方について調査検討を行

い、その実現戦略を構築することを目的に医療ツーリ

ズム促進事業を実施しております。

　今年度においては、国内外の医療ツーリズムの動向

や先進地の取り組み、県内医療環境等の調査・分析を

行っております。その中で医療ツーリズムに関するセ

ミナーを開催したほか、民間事業者による中国からの

検診ツアーの実施についても支援しております。次年

度においては、モニターツアーを拡充しながら、県

外・海外でのプロモーションの推進や受け入れ体制の

構築・高度化を図っていきたいと考えており、県内医

療環境にも配慮しつつ新たな観光資源としての展開を

図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　質問する時間が少なくなってきま

した。再質問いたします。

　まず、米軍との共同パトロールにつきましては、本

部長のほうから今、法的な整備が必要だということ

で、県警では望ましくはないというような見解があり

ます。この場所につきましては、国際通りが観光の中

心、商業地の中心だということで、あるいは県民にそ

ういう危険性を植えつける、観光客のイメージを悪化

させるというようなそういう誤解を与えるのではない

かという懸念がありますが、その件につきまして観光

商工部長、経済的な打撃も含めてその件についての御

見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　米軍による巡回指導



－ 321 －

については、地域により事情が異なり、観光関係団体

からは観光へのイメージダウンを懸念する声も上がっ

ております。まず地域や関係機関・関係団体と我々と

しては意見交換を行いたいと考えております。

　なお、米軍人に対する事件・事故については、沖縄

観光全体に対するイメージ悪化にはつながることであ

りますので、米軍人等の綱紀粛正、教育の徹底、事

件・事故の防止等については、やはりそれはそれで必

要な事項だと思っておりますけれども、繁華街での巡

回については観光関係者と意見交換を図っていきたい

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　米側から時にこういう報道を通し

て考えていることとかというのがよくありますけれど

も、知事、確かに今、部長のおっしゃっていましたよ

うに、事件・事故の再発については米側がしっかりと

綱紀粛正、教育プログラムの徹底ということをまずこ

れを最優先にしていただかなければ、それを基地外に

出ていった中で県民との共同体制というのはやはりこ

れはちょっと順序が違うんじゃないかという観点か

ら、もっとしっかりと教育プログラムの徹底というこ

とを米軍のほうに強く申し入れるということが必要で

はないのか。最善を尽くすべきだというところの県側

の姿勢をぜひこれは示すべきだと思いますけれども、

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　米軍人・軍属による事

件・事故の発生は沖縄の基地問題の中でも早急に解決

しなければならない大変な大きな問題でございます。

これにつきましては、現在、外務省沖縄事務所が主催

するワーキングチームに県、県警、米４軍、さらに地

元の飲食業界といったものが参加しておりまして、年

に１回、２回ぐらいの頻度で調整をしております。そ

の中であらゆる角度から事件・事故を防止するという

ような観点の提案、あるいは議論が行われておりま

す。

　ただいま議論になっております巡回につきまして

も、これはそういう中でしっかり沖縄県の立場をお伝

えしたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ありがとうございます。

　それから県警本部長、環境浄化の件についてですけ

れども、今、本当に性風俗の問題ですとか環境浄化に

向けて大分条例制定後成果が出ておりますが、私は女

性の視点からそこで働いている皆さん方、本当に好き

でそこで働いているのではなくて、ついの住みかとし

てそこで働かざるを得なかった皆さん方の支援体制が

とても心配でしたけれども、今の答弁を聞きまして

しっかりとその支援体制を構築しているということで

少し安心をいたしております。しかしながら、そう

いった状況の皆さん方がまだまだいらっしゃいますの

で、その辺の連携をぜひ県側とも調整をしていただき

ながら、ぜひ頑張っていただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

　続きまして、高速道路の再有料化につきまして再質

問いたします。

　土木建築部長の答弁の中で、とても私たちが理解で

きないのは、今の決定ですね、意見の集約がどこで一

体行われてきたのか、国側から求められたことに対し

ていろいろなデータをもとに意見を集約しております

けれども、やはりそこでは県内の自治体の皆さんです

とか、あるいは経済界の皆さんですとか、そういうと

ころの意見を集約しながら進めるべきではなかったか

と思いますが、その件についていかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　このたび提案しまし

た６月以降の件につきましては、社会実験をこれまで

やっておりますけれども、これは御承知のとおり全線

無料化です。その結果、渋滞問題という非常にマイナ

ス面が出ております。じゃ、これを解消するにはどう

したらいいかということで、実験でございますので

ケースを変えてやる必要があるだろうということで

我々は半額ということを提案しているわけです。休日

は従来どおり無料ですけれども。

　ただ、その意見につきましては、総合事務局のほう

で簡易的にウエブのほうで調査しまして、その中で出

た意見を反映させております。それから、最終的な決

定につきましては６月以降の実験を踏まえまして国の

ほうで分析をやるということになっておりますので、

その際は、じゃ、永久的にどうしようかということに

ついてはまた新たに、改めて県民の意見、それから経

済界、関係する団体の意見を聞くことになるというこ

とで聞いておりますので、その辺を踏まえまして、ま

た県の意見もまとめていきたいというふうに考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　今の答弁ですけれども、再有料化

の社会実験、それによりますと、無料化の場合には混

雑をしてきた。お金を取れば確実に混雑が減るのは当

然なんです。それはこれまでの無料化の実験になる前

の現実を見ればわかっていることですよね。ですから
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そういうことをあえて今、拙速に有料化を進めながら

その実験をするのではなくて、無料化のままで混雑の

解消に向けてどういうような手だてがあるのか、ある

いは事故の防止についてどうすればいいのか、そうい

うことをもっと真剣にしっかりと無料化のままそうい

うことに取り組むということをやるべきではなかった

かと、そういう意見が多々あります。その件について

はいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　無料化によるマイナ

ス面、渋滞の件で大きいものがありますけれども、こ

れについては原因としてはやっぱり交通量がふえたこ

とが一番考えられます。そしてもう一つは、自動車道

から一般道路へのアクセスのやり方、一般道路との区

間が短い。例えば、沖縄南ですと高速からおりますと

一般道路までは非常に短い。その中でたまり場という

んですかね、それが少なくなって本線まで影響してい

るということがあります。このアクセス道路について

は時間がかかります。これは抜本的なといいますか長

期的に時間がかかりますので、まず交通量を抑制する

方法として課金とか半額ということになりますけれど

も、そういうことをまずやってみる必要があるだろう

ということで、そういう意見もまた県民のほうから寄

せられておりますので、それをこのたびの６月以降の

社会実験の中で試してみるということにしたわけでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　本県は、他府県に比べますとやっ

ぱり国による公共交通、その政策の恩恵を受けていな

い県なんです。ですからこそ、この無料化に向けては

しっかり他県よりもそれを継続させるということをま

ず前提に進めるべきだと思うんですよね。だからそう

いう観点から今言うアクセスの問題ですとかゲートの

問題ですとか、そういうことを直接恩恵を受けてない

だけにしっかりと国の積極的な整備を求めていくこ

と、これはもうこれまでと一緒ですけれども、ずっと

その辺を強く詰めていくべきだと思うんですよ。その

辺のところがちょっと後先が違っているんじゃないか

というような意見が多々あります。多々じゃなくて、

そういう意見のほうが多いんです。特に中北部からす

ると、無料化による経済効果というものが南部のほう

と北部からの経済効果というものは本当にはかり知れ

ないものがあるというのが現実なんですよね。だか

ら、そういうことを考えますと、本当に今回の決定に

向けてはとても納得がいかないというのが県民の大き

な意見だと思いますが、これはもう決定でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　当然、経済面から言

いますと無料化にすることはだれもが望ましいことで

ありまして、その結果、渋滞をどうするか出てきたの

で、どうするかということにつきましては、当然今、

沖縄の自動車道は途中の暫定、那覇空港自動車道なん

ですけれども、ネットワークがまだ完全にできてない

という影響もあるかと思います。それからもう一つ

は、さっき言いましたようにアクセス道路の整備です

ね、それは当然我々としては無料化にするのであれば

それを当然求めていくべきだし、今も意見としてはそ

れは出しています。

　もう一つ、今現在、やっぱり沖縄のほうの唯一高速

で時間が計算できる道路としても沖縄自動車道は非常

にほかの県と違う役割を担っているわけでございます

ので、その点も考えて総合的に今回の実験に対するや

り方について提案したわけでございまして、また先ほ

ど言いましたけれども、実験はあくまでも実験ですの

で、最終的な高速道路を無料化にするかどうかについ

ては、これはまた今後の実験の後の議論になると思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　繰り返しになりますけれども、こ

の有料化にすることの社会実験が一体何を意味するの

か、目的としているのかというのが本当にわからない

まま決定していることに対しては、大変県民の大きな

憤りもあるということも申し伝えておきます。知事は

その件についてお考えを持っていますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃる御指摘も

なるほどと思いますし、ただ、今、実験のまだ途中で

す。ですから幾つかいろんな御意見はあろうかと思い

ますので、無料化の実験、そして今、部長が答えまし

たように、アクセス、その他で時間のかかる部分、改

良・改善するにはかかる部分もありますから、最終的

にはまた今、議員のお考えもきちんと取り入れられる

だろうと思いますが、最終まとめに当たっては議員の

御意見もぜひ入れられるかどうかも含めて最終調整に

取り組んでみたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　福祉保健部長に伺います。

　情緒障害児短期治療施設ですけれども、この件につ

きましては厚労省では、都道府県に１つ以上の設置が

通告されておりますけれども、その件について、設置

をする計画も今ないんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（奥村啓子さん）　具体的な計画はご

ざいません。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　そういった子供たちに対しまし

て、先ほどいろんな対処方法をおっしゃっていました

けれども、私、児童養護施設の関係者からお話を伺っ

てまいりました。そうしますと、いろんなその施設の

職員が多岐にわたって対応しないといけない。一日一

日本当に対処療法的に対応しているということで、

今、日夜奮闘している職員の実態があるんですよね。

ですから、そういった意味では専門性を持っている支

援体制、そういう設置は、これは特に虐待の多い本県

ですので、そういう子供たちが多い本県ですから、そ

れは計画がないではなくて本気になって計画について

取り組んでいただきたいと思いますけれどもどうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かに児童虐待の

ケースもふえて、それに伴って養護施設等に入所して

いる児童にもこういう情緒障害の子供たちがふえてい

るということで、この職員についてもかなり苦労して

いるということは聞いております。そういう意味では

短期施設の設置の必要性というのは認識しておりま

す。ただ、施設の設置に当たっては医師の確保とか、

それから学校教育との調整とかそういう課題がありま

して、これまで幾つか相談はございましたが、そうい

う意味でなかなか実現しなかった部分もございます

が、今後、取り組みについて頑張っていきたいと思っ

ています。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　続きまして、ひとり親世帯の件で

すけれども、先ほどパーセントが示されております。

福祉保健部長、そのひとり親世帯の未婚の家庭、また

離婚の家庭、死別の家庭と理由がありますので、その

理由ごとの平均所得をお聞かせください。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時０分休憩

　　　午前11時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ひとり親家庭の実

態調査の中では母子世帯、父子世帯、寡婦世帯という

形での収入の調査でございますので、その理由別での

調査はしておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　実は、私は厚労省に去年確認をい

たしました。その中で全国の平均ですけれども、未婚

の世帯で177万円、離婚世帯で207万円、死別で276万

円と、未婚と死別で全国の平均では100万円も差があ

るんです。それが沖縄県だと平均所得がもっと低いで

すからさらに低い現状があるということ。その中で今

大変問題になっております未婚家庭の皆さんたちが実

は寡婦控除が得られない。そういう中で保育料の問題

ですとか住宅費の問題ですとか、そこにとても苦慮し

ている家庭がとても多いんです。そういう状況の中で

こういうこともしっかり調査をしていきながら、どう

いうところで、どういう形で支援をしていけばいいの

かということでもっと詰めた調査が必要だと思います

ので、その件どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　これは５年に１回

の調査でございますので、そういう意味では平成25年

あたりに調査をやることになるかと思いますが、そう

いう意味で細かい調査については調査内容を検討して

いきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　私の知り合いで保育料を換算しま

すと、保育料だけで年間10万も未婚と離婚とで差があ

るんですよね。そういう実態がまずあるということ。

ですからそういうみなし控除ですとかそういうことを

県の中でも市町村で、他市ではありますので、そうい

うことを調査しながらぜひ県としてもリーダーシップ

をとって、みなし控除が適用できるようなそういうこ

とも考えていただきたいと思います。

　それでは続きまして、高江の問題ですけれども、先

ほど部長のほうから、今、希少種の調査をしてないと

いうことですけれども、現地の立ち入りが確認できて

いないということをおっしゃっていましたけれども、

今もうそういう皆さんたちがいる中でも工事が再開さ

れております。確認しないまま工事が再開されたとい

うことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　最後に希少種の確認

をしたのは平成21年の11月時点ということですので、

その後は移植した場所に立ち入りができないというこ

とで、その後の状況は現時点ではわからないというこ

となんですけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　部長、これはとても大きな問題だ

と思います。今、工事が再開されているという場所、
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しっかりとそこにそういう場所があるわけですから、

工事が再開されようとしているときに、県としては基

地の問題でどうこうではなくて、やはり今、この間の

答弁の中でも部長はおっしゃっていました。世界遺産

に登録させるためにしっかりと保存を頑張っていきた

いと。一部では保存を頑張りながら、一部ではそうい

うところに目を背けているような状況は、それは文化

環境部として本当に沖縄県がヤンバルの森を、自然を

守ろうという、生物多様性をしっかりと守っていこう

というそういう姿勢があるのかどうかということが疑

われますが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　移植場所自体へのい

わゆる移植した植物などに影響を与えるような工事と

いう意味では実際にはされてないというふうに聞いて

おります。ですからもちろん移植された場所を確認し

て、その移植した植物が生きているかどうかというの

を確認できればいいんですけれども、そこまでいって

ないということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ですから立ち入りもしっかりしな

がら工事をちょっと中断させてでも、県としてはそう

いうことをしっかりやるべきだということを言ってい

るんですよ。私、今、Ｎ－４のところへ行ってきまし

た。そうすると本当に木が伐採されていまして、その

近くにあったのがどうなっているのかということがと

ても心配なんです。そういう意味では県が主体的にそ

このところはどうなっているんだということを県は、

それをストップさせてできるんだと思います。それは

ぜひやってください。

　それから３月１日、きょうからは種の保全のために

大きな工事はやらないというアセスがありますけれど

も、それも確実に事業者に対してしっかりとこれを明

示をしていくようなそういう姿勢も持ってほしいと思

いますけれども、よろしくお願いいたします。どうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　現在、移植した植物

の状況確認を事業者である防衛局にお願いしているん

ですけれども、場合によってはお話のように我々もア

セスに準じた形での知事意見という話もしております

ので、それに基づいて状況確認をしていきたいという

ふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　知事、鳩山さんの発言について、

この議会の中で抑止力のことにつきまして本当に皆さ

んいろんな意見があります。知事もいろんな考え方を

持っていると思いますけれども、私はこの鳩山さんが

言ったこの言葉をいい形で、そのままの額面どおりに

とらえてしっかりと素直に、鳩山前総理が抑止力があ

るからといって辺野古に帰ってきた。ないということ

がわかったんだったら、じゃ、そのことをしっかりと

県外に向けて展開していく糸口にするチャンスだと、

そういうふうにとらえていいと思うんですよ。知事の

ほうがいろいろあるとかないとかということは胸に置

いておいて、しっかりこれを県外に向けて、それから

アメリカに対しても状況が変わってきたということ

を、県内も変わってきた、それからアメリカの状況も

変わっているということ、そしてだからこそ政府も変

わらなければならないということの議論を展開してい

くべきだと思っています。ちょうどまた援護射撃とい

うことできょうの報道にもあります、「辺野古「強行

は無謀」」だということで、米国の有力外交専門家が

そういうことをおっしゃっていますので、そういう意

味ではまさに鳩山さんを盾にしながら、そういう政治

力を持ってしたたかに求めていくということが必要だ

と思いますが、どうでしょうか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと待ってください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時９分休憩

　　　午前11時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　その抑止力がある、ないと

いうのは、きのう仲村議員との間で大分やりとりをさ

せていただいたんですが、ただ、無論これは軍事専門

家の分野に本来は属するものだろうと思いますし、こ

ういうある、ない、それで鳩山前総理もあると言って

戻ってきて、「方便」だったという話だと、ないとい

うふうにも受けとめられますし、このあたりは議員

おっしゃるように置いておいて、いずれにしましても

私は県内は事実上不可能だから、もう県外だという私

の公約に沿っていろいろとその実現に取り組んでいき

たいということを考えているだけですが、何もその中

で抑止力がある、ないという議論を展開する必要はな

いだろうというのが議員のサジェスチョンだとすれ

ば、そうかもしれないとも思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　知事が先ほど自分の姿勢を国内外

に強く求めていくということで、広報活動もしっかり

取り組んでいくということをおっしゃっていました。

今一番広報活動で私いいのは、鳩山さんにじかにこの
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件についてどうだったんだということでしっかりと

会って、メディアを使いながら、あの当時、本当に鳩

山さんが普天間の問題を国内の皆さんに知らせなが

ら、しかし辺野古に帰っていった時点でもはやもう国

内でも辺野古についてはもう終わったという意識がと

ても強くなっています。そういう意味では今まさにあ

の件は「方便」だったら「方便」でいいんです。で

も、それでとにかく抑止力の観点からもすべてにおい

て沖縄に海兵隊の存在論というのがもうないんだとい

うこと、沖縄の状況が変わったということ、世界の状

況が変わったというところを知事は鳩山さんに会って

しっかりとメディアを通じてその件を訴えていくこ

と、それも必要かと思いますけれども、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも先生と少し立場と考

えが違うのが今よくわかりました。ですから、私は県

外にと、それは辺野古が事実上これは不可能だと僕は

申し上げている。だけれども、私は日米安保条約の必

要性はちゃんと必要だと言っていますから、主として

やっぱり北海道から鹿児島に至るこの大きな広い空間

で海兵隊をちゃんと受け入れるようにし、負担の公平

性を確保してもらいたいと私は申し上げているわけで

あって、海兵隊が今、日本には要る、要らない、沖縄

にも要る、要らないという議論を私はむやみにやって

いるわけではありませんので、念のため。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　もう世界じゅうが今、文明の岐路

に立たされているというこの時代、リビアやそれから

エジプトの問題もあります。沖縄の力というものはそ

れにかわるものが私はあると思っています。そういっ

た歴史のはざまにいる知事だからこそできることを

しっかり取り組んでいただきたいということを申し上

げて終わります。答弁でもありますから、よろしくお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のお気持ちと思いは非

常によくわかりますが、どうも基本的な考えのところ

はもう一度いろいろ議論をしてすり合わせる必要があ

るなというのもわかりました。それで確かに今、世界

がこういう状況にあることはよくわかりますし、これ

は私だけじゃなくて議員も含め我々今生きているこの

年代で何か選択を、きちっと後世の子供たち、孫たち

に間違いのない道筋が示せるようにやっていくべきだ

という意味では思いは同じです。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　おはようございます。

　改革の会の平良昭一です。

　通告に従いまして、一般質問を行います。

　１点目、知事の政治姿勢について。

　茨、次期沖縄振興計画について。

　連日連夜、国の方策が目まぐるしく変わる政局の

中、将来の沖縄を創造するために重要なことが新しい

沖縄振興計画策定であります。

　以下の点をお伺いいたします。

　ア、沖縄振興法の原点「償いの心」に対する知事の

見解をお聞かせ願います。

　イ、県民所得改善の戦略的プランはいかなるものか

伺います。

　ウ、沖縄の優位性を生かした自立型経済の構築に向

けた戦略について伺う。

　芋、日米共同発表見直し及び普天間飛行場の県外移

設について。

　アは取り下げますが、これまでの沖縄の基地の最大

の存続理由は、抑止力であったとされてきました。こ

れを覆す前総理の発言を踏まえ、今後の国・政府に対

する沖縄県の対応策は大きく変化していかなければな

らないと思います。

　そこで、今後どのような方策で解決を求めていくつ

もりなのかお伺いいたします。

　前回の訪米のときとは違い、県外移設ということを

知事は明確に表明していることから、沖縄の考え方を

しっかりと示すための直接訪米交渉は必要と考えます

が、訪米はいつごろあるのか伺います。

　鰯、高速道路無料化社会実験について伺います。

　県は、沖縄自動車道の有料化を国に要望したようで

あります。渋滞を理由に掲げておりますが、その原因

の検証をしっかり行ったか疑問が残ります。県がこの

ような結論に至った経緯を県民に説明したかというと

十分ではないと言わざるを得ない。

　そこで、ア、使用台数の状況はどうなっているの

か。

　イ、一般道路沿線でのサービス事業者の経営状況は

どうなっているのか伺います。

　ウ、６月までの無料延長、その後有料への見直しを

県は要望ということだが、その根拠について伺いた

い。

　允、軍用地売買についてですが、民有地が多く、投

資目的の現在のような民法上の規定のままでの取引が

続けば、跡地利用の弊害になるのは必至であります。

特別法制定での対応が必要と考えるがいかがか、見解
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を求めます。

　２点目、土木建築行政について。

　茨、地域維持型の契約方式の導入について。

　昨年度から廃材の焼却などをめぐる問題、指導が相

次ぎ、特に下請の型枠業者などの不満が相次いでおり

ます。廃材の処分に対し下請業者に負担が大きくのし

かかっている現状であり、その改善策が急務であると

考えます。

　ア、廃材焼却処理に環境税が導入できないか伺う。

　次にイ、下請業者の県内最優先活用についてです

が、我が会派の代表質問でもありましたように、県内

企業優先、県産品優先使用に対する質問でもありまし

たが、特記仕様書に記載する方向で検討したい旨の答

弁は評価ができますが、確実に実施できるのか再度伺

いたいと思います。

　芋、総合評価システムの弊害について。

　昨年暮れ、総合評価一般競争入札で、評価値の集計

ミスにより落札者を誤って決定したとして、県が請負

業者との契約を解除する事件がありました。県が移行

しようとしている総合評価方式に対する信頼性を大き

く揺るがすもので、落札された企業、落札できなかっ

た企業、両方から県の対応に強い不信感を抱いている

と聞く。その件についての詳細と対応策を求めます。

　鰯、ボンド（契約履行保証）制について。

　アは取り下げます。

　イ、分離発注、一括発注は各米軍基地の司令官にゆ

だねられていると聞くが、そのことについて、他都道

県米軍基地所在地区との提携などは行っているのかを

伺う。

　允、技能・技術の承継の確保対策について。

　国交省建設産業戦略会議において、建設産業の再生

と発展のための当面の基本方針が出されましたが、そ

の中で建設生産を支える技能・技術の承継の確保に対

する施策が必要と提言されました。技能労働者は、工

事現場における建設生産の担い手であり、かなめであ

ります。しかし、現在建設業に就職する若年層が減

り、高齢化が進展しており、このままでは技術や技能

が承継されず喪失が懸念されます。一度喪失した技

術・技能はすぐには回復しないことから、早期対応育

成が絶対的に必要であると思います。その件について

県の対応策をお聞きしたい。

　印、盲人用歩道設置状況について。

　観光立県を訴える本県において十分な敷設ができて

いないと言われております。県道の敷設状況について

お聞かせ願いたい。また、県道以外の道路の対策はど

のように行われているのか伺う。

　３点目、教育行政について。

　茨、道徳の必修化について。

　千葉県教育委員会が設置した有識者会議は、2013年

度をめどに県立高校で道徳教育を必修化することなど

を盛り込んだ提言書を県教育委員会に提出しました。

提言書は、高校１年で年間35時間を道徳教育に充てて

１単位とする内容であります。近年、自分中心の考え

方から来る許しがたい少年犯罪が多発し、特にいじめ

の問題は留意をすべき状況にあります。生徒が社会人

として求められる道徳性を身につけることは大変重要

だと思い、そこで県の道徳必修化導入の考え方をお聞

きしたい。

　芋、廃校、休校になった公立校の活用について。

　会計検査院は、廃校や休校となった全国の公立小中

学校のうち、216校の施設が有効活用されていないと

指摘。文部科学省に対し、地域の実情に応じた老人福

祉施設や保育施設などに活用するよう改善を求めてお

ります。本県での状況はどうなっているか、以下の点

を伺います。

　ア、学校として使われなくなってから３年以上たっ

た校数は。

　イ、有効活用されていない校数は。

　ウ、耐震基準を満たしている学校数は。

　エ、有効活用されている事例を挙げてほしい。

　鰯、最近県立高校の教員住宅の空きが目立つように

なっているとのことです。もともと僻地教員の利便の

ためにつくられたものだが、少子化に伴う生徒の減少

により教職員の数も減ったこと、交通の利便性の改善

も一因であると思います。

　そこで、教員宿舎の入居状況を聞かせてほしい。ま

た、継続的な空き住宅をそのまま放置すべきものでは

ない観点から、有効利用させる方策等の声が地域から

上がっておりますが、その対策について県の考え方を

伺いたい。

　允、高校授業料無料化、全額支給後の成果をお聞き

します。生徒がそのことを知らず、ありがたみが見え

ない。生徒向けの無料化の打開策を考えるべきである

と思いますがいかがか。

　印は取り下げます。

　４点目、医療行政について。

　茨、北部病院産婦人科について。

　平成17年４月に医師不足を理由に休止。その後、一

時は４人体制で救急診療が再開されたが、平成21年９

月以降、救急診療の原則休止や新規患者の診察制限を

しております。県は、完全再開に向けてあらゆる方策

で全力を挙げていると言っておりますが、進展が全く
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見えない。医療格差に対しどのような思いなのか、お

聞かせを願います。

　芋、ドクターヘリＭＥＳＨについて。

　本島北部、周辺離島には13万人が暮らし、年間300

万人の観光客が訪れるが、遠郷エリアにおける医療過

疎の問題は極めて深刻です。その中で、救える命を救

いたいとの思いで運営されているドクターヘリＭＥＳ

Ｈ。北部の離島、農村地域など医療体制の弱いところ

での地域住民にとってＭＥＳＨの必要性は大きい。し

かしながら、今月３月末日に運航会社との契約が切れ

ることにより、存続が危ぶまれております。県の対応

を伺います。

　鰯、インフルエンザ対策について。

　１月にインフルエンザ流行警報を発令。学級閉鎖も

あり、猛威を振るった。毎年のように猛威を振るうイ

ンフルエンザ対策について県の対応を伺いたい。

　５点目、地上デジタル放送について伺います。

　７月の地上デジタル放送の移行に関し、難視聴地域

が当初の総数より昨年９月の総務省調査によるとかな

り多くなっております。

　茨、県内でどの程度の難視世帯があるのか伺う。

　芋は取り下げます。

　デジタル難視聴を解消するために、共同受信設備整

備事業等で対応していると聞くが、維持管理費住民負

担など国策が原因であるものに対し、住民や自治体が

新たな費用を負担するということは不合理であると考

えざるを得ません。特に、台風の襲来が多い沖縄で

は、共同受信設備の被災が頻繁に起こり得ることは容

易に想定され、将来にわたって住民や自治体の負担と

なり続けることは明らかであります。

　そこで、維持管理費も当然国の責任でもって行うべ

きと判断しますが、難視地区対策計画の詳細について

伺います。

　６点目、生活衛生同業組合連合会と県のかかわりに

ついて伺います。

　新聞報道によりますと、同連合会が「土地売買重ね

負債」との見出しで、いかにも不正が行われた印象を

与えるが、この件に関し適切な説明を求めます。

　７点目、財団法人沖縄県水源基金について。

　茨、当財団法人の意義について伺います。

　８、我が会派の代表質問との関連について。

　観光行政についての中で、北部国際観光リゾート港

整備についての関連ですが、地元から早期整備の要請

が上がっているが、今後県の役割はいかなるものか伺

いたい。

　教育行政についてで、30人学級の達成状況と今後の

見通しですが、これは知事公約でもあります。任期中

に行うか伺います。そして、30人学級に対して何人の

教員が必要で、その財源はどうなっているか伺いま

す。

　それと給食費の問題です。未納の状況ですが、給食

費を払えない世帯がふえている。各市町村の未納状況

はどうなっているか。未納額はどうなっているか。ま

た、提供する給食は地産地消を行っているのか伺いま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良昭一議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄振興特別

措置法の趣旨についての御質問に答弁させていただき

ます。

　現在の沖縄振興特別措置法の趣旨は、「沖縄の置か

れた特殊な諸事情にかんがみ」諸般の措置を講ずると

されております。

　戦後27年間の米軍占領や、依然として続く過重な基

地負担、そして広大な海域に散在する亜熱帯の島嶼地

域であることなど、沖縄の歴史的、地理的、そして自

然的、社会的な特殊事情は、全国の他地域とは異なる

地域特性として残っております。一方、本土復帰時の

格差是正につきましては、社会資本整備はおおむね実

現しつつあります。産業振興、そして雇用や教育、福

祉などの分野につきましては、高率補助にかわる新た

な手法での取り組みが必要となってきております。こ

のため、競争力の高い税制優遇による経済特区、そし

て離島定住支援、交通・物流コストの抜本的な軽減な

どを求めていくことといたしております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、優位性を生かした自

立型経済の構築についての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県は、全国が人口減少に向かう中で、人口の増

加、そして成長著しい東アジアの中心に位置するとい

う地理的特性、そして東西約1000キロメートル、南北

約400キロメートルに及ぶ広大な海域、美しい自然や

個性豊かな独特の文化など、経済発展を実現する上で

の優位性を多く持っております。特に、この地理的特

性などこれらを生かしてアジアと日本のかけ橋となる

国際的拠点を形成し、増大するアジアの需要を取り込

むことができれば、沖縄県経済は飛躍的に発展する可

能性を秘めております。また、自然・文化・芸能・ス

ポーツなど人々を引きつける魅力を最大限に発揮する
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取り組みを強化すれば経済成長力をさらに高めること

ができるものと考えております。さらに、広大な海域

を有する沖縄県にとって、周辺海域に賦存する海洋資

源の開発・利用を促進することは、沖縄県経済の発展

に大きな役割を果たす可能性があるものと期待をして

おります。

　今後とも本県が持つこれらの優位性を生かしなが

ら、産業の振興、経済の活性化に取り組み、自立型経

済の構築を実現してまいりたいと考えているところで

ございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の県外

移設に向けた取り組みについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には、世論を

喚起するための広報活動などを積極的に展開してまい

ります。特に、県内移設は事実上不可能であるという

沖縄の状況を日米両政府と国民に理解してもらうため

のあらゆる方策を検討し実施してまいりたいと考えて

おります。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の県外移設に関する訪米交渉の予定についての御質問

にお答えいたします。

　県としましては、普天間飛行場の県内移設は事実上

不可能と考え、あらゆる機会を通じて日米共同発表の

見直し、そして普天間飛行場の県外移設を求めてまい

りたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、県民所得改善の戦略的プランについ

てお答えいたします。

　県民所得の増加を図るため、まず、リーディング産

業である観光・リゾート産業や情報通信関連産業の振

興に加え、成長のエンジンとして、沖縄の比較優位を

生かした第３、第４のリーディング産業を育てていき

ます。

　具体的には、国際物流ハブを核とし、アジアのダイ

ナミズムも取り入れた臨空・臨港型産業、それから大

学院大学を核とした知的・産業クラスターの形成、文

化・芸能・スポーツ等を活用した新産業の振興などを

推進します。また、国内外を大きく視野に入れ、魅力

ある投資環境づくりの強化により、県内投資を呼び込

む施策を展開し、移出産業の創出を図ります。あわせ

て、農林水産業、製造業、小売業を初め、県民生活を

支える中小企業を奮い立たせる施策などを展開するこ

とにより域内のあらゆる産業を振興します。こうして

成長のエンジンである複数の移出産業と成長の翼であ

る域内産業を活性化させ、民間主導の持続可能な自立

型経済を構築し、県民所得の増加を図っていきたいと

考えております。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、軍用地売買に

対する対応についてお答えいたします。

　基地返還後の跡地利用においては、地権者の理解と

協力が不可欠でありますが、県では、今後の大規模返

還跡地における公共用地の確保という観点から、跡地

利用に関する新たな法律において、国による用地の先

行取得制度を求めているところであります。その制度

活用により、軍用地売買による地権者数の増加を防止

するとともに、跡地利用の促進が図られると考えてお

ります。

　次に、地上デジタル放送についての御質問の中で、

新たな難視地区の県内の世帯数についてお答えいたし

ます。

　本年１月に総務省が公表した「地上デジタル放送難

視地区対策計画」によると、県内の新たな難視地区

は、55地区約1900世帯とされております。

　同じく地上デジタル放送に関連をして、難視地区対

策計画についてお答えいたします。

　総務省は、デジタル放送難視の解消に向けて、受信

状況、世帯数、対策方法、対策時期などを示す「地上

デジタル放送難視地区対策計画」を策定し公表してい

ます。県内の難視地区55地区約1900世帯のうち、中継

局整備、共聴施設整備など対策方法が決まっているの

は44地区約1700世帯とされており、残りの11地区につ

いても住民の意向等を踏まえて対策が検討されている

ところです。

　次に、財団法人沖縄県水源基金についての御質問の

中で、水源基金の意義についてお答えいたします。

　財団法人沖縄県水源基金は、県内における多目的ダ

ム建設を促進し、これに伴う水源地域への影響を緩和

するために、水源地域の振興対策を講じる市町村へ助

成することによって、水資源の安定的確保と水源地域

の振興を図ることを目的とし昭和54年に設立されまし

た。これまで合計８つの国直轄ダムや県管理ダムの建

設に伴い、沖縄県、県企業局及び23受水市町村の負担
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金をもとに、水源地域に対して総額約95億円を助成し

てまいりました。これにより本県の水事情は大きく改

善し、水資源の安定的な確保に寄与しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問で、沖縄自動車道無料化社会実験の状

況、見直しの根拠についての御質問にお答えいたしま

す。鰯のア、イ、ウは関連いたしておりますので一括

してお答えいたします。

　沖縄自動車道における無料化社会実験の状況は、国

の発表によれば、自動車道の交通量が約1.5倍にふ

え、実験期間中の187日間のうち40％に当たる75日で

渋滞が発生しております。また、地域経済への影響と

しては、観光バスやレンタカーでは渋滞を考慮して北

部地域から那覇への移動の際の設定時間を30分延長す

るため、周遊観光先を減らしているとのことでありま

す。

　このような状況を踏まえて、国土交通省から厳しい

渋滞が発生している沖縄自動車道の来年度における無

料化実験の可否について、環境への影響、利便性の観

点から意見を求められたものであります。

　沖縄県としては、沖縄自動車道が県内唯一の高速交

通施設であることや、県民から高速性・定時性を望む

多くの意見があることを踏まえて、平日に実験前の５

割以下の課金を行い、交通量を抑制すること、また、

地域経済の活性化の観点から休日を無料とする社会実

験を行うことが望ましいと回答したものであります。

これを受けて、国においては、ことしの６月以降、休

日を無料、平日を実験前の料金から５割引とする見直

しを行うと発表しております。

　平成23年度の見直し後の社会実験に際しても、国に

おいて実験データの収集・分析を行うとともに、広く

県民意見の把握に努めるとのことであり、沖縄県とし

ては、その結果を踏まえて今後の対応を総合的に検討

してまいります。

　次に、土木建築行政についての御質問で、下請業者

の県内優先活用についてお答えいたします。

　土木建築部においては、工事発注の際に元請業者に

対し、工事施工に当たっての留意事項を配布しており

ます。その中で下請業者の選定に当たっては、県内企

業を活用するよう要請しております。特記仕様書への

記載については、他県の状況調査や県内の関係機関・

団体の意見を参考にしながら、記載する方向で検討し

ているところであります。

　同じく、土木建築行政についての御質問で、総合評

価システムについてお答えいたします。

　平成22年11月に具志川浄化センターの下水道工事に

おいて、総合評価の評価点の記入間違いにより落札者

を誤って決定し契約を締結したことが判明しました。

本契約については錯誤の契約であることから、その後

の対応については国の前例や契約約款等の検討を行

い、その結果、契約者に対しては契約解除を申し入れ

12月16日に契約を解除しました。今後、このような事

態が発生しないよう、より一層のチェック体制の強

化、徹底を図り再発防止と信頼回復に努めてまいりま

す。なお、解除した工事については、入札手続をやり

直して落札者を決定したところであります。

　同じく土木建築行政についての御質問で、他都道県

米軍基地所在地区との連携についてお答えいたしま

す。

　今回、新たな沖縄振興に向けて、国に創設を求めて

いる保証事業会社等によるボンド保証制度は、沖縄県

内に所在する基地で発注される工事に対する県内業者

の受注支援を想定しております。そのため、他の米軍

基地所在自治体との連携については、本県の要望に対

する国の対応状況を見ながら検討していきたいと考え

ております。

　同じく土木建築行政についての御質問で、技能・技

術の継承の確保対策についてお答えいたします。

　沖縄県の基幹産業である建設産業は、建設投資の減

少により厳しい経営環境にあり、若年層の雇用が減少

し、建設生産を支える技能・技術の承継が厳しくなっ

ていることは認識しております。そのため、沖縄県に

おいては、建設業界の経営状況を改善するため、建築

業審議会において「県の現状に適した最低制限価格」

について審議し、昨年６月に答申を得て、最低制限価

格の範囲を予定価格の70％から90％とするとともに、

算定式の見直しを行いました。その結果、ほとんどの

工事において落札率が90％を超えており、建設企業の

経営改善に一定の効果があり、雇用の確保及び技能・

技術の承継にもつながるものと考えております。

　同じく土木建築行政について、盲人用歩道などの設

置状況についてお答えいたします。

　視覚障害者誘導用ブロックの敷設については、昭和

60年度に国から設置指針が示され、視覚障害者の歩道

利用状況を確認し、市街地を中心に設置しておりま

す。現在、市街地における街路整備においては、基本

的にすべての歩道に設置することとしております。一

方、郊外で実施する道路整備においては、必要に応じ

て設置しております。
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　今後とも、「沖縄県福祉のまちづくり条例」等に基

づき視覚障害者を含めたすべての人が安心して生活で

きる道路整備を目指し、取り組んでいきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　土木建築行政につい

ての御質問の中で、廃材焼却処理に対する環境税の導

入についてお答えいたします。

　県では、排出事業者に対し産業廃棄物の排出を抑制

するため、平成18年度から産業廃棄物税を導入し、最

終処分量１トン当たり1000円を課税しております。

　廃材の焼却処理を排出事業者が廃棄物処理業者に委

託した場合は、焼却処理後の最終処分量に応じて既に

産業廃棄物税が課されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、道徳の必修化についてお答えいたしま

す。

　児童生徒一人一人が豊かな心をはぐくみ、みずから

の人生をよりよく生きていけるようにするためには、

自他の生命を尊重する心を基盤に、美しいものに感動

するなどの豊かな情操、善悪の判断などの規範意識及

び公共の精神などをはぐくむことが重要であります。

このため、小中学校においては、児童生徒の発達の段

階に応じて、道徳的な心情や判断力、実践意欲と態度

などの道徳性を培う道徳教育を道徳の時間をかなめと

して学校の教育活動全体を通じて計画的・発展的に指

導を行っております。また、高等学校においては、全

教師が協力して道徳教育を展開するために全体計画を

作成し、学校の教育活動全体を通じて、生徒が人間と

してのあり方、生き方を主体的に探究し豊かな自己形

成ができるよう適切な指導を行っております。

　県教育委員会としましては、今後とも学習指導要領

の趣旨を踏まえ、道徳教育の一層の充実を図ってまい

りたいと考えております。

　次に、廃校、休校になった公立校の活用等につい

て、３の芋のアから３の芋のエまで関連しますので一

括してお答えいたします。

　平成22年５月現在、廃校、休校から３年以上経過し

た学校数は、廃校が小学校１校、中学校11校となって

おり、休校が小学校１校、中学校２校であります。廃

校12校のうち、校舎等が有効活用されていない学校数

は、中学校が２校となっています。なお、県立学校

は、廃校、休校で３年以上経過した学校はありませ

ん。また、これら廃校、休校になった学校の総面積

中、約６割は昭和56年度以前の旧耐震基準で建築され

たものであることから、その約４割が耐震基準を満た

しております。

　有効活用されている事例としましては、国頭村立旧

楚洲小中学校において、体験学習施設「楚洲あさひの

丘」、旧今帰仁中学校の「今帰仁酒造所」などがあり

ます。

　次に、教員住宅の有効利用等についてお答えいたし

ます。

　県教育委員会では、県立学校教職員の福利厚生の充

実及び人事の円滑な交流に資する目的で教職員住宅を

整備し、平成23年２月現在345戸を所有しておりま

す。全戸数の80％に当たる276戸に教職員が入居して

おり、空き室は69戸となっております。

　課題としましては、教職員住宅の85％が建築後25年

以上を経過し老朽化しております。また、北部地区に

ついては民間賃貸住宅の増加や、交通網の整備等の理

由で現在59戸が空き室となっております。

　教職員住宅の効率的な活用を図るため、北部地区教

職員住宅の統廃合を推進するとともに、適切な維持補

修を行ってまいりたいと考えております。

　次に、高校授業料無償化の成果等についてお答えい

たします。

　県立高等学校の授業料が無償化されたことによって

家庭の教育費負担が軽減されるとともに、経済的理由

によって就学困難な生徒にとっては、就学の機会の拡

充が図られたものと考えております。なお、生徒・保

護者への周知は、リーフレットの配布やポスターの校

内掲示等により実施したところであります。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、給食費の未納率についてお答えいたします。

　平成21年度の沖縄県学校給食費徴収状況調査による

と、県内公立小中学校における未納率は4.2％となっ

ております。今回の調査は個別の市町村の公表を前提

としていないことから、差し控えさせていただきたい

と思います。

　なお、県平均の２倍を超えている市町村は５市町村

となっております。

　次に、30人学級についてお答えいたします。

　少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生で加配定数を活用し、30人学級を実施しておりま

す。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年
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生において35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校の２年生から６年生及び中学校につ

いては、学級編制の標準を順次に改定することについ

て検討を行うこととしております。現在、本県の小学

校１・２年生で加配定数を活用し、30人学級を実施し

ている少人数学級につきましては、平成23年度におい

ても引き続き実施してまいりたいと思います。

　今後の小学校、中学校の少人数学級に関する計画に

ついては、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を

踏まえ取り組んでまいります。

　次に、30人学級に伴う教員数と財源についてお答え

いたします。

　30人学級の実施に伴い必要とされる教員数と財源に

つきましては、仮に平成22年５月１日現在の児童生徒

数で、公立小中学校に30人学級を実施した場合、946

人の教員の増が見込まれ、これを現在の平均給与で試

算いたしますと、年間約61億4900万円程度の財源が必

要となる見込みであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療行政についての

御質問の中で、北部病院産婦人科についてお答えいた

します。

　北部病院産婦人科は、医師不足のため、ハイリスク

妊婦の中部地区への搬送など診療制限を行っていると

ころであります。現在の医師１名では、診療体制と勤

務負担の面から大変厳しい状況にあると認識しており

ます。そのため、病院事業局としては、大学や民間病

院との協力・連携による医師派遣、人的ネットワーク

や地域・離島医療確保モデル事業による医師招聘な

ど、あらゆる手段を講じて医師確保に全力を挙げて取

り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療行政について

の御質問の中の、救急ヘリＭＥＳＨについてお答えし

ます。

　県におきましては、ドクターヘリ導入促進事業とし

て浦添総合病院が行うドクターヘリ事業に補助してお

ります。ドクターヘリ２機目の導入につきましては、

１機目の運航実績等を評価した上で、効率性等を十分

に踏まえて検討していく必要があります。現在、ドク

ターヘリの実績の分析と同時に、ＭＥＳＨの救急ヘリ

の分析を行っているところであり、今後、関係者の意

見も聞きながら、２機目の導入について検討していき

たいと考えております。

　次に、インフルエンザ対策についてお答えします。

　今シーズンは、昨年10月中旬にインフルエンザの流

行の兆しが見え始め、ことし１月７日に流行注意報、

同19日に流行警報を発令しております。県内58定点医

療機関からの報告患者数は、１月17日の週で最も多

く、その後減少してきております。

　今シーズンのインフルエンザ対策としては、予防啓

発のためのチラシ32万部を作成し、教育機関や公的機

関、交通機関、主要スーパー等に配布いたしました。

さらに、マスコミや県ホームページを通じて、流行状

況の周知とワクチン接種等の呼びかけについて広報し

ております。なお、流行拡大に備えて、昨年に引き続

き、タミフル等の抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

を行っており、また救急告示病院に対して人工呼吸器

や個人防護具セットの整備費用を補助しております。

　次に、生活衛生同業組合連合会と県とのかかわりに

ついてお答えします。

　社団法人沖縄県生活衛生同業組合連合会は、社交飲

食業、理容業、美容業などの８つの同業組合で構成す

る法人であります。

　同連合会は、公衆衛生の確保や同業組合の育成指導

などの公益事業を行うことを目的として、昭和53年公

益法人として知事の許可を受けております。許可を受

けた公益法人は、主務官庁である県の監督に属するこ

ととなっており、県は公益法人の業務及び財産の状況

について検査をすることができることとなっておりま

す。検査の結果、改善事項等があれば改善方針等の報

告を求めるなど指導監督を行うこととなります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　我が会派の代表質問

との関連の中の、本部港リゾート構想における県の役

割についての御質問にお答えします。

　沖縄県では、クルーズ船社の招聘や商談会などの場

において、北部地域ならではの特色ある観光資源をＰ

Ｒし、本部港へのクルーズ船の誘致活動を展開してい

ます。また、昨年12月に発足した地元関係者で構成す

る「本部港クルーズ促進連絡協議会」が行う寄港セレ

モニーの一部費用を助成するなど、受け入れ体制の充

実に向けた取り組みをあわせて実施しております。

　沖縄県の役割としましては、「本部港観光振興協議

会」が取りまとめた提言書に基づき、地元自治体と協

力してクルーズ船の積極的な誘致を行うとともに、北
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部地域のさらなる魅力づくりや情報発信並びに受け入

れ体制の拡充に向けて取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、平良昭一君の再質問は午後

に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時０分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き平良昭一君の再質問を行います。

　平良昭一君。

○平良　昭一君　まず知事の政治姿勢について伺いま

すけれども、軍用地売買についてでありますけれど

も、先ほどの答弁で先行取得制度を確保したいという

ことでありますけれども、これは返還が決まった場所

だけの問題ですよね、そうなると。それとは別にやっ

ぱり土地の売買をめぐる問題に関しては大きな問題で

あると思います。その辺、一つ提言でございますけれ

ども、土地の売買を規制するような条例の制定という

のは可能じゃないですか。例えば農地法の許可と同じ

ようなシステムです。その辺、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　軍用地の売買についてで

ございますけれども、これにつきまして現行、規制を

するというふうなことはできないような形になってい

ます。契約自由の原則によって、個々の土地所有者の

判断にゆだねるというようなことでございまして、規

制することは現状においては困難であると考えており

ます。

　ただ、今軍用地の跡利用に関連をしまして、新しい

法律の中で国による用地の先行取得の制度を求めてい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　このままだと幾ら民法上だと言って

ももう虫食い状態で、国内であればいいですよ、国外

の方々が購入するんですよ、もう。入っているんです

よ、それが。農業委員会のシステムと同じようなもの

を例えば地主会とか県とか市町村、取引委員会をつ

くってそれで買い取り人を指定するんですよ。そうい

うシステムの中であれば地主会の意向も反映できる

し、当然県のこれからのシステムを十分反映させるこ

とができると思うんですよ。その辺どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員の言われる話も一

つの考え方というふうなことでございますけれども、

現在県が国のほうに要望している軍用地の先行取得の

中身につきましては、例えばこの公共用地、先行取得

がもし実施をすることができれば、例えば租税特別措

置法による譲渡所得の特別控除が適用できるとか、そ

ういうふうなインセンティブを働かせることによっ

て、民間同士の売買の抑制というふうなものを図って

いきたいというふうに考えてございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは十分考えていったほうがいい

ですよ、今後。我が県の中での条例制定で、農地法と

同じような形の中でのことができるということを研究

したほうがいいと思いますよ。これはこれからの基地

の返還についても大きなプラスアルファになると思い

ますよ。その辺、知事いかがでしょうか。こういうシ

ステムをつくること。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃることは傾

聴に値するお考えだと思いますので、前向きに研究し

てまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　次に、我が会派の代表質問との関連

ですけれども、給食費の未納の状況について。県民所

得の低さ、経済的な厳しさの象徴であります、この公

立で4.2％が支払いができないという状況ですよ。こ

れはいろいろ考えていますけれども、今後新たな振興

法の中で支給するというような効果をどう思います

か、もしできるような状況だったら。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　学校給食につきまして

は、学校給食法の規定等がございまして、現行制度に

ついては、給食費の無料支給は難しい状況でございま

すけれども、御提案の給食の無料化につきましては、

振興計画に盛り込むことにつきましても関係部局等と

調整を図りながら、その可能性も含めて検討をしてみ

たいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　続いて30人学級ですけれども、これ

は知事の公約でもあります。その中で教育長の答弁の

中で、学級編制とかいろいろ全国の実施状況を見て行

いたいというのは、これは大変おかしな答弁ですよ。

知事の選挙公約ですよ。それに向けて全国の例を挙げ

てやるというのは、本当にこれは公約ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　少人数学級につきまして

は、ことし国のほうで小学校１年を対象に実施を次年

度からする予定でございます。そしてまた28年度まで
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に今後５年のうちでまた中学校３年まで35人学級に向

けて取り組むという方向性が出されております。それ

もかんがみながら、県教育委員会としましては、これ

まで１・２年に実施してきました30人学級のように、

国に加配の要望、財政的な措置などを要望していって

中学までの少人数学級の実施に向けて取り組んでまい

りたいと思っております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはれっきとした知事公約なんで

すよね。知事、３年も４年も後の結果を見てからそれ

を進めようということですか。知事の選挙公約です

よ、任期中に行う自信がございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論これは今の教育長の答

弁もそうですが、教育委員会とよく調整しながら、

おっしゃるようにこれは私の公約ですから、公約の実

現に向けて頑張っていきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはもう財源もしっかりしたもの

がないといけないんですよ。その辺は知事公約として

イの一番にやらなければいけないものだと思いますの

で、ぜひ努力をしてもらいたいと思います。

　それと続きまして生活衛生同業組合連合会の問題で

すけれども、国・県等の公的助成がなされる団体と、

なされていない団体があると思いますが、県の所管す

る公益法人、すべて県は検査を行っておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　公益法人の検査と指導の

あり方の問題でございますけれども、知事の所管に属

する公益法人の設置する管理監督の規則というのがご

ざいます。それを受けまして、検査の手順であると

か、立入検査の期間であるとか、そういったことを

言っておりまして、原則３年に１回はそれぞれの公益

法人については検査するように指導しているところで

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　私が言ったこの生活衛生同業組合連

合会というのは、公的な助成がなされている団体です

か。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　その団体につきまして

は、公的には助成はなされていないと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　新聞報道に「土地売買重ね負債」と

の見出しがあって、その後にまた県の検査内容が新聞

に載っているんですよ。改善策の事態の推移を見守る

ことなく検査結果をマスコミに発表するというのはい

かがなものかなと私は思うんですけれども、その辺ど

うでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今回の連合会の監

査につきましては、監査結果の公表を１月20日に理事

会の場で行ったところです。公表の後、新聞記者のほ

うから取材がありましたので、理事会で説明した公表

内容の範囲で開示できる情報を提供したところであり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この法人は２年前にも検査を受けて

いるわけですよ。そのときには異論がなかったという

ことで報告を受けているんですよね。それで、なぜ改

善命令が何もせずにいきなりマスコミに公表するかと

いうのを疑問に思っているんですよ。その辺、情報を

共有しているのは、県と県の部署とこの法人だけです

よね。その辺に対してあり方がおかしいと思う。改善

命令がなくして公表したというのは、大変いかがなも

のかなと思いますけれども、どうですか。皆さんは指

導する立場もあるでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　平成20年度にもそ

の立入検査を実施しておりまして、その際にも公益事

業が実施されていないこと等の改善を求めておりま

す。それに対してやはり従来22年度に実施した時点

で、何ら改善がなかったという実態がございます。そ

の間、随時連合会に対してはやはり口頭で指導は行っ

ている状況であります。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　２年前には問題がなかったというよ

うな検査結果が出ているんじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　20年度に実施した

分につきましても、公益事業が実施されてないことや

事務局長及び職員の配置がないことを指摘し、改善を

求めております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この辺は県の情報の管理のあり方に

ついてちょっと疑義がありますけれども、この辺はし

かるべき委員会等でもしっかり議論をしてもらいたい

というふうに思っています。

　続きまして、北部病院の産婦人科についてですけれ

ども、これはもう３年も４年も前から同じような状態

がずっと続いています。安心して出産ができる状況で
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すか、局長、どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　今、北部地区におい

ては開業医の先生がお二人、そして北部病院に医師が

１人という状況でございまして、正常分娩に関しては

ほとんど開業医の先生方が対応していると思います。

異常分娩の中でもいわゆるハイリスクの妊婦さんを中

部病院に運んでいるという状況でございまして、その

点に関しては、北部地区の皆さんには非常に御心配を

おかけしているなというふうには感じております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　あのですね、これは子供ができたか

らという問題ではなくなるんですよ、もう。子供がつ

くりたくてもつくれない状況になっているんですよ。

その辺ですね、要するに未婚者が多くなる原因でもあ

るし、人口流出の原因でもあるんですよ。その辺がこ

れだけ長期にわたって改善されていない。もうこれは

局長だけの力ではできないんですよ。みずから全国歩

いてセールスしてくる可能性がもう知事にしか残って

いないですよ、これ。いかがですか。３年間同じ状況

ですよ。医者を確保してくるための努力をみずからや

らないといけないですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のお話として承ってお

きましょう。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　もう３年間ずっと同じですよ。本当

に北部地区の皆様方の若い方々の苦労をわかってほし

い。産みたくても産めない、つくりたくてもつくれな

い。これこそが新婚夫婦の一番悲しい世界ですよ。こ

の辺の努力をこれから見せてもらわないといけません

からね。

　続いてドクターヘリＭＥＳＨの件ですけれども、国

頭の山村の広域消防は、緊急のときには80％がＭＥＳ

Ｈを利用しています。それはなぜかといいますと、初

期治療の重要性が必要だからなんですよ。そういう観

点から、まず最初の答弁の中では実験結果を見てから

ということでありますけれども、もう実際80％利用し

ているという実績があるんですよ。その辺、これから

助成していく考え方はないかどうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　先ほども答弁いた

しましたが、そのＭＥＳＨの救急ヘリの――ドクター

ヘリもあわせてですけれども――その飛行状況とかそ

の中身、内容についても分析を行っておりまして、外

部の専門家も含めて今後その辺も検証しながら２機目

の導入については検討していきたいというふうに思っ

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは実績等も私はあると思ってい

ます。せめて半官半民で動かしてもらいたいなという

ことも思います。特に、高校生あたりが危機感を持っ

て募金活動に立っているような状況はよく知っている

と思いますよ。その辺をサポートしてあげられるよう

なシステムは当然これからも行うべきだと思いますけ

れども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　民間の県民の方々

の善意で運航されているということは十分承知してお

ります。繰り返しになりますけれども、ＭＥＳＨが運

休していた時期がございまして、その間はこのドク

ターヘリで対応しておりまして、特に支障もなかった

というそういう実績もございますので、そういうのも

含めまして運航状況を検証しながら今後対応を検討し

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この運航状況の調査というのはいつ

ごろまでですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今、データ分析を

部内のほうでやっているところで、それを終わり次第

外部の専門家を含めて検証していきたいと思っており

ますので、なるべく早い時期に実施したいというふう

に思っております。

○平良　昭一君　時期的なものを聞いているんだけれ

ど。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　特に今月までとか

そういうことはございませんが、できれば今年度いっ

ぱいにはやりたいとは思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　インフルエンザ対策についてですけ

れども、これも毎年猛威を振るっているというような

実績があるわけですよ。そこで世界的にも活躍してき

たインフルエンザの研究の第一人者の根路銘国昭先生

が名護市において今度施設を立ち上げたいということ

で、名護市も支援する意向を示しております。世界的

な研究施設でありますので、名護市だけではちょっと

物足りないところがあるかという話もあります。その

辺、県も積極的に参加をするべきだというふうに私は

思いますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今のお話はちょっ
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と承知しておりませんが、ただ新たな振興計画の中で

そういう国の研究機関のサテライトも含めた形でのそ

ういう感染症に対応できるような機関の設置も検討し

ておりますので、それらを検討の中で議論していけれ

ばと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは名護市が積極的に部署も１つ

プラスしてかかわってこようとしています。当然、県

の支援も必要になってくる状況がこれから出てきます

から、この連携はぜひとってもらいたい。その辺、い

かがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今その計画につい

て概要も承知しておりませんので、それを調査研究し

て今後どうすべきかも含めて研究したいと思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはぜひ話が来たときに一緒に

なってやってもらえる要望をしておきたいと思いま

す。

　それと水源基金ですけれども、これは何か話に聞き

ますと25年の３月31日まででこの基金は打ち切るとい

う話がありますけれども、それは事実でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　昨年９月に水源基金の理

事会を開催したわけでございますけれども、その中で

財団法人沖縄県水源基金の平成24年度末に同基金が解

散するための諸手続が決定をされております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　その理由は何ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　その理由は、水源基金で

はこのダム本体工事に関する覚書等に基づいて実施を

している県事業が平成24年度ではもう終了するという

ふうなことになっております。それからまた、県内に

おける新たな多目的ダムの建設の予定がないこともご

ざいまして、平成24年度末をもって解散することを現

在理事会の決定のもとでその手続を進めているところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはこのダム完了後の永続的な地

域に対する支援ということでつくっているものですよ

ね。先ほどのものではそういう趣旨でありましたけれ

ども、全国的にはそういう助成の制度はないですよ、

完了後には。しかし、沖縄県は基金を造成して完成後

の地域振興が可能な仕組みをつくったんですよ。これ

大変すばらしいことですよ、評価してもいいと思いま

す。しかし、完成後に取水される地域というのは同じ

状況なんですよ。上げる側、つくる側、それは変わり

がないんですよ。そういうことが永久的に続いていな

がらこの基金はもうはい、必要ありませんと、本当に

言えるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この水源基金について

は、御承知のとおり、沖縄振興計画が始まった72年以

降、まさにこの水源基金開発というのは本県の大きな

政策課題で、そういう意味ではさまざまな国の支援も

ありながら、その国直轄ダム事業、それからまた西系

列の取水堰、そういうふうなものの開発もしながら今

日まで来ております。その中で、その水資源開発を進

めていく中で、さまざまな地元との話し合いの中で覚

書を締結し、それを支援する目的として水源基金とい

うふうなものがつくられて事業実施をしてきたところ

でございます。

　今日、先ほど申し上げましたように24年以降、新た

な多目的ダムを建設をする予定がないような状況に立

ち入る中で、今般その水源基金については、これはま

さに受水団体、それから県含めて全会一致でそういう

ふうな取り組みをしてきたところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　当然、この基金の理事会あたりでの

協議もされたと思いますけれども、全くこの基金がな

くなることに関してこの取水している地域の方々の代

表からは全く異存がなかったということですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この水源基金のメンバー

には、県とそれから企業局、それからまた受水団体が

入ってございます。ただこの受水団体の中に23の受水

市町村があるわけでございますけれども、23の受水市

町村とそれから南部水道企業団、この中には水源地域

も入ってございます。そういうふうな中で、まずはこ

の24年末に解散をすることについては全会一致で一応

確認をされました。しかしながら、これについて今後

その水源市町村のほうからは財団にかわる新たな水源

市町村への助成支出についても検討してほしいという

ふうな要望もあることも事実でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この要望に対しては、おこたえでき

るような状況ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現状においては、そうい

うふうな要望も一応ございましたので、平成22年11月
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に中南部受水市町村担当課長会議というふうなもの、

それからまた23年の１月には北部水源地市町村等担当

課長会議というふうなものを開催をしながら、その財

団解散後におけるその対応について意見交換をしてお

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　その辺は、取水地域の実情も十分

承ったほうがいいと思います。

　それと最後に、教員住宅の件ですが、空き住宅の地

域の実情に合わせた有効利用は可能かと聞いたんです

けれども、例えばこれは市町村に移譲するということ

は可能ですか、空いているところ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時45分休憩

　　　午後１時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　教職員の住宅につきまし

ては、教職員の福利厚生の充実を図り、学校教育を促

進するために設置されたものでありますので、空き室

となった住宅について、今後教職員の入居が見込めな

い場合には市町村から具体的な有効活用についての計

画申し入れがあれば検討してまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　可能だというふうに私は受けとめま

すけれども、これ県立高校の場合ですけれども、市町

村の場合はどうなりますか。こういうシステムがあり

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　市町村の場合には、設置

者が市町村でございますので、市町村にそういう働き

かけをなされば何らかの対応をしてもらえると思いま

すし、私たちのほうからもまたそういうお話があれ

ば、何か支援できることがあればまた支援してまいり

たいと思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　改革の会、玉城満でございます。

　もう３月でございますけれども、３月８日は何の日

か皆さん御存じですか、３月８日。三板の日。三板と

いうウチナーの楽器があるじゃないですか、３枚板

の。

　この前、ある集まりで三板協会のほうから指導者が

派遣されて、みんなに三板を配って、ここでたたき方

の講習会みたいなことをしながらいろんな文化の話を

してくれた女性がいたんです。この女性はどういう活

動をしているかといいますと、沖縄じゅうを明るくす

る女性の会の会長だと本人が言っているんですよ。本

当に僕らは明るくなったんですよ、この三板をたたき

ながらいろいろやっていくうちに、あれっと思って。

　実は今の形になった三板の歴史というのはそんなに

長くないんです。60年、もう戦前戦後、その時期に今

の三板の確立がされてきたんですが、何が言いたいか

といいますと、この人がおもしろいことをおっしゃっ

ておりまして、「玉城さん、今学校では小さい子がカ

スタネットを使っていますよね。何で三板を使わせな

いの。」。まさにそうだなと思いまして、何でカスタ

ネットを使うのかなと思って、小さいころからやっぱ

り三板で教育していくということは大事だなと。僕は

昔から思っていました、音楽室の写真に何でベートー

ベンの顔とか、モーツァルトとか、あんなのが飾られ

ているのかなと。ウチナーだったら、こっちに玉城朝

薫の写真が張られたり、野村安趙さんの写真が張られ

ている。ウチナーの文化をもう少し大事にしようとい

うそういう演出が、今学校教育の中にも必要になって

きたのかなと思いましたね。これは質問じゃないか

ら、教育長はちょっと聞いていただいて、考えていた

だくということで。

　この女性がおもしろいことをおっしゃっておりまし

た。皆さん、「安里屋ユンタ」という歌を御存じです

ね、「マタ　ハーリヌ　チンダラ　カヌシャマヨ」

と。僕は、余り意味がわからなかったんですよ、

フェーシだというふうに思っていたんです。この女性

は、ある先輩からこう聞いたというんです。これはサ

ンスクリット語だと、「マタ　ハーリヌ　チンダラ　

カヌシャマ」というのは。このサンスクリット語とい

うのは、インドネシア方面の要するに教典とか仏典に

書かれている言葉ですよね。意味は何かというと、す

べての人に太陽が当たるようにと。これはもういい意

味だなと思いました。これから僕はこの「安里屋ユン

タ」の歌を聞くときに、思い入れが全然違ってきたな

という感じがしております。

　だから何が言いたいかといいますと、やはり今の日

本の政治もウチナーの政治も、「マタ　ハーリヌ　チ

ンダラ　カヌシャマヨ」であってもらいたいと、そう

言いたいだけの話でございますけれども。

　通告に従って質問いたします。また前ユンタクが長

いものだから足りなくなる可能性があるので、急ぎ質

問させていただきます。

　まず最初に、１、知事の政治姿勢について。

　茨、文化行政について。
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　ア、文化観光スポーツ部創設に伴い、新たなる文化

行政への意気込みと具体的な政策を伺う。

　イ、ユネスコ認定を受けた組踊への今後の対応につ

いて伺う。

　ウ、県立郷土劇場の進瀧について伺う。

　芋、基地問題について。

　ア、去る２月16日の報道で、ゲーツ国防長官の「普

天間代替施設の問題が解決しなければ米軍は沖縄を離

れず、土地も沖縄に返還することもない」、さらに５

月の２プラス２で、辺野古移設決定を強要する発言を

したとの報道があったが、知事の対応を伺う。

　鰯、対アジア政策について。

　ア、北京事務所の開設はどうなっているのか伺う。

　イ、沖縄―北京の空路定期便の就航はどうなってい

るのかを伺う。

　ウ、尖閣諸島問題が対アジア政策の足かせになって

いるのかを伺う。

　続いて、２、観光商工関係について。

　茨、コンテンツファンドの進瀧状況について伺う。

　芋、文化観光スポーツ部の創設に伴うフィルムオ

フィスの位置づけを伺う。

　鰯、県土における開発地域の商工的広域調整が必要

と考えるが、県の考えを伺う。

　允、県製造業育成のためにも物流コストと電気料

金、工業用水料金等の低減が必要と考えるが、県の対

応を伺う。

　印、起業増と雇用増のためにもマイクロファンドが

注目されているが、県の認識を伺う。

　咽、昨年、沖縄県ライブハウス協会が結成された

が、県の対応を伺う。

　続きまして、３、スポーツ振興関係について。

　茨、日本アームレスリング連盟沖縄支部に対する県

の対応について伺う。

　４、行政改革について。

　茨、総務部行政改革推進課で実施している「県民視

点による事業棚卸し」とあるが、知事は、真にリー

ダーシップを発揮し、本質的な問題を抽出し、枝葉の

細かい事業の見直しではなく大胆な見直しはできない

かを伺う。

　芋、具体的に行革にかかる経費の積算と定量的な効

果を示して、その費用対効果はどうなっているのかを

伺う。

　５、環境政策関係について。

　茨、サンゴは沖縄の宝であることは言うまでもない

が、昨今の調査で、サンゴのＣＯ２の吸収固定化は森

林のそれよりまさるというある研究機関の報告がある

が、県の見解を伺う。

　芋、サンゴの研究、植えつけ等関連事業について県

の対応を伺う。

　６、土木建築関係について。

　茨、建築基準法第12条の改正が平成20年４月１日に

施行され、３年の猶予期間が今年度末で終わり、建物

の外壁診断の義務化が本格スタートするが、県の対応

と認識を伺う。

　芋、オフセット、いわゆる自然再生事業が国際的に

も本格化する中で県の対応を伺う。

　７、我が会派の代表質問との関連について。

　赤嶺県議の代表質問に関連いたしまして、ボンドに

ついて質問をしたいと思います。

　このボンドの基金を国に提案し、基金をつくって県

は対応するということであるが、どういう内容で、ど

ういうやり方で今後進めようとしているのか、進瀧を

伺う。

　続きまして、無認可保育に兄弟、例えば３名とか、

もう極端な話４名預けないといけないということにな

ると、かなり今認可保育園よりは不利な状況である

と。そして、この差額を３人目からどうにか助成する

方法はないか、県にそういう考えはないか、それを伺

いたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、文化行政への

意気込み、県立郷土劇場の進瀧等に係る御質問に答弁

させていただきます。なお、１の茨のアとウが関連い

たしておりますので一括して答弁いたします。

　琉球舞踊や伝統空手、そして組踊や首里城を初めと

する世界遺産などの沖縄文化は世界的に高く評価さ

れ、沖縄の大きな魅力となっております。

　県といたしましては、このように沖縄文化が内外の

注目を集めている現在、沖縄文化の伝統を守り、そし

て後世に確実に継承させる取り組みを進めるととも

に、沖縄文化の発信拠点等を整備するなど、文化振興

のための施策を強化していきたいと考えております。

　具体的には、伝統芸能の県外・海外公演の開催、文

化交流拠点の整備に向けた取り組み、そして文化資源

を活用した産業創出の支援など新たな事業に取り組ん

でまいりたいと考えております。また、伝統芸能拠点

整備の取り組みといたしまして、平成23年度において

関係団体、専門家等の意見を聞きながら伝統芸能の拠
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点となる施設整備に向けた調査検討を行い、基本的な

コンセプト、そして運営計画等を含め基本構想の策定

に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、ユネスコ認定の組踊への対応についての御質

問にお答えいたします。

　沖縄の宝であります組踊がユネスコの無形文化遺産

となりましたことは、すべての沖縄県民にとってこの

上ない喜びであり、また歴史的快挙とも言えると思い

ます。このたびのユネスコの無形文化遺産登録を祝し

て去る２月９日に、伝統芸能関係者や一般参加者によ

ります祝賀会が盛大に開催され、文化庁長官から保存

会にユネスコ無形文化遺産登録認定書の授与が行われ

ました。

　沖縄県といたしましては、今後、組踊の可能性と普

遍性を考える記念シンポジウムを実施し、また、古典

の「執心鐘入」、新作の「さかさま執心鐘入」、さら

には地方組踊の「伊江島の忠臣蔵」を上演するととも

に、全国への普及公演などを通して組踊のすばらしさ

を国内はもとより世界へ発信してまいりたいと考えて

おります。

　次に、知事の政治姿勢の中で、ゲーツ国防長官の発

言に係る御質問にお答えいたします。

　ゲーツ国防長官の発言につきましては新聞報道等に

より承知いたしております。枝野官房長官は、２月17

日の記者会見におきまして、米国の希望は念頭に置か

ないといけないが、しかし沖縄の皆さんに理解をいた

だくためには、期限を区切ってお願いをするというこ

とは考えていない旨の発言をしております。

　いずれにいたしましても、県としましては、県内移

設は事実上不可能と考えており、引き続き政府に対し

日米共同発表を見直し、普天間飛行場の県外移設及び

早期返還に取り組むよう求めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、観光商工関係の御質問の中で、コンテンツ

ファンドの進瀧状況についての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県では、多彩で豊かな沖縄文化の産業化を目的

に、沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業を実施い

たしております。同事業においては、県内の映画や

ゲームなどのコンテンツ制作プロジェクトに対して投

資を行う５億円のファンドが２月10日に設立されたと

ころであります。このファンドは、民間の資金と支援

ノウハウを活用し、企画から流通までの一貫した支援

を行うことにいたしております。

　今般のコンテンツファンド組成を契機として、沖縄

文化を活用したコンテンツ産業がますます活性化し、

新たな成長産業になるものと考えているところでござ

います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、北京事務所の設置についての御質問にお

答えします。

　中国の著しい経済発展の中、観光客誘致や県産品の

販路拡大を目指す上で北京は非常に重要な地域である

との認識のもと、昨年11月、現地に委託駐在員を配置

しております。

　北京における海外事務所としての機能強化について

は、北京―那覇間の定期航空便就航の動向や今後の業

務量の推移などを踏まえ対応してまいりたいと考えて

おります。

　知事の政治姿勢の中で、対アジア政策についての御

質問にお答えします。

　尖閣諸島について。

　尖閣諸島は、歴史的にも国際法上も我が国の領土で

あり、同諸島の領有権問題は存在しないというのが政

府の基本見解であります。沖縄県としても、尖閣諸島

に関して領土問題は存在していないと考えておりま

す。昨年９月の尖閣諸島周辺における中国漁船の衝突

事件以後、中国からのチャーター便のキャンセルが

あったほか、一部のセミナーや会議などに延期があり

ましたが、最近の動きは平常に戻っております。

　沖縄県としては、中国を含めアジア地域との平和的

な友好関係の構築は重要であると考えております。

　次に、観光商工関係についての、文化観光スポーツ

部の創設に伴うフィルムオフィスの位置づけについて

の御質問にお答えします。

　県では、文化観光スポーツ部の設置に伴い、文化の

産業化や映像産業の振興に積極的に取り組んでいきた

いと考えております。沖縄フィルムオフィスについて

は、フィルムツーリズムなど観光振興のみならず、映

像コンテンツ産業振興の機能も有することから、新し

い部の設置に伴い文化や映像産業の振興にかかわる観

点から、より効果的な位置づけにしたいと考えており

ます。

　同じく観光商工関係について、県土における開発地

域の商工的広域調整についての御質問にお答えしま

す。

　大規模小売店舗立地法及び都市計画運用指針におい

て、既存の競合する店舗との競争を抑制する需給調整
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はできない旨規定されております。このことから、現

行法の法体系のもとで店舗面積の調整など商工的な広

域調整を行うことは困難であると考えております。

　同じく観光商工関係についての、製造業育成に向け

た物流コスト、電気料金及び工業用水等の低減につい

ての御質問にお答えします。

　県においては、物流支援として特別自由貿易地域の

立地企業に対し、１社当たり年間200万円を上限とし

てコンテナ個数に応じた物流コストの助成を行ってい

るとともに、カボタージュ規制の一部緩和など物流コ

ストの軽減に取り組んでいるところであります。

　また、本県の電気料金については、進出企業から他

県の料金に比べて高いといった指摘がありますが、電

気事業者に対する石油石炭税の免除や沖縄振興開発金

融公庫からの融資などを通して料金の低廉化に努めて

おります。

　工業用水料金については、需要の低迷等により料金

の低減は厳しい状況でありますが、需要開拓及び経営

の効率化等を進め、料金低減を働きかけていきたいと

考えております。

　県としましては、引き続き総合的なコスト低減に向

けた取り組みを推進するとともに、公租公課の免除や

物流コスト低減のための支援措置を盛り込んだ「国際

物流経済特区」を国に対して新たに要望しているとこ

ろであります。

　同じく観光商工関係について、マイクロファンドに

対する県の認識についての御質問にお答えします。

　マイクロファンドについては、カンボジアの例によ

ると、地域に根差した貯蓄銀行や貧困層の人々に貢献

する多様な種類の金融機関があると聞いております。

定義については明確ではありませんが、一般に零細企

業や経済的困窮者に対する少額融資、いわゆるマイク

ロクレジットなどの金融サービスを目的としたファン

ドであると理解しております。

　国内におけるマイクロファンドの活用例について

は、現在のところ把握しておりません。諸外国におい

ては、マイクロファンドの方向性が当初の目的から変

わりつつあり、さまざまな問題点が浮き彫りになって

きたと指摘されていることから、県としては、慎重に

見きわめていく必要があると考えています。

　なお、沖縄県では、中小零細企業向けの融資制度と

して小規模企業対策資金や小口零細企業資金を創設し

ており、中小零細企業者の資金調達の円滑化に努めて

いるところであります。

　同じく観光商工関係について、沖縄県ライブハウス

協会についての御質問にお答えします。

　沖縄県ライブハウス協会につきましては、沖縄音楽

の発展、地位の向上及び経営の安定を図ることを目的

に平成22年12月に協会設立を行い、今後は事業協同組

合化を目指すと聞いております。

　小規模事業者の組織化は、経営の近代化・合理化及

び対外交渉力の強化に効果的な手段であることから、

沖縄県としても組合の設立に向けて支援を行ってまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、沖縄―北京の定期便就航についてお

答えいたします。

　北京―沖縄路線については、昨年８月及びことし１

月に海南航空に対してトップセールスを行い、４月末

ごろの定期就航に向けて準備中である旨の表明を受け

たところであります。

　県としましては、当該路線の着実な就航に向けて、

今後とも鋭意取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それではスポーツ振興関

係についての御質問で、日本アームレスリング連盟沖

縄支部への対応についてお答えいたします。

　アームレスリングは、古くからインディアンの勝負

を決するときや、日本でも平安時代から行われるなど

各国で親しまれていたスポーツであります。

　日本アームレスリング連盟は、日本の伝統的な腕相

撲に国際競技規則を参考にしたルールを設定すること

により1977年に発足し、北海道から沖縄まで全国35の

支部連盟を有した組織であります。

　競技については、体重別で開催され、右手・左手の

おのおので競技が行われます。最近、沖縄県の選手が

世界大会や全日本大会において活躍していることが新

聞報道などで伝えられており、今年度の全日本大会で

は、男子100キログラム超級で仲松選手が右手で優

勝、左手で準優勝し、世界選手権に出場しています。

　現在、日本アームレスリング連盟沖縄県支部の活動

状況等について把握していないことから、今後、当連

盟について調査を行い、どのような対応が可能か、県

内の競技団体を統括する沖縄県体育協会も含め関係者

と情報交換をしていきたいと思います。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行政改革に関する質問の

うち、事業棚卸しによる事業の大胆な見直しについて

お答えいたします。

　「県民視点による事業棚卸し」は、個別の事業につ

いて、外部の委員と職員が公開の場で事業の必要性や

実施主体などについて議論・検証を行うものでありま

す。平成22年度は、人件費など棚卸しになじまない事

業を除き、長期間実施している事業や予算が一定規模

以上の事業を選定し実施いたしましたが、棚卸し委員

等からは選定方法について見直しの指摘もありまし

た。このため、平成23年度はより効果的に事業棚卸し

ができるよう、棚卸し委員の意見等も踏まえながら、

現在対象事業の選定を行っているところであります。

　次に、行政改革に係る費用対効果についてお答えい

たします。

　平成22年度の「県民視点による事業棚卸し」に要し

た経費は、委員の謝金や旅費など約288万円となって

おります。

　一方、棚卸し実施後の県の最終的な検討結果に基づ

く平成23年度当初予算への反映状況につきましては約

２億2538万円の減となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境政策関係につい

ての御質問の中で、サンゴのＣＯ２の吸収固定化に関

する見解についてお答えいたします。

　サンゴ礁は、豊かな自然環境の基盤であり、生物多

様性の保全、観光・漁業資源として重要な価値を有し

ております。サンゴの二酸化炭素の吸収・放出に関し

ては、そのプロセスが複雑であり、サンゴ礁学会や研

究者においても統一的な見解が出されていない状況に

あります。

　このようなことから、県としては、今後とも科学的

知見の集積や情報収集に努めていきたいと考えており

ます。

　次に、同じく環境政策関係について、サンゴの研

究、植えつけ等関連事業に係る対応についてお答えい

たします。

　県においては、サンゴ礁の保全を図るため、平成21

年度から平成23年度にかけて全県的なサンゴ礁調査を

実施しており、平成21年度は沖縄本島周辺で、平成22

年度は八重山海域、慶良間海域、久米島海域で実施

し、平成23年度は宮古海域などにおいて調査を実施す

る予定であります。また、今年度から慶良間海域及び

恩納海域において、面的な広がりのあるサンゴ礁の再

生実証事業やサンゴ移植によるサンゴ礁保全再生の効

果を検証するための生態学的・遺伝学的な調査研究を

実施しております。平成23年度からは有識者で構成す

る検討委員会を設置し、サンゴ種苗の生産やサンゴ移

植を行うとともに、幼生加入状況把握調査やサンゴ遺

伝子解析調査研究等を実施することとしております。

　県としましては、生物多様性の保全、観光・漁業資

源として重要なサンゴ礁生態系の保全・再生に積極的

に取り組んでいく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築関係の御質

問で、建物の外壁診断の義務化についてお答えいたし

ます。

　建築物の定期報告については、平成20年４月１日に

建築基準法施行規則及び関係告示が改正され、調査項

目や調査方法等が明確に定められました。これによ

り、新築後10年を超える建築物の外壁タイル等を調査

する場合は、テストハンマーによる全面打診や赤外線

画像による調査を行うこととなり、規則改正後３年の

猶予期間が経過する平成23年度から施行されることに

なります。建築物の維持保全につきましては、建築基

準法上所有者や管理者の義務となっており、外壁診断

に要する費用の助成等は厳しいものがあると考えてお

ります。

　県としましては、今後ともホームページや建築物防

災週間等を通じて定期報告制度の普及啓発に努めてま

いります。

　同じく土木建築関係についての御質問で、自然再生

事業についてお答えいたします。

　土木建築部の自然再生事業としては、現在、国頭村

奥川において、リュウキュウアユが生息できる環境の

再生に向け取り組んでいるところであり、平成19年度

に自然再生協議会が設立され、平成20年度に奥川自然

再生実施計画を策定し整備を進めております。

　今後とも沖縄独特の自然や風景の再生のため、自然

再生事業の計画的な導入を図りたいと考えておりま

す。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、ボンド保証制度創設を国に断られた場合の県の

対応と今の制度でのボンド対応についてお答えいたし

ます

　現在、新たな沖縄振興に向けてボンド保証制度の創
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設を国に要望しているところであり、断られた場合の

対応について、現時点では特に考えておりません。

　県としましては、要望の実現に向け、引き続き積極

的に取り組んでいくこととしております。

　また、米軍発注工事については、従来から民間工事

ととらえられてきたことから、ボンド保証等の要件に

ついては、民間保険会社の保険の仕組みで対応してき

たところです。そのため、公的機関による支援制度は

特に設けられておりません。

　例示のありました基金創設については、保証の裏づ

けとして多額の資金調達が必要となることや審査体

制、事故発生時における基金取り崩し後の補てん等の

解決すべき多くの課題があるものと考えられます。そ

のため、現状では県単独で基金設置を行うことは困難

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　我が会派の代表質

問との関連についての御質問の中の、認可外保育施設

に入所する多子世帯への支援についてお答えします。

　認可外保育施設への支援につきましては、新すこや

か保育事業及び待機児童対策特別事業基金を活用し支

援しているところであり、多子世帯への支援等さらな

る拡充策については、今後の検討課題とさせていただ

きたいと考えております。

　なお、多子世帯の場合、認可保育所への入所に当

たって優先的に選考することや届け出により保育料の

多子軽減を受けることができることとなっておりま

す。

　県としましては、多子世帯への配慮について、今後

とも引き続き市町村に働きかけてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　知事にちょっとお伺いしたいんです

が、知事の政治姿勢について、ゲーツ国防長官の発言

について、僕は知事の対応というふうに話したんです

が、枝野さんがどういう対応をしてもいいから、知事

はこういう発言に対して今後どういうふうなアクショ

ンを起こしていくんですかという質問なんですね。極

端な話、いろんなところでこういう発言がされている

ときに、国に確認をとるとか、米国の今後の状況を見

守りたいとかそういうことじゃなくて、今どんどん沖

縄県にとって不利な情報が流れてくる中で、こういう

発言は絶対許せないという態度をやっぱりばしっと一

発かましてほしいんですよ、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時24分休憩

　　　午後２時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の言われることはよく

わかりますが、アメリカのＶＩＰといいますか、その

人々の発言が流れてくるたびに一々私たちが反応する

というのもそれは一つの方法かもしれませんが、私ど

もでは今軍転協の意見というのを一応まとめて、アメ

リカ大使館を通じたり、横田の基地へ行ったり、県内

の基地の四軍調整官であるとかというところへ改善・

改良、そして正してもらいたいのは正してくれという

ようなことは言っております。

　それで、今の玉城議員の、流れてきた向こう側の考

えに対して直ちに私どもが外交ルートを通じないでぽ

んと言うことは、それはそれなりに私は全く意味がな

いとは思いませんけれども、しかし、これはやっぱり

一定のある種のルートのルールがある程度はあると思

うんですね。ですから、枝野さんというのは沖縄担当

大臣だし官房長官をやっておられますから、少なくと

も沖縄の意見をちゃんと取りまとめていく、そして内

閣のかなめの人がどういう考えを持っているかという

のが我々にとって、まず第一にどういう反応をするか

ということが私にとっては一番関心事ではあります。

ですから、私は、マスコミの人にはゲーツ発言はとん

でもない話だと。幾ら日米の担当の偉い方がお決めに

なっても、県内でできないものはできませんよという

旨は申し上げているんですけれどもね。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これは今までいろんな議員の方が質

問しているからあれかと思いますけれども、これはも

う大体想像できますからいいとして、ただやっぱり県

民は、ばしっと一発メーゴーサーを食わしてくれると

少しはすっきりするかなという感じがしております。

あんまり周りの人たちの状況を見てやるということ

じゃなくて、今後どこかでやっぱり一発ぶちかまして

ほしいなと思っております。

　それと文化行政について、文化観光スポーツ部が今

度新しくできるじゃないですか。やっぱり目玉がない

といけないと思うんですよね。目玉として、やっぱり

一番わかりやすいのは、例えば文化芸術基本振興条例

（仮称）、そういうものを創設とともに条例をつくる

と。それで例えばルールとしては、総予算の１％は文

化予算にも投入するとか、県立芸大以外の予算です

よ。これは大体想像では70億円ぐらいになるんですけ



－ 342 －

れども。そのぐらいのことをやると、この文化観光ス

ポーツ部が全国的にも注目を浴びるんじゃないかなと

僕は思っているんですが、いかがなものでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時29分休憩

　　　午後２時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御提案は非常にいい御

提案だと思います。ただ、条例という形、そして一定

の予算を何とか確保するというような御提案は、どこ

までできるかはちょっと研究させていただきたいんで

すが、何かやっぱり極めて意味のあることをしっかり

とやっていきたいと思うんですが、ただこの文化とい

う非常に巨大な概念と、観光産業を中心とする産業イ

メージのものと、スポーツという部分をよく議会で御

検討いただいてまとめていただいたことは感謝いたし

ておりますし、あとはこの産業面の文化といいます

か、特に芸能を含む文化系とスポーツの産業の側面を

観光に結びつけて、しっかり観光を興してその余力

を、そこでもうけたお金を、極端に言いますと文化面

そしてスポーツ面でもしっかりとこれは還元してもら

うというねらいも持っておりますので、相互に支援し

ながら深め拡大していこうということを考えておりま

すから、議員のこの御提案はぜひ預からせていただき

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　先ほど知事の答弁にもあったんです

が、組踊の日本ツアー、世界ツアー、これはぜひやる

べきだと思います。例えば、ニューヨークとかヨー

ロッパで、組踊というのはやはりすごく神秘的に観劇

されているわけですね。結構スローなんですよ。今ま

での舞台の展開、世界的な流れというのはすごくス

ピード感があるやつなんです。ところが、そういうス

ピード感になれた人たちがああいうちょっとスローな

舞踏というか舞踊を見ると、やはり西洋人はすごく神

秘なものを感じるみたいで、だから、なぜ世界一ス

ローな踊りとして世界に打って出ないんだと。宮本亜

門という有名な演出家がいるんですが、彼なんかが

やっぱりそういうふうにおっしゃっておりました。こ

れはぜひ県が予算を組んで、そして国際交流基金であ

るとか、文化庁のいろんなもろもろの予算を利用して

世界ツアーをぜひやってもらいたい。そうすることに

よって県立郷土劇場がすごく生きてくると思うんです

よ。例えば、ベルリンフィルハーモニーが世界じゅう

を旅しているんですが、地元に行くとベルリンの本場

が見られるという感じ、それはなぜそういうことにな

るかといえば、やっぱり世界じゅうをツアーしている

からですね。

　だから、せっかくユネスコの認定を受けたわけだか

ら、そういう企画を文化観光スポーツ部ですぐ企画し

て動かさないといけないと僕は思っています。ぜひお

願いします。

　さて次、観光商工関係についてなんですが、コンテ

ンツファンドのこれまでの――ことし２月の末に立ち

上がったかと思うんですが――準備室におけるプロ

デューサーの採用の経緯、そしてそのプロデューサー

の人件費、それを教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　ファンドは、先ほど

知事から答弁があったように、２月10日に組成されて

おりまして、プロデューサーについては、――プロ

デューサーというかハンズオンマネージャーというふ

うに我々は呼んでおります――やはり映像系とかエン

ターテインメント系、ゲーム系に強い人たちを県内外

から募集しまして、13名の応募がありました。この選

考結果を経て今現在２名が採用されておりまして、年

収といいますか、プロデューサーの謝金につきまして

は1000万円弱でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　13人を募集して、多分最初は３人で

スタートしたかと思うんですが、３人の中に沖縄の人

は入っていましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　最終選考に残ったの

は４名でございます。その中に１人県内出身がおりま

したけれども、不採用になりました。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　先ほど知事は答えたんですよ。沖縄

文化のコンテンツを県内外に発信するためのコンテン

ツファンドですよね。県内は、今、県産品映画といっ

て県内にもたくさんプロデューサーがいて、そういう

すごく専門的なところまでいっている人材がいるんで

すよ。この辺も海兵隊じゃないけれども抑止力が全然

ないんじゃないかなと僕は思うんです。県内の人材が

いるんだから、それをなぜ採用しなかったのか、僕は

これが不思議でならないんですね。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　県内出身者の採用に

ついて聞き取りしたところ、コンテンツファンド、こ

れは今回初めて組成されますので、そういうファンド

のスキームの実務経験がないということとか、やはり
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県内でまだまだコンテンツ制作を行う事業者が少ない

から、制作や流通に関する実務経験があいにく他のマ

ネジャーに比べて弱かったというような理由などが挙

がってきております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これは一切違うと思いますね。「ナ

ビィの恋」だって、日本じゅうで100万人の人が見て

いるんですよ。そういう流通の中でのネットワークと

いうのはしっかりあるんですよ。そういう人材をコン

テンツファンド――ファンドだからということで、こ

のファンドにたけた人たちをここに採用するというふ

うな考え方はいかがなものかと思います。そして、た

しか２月の末に決定したはずですが、そこの代表はど

ちらの方ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　コンテンツファンド

をすべてまとめるＧＰと呼んでいますけれども、無限

責任組合員に応募が８団体ありまして、全国公募の結

果、応募者はすべて県外から来ました。その中で審査

して最終的に選ばれたところは、京都に本社があるテ

クノロジーシードインキュベーションという会社でご

ざいます。この会社は、他府県でもそういうコンテン

ツファンドを運用しているという実績――大阪とか東

京――などもあり、選ばれたということになっており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これを何で地元の企業がたくさんあ

る中で、新しい事業だからこそ地元でどうにか構築し

ていこうというふうな考え方にならないのか僕は不思

議でならないんですね。そういう流れでもう全部じゃ

ないですか。コンテンツファンドのどこに沖縄の血が

流れているんですか。全然僕はそういう感じがしませ

んよ。今後、文化観光スポーツ部ができてきたら、こ

のコンテンツファンドというのは目玉の一つであるの

で、これは僕らは本当にずっと見ていますからね。よ

ろしくお願いいたします。

　それと、ライブハウス協会が結成されたんです。そ

のライブハウス協会が結成されたいきさつというのは

何かといいますと、沖縄県に470ぐらい生演奏ができ

る店があると。これは、実際ライブハウスと言われて

いるところは東京で600軒だそうですよ。沖縄だけ

で、民謡クラブもすべて入れて生演奏しているところ

が470。これはやっぱり沖縄の今までいろんなミュー

ジシャン、アーチストを育てる根底にあるところが僕

はライブハウスだと思っているんです。ところがここ

で問題なのが、ライブハウスといったら維持ができな

くなるんです。なぜかというと、ＪＡＳＲＡＣが注目

されるんです。日本音楽著作権協会が、ライブハウス

とついただけで、例えば彼らは１カ月間のこっちのラ

イブを見て請求するんじゃないんですよ。１日で一番

入っている事例をとって、それをあいた日数にかけて

著作権料を取る。そうすると、この著作権料でつぶれ

た、もう閉店せざるを得なくなったところがたくさん

あるんです。これはどういうことかというと、このラ

イブハウス協会が一つになって何かをやろうとしたと

ころの一つにはこれがあるんです。要するに、ＪＡＳ

ＲＡＣとの間に立って、そういう沖縄のミュージシャ

ンを本当に育てた場所なんです、これは。そういう人

たちにもう少し仕事を与える工夫、そしてＪＡＳＲＡ

Ｃの仲介をして、実は今ホテル協会が70％の軽減だそ

うですよ、ＪＡＳＲＡＣ。70％ですよ、彼らは100％

払っているんです。何でそういうところに差が生じて

いるのか、これも不思議でならない。

　今後県は、例えば彼らの問題でも、アジア音楽祭

で、あるプロパーというかプロデューサーには仕事を

委託するけれども、彼らに仕事は委託しない。参加し

てくださいと言って、参加したミュージシャンから参

加費として5000円ずつ取ると。こんなばかな話がある

かということが彼らの言い分なんですね。ということ

は、僕はどういうことが言いたいか。苦しい業界であ

るからこそ、いろんなアジア音楽祭とかそういうもろ

もろのいろんなイベントがあるときに、そういうライ

ブハウス協会とかを使って、公的ホールばかりを使う

んじゃなくて、そういうライブハウスを主体にした音

楽祭にするときに彼らに委託して事業をやってもら

う、それだけで彼らの痛みは少しは和らいでくるんで

すよ。今後、このライブハウス協会に対してはしっか

りとやっていただきたいと僕は思うんですが、部長、

どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　先ほど答弁しました

とおり、やはりこういう協会が集まってお互いを助け

合うという意味で組合化を促進するということには、

我々としても協力していきたいというふうに思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　続いて、広域調整についてなんです

よ、商工的広域調整ができないかどうか。僕はもう何

回もこれをお願いしているんですが、こういう既得に

関することに対しては県は間に立てないという話をす

るんですが、基地の跡地利用で今、例えば泡瀬ゴルフ

場跡に大規模な施設ができて、明らかに中心市街地が
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圧迫を受けるかもしれないという中で、僕は、ゾーニ

ングというのが本当に今県が、もうこれから基地の跡

地利用をどんどんやっていく中でできているかどう

か。どの地域は何にしよう、どの地域は何にしようと

いうふうなことができているかどうか、これが疑問な

んですね。

　なぜかというと、中部広域都市計画マスタープラ

ン、那覇広域都市計画マスタープラン、僕はびっくり

したんですけれども、北中城村というのは那覇広域都

市計画マスタープランの中にあるんですね。その中に

こういう文言がうたわれているんですよ。「跡地利用

に際しては、中南部都市圏における位置づけや周辺市

街地に及ぼす影響を考慮しつつ、総合的かつ計画的に

推進」すると、そういうふうに明言しているんです。

これは都市計画の交通事情とか、上位計画の適用か適

用じゃないかということだけで、今は広域調整をな

さっていますよね。今後そういうふうな「総合的かつ

計画的に推進」するという、本当にこれを実質的に

やっているかどうか、お答えいただきたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この広域調整につき

ましては最近の課題でありまして、大型集客施設――

１万平方床面積でございますが――以上については広

域調整しなさいということでありまして、都市計画の

観点からは、都市計画施設とそれから環境問題、特に

わかりやすく言いますと交通渋滞とかそういう大規模

施設が進出することによって周辺にどういう影響を与

えるかということの観点から調整を行うものでござい

まして、私どもはこれについてもガイドラインをつ

くってやっておりますので、今後ともそういった視点

で、大規模集客施設についてはそういうふうに対応し

てまいりたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　これですね、都市計画で交通の問題

だけを中心に考えているということになりますと、今

度、瑞慶覧が返還される、キンザーがやる、じゃ、交

通さえ整理がつけばそこに何をつくってもいいんです

かということなんです。だから、これは都市計画の部

分じゃなくて、そのソフトだと思うんですね。そうい

うゾーニングをしっかりやる気があるのかどうなのか

なんですよ。今、土木建築部長のほうでは話ができな

いと思うんですが、これはやっぱり商工的広域調整、

企画部になるのかな、どこになるのか、僕ちょっとこ

れだけはぜひ聞きたいなと思っているのでお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　大規模小売店舗立地

法及び都市計画の運用指針において、既存の競合する

店舗との競争を抑制する需給調整はできない旨規定さ

れております。このことから、現行の法体系のもとで

店舗面積の調整など商工的な広域調整を行うことは、

我々としては困難だというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　じゃ、何をつくってもいいわけです

ね。何をつくっても、町がどうなろうと、県は構わな

いということなんですね。現行の法律どおりにやれ

ば、何しても構わないということを今言っているわけ

ですね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時49分休憩

　　　午後２時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員の御質問の北中

城における大規模跡地の整備の問題について、周辺市

町村との競合の問題があるというふうなお話ですけれ

ども、この話は、実は都市計画の話、具体的な法律の

話、それからまた今の観光商工部が所管をしている分

野とかいろいろ絡むわけですけれども、中南部都市圏

の跡地利用の広域利用というふうな観点から、今県の

ほうでまさに検討しているところでございますけれど

も、基本的な考え方としては、日米再編協議で返還合

意をされて出てきた中南部の嘉手納より南の1000から

1500ヘクタールに及ぶ大空間というのは、これは中南

部都市圏、またひいては本県全体の発展に極めて重要

だというふうな観点から、県としては、この跡地利用

に当たっては、その各跡地の市町村の主体的な利用計

画も尊重しながらも、そしてまた県全体の振興発展に

向けて各地域の利用計画を総合的にマネジメントし、

また効率的に整備をしていくというふうな基本的な考

え方を持って、現在、本年度それから来年度の２カ年

で、その跡利用の広域構想の策定調査を進めていると

ころでございます。この中で今のような話も、恐らく

これからまた個々の市町村の計画とそういうふうな似

たようなさまざまな問題が出てくると思いますので、

そこは整理をしていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　今、沖縄市は、中心市街地活性化基

本計画、沖縄県で第１号ですよ。その中心市街地とす

ぐ隣にできるこの跡地利用の施設、これがうまく共存

できるようなところに落としどころをやはり持ってい
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くという、これは今後の手本になるような、そういう

計画をぜひ積極的に参画していただきたいと、僕は県

に言っているわけでございます。ひとつこれはよろし

くお願いいたします。

　それと行政改革の問題で、僕は単純に思ったんです

が、文化観光スポーツ部になると、文化環境部は、環

境部ということになるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　文化環境部は、環境生活

部になります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　もう時間がありませんので、最後で

す。

　福祉保健部長、僕も子供が６人いて昔大変だったん

ですよ、小さい子を保育園に入れて。３人入れないと

いけないと。そんなときにやはりいろいろ今から調整

するという話があるかもしれませんけれども、地域で

はしっかり市町村独自財源で、やっぱり無認可の、３

人目からちょっと助成しようという動きももう出てき

ているんですね。県も積極的にこれはやっていただき

たいと最後にお願いして、質問を終わりたいと思いま

す。

　どうもありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　認可外への支援に

つきましては、現在単独で新すこやか保育事業という

ことで給食費等の助成をしておりますが、新たな子育

て支援制度の中で一定の質を確保した認可外へも何ら

かの支援ができないかということで調整しております

ので、その中で具体的な仕組みが考えられれば、それ

も含めて検討していければと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　皆さん、こんにちは。

　きょうは３月１日、きょうの夜中というんですか、

2011年度の予算案が衆議院のほうで可決されたと。関

連法案は本来は一緒に上げる部分であるんでしょう

が、なかなか道筋がまだ遠い、関連法案はこれからだ

ということで片肺でやってはいるんですけれども、

我々県民生活にかかわることでもありますので、しっ

かりと政権交代をして民主党というのは頑張っている

わけですから、今回の質問でも鳩山さんの「方便」問

題いろいろと出てはいるんですけれども、やはり民主

党が政権交代したときにこの沖縄の基地問題で辺野古

はやらないんだと。その辺野古をやらない部分の中で

沖縄のその海兵隊の基地を大変申しわけないけれど

も、本土移設を含めてしっかりと我々は取り組んでい

きますということをもっと明言すべきだったんじゃな

いかなと。先月の衆議院の公聴会のほうでもいろいろ

と県の部分でも携わった岡本行夫さんも、もう断念を

して沖縄県民にしっかりと本土移設を含めてそういっ

たものを示すべきだということを言っているわけです

ので、そのことも民主党さんはしっかりと真摯に受け

とめて頑張っていかなければいけないんじゃないかな

というふうに思っています。

　山内末子さんも私、民主党を抜けましたと言うんで

すけれども、衆議院の比例の16名の皆さんも抜けて、

その上自分たちでつくった予算に対して欠席をすると

いうのは、私はそういう意味で国民から支持をいただ

いた民主党さんからするとどうなのかなというところ

もありますので、我々はしっかりと経団連の会長に税

金泥棒と言われないように、我々県民のためにことし

最後の年であります振興計画、新たなまた10年をつく

る21世紀ビジョンがありますので、我々沖縄県議会と

してもしっかりとした沖縄の10年をつくるために、ま

た一緒になってオール沖縄で頑張っていこうというこ

とになっておりますので、どうぞよろしくお願いいた

します。

　それでは質問に移らせていただきます。

　まず知事の政治姿勢について。

　茨、最終年度となる沖縄振興予算と一括交付金の評

価、沖縄政策協議会での新たな振興計画の進瀧状況と

対応についてお伺いいたします。

　芋、総合事務局の役割と今後の移譲容認に対する対

応と課題をお伺いいたします。

　鰯、事業棚卸しの費用対効果と県議会の果たす役割

をお伺いいたします。

　允、「国際観光都市おきなわ」の形成への取り組み

と課題をお伺いいたします。

　印、新成長戦略「沖縄ウェルネス産業」の具体的取

り組みと課題をお伺いいたします。

　咽、平成10年に建設した中国との友好シンボル「福

建・沖縄友好会館」の運営状況と展望をお伺いいたし

ます。

　員、県民の翼とはもう言わないようでございます

が、ＪＴＡの支援とＪＡＬ持ち株の県内企業譲渡につ

いてお伺いをいたします。

　因、鉄軌道等の導入可能性検討基礎調査等の県との

連携と取り組みをお伺いいたします。

　姻、国境領土問題とユニバーサルサービスとしての

離島振興は重要と考えるが、認識をお伺いいたしま

す。



－ 346 －

　引、環境や資源問題からも沖縄版グリーンニュー

ディールの推進は重要と考えますが、取り組みと状況

をお伺いいたします。

　飲、農連市場地域の市街地再開発事業の進瀧状況を

お伺いいたします。

　淫、「万国津梁」人材育成事業の具体的取り組みに

ついてお伺いをいたします。

　胤、旧軍飛行場用地問題の解決促進についてお伺い

いたします。

　２、基地問題について。

　茨、普天間飛行場の県外移設、多発する事件・事故

に対しての日米地位協定見直しについて取り組みと課

題をお伺いいたします。

　芋、強制収用された軍用地の固定資産税、相続税の

軽減及び国の買い上げについて見解をお伺いいたしま

す。

　鰯、米軍基地の物品購入や建設工事の状況と県内企

業発注への取り組みをお伺いいたします。

　允、ボンド支援制度創設の取り組み状況をお伺いい

たします。

　３、雇用対策について。

　茨、非正規雇用の正規化の対策と課題をお伺いいた

します。

　芋、国の雇用対策事業と雇用労働行政の各市町村と

の連携強化についてお伺いいたします。

　鰯、雇用労働行政の充実と国が行っている事務の県

との連携強化についてお伺いいたします。

　４、産業振興について。

　茨、本県経済・産業の発展につなげていく海洋資源

の発掘、活用の方策と産業創出の可能性について伺い

ます。

　芋、農林水産業の６次産業化への取り組み、耕作放

棄地の対策とＴＰＰに関する県内農業への影響につい

てお伺いします。

　最後、公益法人の検査と指導のあり方についてお伺

いをいたします。

　我が会派の代表質問との関連は取り下げます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、総合事務局の

役割と移譲内容への対応と課題という御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　沖縄総合事務局が復帰後40年近くにわたり、沖縄の

振興に係る国の責務を果たしてきた役割は高く評価さ

れるものであります。特に、生活基盤の整備は相当程

度進み、県民の利便性の改善が図られてまいりまし

た。

　国の出先機関改革につきましては、昨年末に閣議決

定されたアクション・プランに基づく推進委員会が去

る２月17日に開催されました。沖縄総合事務局の事

務・権限の移譲に関する沖縄県の考えを述べたところ

でございます。今後は、アクション・プランに基づ

き、出先機関単位ですべての事務・権限を移譲するこ

とを基本にして、平成23年夏ごろまでに基本的枠組み

や移譲対象機関が決定され、平成24年通常国会への法

案提出に向けて作業が進められていく予定となってい

ます。

　沖縄県といたしましては、市町村や関係団体の意見

も踏まえながら、国の作業状況に的確に対応して、県

への移譲業務やこれに伴う財源、そして人員等に係る

課題について検討してまいりたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、「国際観光都市おき

なわ」への取り組み、課題についての御質問にお答え

いたします。

　私は、付加価値の高い観光産業等の育成などによ

り、世界じゅうから観光客が集まる「国際観光都市お

きなわ」の形成を実現してまいりたいと考えておりま

す。このため、那覇空港第２滑走路の沖合展開や国際

線空港ターミナルビルの整備、そして宮古・石垣空港

の国際化などを促進してまいる考えでございます。ま

た、大規模なＭＩＣＥ施設や空手道会館、そしてサッ

カー場など観光インフラの整備に取り組んでまいりま

す。そのほか、自然や歴史、そして伝統文化など沖縄

独自の魅力を世界じゅうに発信してまいる予定でござ

います。これらの施策の推進に向けては、インフラ整

備のための財源や立地場所の確保、そして付加価値の

高い観光プログラムの開発や国際化に対応した観光人

材の育成・確保などが課題と考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、農連市場地区の進瀧

状況に係る御質問にお答えいたします。

　この事業は、「那覇市農連市場地区防災街区整備事

業準備組合」を事業主体として、平成22年度に補助採

択され、平成27年度完成を目途に進められている事業

でございます。現在、同組合におきまして、事業計画

認可と組合設立認可申請に向け、権利者の個別意向の

ヒアリング、そして建物等の現況調査、道路の詳細設

計及び関係機関との調整に取り組んでいるところでご

ざいます。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設に向けた取り組みについての御質問にお答
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えいたします。

　私は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には、世論を

喚起するための広報活動などを積極的に展開してまい

ります。特に、県内移設は事実上不可能であるという

沖縄の現状を日米両政府と国民に理解してもらうため

のあらゆる方策を検討し、実行してまいりたいと考え

ております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、平成23年度の沖縄振興予算についてお答

えいたします。

　平成23年度の内閣府沖縄関係予算案は、国の厳しい

財政状況の中、前年度比で0.1％増、2301億円が確保

されたところであります。沖縄県の自立型経済の構築

に向けて、「万国津梁」人材育成事業や沖縄国際航空

物流ハブ活用推進事業など効果的な諸施策が盛り込ま

れたほか、内閣府沖縄関係予算の約８割を占める公共

事業関係費等についても、本県の基盤整備の推進を図

るための配慮がなされたものと考えております。

　次に、事業棚卸しの費用対効果と県議会の果たす役

割についてお答えいたします。

　「県民視点による事業棚卸し」については、県執行

部みずからが公開の場において、外部の視点も入れな

がら、事業の必要性や実施主体のあり方等を検証する

ものであります。平成22年度の「県民視点による事業

棚卸し」に要した経費は、委員の謝金や旅費など約

288万円となっております。一方、棚卸し実施後の県

の最終的な検討結果に基づく平成23年度当初予算への

反映状況につきましては、約２億2538万円の減となっ

ております。

　議会は、予算審議や決算の認定など議決機関として

の役割があり、執行部の事業実施をチェックする機能

を有していると理解しております。

　次に、公益法人の検査と指導のあり方についての質

問にお答えいたします。

　県は、「知事の所管に属する公益法人の設立及び監

督に関する規則」に基づき、公益法人の業務及び財産

の状況について検査をすることができることとなって

おります。

　具体的には、検査員の指名、検査の通知、留意事

項、結果の通知等、検査手順を定めた「公益法人検査

要領」に基づき立入検査を行っているところでありま

す。検査の結果、改善事項等があれば改善方針等の報

告を求めるとともに、関係法令等に基づき指導監督を

行うことになります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、一括交付金の評価についてお答えい

たします。

　沖縄県では、昨年５月以降、「沖縄振興一括交付金

(仮称)」の創設を政府に要望してきたところ、平成23

年度政府予算案において約321億円の「沖縄振興自主

戦略交付金」が創設されております。同交付金の使途

は、５種類の補助金の範囲内で事業を選択することが

可能となっております。このことは、これまでの補助

金と比べ一定の前進をしたものと考えております。し

かしながら、沖縄県としては一層の使途の自由度の拡

大が必要と考えており、引き続きこの点を政府に要望

しているところであります。今後、さらに、平成24年

度以降の新たな沖縄振興に係る施策の円滑な実施に必

要な財源が確保され、さらに自由度を高めた「沖縄振

興一括交付金(仮称)」を実現すべく、引き続き政府に

求めてまいりたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、沖縄政策協議

会における新たな振興法の進瀧状況と対応についてお

答えします。

　沖縄県では、昨年９月10日に沖縄政策協議会におい

て、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律の制定を

含む沖縄振興の必要性について要請をし、さらに12月

27日には、同振興部会において、「新たな沖縄振興の

ための制度提言（中間報告）」を提出し、これに対

し、官房長官よりその場で関係閣僚へ検討の指示が出

されたところであります。このことを受け、現在、関

係府省実務者連絡会議、沖縄政策協議会幹事会など事

務レベルで要望内容の検討作業が進められているとこ

ろであります。

　今後は、県民の皆様を初め、県議会、市町村、関係

団体等から寄せられた御意見の趣旨を沖縄県の案に可

能な限り反映させるとともに、沖縄政策協議会等の場

も活用して本年夏ごろを目途に新たな法律の骨格を固

めるよう関係府省との調整を進めてまいりたいと考え

ております。
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　同じく知事の政治姿勢に関連をして、ＪＴＡ支援と

ＪＡＬ持ち株の譲渡についてお答えいたします。

　ＪＴＡは、創立以来、島嶼県である沖縄において、

公共交通機関としての社会的な役割を担い、沖縄県の

発展に貢献してまいりました。県は、ＪＴＡに対し約

９億7000万円の出資を行うなど、同社の経営の健全性

の確保に寄与しているほか、離島路線に対する運航費

補助を行い、その確保に努めております。また、ＪＡ

Ｌは保有するＪＴＡ株の一部売却を検討しており、そ

の売却先として県内民間企業を想定しているとのこと

です。県としましては、今後の動向を注視し、県民の

利益を確保する観点から適切に対応していきたいと考

えております。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、鉄軌道等の導

入についてお答えいたします。

　鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入につき

ましては、沖縄県総合交通体系基本計画を策定する中

で、その位置づけなどについて検討を進めているとこ

ろであります。国は、今年度、需要予測モデルを構築

し、平成23年度に交通システムの比較検討を行うこと

としております。その進瀧状況を確認しつつ、連携を

図っていきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、離島振興につ

いてお答えいたします。

　沖縄県の離島地域は、地理的・自然的条件等の不利

性を有し、依然として本島地域等との格差が存在し、

若年者の流出や高齢化の進行等による地域活力の低下

が懸念される一方、我が国の領海及び排他的経済水域

の確保や貴重な海洋資源の利用等に重要な役割を果た

しております。

　このような離島地域の現状を踏まえ、本島と同じよ

うなユニバーサルサービスとして、交通・生活コス

ト・生活環境基盤・教育・医療等の分野における定住

条件整備や、地域産業の振興等、総合的な振興策につ

いて、現在、国に対して新たな制度の構築を要望して

いるところです。

　次に、基地問題に関連をして、軍用地の固定資産

税、相続税の軽減についてお答えします。

　固定資産税は、地方税法により、総務大臣が定める

固定資産評価基準に従って評価した資産価格を課税標

準としております。市町村においては、軍用地に関し

ても一般の土地と同様に課税をしているところであり

ます。

　市町村税につきましては、税の公平性の確保や財政

運営の観点なども踏まえながら、市町村条例に基づき

減免等をすることができることとなっております。ま

た、軍用地の相続税については国税となっております

が、一般の土地と同様に資産価格に応じた課税をして

いるものと認識しております。

　同じく基地問題に関連をして、軍用地の国の買い上

げについてお答えします。

　軍用地の売買等により、地権者数が著しく増加した

場合、跡地利用についての合意形成に時間がかかるな

どの影響が考えられます。県としましては、国による

土地の買い上げは、公共用地の事前確保と基地返還後

のスムーズな地権者の合意形成につながり、事業を円

滑に推進する上で効果が高いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、沖縄ウェルネス産業に係る取り組みと課

題についての御質問にお答えします。

　沖縄総合事務局が昨年取りまとめた「沖縄地域経済

産業ビジョン」においては、沖縄独自の健康サービス

を生かした「沖縄ウェルネス産業」の可能性は高いと

されております。特に、国際医療交流の推進を重要な

取り組みと位置づけ、「万国医療津梁」が提言されて

おります。一方で、県においても、沖縄における医療

ツーリズムのあり方を検討し、その実現戦略を構築す

るため、「医療ツーリズム促進事業」を実施しており

ます。その中で、外国人に対応できる医療体制の構築

や他地域との差別化、沖縄の医療ツーリズムの認知度

向上等を課題として整理しております。このほか、沖

縄エステティック・スパのブランド構築に向けた「沖

縄スパブランド構築促進事業」を実施しており、課題

としては、ブランド化に向けた認証制度の広報・普及

や人材育成、観光関連事業者との連携による販路拡大

などがあると認識しております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、福建・沖縄友好会館

の運営状況と今後の展望についての御質問にお答えし

ます。

　福建・沖縄友好会館は、平成10年のオープン以降、

財団法人沖縄県産業振興公社福州事務所が同会館の沖

縄県使用部分の管理運営を行ってまいりました。開館

から12年間で延べ22社の企業が入居しておりました

が、現在は３社が入居しております。このような中、

平成22年３月に策定された「新沖縄県行財政改革プラ

ン」において会館管理委託事業の廃止が位置づけられ

たため、民間のノウハウやネットワークを生かした管

理方法について検討し、その結果、昨年12月に県内企

業等を対象とした貸付先公募を行ったところでありま
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す。当該公募には３件の応募があり、厳正な審査の結

果、県産品の販売や旅行商品の企画、福建と沖縄のビ

ジネスの交流を推進するコンサルティング業務等を提

案した共同企業体が選定され、現在、契約に向けた最

終の協議を行っているところであります。

　県としましては、引き続き福建省と沖縄県の友好交

流を進め、民間主導の経済交流の推進を支援していき

たいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、「万国津梁」人材育

成事業についての御質問にお答えします。

　本事業は、経済成長著しいアジア地域など、海外展

開に積極的に取り組む県内企業等の人材育成を図るた

め、国の補助金を活用して平成23年度からおおむね７

年間をめどに実施してまいります。具体的な取り組み

としては、海外展開に向けたセミナーの開催や海外企

業等への実務研修派遣、大学院等への長期留学支援や

海外からの専門家招聘に加え、当該事業に参加した企

業及び人材のネットワークを構築することにより、産

業の高度化・国際化に対応できる環境づくりに取り組

んでまいります。また、アジア地域などの若者を沖縄

に招聘し、県内の若者との研修や交流を通して、国際

的な視野を持った人材育成を図ってまいります。な

お、平成23年度につきましては、海外展開に向けた人

材育成に関する調査検討、プログラム作成、セミナー

等を実施し、あわせて平成24年度以降の海外派遣等に

向けた取り組みを予定しております。

　基地問題についての中の、米軍基地における物品購

入の状況と県内企業発注への取り組みについての御質

問にお答えします。

　米軍基地の物品購入や県内企業への発注状況につい

ては、全体の契約状況が公表されていないことから、

把握しておりません。なお、県においては、平成19年

度から、在日米軍沖縄地域調整官に対し、基地内の物

品購入における県内企業への優先発注及び県産品の優

先使用に関して要請を行っているところであります。

　米軍基地内の需要を県内企業に発注拡大していくこ

とは重要であると認識しております。そのため、県に

おいては、嘉手納空軍基地と沖縄県産業振興公社の共

催により、２月15日に開催された基地内商談会をさら

に充実したものにしていきたいと考えております。具

体的には、次年度の箇所新規事業として予算計上して

いる「販路開拓等フォローアップ支援事業」により、

基地内における商談会の開催や、米軍との契約・取引

の参入手法に関するセミナーを開催し、県内企業への

受注拡大に向けた取り組みを強化していく考えであり

ます。

　雇用対策について、非正規雇用の正規化の対策と課

題についての御質問にお答えします。

　非正規雇用は、正規雇用と比べて、低所得層の割合

が多いこと、能力開発機会の少なさや働き方に見合っ

た処遇がなされていないことなどの指摘があります。

そのため、正規雇用に向けての取り組みとして、国に

おいては、年長フリーターや30代後半の不安定就労者

の正規雇用を促進する「若年者等正規雇用化特別奨励

金」や、企業の正規雇用転換制度等の導入を促進する

「中小企業雇用安定化奨励金」の拡充などを図ってお

ります。県においては、企業ニーズを踏まえた職業訓

練や人材育成の充実を図るとともに、沖縄労働局など

の関係機関と連携して合同面接会を開催するなど、正

規雇用の機会拡大に努めております。特に、正規雇用

化を促進するためには、産業振興による企業の経営向

上と雇用の安定に向けた経営者の意識改善などが課題

であることから、「みんなでグッジョブ運動」をエン

ジンとして、関係機関と連携し取り組んでまいりま

す。

　同じく雇用対策について、国の雇用対策事業と雇用

労働行政の各市町村との連携強化についての御質問に

お答えします。

　国の雇用対策の一つとして「地域雇用創造推進事

業」があります。これは雇用機会が不足している地域

における自発的な雇用創造の取り組みを支援する地域

主導型の事業であります。現在、県と市町村で構成す

る広域型を含め、県内６地域の市町村において、それ

ぞれの地域で雇用拡大を図る事業への支援や人材育成

などを実施しております。また、現下の厳しい雇用情

勢に対応するため、県と市町村において「緊急雇用創

出事業臨時特例基金」など約200億円を活用し、各地

域のニーズに応じた雇用対策事業を実施しておりま

す。さらに、「みんなでグッジョブ運動」では、新た

に地域において産学官が連携した協議会を設置し、地

域の雇用課題の共有と相互協力によりその解決に向け

て取り組んでまいります。

　沖縄県としては、地域の実情に合った雇用対策を推

進していくため、引き続き国及び各市町村との連携を

強化してまいります。

　同じく雇用対策について、雇用労働行政の充実と国

との連携強化についての御質問にお答えします。

　沖縄県は、これまで「みんなでグッジョブ運動」を

県民挙げて展開するとともに、さまざまな雇用対策に

取り組んでおります。特に、現下の厳しい雇用情勢を

改善するため、「緊急雇用創出事業臨時特例基金」な

ど約200億円を活用した事業を実施しております。ま
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た、国においては、新規学卒者等を取り巻く厳しい雇

用環境を踏まえ、「３年以内既卒者採用拡大奨励金」

を創設するなど各種助成金の拡充が図られておりま

す。沖縄県はこれら国の助成金等の活用促進を図るた

め、総合的な相談窓口として「グッジョブ相談ステー

ション」を設置しているところであります。さらに、

新規学卒者の厳しい雇用情勢を踏まえ、沖縄労働局と

連携し、県内外の求人開拓とあわせて合同企業面接会

の開催に努めているところであります。

　沖縄県としては、雇用に関する県民ニーズにきめ細

かくこたえることができるよう、今後とも雇用対策の

充実を図りつつ、国と連携していきたいと考えており

ます。

　産業振興について、海洋資源の発掘、活用の方策と

産業創出の可能性についての御質問にお答えします。

　県では、平成15年から平成17年までの学識経験者等

で構成する検討委員会で、海洋資源の開発及び利用等

に関する基本調査を行いました。その結果、本県周辺

海域には石油、天然ガス、熱水鉱床等の海洋資源賦存

の可能性が大きいということが示されております。ま

た、平成21年３月に国が策定した「海洋エネルギー・

鉱物資源開発計画」では、海洋資源量の把握、海底熱

水鉱床の発見調査、試掘調査や経済性評価等を平成30

年度まで行うとする計画が示されております。現在、

同計画に基づき、本県周辺海域においても、独立行政

法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構及び独立行政法

人海洋研究開発機構により詳細な調査が行われてお

り、今後も本県周辺海域で海洋資源調査が継続して行

われることが予想されます。

　県としましては、今後、「沖縄21世紀ビジョン」で

掲げた海洋産業の振興に向けて、国が実施する調査の

動向等を踏まえ、海洋産業の創出の可能性を検討して

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、沖縄版グリーンニューディール

についてお答えいたします。

　県では、環境対策を戦略的に推進することで、環境

保全と雇用の創出、経済成長を目指す「沖縄版グリー

ンニューディール」計画の策定に取り組んでいるとこ

ろであります。同計画では、本県の特性を生かし、環

境、開発、観光をキーワードとして検討を進め、ちゅ

ら島の環境と開発の調和、環境共生型の観光の推進、

環境に優しいまちづくり、新たな環境産業・リサイク

ルの推進を４本の柱として進めることとしておりま

す。具体的には、河川・海岸などのインフラ整備を自

然環境の保全・再生・創出する事業へ変革すること、

観光関連施設の省エネ化に加え、レンタカーの電気自

動車化やハイブリッドバスの導入を図ること、住宅の

遮熱化や公共施設の省エネ改修などの建物のエコ化を

図ること、太陽光発電、風力発電などの再生可能エネ

ルギーの導入促進を図ることとしております。

　県としましては、今年度中に計画を取りまとめ、豊

かな自然環境を保全しつつ、新たな経済活動、雇用の

創出につなげていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、旧軍飛行場用地問題の解決促進に

ついてお答えいたします。

　県では、県・市町村連絡調整会議において確認され

た取り組み方針及び解決指針を踏まえ、団体方式によ

る地域振興事業として「特定地域特別振興事業」を実

施することにより同問題の解決に取り組んできまし

た。平成21年度から那覇市の鏡水コミュニティセン

ター整備事業及び宮古島特定コミュニティ再構築活性

化事業、平成22年度からは新たに読谷村産業連携地域

活性化事業及び伊江島フェリー建造事業が実施されて

いるところであり、同問題解決に向け、大きく進展し

たものと考えております。いまだ事業化に至っていな

い残り５つの地主会についても、振興計画の期間終了

後３年間は事業実施できることになりましたので、引

き続き事業実施を呼びかけ、問題解決の促進に取り組

んでいきたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中で、事件・事

故や地位協定見直しに対する取り組みと課題について

お答えいたします。

　県は、これまで軍転協や渉外知事会等とも連携し、

訪米を含むあらゆる機会を通じて、事件・事故を初め

とする基地負担の軽減を求めてきました。昨年９月に

は、沖縄政策協議会のもとに米軍基地負担軽減部会が

設置され、沖縄の基地負担の軽減に向けた議論が行わ

れているところであります。去る１月25日に開催され

た第２回基地負担軽減部会において事件・事故等再発

防止対策の実効性の検証を含め、抜本的な対策を講じ

るよう求めたところであります。

　日米地位協定については、政府が「日米地位協定の

改定を提起する」としていることから、早急に方針等

を明示し、見直し作業に着手するよう求めたところで
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あります。

　県としましては、県民が実感できる負担軽減が図ら

れるよう、今後とも基地負担軽減部会を含め、日米両

政府に対し、粘り強く働きかけてまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　基地問題についての

御質問で、米軍基地の建設工事の状況と県内企業発注

への取り組みについてお答えいたします。

　米軍発注工事については、全体の契約状況が公表さ

れていないことから、その市場規模や県内企業の受注

状況を把握することは困難であります。また、在沖米

軍にはこれまで２度にわたり、米軍発注工事における

ボンド率の縮減や分離・分割発注等について要請を

行っております。その際、米国の法律との兼ね合い

や、規模の利益が受けられないなどとの理由で対応で

きないとの回答がありました。しかしながら、県で

は、県内建設業者の受注拡大に向け米軍の理解を深め

ていくためには、今後とも要請を継続して行っていく

必要があると考えており、要請先についても検討して

いくこととしております。

　同じく基地問題についての御質問で、ボンド支援制

度創設の取り組み状況についてお答えいたします。

　米軍発注工事の受注につきましては、関係部局で構

成する「米軍発注工事ワーキンググループ」におい

て、米軍発注機関や保険会社、金融機関、建設業界等

に対するヒアリングを実施するなど、現状把握や課題

整理を行ってきました。

　米軍発注工事の受注拡大のためには、履行ボンドの

確保、契約や工事に精通した人材の確保などの課題が

ありますが、最も大きな課題はボンド枠の確保と考え

ております。そのため、今回、新たな沖縄振興に向け

て、ボンドの保証規模拡大を目的とした保証事業会社

等によるボンド保証制度の創設を国に要望していると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　産業振興についての

中で、農林水産業の６次産業化への取り組みについて

お答えします。

　国は、農林漁業者が加工・販売へ進出すること等に

より、農林漁業の振興を図るとともに、食料自給率の

向上に寄与することなどを目的として、「地域資源を

活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域

の農林水産物の利用促進に関する法律」いわゆる６次

産業化法を平成22年12月に制定しており、同法に基づ

き、農林漁業者の６次産業化に向けた取り組みや地域

資源を活用した新産業の創出などを推進することとし

ております。県では、平成22年度より生産から加工、

販売までの一貫した取り組みを促進するため、消費者

ニーズを踏まえた商品開発等をテーマとした「農産物

付加価値向上セミナー」の開催、県内食品メーカーと

連携した学校給食及びリゾートホテル向けの試作品開

発に向けた検討、県外主要メーカーに対する県産農産

物のニーズ等のアンケート調査の実施などを行ってい

るところであります。平成23年度は、「アグリチャレ

ンジ６次産業化支援事業」等により、試作品開発や企

業派遣研修など、加工技術習得のための支援、商品化

に向けた加工機材等の整備の支援、外食産業等との意

見交換の実施等による販路拡大の推進などに取り組む

こととしております。

　次に、耕作放棄地対策についてお答えいたします。

　平成21年度における耕作放棄地面積は2693ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの6.9％となっ

ております。県といたしましては、耕作放棄地の再生

利用を図るため、平成22年11月までに沖縄県耕作放棄

地対策協議会や28市町村で地域協議会を設置しており

ます。平成20年度から耕作放棄地対策事業により再生

作業、土壌改良、営農定着等を支援し、平成21年度ま

でに約73ヘクタールが再生されております。平成22年

度は、地域協議会において耕作放棄地の出し手・受け

手間の調整を図り、約110ヘクタールの再生作業のほ

か、土壌改良、営農定着等を支援する計画となってお

ります。

　今後、平成23年度を目途に、農業上重要な地域を中

心に350ヘクタールの耕作放棄地の再生を行い、担い

手への農地利用集積を進めていくこととしておりま

す。

　次に、ＴＰＰによる県内農業への影響についてお答

えいたします。

　ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、原則としてす

べての品目で関税を撤廃することが前提となることか

ら、国内の農林水産業に大きな影響が出ることが懸念

されております。本県においても、さとうきび、パイ

ナップル、肉用牛、水産物などで影響が出ることが懸

念されており、農林水産省が示した考え方を踏まえて

計算したところ、直接影響額が約580億円、関連産業

等への波及を含めると1420億円の影響が出るものと試

算されます。そのため、県では、国民の食料安全保障
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の確保と国内農業への影響などの観点から、ＴＰＰ交

渉に参加しないよう適切に対応するとともに、農家が

安心して生産に取り組めるよう、万全の対策について

農業団体等と連携し、国に対して強く要請したところ

であります。また、県内では、去る１月29日に「ＴＰ

Ｐ交渉への参加に反対する沖縄県民大会」が開催され

たほか、ＪＡ沖縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対

署名活動」などの取り組みも実施されているところで

あります。

　今後ともＴＰＰ交渉等の動向や、国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し、適切に対応してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、當間盛夫君の再質問は休憩

後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時43分休憩

　　　午後４時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き當間盛夫君の再質問を行います。

　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　本当に丁寧な答弁ありがとうござい

ました。

　まず公益法人の検査と指導のあり方についてから行

きますが、県生活衛生同業組合は公益法人でしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　はい、そうです。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県が公益法人を検査して不適切な運

営がなされている場合には、指導や改善策の提出を求

めるのは当然だというふうにも思っています。しか

し、県は当該の公益法人の改善を図る前に再調査をす

ること、その再調査をするのがまず先であって、改善

策がどうなったかということをまず示す中で、私はあ

り方があると思うんですけれども、マスコミがどうい

うふうにして先行になったんでしょう。これは皆さん

がそういうマスコミに対しての公表をなされたんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今回の22年の検査

につきましては、先ほど申し上げましたが１月20日に

連合会の理事会の場で公表を行ったところです。公表

の後、新聞記者のほうから取材がありましたので、理

事会で説明した公表内容の範囲で、開示できる情報を

取材に応じ提供したものであります。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　改善がどういうふうになされたのか

報告がない中でマスコミに対する公表というのは、普

通、公益法人の検査の部分でなされるというのは総務

部長、通常でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほどの福祉保健部長の

答弁は、公表という形じゃなくて取材に応じたという

ことですので、その都度検査して入ってマスコミに公

表する等々ということは通常やるわけではございませ

ん。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　これは公表の前にもう琉球新報さん

は、「土地売買重ね負債」だとか、公益事業の実態が

ないとか、研修所を民間に賃貸しているんだとか、基

準に反して政治家を支援しているんだとか、もろもろ

そのことが出てくるわけですよ。どうしてそのことの

公表がない中でマスコミからこのことが出てくるんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　先ほど申し上げま

したように、理事会で説明した公表内容の範囲で我々

は情報を提供したものでありまして、そういう新聞の

全体の内容についてはコメントできる立場にはござい

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　皆さんの改善事項を読ませてもらい

ました。この中では、答弁にもあるように公益事業を

ほとんど実施していないということでの答弁もあるん

ですけれども、この生活衛生同業組合に対して公的助

成は何かあるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　県からの助成はご

ざいません。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県からの助成がない中で公益事業を

しなさいと皆さんが言う公益事業とはどういうことな

んでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　我々は、生活衛生

同業組合連合会の定款の中に、まず目的が生活衛生組

合の育成強化、営業の振興を図ることにより地域社会

の公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的と、

この目的を達するために次の事業を行うということ

で、公衆衛生に関する情報、広報誌の発行とか、生活
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衛生同業組合の育成指導等々がございます。我々の指

摘は、この定款に基づく事業というのがほとんどなさ

れていないという意味での指摘でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　それでは皆さんは平成17年と平成20

年にも同じように組合に対して検査を行っているんで

すけれども、今度行った検査との違いは何だったんで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　基本的に検査の対

象、考え方は一緒でございます。ただ、今回は平成20

年度に立入検査を実施しておりまして、その際にも公

益事業が実施されてないこと、それから事務局職員の

配置がないことを指摘し改善を求めています。また、

今回については旧民法34条の規定に基づいて設立され

た公益法人については、平成25年までに新しい法人へ

移行する必要があるということで、その法人の目的、

事業、財産など大幅な見直しが求められております。

その連合会におきましては、公益事業がほとんど実施

されてないことや、助成を建設された建物に係る負債

等が存在するという大きな課題がございましたので、

このような状況の中で新制度のもと同連合会が円滑に

新しい法人へ移行できるよう、監査を実施したところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　皆さんの17年のものには、この事業

はおおむねよしとなっているわけですよ。17年の結果

の分はですよ。20年にしても定款にも事業が十分行わ

れていないというだけの指摘なんですよ。今回のよう

に皆さんが今度出しているものは、この公益事業がな

いと。またあろうことか特定個人の後援会の支援は行

わないことというようなことを名指しでやってきてい

るわけですよね。この特定個人の後援会等への支援を

行わないことというのはどういう意味ですか。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ちょっと休憩お願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時13分休憩

　　　午後４時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　特定個人の後援会

等への参加云々ということがございまして、その公益

法人の設立許可指導監督基準の中には、公益法人とし

て適当でないということの中に、後援会等特定個人の

精神的、経済的支援を目的とするものは適当でないと

いうふうにございますので、そういう根拠に基づきま

してこれは適切ではないという指摘をしたところでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　総務部長、公益法人で選挙活動をし

ていない、公益法人はどこも選挙活動はしていないと

いうことの認識でいいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど福祉保健部長から

も回答がございましたように、公益法人のこれは国の

基準でございます。国の基準の中に公益法人の設立許

可及び指導監督基準というのがございまして、その公

益法人は積極的に不特定多数のものの利益の実現を目

的とするものでなければならないと。次のようなもの

は公益法人として適当でない。その中に先ほど申し上

げましたように、後援会等特定個人の精神的、経済的

支援を目的とするものというものについては適当でな

いという基準があるわけです。その政治的活動云々と

いうのは、この公益法人の設立許可の基準に該当する

かどうかというところに帰着すると思うんですけれど

も、その政治的活動そのものを規制しているわけでは

ございません。公益法人の目的の中に、そういった後

援会等特定個人を支援を目的とするものは公益法人に

はふさわしくないですよということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事選挙で皆さん出ている部分で介

護連盟がやったんだとか、福祉の皆さんが活躍したん

だとかという部分がある中で、皆さんの今回の答弁と

いうのは僕はいかがなものかなというふうにも思って

います。

　もう一つは、この新聞の流れからすると、何か土地

取引に問題があったようなニュアンスで出ているんで

すけれども、何か土地取引に問題があったんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　土地取引につきま

しては、その土地取引検査の中で法令に抵触するかど

うか、今回の検査の中では確認はできませんでした。

ただ、土地については売却先からの代金支払いが約１

年前から滞っており、適切に処理するよう指導したと

ころでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　それと皆さんの今回の事項の中で、

執行体制の見直しを含むということで、別のものから

すると会長をかえたほうがいいんじゃないかという担

当課長の指摘もあったようなんですが、皆さんそうい
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う権限もあるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　執行体制の見直し

という中の具体的な項目につきましては、理事会に参

加しない理事がいること、それから理事会としての意

思決定に関する詳細な議事録がないことなどから、法

人の執行機関としての理事、理事会のあり方を改善す

ることということで指摘したところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　それも課長が会長をかえたほうがい

いんだというようなことを言われていたと。これは新

聞のコメントにも出ているわけですから、皆さんちゃ

んと調べてやらないとこの公益法人のあり方というの

はもっとしっかりやるべきですよ、このことは。だれ

も緩くしなさいという話ではないわけですから、しか

し今度の新聞辞令は何か天下りを受けない組合があっ

て、そのものはこれは不正があったと。イコールその

後ろには政治家がいたんだというようなマスコミのこ

の論調を、果たしてその連合会が何にもなかったら、

皆さんとマスコミはどうするのかなというところを

ちょっと危惧されますので、これはもう終わります。

　次に、ＪＴＡに移らせていただきます。

　９月から、知事、スカイマークが５便宮古に就航す

るというような話なんですよ。このスカイマーク、格

安航空ということで、知事、スカイマークが貨物は運

ばないということは御存じでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私は知りませんが。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　格安なものですから、知事、貨物は

運ばないんですよ。ですから、低利で運ぶことができ

る。しかし、今、ＪＴＡが宮古に８便、ＡＮＡさんで

５便飛んでいるんですよね。今のＪＴＡはＪＡＬグ

ループになっていますよね。このＪＡＬグループの中

でＪＴＡの縛りがあると思うんですけれども、これ答

弁願えませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ＪＴＡはＪＡＬグループ

にいるために、国土交通省航空局長が発出した文書に

より、ＪＡＬグループであるＪＴＡの運賃設定に一定

の制約があるというふうなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事、日本航空に対する公的支援と

公正な競争環境の確保についてということで、去年の

２月に国土交通省から出されているわけですよ。その

文では、簡潔に公的資金を投入された会社はむやみに

運賃の軽減をするなというものがあるわけですよ。そ

の前に、平成15年にはこれも同じ国土交通省の航空局

長のほうから、新規参入する会社に対して既存のＪＡ

ＬだとかＡＮＡさんだとかは、余りそこよりも運賃を

下げたり、そこが下げるから一緒に下げるというよう

なことはやめなさいということの通達もあるわけです

ね。

　ですから、今回例えば間違いなくスカイマークさん

ですので、格安で来ますよね。格安で来るとなってく

ると皆さんやはり5000円の差になってくるとスカイ

マークに乗りますよ。ＪＴＡさんは何するか、どうな

るかというと、その分での運賃の部分の軽減というの

ができないわけですから、そのことはやはり県として

も国にこの２つの分が今のＪＡＬグループに対しての

支援のあり方の部分と、15年に出されている既存の航

空会社の運賃の問題と、この２つの運賃の規制がある

わけですよ、そのことをやはり撤廃すべきだと。ＪＴ

ＡはＪＡＬグループの中にもあるけれども、やはり沖

縄がそのことを担う航空会社であるからしっかりとＪ

ＴＡに関してのこの撤廃をお願いしたいということを

県から申し出る必要があると思うんですけれども、ど

うでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今般、スカイマーク社の

就航でどのような影響が出るのか、その辺ちょっとま

だはっきりしないところがあるわけでございますけれ

ども、これに対してまたＪＴＡ、そのＪＡＬグループ

はどういうふうな経営方針で行くのか、その辺の動き

を県としては注視をしながら対応を考えていきたいと

いうふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　４社体制になって人が大量に運ばれ

るということは、私は決してそれを否定しているわけ

じゃなくて、やはり大量に運ばれることはいいことで

すよ。しかし、その競争自体はやはり一緒にさせてあ

げないと、せっかく県民の翼、今度ＪＡＬさんもＪＴ

Ａに関しては51％は自分で、49％を県内の企業の皆さ

んにという、本来は60％県内でやって40％はＪＡＬが

持ってということで、我々がこのＪＴＡは沖縄の翼だ

ということをしっかりとやっていけば、この２つの通

達は当てはまらない。ＪＴＡに関してはそのことの対

抗が私はできるものだと思うんですよ。

　知事、先ほども言いましたが、スカイマークさんは

荷物を運ばないというのがあるわけですので、じゃあ

宮古・八重山の空輸する部分というのはやはりＪＴＡ

が担わないといけないわけですよ。物流コストの低減
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化を今度の振興策でうたっているわけですから、それ

を担えない航空会社ということは果たしていいものか

と思うんですが、スカイマークさんが来たときに、皆

さん貨物もしっかりとやりなさいよということが県か

ら要望できるんでしょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほどの答弁を繰り返す

部分があるんですけれども、スカイマークの参入に

よってどのような影響が出るのか、それに対してどう

いうふうな経営方針で対応していくのか、その辺の動

きも見きわめる必要があると思います。

　また、今、議員の御質問の趣旨にはＪＴＡとこのＪ

ＡＬとの関係、県がどういうふうな形でそれにかか

わっていくかというふうな話もあったかと思うんです

けれども、これについてはＪＴＡとＪＡＬグループと

の関係、それからそのＪＴＡが今後どういう経営方針

を持っていくのか、その辺のところをやはり注視をし

ていく必要があるというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　だから、運賃で競争できない状況が

ある。そして貨物をやらない状況で、知事、貨物をや

らない分だけでその分で３名か４名体制でスカイマー

クはいいわけですよ。ところが、ＪＴＡさんは貨物を

するものだから、７名だとか８名体制にやらないとい

けない。もうこれだけでコストがかかってしまってい

るわけですよ。やはりこのことはしっかりと県も認識

していて、ただ来るからいいだろうということではな

くて、スカイマークさん、やはり来てもうからなけれ

ば撤退ですよ。スカイマークさんが宮古の空港に今何

を言っているかというと、我々が来るから増築してく

れということを言うわけですよね。はい、果たして増

築しました。今の宮古空港というのは赤字だと思うん

ですけれども、本当に増築してスカイマークさんが

ずっといるという保証も何もない中でのものがあるわ

けですから、やはり県もスカイマークさんが来ること

は大変いいことでしょうけれども、それに対抗できる

ような形の部分をやはりＪＴＡさんと、県が資本を

持っているわけですから、しっかりとそのことの認識

をしてもらいたいと思うんですけれども、知事この考

えどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の詳細を私フォローまだ

十分にできてないんですが、議員のおっしゃることは

一理ある――一理あると言ったら大変失礼ですが――

理解はできます。ですから、このＪＴＡがフェアな運

賃の競争もできるように、もう少し自由度を制約から

外してあげなさいというのは、利害は沖縄県民と一致

すると思いますね。ですから、そこについてちょっと

議論の整理を少しさせてください。なるべく早目に

我々も対応してまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県も今度振興策で、一国二制度的な

ということでやっているわけですから、我々、ＪＴＡ

はもう100％県内でもって格安航空にも対応できるよ

うな航空会社にしていくんだという気構えでぜひお願

いをしたいと思います。

　もう最後になりますが、沖縄の新たな振興策につい

てということでお伺いをしたいんですが、今回、一国

二制度的な特別措置が必要であるということなんで

す。一国二制度、副知事、どうして必要になるんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　一国二制度がどうして沖縄

に必要なのかという趣旨の御質問ですよね。お答えい

たします。

　まずいろんな不利性があると思います。それをオー

ル・ジャパンの46都道府県を対象にした制度・仕組み

ではなかなか厳しいだろうと。一方で、これから日本

の先頭を切ってアジアに出て行くといったときにもや

はり既存のものじゃだめだろうということで、不利性

の克服、それから優位性の発揮、両方において必要

じゃないかなというふうな認識です。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　アジアに向かおうということで、今

度の新たな振興策をやっているわけですから、やはり

一国二制度をとらないといけない。しかし、この一国

二制度をとる基盤というのはやはり国の財政ですよ

ね。国が結局、財政が縮小していく、その中で10年後

また同じように我々は国に振興策の財源をくれという

話ではなくて、今度の10年で一国二制度をしっかりと

したものをつくっていって、10年後はもう国からの財

政は必要なくて、我々はアジアに向かっていってその

ことが構築できているんだというものが私は根底にな

いといけないと思うんですけれども、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員の言われること

はもっともな部分があると思います。

　復帰後40年間、３次の沖縄振興開発計画と沖縄振興

計画の実施によって、やはり本県の経済社会は随分進

展はしたと思います。そのことについては今回のビ

ジョンのこの議論、そしてまた総点検の中でその成果
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と、それからまたこれからの課題が明らかになったわ

けでございます。

　この中で、この議会でも何度も申し上げているわけ

でございますけれども、やはり今後の課題は何なの

か。それはひとつ大きく言えば離島県への不利性をど

う克服していくか、この競争の条件をどうつくってい

くのか、ここがひとつ大きなポイントになると思いま

す。そしてまた、沖縄県が持っている大きな資源、自

然環境、それから文化、そしてまた全国が人口減少に

見舞われる中で若年比率が高い、そういう潜在力、そ

してまた経済的にも台頭するアジアの中心にあるとそ

ういうふうなものを最大限生かすような形の制度、そ

れを構築をしていく必要があると思います。そのこと

で今回この45の制度提案をしております。それからま

た、新しい計画の中でそういうことを盛り込んでいき

ながらまた議論を重ねてまいりたいとこのように考え

ているところです。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　ぜひ一緒になって頑張っていきま

しょう。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　こんにちは。

　公明党の金城です。

　一般質問をさせていただきます。

　先日、文教厚生委員会がフィンランドを視察した際

に、私も委員外委員の一人としてオブザーバー参加を

させていただきました。文教厚生委員会としては、

帰ってきてからその県民への報告会も催して多くの県

民がはせ参じて大変な反響をもたらしたようでござい

ます。

　私も一緒に同行させていただいて学んだことは、高

負担・高福祉が実施されていて、しかも国民の皆さん

方がそれを積極的に受け入れて実施されていると。こ

ういう実情を見たときに感じたことは、やはり政治と

国民、そして政治家と国民との間の信頼関係が非常に

強固にできているなと、そういう背景があったればこ

そああいう高負担、そして高福祉が実施されているの

ではないかという思いを強くいたしました。

　そういう意味ではこの日本の政治状況を振り返って

みたときに、大変厳しい状況を感じざるを得ません。

１年半前に実現した政権交代が、わずか１年半でもう

そのマニフェストがぼろぼろになってしまった。ある

いはまた、政権運営も内憂外患、にっちもさっちもい

かないそういう状況の中で、きょうの明け方、ようや

く新年度の予算案が衆議院を通過した、こういう状況

でございます。それというのもやはり選挙至上主義で

進めてきたその結果がこういう形をもたらしているん

ではないかと。あげくの果ては、つい最近まで敵対し

てきた人物をスカウトをして自分たちのそういう税と

社会保障の一大改革の重要ポストに据える。こういう

ことがまかり通っている。誘うほうも誘うほう、行く

ほうも行くほう。「立ち上がれ日本」なんて叫んでお

きながら、ぽんぽんと肩をたたかれたらよろよろと足

元がふらつくように大臣席に座り込んでしまう。こう

いうことが起こっていること自体が日本の政治と、そ

して国民の間の信頼関係を大きく損ねている要因では

ないかというふうに思います。ですからそういう意味

でもやはりお互い政治の世界に身を置く者として、そ

の国民と政治家、あるいはまた政治との信頼関係の回

復というものには真摯に向き合って、しっかりとした

議会活動、議員活動というものをやっていかなくては

ならないなと。そういう意味では今の政権のあり方と

いうものをしっかり他山の石としてとらえて、しっか

り前を向いていきたいと、こういう思いをしてフィン

ランドのほうから帰ってまいりました。

　では、一般質問に移ります。

　まず１点目、観光商工部関連で、茨、全日空と香港

のファーストイースタン・インベストメントグループ

が共同出資する格安航空会社が本年秋から関西空港を

拠点に運航開始を目指しているとの報道があります。

外国人観光客の誘致も進めようとする本県として、那

覇空港への誘致の働きかけが早急に必要だと思うので

すが、県の具体的対応策を伺います。

　芋、第１回全国エイサー大会が昨年、沖縄市サブグ

ラウンドで開催されました。昨年の実績と本年の計画

について御説明をお願いします。

　鰯、沖縄市の山里地域の再開発事業への県の支援に

ついて伺います。

　本事業は平成４年から地域の関係者の皆さんが山里

地区再開発世話人会を発足させ、再開発に向けて準備

を進めてきた計画であります。長期間にわたる取り組

みでありますが、昨年平成22年３月に沖縄市中心市街

地活性化基本計画が国から認定を受け、山里地区もそ

の中に位置づけられたことをきっかけに、地域の皆さ

んが大変意欲を燃やしている事業でもあります。沖縄

市も地元関係者の皆さんも国・県の支援を取りつけた

上で事業を推進していく方針であります。同事業に対

する県の支援方針をお聞かせいただきたいと思いま

す。

　允、北中城村の泡瀬ゴルフ場跡地の再開発事業が

着々と進められております。周辺市町村からは大型
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ショッピング施設が進出することによる交通混雑、騒

音、住環境への影響など、懸念の声が出ております。

県は都市計画上の広域調整について、都市計画ガイド

ラインを作成し、大規模集客施設に係る連絡調整会議

を組織した上で関係市町村との意見交換をすることに

なっております。その進瀧状況を御説明ください。

　次に、土建部関連で質問します。

　茨、東部海浜開発事業再開について、再開に向けた

今後の手順・手続はいかがでしょうか。

　芋、中城湾港の物流拠点形成のための定期船就航実

験事業について伺います。22年度の取り組みと新年度

事業計画について伺います。中城湾港の位置づけは、

本県における物資の円滑な流通を確保するための流通

拠点として整備するとともに、産業の振興、雇用機会

の創出、産業構造の改善並びに県土の均衡ある発展に

資するための工業用地の整備等、流通機能・生産機能

をあわせ持った流通加工港を整備することを目的とす

るとなっております。その趣旨に合った事業推進をす

べきだと考えますがいかがでしょうか。

　鰯、ＩＴ津梁パークヘの企業誘致強化策について、

新年度の方針、計画を御説明ください。

　次に、福祉保健部関連についてです。

　茨、待機児童問題の抜本的解消について、新たな振

興法の制定も視野に入れてどのように取り組んでいく

か伺います。

　芋は取り下げます。

　鰯、子供手当の地方負担のあり方について県の考え

方を御説明ください。

　４、教育委員会関連で、茨、現在行われている小学

校での英語教育の成果を御説明いただきたいと思いま

す。

　芋、教育現場における教師の仕事が教科の指導以外

に煩雑な仕事が多く、肝心な子供たちと向き合う時間

がかなり制約されているという声を聞きます。教師の

負担軽減策について県教育委員会の考え方、方針を御

説明いただきたいと思います。

　鰯、教員の採用、受験資格年齢について伺います。

現在の採用年齢はどうなっているか。また、採用年齢

の引き上げ、あるいはまた撤廃等についてどう検討さ

れておりますか。

　５、文化環境部関連で伺います。

　茨、環境省が策定したガイドラインとして、中小企

業向けの環境対策行動計画「エコアクション21」があ

ります。安い経費で効果的な環境保護活動ができると

して注目を集めております。「エコアクション21」導

入企業について、公共工事入札格付の際、加点の要望

がありますが、県の考え方を御説明ください。

　芋、「空手道会館」建設に向けて、新年度の事業予

定の内容、また、伝統空手とスポーツ空手との整理の

仕方をどのように考えていらっしゃいますか。

　鰯、県立郷土劇場再建に向けて、新年度の予定の内

容を御説明ください。

　次に、代表質問との関連で伺います。

　茨、上原議員の代表質問に関連して、小中学校、特

別支援学級設置要綱にある学級編制について、原則５

人を下限とするという規定を設定した理由は何か。ま

た、今後見直すことはどうか伺います。

　次芋、糸洲代表の関連の質問でございます。

　沖縄振興法について、これまでの振興計画、振興法

というものは自立経済を目指してきたその目的とは違

い、制度の不十分さから中途半端な結果になっており

ます。そこで、これから求めていく新法の実効性あら

しめるための政府との交渉、また意気込みについて伺

います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、土建部関連で、東部海浜開発に関する

御質問の中で、工事再開に向けた今後の手続について

の御質問にお答えいたします。

　泡瀬地区の埋立工事を再開するためには、港湾計画

を変更する必要があります。同計画は、現在、変更手

続中であります。昨年12月に沖縄県地方港湾審議会の

答申を受け、去る１月に国土交通大臣へ提出し、現

在、国において審査しているところであります。

　県としましては、今年度中に港湾計画の変更を行

い、その後、埋立免許等の変更手続を進め、来年度に

工事再開できるよう努めてまいる考えでございます。

　同じく土建部関連の御質問ですが、ＩＴ津梁パーク

への企業誘致強化策の方針と計画についての御質問に

お答えいたします。

　沖縄ＩＴ津梁パークにおきましては、現在、中核機

能支援施設に９社、企業立地促進センターに２社が入

居いたしております。ＩＴ津梁パークへの企業立地を

促進するため、平成23年度におきましては引き続き良

好な立地環境の整備に努めますとともに、企業誘致の

重要な要件となっております人材育成と就労環境の整

備に重点的に取り組んでまいる所存でございます。

　具体的には、民間ＩＴ施設の整備を進めるほか、ア

ジアＩＴ研修センターを整備し、県内の高度なＩＴ技
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術者を育成するとともに、アジア企業と共同で行うＯ

ＪＴ研修を通してアジアとのかけ橋となる人材を育成

してまいる考えでございます。また、市町村と連携を

して託児所などの利便施設の充実も図ってまいりま

す。これらの取り組みによりまして、日本とアジアを

結ぶ新たな情報通信関連産業の集積を図ってまいる所

存でございます。

　次に、福祉保健部関係の御質問ですが、待機児童問

題の抜本的解消についての御質問にお答えいたしま

す。

　待機児童の解消につきましては、安心こども基金及

び保育所入所待機児童対策特別事業基金を設置し、そ

の解消に努めているところでございます。平成22年度

は２つの基金を活用し29施設の保育所整備及び10施設

の認可化で合わせて約1600人の定員増を図る予定でご

ざいます。平成23年度も引き続き25施設の保育所整備

及び10施設の認可化で合わせて約1400人の定員増を図

る計画となっております。

　沖縄県といたしましては、今後とも国及び市町村や

関係団体と連携をし、待機児童の解消に努めてまいり

たいと考えております。

　次に、文化環境部関連の御質問で、県立郷土劇場再

建に向けた新年度事業予定についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　伝統芸能拠点整備の取り組みにつきましては、平成

23年度において関係団体、そして専門家等の意見を聞

きながら、伝統芸能の拠点となります施設整備に向け

た調査検討を行い、基本的なコンセプト、そして運営

計画等を含めた基本構想の策定に取り組んでいきたい

と考えております。また、伝統芸能公演や県外、そし

て海外派遣公演の開催実績の検証、そしてモニタリン

グ調査の実施及び分析、そして県内外公立文化施設等

の調査、さらに関係機関・団体等へのヒアリングなど

を行ってまいりたいと考えているところでございま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　観光商工部関連の御質問

の中で、全日空等の出資する格安航空会社の誘致につ

いてお答えいたします。

　全日空等の出資する格安航空会社は、関西空港から

４時間圏内で運航可能な都市へ、国内・国際それぞれ

４路線程度就航する計画であると聞いております。

　県としましては、国内及び国際観光客の増加につな

がり観光産業の振興にも資することから、他の航空会

社と同様、全日空等の出資する格安航空会社に対して

も誘致活動を行っていきたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問の中で、振興新法の政府との交渉、意気込みについ

てお答えいたします。

　沖縄県では、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法

律の制定に向けて、12月27日に沖縄政策協議会の振興

部会において、「新たな沖縄振興のための制度提言

（中間報告）」を提出し、これに対し、官房長官より

その場で関係閣僚へ検討の指示が出されたところであ

ります。このことを受け、現在、関係府省実務者連絡

会議、沖縄政策協議会幹事会など事務レベルで要望内

容の検討作業が進められているところであります。

　沖縄県としては、政府に対して、離島県ゆえの不利

性や子育て等における課題を克服するとともに、魅力

ある自然環境や独自の文化・芸能、アジア・太平洋地

域に近接する地理的特性を最大限発揮できる施策を展

開するため、国の責務において全国一律とは異なる新

たな法制度等の仕組みの構築が必要であることを十分

説明してまいりたいと考えております。

　県議会議員各位におかれても、御支援・御協力をい

ただきますようお願いを申し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光商工部関連につ

いての中の、全国エイサー大会の昨年の実績と本年の

計画についての御質問にお答えします。

　昨年10月に開催した「2010全国エイサー大会」に

は、県内外から約２万5000人が来場し、創作エイサー

コンテストでは県外６団体を含む21団体の参加があり

ました。また、県内青年会の演舞の披露や沖縄市観光

協会主催の「エイサー今昔物語」との連携などによ

り、地域のエイサー振興にも寄与したものと考えてお

ります。

　ことしの大会については、10月に開催する「第５回

世界のウチナーンチュ大会」と連携したプログラムを

検討しているところであり、早期に大会概要を決定し

て県内外・海外からの参加団体を募集するとともに、

旅行商品の造成や情報発信により県外からの集客を図

りたいと考えております。

　次に、文化環境部関連で、「空手道会館」の建設に

ついての御質問にお答えします。

　県では、「空手道会館」の建設に向けて次年度に調

査を実施することとしており、世界的な空手愛好家の

動向などの現状把握を行うとともに、他のスポーツ事
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例の情報収集と整理を行い、建設に当たっての課題の

抽出や解決の方向性を考察することとしております。

また、空手の振興及び観光資源としての活用を推進す

るために必要な機能を検討した上で、そのあり方など

を総合的に検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　観光商工部関連につ

いての御質問で、沖縄市山里再開発事業への県の支援

についてお答えいたします。

　当該事業は、沖縄市が平成21年度に策定した「中心

市街地活性化基本計画」の要素事業の一つとして位置

づけられている事業であります。現在、沖縄市から県

へ財政的支援等についての要請があり、その対応につ

いて調整を行っているところであります。

　県としましては、今後の調整状況を踏まえ、必要な

助言、協力等を行っていきたいと考えております。

　同じく観光商工部関連についての御質問で、泡瀬ゴ

ルフ場跡地の広域調整についてお答えいたします。

　都市計画決定に係る広域調整につきましては、都市

計画法に基づき平成19年11月に県で策定した「大規模

集客施設の立地に係る都市計画ガイドライン」により

行うこととしております。このガイドラインでは、１

万平方メートルを超える大規模集客施設の立地につい

ては、広域的観点から交通渋滞による周辺環境への影

響等を評価し、関係市町村と連携して広域調整を行う

こと、また、「既存の競合する店舗などとの競争を抑

制するなど需給調整や既得権擁護とならないものとす

べきである。」としております。

　泡瀬ゴルフ場跡地につきましては、去る２月10日、

県の関係機関及び近隣市町村で構成する連絡調整会議

を開催したところであり、現在、同会議で関係機関か

ら示された意見に対する方針を北中城村で検討してい

るところであります。

　県としましては、今後とも関係市町村等と連携し、

都市計画決定に係る広域調整を図っていきたいと考え

ております。

　次に、土木建築部関連の御質問で、中城湾港の定期

船就航実験事業についてお答えいたします。

　中城湾港新港地区は定期航路がなく、中部圏域の貨

物の多くが那覇港からの搬出入を余儀なくされてお

り、物流効率化のため定期船の就航が重要と考えてお

ります。県では、その実現に向けて定期船就航実験を

行うため、今年度、新港地区を含む背後圏の企業調査

を行い港湾利用のニーズを把握し、実施計画を策定す

る予定であります。平成23年度は、実施計画を踏まえ

就航実験を国へ要望していきたいと考えております。

　次に、文化環境部関連についての御質問で、「エコ

アクション21」の採用についてお答えいたします。

　「エコアクション21」については、平成23・24年度

建設工事入札参加資格審査及び等級格付基準で、ＩＳ

Ｏ14000シリーズと同じく、環境対応に対する評価項

目として加点評価することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉保健部関連に

ついての御質問の中の、子ども手当の地方負担のあり

方についてお答えします。

　平成23年度の子ども手当については、全国知事会を

含む地方六団体において、全額国費負担を国に求めて

きたところであります。しかしながら、平成22年度限

りの暫定措置であった児童手当分の地方負担が継続し

て求められることになったことは遺憾であります。平

成24年度以降の本格的な制度設計に当たっては、費用

負担の問題も含め地方と十分協議を行うことを全国知

事会と一体となって国に求めていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育委員会関連

についての御質問で、小学校英語教育の成果について

お答えいたします。

　本県では、国際性豊かな視野の広い人材の育成を目

指して小学校から外国語教育を積極的に推進し、平成

21年度にはすべての小学校で５・６年生を対象に外国

語活動を全国に先駆けて実施しております。また、那

覇市や浦添市、宜野湾市、嘉手納町、南城市の教育課

程特例校等においては、小学校１学年から６学年まで

６年間を通して言語や文化について体験的に理解を図

るとともに、外国語になれ親しみコミュニケーション

能力の素地を養うことを目標として、外国語活動を実

施しております。その成果として、外国語学習に関す

る興味・関心、意欲の高まりやリスニング力の向上な

どが報告されております。

　県教育委員会としましては、これまでの成果を踏ま

え、小学校外国語活動のさらなる充実を図るととも

に、小学校では英語になれ親しみ、中学校では英語を

聞き・話すことができる、高校では英語で発信するコ

ミュニケーション能力を養うことを目指し、児童生徒
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の発達段階に応じた英語力の育成に取り組んでまいり

たいと考えております。

　次に、教師の負担軽減策についてお答えいたしま

す。

　教職員の負担軽減策につきましては、定時退校日や

ノー部活動日等の設定、会議の精選、報告書の簡素化

等を推進するとともに、働きやすい職場づくりを目指

して全県立学校に負担軽減検討委員会等を設置し、業

務の簡素化に向けて各学校の実情に応じた取り組みを

行っているところであります。さらに、今年度から２

年間で全県立学校に負担軽減推進員を配置し、教職員

の負担軽減に向けて負担軽減検討委員会等の活性化を

図っているところであります。

　各学校における具体的な取り組みとしましては、年

休等の取得の奨励、勤務終了後の早期帰宅の奨励、情

報のデータベース化による事務量の軽減、職員会議や

職員朝会の効率化等を行っております。また、県教育

委員会では、報告事項等の見直しや精選を行い、文書

の簡素化や電子メールによる発送、指定研修の期間の

縮減等を行っております。

　今後とも教職員の負担軽減に向けて取り組んでまい

ります。

　次に、受験年齢制限の引き上げについてお答えいた

します。

　教員候補者選考試験は、人間性豊かで教科等の専門

的知識・技能を有し、実践的指導力のある教員を選考

する視点で実施しております。今後、大幅な教員の採

用が見込まれることから、教員候補者選考試験の受験

年齢制限の撤廃に向けて取り組みます。平成23年度実

施の教員候補者選考試験においては、応募者数の大幅

な増が見込まれることから、受験年齢制限を45歳まで

引き上げ、受験年齢の撤廃につきましては、平成23年

度の実施状況を踏まえ早目に判断していきたいと思い

ます。

　幅広い年齢の受験者を見込むことにより、量及び質

の両面ですぐれた教員や多様な人材、他の職業等で豊

富な経験と技量を持った優秀な社会人や職業人、これ

まで長期間臨任をしている指導力のある教員などの確

保を目指していきたいと思います。

　県教育委員会としましては、教員候補者選考試験の

受験年齢制限の撤廃に向けて取り組み、豊富な経験と

技量を持った優秀な社会人や職業人を初め、臨時的任

用の受験者が選考試験を受験できる機会を拡大し、本

県の教育を担う専門的知識や技能、実践的指導力のあ

る優秀な教員の確保に努めてまいります。

　次に、文化環境部関連についての御質問で、伝統空

手とスポーツ空手についてお答えいたします。

　沖縄の空手は、沖縄古来の「手（ティー）」と言わ

れた武術と、中国から伝わった護身術とが融合し、沖

縄独自の武道として発展してきました。現在、世界に

は4000万人を超える空手愛好者がいると言われていま

すが、伝統空手とスポーツ空手が混在し、一概に区別

することは難しい状況にあります。

　一般的に伝統空手とは「心身の鍛錬」、「空手に先

手なし」などをその精神とし、型を中心とした古来か

ら継承されてきたものであると考えております。一

方、スポーツ空手は、世界空手道選手権大会や国民体

育大会及び全国高等学校総合体育大会等において競技

化されてきたものであると考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、特別支援学級の設置基準についてお答えいたし

ます。

　本県の「沖縄県公立小学校・中学校特別支援学級設

置要綱」においては、特別支援学級を新設する場合に

は、原則として５人を下限としているところでありま

す。また、地域の特別支援学級の設置状況、市町村教

育委員会の特別支援学級設置計画、就学前の障害児児

童数等を勘案しながら、５人未満での設置につきまし

ても弾力的に対応することとしております。５人を下

限とする理由につきましては、学級とは、生活集団と

学習集団を一体とした教育指導の場であり、児童生徒

が互いに学び合い、人間性・社会性をはぐくむために

は一定規模の児童生徒が必要であると考え、このよう

な基準を設けているところであります。

　県教育委員会としましては、特別支援学級の新設時

に５人を下限とする設置基準について、全国の実施状

況等を踏まえ、今後、見直しを検討してまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　御答弁大変ありがとうございまし

た。

　まず、再質問の最初は、山里の再開発事業について

お伺いいたします。

　部長の答弁は、沖縄市あるいはまた、その再開発の

関係者の皆さんと調整をして助言等々進めていくとい

うことでありましたけれども、県が具体的に補助金を

支援するという形になろうかと思いますけれども、そ

の補助金の支援対象にする条件というのはあります

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　再開発事業としての



－ 361 －

一般的な補助の件でございますが、これは組合施行と

いうことになっておりまして、補助対象になるのはい

わゆる共益施設、例えばエレベーターでありますとか

ホールとか公の不特定多数の人が利用するところにつ

いての補助対象になっておりまして、これは３分の１

は国からの補助がございます。それからあと３分の１

は事業者が持つということ、それからあとの３分の１

につきましては県あるいは市町村の地方自治体が持つ

ということに基本的にはなっております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　この事業は、私も地元ですから場所

もよくわかっているんですけれども、県としても支援

して、そして再開発を早急に進めたほうが大きなメ

リットが生まれてくるというふうに見ております。地

域は低湿地地帯で、もう終戦直後からそのままで狭隘

なそういう里道とか、そういうところで防災関係から

しても非常に危ない地域、早急に建て直し再開発する

必要があると。そして商業施設をこれから再開発する

ことによって雇用効果ということも大きく見込めま

す。そして、この事業に携わるに当たって地元が主

催、リードしていくことですから、県内業者を優先活

用することもできる。そういうことでそういう無秩序

な立地条件を改善して新しいまちづくり、そういうも

のができるわけですね。さらにまた、沖縄市の立場か

らすると去年の３月に国から認定を受けた沖縄市の中

心市街地活性化基本計画、これの位置づけの一角にも

なっているわけです。ですから、それをリードする意

味でもこの再開発事業というものを県がサポートし具

体的に推進することによって、沖縄市全体の中心市街

地の活性化に向けた大きな起爆剤に位置づけることが

できると。そういうふうなことがあって、ぜひ国・県

の支援というものを取りつけたい、お願いしたいとい

うことですけれども、どうですか部長。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　当計画につきまして

は、沖縄市の中心市街地活性化基本計画に位置づけら

れていることも承知しております。また、都市計画の

面からも現状が非常にスプロール化しているというこ

とでございまして、これを高度化することによって快

適な空間を目指すというまちづくりの観点からも重要

な事業だというふうに認識をしております。

　今、計画の中身を市のほうが検討しているところで

ございまして、また事業認可につきましても県がかか

わることになりますので、その辺は助言とか、それか

ら財政的な面についても協力をするという方向で対応

していきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　ぜひよろしくお願いいたします。

　次に、泡瀬ゴルフ場跡地の件ですけれども、この都

市計画ガイドラインに沿って、この連絡調整会議を発

足させて２月10日に具体的に関係市町村の皆さんとの

検討会議を行ったということでありますけれども、こ

の大規模集客施設を見るときに、県としてこの連絡調

整会議をするその目的、そして調整会議を行った上で

どういう方向にその成果をあらわしていこうと考えて

いるのか、御説明をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　調整会議において

は、調整することの主なものをやっぱり都市計画の観

点からこの大型施設が立地することによって周辺に与

える環境、例えば交通環境ですね、渋滞とかそういっ

たものとか、あるいは排気ガスの面であるとか下水道

の整備とか負担とか、そういったものについて検討し

ていくわけでございますが、この間の調整会議におい

ては、特に渋滞、周辺道路に与える負荷が大きいとい

うことがありまして、これについてどういうふうに解

決するのかということを北中城村のほうに会議の中の

意見として出しておりまして、現在、北中城村におい

てこの対応について検討しているところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　報道されるところによると、敷地面

積が５万坪、それから延べ床面積が３万坪、駐車場が

当初は6000台だったのが4000台あたりまでというふう

なそういうことになっているんですけれども、南風原

ジャスコと比べてみても３倍のそういう規模の施設に

なっているんですね。ですから、これはいろんな見方

がありますけれども、そういう住環境に対する負荷、

あるいはまた交通渋滞に対する課題等々、さらにはま

た沖縄市側から意見がある中心市街地との兼ね合い

等々、やはり先ほど玉城議員も強調しておりましたけ

れども、双方が相乗効果をもたらすようなそういう連

絡調整会議であっていただきたい。単なるそういう北

中の意向というものだけを踏まえるということじゃな

くして、やはりこれは沖縄市のみならず中部周辺市町

村に大きく影響してくる規模になりますから、ですか

らそういう意味でもしっかりした県のそういう連絡調

整会議での調整役の役割というのは非常に大きなもの

があると思っておりますから、よろしくお願いをいた

します。

　次に、「空手道会館」についてです。

　この話は県立郷土劇場との兼ね合いがあるんですけ

れども、箱物行政というふうな発言もあったりして非
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常に私は遺憾に思うんですけれども、先ほど教育長が

おっしゃったように、4000万人とも5000万人とも言わ

れる空手人口が世界にあって、そしてその発祥の地と

いう沖縄の存在というものが非常に注目を集めている

わけですね。さきの空手道世界大会もあったように、

関係者の皆さんは非常に「空手道会館」の建設に大き

な期待を寄せて注目いたしております。ですから、そ

ういうことをぜひ御理解をいただいて、しかも伝統空

手とスポーツ空手のお互いの調整というのも非常に重

要な要素だと思います。これはやっぱり立場が違うと

評価の仕方、見方が全然違うんですね。伝統空手から

するとスポーツ空手に対していろんな意見がある。一

方、逆もあるようです。ですから、その辺のところを

どうお互いに融合していい形の沖縄のそういう「空手

道会館」というものを位置づけていくのか。単に武道

場だけではなくして、伝統の空手の歴史とか、あるい

はまたさまざまな展示物であるとか、人材育成のため

のノウハウであるとかいろんなことが要求されてくる

と思うんですね。ですから、そういうことでぜひ立派

なものをつくっていくためにもお互い調整をしながら

いいものをつくっていただきたいということで、これ

は要望をいたしておきます。

　次に、代表質問との関連で、まず県立・公立の小中

学校の特別支援学級設置要綱について、教育長の答弁

では、下限の５人という原則を見直しも検討しようと

いうことがありました。ぜひそういう形で取り組んで

いただきたいと思います。やはりそういう障害を持つ

子供さん方というのは、個別に具体的にいろいろその

個性やら、あるいはまた症状、そしていろんな個人差

やらさまざまあるわけですから、集団学習とかそうい

うものにそぐわない場合が多々あるわけですね。です

から、そういう趣旨とはまた別の視点からのこの人数

のあり方というものを検討しないと、やはり新設の場

合、１人しかいない、２人しかいないから設置ができ

ないとか、そういうケースも父兄からの声としてあり

ますので、ぜひこれはそういう見直しの方向で検討し

ていただきたい。再度お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　先ほども申し上げました

けれども、県教育委員会としましては、特別支援学級

の新設時に５人を下限とする設置基準については、全

国の実施状況も踏まえ、今後見直しを検討してまいり

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　最後に、振興法のことについてお伺

いいたします。

　企画部長、これまでの４期にわたる振興計画、振興

開発計画があったんですけれども、特に最近議論に

なっているこの自立に向けた振興法、振興計画があっ

たけれども、なかなか結果に結びつけることができて

いないと。さまざまなそういう制約なりいろんな条件

が県が求める基準に満たない。その結果、そういう目

標とする自立経済に向けての成果がなかなか効果とし

てあらわれていないと。そこをどう今回は突破するか

というのが非常に問われる部分なんですけれども、ど

うですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほども少しお答えしま

したけれども、この40年の沖縄振興の中で本県の経済

社会はかなり進展はしてきたと思います。特にこの10

年は初めて産業施策についてのさまざまな制度、地域

指定制度、これは今回初めて取り入れられて、その結

果としてやはり沖縄県はその地域資源を生かした観

光・リゾート、そしてまた情報通信産業というほかの

県には例を見ないような形の独自のまた展開を遂げて

きたと、そう思っております。

　しかしながら、現時点で大きな経済社会を見たとき

に、やはり所得の問題、そしてまた雇用の問題になお

課題がある。さらにまた、離島の振興の問題、それか

ら基地跡地の問題、さまざま課題はまだ残っているわ

けでございますけれども、今回の制度の要請に関して

は、やはりこれまでの成果を踏まえて何を特徴として

見ているかというと、やはり沖縄は陸路でつながって

ないというふうな一点において、かなり本土全体の政

策というふうなのがうまくつながってきてないんじゃ

ないかという一つの視点を持っております。

　例えば具体的に申し上げますと、リーマンショック

以降、国が自公政権から民主党政権まで含めてエコポ

イントという、これは１兆2000億ぐらいつぎ込んだわ

けですけれども、こういうものというのは電子パーツ

だとかあるいは自動車の車体のそういう工場のあると

ころには非常に効果があるわけです。これは実は日本

津々浦々そういう工場がある。ところがこれは沖縄に

はなかなかない。したがって、そういうふうな政策が

なかなか来ないというのが一つあります。

　それからまた、もう一つは、所得補償制度で全国は

米だということで、それをハードからソフトに転換す

るときに、なかなかうまく沖縄県はかみ合わない。さ

らにはまた、人口構成も全国とは随分違う中で、やは

り子育ての問題というのは顕在化していく。そういう

課題を整理をしながらしっかりと国と調整をしていき

たいというふうに思います。そういうふうなことを一
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つ一つ積み上げることによって、次の新しい21世紀ビ

ジョン、県民が求める５つの目標、それから４つの課

題の解消につながっていくものというふうに考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　私、懸念するのは、23年度いっぱい

でこれを法律をつくり、次への計画に結びつけていか

なきゃいけないと。一方で今の国の状況というものを

見たときに、非常に政局絡みで見通しが立たない。そ

ういう中で去年の12月からその事務レベルでの検討会

議がスタートしたということなんですけれども、事務

レベルのそういう会議だけでこれが進められてしまう

と、極めてまた同じようなそういう不十分な、中途半

端な制度設計で押しつけられてしまうのではないか

と、そういう懸念を強く持つわけです。ですからそう

いうタイムスケジュール、タイトな日程の中でなおか

つ今までとは違う高度な制度設計、内容というものを

求めていこうとしている。ですから、そのところにつ

いての切り込み方、これはどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　タイムスケジュール的に

申し上げますと、現行のこの法律、それから計画も来

年の３月に切れるわけでございます。それから逆算を

していきますと、まずこの法律は次年度の通常国会に

出していく。そうするとやはりこの７月ぐらいには法

律の骨格を大体固めなきゃいけないと。これは国のほ

うとも今、そういうふうなスケジュールで確認をして

いるところでございますけれども、現時点で45の制度

提言をいたしまして、さらにまた今般、この県議会の

ほうからも幾つかその要望があるものを加えながら

も、これを３月いっぱいに取りまとめをして県の要望

としてまとめていって、それを７月までに整理をして

いくというふうなスケジュールになります。

　この間、議員の言われるようなさまざまな国の政治

上の動きもあるかと思いますけれども、県はやはりそ

の求めるスタンスをしっかり腰を据えながら、そして

また、その状況に合わせて粘り強く対応していく必要

があると思います。その際にはやはり県議会議員の皆

様方にもぜひ御支援・御協力をまたいただきたいとい

うふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　知事、今、企画部長がお答えになっ

たんですけれども、私はそういうスケジュールを聞く

となおのこと、この振興新法というものの実効性とい

うものを非常に心配するんですね。ですから、そうい

う意味でどういうふうに政治力を生かしながら、この

お互いが求める法律の中身というものを、制度の中身

というものを実現できるのかと、知事の決意はどうで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさしくそこのところでし

て、実務的にはきちっと一応詰めておこうということ

で詰めます。ただし、おっしゃるように危惧されるの

は、抑制がかかり過ぎてこれまで以上には出ないとい

うようなことにならないように、政策協議会はこれは

総理大臣以外の大臣で構成されていますから、一つは

そういう政治的なというか、かなり上のほうからおろ

していくという方向はぜひ維持していきたいと思って

おります。そして、この法律を成立させるための段取

りというかタイミングは今、企画部長がある程度申し

上げたとおりですが、まさしくこの政局の話はちょっ

と心配ではあるんですが、これはどうにもなりません

から、ぜひこれは国会与野党の政党もひとつぜひ我々

は無論お願いし説明してまいりたいと思っています。

特に公明党さんの場合は離島について、国境離島につ

いての考え方などをいろんな形で出していただいてい

ますし、自由民主党はほとんど同じような骨格・議論

を沖縄振興委員会をつくっていただいてやっていただ

いていますし、あとこれから社民党さん、無論民主党

さんは協議会というのを沖縄でお開きになるようです

から、そういう政党各党を通じてまたこれはお願いし

ないと、まさにこれは一体だれと――ちょっと俗な表

現で恐縮ですが――手を握るか、これは実際最後まで

いけるのか、いろいろ教えてください。我々もその変

化を頭に置きながらまとめていきたいと思いますが、

無論これは政治的な県議会の議員の皆さんとも、それ

から政党・会派ともよく相談し、東京のほうを攻めて

いかないと、かなり変化があり過ぎて、我々も今その

あたりをじっと見ながら、おくれないように対応して

いきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　まさに知事がおっしゃるように、こ

れは本当に政党・会派を問わず、沖縄県のこれからの

10年・20年のそういう振興のあり方というものが決定

される内容が求められるわけです。ですから私、ぜひ

知事がリーダーシップを発揮してお願いしたいのは、

お互いの県議会はもとより、そして地元選出の国会議

員はもとより、そして全国の各国会議員、党派を超え

てこの沖縄振興のために協力してくれという議員連盟

をつくって、そしてその議員連盟が政治力でもってこ

の新しい振興法というものを具体的に中身のあるもの

にしていく。そういうことをぜひ提案申し上げたいん
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ですけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常にすばらしいあれだと

思いますが、議員連盟をどうやってつくるかはまた県

選出の議員の先生方とちょっと相談させてください。

よろしくお願いします。

○金城　　勉君　はい、ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

　　　〔當山眞市君登壇〕

○當山　眞市君　こんにちは。

　疲れたような顔をしておりますけれども、どうぞ顔

を上げてください。

　３月８日は「三板の日」でありました。３月４日は

何の日ですか。「三線の日」です。人間性豊かな環境

文化村・読谷村でこの「三線の日」、11時半から夜の

９時半までやっておりますので、どうぞ委員会が終わ

りましたら駆けつけてください。

　読谷まつりで大演奏会、古典音楽やりますけれど

も、お互いが４・25やったあのステージで400名余り

の方々が大演奏会をやります。これは大交易時代に活

躍した泰期、これをたたえる一つのイベントの中でや

りますけれども、伊是名村には金丸の像が喜如嘉を指

していますけれども、読谷村の残波には泰期が中国の

方向に指を指している像があります。その辺もどうぞ

お寄りのときはごらんになってください。

　それはいいとして、質問の前にあと一つ申し上げた

いと思います。

　菅内閣、きょう267日、鳩山さんを追い越したよう

でありますけれども、あと何日かわかりませんけれど

も、在任中は頑張っていただきたいというふうに思い

ます。政権交代の前に、自民党は嫌いだが民主党には

不安があるというふうな話がありました。そのとおり

になったわけでありますけれども、今国民が一番不安

を抱いているのが、民主党の政権の政権運営のあり方

であります。

　今、自分の足元から小沢さんの問題がありました

し、さらに松木政務官がもう辞任をいたしましたし、

16名が会派を離脱、さらに前原大臣が自分の会派の40

名ぐらい集めてもうやがて選挙だよというふうなこと

で勉強会をやっているというふうなことからすると、

もうこの家族の中でしかもリーダー的な方々がそうい

う動きをやるということは、近いというふうに思って

おります。どうぞ国会を目指す方は、もう一般質問ど

ころじゃないですよ。早く帰ってその運動をされたほ

うがいいんじゃないかなと。先日、石破茂元防衛庁長

官も最短で４月10日にあるというふうな話まで出るよ

うな状況がありましたし、それからすると今解散する

と民主党は恐らく100前後だろうというふうなことが

よく言われております。なれないことをして、大ぼら

を吹いてあれだけの政権公約をしてことごとく破綻を

するというふうな状況の中で、これはもう総理がいか

に側近に３年ぐらいはさせてほしいというふうなこと

を頼んでも国民がもう許さないとこういうふうに思い

ます。ですから、もとの自公にまた近々戻るというふ

うに思っておりますので、やっぱり経験者が政治をや

らなければいかんというふうに思っております。照屋

守之さんも頑張ってください。

　その程度にして質問に入りたいと思います。

　まず知事訪米、知事の政治姿勢についてでありま

す。

　茨、知事は今日まで２回にわたって訪米し、今回、

再選後初となる３回目の訪米を予定いたしております

が、３回目の訪米時期と主要な内容と要請先について

伺います。

　芋、訪米の際は、県が普天間移設のためにアプロー

チする行動対象となる米政府に対して、今回作成され

るアクションプログラムに伴う行動になるのか伺いま

す。

　鰯、普天間飛行場の代替施設建設計画の工法につい

て、ことしの春の終わりごろまでに解決を米側が望ん

でいるとも言われるとき、今回の知事訪米は極めて重

要な意味を持つものと思います。難題棚上げの菅総理

に先んじて米国政府要人に対し直訴する必要があると

思うが、次の点について伺います。

　菅総理は６月をめどに訪米するとなっているが、普

天間移設に関する協議はなく日米合意の確認になると

いうが、知事は訪米でオバマ大統領に普天間や負担過

重な沖縄の実情を直訴する日程をぜひ入れるべきと思

うがどうかお聞きいたします。

　２番、基地問題について。

　普天間飛行場を使用している米海兵隊第36海兵航空

群が戦後間もない時期に日本本土から沖縄に移駐して

きた経緯と、本県における海兵隊撤去の戦略について

県の考えを伺います。

　芋番、米側が普天間移設とリンクだとする海兵隊

8000人のグアム移転が、現地のインフラ整備のおくれ

から計画の14年に移設めどが立たず３年から５年後に

なるとのことだが、県は普天間移設とのリンク論をど

のように乖離させていかれるか伺います。

　鰯、次年度事業で計画される総合的安全保障研究推

進事業では、普天間移設実現のため対米国、対日本政

府への効果的なアクションを起こすため、沖縄を取り
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巻く地域の防衛・安全保障のほか、大規模災害や食

料・エネルギー対策などの研究となっているが、人選

案は知事の中にあるのか伺います。

　允番、嘉手納以南の先行返還について、防衛・外務

両大臣は一方的に米側の話を聞くだけで、積極的に進

める姿勢が見えないが、県はどのように行動していか

れるかお伺いいたします。

　印、ゲーツ国防長官は１月13日の訪日の際に、前原

外務大臣との会談の中で、昨年５月の日米合意にある

施設・区域の返還先行も一定範囲で努力する意思を

持っていると言っているが、県は一定範囲の内容を把

握しているか伺います。

　咽、嘉手納飛行場の騒音軽減について、北澤防衛大

臣はグアム移転で米側と合意しており、間違いなく軽

減できると県に伝えているが、１月13日にゲーツ国防

長官はあくまでも普天間移設とリンクだと言ってい

る。普天間とは別だと思うがリンクの根拠は何と思う

か伺います。

　員、日米地位協定の改定について、岡田幹事長、菅

総理ともに、みずからの政党がこじらせた普天間移設

問題を進展させるまで米側と協議しないとする。これ

もリンクする根拠のない話を盾に、協議拒否を明言し

ているが、県は今後どのように取り組むか伺います。

　因番はもういいです。

　３、建設行政について。

　「聖域なき構造改革」を掲げた小泉改革から公共工

事も毎年３％程度削減され、2001年から2009年までに

ピーク時の約70％まで減少し、厳しい状況の中、政権

交代で村の象徴のように扱われた公共工事予算は「コ

ンクリートから人へ」という美名のもと、いきなり

2010年度過去最高の18.3％削減され、次年度予算でも

13.8％減額される予算編成が行われているが、抜本的

な公共工事再編計画のないままに、毎年度予算削減す

ることは地方における雇用や経済の下支えに混乱を来

し、疲弊してしまうことになります。

　次の点についてお聞きいたします。

　茨、県内建設業は、毎年大幅削減される国の公共工

事予算のあおりを受け、経営基盤が根底から揺らいで

いる。雇用の安定や県経済に及ぼす影響を考えると県

としても対策が必要と思うが、県の考えを伺います。

　芋、県内建設業者5000社の経営持続のためには、県

発注工事の優先発注はもとより、米軍発注工事のボン

ド制の見直しを米国と協議を重ねることと、国の出先

機関を事務移譲し、県に移管して国発注工事を県が対

応するしかないと思う。知事の考えとも合致している

と思う。行動に移す時期だと思いますがどうか伺いま

す。

　鰯、知事のマニフェストにある社会資本整備の中の

西海岸道路の整備を今後地元と調整を重ね、早急に施

工すべきと思うが、いつ完工の予定かお聞きします。

　４、県の行財政についてであります。

　アジア青年の家事業についてお聞きいたします。

　アジアゲートウェイ構想は、アジアの成長と活力を

日本に取り込み、新たな創造と成長を実現することを

目的とし、2007年内閣官房に戦略会議が設置されまし

た。日本本土、中国大陸、東南アジア諸国を結ぶ中心

部にある沖縄の地理的優位性を生かしたアジア・太平

洋諸国との人・物・情報等の交流ネットワークを形成

していくことが国際物流拠点の形成や観光産業の成長

に寄与するとして、幅広くアジア各国の高校生と沖縄

を初めとする国内各地から参加して沖縄の文化体験な

どを行い、アジア各国との沖縄の人的ネットワークが

築かれる流れができていたと思います。

　次の点についてお聞きいたします。

　茨、これからの沖縄を担う多様な人材を育成し、ア

ジアゲートウェイ構想の最重要項目として、平成20年

から実施してきたアジアと沖縄を初め、国内の参加青

年が沖縄を舞台に科学者等の講義や沖縄の文化体験を

行い、将来を担う人材の育成、国際交流拠点としての

沖縄の発展に資することを目的に開始したアジア青年

の家事業だが、次年度から休止する理由は何か。

　芋、世界のウチナーンチュ大会は、世界各国で既に

母県への思いと前回にまさるイベントを楽しみに多く

の方々が結集を呼びかけているようだが、県としての

取り組みや県下市町村との連携による万全な体制はで

きているのか伺います。

　鰯、４次にわたる沖縄振興策の成果を県としては各

分野でどのように評価し、次期計画の中にどのように

生かしていかれるかを伺います。

　５、教育行政について。

　茨、2009年から開始した秋田県教育委員会との教員

交流事業について、現状と成果について伺います。

　芋、学力テスト、体力テストとも福井、秋田が３年

連続トップを占め、知・徳・体のバランスがとれてい

る結果が出ているが、本県の子供たちの体力テストの

結果はどうか。また、体力向上に向け今後の県教委の

取り組みについて伺います。

　鰯、公立小中学校で新年度から導入される英語教育

について伺います。

　ア、2010年に先行実施され､ことし４月から完全導

入される英語教育について、２年前まで53％の公立学

校で導入に不安があるとアンケートで出ていたが、現
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状はどうか。

　イ、小学校英語では、必修化は成績をつける教科と

せず、コミュニケーション能力の育成を重視する方針

だと言われているが、他の教科と同じ取り扱いはいつ

から行われるのかお聞きします。

　ウ、指導教員の研修や準備はできているのか伺いま

す。

　６、観光行政についてお聞きいたします。

　茨、外国人観光客100万人目標達成のために必要な

インフラ整備をどのように進めているか伺います。

　ア、国際線ターミナルの整備はどうなっているか。

　イ、那覇空港第二滑走路の進瀧状況は。完成までの

工程を示してください。

　ウ、交通網の整備はどうか。本島、離島で。

　芋、修学旅行客数の回復策をどのように取り組むか

伺います。

　ア、修学旅行の航空割引運賃（ＳＥ運賃）の引き下

げについて、政府・国交省は県の要請に対し、勉強さ

せてもらいたいと述べているが、実現の可能性はある

のか。各航空会社の感触はどうかお聞きいたします。

　７、警察行政について。

　新警察本部長が着任されまして、名実ともに美ら島

沖縄を築いていくために、鉄道がなく車に頼らざるを

得ない状況や、泡盛文化など酒に接する機会が多いな

どで片づけることなく、官民一体となって断固とした

対策を取り組んでいかないといけません。資料を調べ

ると、罰則強化や取り締まり強化で飲酒事故が減少す

るということが数字にあらわれております。ぜひ、早

目に対策を講じていただきたいと思います。

　本県における飲酒運転と飲酒絡みの交通事故が21年

ワーストとなり、脱却することができなかったが、県

警本部長と県民一丸となって次年度に向けてワースト

脱却の決意を新たにして取り組む必要があると思う

が、村田本部長の決意を伺います。

　芋、深夜徘回で補導される少年の数が今年度も増加

し、他の重大犯罪に巻き込まれるおそれがある。夜遊

びは非行につながり早期指導が必要であります。

　次の点についてお伺いします。

　深夜徘回補導少年対策について、取り組みについて

お聞きいたします。

　本県に密輸入される覚せい剤の押収量が昨年大幅に

増加し、巧妙な手口で航空機や地方港への密輸で持ち

込まれる。100％摘発は厳しいと言われており、暴力

団の資金源となり、社会規範が乱れ、心身をむしばむ

薬物の取り締まりに税関と県警が連携をとって対処す

べきと思うが、次の点についてお聞きいたします。

　鰯、麻薬取り締まりの強化にもかかわらず、密輸入

量の増加は深刻な問題であり、さらに徹底した対策が

求められているが、現状と対策について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當山議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、訪米に関する

御質問にお答えいたします。恐縮ですが、１の茨と鰯

が関連いたしておりますので一括して答弁いたしま

す。

　米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を

伝え、理解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の

解決を進める上で重要であります。来年度、効果的な

訪米が実施できるよう検討していきたいと考えている

ところでございます。

　なお、御提案がございましたオバマ大統領との面談

につきましても、御提案を受けとめさせていただきた

いと思います。

　次に、建設行政に係る御質問で、県内建設業支援の

ための県の対策についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　県では、近年、厳しい経営環境にあります県内建設

業の経営改善を図るため、経営基盤の強化や新分野進

出による経営の多角化が必要であると考えておりま

す。このため、「ちゅらしま建設業相談窓口」を開設

いたしております。そして相談対応や専門家派遣、さ

らには新分野進出セミナーなどを実施いたしておりま

す。また、国等が発注する公共工事の県内建設業への

優先発注を促進するため平成20年度から毎年要請を

行っております。さらには、県単融資制度や経営革新

支援事業費補助等も行っており、今後とも建設業者の

経営支援につきましてしっかりと取り組んでまいりた

いと考えております。

　次に、県の行財政に係る御質問の中で、ウチナーン

チュ大会における取り組みについて申し上げます。

　第５回大会は、海外から約5000人の参加を見込んで

おります。県民も含めた参加、そして交流を促進する

イベントを現在検討しているところでございます。

　具体的には、沖縄セルラースタジアム那覇や沖縄コ

ンベンションセンターなど、屋外・屋内で県内最大規

模の施設を使った各種式典プログラムを実施するほ

か、国際通りにおける前夜祭、そしてこの前夜祭のパ

レード、国立劇場おきなわや沖縄県立武道館等におけ

る伝統芸能、そして古武道などの鑑賞・交流会、さら

に移民資料展、全国エイサー大会との連携など種々予
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定をいたしております。

　市町村との連携イベントといたしましては、大会開

催期間中に、那覇市との共催によります「ＮＨＫのど

自慢大会」などを実施することといたしております。

　また実施体制といたしましては、大会実行委員会の

副会長として、市長会の会長さんや町村会の会長さん

に御就任をいただき、市町村との連携を図っていると

ころでございます。

　今後は、各市町村への説明会を実施するなど連携を

強化し、大会を盛り上げていきたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、知事訪米における普天間飛行場移

設問題への対応についてお答えいたします。

　平成23年度に実施する予定の総合的安全保障研究推

進事業では、普天間飛行場の県外移設に向けた効果的

な施策や手法を研究・検討していくこととしており、

訪米時における対応についても、今後、その中で検討

してまいりたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中で、海兵隊移

駐の経緯と撤去の戦略についてお答えいたします。

　在沖海兵隊については、1950年代の本土における米

軍基地の整理縮小の流れを受けて、沖縄への海兵隊の

移駐が進み、それが今日の沖縄の海兵隊を形成したと

されております。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による沖縄

県の過重な基地負担の軽減を求めてきております。と

りわけ海兵隊については、構成員が最も多いことか

ら、その削減に最優先に取り組む必要があると考えて

おります。このため、米軍再編で示された海兵隊司令

部及び約8000名の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、

それに伴う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の整

理・統合・縮小等は、県民の要望している在沖米軍兵

力の削減及び米軍基地の整理縮小につながるものであ

り、確実な実施がなされる必要があると考えておりま

す。

　次に、リンクの解除と先行返還について、２の芋と

２の允は関連いたしますので一括してお答えいたしま

す。

　県としましては、在沖海兵隊のグアム移転、嘉手納

飛行場より南の施設・区域の返還等についてはパッ

ケージ論にとらわれることなく、実現可能なものから

一つ一つ確実に実施される必要があると考えておりま

す。菅総理を初め関係閣僚が沖縄を訪れるたびにこの

ことについては知事から直接申し上げており、去る１

月20日には文書にて北澤防衛大臣に要請を行いまし

た。軍転協としましても、２月７日から９日にかけて

日米両政府に対し要請したところであり、今後とも地

元市町村と連携をとりながら、粘り強く求めてまいり

たいと考えております。

　次に、総合的安全保障推進事業についてお答えをい

たします。

　米軍基地問題は、我が国の外交や安全保障にかかわ

る全国的な課題であり、日本全体で米軍基地の負担を

分かち合うという原点に立ち返って解決する必要があ

ります。そのため、日米の国防・安全保障政策や、国

際情勢等を踏まえ、沖縄の基地負担の軽減や普天間飛

行場の県外移設に向けた理論構築を行い、米国政府へ

の対応も含め、より一層の効果的な施策や手法を研

究・検討してまいりたいと考えております。

　組織のあり方や人選を含む具体的な内容について

は、今後県庁内に立ち上げる予定のプロジェクトチー

ムにおいて検討してまいりたいと考えております。

　次に、施設・区域の返還先行についてお答えいたし

ます。

　昨年５月の日米共同発表によれば、キャンプ瑞慶覧

のインダストリアル・コリドー及び牧港補給地区の一

部が早期返還における優先分野とされております。現

段階では、その具体的な内容は明らかにされておら

ず、引き続き日米両政府に対し説明を求めていきたい

と考えております。

　なお、インダストリアル・コリドーとは、政府によ

れば、キャンプ瑞慶覧の西側国道58号沿いの部分を米

側が称しているものと説明しております。

　次に、航空機訓練移転とパッケージについてお答え

いたします。

　昨年５月の日米共同発表によれば、嘉手納の騒音軽

減で示された航空機訓練移転プログラムの拡充等、沖

縄の基地負担軽減は、普天間飛行場の代替施設に係る

進展に従い、具体的な措置がとられるとされておりま

す。

　県としましては、嘉手納飛行場の騒音軽減は普天間

飛行場移設問題にかかわりなく検討されるべきもので

あり、日米両政府に対し強力に取り組むよう要請して

いるところであります。

　次に、リンク論を盾に地位協定改定の協議を否定す

る政府に対する今後の取り組みについてお答えいたし
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ます。

　政府は「日米地位協定の改定を提起する」としてお

り、去る２月18日、照屋寛徳衆議院議員の質問主意書

に対し、政府としては日米地位協定に係る問題と普天

間飛行場移設問題をリンクさせたり、普天間飛行場問

題が解決しない限り、日米地位協定に係る問題につい

て対応しないといった考えは有していない旨答弁して

おります。

　県としましては、日米地位協定の見直しにつきまし

ては、普天間飛行場移設問題にかかわりなく検討され

るべきものであると考えており、今後とも軍転協や渉

外知事会とも連携しながら、粘り強く日米地位協定の

見直しを求めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　建設行政についての

御質問で、米軍発注工事のボンド制見直し及び国発注

工事の対応についてお答えいたします。

　在沖米軍に対し、これまで２度にわたり米軍発注工

事におけるボンド率の縮減や分離・分割発注等につい

て要請を行っております。その際、米国の法律との兼

ね合いや規模の利益が得られないこととの理由で対応

できないとの回答がありました。しかしながら、県で

は、県内建設業者の受注拡大に向け米軍の理解を求め

ていくためにも、要請は継続していく必要があると考

えており、要請先についても検討していくこととして

おります。また、国の出先機関を事務移譲することに

ついては、現在、国が行っている見直しの推移を見

守っているところでありますが、国発注工事の県内企

業の受注拡大については、今後ともあらゆる機会を通

して要請を行っていきたいと考えております。

　同じく建設行政についての御質問で、沖縄西海岸道

路の完了についてにお答えいたします。

　沖縄西海岸道路は、読谷村から糸満市に至る延長約

50キロメートルの地域高規格道路であり、現在、那覇

西道路や浦添北道路など６区間で整備が進められてお

ります。そのうち、沈埋トンネルを含む那覇西道路に

ついては、ことし７月ごろの供用開始を予定しており

ます。那覇から北向けについては、引き続き整備を促

進し、臨港道路整備とあわせて平成28年ごろには糸満

市から宜野湾市までの暫定供用を予定しているとのこ

とであります。

　今後とも交通渋滞の緩和と地域経済の活性化を図る

ため、沖縄西海岸道路の早期整備に向け、整備促進を

図っていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県の行財政について

の中の、アジア青年の家事業についての御質問にお答

えします。

　アジア青年の家事業は、日本とＡＳＥＡＮ諸国など

の若者が沖縄に集い、約３週間の共同生活の中で、地

球環境問題や沖縄に関連するプログラムなどについて

学習・討議を行う事業であり、国の主催により平成20

年度から平成22年度まで実施されてきたところであり

ます。その間、アジア15カ国から96名、県外から90

名、県内から41名の高校生などが参加し、お互いの交

流を通して友情をはぐくみ国際的な視野を広げるな

ど、大変意義深い事業であったと考えております。

　本事業については、国の平成23年度予算案には計上

されておりませんが、沖縄県ではこれまでの成果を踏

まえ、新たに国の補助金を活用し、「万国津梁産業人

材育成事業」を実施することとしております。その中

で、アジア地域などの若者を沖縄に招聘し、県内の若

者との研修や交流を行う事業を予定しており、本事業

を通して国際的な視野を持った人材育成を図ってまい

りたいと考えております。

　観光行政について、修学旅行の航空割引運賃の引き

下げ要請についての御質問にお答えします。

　沖縄への修学旅行は、入域観光客の平準化やリピー

ター化の促進など沖縄観光の振興に寄与しておりま

す。しかしながら、沖縄への修学旅行は、航空運賃の

値上げ等により３年連続減少傾向にあることから、去

る１月及び２月に航空会社３社及び国など関係機関に

航空運賃の引き下げの要請を行ったところでありま

す。各航空会社からは、航空運賃引き下げに関する具

体的な回答はありませんでしたが、要請を真摯に受け

とめるとともに、沖縄への修学旅行について年間の平

準化や機材の確保などに今後とも努力していきたいと

の意向が示されております。

　沖縄県としては、航空運賃の引き下げ実現に向けて

引き続き努力していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県の行財政についての御

質問の中で、４次にわたる沖縄振興策の各分野での評

価と次期計画への反映についてお答えいたします。

　３次にわたる沖縄振興開発計画、現行の沖縄振興計

画に基づく諸施策により、交通基盤、医療・福祉、教
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育施設などの社会資本整備が進み、県民の利便性は向

上し、本土との格差も次第に縮小してきました。ま

た、経済・産業分野では、観光産業の伸びや情報通信

関連産業の集積などで一定の成果があらわれたほか、

那覇空港貨物ターミナルの整備等により新たな産業展

開の可能性が広がったと評価しています。しかしなが

ら、高い輸送コストなど島嶼経済が抱える条件不利性

を克服する手だては十分とは言えず、県民所得や失業

率に示されるように、自立的発展に向けた取り組みは

道半ばであります。さらに、医療・福祉・教育の充

実、離島の振興、米軍基地の返還促進や跡地利用な

ど、解決すべき多くの課題を抱えています。

　次期計画では、こうした各分野での課題を着実に解

決し、優位性を最大限に発揮できる施策を積極的に展

開し、「沖縄21世紀ビジョン」実現につなげていきた

いと考えております。

　次に、観光行政についての御質問の中で、那覇空港

国際線ターミナルの整備についてお答えいたします。

　国際線旅客ターミナルについては、那覇空港ビル

ディング株式会社が国の「那覇空港ターミナル地域整

備基本計画」に基づき、旧貨物ターミナル敷地に新施

設を整備することになっております。同社は、現在、

基本設計に取り組んでおり、次年度以降の３年間で実

施設計及び建設工事を行った後、供用を開始する予定

としております。

　県としましては、同社及び国等の関係機関と緊密に

連携をして施設整備の早期化を図るとともに、国際線

ターミナルビルの利便性及び国際交流拠点としての機

能を備えた施設の整備に取り組んでまいります。

　同じく観光行政に関連をして、滑走路増設の進瀧状

況及び工程についてお答えいたします。

　今年度より国は環境影響評価法に基づく方法書の手

続に着手し、現在は冬季分の現地調査等を実施してお

ります。事業着手までに実施される環境アセスメント

等の関係手続は、今年度も含めおおむね３年程度要す

るとされ、滑走路増設の概算工期は約７年と見込まれ

ております。

　県としては一日も早い供用開始を目指し、国と連

携・協力をして同事業を推進するとともに、引き続き

必要な予算の確保及び工期の短縮等を要請していきた

いと考えております。

　同じく観光行政に関連をして、交通網の整備につい

てお答えします。

　現在、那覇空港に定期就航している海外路線は、台

北、ソウル、上海、香港の５社４路線であります。ま

た、離島においては、石垣―台湾間のチャーター便が

２社就航しております。

　県としましては、本島や宮古・八重山地域への外国

人観光客の誘客を図る観点から、海外及び国内の航空

会社に対して、引き続き関係市町村とも連携をしなが

ら、路線の誘致活動を行いたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、秋田県との人事交流の現状等について

お答えいたします。

　本事業は、全国学力・学習状況調査において、常に

全国の上位に位置する秋田県との人事交流を通して、

本県教員の意識の高揚による授業の改善・充実を図る

ため平成21年度から推進しており、これまで相互に４

名の教員が派遣されております。

　本年度も秋田県から派遣された教師は、勤務校にお

いて、日常の授業づくりや校内研究の推進に積極的に

かかわるとともに、講師として県内各地で授業を公開

するとともに、授業づくりのポイント等について説明

するなど本県教育の充実のために御尽力をいただいて

おります。また、秋田県に派遣した教員は、本県の取

り組みを学校行事に取り入れたり、教科研究会に積極

的にかかわり、みずからの授業実践について発表した

りするなど、勤務校の校長からも高い評価を受けてお

ります。

　なお、昨年度秋田県へ派遣し、本年度帰任した教員

も秋田県と本県の取り組みの違いについて県内各地で

報告を行っております。さらに、派遣先の両方の学校

の教員、保護者、児童間の相互訪問を初め多様な交流

へと広がっております。

　県教育委員会としましては、過去２年間の取り組み

を通して、本県教員の授業づくりへの意識が向上し、

児童生徒の考えを引き出したり、それを書かせたりす

る指導などの授業の工夫・改善も図られるなど、本県

教育の充実に貢献しているものと考えております。

　次に、児童生徒体力テストの結果等についてお答え

いたします。

　文部科学省が平成22年に実施した全国体力・運動能

力調査における本県の結果につきましては、小学校男

子29位、女子36位、中学校男子21位、女子23位となっ

ており、特に今回、中学校においては、男女とも全国

平均を上回る結果となりました。種目別では、小中学

校の投力、握力の数値は前年度の調査同様、全国トッ

プレベルにあります。しかしながら、走力・持久力の

種目については依然として下位の状況となっており、



－ 370 －

その向上に向けた取り組みが重要であります。そのこ

とから、各学校においては、朝の持久走、全校縄跳び

検定、徒歩登校など、学校独自の体力向上に向けた

「一校一事業」の取り組みを実施しております。

　県教育委員会としましては、子供たちが日ごろの遊

びの中で筋力や柔軟性、持久力を高めていくための

「がんじゅうアッププログラム」等を作成、配布する

とともに、指導者の資質向上に向けた各種研修会を開

催し、児童生徒のさらなる体力向上に努めてまいりた

いと思います。

　次に、小学校英語教育の導入の状況についてお答え

いたします。

　本県では、国際性豊かな視野の広い人材の育成を目

指して小学校から外国語教育を積極的に推進し、平成

21年度には、すべての小学校で５・６年生を対象に外

国語活動を全国に先駆けて実施しております。また、

那覇市や浦添市、宜野湾市、嘉手納町、南城市の教育

課程特例校においては、小学校１学年から６学年まで

６年間を通して言語や文化について体験的に理解を図

るとともに、外国語になれ親しみ、コミュニケーショ

ン能力の素地を養うことを目標として外国語活動を実

施しております。その成果として、外国語学習に関す

る興味・関心、意欲の高まりやリスニング力の向上な

どが報告されております。

　次に、小学校英語教育の取り扱いについてお答えい

たします。

　平成23年度から完全実施される小学校学習指導要領

では、外国語活動を教科ではなく、教科外として取り

扱うこととしております。また、教育の機会均等の確

保や中学校との円滑な接続の観点から、国として各学

校において共通に指導する内容が明示されておりま

す。文部科学省は、主たる教材として「英語ノート」

を全国の小学校へ配布するとともに、評価について

は、学習したことを数値で評価するのではなく、コ

ミュニケーション活動を通して、自国や外国の言語や

文化に対する興味・関心の高まり等を文章により評価

することとしております。

　なお、外国語活動を教科として取り扱うかどうかに

ついては、現在、国から明確な方向性が示されており

ません。

　県教育委員会としましては、今後、外国語活動に関

する国の動向を注視してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、指導教員の研修や準備についてお答えをいた

します。

　本県では、外国語活動の円滑な導入に向け、平成15

年度より、各教育事務所において小学校教諭を対象と

して、「小学校外国語活動研修会」を実施しており、

これまでに延べ2400名が受講しております。また、平

成21年度から県立総合教育センターで実施している

「ＩＣＴを活用した小学校外国語講座」では、自分の

都合のいい時間帯に何度でも受講できる新しい研修シ

ステムで、離島や北部地域などの遠隔地を含め、３年

間で約1500名の教員が講座を受講しております。さら

に、外国語活動アドバイザーを教育事務所に配置し、

研修会の講師や学校の訪問指導、校内研修の支援を行

い、外国語活動の指導力向上を図っております。

　県教育委員会としましては、これまでの取り組みや

成果を踏まえ、小学校外国語活動のさらなる充実を図

るとともに、小学校では英語になれ親しみ、中学校で

は英語を聞き・話すことができる、高校では英語で発

信するコミュニケーション能力を養い、国際性豊かな

視野の広い人材の育成を目指し、児童生徒の発達の段

階に応じた英語力の向上に取り組んでまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　警察行政に関する御質

問の中で、まず飲酒絡みの人身事故ワーストワン脱却

に向けた決意についてお答えいたします。

　平成22年中、飲酒絡みの人身事故の発生件数は154

件で、前年に比べ29件増加し、全人身事故に占める割

合は2.37％で平成２年から21年連続して全国ワースト

ワンを更新しております。

　飲酒運転の根絶は、一朝一夕になし得るものではな

く、県民一人一人が飲酒運転の危険性や悲惨さを自分

自身の問題として受けとめ、「飲酒運転をしない、さ

せない、許さない」社会規範を確立するための運動を

粘り強く展開していくことが必要であります。そうす

ることにより、必ずや飲酒運転全国ワーストワンの汚

名を返上できるものと考えております。

　県警察といたしましては、飲酒運転の根絶と交通事

故の抑止を活動重点として掲げ、取り組んでいるとこ

ろでありますけれども、今後ともワーストワン脱却に

向け、飲酒運転の徹底した取り締まりはもちろんのこ

と、自治体やボランティア等の関係機関・団体との連

携を一層緊密にしてこれまでの対策を強化するととも

に、創意工夫を凝らしたあらゆる取り組みを行い、飲

酒運転のない安全・安心な沖縄県を実現するため、県

民の皆様と一丸となって全力で取り組んでまいりたい

と考えております。
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　次に、深夜徘回補導少年対策についてお答えいたし

ます。

　平成22年中、深夜徘回、飲酒、喫煙等の不良行為で

補導された少年は４万1277人であります。そのうち深

夜徘回で補導された少年は、補導総数の56.7％、２万

3392人で、前年と比較しますと2838人増加しておりま

す。

　深夜徘回が増加した要因といたしましては、少年自

身の社会のルールを守るという規範意識の欠如、学校

や家庭に居場所を見出せず孤立化し孤独感を抱いてい

ること、家庭における放任や黙認等保護者の観護能力

の低下、地域社会のきずなの希薄化、携帯電話やイン

ターネット普及により、簡単に見知らぬ者と出会える

環境等のほか、県警察による街頭補導活動の強化が考

えられます。

　県警察におきましては、少年の深夜徘回を防止する

ため、少年警察ボランティアや学校と連携し、深夜徘

回等不良行為を繰り返す少年に対する農業体験、エイ

サー、三線教室、学習支援などを通じた居場所づくり

による支援活動の実施、既に実施している児童生徒の

規範意識を高めるための非行防止教室の拡充、早期発

見・保護のための街頭補導活動の強化、これまで実施

している「青少年の深夜はいかい防止県民一斉行動」

の継続等を行うとともに、家庭、地域に対し、家庭に

おける子供の在宅確認、地域住民による注意指導や警

察への積極的な通報等、協力要請を強化してまいりま

す。

　県警察といたしましては、今後とも関係機関・団体

と連携し、県民挙げての深夜徘回防止機運の醸成を図

る所存であります。

　子供は社会の宝であり、刑法犯に至らない早い段階

で補導し、将来の沖縄県の行政や経済を支えていく人

材育成の一助となる少年の健全育成に貢献してまいり

たいと考えております。

　次に、麻薬取り締まりの現状と対策についてお答え

いたします。

　薬物事犯の取り締まり状況は、平成22年中は検挙人

員が75人で対前年比で27人の減少となっております。

検挙の内訳につきましては、覚せい剤事犯が49人、大

麻事犯が26人となっておりますが、そのうち暴力団構

成員等による覚せい剤密売事犯などの検挙人員は11人

となっております。また、暴力団関係者を密輸入事犯

で逮捕した際に所持していた覚せい剤を大量に押収し

ております。

　このように暴力団は、依然として覚せい剤を資金源

としていることから、引き続き覚せい剤等薬物事犯に

対する徹底した取り締まりを推進しているところであ

ります。

　次に、薬物事犯取り締まりの対策についてお答えい

たします。

　薬物乱用は、心身をむしばむばかりか凶悪犯罪を引

き起こすことにもつながることから、薬物根絶を図る

ための総合的な対策を進めているところであります。

　対策の１つ目は、薬物供給の遮断であります。薬物

根絶を図るためには、その供給ルートを遮断すること

が重要であることから、薬物に深く関与している暴力

団等の密売組織の実体解明と徹底した取り締まりを実

施しているところであります。また、本県は地理的に

東南アジアの覚せい剤仕出し国と近距離にあり、常に

覚せい剤の密輸入が懸念されていることから、第11管

区海上保安本部、沖縄地区税関等関係機関と連携し

て、いわゆる水際での密輸入事犯の徹底検挙を図って

いるところであります。

　２つ目は、薬物需要の根絶であります。

　薬物の需要は、薬物犯罪組織の維持・拡大につなが

ることになりますので、薬物の末端乱用者の徹底検挙

を図っているところであります。また、薬物の需要を

根絶し、薬物乱用を拒絶する規範意識を醸成するた

め、学校や関係機関・団体と連携し、県内の小・中・

高校及び社会人を対象とした薬物乱用防止教室を開催

しているほか、ポスターの掲示や小冊子の配付及び各

種広報媒体を活用しての啓発活動などを推進しており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　確認をさせていただきたいと思いま

す。

　総合事務局の事務移管につきましては、移管される

場合には、当然公共工事も含めてという考え方でよろ

しいですね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　そのとおりです。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　それでよろしいです。

　ボンド制につきましては、これは米側の法律・規則

があるわけですけれども、これについては県のほうと

しては確認をされたんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　要請をした際に、米

側のほうから国内法に基づいてやっているということ

を回答として聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。
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○當山　眞市君　10年ぐらい前までは、分割で発注さ

れているんですよ。ですから、そのときまでは県の行

政でも対応できるという状況がありました。その辺は

さらに要請を重ねながら、その法律の改正に向けて県

としてはじっくり取り組むという形をぜひとっていた

だきたいと思うんですが、知事、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　ボンドのほうにつき

ましては国内法ということで聞いておりますけれど

も、ただ分割発注につきましては、これは法律的なも

のではないんじゃないかという感想を受けました。で

すから、今後とも――もともとは規模を小さくして発

注していたようでございますので――また、それが再

度できないかどうかということを今後要請をしていき

たいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　アジア青年の家事業でありますけれ

ども、この重要性については県は引き続き認識をされ

ているということで、これにほぼ同じような形でこの

事業は継続されるという考え方でよろしいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　予算の関係で規模は

ちょっと違いますけれども、継続していく考えでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　最初、150名という考え方でこれ進

めたんですよね。ところが、最初から150名はできな

いからということで内閣府のほうで75名というふうな

形になりました。それより減るというような形になる

と、この事業の重要性そのものが疑われるということ

になりますけれども、アジアゲートウェイという大き

な構想を沖縄に引き込むという発想からすれば、これ

はもっと大きな視野で考えていかなければいけないと

いうふうに思うんですけれども、上原副知事も担当さ

れてきましたし、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　お答えいたします。

　３年間国のほうでやってまいりました。23年度から

県のほうで国から補助金を受けることで県で実施する

ということになりますけれども、若干そういう引き継

ぎ関係もありまして、23年度については、若干その規

模等もあるかもしれませんけれども、将来的には今議

員もおっしゃいましたように、アジアに通ずる人材を

育てるために、事業については拡充の方向で検討して

まいりたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當山眞市君。

○當山　眞市君　振興計画の中で、沖縄は産業基盤整

備については飛躍的に発展をしてきたというふうな評

価をされておりますけれども、沖縄の道路整備の状況

も人口1000人当たりの道路延長も本土の63％、さらに

車１台当たりの割合からすると56％しかされていない

というふうなことからすると、これからやらなければ

ならない仕事がたくさんあるんです。下水道も10％ぐ

らいのおくれがあるんですよね。沖縄は国道整備第７

次から沖縄が第１次として加わっているんですから、

相当のおくれがあります。ですから、この辺を十分整

備されているという判断ですると、これからどんどん

どんどん国からの補助金が減ってくる。そういう心配

が懸念されますので、その辺はもっと数字を確かめて

取り組んでいただきたいというふうに思います。いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさにおっしゃるように道

路、その他まだまだ大分おくれがございます。ですか

ら、ここの部分はしっかりと今公共事業から「コンク

リートから人へ」という政権でありますが、沖縄が随

分おくれて参加したということから言えば、おっしゃ

るようにかなりのおくれが残っていますから、この部

分もしっかりと確保してまいりたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時29分休憩

　　　午後６時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　前の當山議員は「こんにちは」で始

まりましたが、仲田弘毅は「こんばんは」でありま

す。７時前であります。

　きょうのしんがりになります、自由民主党の仲田で

ございます。

　弥生３月、卒業と別れのシーズンであります。きょ

うは３月１日、県内の62校の高等学校１万4000名余の

高校生が学びやを巣立っていきました。夢と希望を

持っていち早く社会に出て就職をする子供たち、ま

た、専門学校や大学等に進学する子供たち、悲喜こも

ごもまさに人生の岐路であります。

　新規高等学校卒業者の就職内定率を考えるとき、本

当に心が痛む思いであります。国際情勢の動向が注目

され、我が国においても政局が混乱し、経済社会に不

安を持って卒業という新たな旅立ちではありますけれ

ども、子供たちは必ずや荒波を乗り越え、社会貢献が
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できる若者になってくれることをかたく信じておりま

す。

　通告に従い、一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、新沖縄振興計画について。

　「沖縄21世紀ビジョン」の策定は、沖縄県の将来像

を展望するまさに長期構想計画であり、この計画は本

県が目指す自立型経済の構築に大きく寄与するものと

期待しております。ポスト沖縄振興計画及び沖縄振興

特別措置法に着手してきた県は、残りわずかとなった

同振計、法案にかわる新法制定に全力を傾注し、最大

限の努力をお願いしたいと考えております。

　質問を行います。

　ア、国は、一括交付金制度の導入と沖縄県に対して

高率補助の配慮がなされている反面、対象事業の自由

度に制限があるとされておりますが、知事の御見解を

伺います。

　イ、知事は、これまでの沖縄振興計画及び沖縄振興

特別措置法にかわる新たな沖縄振興計画でどのような

制度を具体的に要望していくのか、御所見を伺いたい

と思います。

　ウ、沖縄関連要求の実現は、新沖縄振興計画に基づ

く新たな制度づくりが必要不可欠であります。御見解

を伺います。

　芋、県経済振興について。

　ア、経済振興関連事業の中で、これから県を主導す

ることが期待される外国人観光客誘客受入強化事業を

初め、沖縄国際航空物流ハブ活用推進事業や文化観光

戦略推進事業の概要説明と知事の決意のほどをお聞か

せください。

　２、環境問題について。

　全国的に廃棄物処理施設の整備状況が厳しい中、沖

縄県においては、地域住民の理解と協力を必要とする

施設建設についてはいろいろ問題と課題を抱えてお

り、現状を打開するため今後の取り組みが急がれてお

ります。

　島嶼県としての沖縄において、県内での適正処理は

循環型社会を構築するためにも大変重要であり、県

は、これまでその処理と経済活動へ鋭意努力を重ねて

きております。

　そこで次のことについて質問を行います。

　茨、県内の産業廃棄物管理型最終処分場が何カ所で

あり、何社あるのか。そして、その状況はどうなって

いるのかお伺いします。

　芋、沖縄市北部の管理型処分場は自主的に営業を停

止し改善作業を行っているとのことでありますが、県

はどのように見守っていくのかお聞かせください。

　鰯、公共関与による産業廃棄物最終処分場の設置に

向けた進瀧状況について伺いたい。

　允、県内で最終処分場が不可能ということであれ

ば、県外での処分も真剣に取り組む必要があると思い

ますが、当局の考え方を伺いたい。

　３番、農林水産業の振興について。

　茨、農業基盤整備について。

　復帰後、本格的に実施されてまいりました農業基盤

整備事業は、基幹作物のさとうきび農業を初め野菜や

花卉園芸等のブランド化を高めるため多目的農業を視

野に入れ、今後さらに再整備が不可欠であります。現

在、うるま市においては、沖縄県、うるま市、改良区

などが連携し、兼箇段地区・与勝地区宮城島や伊計島

などを中心に各種整備事業が実施され地域農業者から

喜ばれております。しかし、地域によっては施設の老

朽化に伴い再整備を望む声が多くあります。

　次のことについて伺います。

　ア、津堅島においては、地域住民、うるま市、沖縄

県が連携し、耕作放棄地対策が実施されております。

進瀧状況はどうか伺います。

　イ、津堅島では、農業者によるニンジン生産部会や

芋生産部会などが組織され活動しておりますが、営農

状況がどうであるか伺いたい。

　ウ、アリモドキゾウムシやイモゾウムシの根絶対策

の進瀧状況はどうか伺います。

　エ、津堅島において、今後の農業生産振興のために

は水源施設、かんがい施設の整備は重要であると考え

ております。県の取り組み状況について伺いたい。

　オ、うるま市において、耕作放棄地を活用し作物の

生産や加工販売に取り組みたいとの建設業者からの声

があります。その可能性と手続等について伺います。

　カ、昨年２月の地震により崩落した宮城島の農道整

備について伺います。

　芋、水産振興について。

　ア、うるま市においては、モズク生産を中心とした

水産業が盛んであります。漁港漁場の整備は最も重要

であることは言うまでもありません。比嘉漁港の船揚

げ場の整備要請があると聞いておりますが、県の取り

組みはどうか伺いたい。

　イ、うるま市の桃原漁港につながる航路に土砂が堆

積し水深が浅くなり、漁船の航行に支障があるとの指

摘があります。その対策について伺います。

　鰯と允は取り下げたいと思います。資料集めから勉

強会をしていただいた農林水産部の職員の皆さんにま

ずはおわびを申し上げたいと思います。
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　４番、土木行政（港湾）について。

　中城湾港新港地区の設置は、本県における物資の円

滑な流通の確保と産業の振興や雇用機会の創出、県土

の均衡ある発展に資するとされており、工業用地の整

備等を初め流通機能や生産機能をあわせ持った流通加

工港を整備することが目的であるとされております。

特別貿易地域を支援し、経済の活性化を図る上でも港

湾整備と企業誘致の促進が必要であることは言うまで

もありません。

　そこで伺います。

　茨、沖縄振興計画の中で中城湾港新港地区の整備状

況と、これからの具体的な取り組みについて伺いた

い。

　芋、港湾機能と制度設計等について、県の基本的な

考え方を伺います。

　鰯、定期船就航への取り組みが必要と考えておりま

すが、見解をお聞かせください。

　允、流通加工港湾として発展していくためには、港

湾施設の使用料の低減が必要不可欠であります。見解

を伺います。

　印、平成15年にリサイクルポートとして指定を受け

ている中城湾港の現状と課題について伺います。

　咽、自由貿易地域への支援策として減額制度や減額

譲渡を導入実施してきておりますが、企業誘致の現状

とこれからの展望について伺いたい。

　５番、日本・サウジアラビア沖縄共同プロジェクト

について。

　従来から行われている国家石油備蓄事業と並ぶエネ

ルギー安全保障政策の一環として、国主導によるサウ

ジアラビア原油貯蔵共同プロジェクトがうるま市沖縄

石油基地においてスタートいたしました。我が国の資

源エネルギー庁とサウジアラビア国営石油会社サウジ

アラムコ社との共同事業であり、原油管理について

は、長年にわたり蓄積された技術力を持つ沖縄石油基

地株式会社が担当するとのことであります。本事業

は、2007年４月に当時の安倍総理がサウジアラビアを

訪問した際、アブドラ国王への構想提案によるもので

あると言われております。

　そこで伺います。

　茨、事業概要について御説明をお願いいたします。

　芋、県やうるま市にとってどのようなメリットがあ

るのか伺いたい。

　鰯、国対国、サウジアラムコ社との石油天然ガス・

金属鉱物資源機構、そして沖縄石油基地との共同プロ

ジェクトに期待されるものは何か伺います。

　６、地上デジタル放送について。

　来る７月24日の完全デジタル化の期限まで残りわず

かとなり、対策が急ピッチで進められていると聞いて

おりますが、一方でうるま市など一部地域のみが視聴

できなくなることがないよう万全な対策を講じる必要

があることは言うまでもありません。また、当該地域

において対策費用の過重な負担が生じてはならないと

考えております。

　そこで伺います。

　茨、新たな難視地区への対策について。

　ア、県内の状況について、どうなっているのかお聞

かせください。

　イ、新たな難視地区への県の取り組みについて伺い

ます。

　ウ、うるま市における対策の進瀧状況について伺い

たい。

　７、離島振興について。

　知事は、本議会の知事提案理由説明の中で、同振興

を図るため交通・医療・教育・文化等の総合的な振興

策を展開する旨力強く述べていただきました。離島振

興を推進していくためには、航路の確保及び運賃低減

措置等の離島航路補助事業は必要不可欠であります。

　そこで伺います。

　茨、平敷屋―津堅島間の航路の状況はどうなってい

るか伺います。

　芋、補助対象航路となるためにはどのような取り組

みがなされているか伺いたい。

　鰯、津堅島はうるま市で唯一の指定離島であり、船

舶は島民の足としてなくてはならないライフラインで

あります。県は、離島航路にどのような支援を行って

いるかお聞かせください。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲田議員の御質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄振興特別

措置法にかわる新たな法律における制度要望について

という御趣旨の御質問に答弁させていただきますが、

１の茨のイと１の茨のウが関連しておりますので一括

して答弁させていただきます。

　21世紀ビジョンにおける議論や、そして沖縄振興計

画総点検結果で示された成果と課題を踏まえまして離

島県ゆえの不利性を克服するとともに、魅力ある自然

環境や独自の文化、そして若年者の比率が高い潜在

力、そして成長著しい東アジアの中心に位置する優位

性を最大限発揮することにより、自立型経済の構築や
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県民福祉の向上が図られる制度が必要と考えておりま

す。このため、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法

律には、競争力の高い税制優遇による経済特区、そし

て離島定住支援、さらに交通・物流コストの抜本的な

軽減などの制度を盛り込むことを検討いたしておりま

す。

　具体的には、「国際観光推進制度」、そして「国際

物流経済特区」、さらには「離島医療サービス確保支

援制度」、そして「交通コスト低減制度」、「新たな

子育て支援制度」、そして「国際性に富む人材育成留

学制度」などなどの創設を求めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、知事の政治姿勢の中で、外国人観光客受入強

化事業、そして文化観光戦略推進事業の概要いかんと

いう御質問にお答えいたします。

　外国人観光客受入強化事業は、沖縄を訪れた外国人

観光客に対して英語、中国語、そして韓国語によるス

マートフォンを活用した情報発信を行うとともに、24

時間対応のコールセンターを設置して、言葉の障壁を

なくすサービスを全国で初めて実施しているところで

ございます。加えて、民間事業者などが実施いたしま

す外国人を対象とした自然体験ツアーなどの着地型観

光メニューを公募し経費の一部支援を行います。ま

た、文化観光戦略推進事業は、沖縄の文化・芸能を活

用しました観光戦略を構築するとともに、文化・芸能

を活用した地域主体のイベントの開催に対して支援を

行うことといたしております。今年度は、「肝高の阿

麻和利」のバックステージツアーやストリートダンス

のコンテストなどに支援を行っております。

　県といたしましては、安心・安全、そして快適に沖

縄観光を楽しんでもらえる受け入れ環境の充実を通し

てさらなる外国人観光客の誘致を図るとともに、沖縄

の個性豊かな文化資源を活用し、新たな沖縄観光の魅

力づくりに取り組んでまいる所存でございます。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、沖縄国際航空

物流ハブ活用推進事業の概要について御説明申し上げ

ます。

　この事業では、那覇空港を拠点に国内及びアジアの

主要都市を結ぶ全日空の国際航空物流ハブを活用し

て、まず第１に、県産品の販路拡大、第２に、臨空型

企業の誘致、第３に、海外航空会社の就航誘致、そし

て第４に、外国人観光客の誘客を一体的に進めるため

の各種事業を実施しております。

　本事業により成長著しいアジアの活力を取り込み、

農水産業、そして製造業及び観光・リゾート産業等の

地域産業の振興を図りますとともに、新たな臨空・臨

港型産業の集積に向け誘致活動を展開し、沖縄県にお

ける雇用の拡大及び経済の発展を図っていきたいと考

えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、一括交付金制度の導入と自由度につ

いてお答えします。

　沖縄県では、昨年５月以降、高率補助制度にかわる

より自由度の高い「沖縄振興一括交付金（仮称）」の

創設を政府に要望してきたところ、平成23年度政府予

算案において約321億円の「沖縄振興自主戦略交付

金」が創設されました。

　同交付金の使途は、今回統合の対象となった５種類

の補助金の範囲内で事業を選択することが可能となっ

ております。このことは、これまでの補助金と比べ一

定の前進をしたものと考えております。しかしなが

ら、沖縄県としては、一層の使途の自由度の拡大が必

要と考えており、引き続きこの点を政府に要望してい

るところであります。

　今後、さらに平成24年度以降の新たな沖縄振興に係

る施策の円滑な実施に必要な財源が確保され、さらに

自由度を高めた「沖縄振興一括交付金（仮称）」を実

現すべく、引き続き政府に求めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、地上デジタル放送についての御質問の中で、

新たな難視地区の県内の状況についてお答えします。

　本年１月に総務省が公表した「地上デジタル放送難

視地区対策計画」によると、県内の新たな難視地区は

55地区、約1900世帯とされております。そのうち対策

方法が決まっているのは44地区、約1700世帯とされて

おり、残りの11地区についても住民の意向等を踏まえ

て対策が検討されているところです。

　同じく地上デジタル放送に関連をして、新たな難視

地区への県の取り組みについてお答えします。

　地上デジタル放送移行については、国、放送事業者

を中心に対策が進められております。

　県としては、新たな難視地区の住民に過重な負担が

生じることがないよう全国会議等を通して国、放送事

業者に要望するとともに、関係市町村と連携して取り

組んでおります。

　同じく地上デジタル放送に関連をして、うるま市に

おける対策の進瀧状況についてお答えします。

　うるま市の新たな難視地区は３地区、約140世帯と
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されております。そのうち勝連字平敷屋及び与那城字

池味の２地区については、市が事業主体となり対策が

検討されています。残りの与那城字屋慶名について

は、国が暫定的に実施する難視対策衛星放送を利用

し、その期間中に恒久的な対策を検討するとされてい

ます。

　次に、離島振興についての御質問の中で、津堅航路

の現況及び離島航路に対する支援策について、これは

７の茨、芋、鰯を一括してお答えをさせていただきま

す。

　県は、離島航路の維持・改善により離島地域の振興

及び離島住民の民生の安定と向上を図るため、国・市

町村と協調して欠損額に対し補助を行っております。

平敷屋―津堅航路は、島民の交通手段として利用され

ているほか、夏場の観光客や津堅島ニンジンの出荷輸

送でも利用されております。しかしながら、現在、補

助対象航路とはなっておりません。同航路について

は、今後欠損が発生することが見込まれることから、

うるま市が事務局となり国・県、市民代表等で構成す

る「平敷屋・津堅航路改善協議会」を設置し、今後の

支援のあり方について検討しているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境問題について、

県内の産業廃棄物管理型最終処分場の状況についてお

答えいたします。

　本県における産業廃棄物処理業者が設置している管

理型最終処分場は、現在、沖縄市とうるま市にある３

施設となっています。これらの施設の平成22年３月末

時点の受け入れ可能な残余容量は３万2000立方メート

ルであり、平成21年度の埋立実績――これは8900立方

メートルですけれども――をもとに算出した場合、残

余年数は約４年となっております。

　同じく環境問題について、最終処分場の改善作業に

対する県の対応についてお答えいたします。

　県では、平成19年７月より貯留廃棄物の改善に向け

た会議を定期的に開催し、改善作業の進瀧管理を行っ

ております。同事業者においては、沖縄市からの借地

である安定型区域の改善を加速させるため、自主的に

本年２月１日から28日まで廃棄物の受け入れを停止し

たところであります。

　県としては、今後とも改善作業の進瀧管理を行い、

早急に安定型区域の改善作業を終了させ、あわせて管

理型区域についても本格的な作業に着手させたいと考

えております。

　次に、公共関与事業の進瀧状況についてお答えいた

します。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備につき

ましては、地元の理解が得られるよう住民説明会を開

催するなど鋭意取り組んでいるところであります。現

在、関係者の先進地視察に向けて調整を進めていると

ころであり、今後とも地域住民の理解と協力を得なが

ら、早期整備に向けて取り組んでいきたいと考えてお

ります。

　次に、県外処分についての県の考え方についてお答

えいたします。

　本県は、島嶼県という地理的特性から、産業廃棄物

の県外処理は、輸送コストの面で排出事業者に大きな

負担となり経済活動に支障が生ずるおそれがありま

す。そのため、産業廃棄物については、可能な限り県

内での処理体制を確保する必要があると考えておりま

す。

　県としては、排出事業者における排出抑制やリサイ

クルの推進を図るとともに、公共関与による管理型最

終処分場の整備などより一層の取り組みを推進してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、うるま市津堅島における耕作放棄地対策につい

てお答えします。

　うるま市津堅島の耕作放棄地は、平成21年度の調査

によりますと、約22ヘクタールとなっております。う

るま市においては、市、農業委員会、農協、土地改良

区等で構成する「うるま市地域耕作放棄地対策協議

会」を平成20年度に設立し、津堅島を含めうるま市全

体の耕作放棄地対策に取り組んでいるところでありま

す。

　津堅島においては、平成21年度から耕作放棄地対策

事業の実施により約８ヘクタールを再生し、ニンジン

や芋の営農が展開されております。また、平成22年度

は約３ヘクタールの再生作業のほか、土壌改良、営農

定着等を支援することとしております。

　今後とも関係機関と連携し、耕作放棄地の解消に努

めてまいります。

　次に、津堅島におけるニンジン、芋の営農状況につ

いてお答えします。

　平成21年度における津堅島のニンジンの生産状況

は、農家戸数が43戸、栽培面積が25ヘクタール、出荷
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量が約400トンとなっております。ニンジンについて

は、平成18年１月に拠点産地として認定され、平成20

年度にニンジン洗浄・選別機を導入し、機械化による

労働力の軽減を図るなど積極的に生産振興に取り組ん

でおります。その結果、平成22年度は、平成21年度に

対して約180トン増の約580トンを見込んでおります。

　芋の生産状況については、平成21年度の農家戸数は

20戸、栽培面積は約６ヘクタール、出荷量は約72トン

となっております。平成21年３月にＪＡ勝連津堅芋部

会を設立し、増収のための技術実証圃の設置や無病健

全種苗の導入等の検討を行い、拠点産地の認定に向け

て市や出荷団体と調整を進めているところでありま

す。

　次に、津堅島におけるアリモドキゾウムシ、イモゾ

ウムシの根絶防除の進瀧状況についてお答えします。

　津堅島におけるアリモドキゾウムシ、イモゾウムシ

の根絶防除については、平成19年11月に「津堅島イモ

ゾウムシ等根絶事業推進会議」を設置し、寄主植物の

除去と不妊虫放飼による根絶防除を実施しているとこ

ろであります。その結果、アリモドキゾウムシについ

ては、平成22年11月から発生がほぼゼロとなっており

ます。また、イモゾウムシについても、平成23年２月

現在、一部圃場で発生が見られるものの、それ以外の

ところでは良好な防除成果をおさめております。

　今後とも両ゾウムシの根絶防除を実施し、発生がな

ければ国等と協議し根絶確認調査を実施することとし

ております。

　次に、津堅島の水源施設等の整備についてお答えし

ます。

　津堅島の水源施設、かんがい施設については、土地

改良総合整備事業等により昭和51年度から54年度にか

けて整備を行っております。しかしながら、これらの

施設については、老朽化が進んでいることから施設の

更新が必要となっております。

　県といたしましては、津堅島の水源施設及びかんが

い施設整備事業の導入に向けて、うるま市等関係機関

と調整をしているところでございます。

　次に、建設業者等が耕作放棄地を活用する際の手続

等についてお答えします。

　建設業者等が耕作放棄地を借り入れ営農を行うため

には、農地法等に基づく貸借の手続が必要となりま

す。農地の借り入れに当たっては、農業生産法人とな

るか、または一般法人の場合は「解除条件付」の契約

等により手続を行うことになります。いずれの場合に

おいても、市町村農業委員会を通じて手続を行うこと

となります。また、耕作放棄地対策事業については、

５年以上営農を継続するものが補助対象となってお

り、建設業者等についても事業参入が可能となってお

ります。うるま市の建設業者が当該事業による再生作

業や土壌改良、加工品の試作等に対する支援を受ける

には、「うるま市地域耕作放棄地対策協議会」を通し

て調整をすることとなります。

　次に、宮城島農道整備の取り組みについてお答えし

ます。

　宮城島農道の整備については、平成23年度において

県営通作条件整備事業として新規採択し、県が事業主

体となり被災箇所及びその周辺の整備を行うこととし

ております。平成23年度においては、早期の全面開通

に向け調査測量設計に引き続き工事に着手し、平成25

年度までに事業を完了する予定であります。

　次に、うるま市比嘉漁港の整備についてお答えしま

す。

　水産業の振興を図るためには、漁港の整備が重要で

あります。現行の比嘉漁港の船揚げ場については、漁

船の大型化に伴い増設が必要であると考えておりま

す。

　県といたしましては、うるま市等地元の要望を踏ま

え整備に向けて支援してまいります。

　次に、うるま市の桃原漁港につながる水路のしゅん

せつについてお答えします。

　うるま市の桃原漁港につながる水路については、土

砂が堆積し、漁船の航行に支障があると聞いておりま

す。

　県としても、うるま市と連携し対応してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築行政につい

ての御質問で、中城湾港新港地区の整備状況について

お答えいたします。

　中城湾港新港地区については、国・県において昭和

56年度に事業着手しており、平成21年度末の進瀧率は

約88％となっております。西埠頭は、水深5.5から13

メートルの岸壁７バースが平成６年度までに順次供用

しております。東埠頭については、水深7.5から11

メートルの岸壁７バースが概成しておりますが、供用

するためには航路・泊地のしゅんせつが必要であり、

国にその整備について要望しているところでありま

す。

　同じく土木建築行政についての御質問で、中城湾港

新港地区の港湾機能についてお答えいたします。
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　中城湾港新港地区は、県土の均衡ある発展に資する

ため、那覇港との適切な機能分担を図り、沖縄本島中

南部の東海岸における物資の流通拠点及び工業用地の

確保による産業拠点として、流通機能と生産機能をあ

わせ持った流通加工港湾に位置づけており、港湾施設

と工業用地が一体となった整備を進めてきておりま

す。

　同じく土木建築行政についての御質問で、定期船就

航の取り組みについてお答えいたします。

　中城湾港新港地区は、定期航路がなく、中部圏域の

貨物の多くが那覇港から搬出入を余儀なくされてお

り、物流効率化のため定期船の就航が重要と考えてお

ります。

　県では、その実現に向けて定期船就航実験を行うた

め、今年度、新港地区を含む背後圏の企業調査を行

い、港湾利用のニーズを把握し実施計画を策定する予

定であります。平成23年度は、実施計画を踏まえ、就

航実験を国へ要望していきたいと考えております。

　同じく土木建築行政についての御質問で、港湾施設

の使用料の低減についてお答えいたします。

　中城湾港の物流活性化のために港湾施設使用料を低

減することは有効であると認識しております。しかし

ながら、施設整備に要した起債の返還があること、ま

た、県の財政状況が厳しい状況であることから、使用

料の低減については慎重に検討する必要があると考え

ております。

　同じく土木建築行政についての御質問で、リサイク

ルポートの現状と課題についてお答えいたします。

　中城湾港は、沖縄県で唯一のリサイクルポート指定

港であり、新港地区内で循環資源を取り扱っている企

業が11社立地しております。

　県では、円滑な循環資源の取り扱いを図るため、中

城湾港リサイクルポート利用促進マニュアル（案）を

試行しており、平成23年度から本格運用する予定であ

ります。現在、中城湾港新港地区には先島や本土など

への定期航路がなく、リサイクルポートとしてのさら

なる機能を発揮するためには定期船就航を図る必要が

あると考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　土木建築行政につい

ての中の、特別自由貿易地域における減額制度を活用

した企業誘致の現状と展望についての御質問にお答え

します。

　特別自由貿易地域制度を活用した本県への企業誘致

の実績として、平成23年１月現在で製造業等の立地企

業は27社、439名の雇用を創出しております。賃貸工

場の使用料減額制度の実施により立地した企業は、平

成23年１月現在で17社で、同制度実施前の９社から大

幅に増加しております。平成19年から３年間の期限つ

きで実施している土地の減額制度につきましては、

リーマンショックによる景気悪化等の影響もあり、同

制度を活用した分譲実績はありません。しかし、この

間、多くの企業から問い合わせがあり、特別自由貿易

地域に対するＰＲ効果は一部あったと考えられます。

　今後は、輸送コスト支援事業の拡充や新たに国へ要

望している国際物流経済特区制度を活用して企業誘致

活動に取り組んでまいります。

　次に、日本・サウジアラビア沖縄共同プロジェクト

についての、日本・サウジアラビア共同プロジェクト

の事業概要及び期待されるものについて、５の茨と５

の鰯は関連しますので一括してお答えいたします。

　日本・サウジアラビア共同プロジェクトは、平成19

年４月に日本国からサウジアラビア王国へ提案したも

のであり、昨年６月14日に資源エネルギー庁とサウジ

アラビア国営石油会社のサウジアラムコ社との間で基

本的事項について合意したものであります。

　その内容は、うるま市の沖縄石油基地株式会社にサ

ウジアラムコ社が原油約60万キロリットルを貯蔵し、

東アジア地域への原油供給拠点としてタンクを商業的

に活用します。ただし、緊急時には日本国が原油の優

先購入権を有することとなっており、我が国の石油の

安定供給が確保されます。昨年12月に沖縄石油基地株

式会社のタンクを賃借している独立行政法人石油天然

ガス・金属鉱物資源機構とサウジアラムコ社の間で契

約が締結され、２月23日に第一船が入港しました。本

プロジェクトを契機に、日本とサウジアラビア両国で

は自動車や建築関連などの産業協力事業が始まってお

ります。

　同じく日本・サウジアラビア沖縄共同プロジェクト

についての中の、県やうるま市のメリットについての

御質問にお答えします。

　日本・サウジアラビア共同プロジェクトの実施箇所

に本県が選ばれたことは、アジア地域における沖縄の

地理的優位性が評価されたものと思慮されます。この

ようなことから、本県のメリットとしましては、本プ

ロジェクトの進展により、石油業界のみならず他の産

業からも沖縄が物流におけるアジア地域のハブとして

認知されることが期待されます。また、沖縄石油基地

株式会社の所在するうるま市のメリットとしまして

は、原油を積載した船舶が入港することで特別とん譲
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与税の増収が見込まれます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　まず知事、県を主導するということ

が期待される今度の３つの事業、これは知事から今じ

かに３つの説明がありましたが、その中の国際物流ハ

ブに関する予算が約７億円余り組まれているわけです

が、これは知事が昨年の８月に北京を含めて上海に

トップセールスでお伺いした経緯があります。私たち

は、前島議員を中心にして９名で有志会をつくって上

海を視察してきたわけですが、その中において、アン

テナショップの予定候補地も拝見させていただいて、

知事がどういうふうなトップセールスをしたというこ

ともお伺いをさせていただきました。

　きのう、おとといのニュースで、貨物ハブのよさと

いうか、沖縄がそれをしっかりやっているということ

の裏づけの報道があったわけです。ということは、本

部のマグロが朝早く水揚げされて、それが午後12時前

後に那覇空港に運ばれて、その日の夕方にはもう上海

で食卓に上がると。これは47都道府県の中でも、生も

のに関しては沖縄からだけしか入れないというお話が

ありました。まずそのことについて、そういった交渉

がうまくいった経緯みたいなもの、これはもう知事の

トップセールスだと思うんですが、それについてどう

いうふうな流れで沖縄だけのものができたのかお聞か

せください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　沖縄国際航空物流ハブ活

用推進事業の一環として、現在４つの項目で事業を展

開しています。１つは、県産品の販路を拡大をすると

いうことが１点、そしてまた、臨空型産業の集積が２

点目、それから外国人の観光客を誘客をする、そして

４点目は、航空会社の就航誘致、これらを一体的に進

めていくと、それで沖縄を売り出していくというふう

なことをやっております。

　その対象となる地域は、今、全日空が就航している

海外５つの拠点をこれから順次開拓をしていく予定で

ございますけれども、上海に対しては、アンテナ

ショップをこれから開設をする予定でございますけれ

ども、主にマグロを中心にして扱いたいというふうな

話がございまして、これについて試験的にこれまで幾

つか運んで、その鮮度とかそういうふうなものも試し

ております。そういうふうな中で、それはかなりいけ

そうだというふうな感触を今得ております。せんだっ

ては、香港のほうで１周年の記念の事業がありまし

て、随分の方々がそのセミナーにも参加をしていただ

きました。

　沖縄県としては、こういう物流ハブ活用推進事業を

ことしから含めて３年間実施をする予定でございます

けれども、そういう中でマグロを初めとして県産品の

海外への販路の拡大、そしてまた海外の方の誘客、そ

してまた航空路線、ひいてはまた海外からの企業の誘

致を含めてそれを進めていきたいというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　上海での業者の皆さんのお話を聞い

て、どうして沖縄の、あるいは日本製品ですかという

お話を聞いたら、やはり日本製品の食に対する安全で

すね、そのことを大変強調しておりまして、お互いの

おきなわブランドの商品をやはり海外に販路を拡大し

ていくためには、今の体制をしっかりやっていただき

たいなと思います。

　それから下地部長、公共関与の産業廃棄物について

でありますが、これは候補地が県全体で３カ所に挙

がってからもうしばらくになるわけですよね。そうい

うふうな迷惑施設みたいな形で、総論は賛成だけれど

も各論になったら反対だと。そのことについて、私は

ずっと以前にも岩手クリーンセンターみたいな国関与

のすばらしい成功例がありますので、その地域を皆さ

んぜひ一度は見学したほうがいいんじゃないかという

お話をしましたけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　おっしゃるとおり、

特に管理型の最終処分場については、設置はやっぱり

地域の住民の理解と協力が一番不可欠だと思っていま

す。そういうこともありまして、住民説明会などをこ

れまで開こうということも提案しましたけれども、

やっぱりなかなか厳しい面もあります。ただ、そうい

う中で、ある地域から少し提案がありまして、自分た

ちの地域から外して少し遠目に設置したらどうかとい

うまた逆提案もありましたので、そういったいろんな

提案も受けながら説明をしたところです。そういった

説明の中で、先進事例も少し見てみたいという声も少

し上がってきておりますので、ぜひともそういう形で

協力と理解を得ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　比嘉農林水産部長にお聞きしたいん

ですが、津堅島のニンジン生産部会、芋生産部会、一

生懸命頑張っておりますけれども、知事が常日ごろか

ら沖縄県の経済は自立型経済を目指さなくちゃいけな

いと。これは工業であろうがいかなる産業であろう

が、農業もしかりだと思うんですね、今、ＴＰＰで盛
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んに言われておりますが。本当にニンジン、芋で生計

が立てられるような状況について、部長の私見でも構

いませんが。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　現在、津堅において

はアリモドキゾウムシ、それからイモゾウムシの根絶

のいい成果ができつつありますので、これからは生産

出荷体制をしっかりやることが重要であるということ

で、現在、うるま市においては産地協議会が立ち上

がっていますし、それから津堅についてはまた芋の部

会も立ち上がっている。そういうことで、まず基本的

にはしっかりいいものをつくる、そして安定したもの

をつくる、そしてやっぱり安全・安心ということをで

きるような産地をまずつくることによって、値段的に

も高く有利に販売できるような形をつくっていって農

家所得を上げるというのが重要だと思います。

　そのためには、先ほど議員からありましたように、

やはり水が重要なポイントになるんじゃないかなとい

うことで、先ほど少し整備はしたけれども、まだ新た

な整備が必要だということもありましたので、これに

ついても答弁したとおりしっかりやりながら、その品

質・反収も上げながら所得も上げるというような形で

取り組むことが重要じゃないかと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　アリモドキゾウムシ、イモゾウムシ

両虫に関して、根絶事業推進協議会も立ち上げられて

いまして、部長の先ほどの答弁からは、アリモドキゾ

ウムシに関してはもうほとんど完璧に近い状況で根

絶、あとイモゾウムシがもうちょっとということです

が、これが国とタイアップして根絶宣言ができた場合

においては、生産がもっともっと拡大できると思うん

です。その場合の供給体制あるいは出荷体制みたいな

ものについて、部長はどういうふうにお考えでしょ

う。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　出荷体制について

は、まず、今、うるま市においては拠点産地協議会を

立ち上げていまして、そこで定時・定量・定質のもの

を出そうという仕組みづくりはできています。現在、

うるま市から拠点産地の認定ということで申請が上

がっていまして、県としては、年度内には拠点産地の

認定をしていこうかなと思っています。そうすると拠

点産地の認定がされますと、出荷がしっかりできる体

制づくりについても、県として集中的に支援をすると

いうようなことになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　イモゾウムシ、アリモドキゾウムシ

両方根絶して、本格的に生産に入ってまいりますと、

どうしても野菜に関する水事情、これはどうしても命

であります。今現在のビティシマ・津堅におけるかん

がい施設は、もう三十三、四年ぐらい前の施設であり

まして相当老朽化して、しかも雨が降っても水がたま

らないような状況であります。ですから、今県が予定

している新たな対策をちょっと前倒ししてでも、早目

にイモゾウムシ、アリモドキゾウムシの、本格的な生

産とあわせてできるような体制づくりができないかど

うか、まずその点。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　議員からお話があり

ました津堅島の水源施設あるいはかんがい施設につい

ては、やはりつくって長いもんですから老朽化してい

ます。そういう意味で、やはり先ほどありましたよう

にニンジンとか、あるいは芋の生産拡大を図るために

はそういった施設整備が重要ということを考えていま

す。それで現在、うるま市と調整を進めているところ

でございますけれども、25年度の採択で今検討しても

らっているところでございます。しかしながら、受益

農家の事業参加の合意形成が早くなれば、必ずしも25

年ではなくて前倒しで整備を進めたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　前向きな答弁ありがとうございま

す。

　宮城島の農道整備についてでありますが、この農道

は、農畜産農家だけのものではなくて、宮城島、伊計

島の生活道路の一角になっております。しかも、観光

立県を唱える本県の伊計ビーチとか、あるいは伊計リ

ゾートホテル、そこは修学旅行団、あるいは伊計ビー

チに関しては年間五、六万人の観光団がビーチに来る

わけです。ですから、これが今現在、あれだけ崩落し

た片側通行で、しかも片側通行の反対側は大きなが

けっ縁になっていますので、そのほうも早目にしてい

かないと、ことしの夏から、ないしは来年の夏の観光

団に相当影響が出るんじゃないかなと大変心配してお

りますが、そのほうもぜひ早目に前倒しでやっていた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　宮城島の農道につき

ましては、１つは、被災箇所だけではなくて周辺まで

整備をする必要があるというふうに考えています。先

ほど答弁をいたしましたけれども、23年度に着工とい

うことで、25年度完成ということを今予定をしており
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ますけれども、先ほどお話がありましたように、やは

りいろんな意味で利用されている状況がございますの

で、これにつきましても早期の整備ができるように努

めていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　土建部の仲田部長にお伺いします。

　中城湾港に関しまして定期就航の件、これは特別自

由貿易地域そして一般の企業誘致で来られた業者の

方々は、定期航路をつくっていただけるというそうい

うふうな思いでそこに企業が来ているわけです。今現

在、ある業者なんかもそこに企業化して製品化しては

いるんです、もう工場も稼働しているわけですが、那

覇港に原料をおろしてそこから陸路運んで、そしてま

た製品化して、目の前の港じゃなくてまた那覇港から

本土出荷、東南アジアに出荷しなくちゃいけない。こ

れはやはりどうしてもこの定期就航を早目にやること

が、今現在滞っている企業誘致あるいは特別自由貿易

地域の活性化にも大きくかかわってくるというふうに

考えております。

　23年度から社会実験を開始するということですが、

これもどんどんどんどん早目に定期船の就航ができる

ような体制づくりをぜひお願いしたいと思います。こ

れは答弁は要りません。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明２日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時51分散会
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議　　事　　日　　程　第８号

平成23年３月２日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで（質疑）

第３　乙第32号議案及び甲第26号議案の撤回の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年３月２日（水曜日）午前 10時２分開議
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甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　土地の処分について

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第32号議案　訴えの提起について

乙第33号議案　訴えの提起について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
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日程第３　乙第32号議案及び甲第26号議案の撤回の件

予算特別委員会の設置

予算特別委員会委員の選任

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第36号議案まで及

び乙第１号議案から乙第36号議案までを議題とし、質

疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　島袋　大君。

　　　〔島袋　大君登壇〕

○島袋　　大君　おはようございます。

　自民党の島袋大でございます。

　傍聴席の皆さん、おはようございます。

　本日、傍聴席には豊見城市の豊寿大学の皆さん――

豊見城の豊と寿と書いて――が傍聴に来ております。

これが県議会でありますので、しっかりとまた見てい

ただきたいなと思っております。

　通告に従いまして一般質問を行います。

　初めに、鳩山前総理のインタビュー記事について取

り上げたいと思います。

　茨、琉球新報の社説に、「万死に値する大罪」との

見出しがありました。正直、内閣総理大臣経験者には

申しわけありませんが、そのとおりだと思います。あ

いた口がふさがらないとはこのことを言うと思います

が、知事の率直な感想をお聞かせください。

　芋、私はここに至っては申しわけないけれども、政

治家の資質の問題ではないかと思うのであります。政

治家たる者、ましてや前内閣総理大臣であります。沖

縄、日本、いや米国、東アジアの外交・安全保障政策

に影響を与えることを自覚していないのではないか。

少なくとも自民党時代の総理経験者は、こんなことは

いたしません。現内閣の後ろから撃つようなまねだけ

は絶対にしません。それをあの方はわかっていてやっ

ているのでしょうか。わかっていなかったら余計にた

ちが悪いわけであります。

　仲井眞知事、答えにくいと思いますけれども、この

鳩山前総理の政治家の資質、指導者としての資質につ

いてどう思われますか、伺います。

　次、沖縄振興特別措置法と駐留軍跡地利用推進法に

ついてであります。

　茨、来年度で切れる沖縄振興特別措置法について、

沖縄県の考え方、どのような新法にしたいのかお聞か

せください。

　芋、駐留軍跡地推進についても県の独自案を出そう

と研究されているようですが、私もそのことについて

は賛成であります。なぜその法案化が必要なのか、知

事の考えをお聞かせください。

　３、平成23年度沖縄関連予算についてであります。

　茨、平成23年度沖縄関連予算について、政府案が提

示され国会で議論をされておりますけれども、沖縄県

の考え方がしっかりと反映されているのかお聞かせく

ださい。また、問題があるとしたらどの部分かお聞か

せください。

　芋、平成23年度予算で、新規事業の「万国津梁」人

材育成事業、そして農業関連予算が気になっておりま

す。どのような内容になっておりますか、お聞かせく

ださい。

　４、Ｊ規格のサッカー場整備・建設についてであり

ます。

　茨、現在開催されている野球とサッカーのキャンプ

で県内が大変にぎわっておりますけれども、そのキャ

ンプが県内の経済活性化にどのような影響を与えてい

ると認識しているのかお聞かせください。

　芋、サッカーについてもキャンプ誘致について積極

的に取り組むべきだと考えますが、そのお考えを伺い

ます。

　鰯、知事の公約であるＪリーグ規格のサッカー場建

設についてはどのような見通しなのかをお聞かせくだ

さい。

　我が党の代表質問との関連についてであります。

　座喜味県議の子育て支援についてであります。

　茨、特別保育事業について。

　子育て支援センターは現在県内に何カ所あるのか。

新年度は何カ所ふやす予定ですか。

　次、新保育システムについて、沖縄県の現状を踏ま

えた場合、可能であるのか伺います。

　芋、待機児童対策について。

　既存の認可保育園へのアンケート調査は行っている

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼
　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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のか伺います。

　鰯、新たな沖縄振興計画の中で、保育の現場の声を

取り入れると言っておりましたけれども、保育現場か

らの意見交換などヒアリングは行ったのか伺います。

　次、保育士になるための環境づくりとして、保育士

になるための基金を創設してはどうか伺います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　島袋大議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、鳩山総理の発言及び政治家としての資

質についての御質問にお答えいたします。１の茨と芋

が関連しておりますので、恐縮ですが一括して答弁い

たします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりだとすれば、

「方便」という言葉は理解しがたい表現と言わざるを

得ません。県は、政府に対しこれまで頭越しではな

く、地元の理解・協力を得なければならないというよ

うなことや、県民の納得のいく説明や解決策を示すよ

う繰り返し申し上げてまいりましたが、今回の鳩山前

総理の一連の発言は、県民の納得のいく説明とは言い

がたく、まことに遺憾であると考えております。

　なお、政治家としての資質につきましては、鳩山さ

んも長年にわたり国会議員として国民の負託を受け、

仕事をされ、そして党の代表もされた方であり、総理

に就任されました。私からのコメントは差し控えさせ

ていただきたいと思います。

　第２に、沖縄振興特別措置法と駐留軍跡地利用推進

法に係る御質問の中で、沖縄振興特別措置法にかわる

新たな法律についての御質問にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興の成果により社会資本の整備や

産業振興の面で着実な進展が見られたと思います。そ

の一方で、沖縄は種々の特殊事情から、県民所得及び

雇用の問題、そして離島振興、基地の問題、交通体系

など重要課題を今なお抱えております。したがいまし

て、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律におきま

しては、離島県ゆえの不利性を克服するとともに、魅

力ある自然環境や独自の文化、そして豊富な若年労働

力、さらには東アジアの中心に位置する地理的な優位

性を最大限発揮する施策を展開するため、国の責務に

おいて、全国一律とは異なる新たな法制度が必要であ

ると考えております。このため、新たな法律には、競

争力の高い税制優遇による経済特区、そして離島定住

支援、交通・物流コストの抜本的な軽減などの制度を

盛り込むことを求めてまいりたいと考えております。

　同じく沖縄振興に係る御質問の中で、駐留軍用地跡

地利用推進法（仮称）の御質問にお答えいたします。

　現在、跡地利用に関する法律は沖振法第７章と軍転

特措法の二本立てとなっております。一般的に理解し

にくいものでもございます。また、これまでの跡地利

用におきまして基地内立入調査の制限による埋蔵文化

財調査等のおくれ、そして土地引き渡し後の不発弾や

土壌汚染の発見、さらには給付金支給における地権者

の不利益、跡地整備のための財源不足などさまざまな

課題が明確になっております。このため、平成23年度

末の沖振法と軍転特措法の失効にあわせ、２つの法律

を一元化した上、課題の解決を図る新しい制度を盛り

込んだ跡地利用に関する新たな法律の制定が必要であ

ると考えております。

　次に、Ｊ規格のサッカー場整備に係る御質問の中

で、野球、サッカーキャンプの県経済に与える影響に

ついての御質問にお答えいたします。

　県におきましては、プロ野球やサッカーのキャンプ

は、沖縄県内各地域に直接的な経済効果とそしてメ

ディアを通した情報発信による大きなＰＲ効果をもた

らしていると認識をいたしております。民間調査機関

によりますと、ことしのプロ野球春季キャンプにつき

ましては、約101億円の経済効果が予想されておりま

す。

　サッカーにつきましては、今年度、県のスポーツ・

ツーリズム推進事業で支援しております「美ら島サッ

カーキャンプ」により、国内外から７チームが参加い

たしております。今後、その効果測定等を行っていき

たいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　平成23年度沖縄関連予算

に関する質問のうち、予算は県の考え方が反映されて

いるのか、問題点はないのかという趣旨の質問にお答

えいたします。

　平成23年度の内閣府沖縄関係予算案は、国の厳しい

財政状況の中、前年度比で0.1％増、2301億円が確保

されたところであります。

　沖縄県の自立型経済の構築に向けて、「万国津梁」

人材育成事業や沖縄国際航空物流ハブ活用推進事業な

ど、効果的な諸施策が盛り込まれたほか、内閣府沖縄

関係予算の約８割を占める公共事業関係費等について

も本県の基盤整備の推進を図るための配慮がなされた
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ものと考えております。また、「沖縄振興自主戦略交

付金」が創設されたことについては、意義のあること

と考えております。しかしながら、同交付金について

は、使途が限定されたものとなっていることから、自

由度の拡大を国に求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　平成23年度沖縄関連

予算についての中の、「万国津梁」人材育成事業につ

いての御質問にお答えします。

　本事業は、経済成長著しいアジア地域など、海外展

開に積極的に取り組む県内企業等の人材育成を図るた

め、国の補助金を活用して平成23年度からおおむね７

年間をめどに実施してまいります。

　具体的な取り組みとしては、海外展開に向けたセミ

ナーの開催や海外企業等への実務研修派遣、大学院等

への長期留学支援や海外からの専門家招聘に加え、当

該事業に参加した企業及び人材のネットワークを構築

することにより、産業の高度化・国際化に対応できる

環境づくりに取り組んでまいります。また、アジア地

域などの若者を沖縄に招聘し、県内の若者との研修や

交流を通して、国際的な視野を持った人材育成を図っ

てまいります。なお、平成23年度につきましては、海

外展開に向けた人材育成に関する調査検討、プログラ

ム作成、セミナー等を実施し、あわせて平成24年度以

降の海外派遣等に向けた取り組みを予定しておりま

す。

　次に、Ｊ規格のサッカー場整備・建設についての中

の、サッカーキャンプの誘致についての御質問にお答

えします。

　県では、今年度スポーツ・ツーリズム推進事業にお

いて「美ら島サッカーキャンプ」の開催を支援してお

ります。国内外から７チームの誘致で今キャンプをし

ております。また、キャンプの実施要件を満たすサッ

カー場や練習場が限られていることから、市町村での

整備を促進するための説明会を開催しております。

　県としては、サッカーキャンプは、スポーツの振興

や地域の活性化に大きく寄与することから、さらなる

拡大を図るため、市町村や関係機関と連携しながら、

誘致に積極的に取り組んでまいります。

　同じくＪ規格のサッカー場整備・建設についての中

の、Ｊリーグ規格サッカー場建設についての御質問に

お答えします。

　プロサッカーの公式戦が開催可能なサッカー場の整

備については、現在、沖縄県総合運動公園陸上競技場

をＪ２規格適合施設とするための調査を実施中であ

り、改修に向けた取り組みを進めております。また、

Ｊ１規格に適合したサッカー場については、次年度、

スポーツ振興や地域活性化の観点から、求められる機

能や健全な運営を実現するために必要な施設のあり方

について基礎的な調査検討を実施することとしており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　平成23年度沖縄関連

予算の中で、平成23年度農林水産業関連予算について

お答えします。

　平成23年度農林水産部の一般会計当初予算は、500

億1967万9000円で、その内訳は、農林水産業費が483

億1000万円、災害復旧費が17億967万9000円となって

います。農林水産業費の内訳としては、県営畑地帯総

合整備事業費などの農地費が269億5518万円、含みつ

糖振興対策事業費などの農業費が96億7115万円、水産

生産基盤整備事業などの水産業費が71億108万円、治

山事業費などの林業費が23億9174万円、畜産担い手育

成総合整備事業費などの畜産業費が21億9082万円と

なっています。なお、平成23年度の農林水産部の一般

会計当初予算は、平成22年度に比べ1.1％の減となっ

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　我が党の代表質問

との関連についての御質問の中の、子育て支援セン

ターの箇所数等について、５の茨のアとイは関連しま

すので一括してお答えいたします。

　地域の子育て家庭に対して育児支援を行うための

「地域子育て支援拠点施設」は、平成23年２月末現

在、23市町村69カ所で設置されているところでありま

す。県では、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」

の後期計画において、平成26年度までに91カ所にふや

す目標を掲げているところであり、施設の設置が進む

よう今後とも実施主体である市町村へ働きかけてまい

ります。

　なお、当該事業の財源が次世代育成支援対策交付金

となっていることから、県の予算の計上はありません

が、新年度の設置予定箇所につきましては、現在市町

村へ照会しているところであります。

　次に、新保育システムについてお答えいたします。

　県としましては、「子ども・子育て新システム」の



－ 389 －

制度設計に当たっては、子供の視点から保育のあり方

の議論を進めるとともに、保育の質や財源の確保を図

ることが重要であると考えております。また、本県の

公立幼稚園はほとんどの小学校に付設され、５歳児保

育において重要な役割を果たしているなどの特殊事情

があり、全国一律の政策では十分な効果が期待できな

いものと考えております。

　国においては、現行の保育所、幼稚園の一部を残す

案を含め、さまざまな角度から制度設計に向けて検討

中であり、今後とも国の動向を注視するとともに、本

県に及ぼす影響について整理し、必要な対応をしてま

いりたいと考えております。

　次に、待機児童対策に係る認可保育園へのアンケー

ト調査についてお答えします。

　県におきましては、平成22年10月に県内で保育所の

ある34市町村を通して認可保育所にアンケート調査を

行っております。その内容は、待機児童解消のために

既存認可保育所において、児童福祉施設最低基準を満

たした上で受け入れ枠のさらなる活用を図ることにつ

いての調査となっております。アンケートの集計結果

では、さらなる受け入れが可能な児童数は、全体で約

3500人となっております。

　なお、この集計結果は、待機児童の有無や地域ごと

の偏在の状況について精査をしていないことから、ど

の程度の活用が図られるかについては、今後、市町村

とも協議をしてまいりたいと考えております。

　次に、待機児童対策及び新たな振興策における保育

関係者の意見聴取についてお答えします。

　県では、保育行政を円滑に進めるため、日ごろから

保育関係団体と意見交換等を行っているところであり

ます。今回、国へ提案した新たな子育て支援制度につ

いては、県民意見の募集を行うとともに、保育関係団

体へも意見照会を行っております。

　次に、保育士になるための環境づくりとしての基金

の創設についてお答えします。

　保育の現場において保育士の人材確保が課題となっ

ているものと認識しております。現在、保育団体にお

いて、保育士確保等の課題等についてのアンケート調

査を実施し、現在取りまとめ中と伺っております。

　県としましては、これらのアンケート調査の結果を

踏まえ、課題となる事項について整理するとともに、

御提案の保育士養成の基金の創設も含め、保育関係団

体とともに必要な対策について検討してまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　それでは再質問をしたいと思ってお

りますけれども、まず鳩山前総理のインタビュー記事

であります。やはり知事の答弁としても目いっぱいだ

なというふうな思いがあるんですけれども、私がなぜ

ここまで言わせてもらうかというのは、知事も大体わ

かっていると思うんですけれども、我々自民党県連は

2010年１月に行われた名護市長選挙の前に「県外」と

いうふうにかじを切ったわけでありますけれども、な

ぜそれを切ったかというのは、我々は当時、辺野古へ

の移設が早期の危険性除去の観点からベターなんだと

いうふうに自民党はしっかりとそういうふうに考えて

おりました。しかし、それを最高権力者である内閣総

理大臣が、「最低でも県外」と県民に約束したから、

我々はかじを切ったのでありまして、それが今どうい

う状況になっているかというのが我々県民にとって非

常に気になっている、もう悩んでいるところだと思う

んですけれども、だから鳩山政権はダッチロールを繰

り返したあげく、結局辺野古に回帰しているわけです

よ。その辺野古に回帰した一番の理由が抑止力という

ふうに話をしたわけですよね。それが「方便」だった

と、怒りを通り越して本当に先ほども言ったようにあ

いた口がふさがらないというふうになってくるわけで

すよね。

　それと民主党県連の皆さんもいますけれども、この

民主党の県議団としてもどう思っているか知りません

が、当時は鳩山さんが党首でありました。県外・国外

を主張して２つの衆議院の選挙区を獲得したわけです

よね。総選挙のときに勝った党首は鳩山さんでありま

した。だから、しっかりとこの民主党県連としてもこ

ういう発言をさせたというのはいかなるものかという

のはしっかり考えてもらわないといけないと思うんで

すよ。民主党に一般質問してもおかしな話であります

けれども、ですから民主党県連としても強くこの鳩山

さんに抗議をしないと、やはり知事の意見としては、

知事の思いというのは言いたいかもしれませんけれど

も、それを支えている地元の民主党県連から鳩山さん

に対してこういう発言は何たることなんだと、おかし

いだろうと言うのがこれが筋論だと思っていますか

ら、その辺はまたしっかりと議会の休憩中でも言って

ほしいなと思っておりますから、これはもう知事の答

弁はいいです。

　次に大きな関心があるのは、来年度で切れるこの沖

縄振興特別措置法であります。

　知事を初め企画部を中心に、次期沖縄振興をみずか

らの手でつくり上げるために一生懸命努力していると

いうのは高く評価をしております。その一方で、知
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事、率直な感想を言わせていただきますと、まだ県側

の次期沖縄振興に関するビジョンがなかなか見えない

んじゃないかなというふうな思いがあります。説明が

ちょっと足りないんじゃないかなというのもありま

す。そして政府とこの調整ペースに間に合うかという

不安があるわけですよ。だからこれは政府が悪いの

か、あるいは県側の準備不足なのか、その辺の感想を

お聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員のほうから御心

配の話がありましたけれども、私どもは県議会を含め

て実は過去この２カ年、次期沖縄振興に対する準備を

やってきたんだと思っております。その１つは、まず

21世紀ビジョンというふうなものを議論する中で、現

状の沖縄のあり方というふうなものを議論をしながら

あるべき20年後の沖縄というものを我々は議論してい

く。そしてまた、昨年は現沖縄振興計画の総点検とい

うふうなものをしっかりと議論をしてきたというふう

に思っております。その中でやはり出てきたものが、

現在国のほうに要望しております45の制度提言という

ふうなことでございます。この制度提言の大きな枠組

みでございますけれども、過去40年の沖縄振興という

ふうなものの仕組みは、実はほとんど同じスキーム

だったというこのことをそのときの議論で承知をして

いると思います。１つは、沖縄振興開発計画というも

のを国の計画として位置づけ、そしてまた財源措置と

して高率補助で措置をする。そして産業振興施策とし

て、これは現在の沖縄振興計画からようやく始まった

わけですけれども、特別自由貿易地域とか７つの地域

指定制度、これが大きな枠組みになっているわけであ

ります。今回、そういう制度を見直しをしながら、地

域主権改革という大きな流れの中で県独自の計画をつ

くる。それを国に法律制度として支援をしてもらう。

さらにまた、財源措置としては高率補助にかわる一括

交付金制度、より自由度の高い沖縄の地域特性に合わ

せた施策の展開ができるような形の財源を確保しても

らう。さらには、産業振興施策だけではなくて離島の

総合対策、それからまた子育て、さらには交通・物流

コストの低減とそういう21世紀ビジョン、そしてまた

総点検の中で県民全体でも議論した内容のものが今盛

り込まれて出てきていると思います。

　このことについての制度が法律に間に合うかどうか

ということにつきましては、昨年12月27日に政策協議

会の中で提案をして、その中で官房長官から各省庁に

指示が出ております。これに基づいて現在事務的な詰

めをしているわけでございますけれども、おおむね来

年の通常国会にその法律が提案できるような形で７月

ぐらいをめどに法律の骨格を固めるべく今作業をして

おりますので、そこのところは精いっぱい努力をしな

がら、また県議会の各位の皆様方の御支援もいただき

ながら頑張っていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　部長、まさしくそうだと思っており

ます。だから、現在、政府と具体的にどのレベルまで

しっかりと詰めていると、今いろんな説明がありまし

たけれども、８月の概算要求までには決めないといけ

ませんよね。そういうことを考えれば、内閣府の振興

局との調整なのか、あるいは各省庁との具体的な調整

まで進んでいるのか、タイムスケジュールも含めて聞

きたいんですけれども、気になるのは内閣府の振興局

と各省庁とに若干の温度差があって大変苦労している

のかとか、いろいろそういう思いがあるのかなと思っ

ておりますから、その辺も含めて御説明をお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　内閣がかわったとか、やは

り政権政党が１年半前にかわったということ、それか

ら政治主導というようなことで大臣は沖縄担当大臣３

人かわられました。やはりこれまでの長い間の自公政

権とのやりとりとは大分違っています。そして政治主

導ということで、我々もまず政策協議会というつまり

大臣が全部メンバーである、ここからスタートしてい

るわけです。ある意味で事務方のほうからスタートし

ていません。ですから、そういう意味では事務方との

詰めはこの間から始まったというところです。ですか

ら、それもかなり事務方の中でも事務次官に近い局長

級からスタートしていますから、ある意味で実務的な

詰めに行くにはかなり大急ぎでこれからお互いに詰め

ましょうと、こういうことになっておるわけでして、

さらに約40年経てきますとやはり沖縄のむしろよさと

いいますか、元気さだけがどうもヤマトでは目につく

ような感がなきにしもあらずです。ですから、実は政

治的な面からのおろし方とさらに政府と党、そして事

務方の分はぐっと課長クラスまでぐいぐいぐいぐいお

ろしていって、またこれを上げてくる。さらに、内閣

府という取りまとめ機関がありますから、そういう過

程は少しやはりおくれぎみだとは思う。ただこれは政

府も御存じのような状況で、なかなか身を入れてでき

ない状況にもあろうかという感じが実はないわけでは

ありません。ですから、これはこれからかなり急いで

詰める状況にあることも確かですよ。

　ですから、むしろ自由民主党さんもヤマトでは野党
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におられますが、沖縄振興委員会もつくってやってい

ただいています。ですから、過去40年間は大体全会一

致で国会もすべてこの沖縄の関係は大体通していただ

いているんで、いずれそういう方向に持っていきなが

ら、具体的な中身の詰めというのはようやく始まった

ばかりであることも確かです。ですから、ある意味で

不安を与えている感じがあるかもしれませんが、これ

はもうぐいぐいぐいぐい急いで詰めていくしかないと

思っています。

　ですから、もう一つだけ申し上げますと、やはりこ

の政権は枠組みを変えようというようなことでスター

トし、一括交付金というのも民主党を中心とする政権

でスタートさせました、マニフェスト。これは我々に

とっても非常にいいからこれをやろう。それから出先

機関の整理整頓ですね。もうこれは原則廃止というの

を閣議で決めてやろうとしているのも今の政権です。

これも我々にとってはちょうどタイミングがいい。で

すが、まだこれは考え方を決めただけで、これを具体

的にどうするかというかなり基本的なところも同時に

やらないといけないという点でそういう印象を与えて

いると思いますが、ある意味で全国会議員一人一人

回って最後にお願いして歩くことが必要になってくる

と思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　まさしく今知事が言ったとおりだと

思っております。

　だから、知事なぜ私がこういうようなことを聞くか

なと思うでしょうけれども、知事も御承知のとおり、

我々自民党は党本部のほうで谷垣総裁肝いりで、この

「沖縄振興に関する特別委員会」を立ち上げておりま

す。先般、沖縄振興に関する考え方の中間報告も党本

部から出ていると思っております。

　なぜ、この自民党本部自体が立ち上げたかといいま

すと、今おっしゃるように40年間しっかりと自民党は

いろんな面で沖縄に対する問題をずっと歴代の議員の

皆さん方はやってきたわけでありますよ。しかし、現

在、政府の対応が余りにも遅いんですよね。特にこの

与党・民主党の関心が僕はないと思っております。党

の専門部会も最近しかでき上がっていないんですよ

ね。だから、そういうことを考えれば危機感があるか

らこそ、これは自民党本部としても政府へのプレッ

シャーを与えるためにもしっかりとやらないといけな

いんだなというふうにやっているわけでありますよ。

だから、県側との意見交換もしながらこの党委員会で

沖縄振興特別措置法の議員立法に向けてかなり議論も

進んでいると思っております。ですから、既に10回以

上も開催され我々県議団とも自民党本部ともいろんな

面で意見交換しておりますから、これは自民党もしっ

かりと県からヒアリングを聞きながら、今の与党政府

が遅ければ独自で我が党の沖縄に関する委員会の中で

法案を出そうという気持ちがあるんですけれども、や

はり本土の国会議員との温度差が若干あると思ってお

ります。ですから、今回、沖縄振興特別委員会の議員

派遣でも９日ぐらいから行きますけれども、やはり与

野党関係なしに沖縄選出の国会議員を集めて、県会議

員が一々沖縄選出の国会議員の部屋まで行ってお願い

しますというこういう時代じゃないと思っておりま

す。与野党全員一つの部屋に集めて県議会の思いをず

ばりと、逆に沖縄選出の国会議員を県議会議員がけつ

をたたく意味でもしっかりと議論をしないといけない

と思っておりますから、その辺は当銘委員長を中心に

要請団もしっかりそういった形で一つの部屋に集め

て、お互い腹を割って10年を見据えるためにもこう

いった形でみんなで頑張っていかないといけないん

じゃないかと、きのう金城県議も言っておりましたけ

れども、私もまさしくそのとおりだと思っておりま

す。

　そういう意味を込めて知事も当たっているよと、ど

んどんどんどんけつをたたいてくれという思いもあり

ましたら、一言お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　島袋議員のお話、非常にあ

りがたいことで、執行部としましても県議会の議員の

この間の決議というのは大変ありがたいんで、ひとつ

よろしくお願いします。

　そして沖縄県選出の国会の先生方も無論、予算のと

きは我々も全員集まっていただいて、そして説明した

りお願いをしたりはしています。集まりぐあいが最近

少し鈍いところがあるんですが、それでもやはり県選

出の先生方を中心に走り回ってはいただいております

が、県議会の議員の先生方からもひとつぜひ檄を飛ば

していただければありがたいと思いますし、国会全員

の500何十人の先生方、我々あれしようと思っている

んです。それをやらないとやはり一種の沖縄離れとは

言いませんが、やはり40年たった結果というのは大分

違っています。ですから、山中先生が一番初めに総理

府の総務長官のときにおっしゃった「償いの心」とい

うあの表現はもう全く消えています。ですから非常に

展開の仕方が難しい時代に入っていることも確かです

から、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　まさしくこれは知事の本当に素直な
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率直な思いだと思っておりますから、県議会としても

この要請団の皆さんはもう鉢巻きしてでも言ってやる

ぞという気持ちになっていると思いますから、その辺

もまたしっかりと我々も言っていきたいなと思ってお

ります。

　次であります。

　また、駐留軍跡地利用推進についても県は研究され

ていると思いますけれども、この案件も自民党本部の

ほうで「沖縄振興に関する特別委員会」で専門部会も

立ち上げております。これも現行の沖縄振興特別措置

法の７章、軍転法に書かれておりますけれども、それ

だけでは網がかけられないことが多いと思っておりま

す。ですから、次期沖振法と同時に駐留軍跡地利用推

進についても法制化をするべきだと思っておりますけ

れども、担当部長のほうからやはりここが非常に気に

なっているんだというのがありましたら、ひとつ御意

見をいただきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現行軍転特措法と沖振法

の第７章でもって基地跡地についての整備を進めてき

たわけでございますけれども、実際その現行の法律の

もとで進められている跡地利用についてはいろんな問

題点が出てきております。１つは、やはり基地内立入

制限がどうしてもあると、事前の調査ができないよう

な状況の中でそのことが結果的に跡地利用の作業に支

障を来しているとか、あるいはまた給付金の制度につ

いても今般の軍転特措法で３年間、それからまた沖振

法の７章でそれに追加するような形の措置はとられた

ものの、現実の問題としてその跡地利用は最長で19

年、おおむね10年かかる中で３年の給付金というのは

なかなか厳しい、そういうふうな状況もございます。

さらにまた、実際に引き渡しをしてさまざまな汚染物

が出てくるようなそういうような状況の中で、十分な

手当てができない。地主の負担、あるいは市町村の負

担は大きい。また、不発弾にしても例えば新都心では

６年間で６億かかったと言われています。それはほと

んど最終的には地主の負担になっていくわけでござい

ますけれども、そういうさまざまな問題を整理をしな

がら、今般新しい法律の中では軍転法とそれから沖振

法の７章、これを一本化をするということと、それか

ら今あるような課題を整理をしながら、まず大きくは

国の責務としてやはりやっていただかなきゃいけな

い。もう一つは、やはりこれは特に中南部の広大な基

地跡地が返ってくるということであれば、まさしくそ

れは沖縄の振興に資するような形でやはりやっていた

だかなきゃいけない。そういう基本的な考え方をベー

スにしながら、内容的には今申し上げました給付金制

度の見直しだとか、その返還前の環境調査とか、それ

から引き渡し前の徹底した原状回復だとか、そういう

ふうなものを整理をしながら求めていきたいというふ

うに考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この件も自民党本部といろんな面で

すり合わせていろんな意味で意見交換を我々もしてお

りますので、しっかりとこの辺は法制化に向けて一生

懸命お互い意見を出し合いながらやっていきたいなと

いうふうに思っております。

　次であります。

　平成23年度沖縄関連の予算についてであります。

　私もいろんな面で資料を見ましたけれども、気にな

るところが幾つかありますけれども、もちろん一括交

付金についてはいろんな面で議論されておりますの

で、この辺もしっかりと我々はこれからも詰めていき

たいと思っておりますけれども、万国津梁の人材育成

について聞きたいと思っております。

　この新規事業として取り崩し基金として13億5000万

円積んでおりますけれども、これは基金の取り崩しと

聞いております。社会人の育成には大体７年で10億、

高校生支援には５年で３億円というふうに聞いており

ますけれども、21世紀ビジョンを反映された新規事業

として評価できるんですが、この金額で満足できる支

援ができるのか、部長としてのちょっとした意見をい

ただきたいなと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　これから沖縄の新た

な産業の方向性として、やはり発展するアジアをいか

に取り込んでいくかというのは、一つの沖縄の産業の

方向性だと思っております。その中で予算額13億5000

万円が多いか少ないかいろいろ議論がありますけれど

も、やはりこの７年間まとまったお金で大体毎年１億

ぐらいですから、非常に大きな我々は額だと一応認識

しておりまして、これをいかに今後効率的に沖縄の経

済界と一緒になって使うかということだと思いますの

で、この件は非常に効率性というものを含めて我々も

頑張っていきたいなというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　これは大変すばらしい事業だと思っ

ております。

　ですから、私が一言だけ言わせていただければ、こ

れから沖縄も人づくり、物づくり、しっかりとした人

材育成をやっていただいて、それから金のなる木をど

んどん育てていく。そうすることによって本土に負け
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てたまるかという沖縄の自立経済に向けて走っていけ

ると思っております。ですから、留学や国際交流の後

なんですよね。こういった形の人材育成をやるんです

けれども、その後が非常に気になってくるわけであり

ます。留学や国際交流を行えば沖縄の将来にとってよ

い人材が育つというのはそうかもしれませんけれど

も、なかなか何年後ですからどうなるかというのが気

になるわけでありますよね。ですから、事業に参加し

たものの効果的な活用方法をこれから戦略的に考えな

ければ、そういう事業を受けた方々が本土に行ったほ

うがいいのか、アジアに発信したほうがいいのか、地

元沖縄に来てあるいは各部署にいろいろな企業に入る

なり県庁に入るなりしてそういう人材育成のアジアに

対する戦略も含めて沖縄はどんどんどんどんやるべき

じゃないかなということでありますから、予算は幾ら

あっても足りないと思っておりますから、そういうも

のをどんどんどんどん政府に要請していくべきだと

思っております。その辺は答弁は要りません。一緒に

私も頑張る決意でありますからやっていきたいなと

思っております。

　次に農水関連予算についてであります。

　農水部長、23年度予算は非常に減額されております

けれども、これやはり中身を見ますと、結局米の戸別

補償にしても沖縄はほとんど恩恵がありません、基幹

作物はさとうきびでありますから。これを政府に部長

も強く要請しましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　22年の予算要求の中

で、減額が67億あって88％ということがございまし

て、これについて県・市町村、それから県議会の決議

もございまして、22年度予算については全体で２月の

補正予算も含めて57億を新たに予算要求をしておりま

して、トータルとしては22年度については21年度に対

して98％が確保されているような状況でございます。

　それから23年度につきましては、一括計上では４％

の増になっていますが、やはりそれでも引き続き21年

度に比べては足りないという状況がございますので、

これについては県・市町村、それから県議会を含めて

改めてまた要請をしていく必要があると考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　非常にそういったいろんな面で汗を

かいているというのは非常にひしひしと感じておりま

す。ですから、今の民主党政府・政権はこれからさと

うきびの価格も下げていくわけですよね。ＴＰＰもぶ

ち上げております。だから、沖縄県の農業全体を考え

れば農業の所得者、これから農業を志す若者も第１次

産業の農業に関心がなくなるわけでありますよ。そう

することによって沖縄はこれだけの国土を守る意味で

もさとうきびは必要でありますから、そういうことを

考えれば非常に政府が考えていることと逆行している

わけでありますから、それを先ほど知事も言っていた

ように政府と対応するためには職員の知恵も必要であ

りますけれども、汗も必要であります。やはり政治的

ないろんな面でやっていかないといけないのがこれか

ら大きな比重がかかってくると思いますから、知事と

してまた農業政策に対しての問題について一言ないで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、農林水産部長が答弁し

ましたけれども、確かにこれは民主党さんの農業に対

する政策は沖縄にとってはほとんど逆な感じがありま

す。ですから、霞が関でＪＡの皆さんともども悪態を

ついて実は言葉は悪いんですが、お許しいただいてつ

いて歩いているぐらい実は民主党さんにはかなり激し

く言いました。つまり、日本を北海道から沖縄まで見

ないと個性のあるところを十把一からげに米だけで処

理するというのはひどい話だということとか、さらに

畜産関係の基金なども吸い上げるとか、もう丸ごと実

は沖縄の個性を生かしていない。これは恐らく余り知

らないでやっておられるんだろうと好意的には思うん

ですが、ただし、さとうきびしかり、今度少しカット

されましたし、沖縄にとってはあなた方の農業政策は

全く逆だということはかなり強く言っています。それ

で今はどちらかというと、官邸預かりで実は最後ＪＡ

の皆さんともやってきたりしております。ですが、こ

れはもう一回抜本的に民主党政権のこの公約を変えて

もらわないと、これからも被害が多くなる可能性がな

いわけではありません。ぜひ政治的な力を与野党合わ

せて結集していただいて、沖縄の中もそれから沖縄外

も農業政策がしっかりと間違えないように個性を生か

した農業政策をしっかりやってもらいたいというのを

言い続けて結果を出したいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ありがとうございます。我々もしっ

かりとその知事の思いもよくわかっておりますから、

どんどんどんどん政府に対して要求もしていきたいな

というふうに思っております。

　次であります。

　次のサッカーについてでありますけれども、Ｊリー

グ規格のサッカー場整備・建設についてでありますけ

れども、このＦＣ琉球が県のスポーツ・ツーリズム事
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業を活用して県内の７チームのキャンプを誘致して、

16試合のプレシーズンマッチを行う予定だそうであり

ますけれども、この「美ら島サッカーキャンプ」、こ

れは知事は知っていると思っておりますし、いろんな

面で視察も行ったと思っておりますけれども、韓国か

ら２チーム、中国から１チーム非常にアジアの皆さん

がいろんな面で、沖縄は気候がいいということでキャ

ンプに来たいというふうに手を挙げているところが非

常に多いというふうに聞いております。しかし、この

サッカーに関する施設というのは陸上競技場の併設と

かいろんな面で絡みがあってなかなか借りにくい状況

もあるみたいであります。やはり先ほど101億円近く

プロ野球の経済効果が出たということでありますか

ら、サッカーに関してはまだまだ数字は出てきており

ませんけれども、このサッカーに潜む可能性ですね、

プロ野球と比べてどんどんどんどん手を挙げてキャン

プしたいというところがあると思いますけれども、そ

の可能性について、やはり県の経済効果も含めてどの

ような思いがあるかお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　サッカーファンはや

はり世界的に非常に多くて、我々が調べたところでは

トルコではヨーロッパリーグが1500チーム関係者が

キャンプしているというぐらいに、やはり条件を整備

すると暖かいところ、こういうところではキャンプが

非常に盛んになると。お互い試合を組めるというメ

リットとかいろんなメリットがありますので、そのメ

リットをいち早く我々沖縄県としてはアジアにおける

キャンプ場として野球以上の効果をもたらすような取

り組みをしていきたいなというふうに思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　知事、これですね、ＦＣ琉球の年間

パスポートを僕も買ったんですよ。(資料を掲示）　

僕の体格から見たら、おまえサッカー興味ないだろう

というふうな感じがすると思うんですけれども、私は

野球専門でありましたからサッカーに関しては余り詳

しくはないんですが、やはり県内でこういった１チー

ムを持てば、この沖縄を活気づける県民性からしてみ

たら、沖縄の地元のチームがあるということになりま

すと、プロ野球は沖縄にないですからサッカーチーム

が沖縄にあればどんどんどんどん観客をふやせば熱狂

的なファンがわーっと県内じゅうが盛り上がってくる

と思います。盛り上がれば人間は金を落としていくん

ですよね。

　そういうことを考えれば、サッカー場の県の陸上競

技場を早急に整備することが大事であります。これは

まず早急に整備をしていただきまして、また調査費も

つけているように、これはＪ２規格の改修工事であり

ますから、最終的にＪ１規格のサッカー場の施設、箱

物とかいろいろ話ありましたけれども、そうすること

によって本当に起爆剤になるというふうに確信をして

おりますから、陸上競技場との併設ではなくて、目の

前でこの臨場感あふれるサッカーの観戦ができるよう

な施設、これをまたセットに県立郷土劇場や空手道会

館の三点セットでつくる一つの箱物、箱というのも僕

は大事だと思っております。一つ一つを３つつくるん

じゃなくて、一つにがんという形でつくれば非常にい

いような経済効果が発信できると思いますが、その辺

のお考えはないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議会でもいろいろ御議論い

ただいて、文化観光スポーツ部というのもある意味で

これは文化という言葉そのものはかなり広い概念なん

で我々も処理にちょっと難しい部分がなかったわけで

はありません。そういう意味で、スポーツとか文化と

いうのも特に琉球舞踊とか芸能を中心としたもので、

観光との接点があるところを当面注目して、そして必

要な施設とかというのは可能な限り整えてやるべきで

はないか。もう少し遅いんですが、それでも今からで

もまだまだ可能性があるからしっかりやっていきたい

と。

　そういう中でこのサッカーについてはまさに島袋議

員のほうがよく知っておられますが、しっかりとした

中身と計画をつくって展開していきたいなと。そして

それの持つ産業面、プロサッカーですから、産業面の

効果もしっかり出して観光ともお互いに相助け合って

いく状況が早く生まれてくるように展開したいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ぜひともよろしくお願いしたいなと

思っております。

　次、我が党代表質問の関連についてであります。

　この子育て支援についてでありますけれども、特別

保育事業についてと新保育システムについて、これは

セットでお答えになりましたけれども、この新保育シ

ステムというのは非常に沖縄にとって厳しいんじゃな

いかなというふうに私は思っております。これは低所

得者の負担率で、沖縄は非常に低所得者であります。

今回の新保育システムというのは、高所得には非常に

有利なんですよね。低所得の皆さんにとっては非常に

厳しい。自分たちが行かせたい保育を選ぶ。普通は保
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育園の先生とかそういったのはやはり親が保育士の先

生に感謝をして子供を預かってもらうというのが普通

でありますよ。それを親がわーっと保育園を選んで、

保育園同士が企業化みたいに子供の奪い合戦するよう

なシステムになってくるような感じがします。ですか

ら、特別保育事業の子育て支援センター、これを91カ

所つくると言っておりますけれども、これは保育に欠

けない子供たちを受け入れるために――沖縄県は市町

村立の幼稚園がありますから――幼稚園を子育て支援

センターに併設してつくっていく。今ある保育園を

しっかりと沖縄が今までやっているような保育事業を

していく。そうすることによって保育に欠ける子供た

ちと保育に欠けない子供たちのすみ分けが出てくるわ

けですよ。そういうものを独自のいろんな面で考えて

いくのも一つの案かなと私は思っているんですけれど

も、仲村未央議員も言っておりましたけれども、やは

り沖縄は子育て特区とか教育特区とか、そのビジョン

が非常に全国に比べて一番重要だと思っているんです

よ。だから、沖縄独自で考えるんだったらそういった

もろもろ含めてそういったお考えはないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国において議論し

ている新保育システムについて、実は議論の中でどん

どん内容も変わってきていて、この全体像が見えない

というのが一番課題かなというふうな理解もしており

ますが、先ほど答弁の中でも申し上げましたように、

やはり沖縄の公立幼稚園の５歳児保育というのは全国

と全然違った状況にございますので、その幼稚園をど

んなふうな形で活用していくか。そしてそのシステム

の中に組み入れられない部分であれば、じゃどういう

形で新たな沖縄に特化した形の制度が仕組めるかとい

うものを今回振興策で設けている新たな子育てのため

の支援制度との整合性も図りながら、やはりこれは早

急に保育団体、幼稚園、それから行政、関係者を含め

ての議論もして、その中で一番子供にとってどういう

施設がいいのかをやはり議論していく必要があると

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ぜひともしっかりと議論をお願いし

たいなと思っております。

　次は、待機児童対策についてであります。

　平成20年の10月に34市町村にアンケートをとったと

いうふうに言っておりますけれども、約3500名受け入

れるパイがあると言っておりましたけれども、僕は豊

見城市独自で園長の皆さん、園長会の皆さん集めて14

園の認可保育園がありますけれども、こういう資料を

つくりました。（資料を掲示）　これを見たらすばら

しいですよ。自分たちはこういうふうにできると、実

施年度は25年にそういった定員の増の枠を上げると

か、もろもろ含めたら豊見城市には確実に待機児童は

いなくなるシステムになるんですよね。だから、独自

で各認可園の園長会とか含めて自分たちでしっかりで

きるんだというアンケートでデータも全部つくらせた

らいいですよ。つくらせて、これは市町村の担当課、

児童家庭課を使っていろんな面でやるのもいいかもし

れませんが、各市町村の園長会があると思っておりま

す。自分たちでできることはしっかりと自分たちで書

かせる、計画をつくらせる。そうすることで県も待機

児童を解消するというのが一番のメーンテーマであり

ますから、そういうことを考えればいろんな面で仕事

も効率的によくなると思っていますから、これしっか

りと各市町村におろして独自でこれをしっかりとつく

らせる。つくらせたら責任を持ってしっかりとさせ

る。その意味でも早急に部長もおろして、そういうア

ンケートをしっかりと出すような形にできないか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今回の調査は市町

村を通してですけれども、全認可保育所――公立も含

めてですけれども――その中で調査している数字でご

ざいます。

　保育団体からの調査によりますと、待機児童に関す

る認可保育士の団体のほうからのアンケートによって

も、やはり既存の保育園においてさらなる受け入れが

できないかとか、それにはまた保育士の確保の課題が

あるとか、そういう意見も出ております。そういう意

見を取り入れ、参考にしまして、今回先ほど答弁でも

申し上げましたが、今回やった3500の数字は待機児童

のいない部分とか、それから待機児童がいても広い地

域だとどうしても入所が少ない部分と本当に必要な部

分というのはかなり地域差もございますので、この辺

を精査しながら保育園の意見も聞きながら、市町村に

対してやはり待機児童解消のためのちゃんとした計画

を具体的な形でどういうふうに今後やっていくかも協

議していきたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　よろしくお願いします。ありがとう

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　皆さん、おはようございます。

　一般質問に入ります前に所見を述べさせていただき

ます。
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　本当に内外、大変厳しい今政治環境にございます。

特に沖縄県にとってみて、この我が国の今の政治環境

がどうかと申しますと、先ほどからありますように、

私も大変厳しい環境だと思っております。特に沖縄県

においては、知事が２期目の再選を果たされました。

いよいよ知事においてはこの４年間、知事自身が得意

分野としてこられました経済の仲井眞の総仕上げの年

だと私は思っております。そういう意味では県民も大

変大きな期待をいたしております。しかしながら、国

政を見てみますと本当に混迷をし流動化が始まってお

ります。

　こういう中で沖縄県の基地問題をどう解決していく

のか。さらに、ことし本当にオール沖縄で仕上げない

といけない新しい振興計画を政治主導のもとで本来な

らば私は決着をさせるべきだと思っておりますけれど

も、基地問題一点をとってみても、鳩山発言にありま

すように官僚の壁が大変厚い。新しい制度や新しい規

制緩和を求めていくと、これも厳しい官僚の壁の中に

あるということも事実でありますけれども、やはりこ

ういうときに政治が主導していく中で新しい沖縄を建

設していくための私は土台をつくっていく大変重要な

ことしは年になると思っております。知事におかれま

しても、そこは十分認識をしておいでになると思って

おりますので、どうぞ知事の頑張りを期待をいたして

おります。特に、政治主導についての私自身は憂慮を

しておりますので、ここもあわせて申し述べておきま

す。

　そして、きょうの新聞報道を見てみますと、思いや

り予算で外国人の50名の給与が支払われているという

問題がございました。沖縄は今大変厳しい雇用環境に

ある中で、やはり沖縄の米軍基地で働く人々は沖縄県

民の中から採用していくというのが私は基本的な考え

方だろうと思っておりますし、ただ技術的な問題でク

リアできない問題があれば、やはりこれは別途米軍の

予算の中で対応すべきものだと思っておりますので、

そこは知事に見解を求めたいと思っております。

　それでは一般質問に移ります。

　１、ポスト沖縄振興計画に向けた新たな沖縄振興計

画について。

　本県は、2011年度末に終了する沖縄振興計画にかわ

る21世紀ビジョン基本計画の素案を３月までに取りま

とめる。沖縄の将来像をみずからの手で行いたいとす

る理念のもとで、沖縄振興の骨格をつくる極めて重要

な作業が国との協議を経ていよいよ佳境を迎えること

になります。

　ポスト振興計画は、これまでの４次の振興計画とは

異なり、国の関与を極力排し、県が主導権を発揮して

同計画を立案し国に支援を求める形に改める構想であ

ることから、制度の内容はもとより成果に大きな期待

を持つものであります。計画の策定に当たっては、現

行の高率補助から脱却し、本県の自立経済を確立する

上で必要不可欠な制度設計を行い、沖縄特例基準や税

制優遇、規制緩和等の一国二制度的な措置を国に求め

ることから、アジアにおけるグローバルな競争力にも

立ち向かえるような制度設計にすることが重要であり

ます。名実ともに沖縄を日本の中のアジアのクロス

ロードに位置づけることが国策として私は不可欠の必

須要件であると、このように思っております。それだ

けにこれまでの沖縄振興計画の反省と総括に立って、

沖縄の将来を決定づける総仕上げの振興計画と位置づ

けて、沖縄が持てるすべての政治力、構想力、実行力

を結集し国との交渉に当たらなければなりません。ま

さに仲井眞県政の真価が試され、その決意が問われる

ことになると私は思っております。一方で、交渉相手

の国の壁は厚く、そう簡単に首を縦に振るとは思えま

せんので、不退転の決意を持って交渉に臨む覚悟が必

要であります。

　そこで伺います。

　茨、沖縄振興特別措置法にかわる新たな立法措置を

国に求めるが、そのビジョンと新法の枠組み（恒久

法）について伺います。

　芋、軍転特措法にかわる新たな跡地利用法を創設す

るコンセプトと形態をどう考えておられるのか伺いま

す。

　鰯、沖縄振興一括交付金は平成23年度の県要求額に

満たず、政府の考え方と大きな隔たりがあります。国

の抵抗も大きい。今後、制度化を目指して政府と相対

することになりますが、見解を求めます。

　允、企業誘致や投資を呼び込むための沖縄特例基

準、税制上の優遇措置（法人税減税）を具体的に検討

し政府に制度化を要求してはどうか。

　印、グローバルな競争環境を整え一国二制度の支援

及び規制緩和を求め、他のアジア諸国に劣後しない沖

縄経済特区を創設してはどうか。

　咽、航空物流ハブ事業の拡大・拡充を図るため、税

の減税や規制緩和策、立地企業に対する優遇措置等が

適用される。国際物流特区の創設を国に求めておりま

すが、その後、国との協議は進展をしておりますか伺

います。

　員、総合事務局の県移管に伴う県の課題とリスク、

移管手続のスケジュールと実施年度について伺う。

　因、沖縄の新たな振興策の実現は、政府とのタフな
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交渉が想定される。これまでの感触と見通しについて

所感を伺います。

　２番、普天間飛行場移設問題について。

　昨年５月、鳩山内閣によって締結された沖縄米軍に

かかわる日米合意は、沖縄県民が求める普天間飛行場

の県外移設要求とは相入れない名護市辺野古地先に決

定されました。その後、沖縄県で施行された県知事選

挙の最大の争点に普天間移設問題が取り上げられ、２

候補者ともに県外移設を公約として県民の審判を仰い

だ結果、総合力にまさる仲井眞知事が再選を果たし、

普天間飛行場問題の解決に責任を持つことになりまし

た。

　以下、質問をいたします。

　茨、嘉手納飛行場以南の米軍基地返還をパッケージ

条件から外して、政府に先行返還交渉を正式に求めて

いるのか｡手ごたえはあるのかお聞きいたします。

　芋、ゲーツ国防長官の辺野古代替施設の滑走路の形

態を春までに決定したいとする発言を受け、政府に説

明を求めたか。同時に県の見解を伺う。

　鰯、鳩山前総理の「方便」発言で、日米合意による

辺野古への移設根拠が失われたとも言われております

が、知事の見解を伺います。

　３番、スポーツアイランド事業について。

　沖縄県は、株式会社沖縄ドリームファクトリーが運

営するＦＣ琉球のホームタウン受け入れを受託し、同

クラブのＪリーグ入りを目指す活動に支援をしていく

ことを表明されました。県がまとめた「沖縄21世紀ビ

ジョン」によって示されているスポーツアイランドの

形成に向けて、本県のスポーツ振興及び関連ビジネス

の創出等に合致したホームタウン受託表明であったと

思います。プロサッカークラブの活動は、ソーシャル

ビジネスとして公共財と位置づけられております。地

域にもたらす経済効果や雇用拡大、自治体の知名度

アップ等にとどまらず、若い世代への夢を与える等多

くの効果があることから、ホームタウンの自治体や地

域、そして地元企業から称賛の声が上がっておりま

す。

　そこでお聞きいたします。

　茨、ＦＣ琉球のホームタウンを沖縄県が表明しＪ

リーグ入りを目指す活動を支援することを受託されま

した。県の意気込みと支援の内容を伺います。

　芋、他県では県庁内に「Ｊリーグ支援班」を組織し

て強化しているが、沖縄県の対応を求めます。

　次に４番目、道路行政について。

　中心市街地の道路等に二輪車の違反駐車が多く、歩

行者や障害者等の通行の安全性を著しく阻害して市民

から苦情が多く、また、町の景観や観光振興にもマイ

ナス要因となっております。

　そこで伺います。

　茨、二輪（オートバイ）駐輪場設置・整備計画につ

いて、整備の現状を伺います。

　芋、那覇市道に設置計画があるのか、市との協議状

況を伺います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　翁長政俊議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、ポスト沖縄振興計画に係る御質問の中

で、沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律のビジョ

ンと枠組みについての御質問にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興の成果により社会資本の整備や

産業振興の面で着実な進展が見られることも確かで

す。しかし一方、沖縄は種々の特殊事情から県民所得

及び雇用の問題、離島振興、基地、交通体系などの重

要課題を今なお抱えております。したがいまして、沖

縄振興特別措置法にかわる新たな法律において、離島

県ゆえの不利性を克服するとともに、魅力ある自然環

境や独自の文化、豊富な若年労働力、そして東アジア

の中心に位置する地理的優位性を最大限に発揮できる

施策を展開するため、国の責務において全国一律とは

異なる新たな法制度が必要であると考えます。このた

め、新たな法律の制定に当たっては、県が策定する

「沖縄21世紀ビジョン」基本計画への支援、そして自

由度の高い沖縄振興一括交付金の創設、これらの枠組

みとともに、競争力の高い税制優遇による経済特区、

離島定住支援、交通・物流コストの抜本的な軽減など

の制度を盛り込むことを求めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、ポスト沖縄振興計画に係る御質問の中で、総

合事務局の県への移管の課題やスケジュールについて

の御質問にお答えいたします。

　国の出先機関改革につきましては、昨年末に閣議で

決定されました「アクション・プラン」に基づく推進

委員会が去る２月17日に開催され、沖縄総合事務局の

事務・権限の移譲に関する沖縄県の考えを述べたとこ

ろであります。今後は、「アクション・プラン」に基

づき、出先機関単位ですべての事務・権限を移譲する

ことを基本として、平成23年夏ごろまでに基本的枠組

みや移譲対象機関が決定され、平成24年通常国会への

法案提出、そして平成26年度中の移譲を目指して作業

が進められることとされております。
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　沖縄県といたしましても、市町村や関係団体の意見

も踏まえながら国の作業状況に的確に対応して、県へ

の移譲業務やこれに伴う財源・人員等に係る課題につ

いても検討してまいりたいと考えております。

　次に、普天間飛行場移設問題に係る御質問ですが、

ゲーツ国防長官の発言についての御質問にお答えいた

します。

　ゲーツ国防長官の発言につきましては新聞報道等に

より承知いたしておりますが、枝野官房長官は２月17

日の記者会見において、米国の希望は念頭に置かない

といけないが、沖縄の皆さんに理解をいただくために

は、期限を区切ってお願いするということは考えてい

ない旨の発言をしております。いずれにしましても、

県といたしましては、県内移設は事実上不可能と考え

ており、引き続き政府に対し日米共同発表を見直し、

普天間飛行場の県外移設及び早期返還に取り組むよう

求めてまいります。

　同じく普天間飛行場移設に係る御質問の中で、鳩山

前総理の発言で辺野古移設の根拠が失われたことにつ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　去る２月16日の予算委員会において菅総理大臣は、

沖縄の海兵隊を含む在日米軍の存在は、日本の安全に

とってもアジア太平洋の安定にとっても必要だ、そう

いう認識のもとで日米合意を踏まえて対応していくと

の見解を示しております。

　県といたしましては、これらの発言いかんにかかわ

らず日米共同発表を見直し、普天間飛行場の県外移設

に取り組むよう政府に強く求めているところでござい

ますし、これは変わりません。

　次に、スポーツアイランド事業に係る御質問の中

で、ＦＣ琉球のＪリーグ加入への県の支援等について

の御質問にお答えいたします。

　プロ野球キャンプやＮＡＨＡマラソン等でも明らか

なように、スポーツは県内各地域に相当の経済効果を

もたらしております。サッカーにつきましては、今年

度、県のスポーツ・ツーリズム推進事業で支援してい

る「美ら島サッカーキャンプ」に、国内外から７チー

ムが参加いたしております。

　県といたしましては、沖縄でＪリーグチームが誕生

することによりサッカーキャンプのさらなる拡大が図

られるとともに、公式戦の開催を通じたスポーツ・

ツーリズムの推進や、メディアを通じた沖縄のＰＲ機

会の拡大、ひいてはスポーツの振興や地域の活性化に

大きな効果をもたらすものと考えております。そのた

め、スタジアムの整備や県民を挙げて応援する機運の

醸成などにより、ＦＣ琉球のＪリーグ加盟に向けた取

り組みを支援してまいりたいと考えております。

　同じくスポーツアイランド事業に係る御質問の中

で、ＦＣ琉球のＪリーグ加入を支援する県の体制につ

いての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、ことし４月に文化観光スポーツ部とス

ポーツ振興課を設置し、スポーツの振興とスポーツの

産業化を一元的に推進する体制を整えることといたし

ております。この体制のもと、スポーツアイランドの

形成に向け、サッカーの可能性が最大限発揮されるよ

う、関係市町村や経済団体等と連携をし、ＦＣ琉球の

取り組みを支援してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ポスト沖縄振興計画に向

けた新たな沖縄振興策についての御質問の中で、跡地

利用法のコンセプトと形態についてお答えいたしま

す。

　県が国に求めている跡地利用に関する新たな法律に

おきましては、その基本スタンスを、跡地利用の推進

は長年基地を提供してきた国の責務として行われるべ

きであること、基地の有効利用が沖縄県の自立的経済

の発展につながるものとすべきであることの２つと

し、新たな制度として、沖縄振興費と別枠での予算確

保と行財政上のさまざまな制度・施策の実施、中南部

都市圏の跡地における国の責務による事業実施主体の

確立と国費による事業の実施、地主への給付金支給期

間の延長、汚染等の原状回復措置の徹底などを盛り込

んでおります。

　法律の形態としましては、平成24年３月末の沖振法

と軍転特措法の失効に合わせて、跡地利用に関する法

の一元化を図るとともに、すべての基地跡地の整備が

終了するまでの恒久法としております。

　同じくポスト沖縄振興計画に関連をして、一括交付

金の今後の見通しについてお答えいたします。

　沖縄県では、昨年５月以降、高率補助制度にかわる

より自由度の高い「沖縄振興一括交付金（仮称）」の

創設を政府に要望してきたところ、平成23年度政府予

算案において約321億円の「沖縄振興自主戦略交付

金」が創設されました。同交付金の使途は、今回統合

の対象となった５種類の補助金の範囲内で事業を選択

することが可能となっております。このことは、これ

までの補助金と比べ一定の前進をしたものと考えてお

ります。しかしながら、沖縄県としては、一層の使途

の自由度の拡大が必要と考えており、引き続きこの点
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を政府に要望しているところであります。

　今後、さらに平成24年度以降の新たな沖縄振興に係

る施策の円滑な実施に必要な財源が確保され、さらに

自由度を高めた「沖縄振興一括交付金（仮称）」を実

現すべく、引き続き政府に求めてまいりたいと考えて

おります。

　同じくポスト沖縄振興計画に関連をして、企業誘致

や投資促進、税制優遇措置の制度化及び沖縄経済特区

の創設について、これは１の允、印を一括してお答え

をさせていただきます。

　沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律において

は、県民所得及び雇用の確保、離島振興など本県が今

なお抱える課題を克服するとともに、魅力ある自然環

境や独自の文化、豊富な若年労働力、東アジアの中心

に位置する地理的優位性を最大限発揮できる施策を展

開するため、国の責務において全国一律とは異なる新

たな法制度が必要であると考えております。このこと

から、自立型経済の構築に向けて競争力の高い税制優

遇による経済特区、離島定住支援、交通・物流コスト

の抜本軽減などの制度を盛り込むことを求めてまいり

ます。また、科学技術や文化産業振興のための投資に

対する優遇制度についても検討しているところであり

ます。

　同じくポスト沖縄振興計画に関連をして、国際物流

経済特区創設に係る国との協議についてお答えいたし

ます。

　県では、地理的優位性や那覇空港の航空物流ハブ事

業等を生かして、産業振興及び雇用拡大等を図ること

を目的に、税制及び財政措置等の優遇制度を盛り込ん

だ国際物流経済特区の創設に向けて国との調整を進め

ているところであります。現在、制度内容等について

関係省庁との調整を始めたところであり、県経済の発

展に資する特区制度の創設を図ってまいりたいと考え

ております。

　同じくポスト沖縄振興計画に関連をして、政府との

交渉の感触と見通しについてお答えいたします。

　沖縄県では、昨年12月27日に開催された沖縄政策協

議会の振興部会において、「新たな沖縄振興のための

制度提言（中間報告）」を提出し、これに対し官房長

官よりその場で関係閣僚へ新制度の検討を行うよう指

示が出されたところであります。このことを受け、現

在、関係府省実務者連絡会議、沖縄政策協議会幹事会

など事務レベルで要望内容の検討作業が進められてい

るところであります。

　沖縄県としては、政府に対して、離島県ゆえの不利

性を克服するとともに、魅力ある自然環境や独自の文

化、豊富な若年労働力、東アジアの中心に位置する地

理的優位性を最大限発揮できる施策を展開するため、

国の責務において全国一律とは異なる新たな法制度等

の仕組みの構築が必要であることを十分説明してまい

ります。しかしながら、本県の求める沖縄の地域事情

に即した諸制度が既存の制度・仕組みと大きく異な

り、あるいはそれを超える内容のものも多く、理解を

求めていかなくてはならないと考えております。この

ため、県民各界各層、議会、市町村が一体となって国

会や政府に強く働きかけていく必要があるというふう

に考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場移設問題

についての御質問の中の、嘉手納以南の先行返還につ

いてお答えいたします。

　県としましては、「再編実施のための日米のロード

マップ」や日米共同発表で返還等が示されている嘉手

納飛行場より南の施設・区域等については、パッケー

ジ論にとらわれることなく実現可能なものから一つ一

つ確実に実施される必要があると考えております。菅

総理を初め関係閣僚が沖縄を訪れるたびに、このこと

については知事から直接申し上げており、去る１月20

日には文書にて北澤防衛大臣に要請を行いました。軍

転協としましても、２月７日から９日にかけて日米両

政府に対し要請をしたところであり、今後とも地元市

町村と連携をとりながら粘り強く求めてまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路行政についての

御質問で、二輪駐輪場整備の現状についてお答えいた

します。

　二輪駐車場整備については、これまで県民地下駐車

場に20台、安里交差点高架下に30台、国際通り沿線の

那覇市道に12台を整備しております。現在、県はモノ

レールの利用促進のため赤嶺駅、古島駅など４駅の交

通広場等において二輪駐車場設置のための実験を行っ

ているところであります。

　同じく道路行政についての御質問で、那覇市道設置

計画の協議状況についてお答えいたします。

　那覇市内における二輪駐車場の設置計画について

は、今年度、ＮＰＯ法人沖縄モーターサイクル普及協

会を事務局とし、沖縄県二輪車安全普及協会、沖縄県
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道路管理課、都市計画・モノレール課、那覇市都市計

画課をメンバーとするワーキンググループを立ち上げ

る予定であります。その中で、モノレール交通広場で

の実験や平成23年度に予定している那覇市道、県道で

の社会実験を踏まえて、施設整備や維持管理のあり方

について検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　それではちょっと順番を変えますけ

れども、スポーツアイランド事業についてお伺いをさ

せていただきます。

　先ほど私どもの会派の島袋大議員からハード部分に

ついての質問がございました。私は、サッカーＪリー

グ加入に向けてのソフト部分について質問させていた

だきます。

　まず、これは知事が先頭に立って県民、さらには県

内企業、自治体に支援の輪を広げていく必要があると

思っています。特に県の出資、これは他府県のＪリー

グ等の支援を見ても、これはほとんど広範囲に行われ

ているんですよ。北海道を見てみますと、コンサドー

レ札幌、ここは出資金で道が１億5000万、札幌市が１

億5000万、このようにやっているんです。そして、沖

縄県と大体同規模の徳島県についてはヴォルティス、

これも県が１億円の出資を行っているんですよ。さら

には、これはＪ２ですけれども、ＪＦＬのガイナーレ

鳥取、ここも鳥取県が7000万の出資を行っているんで

すよ。ある意味ではハードの整備も必要ですけれど

も、特にソフト面での支援策というのが私は重要に

なってくると思っています。そういう意味では、この

沖縄でプロサッカーが根づいていくための支援策とし

てこういうことをしっかりと県のほうで、自治体にも

呼びかけてやっていくという腹づもりがあるのかどう

なのか、ここをちょっとお聞かせいただきたいんです

けれども。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の件は大至急詰めます。

ただ、これはおっしゃったように産業界も県民も一緒

になって対応しないとなかなかＪ１に行く力が持てな

いということも聞いておりますし、少しそこら辺の段

取りは大至急詰めて、おっしゃったように出資、その

他も含めてぜひ前向きに検討してまいりたいと考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　県にホームタウン宣言をしていただ

きましたので、私は、今プロサッカーを経営している

運営団体にとっては大きな前進だろうと思っていま

す。特にこれは若い人たちに夢を与えるスポーツでも

ありますし、沖縄県においてもかなり多くのサッカー

人口がおいでになるんですよ。そういう意味では、い

わゆるプロサッカーを持つときには育成をする、いわ

ゆるジュニアの育成というのがとても重要になってく

るらしいんですよ。これはジュニアの育成について

も、他府県においても助成金を出したり補助金を出し

たりしながら、若いジュニアを育てるということを

やっているらしいんですけれども、そこは部長どうで

すか。答えられる範囲で答えていただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事からもお答えが

ありましたとおり、まず出資自体についてが県民の理

解とかいろんな必要不可欠なもので、今後ＦＣ琉球の

Ｊ２も含めて我々支援はしているところですけれど

も、今後、具体的なそういう子供たちのチーム、教室

などは他府県でやられている例などを参考に今後検討

していきたいというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　当然こういった支援を行う以上、こ

の運営団体はしっかりとした経営内容の透明化という

のが前提になるわけですよ。これがきちっと確保され

た中でいわゆる公の県や自治体が支援をしていくとい

う形になるだろうと思います。もっと東京近辺の大き

な都道府県に行きますと、それはメジャーな企業がつ

いていて、市町村や県が応援しなくてもできるような

クラブもありますけれども、ただ、地方都市になりま

すとやはり何といっても県がそういった支援をしてい

かないことにはなかなか体力がついていかないという

のが現実だと思います。そういうことも含めてしっか

りとした支援をお願いしたいと思っております。

　もう一つ、スポーツ・ツーリズムで、この「美ら島

サッカーキャンプ」で７チームが入ってきたと御答弁

がございましたけれども、これは単年度事業で特別調

整費を使ってやったと聞いておりますけれども、次年

度においてもそういったことは計画されているんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　サッカーを前提にし

た予算化はしておりませんけれども、文化観光スポー

ツ部としての設置と、その中にスポーツ振興課という

ものを設置していますので、やはりサッカーのみなら

ずいろんなスポーツを振興していきたいというような

取り組みはしていきたいというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　次に質問を変えます。
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　次に、振興策でございますけれども、この振興策の

中でいわゆる振興計画、制度の設計、この２つの日程

はどうなっていますか。どういう手順でこれが進めら

れていきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まず、法律のほうでござ

いますけれども、これは先ほども少しお答えいたしま

したけれども、来年の３月には法律が切れますので、

それに合わせて来年の通常国会には提案をしてもらう

というふうなスケジュールになろうかと思います。そ

のことを考えますと、おおむね７月、８月ぐらいには

大体の骨格が決まっていて、概算要求あるいはまた税

制改正に反映させるような形で制度の仕組みをつくっ

ていく必要があろうかと思います。

　それから計画でございますけれども、今、並行して

その計画も策定をしている途中でございます。これに

つきましては今月末、沖縄県振興審議会を開催いたし

まして、その基本的な考え方というふうなものを提示

をして議論をしていただこうというふうに考えており

ます。

　これに基づきまして、その答申をいただきまして８

月ぐらいにはそれに基づく計画づくりを本格化させる

予定でございます。来年の３月末にはその計画を策定

をするというふうなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　計画は３月にいわゆる考え方をまと

める。制度については、これも３月に制度のいわゆる

素案をまとめて、政府の政策協議会に出さぬといけな

いわけですよ。そういう意味で先ほど島袋大さんが言

われたように、ややもすると県の作業がおくれている

のではないのかという心配を実は私も持っているんで

す。制度設計というのは、この制度設計があって計画

が立てられて、計画が立てられる中で法律ができ上

がっていくわけですよ。ですから制度設計というのが

根幹になるわけです。この根幹の部分のいわゆる県の

素案というものがまだきちっと決まっていないという

ことになれば、これはちょっと私は３月の最後ぐらい

までにはいわゆる政府の協議会に投げると言っておい

でになりますから、そこはどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今のお話ですけれども、

これは必ずしもおくれているものではございません。

過去４回の計画づくりのスケジュールからしても大体

似たような、むしろ早目のスケジュールになっている

かというふうに理解しています。

　どうしても沖縄振興計画、それから沖縄振興特別措

置法というこの仕組みの中ではその法律をやはり先行

させなきゃいけないような仕組みになってきておりま

した。それはなぜかといいますと、その法律の中でそ

の計画を位置づけなければいけない。そういう意味で

はその法律を成立させて、その中でその計画を国計画

として決定をする。今回の場合は、その県計画に対し

て支援をさせるという仕組みをまず確定をさせなきゃ

いけないというのがございます。そういう意味ではそ

れを先行させなきゃいけないというそういう手順で、

これまでもそういう形になっております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　制度設計が先なんですよ。制度設計

ができ上がって、計画ができて、そして法律ができて

いくんだよ。私はそう見ているんです、進め方として

はですよ。ですから、そういう意味では、これはこれ

でいいでしょう。今度の制度設計の中で、沖縄県が

持っている各種の特区構想がありますね。特区が現在

もあるわけなんです、現行法で。これがなぜ思うよう

に成果が上がらなかったんでしょうか。そこのチェッ

クはされておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現行の制度につきまして

は、これはこの間の総点検の中でしっかり議論を整理

をしたというふうに理解をしております。現法律の中

で７つの地域指定制度、観光振興地域制度とか、それ

から特別自由貿易地域制度、それについては個別にそ

の原因については整理をしてきたというふうに考えて

おります。この７つの制度について、やはりこれがう

まく使われているもの、使われていないものございま

して、例えば産業高度化地域制度などは割と税制の優

遇措置は広く使われている。それとまた、情報通信産

業振興地域もかなり使われているというふうに理解を

しています。ところが、情報通信産業特別地区だと

か、あるいはまた金融業務特別地区、そこについては

非常に要件、その分が厳しいとか、そういうふうな条

件がございましてなかなか利用度は低い。その辺のこ

とを分析をしながら、今回新しい制度要望の中では制

度の条件の緩和とか拡充を図っているところでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　日本における特区構想は、いわゆる

沖縄が持っている各種の特区と、これまで構造改革特

区というのがございましたね。これが国内のあちこち

にあるわけですよ。そういう中において、いわゆる沖

縄のこの特区がうまくいかなかった。こういったもろ

もろを受けて次年度から国が何をしようかと考えてい
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ると、いわゆる総合特区というものを新たにつくろう

という計画があるわけですよ。この総合特区は何かと

いいますと、国際戦略総合特区、もう一つは地域活性

化総合特区、こういった新しい制度、これは従来型の

構造特区とは違うんですよ。従来型のものは税制とか

優遇措置、税の優遇措置とかいわゆる規制の緩和だけ

で限定されておりましたけれども、税制やそういった

ものに優遇措置がなかったんですよ。だけれども、こ

れも日本全国のオールジャパンの制度の中、特区制度

の中に入れていこうという動きになっているわけです

よ。そういうことになると、沖縄県がこれまでいわゆ

る日本全国の一歩先に行って、パイロット事業として

やろうとしてきた特区が、成果の上がらないうちに

オールジャパンでこれが行われるという結果になるわ

けですよ。そうなってくると沖縄が先に走っていると

いうことが可能かどうかというものを検証されておら

れますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が言われる視点

は非常に重要な部分があるというふうに実は私ども考

えております。産業政策は基本的には沖縄県の場合だ

と税制、それから規制緩和、それから財政措置、その

３点セットで進めてきていますし、これからもそうし

ようとしているわけですけれども、今般のこの総合特

区制度はまさにこの沖縄県がこれまでやってきた制度

を非常にまねるような形で今進みつつある。そういう

意味ではそういうものがどんどんできていくと沖縄県

の言ってみればインセンティブ、そこの部分がどうな

のかというのは懸念をしています。そういう意味では

今回、そのことも頭に入れながらも、観光振興地域か

ら、それから既存の産業高度化地域、この辺を見直し

をしながら、さらに国際物流経済特区とか新たな沖縄

の可能性を切り開けるようなそういうふうな経済特区

を考えて提案をしているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　今言う国際物流特区もこれは日本全

国展開、私はされると思いますよ。もっと新たな、大

胆な制度の要求をやっていかないと、沖縄県が一歩先

に行くという制度を獲得することが今回大変厳しく

なってくるのじゃないのかなという、私は実は憂慮を

しているんですよ。そのためには、これは前の県政で

出たんですけれども、全県経済特区、これは傾聴に値

するような状況になってきたんです、環境がですよ。

これをどうするかという検討をされたことがあるのか

をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは今回提言を出す前

に関係部局ともいろいろ議論をする中で、一たん俎上

に上せた話ではございますけれども、地域全体をどう

特区として指定していくのか。ここはなかなか政府と

して検討しなきゃいけない課題が幾つかあろうかと思

います。現行の地域指定制度も一般的に地域を指定す

ることの意味は、第１に、その地域産業についての適

正を有する地域に関連企業を集積をさせていく効果を

持とうというのがあります。それからまた２点目に、

各地に分散した企業は逆に共倒れにならないような形

のそういうふうな配慮があって地域指定制度というの

は一つの考えに立っているわけでございますけれど

も、ただ、こういう事情が少ない分野、例えば現行の

産業高度化地域制度なんかはそうでございますけれど

も、それは全県的に制度として適用できる。そういう

ふうな意味合いで今回の制度の中では観光振興地域と

か情報、そして国際物流は一つの地域指定制度でござ

いますけれども、産業振興地域にはこれは全県に拡大

をするとか、そういうふうな整理をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　なぜ私がこういうことを言うかとい

いますと、沖縄県の今ある特区制度の中で、もうほと

んど本島の全体に網がかぶっているんですよ。本島の

全体に網がかぶっていて、これは幾つも地域があって

制度の内容も違いますよ。制度の内容も違うけれど

も、ただ特区とか経済に関する規制緩和みたいなもの

は全部にかかっているものですから、全部にかかって

いるなら沖縄県の全体をいわゆる特区という形でく

くってみて国に要求してみるという考えが沖縄県でど

れぐらいのマイナス要素があって、プラス要素がある

のかというものも検討しないといかぬ時期に入ってい

ると思っているんですよ。そこはどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これも非常に傾聴に値す

る御意見だというふうに思っております。沖縄本島の

中で中南部地域に人口が集積をして、そこにさまざま

な商業機能も集積しているわけなんですけれども、沖

縄本島の面積というのは実は470平方キロメートル、

これは北九州市とほぼ一緒なんですね。そういう意味

では地域指定制度というふうな概念でくくっても、結

構大きくカバーできる。そしてまた、そのことが県経

済全体に大きな効果を及ぼす可能性、いろんな考え方

が整理できるかと思います。議員の今の御提言は受け

とめさせていただいて、検討をまたこれからさせてい

ただきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。
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○翁長　政俊君　それともう一つ、沖縄にぜひともな

いといかぬもの、これは先日沖縄タイムスに記事が載

りましたけれども、沖縄県に企業がインセンティブを

もって入ってこない。その大きな要因は何かというア

ンケートが載っておりましたよ。これは物流コストの

高コストですよ。それをなくすために何をするかとい

うことになると、カボタージュを入れない限りだめな

んだよ。そこはずっと、先ほどから答弁されているよ

うに、物流コストに支援をしていく、補助金を出して

いくことが未来永劫に延々と続くかということになる

と、これは無理ですよ。だから制度的にどうするかと

いう議論にもう入らないといかぬ時期にここも来てい

ると思うんですよ。ここはどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ここの部分につきまして

は、国際物流、経済特区の中で幾つか議論をして、ま

た制度として要望しているわけでございますけれど

も、まず物流コストのこの提言というのは、これは今

回の沖縄振興の新しい計画の中で大きなテーマだと

我々はとらえております。これは数年前に観光商工部

のほうで実は全国の製造業者にアンケート調査をした

ことがございます。このときに、なぜ沖縄に投資をし

ないのか。そのことの回答は、実は38％がやはり物流

コストという答えがございました。残り30数％が関連

業種というふうなことがございましたが、似たような

話だと思っています。そういう意味では、その物流コ

ストをいかに低減するかというのは今後の産業振興の

中で非常に大きなテーマだというふうに考えておりま

して、その流れの中で今回、この国際物流、経済特区

の議論も整理をさせていただいております。

　航空部門につきましては、例えば公租公課の低減措

置だとか、それからまた関連企業への助成とか、それ

からまた、今議員が言われる港湾についても税の軽減

だとか一部カボタージュに近いような形のそういう制

度の要望もあわせてやっていきたいというふうに考え

ているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　タックスヘイブンの問題が今盛んに

言われているところではありますけれども、いずれに

しろ一国二制度的なものを沖縄に入れるということ

が、いわゆる他府県にはないようなものをしっかり

取っていく。このことが沖縄が今後アジアのクロス

ロードとして発展していくための一つのベースになり

ますから、ここはしっかりとやっていただきたいと

思っております。

　もう時間がありませんので、基地問題でゲーツ発言

なんですけれども、知事、政府は何を言っているかと

申しますと、沖縄県には手厚く説明をしながらやって

いくと言っているんですよ。しかしながら、ゲーツさ

んが春には滑走路を決めたいと言っているのに、知事

が新聞の記事でそういうことを知りましたと言うん

じゃ、私は政府は沖縄県に本気になってそういった問

題について立ち向かっているかということになると、

ここはちょっと違うんじゃないのかなという、今、温

度差を実に感じているんですよ。そこはどう思われま

すか、知事。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時58分休憩

　　　午前11時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　言ってみれば、ここは確か

に政府とは完全にすれ違いにちょっとなっている感が

あります。去年の５月28日の日米両政府で決めた、そ

してあとは内閣がかわって新しい総理大臣が確認をさ

れた。ですが、５月28日から我々は極めて遺憾だと。

そして事実上これは実行不能だよというここで実はと

まっているわけですね。ですから我々はこの中の協議

に入ってないんです、実は。それで、ぐるっと鳩山さ

んが戻ってきたこの理由を納得いく説明をしないと県

民がわかりませんよと。ですから、これが納得いく説

明がない限りは、この細かいというか具体的な議論に

は我々は入らないと。それで９月になって、もうこれ

はそういう納得いく説明、解決策もないままであるな

ら、もう事実上不可能である限りこれは県外を求める

しかないと、こういうことへ変わってきて、ただ政府

は政府でどうも実行が不可能的なものをそのまままだ

進めていこうということのようですが、しかし実行不

可能なものは無理だと、だから県外へというのと、あ

とは負担軽減でグアム協定とか8000人の移転とかいろ

んなことが書いてある。これは切り離しておやりにな

る分は我々は別にあえて何も言いませんよと。こうい

う今、状態になっているわけです。そして、先ほどか

ら答弁していますように、政府は枝野さん――沖縄担

当大臣、官房長官としても、要するに期限を区切って

どうこうしようとは考えてないとは言っているんです

が、私もこのゲーツ発言のあれから行くと、ここは日

米両政府で説明が違っているというふうには感じてお

りますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　知事、これは渡米したときに、これ

はもう政治的なトップに会うべきですよ。この前も出
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たんですけれども、大統領に会ったらどうかというこ

とがありました。政府高官に会って打開策をやってい

かない以上、どうもちぐはぐでうまくいってないんで

すよ。ここの部分はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午前11時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御提案は一応受けと

めさせてください。

○翁長　政俊君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時２分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　こんにちは。

　私も鳩山さんについて一言言わせてください。

　鳩山さんはいろいろと言われていますけれども、平

成７年のちょうど軍転法が成立したときに、鳩山さん

は官房副長官で一生懸命頑張ったんですよ。それが一

つ。

　それからもう一つは、普天間問題については、鳩山

さんはまたもとに戻ってきたんだけれども、鳩山さん

がいろいろ言ったおかげで、反対と不可能とはちょっ

と意見の違いがあるけれども、県外という意見につい

ては統一されたんじゃないのかなと。そういう意味が

あって、鳩山さん、今後総理としてどうなるのか、政

治家としてどうなるかいろんな評価はありますけれど

も、政治家として頑張っていただければなと思ってお

ります。

　私は、今回県がいわゆる沖振法の制定を目標にして

21世紀ビジョンを作成をしたり、それから沖振法の総

点検、沖縄振興計画の総点検をして、高率補助、かさ

上げ分、これを各部局ごとに、あるいはまた市町村別

に分析をして公表して、まさに沖振法40年の総括とい

うべき問題点を明らかにしたのではないのかなと。ま

た、県の今後の進むべき方向性、これも明確にしてい

ることに対して、私は、仲井眞さんを支持してよかっ

たと思っております。

　それから、軍転特措法についてもこれまでにないよ

うな分析をして、一歩も二歩も進んだような解決策を

示していることに高く評価をしたい、そう思っており

ます。

　また、皆さん、議会事務局の「ありんくりん」を読

んだこともあると思いますけれども、この「ありんく

りん」の中におけるいわゆる基地の経済波及効果、こ

れもすごいことをやったなと思っておりまして、議会

事務局も調査機能を発揮しつつあるというふうに考え

ております。

　そういうことからしますと、いよいよ全庁を挙げて

この沖振法それから軍転特措法の大きな山場に向かっ

て対処しているということが非常にうかがえます。

　県議会には、日本一の蔵書を誇る図書室がありま

す。いわゆる知識の宝庫だと私は思っております。ま

た、県庁職員は、知恵の泉であると思ってます。そう

いう意味からすると、法律の制定が40年前復帰のとき

にいろんなことが打ち上げ花火に終わってしまった経

験からしますと、今後はこの法律案の制定に向けて、

打ち上げ花火ではなくて、少なくともトルストイの言

う「おおきなかぶ」で終えていただきたいと。それは

また我々のジンブン次第ではないかと私は思っており

ます。

　質問いたします。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、軍転特措法・沖振法等が23年度に失効するが、

新たな法律案策定に向けての知事の気概を聞きたい。

　芋、混迷する政局の中で、知事は各党に対して議員

立法等を念頭に独自案を策定するよう要請する考えは

ないか。

　鰯、世界のウチナーンチュ大会が開催されるが、知

事はどのようなメッセージを世界のウチナーンチュに

送るか伺います。

　２、軍転特措法について。

　茨、軍転特措法の成立に復帰23年間も要している

が、その要因は何か。

　芋、国の責任が法律に明記されていないと考える

が、その原因は何か。今後どうあるべきか。

　鰯、返還前の基地の立入調査が困難な原因は何か。

　允、原状回復義務が不十分と思うが、問題点は何

か。

　印、使用収益が10年以上要するにもかかわらず、給

付金支給を３年に限定していることと、借地料1000万

円以上の地主もいるにもかかわらず、1000万円を上限

としていることに対して県はどのように対処している

か、今後の対策について伺います。

　咽、原状回復期間とＰＣＢなど土壌汚染等の処理期

間も給付金支給期間に算入されていることは国の責任

放棄であり、是正すべきであると考えるがどうか。
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　員、都市計画法等を実施していない町村は、地主及

び町村の財政負担が大きく、跡地利用が進んでいない

のが現状であります。また、同法を実施している市町

村でも財政負担が市町村財政を圧迫しております。こ

のような状況を解決するには、沖振法を超える補助率

の拡充と特区制度の導入が必要と考えるが、知事の見

解を伺います。

　因、基地を半永久的に確保しているにもかかわら

ず、５年間の時限立法とは不条理である。今後の対策

を伺います。

　３、沖振法の第７章について。

　茨、普天間基地の返還を想定してつくられた法律で

あり、県全体の跡地利用のための財政支援はなく有効

に機能していないと考えるが、その内容と今後の対策

を問います。

　芋、大規模跡地と特定跡地等と基地の面積によって

区別されており、跡地利用計画に支障がある。問題点

と今後の対策を伺います。

　鰯、国の「責務」と市町村の「責務」とあるが、内

容の説明と責任を果たし機能しているか伺います。

　４、跡地利用の事例について。

　茨、北谷町、那覇新都心、小禄地区の跡地利用計画

は成功していると評価されているが、その要因につい

て説明されたい。

　芋、恩納村の恩納通信所跡地は平成７年に返還され

たが、跡地利用計画は進んでいない。その原因は何か

を伺います。

　５、新たな法律案の策定について。

　茨、新たな法律案については、軍転法と沖振法第７

章を一本化すると同時に、嘉手納以南の基地返還及び

着弾地等を含むあらゆる基地の返還を想定した方向性

が望ましいと考えるが、知事の決意を伺います。

　６、沖振法について。

　茨、新たな法律案策定について。

　ア、米軍基地の過重な負担に対して特別地域交付税

（仮称）制度を導入する考えはないか。

　イ、地位協定によって免税措置が講じられている

が、その代償措置を制度として導入する考えはない

か。

　ウ、隔遠地補正の交付税制度を見直し、計算の基点

を鹿児島に置き、同時に県内市町村に交付できるよう

に措置をすべきと考えるがどうか。

　７、高率補助と一括交付金制度について今後の方針

を伺います。

　８、億首ダム建設の条件として県道104号線が億首

ダム側に移設されました。そのことによって、県道

104号線越えの演習をしていた発射地が基地の中に入

ることになっております。その結果、155ミリ、105ミ

リ砲の実弾射撃演習が可能になっております。今後と

も、県は、米軍が日米間の合意事項を遵守するよう求

めるべきだと思うがどうか。

　９、移民資料館の建設について。

　これまでの経緯と今後の方針について伺います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、新たな法律の

策定に向けた気概についての御質問にお答えいたしま

す。

　復帰後40年にわたる沖縄振興は、社会資本の充実な

ど成果を上げたものもございますが、県民所得や雇

用、そして離島問題や基地跡地利用など今後も取り組

むべき課題がかなり残されております。

　一方、地域主権改革の進展により、地域振興の手法

においては一括交付金や権限移譲による地域の主体的

な取り組みが求められてきております。このような

中、沖縄県では、県民が望む将来像を描く基本構想と

して「沖縄21世紀ビジョン」を策定いたしました。こ

の「沖縄21世紀ビジョン」を実現するため、沖縄県で

は、経済的自立や島嶼性の克服に向けまして取り組み

ますとともに、基地跡地の有効利用を沖縄県の自立的

発展につなげて、そして我が国とアジア諸国との交流

に貢献をし、我が国のさらなる発展に寄与する地域と

しての役割を積極的に担っていくべきものとも考えて

おります。

　このため、沖縄において、我が国の発展に資する各

種施策の先行実施や地域独自の政策の実現が可能とな

るような沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律及び

今後の嘉手納飛行場より南の大規模な基地返還跡地を

沖縄の発展につなげる駐留軍用地跡地利用推進法（仮

称）の策定に向け、県民そして県議会、市町村と一体

となって取り組んでまいる所存でございます。

　議員各位におかれましても御協力いだだくよう、こ

の場をおかりしてお願いを申し上げる次第でございま

す。

　同じく知事の政治姿勢の中で、世界のウチナーン

チュ大会に対するメッセージについての御質問にお答

えいたします。

　第５回世界のウチナーンチュ大会では、これまでの

ウチナーネットワークを持続的に発展させるととも
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に、世界に向けた新たなネットワークの展開を目指

し、「沖縄21世紀ビジョン」にうたわれる「世界に開

かれた交流と共生の島」の実現を目的とし開催いたし

ます。

　そのため、より多くの海外のウチナーンチュに参加

していただき沖縄県民と交流することで、沖縄が培っ

てきました伝統や文化そして歴史、自然が世界的に価

値のあるものであり、将来に引き継ぐべきものである

と感じることのできるメッセージなどを考えておりま

す。

　そして、沖縄を核にすべての世代が心を通わせ、ウ

チナーネットワークがさらに世界じゅうに広がってい

くことを期待いたしております。

　次に、新たな法律案の策定についての御質問の中

で、すべての基地の返還を想定した法律についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県の考える跡地利用に関する新たな法制度は、軍転

特措法と沖振法第７章を一元化するとともに、返還前

の基地内立入調査や原状回復措置の徹底、そして給付

金制度の見直し、公共事業費の全額国庫負担など、す

べての跡地に対応が可能となるものとしているところ

であります。

　県といたしましては、今後も国に対し、県の考える

新たな制度を盛り込んだ新たな法律の制定を強く求め

てまいりたいと考えているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、新たな法律の各党への要請について

お答えいたします。

　沖縄振興特別措置法については、「沖縄の置かれた

特殊な諸事情にかんがみ」という立法趣旨を各党に御

理解いただき、これまで国会において政府提案を全会

一致で議決していただいております。軍転特措法につ

いては議員立法でありますが、今回、沖振法の第７章

と一元化した法律とすることを考えております。

　新たな法律等につきましても、沖縄振興の趣旨及び

基地跡地利用の重要性を踏まえて、政府提案を全会一

致で議決していただくことを希望しております。

　県議会議員各位におかれては、県内が一体となって

つくり上げた県案の実現に向け御協力いただきますよ

うお願いいたします。

　次に、軍転特措法についての御質問の中で、軍転特

措法の成立に23年間も要したことについてお答えいた

します。

　軍転特措法成立の経緯を見ますと、まず県は、昭和

53年に軍転特措法県案要綱を作成し、関係省庁へ法律

制定を要請しております。昭和55年、昭和57年、平成

３年には議員立法として法案提出するも廃案となり、

その後復帰から23年目の平成７年に議員立法により可

決、成立したものであります。

　法律制定に長期間を要した要因としては、広範かつ

大規模な米軍基地が本県の振興の障害となっているこ

と、本県の駐留軍用地が米軍統治下において民有地が

強制的に接収されたものであることなどの問題点につ

いて、国民全体や国会議員等に理解が深まらなかった

ことがあったと考えられます。

　同じく軍転特措法についての御質問の中で、国の責

任の明記と今後のあり方についてお答えいたします。

　軍転特措法では、原状回復措置や給付金の支給、調

査測量のあっせんを行うなど国が取り組む条項がうた

われておりますが、国の責任については明記されてお

りません。一方、沖振法の第７章では国の責務が明記

され、大規模跡地・特定跡地の指定などがうたわれて

おります。

　県におきましては、平成24年３月末の両法律の失効

に合わせて跡地利用に関する新たな法律の制定を国に

対して求めているところですが、跡地利用の推進は長

年基地を提供してきた国の責務であること、跡地の有

効利用を県の自立的経済の発展につなげることの２つ

を基本理念として、軍転特措法と沖振法を一元化の

上、新たな制度を盛り込んだものとしております。

　同じく軍転特措法に関連をして、返還前の基地内立

入調査についてお答えいたします。

　これまでの事例で見ますと、文化財調査について、

キャンプ桑江及び普天間飛行場では返還前の基地内立

ち入りにより試掘調査等を実施しておりますが、測量

調査、自然環境調査については、現行の制度の運用に

おいて基地内の居住者の生活環境の維持などを理由と

して許可がおりない状況であります。

　県としましては、跡地利用に関する新たな法律にお

いて返還前の基地内立入調査が確実に実施できる制度

を求めているところであります。

　同じく軍転特措法に関連をして、原状回復措置の問

題点についてお答えいたします。

　駐留軍用地の返還に当たっては、軍転特措法第６

条、７条及び同法施行令に基づき、国の責任において

汚染物質の調査及び除去等の原状回復措置を実施する

こととなっております。しかしながら、これまでの事

例では地権者への引き渡し後にも汚染物質や不発弾の
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発見が頻繁にあり、跡地利用に影響が出ている状況で

す。

　県としては、国は、返還前の土地の使用履歴につい

て徹底した調査を行い、地権者への土地の引き渡し前

までに汚染等がないことが明らかな場合を除き跡地の

全域において調査を実施するとともに、駐留軍に起因

するか否かにかかわらず、国が汚染除去や不発弾撤去

等の原状回復措置を徹底して行う制度に改めることを

求めているところであります。

　同じく軍転特措法に関連をして、給付金支給の３年

限定と上限額についてお答えいたします。

　現行の給付金制度としては、軍転特措法に規定され

た返還から３年間の支給と沖振法第７章に規定された

大規模跡地及び特定跡地の指定による給付期間の延長

があります。一般的なこれまでの跡地整備の事例では

返還から整備完了までおおむね10年以上を要しており

ますが、特定跡地指定による支給期間延長の実績と比

較すると、現行の給付金制度では支給期間が不十分で

あると考えております。

　県としましては、跡地利用に関する新たな法律にお

いて跡地の面積の大小により区分せず、公共事業によ

る基盤整備を実施する跡地においては土地の使用収益

まで、その他の跡地においては土地の引き渡しから３

年間支給する制度を国に求めているところでありま

す。また、給付金は補償的意味合いで支払われるべき

ものとの考えから、一の所有者に対し上限額を定めず

に給付金を支給する制度を求めているところでありま

す。

　同じく軍転特措法に関連をして、土壌汚染等の処理

期間が給付金支給期間に算入されたことについてお答

えします。

　現行制度では、国が実施する汚染物質の調査及び除

去等の原状回復措置を行う期間は、特別管理期間とし

て地料相当額の補償金が支払われており、給付金支給

期間から控除することとなっております。

　しかし、原状回復措置は、本来賃借契約期間内に済

ませた上で土地を地権者へ引き渡すべきものであると

の考えから、県としては、引き渡しまでに国が汚染除

去や不発弾撤去等を徹底して行った上で、引き渡しの

日から給付金支給を開始する制度に改めることを国に

求めているところであります。

　同じく軍転特措法に関連をして、跡地利用における

市町村の財政負担軽減策についてお答えいたします。

　市町村が実施する跡地の整備は、土地区画整理法、

土地改良法等を活用して公共事業を実施しているとこ

ろですが、市町村財政負担の軽減が課題であります。

跡地利用に関する新たな法律においては、跡地の整備

は国の責務であることを明確にし、市町村が跡地で整

備を実施する場合にも全額国の負担で行うことができ

る制度を国に求めているところであります。

　なお、中南部都市圏の跡地については、面積が大き

く広域的な観点での整備が必要であることから、国の

責務により事業実施主体を確立し、全額国庫負担によ

り事業を実施するように求めているところでありま

す。

　同じく軍転特措法に関連をして、時限立法への対応

についてお答えします。

　現在の軍転特措法は、10年間の時限立法となってい

ます。

　県では、新たな法律においては、跡地利用に係る取

り組みが今後長期にわたることが予想されることか

ら、すべての基地跡地の整備が終了するまでの恒久法

とするよう国に求めているところであります。

　次に、沖振法の第７章についての御質問の中で、沖

振法の内容及び問題点と今後の対策についてお答えし

ます。これは３の茨、３の芋は関連いたしますので一

括して答弁させていただきます。

　現行の沖振法第７章には、平成８年のＳＡＣＯで返

還が合意された普天間飛行場を想定した大規模跡地指

定など国の取り組みが定められていますが、その他の

跡地については国の支援が十分とは言えないと考えて

おります。

　そのため、新たな法律では、中南部都市圏内のすべ

ての跡地においては国の責務により事業実施主体を確

立し、国費による事業実施を求めております。また、

その他の跡地においても国による事業費の全額負担を

求めているところであります。

　また、現行の大規模跡地と特定跡地では給付金の支

給算定期間が異なり、地権者間で不公平が生じている

ため、面積要件を廃止し、地権者に公平な支給となる

給付金制度を求めているところであります。

　沖振法の第７章に関連をして、国・市町村の責務の

内容と機能についてお答えします。

　現行沖振法では、国の責務としては、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めること、県・市町村は、整備

計画の策定等に努めることとされております。国によ

る財政上の措置として、「大規模駐留軍用地跡地等利

用推進費」により県や市町村の跡地利用計画策定に向

けた各種調査が実施されており、一定の効果を上げて

おります。

　しかしながら、県としましては、用地先行取得や跡

地整備等に要する財政支援が不十分であると考えてお
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り、新たな法律においては、行財政上のさまざまな措

置が実施できる仕組みを国に求めているところであり

ます。

　次に、跡地利用の事例についての御質問の中で、那

覇新都心地区等の成功の要因についてお答えいたしま

す。

　北谷町北前地区、那覇新都心地区、小禄金城地区の

３地区につきましては、それぞれ人口の集中する中南

部都市圏の市街地に近く、国道などの幹線道路に接

し、商業地や住宅地としてポテンシャルの高い地区で

あります。そのため、返還から事業完了までに相当の

期間を要しましたが、市町村及び地権者等が跡地利用

に積極的に取り組んだ結果、整備後の市街化が比較的

順調に進み成功したものと考えております。

　同じく跡地利用の事例に関連をして、恩納通信所跡

地の利用計画のおくれについてお答えいたします。

　恩納通信所跡地におきましては、平成10年に跡地利

用計画が策定されましたが、同計画の中心施設である

ゴルフ場について全地権者の合意が得られず、平成11

年には進出予定の企業が撤退したことから、計画を断

念した経緯があります。その後、跡地内の一部におい

て、平成14年に国の沖縄亜熱帯計測技術センター、平

成20年に恩納村のふれあい体験学習センターの建設が

行われています。現在は、地主会と外資系企業により

跡地開発に関する基本合意がなされ、複合型リゾート

開発の計画が進められているところであると恩納村か

ら聞いております。

　次に、沖振法についての御質問の中で、特別地域交

付税（仮称）制度についてお答えいたします。

　基地の所在する市町村に対しては、そのことに伴う

財政需要に対応するため、基地交付金や普通交付税に

おける基地補正などの財政措置が行われているところ

です。しかしながら、県土が狭く、基地の占める割合

が大きい本県においては、騒音被害や環境汚染など基

地に起因する問題は多岐にわたっており、基地の所在

しない市町村においても影響を受けている面があるも

のと考えられます。

　県としましても、基地の所在しない市町村と連携を

図りながら、財政需要の把握等とその拡充に向けて研

究してまいりたいと考えております。

　同じく沖振法に関連をして、隔遠地補正についてお

答えいたします。

　県庁所在地より遠方に所在する市町村においては、

県との連絡調整に要する旅費、通信運搬費など県庁近

隣の市町村より割高となる経費があります。隔遠地補

正は、このような経費を地方交付税に的確に算入する

ため、県庁所在地を基点に距離に応じて需要額の割り

増しを行うものとされています。したがって、隔遠地

補正について鹿児島県を基点にすること及び全市町村

を交付対象とすることについては、現行制度の趣旨か

ら困難と考えられます。しかしながら、沖縄県は、他

の都道府県と異なり、県域全体が海域で隔てられた離

島県であり、行政経費の中には沖縄本島内の市町村で

あっても他の都道府県と比べ割高になっている部分も

あるものと考えられます。

　県としましては、このような経費を的確に把握する

ことについて、関係市町村と連携しながら研究してま

いりたいと考えております。

　次に、高率補助と一括交付金制度についての御質問

の中で、高率補助と一括交付金制度に関する今後の方

針についてお答えいたします。

　沖縄県では、県民が望む将来像を描く基本構想であ

る「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向けて各種施策の

展開を図ることとしております。このためには、沖縄

振興一括交付金（仮称）を創設し、自由度の高い、現

行の沖縄振興計画で措置された額と同等以上の財源を

確保する必要があると考えております。

　沖縄県においては、政府が一括交付金を導入すると

していることを踏まえ、昨年５月以降、高率補助制度

にかわる沖縄振興一括交付金制度の創設を政府に繰り

返し要望しております。

　今後も、引き続き沖縄政策協議会における議論や関

係府省、市町村等との調整を進め、沖縄県の要望が実

現するよう取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　沖振法に関する質問のう

ち、地位協定による免税措置に対する代償措置につい

てお答えいたします。

　日米地位協定第13条第１項の規定により、合衆国軍

隊については租税を課税されないこととなっており、

住民税や自動車税、固定資産税など地方税についても

同様の取り扱いとなっております。一方、非課税とさ

れている固定資産税の代替的性格、あるいは米軍に係

る市町村民税の非課税措置等を考慮して、国からいわ

ゆる基地交付金や調整交付金が基地所在市町村に対し

て交付されております。また、基地が所在することに

よる渉外関係事務等に係る行政経費に対し、県及び基

地所在市町村に普通交付税による措置が講じられてお

ります。県では、合衆国軍隊の構成員等の私有車両に

対する自動車税について、渉外知事会を通じて県民並
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みの課税ができるよう毎年国に要請しているところで

あります。

　御提案のこれらの措置を沖縄のみの制度とすること

につきましては、全国の基地所在都道県との差別化な

どの課題があり、困難であると考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　日米間の合意事項の遵

守について、県道104号線の移設による影響について

お答えいたします。

　県道104号線の実弾射撃訓練は、ＳＡＣＯ合意に基

づき、平成８年12月、日米合同委員会において同訓練

の日本本土への移転が合意され、平成９年３月以来実

施されておりません。当時、県道104号線の実弾射撃

訓練については、１点目として、使用される155ミリ

りゅう弾砲の射程距離が訓練地域の規模をはるかに上

回っていること、２点目に、着弾地から生じる騒音や

振動が住民生活に悪影響を与えていたこと、３点目と

して、同演習場内でしばしば山火事が発生し、貴重な

自然の破壊や環境汚染をもたらしていること等から、

県として訓練の中止を求めたものであり、再開される

ことはあってはならないと考えております。

　これについて沖縄防衛局に照会したところ、去る１

月28日に公表された平成23年度の訓練計画において

も、当該射撃訓練のキャンプ・ハンセンでの実施予定

はない。今後も、キャンプ・ハンセンでの実施は、な

いものと承知しているとの回答であり、再開されるこ

とはないものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　移民資料館の建設に

ついての、これまでの概要や今後の方針についての御

質問にお答えいたします。

　沖縄県では、過去に国際交流情報センター（仮称）

を建設し、その中で移民関係資料の展示を行う計画が

ありましたが、財政状況の悪化やインターネットの普

及など社会環境の変化などにより、平成18年度に建設

計画が廃止となった経緯があります。

　移民関係資料の展示については、ことし10月に開催

する第５回世界のウチナーンチュ大会におけるイベン

トの一つとして移民資料展を実施する予定としており

ます。また、大会終了後においてもより充実した常設

展示等が実施できるよう、関係機関と調整し検討して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　先ほどの県道104号線、これは1973

年から大衆運動、僕が町長になったときにもそういう

運動を通してこれを廃止させたわけだ。そうすると今

の答弁みたいにきれいごとじゃ済まされないんだ、こ

れ。嘉手納飛行場だってＳＡＣＯで合意事項やったで

しょう、読谷とかも伊江島にやるといって。それを嘉

手納でやったでしょう、日米合同委員会で。県道104

号線はダム側に移設するわけだ、まだ移設していない

けれども。県道104号線にガンポイントがいっぱいあ

るわけですよ、発射地点が。それをやらないと言っ

たって、要するに日米合意では、いろんな状況があっ

たらやるかもしれないということを書いてあるわけで

すよ。それを簡単に答弁されたら、これは困るわけだ

よ。

　1973年からの運動を通して、これ全部、不十分なが

らでも本土に移転させたという経過があるわけだか

ら、そこはそういうことをやるときにはちゃんと協定

書だとか覚書をつくって、それはやりませんよという

ものまで確認しないと、アメリカは信用できないで

しょう。もう一回、答弁。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員がおっしゃっ

たように、県道104号線の射撃訓練の移転につきまし

ては、これは地元の方々、あるいは県におきましても

基地問題の非常に端的な問題として、大変地元の方々

の御苦労、長い時間をかけて実現されたものと考えて

おります。

　今、議員御指摘のように、県道104号線が北側億首

ダム側に移ることによって、従前のガンポイントと

ブート岳の間を走っていた104号線が頭越しでという

形はなくなるわけですけれども、当時の平成８年８月

の合同委員会におきましては、移転される訓練は、現

在キャンプ・ハンセンで実施されている訓練と同質・

同量の訓練とするということで日米間で合意がなされ

ておりまして、県は、この日米合意をやはりしっかり

遵守させるという強い決意は持っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だからこの戦いは、いわゆる血のに

じむような戦いをしているわけだよ、命がけで。その

ことを県は、ただ単なる日米合意であったからと、現

に伊江島の例もあるでしょう。要するに米軍は嘉手納

でパラシュート訓練を強行したわけだよ、口頭とか何

だかんだで。だから、そういうときにはもう一度再確

認をして、これは日米で、あるいは沖縄県でもいいで
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すよ、防衛局でもいいわけだよ。その返還をするとき

には、ちゃんと協定とか覚書をやればよっしゃとなる

わけだよ。だから、そこのところ、きょうはそこは余

り議論はしたくないけれども、今後の方向性としてぜ

ひやっていただきたいと思います。

　それから移民資料館の建設について。

　僕は、あのときは金武の町長だったから、移民100

周年に向けて相当県とやり合ったことがあるわけ。そ

れは我々もつくりたいと、移民の発祥地だから。その

ときに島懇事業の中でつくりたいと言って、ある程度

我々はやっていたわけだ。しかし、それは、いわゆる

海外にいる移住地の皆さんが金武町に資料を上げます

かと僕は各戸回りましたよ。そうしたら、いやいや、

金武町がそれはできないんじゃないのかなと、県がや

る計画があるから、自分たちはそこに資料を提供した

いと、こういうことを移住地の皆さんは言っているわ

けだ。だから、我々は県と相談をして、何とか県と金

武町でこういうのをできないかということをやってき

たけれども、浦添にそういう計画があるので、我々と

してはその計画を見守るんだということを答弁してき

たわけだよ。なおかつそれを今みたいな18年に断念し

ました、それはわかりますよ。だけど移住地の皆さん

は、何とかそういう常設機関をつくって、移民の自分

たちの歴史を沖縄県民がぜひ評価していただきたい。

また、あるいは今後の子供たちのためにもぜひそうい

うことをやってもらいたいというのを非常に念願して

いるわけだよ。それを県はつくりたいと。予算がない

からと余りそういうことを言わないで、予算をいかに

して捻出するかが皆さんの仕事だと僕は思っているか

ら、そこをどうするかということを、やっぱりこれは

知事からメッセージとして、何とか海外から来る皆さ

んに一つその方向性みたいなもの、夢を持たせるよう

なことを言ってもらいたいと思いますが、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時５分休憩

　　　午後２時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員がよく御存じのよう

に、これまでもいろんな案が出て消え、出て消えして

きて、確かに今回の世界のウチナーンチュ大会でもま

たいろんな方がお見えになるし、また、先輩たちで御

苦労された方も大分年配になってこられたとかいろん

なあれもありますから、ちょっと前の行きつ戻りつし

た事案はさておいても、確かにぼちぼちちゃんとした

資料館というか、この移民の歴史館というのは必要だ

と私も思います。

　ただ、この箱物論の議論の中で一たん消えたことが

あるもんですから、もう一回これは前向きに可能性を

追求していきたいと考えます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ぜひ可能性を求めてください。

　それから企画部長、軍転特措法について茨から因、

それから沖振法の第７章について問題提起したけれど

も、この問題提起したものを新たな法律を策定をし

て、それを政府に要求するという考えですか。

○企画部長（川上好久君）　ちょっと済みません、休

憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時７分休憩

　　　午後２時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この件につきましては、

県は、この基地跡地利用に関する新たな法制度提案の

基本的考え方というのを取りまとめて、昨年９月に国

に要請をしております。その内容について、今、国と

細部についてその協議を進めているところであるわけ

でございますけれども、今後の国での法制化作業に向

けては、県としても要請した内容が新たな法律に反映

できるように働きかけを行っていく必要があると思い

ます。これを強力に行っていく必要があります。

　県としても要綱案を策定をしながら、法律に盛り込

むべき内容について県としての考え方を適宜示してい

くことも必要だというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　沖振法についても、大体要綱をつ

くって要請する考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　県の考え方を反映させる

ために、極力そういうふうなところまで作業を詰めて

いきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　知事もよくわかると思いますけれど

も、法律案をつくるのは官僚の専売特許なんだよ、基

本的には。だから、県とか自治体、あるいは議員が法

律をつくることに非常にアレルギーを持っているわけ

ですよ。だから、それについて私たちは非常に慎重で

あって、また、立派なものをつくって官僚と対峙をし

なくちゃいけない。そのためには、ぜひ要綱とか、あ

るいはある程度の法律案をつくって提案をして、初め



－ 411 －

てそれが生かされると。だからこそ、私がさっき言っ

たように、各政党に議員立法できる気概というか、心

構えというか、そういうことをやって、沖縄県がまた

作成した要綱と対比させながらそれをつくって、議員

立法という形でまた官僚と対峙させていくと、そうい

う手法が一番いいのではないかと私は思っているわけ

ですよ。だからそういうところをもう一度企画部長、

その辺の内容についてどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時９分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員が言われるような

形で、極力県の考え方が反映できるような要綱という

ふうな形で取りまとめて国のほうに提示をしていきた

いというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それで、私は今政党人じゃありませ

んから、各政党の所属する議員の皆さんにも、各政党

がやっぱり基本的には議員立法をして、それを政府に

提出して、そこで議論して国会の中で、そしてお互い

に切磋琢磨しながら、より沖縄に適したような、沖縄

の要請した事項に沿うような法律案をつくっていくと

いうことでなければ、また1972年のあの混乱期にさま

ざまな沖縄関連法の７法案が出てきましたよね、それ

を引きずっているわけですよ、基本的には。軍転特措

法だって、本来はそのときにできるべきものが、復帰

後23年してできたと、そういうことでしょう。それか

ら今不発弾の処理であるとか、それから旧軍飛行場の

跡地だとかいろんな戦後処理を引きずっているわけ

だ。本来ならば、1972年の時点において解決すべきも

の、それが今でも引きずっていること自体が何だった

のかなということだから。

　ちょうど今、僕の発想からすれば、沖縄県民の――

あの時は100万県民、今は140万県民になっているわけ

だから――総意で、第二の復帰闘争とは言わないまで

も、やっぱり全員が一つの目標に向かって立ち向かっ

ていくんだという気概がなかったら、とてもじゃない

けれども、今の政局が混迷しているときに、混乱して

いるときに政治主導がなかなか発揮できない。だか

ら、これは官僚がまた主導するよと、そういう可能性

を危惧するものだから、ぜひ県でそういう法律案とか

要綱をつくって、それで各党を回って、各党に議員立

法をお願いをしながら切磋琢磨していくという発想で

ぜひやっていただきたい。知事、この辺どういったお

考えでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員がおっしゃるとおり

で、要綱といいますか、法律事項といいますか、本当

に法案に近いイメージのものまで何とかつくり上げて

やってみたいとは思いますが、たしか自由民主党さん

でももう既に議員立法に近いようなことまで研究され

ているそうですから、各政党・会派でそういうところ

までやっていただくと、話は非常に明快にはなってき

ますね。そういう気持ちで頑張ってまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　これは昭和53年12月の、軍転特措法

の基礎となったものです。いわゆる地籍明確化法とい

うのもやったんですが、これも沖縄県がある程度地籍

明確化法の要綱をつくって、それを公用地暫定使用法

と引っかけながら、この地籍明確化法ができて沖縄の

地籍が確定したわけですよ。

　そういうことがあるものだから、僕は冒頭で、いわ

ゆる沖振法の分析、そして総点検、そして21世紀ビ

ジョン、これを非常に僕は高く評価しています。それ

から軍転法のこれまでの分析、そしてその方向性を示

したもの、これは相当評価しています。その評価を何

とか法制化に結びつける、これが最も大事だと思うん

ですよ。だから、そこのところをいかにして法制化に

結びつけていくかというこの一点に絞って、ぜひ今

後、県庁全員の力を結集していただきたいなと思って

おります。

　それで、この軍転特措法の問題をいうと、要するに

国の責任が明確になっていないんだよね、基本的に

は。例えば、沖振法なんかは明確化している。特に、

沖振法の105条をちょっと見てください。これを

ちょっと説明してください、企画部長。沖振法につい

ては明確に国の責務を書いてあるわけだ。そこのとこ

ろをちょっと説明してください。

○企画部長（川上好久君）　ちょっと今手元にないで

す、済みません。

○ 田　勝廣君　持ってない。上げようか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時14分休憩

　　　午後２時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　105条には、「国の負担

又は補助の割合の特例等」というようなことが定めら

れておりまして、この中で沖振計画に基づく事業につ

いての補助割合の特例等が定められているところでご
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ざいます。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時15分休憩

　　　午後２時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ちょうどこの特措法を制定したころ

にも、例えば、議員立法で出たときに、この軍転特措

法の13条にそういう条項を入れようとしたわけだ、現

に今みたいに国の責任でもっていろんな制度やります

よと。だけど、それは削除されたわけですよ。それを

削除されて、軍転特措法のいわゆる解説書みたいなも

の、それは基本的にないでしょう、国が、議員立法だ

からって。それぐらい官僚は議員立法にいこじになる

わけですよ。今、軍転特措法の国の解説書ないでしょ

う、ありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ちょっと国のほうにも確

認をしないといけないんですけれども、県のほうの手

元にはないです。国のほうは持っているかどうかわか

らないですけれども。つくっているかわかりません。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時16分休憩

　　　午後２時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　それは国のほうでつくっ

て持っているかどうかちょっと定かではないんですけ

れども、今県のほうにはそれはなくて、県サイドでつ

くった解説書といいますか資料はございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　これは県がつくった資料ですね。国

の資料があるのかないのか、そこだけはっきりしてい

ただければいい。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　少なくとも、県のほうに

はそれはございません。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　じゃ、それは国にはありますか。県

にはないけれども、国はありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これはちょっと国のほう

に再度照会しないと確認ができないんですけれども、

今日まで出てきておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　この沖振法をめぐって、私もちょっ

とやり合ったことがあるんですよ、国から来た県庁職

員と。それでいろいろやり合ってもそれはなかなか出

てこないんですよ、沖振法の中でも。要するに、そう

いうことなんですよ。それだけ議員立法に対してのア

レルギーがあるんですよということを僕は言いたいた

めに、今その話をしているわけです。

　だから、今後の沖振法と軍転特措法、一括交付金制

度を含めて、これを策定していろいろするときには非

常に困難が伴うなと思っておりますので、お互い十分

勉強しながらやっていきたいものだと思っています。

　それから特別地域交付税の導入について、皆さん

ちょっと勉強不足なんじゃないかな。我々はわかるわ

けだ、僕も行政をしていたから。いわゆるアメリカさ

んがつくった建物に対しても固定資産税をとっている

とか、これはわかっていますよ。

　平成９年につくった傾斜配分、これについてだれが

答弁するのかな。この傾斜配分について説明してくれ

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　基地補正についてでござ

いますけれども、これは普通交付税の算定上、米軍及

び自衛隊の基地が所在することによる財政需要を算入

したものというふうになっております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　じゃ、なぜこれができたんですか。

法律にはちゃんと理由がある、できる理由が。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この算定の基礎になって

いるのが、米軍の構成員とか軍属、そしてまた家族の

数であるわけでございますけれども、これからする

と、恐らく米軍が存在することによる税収、自治体が

本来収入すべきそういう税収にかわるものとか、そう

いうふうなものを勘案したものというふうに理解をし

ております。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時21分休憩

　　　午後２時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　法律じゃないという話も

ございましたけれども、これはあくまでも交付税の算

定でございまして、従来米軍人口が国勢調査の対象外

であるというふうなこととか、それから渉外事務だと
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か防衛施設の維持管理の財政需要というふうなもの、

その辺が勘案されたというふうなことになっていると

理解しております。

○ 田　勝廣君　副知事。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　普通交付税のいわゆる制度

改正の中で、当時の梶山官房長官の指示がありまし

て、もちろんその前の平成８年度に、事件で沖縄問題

が相当盛り上がってきて、それに対応するために、基

地の所在する市町村だけ交付税を加算するのは普通は

考えられないんですけれども、しかしそれができたの

はそういう理由で、基地に関する特例ということでで

きました。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　一言で言うとこういうことですよ。

いわゆる基地の中の建物には固定資産がついているの

に、なぜ人間に金をかけんかと。地方交付税を算定す

るときに人間の数も必要でしょう人口が、面積とか。

そういうことなんですよ。

　だから、総務部長とか税制担当しているのは、揮発

油税とか、とん税とかいろいろ免税をやっているじゃ

ない。まずその免税が幾らかと計算してください。計

算をして、じゃこれだけどうなるかということをまた

今度理論的にやればいいわけであって、これは相当

我々やりましたから、なぜ人間には課税しないかと。

地方税の対象になるじゃないかと、そういうことをや

りましたので、だから、そこはちゃんと知恵を出せば

できるんじゃないかと思っています。どうですか、副

知事。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　あのときに、私個人の考え

ですけれども、よくもこんなのができたなというのが

率直な考えです。逆に言えば、その間何でできなかっ

たのかという、いわゆる事務方といいますか、県とし

てやっぱり勉強不足だったなという感は、正直そのと

きありました。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そういう意味で、ぜひ勉強して計算

をしてください。

　それからもう一つ隔遠地補正額ですね。これの計算

の仕方。例えば与論島、これ４億5000万円もらってい

るわけ。伊江島は２億6000万円しかもらっていない。

この差は何なのか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは基点との距離だと

理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そして復帰直後は、全島に隔遠地補

正があったよね。それはいつ中止になったんですか。

○企画部長（川上好久君）　ちょっと休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時24分休憩

　　　午後２時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　沖縄県は、特例措置とし

て隔遠地が適用されていたわけですけれども、沖縄本

島内の市町村について、復帰から平成３年度までは離

島市町村と同様の特例措置が適用されております。

　隔遠地補正が措置されている制度の趣旨――先ほど

も答弁させていただきましたけれども――を踏まえ

て、平成４年度から普通交付税の算定方法の見直しを

行って段階的に縮小を図るというふうなことで、平成

13年度に特例措置の適用がなくなったというふうなこ

とになっております。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時26分休憩

　　　午後２時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　隔遠地補正が、そもそも

県庁所在地を基点として遠隔地に所在することにより

割高となる経費を交付税で措置をするというふうな趣

旨から、本島内というふうなものが見直しをされたと

いうふうに理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから理解するのは結構だけれど

も、我がほうは理解できないんだよ。何でこれをやめ

させるかということ、本来は頑張らんといけないんだ

よ、何でかと。向こうに言われたら、はい、そうです

かで頭をなでられたらだめだと思うんだよ。だから、

やる気出して頑張らんといけないよと。どうですか、

それは。どうするか、今後は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは、隔遠地補正とい

う形でやるのかどうかというふうなものは別にしまし

て、やはり県全体が離島県であるという沖縄県の特質

の中で、本島内にある市町村であってもやはり他県と

異なる事情はたくさん出てくるわけでございます。そ

ういう意味合いにおきまして、どのような行政需要と
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いうふうなのが割高になっているのかそこを研究しな

がら、地方交付税に反映させるような努力をしていく

必要があるというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ちょっと時間がありませんけれど

も、伊平屋のごみ処理場の処理にかかる費用、これは

調べたことがありますか。これはちょっと隔遠地とつ

ながるもんだから。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今ちょっとそれは数字は

持っておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　さっき部長が言ったように、隔遠地

というのはごみ処理に4000万円かかっているわけです

よね、伊平屋は。そうしてくると、県庁所在地からと

いっても、こっちは離島県なんだから、その離島県を

主張するためにはいろんな課題があって、その課題を

どういうふうに解決するかなんですよ、これから離島

振興をやるときに。

　だから、皆さんの沖振法の中で一番おくれているの

は離島振興だと思う、こういう今まであった法律を

カットされたりと。これからどういう形でその離島振

興のための法律をつくっていくのかと、交付税とかそ

の措置を含めて、そのほか隔遠地でもいいですよ。そ

ういうことをしなければ、恐らく離島はまた離島苦に

なっちゃうだろうと、沖縄が味わうように。沖縄もそ

うでしょう。沖縄も味わっているけれども、また離島

も本島より味わっているわけだから。その辺をどうす

るかという話を沖振法の中でぴしゃっとしたほうがい

いと思う。一番おくれているような感じがします。副

知事でも知事でもいいですから、どうぞ。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　隔遠地補正の趣旨というの

は県庁所在地からの距離ですから、当然鹿児島の与論

のほうが距離が長いということでありますけれども、

それがなぜ廃止になったか。多分沖縄そのもの、那覇

がかなり経済的にも向上してきたからということも背

景にあるかと思いますけれども、これから我々は、そ

ういう隔遠地補正みたいなこそくで小さな手段じゃな

く、大きく離島をくくって勝負していきたいなという

ふうに考えています。

○ 田　勝廣君　お互いに頑張りましょう。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　皆さん、こんにちは。

　自民党の吉元義彦です。

　一般質問を行います。

　その前に所見を述べさせていただきたいと思いま

す。

　さて、プロ野球の沖縄キャンプも各球団が順調な仕

上がりで、去る26日あるいは27日に各地においてオー

プン戦が展開され、私ども21世紀の森公園の名護市営

球場でも両日熱戦が展開されました。間近に観戦する

プロ選手のプレーに大きな声援を送り、大変な盛況で

ありました。遠くは南城市の嶺井光県議、あるいは読

谷の仲宗根悟県議も応援に駆けつけ、観戦に訪れてい

ただきました。ありがとうございました。

　特にことしにおいては、日本のプロ球団10チーム、

韓国のプロ球団４チームが我が沖縄県で春季キャンプ

を行っております。

　これまで名護市でのキャンプの先鞭をつけていただ

きました当時の日本ハムファイターズの大沢監督や、

あるいは名護市の商工会、観光協会の御尽力があった

ものだと思っております。大沢監督におかれては本当

に心から感謝を申し上げ、また、心から御冥福をお祈

りする次第であります。

　また、各球団も沖縄にキャンプ地を移転するケース

がふえた。この経緯は、温暖な気候が魅力であり、沖

縄観光コンベンションビューローの関係者も春の観光

客誘引として働きかけを行い、また、各自治体も可能

な限り球場整備や室内練習場の整備をし環境が徐々に

整う中、各球団へキャンプ誘致を働きかけ現在に至っ

ているものだと思います。

　このような中で、ことしはまた那覇市長を中心とす

る那覇市のセルラースタジアムでは読売ジャイアンツ

が初めてキャンプをするということで、全体の経済波

及効果予測は151億円余と発表されております。先ほ

ど午前中の島袋大県議からもありましたとおり、今後

プロサッカー選手の誘致や、あるいはまたラグビー選

手等の誘致にも生かしていただきたいものだと思って

おります。今後とも観光産業と連携していけるように

期待を申し上げたいなと思っております。今後は、ま

た各地域の工夫がますます試されてくると思います。

　それでは、一般質問に入らせていただきます。

　まず１点目、北部振興についてお伺いをいたしま

す。

　来年度、沖縄振興特別措置法が期限切れとなり、県

も新たな沖振法を独自で作成しているところでありま

す。その中で、私が同様に関心が高いのは北部振興策

でございます。御存じのとおり、北部振興策は民主党

政権になって100億円から70億円に減額、補助率も10
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分の９から10分の８となりました。この北部振興策が

沖振法と同じ来年度で期限切れを迎えるのでありま

す。仲井眞知事におかれましては、この北部振興策を

継続するとお聞きしておりますが、政府に対し具体的

に強く要望しているのかどうか。

　そこでお伺いをいたします。

　茨、北部振興が沖縄振興特別措置法と同じ平成23年

度末で期限切れを迎えるのでありますが、北部振興策

について継続させることを県は具体的に政府に強く要

望しているのかどうか伺います。

　芋、北部振興策の継続は、北部12市町村の強い要望

であります。当初の年100億円、９割補助に戻し、

ハードだけでなくソフト面にも使い勝手のいい事業に

バージョンアップし、沖振法に落とし込む形で継続す

ることを強く求めたいのでございますが、知事の決意

をお伺いいたします。

　２、７月の地上デジタル放送への移行について。

　茨、地上デジタル放送完全移行まであとわずかにな

りましたが、沖縄県の進瀧状況について伺います。

　芋、国頭村安波、安田、楚洲の３区、約170世帯

は、米軍北部訓練場内に新たなアンテナの設置をしな

ければローカル番組が視聴できない可能性が出てい

る。早急に県は国に対しアンテナを整備するよう対処

すべきだと思いますが伺います。

　３、保安林の維持管理について伺います。

　茨、台風による保安林の倒木や枝が飛び散る被害に

対し、その管理責任について伺います。

　芋、現在まで市町村から被害の報告がないのかどう

か伺います。特に高木化したモクマオウについては、

立ち木の伐採（管理）について重機車両等を使用しな

ければできないので、土地管理者では厳しいと思いま

すが、県の所見を伺います。

　４、名護市と今帰仁村を結ぶワルミ大橋関連に伴う

県道整備について伺います。

　名護市屋我地島と今帰仁村天底を結ぶワルミ大橋が

去る12月18日に開通し、地域住民が待ちに待った念願

がかなったものだと思っております。特に今帰仁村

は、古宇利島へのアクセスが大変不便でありました

が、これが解消されて時間の短縮になり、今後は新た

な北部の観光ルートとしての形成が期待されます。

　そこで、ワルミ架橋、屋我地中央線道路整備促進期

成会よりワルミ大橋整備計画の段階から要望が出され

ていた県道整備について伺います。

　当初の計画では、ワルミ大橋の開通と県道屋我地バ

イパス線の供用開始も同時という話し合いがされてい

たとお聞きしておりますが、そのような観点から次の

点についてお伺いします。

　茨、県道屋我地バイパス線の起点と終点はどこで、

その進瀧状況について伺います。

　芋、物件補償や立ち木補償の状況について伺いま

す。

　鰯、今後の整備計画のスケジュールについて伺いま

す。

　允、既存の県道110号線の整備計画について。

　屋我地金城商店前の急カーブの改善など、地元ワル

ミ架橋、屋我地中央線道路整備促進期成会からその他

に整備する箇所などの要望が出ていると思いますが、

どうなっているか、その進瀧について伺います。

　印、県道屋我地仲宗根線の供用開始と同時に、今帰

仁村は公安委員会へ県道屋我地仲宗根線と村道湧川運

天港線との交差点信号機の設置要請を行ったが、その

後の進瀧状況について伺います。

　５、羽地ダム建設工事残土で埋めた土砂が雨で流出

した問題について。

　名護市川上区の平区長によると、残土を埋めた際に

整備した水路が４年ほど前に崩壊。大雨が降ると水が

あふれ、周辺の私道や里道から集落近辺に土砂が流出

するようになり、昨年の台風では長さ800メートルに

わたって崩壊した。この件について北部ダム事務所

は、返還後の土地管理は地主の責任という覚書を交わ

したことで地主へ責任を押しつける発言を報道で行っ

ているが、地主で対応できるような状況ではなく、万

が一集中豪雨やゲリラ雨などが発生すれば、土石流と

なって下方の集落約600人の生命財産に影響が出てく

る可能性さえあります。

　羽地ダム本体工事を行うことから起因したことであ

り、県としてもぜひ中に入ってこの問題を解決するよ

う沖縄総合事務局、北部ダム事務所、名護市、川上区

と協議を早急に進めていくべきだと思いますが、所見

を伺います。

　６、我が党の代表質問との関連について。

　池間淳議員の代表質問に関連して通告しました茨、

農林水産業の振興については取り下げをさせていただ

きます。答弁を準備しました職員の皆さんについては

大変申しわけございません。また次の機会に質問をさ

せていただきたいと思います。

　芋、金融業務特別地区を活用した企業誘致について

お伺いをいたします。

　名護市は、平成14年７月に名護市全域を金融特区と

して指定を受け、世界に向かって発信する「きんゆう

ＩＴ国際みらい都市」としてマルチメディア館、みら

い１号館から３号館までオフィスビルを整備し、これ
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までに進出企業28社、雇用で975名が創出されており

ます。また、平成21年度、市全体の法人市民税の中に

占める関連企業の割合は25％となっており、一定の成

果があらわれ評価できるものだと思いますが、これま

で特区認定を受けた企業は１件どまりとなっておりま

す。しかしながら、本社の都合でこれも本社のほうに

収容されております。現在も名護市に進出を検討して

いる企業が多数あるので、みらい４号館を整備し、さ

らに名護市と連携し、金融特区制度の要件を拡充・緩

和をし、誘致活動を展開することが重要だと思います

が、県の取り組み状況についてお伺いをいたします。

　御答弁よろしくお願いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　吉元義彦議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、北部振興策についてですが、北部振興

事業の継続及び継続方法いかんという御趣旨の御質問

にお答えいたします。この１の茨と芋が関連いたして

おりますので一括して答弁させていただきます。

　北部振興事業につきましては、これまで国において

平成12年度より10年間実施されたところであります。

また、平成22年度以降の北部振興事業につきまして

は、沖縄県及び北部12市町村から国に対し継続実施の

要望を行い、北部活性化事業として２年間継続されて

おります。

　沖縄県といたしましては、県土の均衡ある発展を図

る観点から、平成24年度以降においても北部振興に関

する事業の継続は必要であると考えております。北部

12市町村の意向を踏まえ着実に実施できるよう、地元

との連携のもと積極的に支援してまいりたいと考えて

おります。

　次に、名護市と今帰仁村を結ぶワルミ大橋関連の御

質問についてお答えいたします。

　県道110号線バイパスは、屋我地島を横断する道路

で、平成17年に開通しました古宇利大橋と昨年12月に

開通しましたワルミ大橋と一体となって、本部半島か

ら国頭方面を結ぶ周遊ルートとして地域間の交流と観

光振興を支援する道路でございます。

　御質問の事業は、ワルミ大橋の延長線上で名護市運

天原から屋我に至る約４キロメートルの区間において

バイパス道路を整備するものであります。平成22年度

末の進瀧率は約８割となっております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　７月のデジタル放送への

移行についての御質問の中で、地上デジタル放送移行

の県の進瀧状況についてお答えいたします。

　平成22年９月の沖縄県の地上デジタル放送受信機の

世帯普及率は78.9％であり、前回３月調査時に比べ13

ポイントの伸びを示しております。

　県としては、住民税非課税世帯に対する受信機の購

入支援を実施しており、地上デジタル放送移行までに

テレビ放送が視聴可能となるよう、国、放送事業者と

さらに連携して取り組んでまいります。

　同じく地上デジタル放送に関連をして、国頭村の共

同受信施設の米軍施設内への設置についてお答えいた

します。

　国頭村の一部地域において受信施設の移設が必要な

ため、ＮＨＫが主体となり対策が進められておりま

す。受信施設の移設先は米軍北部訓練場内となるた

め、地元区長が沖縄防衛局を通して米軍に許可を申請

しておりますが、いまだ許可のめどが立たない状況に

あります。そのため、国頭村議会は、早期の条件整備

を行うことを求めて沖縄防衛局、沖縄総合通信事務所

及びＮＨＫに要請を行ったところであります。

　県としても、地上デジタル放送に完全移行する本年

７月までに対策が完了することが望ましいと考えてお

り、関係機関の協議を見守りながら対応を検討したい

と考えております。

　次に、羽地ダム建設工事残土で埋めた土砂が雨で流

出した問題についての御質問の中で、名護市川上区の

土砂流出問題についてお答えいたします。

　名護市川上区の土砂流出問題は、国が羽地ダム建設

の際に私有地に造成した土捨て場から設置された排水

溝が崩壊したことにより土砂が周辺集落に流出してい

るとするものであります。この土捨て場の整備につい

ては、当時、国と土地所有者との間で土捨て場の施行

及び整備後の管理について確約書が交わされており、

今回の問題については、ダム建設に直接起因するもの

ではないことから、まず当事者において十分に協議し

ていただきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　保安林の維持管理の

中で、保安林内の被害木の管理責任と被害報告及び被

害木の片づけについて、関連しますので一括してお答

えします。

　昨年８月に発生した台風７号による保安林の被害に
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ついては、市町村等から13件の報告を受けておりま

す。台風等による保安林内の被害木の処理について

は、森林・林業基本法第９条において、森林の機能確

保に関する所有者の努力義務が規定されており、立木

竹が民法上の個人財産として森林所有者に帰属してい

ることから、基本的には森林所有者がみずから適切に

処理することとなっております。

　今回の台風７号による保安林被害は、海岸防潮林を

中心に高木のモクマオウ等の折損被害が多く、その処

理に多額の費用を要することから、２月補正予算で対

策費を計上しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　名護市と今帰仁村を

結ぶワルミ大橋関連に伴う県道整備についての御質問

で、物件補償や立ち木補償の状況及び今後のスケジュー

ルについてお答えいたします。なお、４の芋と４の鰯

は関連しておりますので一括してお答えいたします。

　県道110号線バイパス整備事業に係る用地約４万

7000平方メートルのうち、約82％について用地を取得

しております。残りの用地については、道路予定地に

事業着手後に植えられた多数の樹木があり、その樹木

補償の取り扱いから交渉が難航しております。現在、

土地収用法に基づく用地取得の作業を進めているとこ

ろであり、平成24年度の供用を目指して鋭意取り組ん

でいるところであります。

　同じく名護市と今帰仁村を結ぶワルミ大橋関連に伴

う県道整備についての御質問の中で、ワルミ大橋整備

に関連する地元要望についてお答えいたします。

　ワルミ大橋の整備に関連して、地元から現県道110

号線の線形改良や歩道整備の要望があります。

　御質問の箇所の線形改良については、整備に向け用

地交渉及び物件調査を実施しているところであり、歩

道につきましては今年度に工事を完了しております。

　次に、羽地ダム建設工事残土で埋めた土砂が雨で流

出した問題についての御質問で、名護市川上区の土砂

流出対策についてお答えいたします。

　名護市川上区の土砂流出被害は、羽地ダム建設に関

連するものであり、砂防事業等の一般的な防災事業に

よる対応は困難であると考えております。したがっ

て、被害防止対策については、これまでの経緯等を踏

まえ別途対策を検討する必要があると認識しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　名護市と今帰仁村を結

ぶワルミ大橋に関する御質問の中で、県道屋我地仲宗

根線と村道湧川運天港線との交差点への信号機の設置

要請に関して、その後の進瀧状況についてお答えいた

します。

　御質問の交差点への信号機設置につきましては、本

年１月17日に、今帰仁村から所轄の本部警察署へ要請

がなされたものと承知しております。信号機など交通

安全施設の設置につきましては、現場の道路構造を初

め交通量や交通事故の発生状況、付近における信号機

を初めとする交通安全施設の設置状況、地域住民に対

する交通安全教育や道路管理者との連携など安全確保

のためとり得る対策はもとより、付近一帯の交通の安

全と円滑全般について総合的に検討した上で設置して

おります。

　今回、信号機の設置要請があった交差点につきまし

ては、現在、所轄の本部警察署において一時停止違反

などの指導取り締まりや道路管理者と連携した道路標

示の設置及び交差点のカラー舗装などの安全対策を推

進しているところであります。

　県警察といたしましては、今後、ワルミ大橋の開通

に伴う交通量の変化及び事故発生の危険性などを見き

わめながら、地域住民の意見も踏まえつつ、信号機設

置の必要性について総合的に判断してまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　我が党の代表質問と

の関連の中で、金融特区の実績と制度要望についての

御質問にお答えします。

　金融特区には、平成23年１月末現在、金融関連企業

の10社が進出し、569名の雇用が創出されておりま

す。進出企業では、オンライントレードによる株取引

や為替取引などの新たな業務が展開されるなど、一定

の評価ができる状況になったと考えております。

　金融特区制度については、昨年５月に実施した制度

改正に係る市町村意向調査を踏まえ、随時名護市と意

見交換を行っており、現在進めております沖縄振興特

別措置法にかわる新法の検討の中で企業ニーズに合わ

せた制度の拡充を国に要望しております。

　また、金融特区においては、企業集積を図るために

制度改正のほか、みらい４号館などのレンタルオフィ

スや通信環境の整備、人材育成などの課題もあること

から、地元名護市と連携して解決に努めるとともに、
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引き続き金融関連企業の集積に取り組んでまいりま

す。

　以上でございます

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　再質問をさせていただきたいなと思

います。

　まず、羽地ダムの件なんですが、その前に、議長、

ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時０分休憩

　　　午後３時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○吉元　義彦君　先ほど答弁いただきましたが、これ

はやっぱり企画部長あるいは土木建築部長から答弁い

ただいているとおり、ダム事務所とそれから地主との

覚書もいろいろありますが、しかし、このダム本体工

事に関する覚書の中にこういうことがうたわれている

んですね。第２条ですけれども、万一羽地ダム建設に

起因する災害・被害が、建設中もしくは建設後に発生

した場合は、甲は、全責任をもって速やかに補償等の

措置を講じるというふうなことがうたわれているわけ

ですね。これはまさしくこのダムをつくるために土砂

を処理されているわけですので、これからそういった

災害が徐々にですが起こってきているという問題であ

ります。

　知事、今私が写真を見せましたが、この排水処理の

構造的欠陥も含めて、これはもちろんダム事務所のほ

うでしっかりと問題をとらえて話し合いをするように

やればいいんですが、報道の中身、あるいは、私、そ

の後統合管理事務所の所長にもお会いしました。その

ような中で、まだそういう話し合いをするような状況

にないような状況でありましたので、これはやはり県

のほうで、名護市・県、それからダム事務所、川上区

含めて話し合いをやるべきじゃないかなというふうに

思うんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、写真も見せていただ

きまして、ちょっと初めて聞くような感じの話になっ

てしまったんですけれども、実は、土砂流出問題につ

いては、詳細をまだ十分に把握をしてなかったところ

もございまして、今後その状況把握を少し進めていき

たいと思います。

　ただ、土捨て場の整備については、これは国・県、

それから名護市、羽地大川ダム対策委員会の４者で締

結をした覚書の要望事項にはやっぱり該当しないので

はないかというふうな判断をしております。そういう

意味では、県としてもどういうふうな対応をとれるの

かちょっと何とも言えないんですけれども、県として

は、その当事者の協議の状況とか、あるいはまた名護

市のほうから事情を少し情報を取ってきたいというふ

うに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　これは早急に話し合いをして措置を

しなければ、写真でも見てわかるとおり、もうきょう

３月２日ですか、あと雨季の時期に入ってくると、ど

んどんどんどん侵食されているこの土砂が一挙に流れ

ていく想定をされるようなことを考えた場合、川上の

区長は怖くて眠れないというふうなことまでおっ

しゃっているんですね。いわゆる土砂を埋めていると

ころが急勾配でもあるし、また下の集落とも大変近い

わけであります。また、この下のほうに行きますと、

県管理だと思いますが、川上橋一帯は恐らく県が管理

をして、堆積されている部分の土砂の除去もやらなけ

ればいけないような状況にもあろうかと思います。そ

ういったことも含めて現場を見ていると思いますの

で、部長、早急にこの堆積されている土砂を除去しな

ければいけないと思うんですが、いかがでしょうか

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　今の質問の箇所につ

きましては、羽地大川の支川の上流部になっておりま

して、当然最終的に本川である羽地大川のほうに水は

流れてくるわけでございまして、そのときに土砂も本

川のほうまで流れ込んできている状況があるというこ

とは把握しておりまして、これはもう既に２回ほど土

砂の撤去をしたということを土木事務所から聞いてお

ります。

　この問題につきましては、もう少し当事者同士で話

し合う必要があるんじゃないかと思っていますので、

その辺のところを再度関係者のほうに私ども河川管理

者としても話し合いをもう少し持てないかということ

を働きかけていきたいと思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　早急にやはり打つべきところは手を

打って、災害が人的災害につながらないようにやって

いただきたいということを要望したいと思います。

　それからワルミ大橋に関連する件につきましては、

地元期成会等ともよく話し合いをされて、先ほどの答

弁を聞いても、しっかりとやっているんじゃないかな

という評価もお伺いできるようでありますので、ぜひ

期成会のほうにも御報告したりやりとりをやっていた
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だいて、また早目に110号線中央バイパスの開通もで

きるように努力をしていただきたいという御要望をし

ておきたいというふうに思っております。

　それから保安林の件なんですが、やはり保安林につ

いては、これはしっかりと防潮あるいは台風時の保安

の役目からはなければいけないわけでありますので、

これはおっしゃるとおりだと思います。しかし、この

件についてもよく巡回をされて、今回の台風で倒木が

あって格納庫が壊れたり、こういう破損も実際起こっ

ているわけですね。やはりそういう問題が起こらない

ような巡回をできないものかどうかということをぜひ

お願いしたいと思います、部長。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほども答弁をした

んですけれども、基本的にはその財産を所有するとこ

ろでありますけれども、やはり保安林という意味では

県もいろんな形で対応していますので、保安林が倒れ

ているとか、それについても関係者と一緒になって巡

回するなり、また、被害に遭った場合はどうするかな

ど、関係者も入れていろいろ検討していきたいと思い

ます。

○吉元　義彦君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時９分休憩

　　　午後３時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　金融特区の件もありました。ぜひ名

護市から要望がある件について、部長、ぜひ連携を

とっていただいて、撤廃できるものについては撤廃を

して緩和していただいて、企業にどんどんどんどん

入っていただいて雇用が生まれるように頑張っていた

だく御決意を聞いて終わりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　名護市と連携して対

応に頑張っていきたいと思います。

○吉元　義彦君　ありがとうございます。終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　こんにちは。

　昨日は、本会議を欠席しました。

　実は、コザ高校の卒業式に出席をしたんでありま

す。もちろん欠席届をしっかりと出して行きました。

私、ＰＴＡ会長をしたものですから、卒業式に祝辞を

述べる機会を得たので、さわやかな生徒たちにお祝い

をひとつ述べたい。これから魑魅魍魎の我々大人の世

界に一歩踏み込む彼らにエールを送ってまいりまし

た。とてもいい卒業式でした。本当に感激をして感動

した。今の子供たちというか、18歳にならんとする生

徒たちのセンスのよさには本当に感心をしたところで

あります。

　そしてもう一点言わせてください。18歳の誕生日を

待って、女子高生が誕生日と同日に自民党、我が沖縄

県連に入党をしたんであります。(資料を掲示）　こ

れは全国紙にも報道されていまして――全国紙といっ

ても自由民主党の機関紙でありますが――「沖縄に18

歳党員誕生　日本が好き、ふるさと沖縄が好き。だか

ら自民党」。そうしたしっかりした考えを持っている

んですね。「日本の未来を見据え、着実で信頼できる

政策を打ち出し、大衆迎合しない姿勢が信頼できる」

自民党だからですと、大変感心をしたものです。

　私が言いたいのは、自民党これから再生に向けて

エールを送られたというか、勇気をもらったというこ

ともありますが、こういったスポーツや文化で秀でて

いるこの沖縄、それだけに限らず若い者が政治にも

しっかりと関心を持っているのを我々プロの政治家も

認識をして、身を引き締めて、気を引き締めて事に当

たりたいということを申し上げたくて例に出したわけ

であります。

　それではこれから大人の皆さんに一般質問をさせて

いただきますので、よろしくお願いをいたします。

　１、基地に絡む諸問題について。

　茨、軍用地返還跡地利用についてでありますが、21

世紀ビジョンには先ほどからこの跡利用における新た

な制度・仕組みをつくろうと努力しているわけであり

ますが、その制度ということではなくて私がお伺いを

したいのは利用計画そのもの、それを遂行するに当

たってどういう理念で基本的姿勢をお持ちなのかお伺

いをしたいんであります。

　ア、跡地利用計画をする基本理念についてお聞かせ

ください。

　芋、北中城村泡瀬ゴルフ場返還跡地について。

　ア、進瀧状況とこれからのスケジュールを伺いま

す。

　イ、該自治体及び周辺自治体との連携はあるのかお

伺いをいたします。

　鰯、米軍用地売買に係る対策について。

　ア、県の対処の方針をお聞かせください。

　２、商店街の活性化について。

　茨、どのような支援策があるのか。

　ア、その効果と実績を伺います。
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　イ、平成23年度の取り組みを伺いたいと思います。

　昨年12月の定例議会において我が自民党の新垣良俊

議員の代表質問において、泡瀬ゴルフ場跡地へのイオ

ンモール進出に関する広域調整、中心市街地活性化に

ついて質問をしております。その答弁を踏まえて私は

ここで質問をしております。

　ア、周辺地域の影響をシミュレーションしているの

か伺います。

　イ、沖縄商工会議所からの要請への対処方について

お伺いをいたします。

　３、中小零細企業への支援について。

　茨、支援策を伺います。

　芋、信用保証協会の保証渋りはないのか、懸念があ

るのでお伺いをいたします。

　４、消防行政について。

　茨、県の計画はどのようなものでしょうか。

　芋は重複しておりますので、取り下げます。

　鰯、火災による死者が今年度に入ってもう昨年の２

倍という報道がありました。２月には沖縄市泡瀬であ

り、浦添でもこの間死者が出ております。この火災報

知器を設置していれば命からがら逃げ出すことができ

たのではないかという事例の典型的なものではないで

しょうか。この住宅用火災警報器設置は６月から義務

化されるわけでありますが、徹底的に100％の設置率

を目指してしっかりと頑張っていくものだと、それだ

け重要なものだと位置づけて私はおります。

　ア、設置状況についてお伺いをいたします。

　イ、県はどのような支援をするのかお伺いをいたし

ます。

　５、国の構想「こども園」について。

　茨、この国の構想の目指すものについてお聞かせく

ださい。

　芋、県の考え方についてお伺いをいたします。

　鰯、施設、園児、保護者のメリットについてお伺い

をいたします。

　允、待機児童解消になり得るかお伺いをいたしま

す。

　６は取り下げます。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの桑江朝千夫君の質

問及び質疑に対する答弁は、時間の都合上、休憩後に

回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時18分休憩

　　　午後３時40分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の桑江朝千夫君の質問及び質疑に対する答弁

を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　桑江朝千夫議員の御質問に

答弁をさせていただきます。

　まず第１に、中小零細企業の支援に係る御質問の中

で、中小零細企業への対策いかんという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　沖縄県では、「沖縄県中小企業の振興に関する条

例」に基づきましてさまざまな施策を展開し、中小企

業を支援いたしております。とりわけ、中小零細企業

に対しましては、県融資制度におきまして小規模企業

者を対象としました小規模企業対策資金や、さらに商

工業関係組合及びその構成員を対象としました組織強

化育成資金の金融支援を行うなど各種経営支援を行っ

ております。さらに、商工会や商工会議所等が行う金

融・税務・経理などの各種相談・指導事業や、中小企

業団体中央会が行います中小企業組合の育成及び指導

事業に対する助成を行っております。また、先月は県

の担当者が中小企業関係者とともに先進地を視察を

し、効果的な施策の実現に向けて意見交換等を行って

おります。

　今後とも中小企業の支援につきましては、ニーズに

応じたきめ細かい取り組みをしてまいりたいと考えて

おります。

　次に、国の構想であります「こども園」についての

御質問で、「子ども・子育て新システム」についての

御質問にお答えいたします。これは５の茨と５の芋が

関連いたしておりますので、恐縮ですが一括して答弁

させていただきます。

　国におきましては、すべての子供・子育て家庭を支

援をし、幼保一体化を目指す「子ども・子育て新シス

テム」について、現在、現行の保育所、幼稚園の一部

を残す案を含め、さまざまな角度から制度設計に向け

て検討がなされております。

　沖縄県といたしましては、「子ども・子育て新シス

テム」の制度設計に当たっては、保育の質が確保され

ることや新システムの制度運用に必要な財源が確保さ

れることが重要であると考えております。沖縄県にど

のような影響を及ぼすのか、今後とも国の動向を注視

し、必要な対応をやってまいりたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。
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　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　基地に絡む諸問題につい

ての御質問の中で、跡地利用計画における基本理念に

ついてお答えします。

　沖縄振興計画においては、駐留軍用地跡地はこれか

らの沖縄の振興を図る上で貴重な空間であり、良好な

生活環境の確保、健全な都市形成、新たな産業の振

興、交通体系の整備、自然環境の保全・再生等、21世

紀のまちづくり、田園づくり等のモデルとなるよう整

備を進めるとしております。

　同じく基地に絡む諸問題に関連をして、軍用地売買

への対処方針についてお答えします。

　基地返還後の跡地利用においては、地権者の理解と

協力が不可欠でありますが、県では今後の大規模返還

跡地における公共用地の確保という観点から、跡地利

用に関する新たな法律において、国による用地の先行

取得制度を求めているところであります。その制度活

用により、軍用地売買による地権者数の増加を防止す

るとともに、跡地利用の促進が図られるものと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　基地に絡む諸問題に

ついての御質問で、北中城村泡瀬ゴルフ場跡地の進瀧

状況についてお答えいたします。

　当該地区については、今年度中に沖縄防衛局の原状

回復工事が着手される予定と聞いております。また、

回復工事完了後の跡地整備につきましては、「北中城

村アワセ土地区画整理組合設立準備会」と村が連携を

図りながら土地区画整理事業の平成24年度新規事業化

を目指し、準備を進めているところであります。

　県としましては、都市計画上の手続に関する諸条件

が整えば、事業採択に向けて国と調整を図っていきた

いと考えております。

　同じく基地に絡む諸問題についての御質問で、泡瀬

ゴルフ場跡地の広域調整についてお答えいたします。

　都市計画決定に係る広域調整につきましては、都市

計画法に基づき、平成19年11月に県で策定した「大規

模集客施設の立地に係る都市計画ガイドライン」によ

り行うこととしております。このガイドラインでは、

「１万平方メートルを超える大規模集客施設の立地に

ついては、広域的観点から、交通渋滞による周辺環境

への影響等を評価し、関係市町村と連携して広域調整

を行う」こと、また、「既存の店舗等との競争を抑制

するなど、需給調整や既得権擁護とならないものとす

べきである」としております。

　泡瀬ゴルフ場跡地につきましては、去る２月10日、

県の関係機関及び近隣市町村で構成する連絡調整会議

を開催したところであり、現在、同会議で関係機関か

ら示された意見に対する方針を北中城村で検討してい

るところであります。

　県としましては、今後とも関係市町村等と連携し、

都市計画決定に係る広域調整を図っていきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　商店街の活性化につ

いての中の、支援策の効果と実績及び平成23年度の取

り組みについての御質問にお答えします。２の茨のア

と２の茨のイは関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　県では、商店街活性化を図っていくため、商店街振

興組合指導事業により、セミナーの開催や派遣研修な

どによる商店街の組織強化や後継者の育成などを支援

しております。平成21年度には６回のセミナーを開催

し、69名の参加者が「人と組織の活性化」や「新たな

商店街活性化方策」等を学んでおります。また、先進

商店街の研修事業として、東京都などに商店街振興組

合の役員等から10名を派遣し、商店街活性化のあり方

を研修しております。

　なお、平成23年度予算においては、アドバイザーを

商店街へ派遣する事業を新規事業として計上してお

り、空き店舗活用や集客力強化等への指導助言を通し

て商店街の組織強化や後継者育成等への支援を強化し

ていきたいと考えております。

　同じく商店街の活性化について、泡瀬ゴルフ場跡地

に進出する大型店舗の周辺地域への影響のシミュレー

ションについての御質問にお答えします。

　県においては、泡瀬ゴルフ場跡地利用への大規模小

売店舗出店に関する影響についてのシミュレーション

は行っておりません。なお、大型ショッピングセン

ター進出による近隣市町村への影響については、一般

的に当該ショッピングセンターが買い物客を引き寄せ

ることにより、既存小売業の売り上げが減少するなど

のマイナスの影響の一方、近隣市町村における雇用機

会の増加や広域から集客される買い物客の近隣施設へ

の立ち寄りなど、プラス効果もあると考えられます。

　同じく商店街の活性化についての、泡瀬ゴルフ場跡

地に進出する大型店舗に関しての沖縄商工会議所の要

請への対処についての御質問にお答えします。
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　平成22年12月13日に沖縄商工会議所会頭から沖縄県

知事あてに泡瀬ゴルフ場跡地利用へのイオンモール出

店に関する広域調整及び計画的なゾーニングや商業ま

ちづくり推進条例の制定等について要請を受けている

ところであります。

　広域調整の実施については、大規模小売店舗立地法

及び都市計画運用指針において、需給調整とならない

よう措置する旨規定されており、現行の法体系のもと

で店舗面積の調整など商業調整を行うことは困難であ

ります。また、大規模集客施設の立地規制ゾーニング

や県独自のまちづくり条例の制定については、基地の

返還跡地や町の再開発などの土地利用のあり方に関し

て、関係市町村や地権者、住民など幅広い合意形成が

不可欠であり、都市機能や産業振興、交通体系など総

合的な観点から考慮する必要があることから、大規模

集客施設の立地に特化したゾーニングや条例制定を行

うことは適切でないと考えております。

　中小零細企業への支援についての中の、信用保証協

会の保証渋りについての御質問にお答えします。

　沖縄県信用保証協会は、中小企業者に対して適切な

信用を与えることにより金融機関からの資金調達の円

滑化を図るとともに、的確な相談・指導を実施するこ

とにより中小企業者の経営支援の強化に努めておりま

す。平成22年４月から平成23年１月末までの保証実績

は、保証申し込み件数が4641件、うち保証承諾件数が

4188件、保証承諾率にして90.2％となっております。

　なお、保証承諾に至らなかった件数の主なものは、

保証要件を満たさなかったことにより、信用保証協会

と申込者等の同意の上取り下げたものが412件となっ

ており、いわゆる保証渋りという案件はなく、適切に

審査が行われているものと認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　消防行政についての御

質問の中で、県の消防広域化推進計画についてお答え

いたします。

　平成18年の消防組織法の改正により、消防広域化に

おける都道府県の役割として、消防広域化推進計画の

策定が定められました。これを受け、沖縄県では平成

20年３月に「沖縄県消防広域化推進計画」を策定して

おります。同計画では、災害発生時における初動体制

の強化、統一的な指揮のもとでの効果的な部隊運用、

現場活動要員の増強、業務の高度化・専門化、財政規

模の拡大、現場到着時間の短縮などの消防広域化にお

けるメリットを最大限に生かすことができる市町村の

組み合わせとして、県域を一つとする消防広域化を推

進することとしております。

　次に、住宅用火災警報器の設置について、４の鰯の

アと４の鰯のイは関連いたしますので一括してお答え

いたします。

　平成16年に消防法の改正が行われ、住宅用火災警報

器の設置が義務づけられました。新築住宅について

は、平成18年６月１日着工分から、既存住宅について

は、平成23年５月31日までに設置が義務づけられてお

ります。県内の住宅用火災警報器の設置状況は、平成

22年12月現在で44.4％となっており、全国63.6％と比

較すると低い状況にあります。

　県としましては、住宅用火災警報器の普及啓発のた

め、ホームページや県広報誌への掲載、火災予防週間

における県内新聞への掲載及びシンポジウムの開催な

どを行っているところです。また、消防本部などが行

う戸別訪問や自治会等での説明に使用する資料の提供

などの支援も行い、引き続き市町村とも連携して、住

宅用火災警報器の設置率の向上に取り組んでまいりた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国の構想「こども

園」についての御質問の中の、施設、園児、保護者の

メリットについてお答えします。

　幼保一体化に向けてパートタイムや夜間の就労など

の入所の要件が緩和されれば、これらの家庭において

も保育サービスを選択できることがメリットになると

考えております。また、幼稚園と保育所の一体的な機

能を持ち合わせることで、発達年齢に応じた一貫した

方針に基づく教育・保育が可能になることや、年齢の

異なる児童が一緒に過ごす教育的効果が得られること

などが考えられます。

　次に、待機児童解消になり得るかについてお答えし

ます。

　国で検討されている「こども園」において、入所の

要件が緩和されますと、入所の機会が拡大されること

から、増大する保育サービスの受け皿の整備が必要と

なります。しかしながら、現在のところ、そのための

具体的な財源確保策などが示されていないことから、

待機児童解消につながるかどうか明らかでないため、

その動向を注視してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　再質問は順不同でさせていただき
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ますことを御了解ください。

　「こども園」の件ですけれども、午前中の島袋大議

員への部長の答弁が全体像が見えてきていないという

答弁であったんですが、あえてもう少しだけ聞かせて

いただきたいんですけれども、これは知事の答弁で幼

保一元化を目指すものであろうということで、そして

今後は幼保のサービス事業を提供できる、受け皿がで

きる、公的な幼保の施設、幼児教育というんですか公

的なものがなくなるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時２分休憩

　　　午後４時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　これは、今の国の

構想の中では段階的に踏んでいくということでござい

ますけれども、当面は幼稚園機能、保育園機能も残し

ながら、将来的には「こども園」ということですけれ

ども、その全体の「こども園」になったときの考え方

としては指定制度ということを考えておりまして、一

定の基準を設けてそれに客観的な基準を満たした施設

についてこれを財政措置をするということで、認可の

有無にかかわらず同じ財政措置の対象とするというふ

うなそういうイメージでもって、この指定をどこがす

るかとかその辺はまだ明確なことは設計上出てはおり

ませんが、そういう指定に基づいて財政的な措置を国

や県、それから地方公共団体、それから事業者それも

含んだ一体となった特別会計みたいなものをつくっ

て、そこから一括した交付金という形で財政措置を

やっていこうという全体の像のイメージとしてはそう

いう形になっていきます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　そのイメージですが、保育園は厚

労省いわゆる福祉、幼稚園は教育委員会、これが一元

化になって一つのものになる、担当も一つのものにな

る。特別会計になって今後のシミュレーションとして

先行きはまだ全体像はつかめないと言っているんです

けれども、早目にこれは把握をして沖縄県の実態に

合っているのかどうか、不満があればいち早くそれに

意見を申し述べるべきじゃないでしょうか。ここら辺

の対応を聞かせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　確かにイメージが

全体が見えないという部分はございますけれども、現

在の保育所、それから特徴としては、一番公立幼稚園

が全国と違う部分かなと思いますが、これがどういう

形で制度の中の位置づけにしていくか。それと財政支

援を受けられる部分と受けられない部分というのが構

想の中でも出てきますので、その中で現在ある認可外

保育施設も含めてどういう形でこの支援の対象に持っ

ていけるかという部分も含めて、教育関係も一緒に

なって行政、それから保育団体、それから当然実施主

体である市町村はもちろんですけれども、外部のそう

いう学識経験者等も含めたどんなふうにあるべきかと

いう議論を早急にやっていく必要があるというふうに

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　次に、進みます。

　消防行政についてですが、県全体では住宅用火災報

知器の設置状況は現在のところ44.4％ということであ

りますが、各市町村において一番普及率、設置率の高

いところと、一番低いところ、その２点を教えてくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時５分休憩

　　　午後４時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　大変申しわけないんで

すが、今市町村の個別のデータというのは持ち合わせ

ておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　普及率、設置率のいい自治体がど

ういう取り組みをしているのか、そして設置率の低い

ところがどういう状況なのか、それは知らなければい

けないんです。格差があるということがいけないん

じゃないか。それに対して中心としての県がしっかり

と指導していくというか、そのお手伝いをしなきゃい

けないと思っているんです。

　そしてちょっと苦言を呈するようですけれども、先

に質問取りにくればこんなこともできたんですよ。

さっき一回の質問で答えるような状況ができるわけで

すよ。こんなふうに一回も来ないで、そして資料があ

りませんというのは、ここら辺が次に我々は進めない

ですよ。ぜひ反省してもらいたい。我々与党であり、

知事を我々は一生懸命応援したんで、知事のこの公約

を推進するのに我々も責任持っていますよ。だからこ

そ、我々もしっかりとした資料を欲しいんです。質問

出したときには、そこら辺の連携をうまく我々ともと

ろうじゃないですか。それは別に通告外ですから、い

いですけれども。

　次に進みます。



－ 424 －

　信用保証協会のところでありますが……。

　議長、ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時８分休憩

　　　午後４時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○桑江　朝千夫君　中小零細企業の支援であります

が、これは平成21年に緊急総合経済対策というのが

――そのときは自公政権だったんですが――立てられ

て、これ以来若干ですが少しずつは好影響が出てきた

のか、効果があらわれているのかなという感じもある

というような議案説明の中でもあったんですが、これ

は平成21年の緊急総合経済対策についてではないんで

すけれども、ただこのときの施策は信用保証協会を軸

としてやっているわけですよね。現状を私は言ってい

るんです。90.2％の利用状況というんですか、しかし

保証をお願いしますと言って取り下げた412件に問題

があって、すべて受け入れなさい、保証してあげなさ

いというつもりは毛頭ありません。ただ、これは今

グッジョブ運動で、雇用をどう上げるか、そして景気

をよくするために設備投資を望んでいる。例えば運送

業者であればトラックをあと二、三台ふやしたい、ダ

ンプを四、五台ふやしたい。そういった設備投資、そ

れを普通であれば銀行でお願いする。だけど、銀行で

もっと大きなもの資金調達が必要だということで、部

長はこれはプロですからおわかりでしょうけれども、

銀行のほうが信用保証協会に保証してもらったらどう

ですか、これぐらいで借りたいけどそれで大丈夫です

よと言って持っていっても事前調査があるんですよ、

事前審査。それで無理やり取り下げさせているという

状況、これじゃないですか。もろもろの設備投資や雇

用にもかかわるので、私はもうしばらくこの保証協会

を軸とした対策を緩やかに銀行の貸し渋りというのに

目を光らせて久しいんですが、保証渋りというのがな

いようにもう少し事業を広げたい、雇用をふやした

い、ふやさなければならないという県の施策にも合致

しているのにその連携がとれてないような気がします

が、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　信用保証協会におけ

る審査業務は、県としては適切に行われているものと

認識しております。しかし、一部の案件については、

やはり例えば過剰な金額、保証申し込みの金額が多

かったり、返済能力に問題があったり、保証対象業務

にもともと合致しないなど要件を満たしてない申し込

みなどがあって、そういうものを整理していると適切

に信用保証承諾といいますか、協会は受け取ると、審

査は適切に行われていると我々は認識しております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　ですから、412件、取り下げたす

べてということじゃないんです。グレーゾーンがある

んですよ、グレーゾーン。もう少しですよ、審査パス

するのはという分を緩やかにしてくださいという要望

なんです。私だけじゃないです、経済、企業等いろん

なところから支援をもらっている我々ですから、いろ

んなところから苦情といいますか、困っているんだよ

と、なかなか保証してくれないと。銀行はいいと言っ

ているのに保証してくれないと、そんな苦情があるも

のですから、今回取り上げてみました。ぜひとも緩や

かに対処してもう少し経済に血を流すような、資金が

めぐるようなことをしていただきたい。県からも保証

協会にそう言ってはいかがでしょうか。

　そして続けて行きます。

　基地に絡む諸問題と商店街活性化、つまり泡瀬ゴル

フ場の跡地利用について一緒くたにして質問をさせて

いただきます。

　観光商工部では少し冷たいといいますか、法的には

商店調査、需要の調整はできないということでした。

もう少し我が沖縄市への影響、北谷への影響、近隣市

町村商業に関する影響というものに気を使っていただ

きたいと思っております。

　さて、土木建築部長からありました２月10日に行わ

れたこの広域調整会議においての資料を持っているん

ですが、北中城村自身の評価と県の評価が違うわけで

すね。上位計画との整合性では県はＣ、北中自身は自

分のところですからＡなんですね。交通機能による評

価も県はＣが多い。そして北中自身はＢ、こういった

状況なんですが、そのままの状況でＣのままでこれが

次に進むということもあるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　２月10日に広域調整

会議――第１回目ですね――やっておりまして、それ

には各関係機関、それから関係近隣市町村がメンバー

になっておりまして、今その会議の結果を踏まえて各

関係機関のほうへ文書による意見の照会をしている段

階でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　跡地利用のところから行きますけ

れども、これはスケジュールでいわゆる環境アセスと

か、交通渋滞とか、そういったものの環境に及ぼす交

通渋滞、特にそれに及ぼす影響等をかんがみて北中の

もので整合性を持たせる、動いていくわけですよ。こ
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れは跡地利用のモデルケースとして県全体でとらえる

かもしれませんが、「跡地利用施策の展開方策に関す

る検討委員会」においては、これは２月16日の資料を

見ているんですが、その中でまちづくりや地元企業へ

の影響、広域的な調整についても今後実務的な論点と

して示すべきであろうということです。この点から見

てこの跡地利用計画、そしてそこでイオンモールが進

出してくることによっての沖縄市近隣市町村への商業

の影響と、この検討委員会で示された論点との関連、

これはどう考えていきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時17分休憩

　　　午後４時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　調整ということなん

ですけれども、都市計画の面からも需給調整すべき

じゃないという観点はそれははっきりしています。

　ただ、私どものほうからは今の計画で言うと、交通

渋滞とかそれから自然環境とか、こっちにどういう影

響を与えるかという観点から、連絡会議でみんな議論

をしてその中で意見をまとめてそのままでいいのか、

あるいは見直すべきなのかということが示されていく

んじゃないかと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　都市計画決定、北中が目指してい

るのはいつですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　北中城では24年度の

新規事業としてやる意向でございますので、それまで

は恐らく都市計画決定は終わっていく必要があるん

じゃないかと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　それまでにこの泡瀬地区広域調整

において県が評価したＣというランクからＡにもって

いかなきゃいけないわけですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　基本的にといいます

か、Ｃのままではそのままの計画のとおりやることは

ちょっと困難であると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　Ａにならないといけないというこ

とですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　基本的にはＡになら

ないと――Ｂのほうの判断もありますけれども――私

どもはＡのほうの評価を期待しているといいますか、

基本的にはそういうことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　心配なのは、24年までがありき

で、もうＢでもしようがないかというようなことにな

らないでしょうねという確約を取りたいんですけれど

も。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　それは連絡調整会議

の中で、関係者の意見も総合的に判断することになる

ものだと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　知事に認識をしていただきたいん

です。この進出するイオンモールの規模ですね、相当

大きいですよ。どれだけ巨大か言いましょうね。サン

エー那覇メインプレイス、これはテナントも含めての

売り上げ目標額は180億です。そして進出するイオン

モールの売り上げ規模は429億です。2.5倍以上です

よ。そして沖縄市の胡屋地区、年間の売り上げ目標が

売り上げ規模が107億です。そしてシミュレーション

すると、その胡屋地区から102億円はそこに流出する

だろうと言われているんです。

　僕は、知事は大変音楽が好きだというふうなことは

知っています。しかも洋楽が好き、造詣が深い、いい

趣味を持っておられると思います。沖縄市胡屋にはラ

イブハウスとかいっぱいあるんです、小さいライブハ

ウス。彼らはこの沖縄市で、コザで、コザの特色を出

そうとして一生懸命なんです。今、彼らはもうけるた

めにやっているんじゃなくて、基地経済からの脱却を

しようとして努力をしているんですよ。外人相手じゃ

ない、地元の人たち、那覇から人も来てもらいたい。

我々の音楽を聞いて誘客をする努力をしているさな

か、こんな巨大なのが来たら、102億円といったらど

んな内容か想像にかたいでしょう。想像しやすいで

しょう。ぜひともＢではやらない。部長、Ｂでは進め

ないということをここで明言してもらいたい。

　そして我々は撤退してくださいと要望しているん

じゃないんですよ、沖縄市は。規模を縮小してもらい

たい、４割か３割でも規模を縮小してもらいたいとい

うお願いをしたいんです。それを仲介できるのは、知

事です、県です。先進例はあるんですが、時間の配分

を間違ってしまいました。ぜひとも知事、この認識を

持って我々の意向とするところを酌み取ってくださ

い。いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員の非常に熱意あふ
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れるお話を承りました。きょうのところはこのお話を

承らせてください。よくまた相談していきたいと考え

ています。

○桑江　朝千夫君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　こんにちは。

　南城市の嶺井光でございます。

　あさって３月４日、そして５日、６日の金・土・

日、琉球ゴルフクラブで女子プロゴルフの開幕戦があ

ります。ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナメ

ント。ぜひ県民の皆さんの多くの方々が観戦をして、

県出身選手を応援していただきたいなと思っておりま

す。ことしも宮里藍さん、美香さん、そして諸見里し

のぶさん、上原彩子さん、それにアマチュアからも４

名、南城市出身の与那覇未来ちゃん、そのほか３名出

ます。中でもことしは話題がありまして、このアマ

チュア４名の中の一人がうるま市の兼原小学校６年生

の新垣比菜ちゃん、この子が決勝トーナメントに出る

ということになると、史上最年少というふうなことに

なるようであります。ぜひみんなで応援したいもので

あります。

　それにしても、ほかの都道府県ではちょっと考えら

れないんじゃないかと思うのは、これだけ地元のトッ

ププロが４名もいるということ、これはやはりこの道

の人材育成がしっかり進んでいるなというあらわれだ

と思っております。私は常々、多様な人材育成、人づ

くりを基本にということでやってきておりますから、

どうぞ知事あるいはまた教育長、人づくり、人材育成

にはまた一段と、格段のお力添えをお願いしたいと

思っております。

　南城市に来たら、ぜひまた南城市の歴史・文化にも

触れていただきたいし、あるいは南城市の特産品もぜ

ひ味わっていただいて元気になっていただきたいと

思っております。南城市にはかつての軽便鉄道が通っ

ていた稲嶺地域に、「軽便駅かりゆし市」というのが

ありますね、農産物の直売所であります。あるいは

「花野果村」、また奥武島に行くと奥武のウミンチュ

のイマイユがあるし、モズクてんぷらがあるし、モズ

クそばがあります。ぜひ南城市をお訪ねいただければ

ありがたいなと思っております。

　それでは通告の質問に入ってまいります。

　まず、多様な人材の育成と文化の振興について。

　学校教育の充実についてであります。

　文部科学省は昨年、今後８年間で段階的に35人学級

に移行する教職員定数改善計画を発表しております。

そして、学級編制基準の根拠である標準法を小学校１

年生で35人学級とする改正を閣議決定しております。

既に実施している本県においてどのような影響がある

のか伺います。

　次に、教育事務所の見直しの件であります。

　学校教育は人格形成の基礎を培う重要な時期であ

り、教職員の資質の向上、研修、指導体制の充実を図

ることは行政の責務であります。県は、「新沖縄県行

財政改革プラン」のもと、島尻教育事務所を廃止し那

覇へ統合するとしております。教育事務所の統合が財

政課題の犠牲になることが間違いであり、適切な教育

環境を確保すべき立場から、将来に禍根を残すことに

なります。本県が真に自立を目指すなら、優秀な人材

をはぐくむことこそ重要な政策だと思っております。

　島尻教育事務所の那覇教育事務所への統合で地域へ

の説明、学校現場への説明をどのようになされている

か伺います。

　芋、スポーツの振興、青少年の健全育成について。

　本県は、冬場のスポーツキャンプ地として定着し、

プロ・アマを問わず多くの選手が冬場のトレーニング

に励んでおります。このような中、サッカーのＦＣ琉

球がＪリーグ昇格を目指しております。サッカーは人

気スポーツであり、スポーツの振興はもとより、本県

経済への波及効果も大きいものと考えております。さ

らに競技力の向上、青少年に夢を与えるものとしても

大いに期待できます。

　サッカーのＦＣ琉球がＪリーグに加盟を目指す課題

に対し県の取り組みを伺います。

　大きな２番、経済の振興について。

　茨、沖縄振興新法について。

　本県は地理的・歴史的に特性があり、全国一律の画

一的な制度では有益な発展を望めないものが多々ある

ことはこれまでの経緯から強く感じてきたところであ

ります。

　本県が地域の優位性を生かした産業を構築し、経済

自立するには新たな沖縄振興法で一国二制度の仕組み

をつくることが重要だと考えるが、取り組みを伺いま

す。

　芋、農林水産業の振興について。

　南部振興会の家畜競り市場移転事業は、糸満への移

設が進められており、その財源は現在の南部競り市場

の売却費を財源としております。競り市場は、畜産振

興はもとより本県経済の公益性からも大きく貢献をし

ております。現競り市場の跡地利用については、都市

計画法の面で課題があるようですが、本県経済の振興

を図る観点からも関係者から大きな期待をされており
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ます。県の指導助言が必要ですが、次の点を伺いま

す。

　南部家畜競り市場の移転事業に対し、県はどのよう

にかかわっているか。また、どのような支援ができる

か伺います。

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）による本県の農林水産

業等への影響について伺います。

　鰯、沖縄ウェルネス産業について。

　内閣府沖縄総合事務局が観光産業、ＩＴ産業に次ぐ

新たな産業の一つとして提案している沖縄ウェルネス

産業の可能性について、県の認識を伺います。

　ウェルネス産業を支える基盤整備の構築として、浦

添市において実施している「健康情報活用基盤構築実

証事業」の現状はどうか伺います。

　大きな３番、福祉政策について。

　学童保育の現状と課題、県の支援策について伺いま

す。

　障害者の就労支援策について県の取り組みを伺いま

す。

　大きな４番、陸上交通網・道路事業について。

　県道糸満与那原線の大里地域旧道部分の整備につい

ては、旧大里村の時代から大きな懸案事項でありまし

た。特に大里中学校付近の未整備箇所は、学校用地の

一部が個人所有地であることで交渉が難航した経緯が

あります。大里中学校は昭和23年の学制改革の際に、

地権者と十分な用地交渉がないまま、学校用地として

強制的に使用されてきたことから、個人用地のまま学

校用地として使用してきたためであります。幾度とな

く対応を協議してきたようであるが、地権者の意向が

受け入れられず、長年の課題となっておりました。

　このような中、地権者においては、学校として使用

されている現実や人材育成への観点から御英断され、

御理解をしていただき、学校用地として移転登記に応

じてもらえることとなりました。このことは道路整備

の足かせになっていたことから、県としても道路整備

は用地問題の解決が前提となっていたものでありま

す。したがって、このたびの用地問題の解決によっ

て、改良・整備ができる環境となったわけでありま

す。

　県道糸満与那原線（大里旧道地区）の整備促進につ

いて、今後の取り組みを伺います。

　「沖縄のみち自転車道」の整備促進と進瀧状況につ

いて伺います。

　那覇都市圏の渋滞解消策は、自家用車依存を減らす

施策が必要であると考えます。鉄軌道の再建敷設を戦

後処理対策の一環として取り組むことについて見解を

伺います。

　大きな５番、離島振興について。

　小規模離島の航空運賃を割引する社会実験が実施さ

れているが、定住条件等の改善策として船舶運賃につ

いても低減化を図る新たな仕組みの構築が必要と考え

るが、見解を伺います。

　次に、渡嘉敷国立沖縄青少年交流の家の存続につい

てであります。

　同施設は、沖縄戦における米軍の初上陸地でかつ集

団自決が行われた地、平和学習の場、また、全国27施

設の中の一つだが、唯一離島に立地しており、島周辺

海域は世界でも有数の美しいサンゴ礁があり、ラム

サール条約にも登録されております。風光明媚な景観

と豊かな自然を生かしたキャンプ、海洋研修が体験で

き、他の地域にはない離島の特殊性があります。した

がって、全国画一的な見地から判断をすべきではない

と考えます。国立沖縄青少年交流の家の存続につい

て、県の取り組みを伺います。

　我が党の代表質問との関連について。

　座喜味一幸議員の観光振興についての中で、付加価

値を高めるためのスポーツや文化などと連携した取り

組みに関連して伺います。

　キャンプ無料巡回バスの運行についてであります。

　プロ野球キャンプも２月いっぱいで終わりました。

今回は巨人軍の初めての県内キャンプ、あるいは県内

の選手を含め斎藤佑樹投手など人気選手の影響もあっ

て、県内外から多くの野球ファン、報道陣が来県され

ました。そこで、キャンプ見学の無料バス運行があり

ました。キャンプを盛り上げる、あるいは誘客をする

という面では積極的に取り組むことは結構ですが、反

面、ほかの輸送関連の関係者からは、予算の使い方に

疑問を指摘する声があります。

　けさの新聞にもこの効果あるいは課題等もありまし

たけれども、効果として新たなファンの拡大、あるい

は観光客の利便性の向上に寄与したというふうにある

んですけれども、私はあえてタクシーを使うという方

法を考えるべきじゃないかなということを提案したい

と思っております。というのは、タクシーだと運転手

さんといろんなコミュニケーションがとれます。沖縄

のこともいろんなお話ができる。沖縄の文化について

の会話もできる。そういうことで沖縄をしっかり理解

してもらう、知ってもらうという意味でもやはりタク

シー利用を何らかの形でできないものかということを

考えていただきたいなと思っております。

　そこで４点伺います。

　無料バスを運行することとなった経緯について。
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　無料バスの乗車率と県内・県外利用者の割合はどう

であったか。

　バス借り上げ予算の総額は幾らか。

　バス運行により影響を受けると思われるバス、タク

シー、レンタカー等の反応はどうか。

　よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嶺井光議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、多様な人材育成に係る御質問の中で、

ＦＣ琉球のＪリーグ加盟の課題等に係る御質問にお答

えいたします。

　ＦＣ琉球のＪリーグ加盟に関して、Ｊリーグから、

スタジアム改修日程の明確化や地元との連携体制の確

立などが課題として示されたと聞いております。改修

日程につきましては、現在、沖縄県総合運動公園陸上

競技場をＪ２規格適合施設とするための調査を実施中

であります。早期に日程を示せるよう取り組んでいる

ところでございます。地元との連携につきましては、

ＦＣ琉球や関係市町村、そして経済団体等との連携を

強化していく考えであります。課題の解決に向け、県

といたしましてもいろいろ取り組んでまいりたいと考

えているところでございます。

　次に、経済の振興に係る御質問の中で、一国二制度

の仕組みへの取り組みについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興の成果により社会資本の整備や

産業振興の面でかなりの進展を見ることができまし

た。一方で、沖縄は種々の特殊事情から、県民所得及

び雇用の問題、そして離島振興、基地、交通体系など

の重要課題を今なお抱えております。このことから、

沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律においては、

離島県ゆえの不利性を克服するとともに、一方で魅力

ある自然環境や独自の文化、そして豊富な若年労働

力、さらには東アジアの中心に位置する地理的優位性

などを最大限発揮できる施策を展開するため、国の責

務において全国一律とは異なる新たな法制度が必要で

あると考えております。

　新たな法律の制定に当たりましては、自立型経済の

構築に向けて競争力の高い税制優遇によります経済特

区、そして離島定住支援、交通・物流コストの抜本的

軽減などの制度を盛り込むことを求めてまいりたいと

考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは多様な人材の育

成と文化の振興についての御質問で、少人数学級につ

いてお答えいたします。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年

生について35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校の２年生から６年生及び中学校につ

いては、学級編制の標準を順次に改定することについ

て検討を行うこととしております。現在、本県の小学

校１・２年生で加配定数を活用し30人学級を実施して

いる少人数学級につきましては、平成23年度において

も引き続き実施してまいりたいと思います。

　今後の小学校、中学校の少人数学級に関する計画に

ついては、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を

踏まえ取り組んでまいります。

　次に、教育事務所の統合に関する説明についてお答

えいたします。

　教育事務所の見直し方針については、教育事務所長

会や市町村教育委員会教育委員・教育長研修会等にお

いて説明を行ったところであります。教育事務所の統

合については、事務事業の見直しの進瀧状況を踏まえ

て検討することとしており、その実施に当たっては市

町村教育委員会等への説明も行い、理解を得ながら進

めてまいりたいと考えております。

　次に、離島振興についての御質問で、国立沖縄青少

年交流の家存続についてお答えいたします。

　国立沖縄青少年交流の家は、国の施設として先導的

プログラムや指導者養成事業を実施するなど、その果

たしている役割は大きく、重要な施設であると認識し

ております。また、県内の小・中・高校生や大学、専

門学校など多くの県民等に活用され、青少年の健全育

成に大きく貢献しております。さらに、渡嘉敷村にお

いても船舶の利用などの経済効果や研修参加者がリ

ピーターとなるなど、同施設の存在は非常に大きいも

のがあります。平成19年12月の「独立行政法人整理合

理化計画」により、稼働率の低い施設については地域

の実情を考慮の上、廃止統合の対象とするとの方針に

対して、平成21年５月に県知事や渡嘉敷村長とともに

総務大臣や文部科学大臣、沖縄担当大臣等に直接、存

続の要請を行っております。また、平成21年11月の事

業仕分けにおいて、「自治体・民間移管」とされたこ

とに対し、平成22年３月に文部科学大臣、沖縄担当大

臣、行政刷新担当大臣あて、知事名で国の施設として

存続するよう文書で要請をしております。さらに、国

立青少年教育施設の存続について、平成22年５月の九
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州地方教育長協議会及び12月の全国教育長協議会にお

いて沖縄県教育委員会から強く要望した結果、決議が

なされ国への要請を行っております。

　県教育委員会としましては、今後とも全国教育長協

議会等や渡嘉敷村と連携して国立沖縄青少年交流の家

の国の施設としての存続に取り組んでいきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　経済の振興の中で、

家畜競り市場に対する支援についてお答えします。

　南部家畜市場につきましては、財団法人南部振興会

が昭和47年に開設した家畜市場であります。当該家畜

市場は、建築から39年が経過して老朽化が著しいこと

や、家畜取引頭数が増大し施設が手狭となっているこ

となどから整備が必要となっております。そのため、

県では平成21年度から畜産担い手育成総合整備事業に

より移転整備を進めているところであり、平成23年７

月に竣工の予定となっております。

　次に、ＴＰＰによる本県の農林水産業等への影響に

ついてお答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いてもさとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物な

どで影響が出ることが懸念されており、農林水産省が

示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響額

が約580億円、関連産業等への波及も含めると約1420

億円の影響が出るものと試算されます。そのため、県

では、国民の食料安全保障の確保と国内農業への影響

などの観点からＴＰＰ交渉に参加しないよう適切に対

応するとともに、農家が安心して生産に取り組めるよ

う、万全の対策について農業団体等と連携し、国に対

して強く要請したところであります。また、県内では

去る１月29日に「ＴＰＰ交渉への参加に反対する沖縄

県民大会」が開催されたほか、ＪＡ沖縄中央会による

「ＴＰＰ交渉参加反対署名活動」などの取り組みも実

施されているところであります。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し適切に対応してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　経済の振興について

の中の、沖縄ウェルネス産業の可能性についての御質

問にお答えします。

　沖縄総合事務局が昨年取りまとめた「沖縄地域経済

産業ビジョン」においては、沖縄独自の健康サービス

を生かした沖縄ウェルネス産業の可能性は高いとされ

ております。特に、国際医療交流の推進を重要な取り

組みと位置づけ、「万国医療津梁」が提言されており

ます。県においても、医療ツーリズムは本県の地域特

性を生かせる高付加価値で長期滞在型の新たな観光メ

ニューと認識しております。そのため、沖縄における

医療ツーリズムのあり方を検討し、その実現戦略を構

築するため「医療ツーリズム促進事業」を実施してお

ります。このほか、健康ビジネスの具体的な事業化を

図るため、沖縄エステティック・スパのブランド構築

に向けた「沖縄スパブランド構築促進事業」などを実

施し、沖縄ウェルネス関連産業の可能性に取り組んで

いるところであります。

　同じく経済の振興についての中の、浦添市が実施し

ている「健康情報活用基盤構築実証事業」についての

御質問にお答えします。

　「健康情報活用基盤構築実証事業」は、浦添市と総

務省・厚生労働省・経済産業省の連携により平成20年

度から22年度の３年間実施されている事業でありま

す。同事業は、個人の健康情報をネットワークを介し

て電子的に活用するための基盤を構築し実証すること

を目的としております。同事業について浦添市に確認

したところ、市民が家庭やフィットネスクラブなどで

個人の健康情報を常に確認できることによる健康に対

する意識の向上を初め、健康増進のための運動療法の

浸透、円滑な医療機関等との連携などが成果として挙

げられております。

　県としましても、県民の健康志向の高まりなど健康

サービス市場の拡大が期待できることから、健康サー

ビス産業をオキナワ型産業の重点産業として位置づけ

ているところであり、今後ともそのさらなる振興に努

めてまいりたいと考えております。

　我が党の代表質問との関連で、プロ野球キャンプ巡

回バスの実施経緯についての御質問にお答えします。

　プロ野球キャンプ巡回バスについては、12月補正予

算の沖縄観光力強化緊急対策事業の一環として実施し

ております。県においては、新たなファンの拡大や観

光客の利便性向上に寄与するものとして、プロ野球

キャンプ観光全体を盛り上げることを目的に実施して

おります。

　同じくキャンプ巡回バスの利用状況等についての御

質問にお答えします。
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　プロ野球キャンプ巡回バスの利用状況については、

２月27日までの集計で１万2949人が利用しており、乗

車率に換算すると全体で約23％、本島では約29％と

なっております。利用者が一番多かったのは各地で

オープン戦のあった２月13日の912人で、乗車率は約

52％、本島では約65％となっております。利用者割合

は、２月22日までのアンケート集計で、県外が約６

割、県内が４割となっております。

　同じく巡回バスの事業予算額についての御質問にお

答えします。

　県では、プロ野球キャンプ巡回バスの運行を含むプ

ロ野球キャンプ訪問観光促進調査業務として、約7400

万円を計上しております。同事業の委託先からは、事

業費の見積もりとしてバスの運行やラッピング、案内

所の運営経費として約5400万円が示されており、その

うち、バス運行経費については約1600万円となってお

ります。そのほか、バスの運行情報等を含むウエブサ

イトの構築経費やアンケート等の経費となっておりま

す。

　同じくタクシーや民間バス会社等の反応についての

御質問にお答えします。

　プロ野球キャンプ巡回バスについて、タクシー会社

やバス会社への意見照会は行っておりませんが、タク

シー運転手の方などから、バス運行によるタクシー利

用者への影響等についての意見が上がってきておりま

す。県においては、新たなファンの拡大や観光客の利

便性向上に寄与するものとして、プロ野球キャンプ観

光全体を盛り上げることを目的に実施している旨を説

明し理解を求めております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉政策について

の御質問の中の、学童保育の現状と課題、県の支援策

についてお答えします。

　県内の平成22年度の補助対象児童クラブ数は、現在

23市町村、215カ所となっております。放課後児童ク

ラブに対するニーズは高まっており、希望する子供す

べてが利用できないなどの多くの課題を抱えておりま

す。このため、「おきなわ子ども・子育てプラン」の

後期計画においては、平成21年度のクラブ194カ所を

平成26年度までに238カ所にふやす目標を掲げている

ところであり、希望する子供すべてがクラブを利用で

きるように市町村と連携し、クラブの設置を促進して

まいります。また、沖縄県は全国と比べて民立民営の

クラブが多いため、家賃等の負担により経営が厳しい

ことや、保育料が高いことなどが課題であると考えて

おります。そのため、民立民営クラブへの家賃等の助

成や税制優遇措置を初め、ひとり親家庭等への保育料

減免等の「新たな子育て支援制度」を国へ提案してい

るところであります。

　次に、障害者の就労支援策についてお答えします。

　県においては、授産事業所などの福祉的就労収入の

向上のため、「工賃倍増計画支援事業」や「工賃アッ

プサポーター事業」を行うとともに、就業面及び生活

面の相談等を通じて一体的に支援を行う「障害者就

業・生活支援センター事業」を実施しております。ま

た、就労移行支援事業所において一般企業への就労に

向けた支援が実施されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　陸上交通網・道路事

業についての御質問で、県道糸満与那原線大里地区の

旧道整備促進についてお答えいたします。

　糸満与那原線の大里中学校区間については、道路改

良事業で整備を予定していましたが、地元の合意が得

られず、また、公図訂正等が必要なことから事業を中

止したものであります。現在は生活用道路、通学路と

して使用されておりますが、歩道がないため整備する

必要性を十分認識しております。

　県としましては、歩行者の安全を確保する必要性か

ら、南城市や地元自治会と調整し適切な整備手法を検

討していきたいと考えております。

　同じく陸上交通網・道路事業についての御質問で、

「沖縄のみち自転車道」の整備促進と進瀧状況につい

てお答えいたします。

　「沖縄のみち自転車道」は、玉城を起点に知念、佐

敷、大里を経由し首里を終点とする延長25.1キロメー

トルであり、自転車交通の安全確保や地域活性化、観

光振興等を目的に整備を行っております。平成２年度

から整備に着手し、平成22年度末での完成予定延長は

15.5キロメートル、進瀧率は61.7％となっておりま

す。平成14年には玉城、佐敷地区の9.2キロメートル

について供用開始しており、残りの6.3キロメートル

について現在、供用開始の手続を進めているところで

あります。

　今後も、関係地権者や市町村、「沖縄のみち自転車

道利用促進連絡会」等の協力を得ながら、早期完成と

利用促進に取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。
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　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　陸上交通網・道路事業に

ついての御質問の中で、鉄軌道導入への取り組みにつ

いてお答えいたします。

　他の都道府県では、戦後間もなく焼失した鉄道が国

により復旧されたにもかかわらず、沖縄戦で壊滅した

沖縄県営鉄道は復旧が行われず、本県は基幹的な公共

交通として鉄道を有さない唯一の県となっておりま

す。北部圏域を含めた沖縄本島の均衡ある発展のため

には、鉄道等を含む基幹的な公共交通システムの整備

が必要でありますが、その整備には膨大な費用が発生

することから、特例的な制度の提言要望を行っている

ところであります。

　次に、離島振興についての御質問の中で、船舶運賃

低減化の新たな仕組みについてお答えします。

　離島の定住条件を改善し振興を図るためには、離島

住民の交通コストの軽減は重要な課題であると認識し

ており、現在、国に対して船賃及び航空運賃の低減に

係る新たな制度の構築を要望しているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　ちょっと順序を変えていきたいと思

います。

　まず土木建築部長、この県道糸満与那原線、過去に

改良事業を入れてやったんだけれども地主の合意が得

られなかった。これは先ほども申し上げましたよう

に、いきさつがあって地主さんの合意が得られなかっ

たというのは理解しております。長年かけて地主の合

意を得るために、南城市の合併前から大里村の担当者

の皆さんが努力をしてきた。中には、地主の方で南米

に住んでいらっしゃる方もいるんですよ。そういうと

ころまで当時の職員が出向いてこのことを訴えて理解

をしてもらって御英断があったということなんです。

そういう意味ではちゃんとした改良の見通しをぜひ示

してもらいたいという思いで今回取り上げております

から、さっき答弁のありました適切な整備手法でとい

うお話ですけれども、もう少し具体的にどういう改良

ができるのか示してもらいたいんですけれども、どう

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この地区につきまし

ては、先ほど答弁しましたように、地主の皆さんの合

意を得たということは承知しております。それで、今

後の作業としまして公図の修正が必要になりますと。

そのために我々は公図の修正が終われば用地買収をし

て事業に入るわけですけれども、当該の今の道路状

況、課題、今、そこは主に通学路になっているという

こともありまして、歩道がなくて子供たちの通学が危

険であるという状況を聞いておりますので、また整備

方法につきましては地元の南城市、それから当然地元

の地区の皆さんとの意見交換といいますか、そこの意

見を聞きながら整備手法について、どういう整備をす

べきかということについて調整をしていきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　前に改良工事を入れた、ところが地

権者の合意が得られなくてできなかった。今回合意が

得られた。この道路改良はもともと計画があった。と

いうことは、整備図面もあるはずなんですよ。そうい

う意味では、このもとやろうとしていた方向でまずは

整備に臨んでいくという姿勢を県は持つべきじゃない

かなと思うんですが、この辺はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路整備につきまし

ては、この周辺の道路の整備状況、それからこの地区

の課題、そういったものを踏まえて、整備のやり方に

ついて地元とよく相談しながらやっていきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　職員とちょっと調整はさせていただ

きました。なぜそこまで申し上げるかというと、やは

り当初、計画をしていた道路構造に基づいた改良をぜ

ひやってもらいたいというのが要望ですから、それを

受けとめてぜひ部長には取り組んでもらいたいと思う

んです。どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　その以前にあったも

のも含めて整備手法の一つとして、地元の皆さんと提

案しながら相談して決めていきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　教育長に伺います。

　島尻教育事務所、去年の６月、９月の定例会でも

私、申し上げました。やはりきめ細かな教育指導、あ

るいは先生方の研修の場、こういうのを企画して島尻

教育事務所は頑張っております。先生方もこういう企

画に応じて資質の向上に取り組んで教育をやってい

る。この場所がなくなるというのは、島尻地域、ある

いは県全体の教育の質の低下につながっていくという

ふうに危惧しているんですよ。だからぜひ存続しても

らいたいと思っておりますけれども、まずは地域の意
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向をどのようにとらえているのか。さっきの答弁で

は、学校現場の意向もお願いしたんですが、これは答

弁がありませんでした。学校現場はどういうふうに考

え方をとらえるのか、これも含めてお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　今、教育事務所の見直し

につきましては、教育事務所長会、それから市町村教

育委員会教育委員、それから教育長研修会等で説明を

したところでございます。学校に対しては、必要に応

じてまたこれから対応していきたいと思っておりま

す。

　この教育事務所の見直しにつきましては、前にもお

話ししましたけれども、地方分権の進展に伴って市町

村の主体的な教育行政を推進していくためのものとし

て私たちは事務事業の見直しをしているところでござ

いまして、その統合につきましては、事務事業の見直

しの進瀧状況を踏まえて検討していきたいと。今、島

尻を那覇に統合するとか廃止をするとかいうものでは

なくて、そういう流れの中で島尻も那覇も地理的なも

のとか、それから那覇市が中核都市へ移行するなど、

指導業務が那覇市は単独で行うとか、そういう状況を

踏まえてそういう検討の一つに入るということで、

今、検討を進めているところでございます。

　その実施に当たりましては、やはり市町村教育委員

会、それから関係機関等に十分に説明を行って理解を

得て進めてまいりたいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　教育長、これは私は個人的にも各市

町村の教育委員会を回ってきました。あるいは先生方

もなるべく多くの方からこのことについてどうなのか

ということを聞いてきました。ところが、各市町村の

皆さんのお話は、このことをまだよく知らないという

ふうなレベルなんですよ。これは去年の５月の時期に

教育長決裁として教育事務所の見直しという方針が出

た。私はたまたま手に入ったものだから、こんなこと

いかぬなと思って今、動いていますけれどもね。学校

の先生方ももう９割９分、こんなことをしちゃいかぬ

というふうな思いなんですよ。市町村の教育委員会の

皆さんもほとんど同じです。これは行財政改革も必要

ではありますけれども、やはり教育から手を引くとい

うのは、私は絶対あってはならないというふうに考え

ておりますから、本当に慎重に扱っていただきたいと

いうふうに思っております。これはぜひ知事にも御理

解いただきたいと思っています。知事の県政運営の説

明の中にもありました。沖縄の未来を担う多様な人材

育成、これに向けた教育の振興をしていくんだという

知事のお話を聞いて、大変期待をしておりますけれど

も、そういう中でこういう教育事務所の統合というの

は、知事の政策に逆行するものじゃないかというふう

に私はとらえるんですね。やはり人材こそ最大の資源

だという思いからしますと、ぜひ財政改革の波に教育

がのまれることがないように知事の御配慮をお願いし

たいんですけれども、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かにこの大きな流れで行

財政改革というのはどうしても進めていかないと、新

しい行政ニーズに対応が難しくなる。そして一方で

我々はまた24年から始まる沖縄振興などなどの大きな

流れの中で、やっぱり一つ一つ改革すべきは改革しと

いうのはどうしても要ると思うんです。それで、今の

教育事務所の統合につきましては、少し教育委員会

と、そして教育庁と意見交換をいまひとつやらせてく

ださい。きょうのところはこの答弁でひとつよろしく

お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　これは市町村教育委員会との協議と

いうのは絶対的にやらないといけないと思っておりま

すから、ぜひお願いをしたいと思っております。

　次に、離島振興の中で、国立沖縄青少年交流の家の

存続についてなんですけれども、これは教育長から答

弁いただきましたが、離島振興というところに私あえ

て入れたのは、所見で述べましたけれども、これは社

会教育だけの問題ではなくて、やはり離島を存続させ

る意味でも大いに活用して発展させなくてはならない

件だと思っているんですよ。

　稼働率の問題で今こういう問題に直面しているわけ

ですから、稼働率を野外活動、あるいはキャンプ場の

使用とかこういうものも稼働率に入れるべきだと。と

いうのは、宿泊しか稼働率に入ってないということを

聞きました。あえて離島地域にあるのは全国27ある施

設の中でこの１軒だけですから、こういう特殊性とい

うのもしっかり認識をしていただいて主張して、離島

振興の面から教育委員会だけじゃなくて、その立場か

らもぜひ頑張っていただきたいんですけれども、いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この件も教育長と一緒に

なって我々は文科省に既に何回か行ってまいりまし

た。おっしゃったように宿泊日数の中にキャンプの日

数、屋外活動を入れる・入れないというテクニカルな

部分はありますが、これも確かに我々から見ても、こ
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れは長い戦後というか日本復帰前後からの床次先生を

初めとするいろんなこれは歴史があります。ちょっと

これも教育委員会といいますか教育長ともう少し意見

交換させてください。私もこれはぜひ存続すべきであ

ると思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　無料バスの件なんですけれども、タ

クシーの関係者から指摘があるという答弁がありまし

たけれども、これは観光客を誘客するというのは結構

なんですけれども、やはり経済効果という面では足ま

で運んであげるということは、私はちょっとやり過ぎ

じゃないかなというふうに考えております。やはりタ

クシー、路線バス、あるいは高速バス等もありますか

ら、こういう経済効果が発揮できるような方策をぜひ

考えていただきたいと思っておりますが、来年に向け

ていかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今回は実験的に実施

しておりまして、タクシー業界と十分詰めてなかった

ところがありまして、ただ、次年度は予算化してなく

て今白紙状態です。ただ、今後、アンケートなどを一

応とっておりますので、その効果とかいろんな意見も

踏まえて次回どうするかというのはいろんなところと

御相談しながら詰めていきたいなというふうに思って

おります。

○嶺井　　光君　やることはいいことですから続けて

ください。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

　　　〔中川京貴君登壇〕

○中川　京貴君　皆さん、大変御苦労さまです。

　自由民主党の中川京貴でございます。

　一般質問を通告しておりますが、その前に所見を述

べて質問していきたいと思います。

　またしても、皆さん、きのうの卒業式、嘉手納基地

周辺の騒音被害、爆音被害で地元の高校、また学校の

卒業式に被害があったという、きょう琉球新報の新聞

記事に出ていたとおりであります。

　晴れやかな高校生の卒業の中で、こういった基地被

害、騒音被害が起きました。少しばかり読ませていた

だきたいと思います。「嘉手納基地に駐留する原子力

空母ジョージ・ワシントンの艦載機ＦＡ18スーパー

ホーネット５機が１日午前、地元の要請を無視し、卒

業式の最中に相次いで滑走路を飛び立った。騒音は嘉

手納高校など基地周辺の学校に鳴り響き、卒業式を妨

害した。」。騒音は100デシベルを超していたそうで

す。「嘉手納基地では現在、有事を想定した即応訓練

が行われている。（中略）嘉手納町は卒業式前日の２

月28日に同基地に対して卒業式当日の航空機の発着の

中止を申し入れていた」そうです。しかしながら、日

ごろから言うよき隣人という米軍は、自分たちの任務

を遂行し、地域の卒業式を全然気にしなかったという

ことであります。

　しかしながら、そういった厳しい状況の中でも嘉手

納町教育委員会は、子供たちのために去る２月20日

――少しばかり御紹介したいと思います――日曜日

に、嘉手納町教育委員会では学力向上対策推進の一環

として、児童生徒、保護者を対象に松岡修造氏の教育

講演会を実施されました。今、子供たちのために何を

すべきかを検討し、生涯スポーツを通して実践に基づ

いた体験談やその経験を生かし、子供たちの今後の活

動、意識の高揚に役立てるための貴重な意見がいただ

ける講演でした。

　1995年のウィンブルドンでの日本人男子として62年

ぶりとなるベスト８進出を果たすなど、日本を代表す

るトップテニスプレーヤーとして活躍、その後世界を

目指すジュニアのためにトップジュニアキャンプを開

催したり、子供から上級者まで楽しめるテニスクリ

ニックを全国で展開しております。

　嘉手納町の真喜屋教育長を初め教育委員会の皆さん

や徳里直樹ＰＴＡ会長を中心に、1300名以上の会場あ

ふれんばかりの熱気の中で教育講演が始まった。演題

は「本気になればすべてが変わる」。高校受験を控え

た中学３年生からの不安や悩みの相談、友達同士のけ

んかや親子の対立、部活での悩み、世界で活躍するた

めの条件など会場から子供たちの意見がどんどん出

て、一つ一つ丁寧に、悩んでいる子供たちのために、

子供たちの目線で答える松岡修造講演、その講演には

感動と感謝の気持ちでいっぱいでした。

　ぜひ沖縄県教育委員会も子供たちの立場で、子供た

ちの目線で教育問題解決に取り組めるよう期待いたし

ます。

　それでは、一般質問に入ります。

　１、米軍基地問題について。

　２月16日午前10時30分ごろ、米空軍嘉手納基地第18

航空団と第353特殊作戦群の兵士６人が、県や基地周

辺自治体の中止要請を押し切り、４年ぶりに同基地内

でパラシュート降下訓練を強行した。同訓練は、平成

８年のＳＡＣＯ（日米特別行動委員会）最終報告で、

伊江島補助飛行場での実施が合意されている。防衛省

や外務省によると、今回の訓練も伊江島補助飛行場で

行うべき降下訓練が悪天候で制約され、例外的に実施
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するという。平成19年に嘉手納基地で訓練を実施した

際も、例外的措置と認めれば米軍の都合が優先され、

同基地での訓練が通常化する、嘉手納町及び周辺自治

体議会が強い反対の声を上げたにもかかわらず、再び

強行に踏み切ったことは、地域住民の声を全く無視し

た姿勢・行為であり、断じて容認できない。

　嘉手納基地は、通常でも航空機の訓練、離着陸及び

エンジン調整のすさまじい爆音被害により住民の我慢

は極度に達している。

　最新鋭ステルス戦闘機Ｆ22Ａラプターの通常化など

外来機の訓練も激化するなど、米軍再編による負担軽

減はされていません。逆に、嘉手納基地の機能は確実

に強化されており、地域住民は怒りと不安に駆られて

います。

　茨、基地の整理縮小・負担軽減について。

　芋、米空軍嘉手納基地航空機騒音被害について。

　鰯、嘉手納基地内パラシュート降下訓練について。

　允、仲井眞知事は、嘉手納飛行場の基地被害はもち

ろん、沖縄県の基地問題をどのように解決していくの

か。

　印、仲井眞知事訪米について。

　２、米軍基地返還跡地プログラムについて。

　茨、基地返還後の跡利用、地主が使用できるまでの

日数は。

　芋、課題と解決に向けての取り組みについて。

　鰯、基地返還後の農地転用の件数及び農業委員会の

取り組みについて。

　允、返還後の農地の地目変更が自動的に原野または

宅地として地主が利用できないか。

　３、道路行政について。

　道路は人々の生活に最も密接な社会資本であり、地

域社会の生活基盤として非常に重要な役割を持ってお

ります。したがって、本県の道路行政においても県民

からの要望や期待にこたえることは当然のことなが

ら、村道、町道、県道、国道と地域住民の生活道路、

一般道路など、今後整備すべき課題が山積しており、

経済の自立を目指す上でも、地域振興を支援する基盤

整備としても本県における道路整備は重要な課題であ

ります。

　そこで質問いたします。

　茨、中城村泊浜原線拡幅道路改良事業について。

　芋、国道329号を58号並みに整備し、中部地域の道

路の質の向上をどう考えているか。

　鰯、本年度の主な道路事業について伺いたい。

　４、新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整備

について。

　茨、西原町・中城村・北中城村は、本島中部地域の

中で整備計画がおくれているように思われる。浦添西

原線の道路の整備、西原町の小波津川（二級河川）の

拡幅の進瀧状況はどうか。

　芋、県は、沖縄市東部地域との融合をどのように進

めているのか。

　鰯、県の観光資源の整備で東部地域にスポーツイベ

ント等の誘致が必要だと思うが、県の認識は。

　允、県のマリン・タウンのホテル用地にホテルを誘

致するために、サッカー場やゴルフ場、マリンスポー

ツ、コンサート等の活用はどうか。

　印、県は、農業・工業の計画的立地と振興をどう推

進しているのかお伺いします。

　５、福祉行政について。

　茨、子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌ワクチン接

種事業について。

　芋、子宮頸がんワクチンの予定件数、予算、今後の

取り組みについて。

　６、公安委員会について。

　茨、防犯アドバイザー支援要員を配置し、防犯啓発

活動（実績・成果）について。

　７、公務員改革について。

　市町村においては、職員採用に関する規則に基づ

き、第４条の職員の採用は、競争試験によるものとす

る。ただし、特別の考慮を必要とする場合は、競争試

験以外の能力の実証に基づく試験、選考方法による採

用ができるとありますが、本県において、その選考を

適用した採用があるのか。また、特別職員としての競

争試験以外での採用はあるのかお伺いしたいと思いま

す。

　茨、県職員における選考採用の実績はあるか。

　芋、警察官における選考採用または特別採用の実績

はあるか。

　８、教育行政について。

　茨、学校教育現場における安心・安全の取り組みに

ついて。

　芋、通学路の街灯設置について県の見解は。

　沖縄市東中学校の通学路付近において事件・事故が

発生しております。また、沖縄市東中学に通う生徒に

おいても深夜徘回、喫煙問題などが多発しており、そ

の多くがそういった街灯のない場所で行われており、

生徒の非行化を拡大、助長させている。その実態があ

ると思われますが、沖縄市東中学の通学路には街灯が

極端に少なく、周囲一帯がさとうきび畑のため、子供

たちの安全が守られていない。

　こういった状況を改善しようと、ＰＴＡなどで夜間
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見回り活動を行っているが、時間帯的にも活動にも限

界があり、残念なことに効果が思うように出ていませ

ん。学童の非行や学童の犯罪を防止し未然に防ぐため

に、県民・市民が安心・安全に暮らせる地域づくりを

強力に推進するために教育委員会はどのように取り組

むべきですか。

　ア、沖縄市東中学校周辺地域における犯罪の発生状

況について。

　イ、沖縄市東中学校通学路への街灯設置について。

　ウ、沖縄市東中学校周辺への監視カメラの設置につ

いて。

　私は、資源も産業も少ない沖縄県に教育で人的資源

をつくり、人材育成が将来の沖縄県の産業の活性化、

豊かなまちづくりの基盤となる最も重要な施策として

推進していかなければならないと思います。

　沖縄県において次代を担う人材育成にあらゆる支援

事業を展開しており、その成果が沖縄県の産業の発

展、活性化に貢献されるものだと期待しております

が、その受け皿として教員、県職員としてのスポーツ

枠の特別採用、選考採用ができないか質問いたしま

す。

　鰯、本県における教員採用試験について。

　ア、一部試験免除者数の今後の取り組みについて。

　イ、選考採用試験について。

　ウ、スポーツ枠の中での採用は可能か。

　９、我が党の代表質問との関連については質問いた

しません。

　答弁を聞いて再質問をしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　中川京貴議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、米軍基地問題に係る御質問の中で、訪

米についての御質問にお答えいたします。

　私は、これまで２度の訪米を行い沖縄の実情を訴え

てまいりましたが、平成21年９月以降の県内の諸状

況、そして米軍基地負担軽減部会の開催、軍転協の要

請などを踏まえまして、改めて訪米の時期及び活動内

容につきまして検討することといたしております。

　アメリカ政府や連邦議会などの関係機関に沖縄県の

実情を訴え、理解と協力を求めることは、沖縄の基地

問題の解決を進める上で重要であります。来年度、効

果的な訪米が実施できるよう検討を進めていきたいと

考えております。

　次に、道路行政に係る御質問の中で、今年度の主な

道路事業についての御質問にお答えいたします。

　国直轄事業につきましては、沖縄西海岸道路などの

整備を進めており、沈埋トンネルを含む那覇西道路は

ことし７月ごろの供用開始を予定いたしております。

また、那覇空港自動車道小禄道路は、平成23年度の新

規事業化が決定いたしております。

　県事業につきましては、伊良部大橋の早期完成を目

指すとともに、宜野湾北中城線などの整備を推進して

まいります。また、南部東道路は平成23年度から本格

的に事業着手をしてまいります。

　今後とも交通渋滞の緩和と地域経済の活性化を図る

ため、幹線道路ネットワークの構築に鋭意取り組んで

まいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、基地の整理縮小、負担軽減、基地問

題の解決について、１の茨と１の允は関連いたします

ので一括してお答えいたします。

　県は、これまで軍転協や渉外知事会等とも連携し、

訪米を含むあらゆる機会を通じて騒音を初めとする基

地負担の軽減や米軍基地の整理縮小を求めてきまし

た。昨年９月には沖縄政策協議会のもとに米軍基地負

担軽減部会が設置され、沖縄の基地負担の軽減に向け

た議論が行われているところであります。また、今後

取り組む総合的安全保障の研究の中で、基地問題の解

決促進に向けた効果的な方策について検討してまいり

たいと考えております。

　次に、嘉手納飛行場でのパラシュート訓練について

お答えいたします。

　県は、県民の生命、生活及び財産を守る立場から、

米軍を初め関係機関に対し嘉手納飛行場でのパラ

シュート降下訓練の中止を強く要請してきました。そ

れにもかかわらず米軍が同訓練を実施したことは、周

辺住民を初め県民に多大な不安を与えるものであり、

まことに遺憾であります。

　県としましては、パラシュート降下訓練はＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、今後とも嘉手納飛行場において実施すること

がないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　米軍基地問題につい
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ての御質問の中で、嘉手納基地航空機騒音被害につい

てお答えいたします。

　平成21年度の航空機騒音測定結果では、嘉手納飛行

場周辺測定局におきまして、環境基準の評価指標とし

ているＷ値、いわゆるうるささ指数で見ますと、最高

が北谷町砂辺局で87を示すなど、15測定局中９局で環

境基準を超過しております。また、１日当たりの騒音

発生回数も前年度と比較して15測定局中９局で増加し

ております。

　このようなことから、嘉手納飛行場の航空機騒音に

関しては、依然として周辺住民の生活環境に大きな影

響を与えていると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　米軍基地返還跡地プログ

ラムについての御質問の中で、跡地利用における事業

期間及び課題についてお答えします。２の茨と２の芋

は関連いたしますので一括して答弁させていただきま

す。

　返還から事業完了までの期間は、これまでの実績か

ら約14年を要しております。事業期間はおおむね跡地

面積に比例することから、今後返還が予定される普天

間飛行場等の大規模な返還跡地についてはさらに事業

期間の長期化が予測されること、また、それにより土

地を使用できない期間を増大させ、地権者に不利益を

与えることなどが課題となっております。そのため、

県では、新たな法律においては、事業期間短縮のため

の返還前の基地内立入調査の確実な実施、汚染等に関

する原状回復措置の徹底、さらに公共事業箇所では給

付金支給期間を使用収益開始までとする制度などを求

めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　米軍基地返還跡地プ

ログラムについての中で、基地返還後の農地転用の件

数及び農業委員会の取り組み並びに農地の地目変更に

ついて、関連しますので一括してお答えします。

　昭和36年から平成21年３月31日までに返還された軍

用地は、１万2313ヘクタールとなっております。

　基地返還後の農地転用件数については、転用された

土地が申請書類上軍用地であったかどうか明らかでな

いため、詳細を把握することは困難であります。

　基地を返還する場合は、軍転特措法第７条の規定に

基づき原状回復することとなっておりますが、現状と

して接収前の土地の状況にかかわりなく、ほとんどが

更地の状態で返還されています。

　返還後の跡地利用については、地権者や地域住民の

意向を踏まえ、市町村において都市計画区域や農用地

区域などとして利用計画を定めることとなっておりま

す。市町村の利用計画で農用地区域として設定された

返還地の農地を宅地等に転用する場合には、一般の農

地同様、農地法の規定が適用されることとなっており

ます。このため、市町村農業委員会においては、農地

法の転用基準に基づき審査や現地調査を行い、意見を

付して県知事に進達し、県知事が許可をすることとな

ります。

　また、転用許可後の地目の変更についても、一般の

農地同様、許可指令書に示された条件に基づき変更の

手続を行うこととなります。

　次に、新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整

備についての中で、農林水産業の計画的な振興につい

てお答えします。

　県では、農林水産業の振興を図るため、亜熱帯の地

域特性を生かして農林水産業振興計画に基づき、定

時・定量・定品質の出荷が可能な拠点産地の育成によ

るおきなわブランドの確立と生産供給体制の強化、輸

送コストの低減や地産地消など流通・販売・加工対策

の強化、経営感覚にすぐれた担い手の育成や新規就農

者の育成・確保、省力化・低コスト化に向けた農林水

産技術の開発・普及、農業用水源の確保やかんがい施

設の整備など亜熱帯・島嶼性に適合した農林水産業の

基盤整備など、７つの柱を基本として各種施策・事業

に取り組んでいるところであります。

　今後とも、農林水産業の振興を図るため諸施策を推

進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　道路行政についての

御質問で、泊浜原線道路改良事業についてお答えいた

します。

　中城村泊浜原線は、国道329号を起点として伊舎堂

地区を通過する中城村道であり、中城村からことし１

月に国庫補助事業としての整備が可能か相談を受けて

いるところであります。

　国庫補助事業として採択されるためには、中城村が

策定する具体的な道路整備計画等の資料が必要であ

り、県としましては、村から計画等が提出された時点

で内容を精査し、検討していきたいと考えておりま

す。
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　同じく道路行政についての御質問で、中部地域の国

道329号の整備についてお答えいたします。

　国道329号は、沖縄本島を南北に走り、はしご道路

を構成する縦軸の幹線道路であり、中部地域では、石

川バイパスの延長約８キロメートルが平成16年３月に

供用されているとともに、現在、コザ十字路の拡幅整

備が進められております。また、現在、南風原バイパ

スや与那原バイパスの延長約７キロメートルの整備が

進められております。

　県としましては、引き続き国と連携し、整備を促進

してまいります。

　次に、新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整

備についての御質問で、浦添西原線の進瀧状況につい

てお答えいたします。

　浦添西原線は、東海岸のマリン・タウン地区から坂

田交差点を経由し、西海岸の浦添市港川へ至る主要幹

線道路であります。事業区間の中で、マリン・タウン

地区から国道329号までの区間の平成22年度末進瀧率

は95％であり、平成24年度の供用を目指しておりま

す。

　国道329号から坂田交差点の区間については、平成

21年度において事業化を図ったところであり、平成23

年度からは、モノレール関連事業として浦添警察署前

の1.5キロメートルの事業化を予定しております。

　また、国道58号城間から沖縄西海岸道路浦添北道路

までの港川道路の平成22年度末の進瀧率は53％であ

り、平成26年度の供用を目指しております。

　今後とも、浦添西原線は、はしご道路の横軸幹線と

して重要な役割を担っていることから、早期整備に向

け鋭意取り組んでまいります。

　同じく新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整

備についての御質問で、小波津川河川改修工事の進瀧

状況についてお答えいたします。

　小波津川の整備につきましては、平成17年度から用

地買収に着手し、平成20年度に浸水被害が多発してい

る平園地区の暫定掘削を行っております。また、平成

21年度は、国道329号から下流側の護岸整備と暫定掘

削を行い、平成22年度は小波津川橋のかけかえ工事に

着手したところであり、平成25年度までに河口部から

国道329号までの整備をおおむね完了させる予定であ

ります。

　同じく新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整

備についての御質問で、西原町から沖縄市東部地域ま

での社会資本整備についてお答えいたします。

　西原町から沖縄市東部までの本島東部地域について

は、産業拠点やレクリエーション拠点の形成が進めら

れており、東海岸と西海岸との人流・物流の効率化の

観点から、浦添西原線や宜野湾北中城線等の東西幹線

道路の整備を推進するとともに、地域のまちづくりと

一体となった小波津川等の整備を推進しているところ

であります。

　現在策定中の「沖縄21世紀ビジョン」基本計画にお

いても、引き続き産業振興等を支援する道路の整備や

多自然川づくりなどを推進していくこととしておりま

す。

　同じく新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本整

備についての御質問で、マリン・タウンへのホテル誘

致のためのイベント等の活用についてお答えいたしま

す。

　マリン・タウン地区においては、多目的広場、ビー

チ等が整備されており、これらの施設を利用したビー

チバレー等のスポーツイベントや音楽コンサート等、

多くの参加者が集う各種イベントが開催されておりま

す。

　今後とも同地区内や近隣地域で開催されるイベント

等に積極的に協力するとともに、マリーナ等の施設整

備を行い、マリン・タウン地区の魅力を高め、ホテル

の誘致につなげていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　新沖縄振興計画と本

島東部地域の社会資本の整備についての中の、東部地

域のスポーツイベント誘致についての御質問にお答え

します。

　沖縄県としては、スポーツ観光について、本県の地

域特性を生かせる長期滞在型の新たな観光メニューと

認識しております。そのため、今年度、沖縄に適合し

たスポーツ観光のあり方について、公募による実証事

業を行いながら調査検討しているところであります。

　本島東部地域における実証事業としては、南城市で

のサイクリングイベントや西原町でのビーチイベン

ト、海中道路をコースに組み込んだサイクリングイベ

ントを支援しております。

　県としては、現在検討中の沖縄に適合したスポーツ

観光のあり方調査の結果や各市町村の意向等も踏まえ

ながら、本県の多様な地域でのスポーツ観光の振興を

図っていきたいと考えております。

　同じく新沖縄振興計画と本島東部地域の社会資本の

整備についての中の、工業の計画的立地と振興につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄県では、本島中部地域の中城湾港新港地区を沖
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縄県唯一の工業用地として174.9ヘクタールを整備

し、立地している企業は127社、雇用者数は約2700人

となっております。

　現在、新たな工業用地のための整備計画はありませ

んが、中城湾港新港地区は、工業技術センターを中核

として沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター

やトロピカルテクノセンターが立地するなど沖縄県東

部の工業拠点地域となっております。

　沖縄県としては、今後とも中城湾港新港地区への企

業立地を促進し、沖縄県の工業振興の拠点地域として

の発展を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、子宮頸がんワクチン等についてお答

えします。

　国は、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小

児用肺炎球菌ワクチンについて定期接種化に向けた検

討を行うこととしております。その間、これらの予防

接種を促進するため、補正予算で「子宮頸がん等ワク

チン接種緊急促進臨時特例交付金」が措置されたとこ

ろであります。

　公費負担については、予防接種法の趣旨を踏まえ接

種費用の９割を助成することとなっており、その負担

割合は国２分の１、市町村２分の１で、市町村負担分

については地方交付税措置されることとなっておりま

す。

　県としては、同交付金により基金を設置し、基金が

適切に執行できる体制づくりを図ることとしておりま

す。

　次に、子宮頸がんワクチンの予定件数、予算、今後

の取り組みについてお答えします。

　平成22年11月の調査では、県内で子宮頸がんワクチ

ンの接種対象者とされる中学１年生から高校１年の女

子は、３万3685人であります。

　市町村に対して補助する同ワクチンの予算額は、約

５億141万円であります。県内の市町村においては、

本年１月からは３市町が事業を開始しており、平成23

年度からはすべての市町村で開始されることとなって

おります。

　県としては、市町村及び医療機関との連携を図りな

がら、新聞広告やポスターにより県民に広く広報して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　公安委員会に関する御

質問の中で、まず防犯アドバイザー支援要員の活動実

績と成果についてお答えいたします。

　県警察におきましては、犯罪を抑止して、安全で安

心して暮らせる沖縄県を目指し、各種広報啓発活動や

防犯パトロール活動を実施するために、「安全・安心

推進事業」といたしまして、平成21年10月から１年

間、延べ38名の女性を含む防犯アドバイザー支援要員

50名を採用し、県内14警察署において配置、運用して

きたところであります。

　支援要員につきましては、自転車盗、オートバイ

盗、車上ねらい等の街頭犯罪の抑止、子供・女性の安

全確保、振り込め詐欺の防止等を図るため、街頭犯罪

多発地域や通学路、公園付近における青色回転灯装着

車両によるパトロール及び金融機関のＡＴＭ機周辺で

の防犯呼びかけ、防犯チラシ配布等の活動を推進いた

しました。

　一方、平成22年中における刑法犯認知件数は１万

2887件で、対前年比マイナス851件となり、８年連続

で犯罪が減少しております。

　特に、車上ねらいや自転車盗につきましては合わせ

て2170件の認知件数で、対前年比マイナス457件と減

少率が高く、また、子供や女性を被害者とする強制わ

いせつ事案につきましても60件で、対前年比マイナス

６件、振り込め詐欺については12件で、対前年比マイ

ナス41件と大幅な減少が見られるなど、支援要員の活

動が犯罪総量の抑止に大きく寄与したものと考えてお

ります。

　したがいまして、支援要員の運用につきましては、

新年度におきましても県警察の重点事業として推進し

ていく所存であります。

　次に、公務員改革に関する御質問の中で、警察官の

選考採用または特別採用の採用実績についてお答えい

たします。

　まず初めに、選考採用についてでありますが、県警

察では、専門的知識や技能を有している者を対象に選

考採用を行っております。

　過去５年間の採用実績は、平成19年度に警察用航空

機の操縦士２名を、また、平成22年度には結婚、出

産、介護等の理由によりやむなく警察官を退職した者

を再び警察官として採用する再採用制度により１名を

採用しており、計３名となっております。

　次に、特別採用の採用実績についてお答えいたしま

す。

　県警察では、平成10年度から競争試験の中で、柔道
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と剣道の取得段位や各種大会での成績等一定の条件を

付した武道指導区分という特別採用を行っておりま

す。

　これは、警察官は、現場において犯人の制圧・逮捕

等の職務執行を行うことから、他の公務員に比べ気

力・体力がより必要であるため、柔道や剣道の技能に

秀でた人材を採用して武道指導者として育成し、その

武道指導者が他のすべての警察官に柔道や剣道の指導

を行うことにより、警察官の気力・体力を錬成すると

ともに、警察武道の技能水準を高めていくことを目的

とした採用制度であります。

　なお、過去５年間の採用実績は、柔道６名、剣道６

名の計12名となっております。

　次に、教育行政に関する御質問の中で、沖縄東中学

校周辺地域における犯罪の発生状況についてお答えい

たします。

　沖縄東中学校を管轄する沖縄警察署泡瀬交番管内の

平成22年中の刑法犯認知件数は394件で、前年に比べ

22件増加しております。また、沖縄東中学校から半径

500メートル以内の地域における刑法犯認知件数は33

件で、前年に比べ10件増加となっております。

　沖縄東中学校の周辺につきましては、平成８年の開

校当時は、電照菊栽培が行われておりましたが、現在

ではさとうきび畑が多くなり、夜間は暗く、人通りも

少ない環境となっております。

　このような環境は、女性や子供をねらった犯罪が発

生しやすい傾向にあることから、県警察におきまして

は、地域の安全・安心の確保に向けパトロールカーで

の警ら活動の強化を初め地域ボランティア団体、関係

機関と連携を密にして犯罪の未然防止に努めていると

ころでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　公務員改革に関する質問

のうち、県職員の選考採用の実績についてお答えいた

します。

　知事部局職員の選考採用につきましては、獣医師や

保健師等、法令に定める資格を必要とする職を対象と

して行っているところであります。

　今年度の実績は、平成22年７月に獣医師及び保健師

の選考試験を実施し、獣医師４名、保健師８名を合格

者としたところであります。そのほかには、民間企業

等で培われた経験やノウハウを持った意欲ある人材を

確保するため、民間企業等経験者採用試験を平成10年

度から14年度にかけて実施し、５年間で合計26名を採

用した実績があります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、学校における安全の取り組みについて

お答えいたします。

　子供たちが安全・安心な環境で学校生活が送れるよ

う、学校における安全確保を図ることは極めて重要な

ことだと考えております。

　各学校では、子供たちの安全対策として地域安全

マップの作成、案内板の設置、教職員による声かけ対

策や校内巡視等学校独自の危機管理マニュアルを作成

し、緊急時の連絡体制の整備等の充実を図っておりま

す。地域では、「地域の子は地域で守る」との観点か

ら、ＰＴＡや地域ボランティア及び関係機関が連携

し、「安全パトロール隊」や「スクールガード隊」を

組織するとともに、県警による「子ども110番の家」

の設置など児童生徒の安全確保に努めているところで

あります。

　県教育委員会としましては、今後ともＰＴＡを初め

地域や警察、関係機関等と連携し、地域ぐるみの学校

安全体制の充実を図り、児童生徒の安全確保に努めて

まいります。

　次に、街灯設置についてお答えいたします。

　通学路における街灯の設置は、児童生徒及び地域住

民の安全確保の上で必要なことだと考えております。

　県教育委員会としましては、市町村教育委員会及び

各学校へ安全確保のための通知文を発送し、通学路を

含めた安全点検や地域の安全マップ作成等による児童

生徒の危険予測、危機回避能力等の向上を図るなど事

件・事故の未然防止に努めております。

　なお、沖縄東中学校周辺における街灯設置について

は、児童生徒の安全を確保する上で沖縄市教育委員会

と情報交換をしてまいりたいと考えております。

　次に、監視カメラの設置についてお答えいたしま

す。

　監視カメラを設置することは、犯罪の抑止や早期解

決、プライバシー侵害の問題等さまざまな意見がある

と認識しております。学校周辺への監視カメラの設置

については、その必要性を含め、設置者である市町村

等が中心となり検討されるものと考えております。

　県教育委員会としましては、児童生徒が安全・安心

な環境で学校生活が送れるよう、学校や地域における

安全確保を図ることは極めて重要なことだと考えてお

ります。現在、沖縄市教育委員会から申し入れ等はあ
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りませんが、今後、同教育委員会から要望等があれ

ば、どのような対応ができるか情報交換をしてまいり

たいと思います。

　次に、一部試験免除者数の今後の取り組みと教員候

補者選考試験について、８の鰯アと８の鰯イは関連し

ますので一括してお答えいたします。

　教員候補者選考試験は、人間性豊かで教科等の専門

的知識・技能を有し、実践的指導力のある教員を選考

する視点で実施しております。

　今後、大幅な教員の採用が見込まれることから、教

員候補者選考試験の受験年齢制限の撤廃に向けて取り

組みます。平成23年度実施の教員候補者選考試験にお

いては、応募者数の大幅な増が見込まれることから、

受験年齢制限を45歳まで引き上げ、受験年齢の撤廃に

つきましては、平成23年度の実施状況を踏まえ早目に

判断していきたいと思います。幅広い年齢の受験者を

見込むことにより、量及び質の両面ですぐれた教員や

多様な人材、他の職業等で豊富な経験と技量を持った

優秀な社会人や職業人、これまで長期間臨任をしてい

る指導力のある教員などの確保を目指していきたいと

思います。

　それとともに、長期間にわたり臨任をしている指導

力のある教員を確保するために設けられた「教職経験

による選考」と、中学校の技術と高校の水産に限定し

た「社会人を対象とした選考」についての一部試験免

除は、平成23年度から廃止いたします。「教職経験に

よる選考」による一部試験免除の廃止については、推

薦、選考基準が明確に示されていないと受験者や学校

現場から不満があること、大幅な採用の増加で小学校

において申請者全員が合格するなど教員の質の確保に

問題があること、小・中・高校等の校種によって一部

免除合格者の数の差が大きく、制度自体に不公平感が

出ること、臨任経験者から免除よりも年齢撤廃の要望

が多いことなどがあります。

　「社会人を対象とした選考」による一部試験免除の

廃止については、中学校の技術と高校の水産に限定し

た選考であるため、すべての校種や教科に拡大するこ

とが求められております。また、民間企業での豊富な

経験等を有する幅広い人材の確保を目指すためであり

ます。

　県教育委員会としましては、教員候補者選考試験の

受験年齢の制限の撤廃に向けて取り組み、豊富な経験

と技量を持った優秀な社会人や職業人を初め臨時的任

用の受験者が選考試験を受験できる機会を拡大し、本

県の教育を担う専門的知識や技能、実践的指導力のあ

る優秀な教員の確保に努めてまいります。

　次に、スポーツ枠での採用についてお答えいたしま

す。

　本県の教員候補者選考試験においては、「スポーツ

分野での技能や実績による選考」を設け、スポーツ・

芸術分野で秀でた技能・実績を持つ者及び指導者の一

部試験を免除することとなっております。「スポーツ

分野」における一部試験免除対象者は、中・高校保健

体育の受験者で秀でた技能・実績を持ち、大学等に在

学中または社会人として国際的規模の競技会、オリン

ピック、世界選手権等に日本代表として出場した者及

び指導者となっております。また、「芸術分野」にお

ける一部試験免除対象者は、音楽、美術の芸術分野に

おいて秀でた技能・実績を持ち、大学等に在学中また

は社会人として国際レベルのコンクール、展覧会等で

優秀な成績をおさめた者及び指導者となっておりま

す。

　なお、これまでに「スポーツ分野での技能や実績に

よる選考」で一部試験を免除された人数は、平成21年

度で２名、平成22年度で１名となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、中川京貴君の再質問は休憩

後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後６時７分休憩

　　　午後６時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き中川京貴君の再質問を行います。

　中川京貴君。

○中川　京貴君　それでは再質問したいと思います。

　米軍基地問題について、知事、政府が言う沖縄県の

基地負担軽減は名ばかりで、特に嘉手納基地の外来機

による騒音被害が目立ち、基地負担の軽減が全くされ

ていない。やはり知事が訪米をして、その爆音被害の

状況また訓練のあり方について、地元の司令官ではや

はり米軍本部からの任務であって、その訓練について

も権限がないと思っております。ぜひ、知事がそう

いった理論武装をして、そして数字で被害の状況をア

メリカ政府に要請してはいかがかと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時30分休憩

　　　午後６時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに普天間それから嘉手

納についての騒音というのはひどいというのは、我々
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も認識いたしております。そして、これは政府の政策

協議会の中の負担軽減部会でも、先日、これは１月の

20何日かの日米合同委員会でも決めたようなんです

が、防衛大臣からの説明で、訓練をある程度県外へ移

す、外来機を入れないというような、ある部分、明ら

かに移したというのがわかるような形で騒音被害を減

らすというのを実行に移すことに決めたと。これは横

田の司令官も沖縄に見えたときに話しておりましたの

で、ある種の取り決めが最近できておりますが、これ

は我々のほうは結果を見ないとよくわからんというこ

とで申し上げております。

　そういうことを一つ一つやってはいるんですが、

おっしゃったように、この際アメリカへ行ったとき

に、司令官の担当範囲というのがあるんで、それを超

える部分というのはどうにもならんというお話がある

ようですから、アメリカで直接説明したほうがいいん

じゃないかという点は、ひとつお話として受けとめさ

せていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　この騒音問題は、前にも下地文化環

境部長の答弁の中でも、基地所在市町村じゃない場

所、例えば那覇でも35件、浦添でも５件、そしてほか

の市町村に向けても騒音被害があったという答弁があ

りました。やはりそういった騒音被害は、もちろん知

事が要請をしながら解決に向けるのが一番いいんです

が、その前に知事、防音工事。自民党の時代は、昭和

53年から56年そして58年、引き上げてきたんですよ。

これも平成14年の１月17日まで自民党政権、公明党政

権のときには引き上げて防音工事の措置がされており

ます。しかしながら、民主党政権になってもこの防音

工事の予算が何ひとつ出されていないんです。

　ですから、ぜひ知事が政府に要請するときも、この

平成14年の１月17日からできるように、防音工事の告

示日の見直しを撤廃をしていただきたい。そして、も

うほとんど14年の建物については防音工事は完了して

いると思うんです。14年以降の75デシベルの建物につ

いて防音工事ができますよと、該当しますよという建

物については、新築並行で市街区分もできるように要

請していただきたいと思います。知事、コメントをお

願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県におきましては、今

議員のおっしゃるとおり、現在対象地区外で騒音被害

が起きているということを大変重く見ておりまして、

軍転協とも連携しながら、住宅防音工事の対象区域の

拡大、それから区域指定告示後に建築された住宅も防

音工事の対象とするなど騒音対策の強化拡充を求めて

いるところであります。

○中川　京貴君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時34分休憩

　　　午後６時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　中川京貴君。

○中川　京貴君　３番の道路行政において、中城村泊

浜原線拡幅改良事業についての再質問をしたいと思い

ます。

　まず質問する前に、土木建築部長、実は、この中城

村の道路整備については、もう十数年中城村のほうで

企業の皆さんが道路整備をしていただきたいという要

請がありました、これはたしか平成11年から17年、20

年と。知事のほうにもちょっと資料を提供してあるん

ですが、これがなかなか中城村の予算で整備ができな

かったんです。その理由は、どうしてもこの道路整備

については予算がかかるし、財政的にも厳しいと。１

年前に中城の浜田村長とも相談しながら、県にはそう

いった予算ないですかということで、いろいろそのメ

ニューを探しておりました。しかしながら、県もなか

なかそういう予算がないということで、そして、こと

しの１月でしたか、県の職員が、国土交通省の予算、

ここにありますけれども、（資料を掲示）　社会資本

整備総合交付金――これは沖縄総合事務局が窓口なん

ですが――で市町村の道路整備ができるというメ

ニューを探して、これはことしからスタートしたんで

す。

　そういった意味では、去年、おととしはそういった

予算がありませんでしたので、このメニューで中城村

の道路整備ができないかということなんです。ただ問

題は、やはり中城村から地主、権利者のクリアしなけ

ればいけない問題がありますけれども、その問題をク

リアしてきた場合、県の対応、今後の取り組みについ

てお聞かせ願いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　議員の質問の中にあ

りましたが、これは確かに市町村の事業につきまして

は補助事業ということでありまして、各路線一本一本

についてのビー・バイ・シーが問われておりました。

しかし、これでありますとどうも地方道については非

常に採択が難しいというのがありまして、先ほどあり

ました社会資本整備交付金というのが、最近そういう

メニューが出てまいりました。これは一本一本の

ビー・バイ・シーを問うんじゃなくて、パッケージと
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して周辺の道路整備のいろいろ効果とか、そういった

もので一つの固まり、パッケージとしてやれば採択で

きる、ハードルが低くなったといいますか、採択しや

すくなっておりますので、中城村のほうからそういっ

たもので相談があれば、私どもとしては適切に対応し

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　これは御承知のように平成17年、中

城村企業協力会、建築工業部会企業会からもう10年に

わたってその要請があって、私は、日ごろから埋立事

業、いろんな区画整理事業をしながら企業を誘致し、

雇用対策、失業対策するのもいいんですけれども、昔

からそこで頑張っている企業の皆さん方の支援を県は

取り組んでいただきたいと、これは要望申し上げてお

きたいと思います。

　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時38分休憩

　　　午後６時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○中川　京貴君　４番の茨、今後の浦添西原線の道路

整備を今部長のほうで答弁いただきました。ぜひこの

小波津川も含めて平成25年までに整備を完了したい

と、また、イベントとかそういったものも積極的に県

も取り組んでいきたいという答弁でありましたので、

それを進めていただきたいと思います。

　７番目の公務員改革の芋について再質問します。

　警察官における特別採用の柔道、剣道に空手を加え

ることができないか。本部長、よろしくお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　警察官は、他の一般の

公務員の方に比べて、気力・体力をより必要とされる

職業でございます。したがいまして、学生のときにそ

ういった気力・体力を培う各種スポーツをやった方と

いうのは、採用ということに関しましては、警察に

とって大変有用であるというふうに考えております。

実際、一般の警察官採用試験の実績を見ましても、空

手や古武道といったものの有段者だけでも12名を過去

５年間で採用しておりますほか、選抜高校野球の優勝

メンバーでありますとか、あるいはウインドサーフィ

ンのボードセーリングの全日本学生選手権の準優勝者

といった各スポーツ界においてすばらしい成果を上げ

た学生も採用してきております。

　私個人も沖縄に着任して以来、琉球空手のけいこを

始めまして、日々その魅力に引き寄せられつつあると

いう状況でございますけれども、今議員から御質問の

ありました、特に空手を特別採用というふうにするこ

とにつきましては、現時点では、そのようなことをす

ぐに始めるということは考えておりません。考えてお

りませんけれども、空手を初めとするいろんな武道、

そういったものは、やはり道をある程度きわめた者に

自然と備わってくるさわやかな物腰でありますとか、

あるいは明朗な受け答え、態度といったものは、警察

官の一般の採用試験における面接のときにおきまし

て、警察官としての資質や適性、能力を見きわめる上

で大いに参考にさせていただきたいというふうに思っ

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　こんなすばらしい答弁を聞いたのは

初めてであります。

　本部長、ぜひ140万県民の生命と安全を守る立場、

大変危険な厳しい業務ではあるんですが、しかしなが

ら、犯人の逮捕に当たり警官みずから自分の命は自分

で守らんといけないと。そういった意味では、逮捕術

の中に柔道と剣道を入れて体を鍛えていると思いま

す。ぜひ空手を入れて、県民の生命・安全を守ってい

ただきたいと思います。本部長に要望を申し上げて、

この質問を終わりたいと思います。

　先ほど公安委員会の答弁の中でありましたが、防犯

アドバイザー支援要員を配置した結果、８年連続で犯

罪が減少したと。しかし、沖縄市東中学校周辺におい

ては犯罪が増加しております。その対策について、教

育長、先ほど市町村教育委員会とも相談しながら子供

たちの安全対策を考えていきたいという答弁がありま

したけれども、防犯灯ももちろんそうですが、この監

視カメラについても、やはり教育長から沖縄市のほう

に子供たちの安全対策の必要性がありますよという要

望ができないかをお聞かせ願います。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　児童生徒の安全を確保す

ることは大変重要なことであると思いますので、監視

カメラについても沖縄市教育委員会と――プライバ

シーとかいろいろありますけれども――情報交換をし

て、子供たちの安全確保について努めてまいりたいと

思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　やはり子供たちの安全・安心を守る

ために、地域で犯罪が起きていると。沖縄市のほうに

はその要請が出ているそうでありますから、ぜひ教育

長、それに向けて教育委員会で取り組んでいただきた

いと思います。
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　８の鰯、選考採用試験について、県の職員の採用試

験についてお伺いしたいと思います。

　先ほど選考採用についてありましたが、できたらそ

の定義についてお伺いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　県の試験というのは、原

則として競争試験でございます。専門的な職の任用な

どとか出てきますと、人事委員会の定める職というの

がございまして、人事委員会の承認があった場合につ

いては選考で採用することができます。

　選考採用というのは、例えば獣医師、保健師など、

法令に定める資格を有する者を対象とするなど、受験

資格者が少し限定されている点が競争試験と異なるも

のでございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　部長、今これは人事委員会の答弁を

しておりましたが、この人事委員会の中で、私も資料

を持っておりますが、選考により採用することができ

る職ということで36の項目があります。その項目の中

で、恐らく選考採用をしているんだろうなと。

　４月から文化観光スポーツ部が設置されスタートす

ると思いますが、その部も選考採用で部長を選任する

と思うんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　そのとおりでございま

す。

　これは人事委員会の規則の別表にございますけれど

も、行政職給料表の適用を受ける職員のうち、組織上

の職が主査またはこれに相当する職以上の職、これに

ついては選考で採用できるということになっておりま

す。その関係で今回、文化観光スポーツ部の新しい部

長は、今のところ選考で採用する予定でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　教育委員会にもう一つ、公務員採用

と一緒ですので。

　先ほど教育長、選考採用で学校の先生方も採用して

いると、今度臨時職員もいますので、ぜひその臨時職

員の中からも、剣道、柔道、サッカー等スポーツにた

けた臨時職員をされている方々も採用していただきた

いと思いますが、教育長の見解をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　本県の教員候補者選考試

験におきましては、スポーツ分野での技能や実績によ

る選考を設けております。そこで、スポーツ等に秀で

た技能・実績を持つ指導者を一部試験を免除すること

となっておりますので、それを活用していただいて、

またはそれに基づいて優秀なスポーツにたけている

方々を採用してまいりたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　ただいま答弁を聞いたとおり、警察

官も教職も選考採用、もしくは特別枠というんです

か、柔道、剣道、そういった採用があります。しか

し、県職員においてはその選考採用しかないと。そこ

にはスポーツの部分がありません。ぜひ副知事、ここ

の中に文化・観光・スポーツも入れた専門技術員とい

うことで入れることができませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　お答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向けて県民の総

意、英知を結集しなきゃならない中で、時代を切り開

くような、例えばそのスポーツ、文化も含めて、そう

いう才能・技能を持った人材をいかに確保するかとい

うのが重要な課題になってくると思っております。

　こういう人材をどういう形で県の職員として活用す

るのか、あるいはおっしゃいますように選考採用する

のかにつきまして、整理すべき課題はありますもの

の、前向きに検討する必要があるというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　知事は、これまで代表質問、一般質

問で、スポーツは沖縄県においても大変経済効果があ

ると、スポーツ観光を推進をしていかなければいけな

いということでありました。

　そういった意味では、その受け皿をつくっていただ

きたい。例えば、今度野球のキャンプがありました。

また、サッカーの試合からバスケット、その専門職を

県の職員として採用をして、コーディネートをするよ

うな形、きのうでしたか玉城満議員が文化、いろんな

イベントのお話をしていたように、県の職員にもそう

いったコーディネートができる専門職、スポーツも観

光も含めたそういう受け皿をつくって採用していただ

きたいと思います。もう一度副知事、答弁お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　今御提案のありましたス

ポーツ専門家の選考採用につきましては、課題等を整

理した上で検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　皆さん、こんばんは。
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　非常にやりづらいです。

　最終質問者かつ一般質問の最終日でございますの

で、皆様のお顔を見ると言わずと知れず早く終わって

ほしい、執行部の皆様方もそういう思いだと思いま

す。そういう空気を察知する佐喜真淳でございます。

しかし、意を決して、孤立無援状態のこの一般質問を

精いっぱい皆様方から与えられた65分使っていきたい

ということも申し上げながら、通告に従いまして一般

質問を行いたいと思います。

　まず、普天間飛行場返還・跡地利用計画、そして米

軍施設についてでございますが、仲井眞弘多知事は、

普天間飛行場の移設先は県外へと政府に対して明確に

要求をなされました。この２月定例議会においても県

外移設の方針を述べられました。しかし一方では、政

府・民主党は、日米両政府で合意された辺野古移設の

姿勢を変えることもなく、県と政府の双方の方針は平

行線のままでございます。大きな乖離がございます。

　また、2006年、安全保障協議委員会でのいわゆる２

プラス２での確認で、「再編実施のための日米のロー

ドマップ」では、普天間の返還は2014年と示されてお

ります。沖縄県と宜野湾市の共同で制作した普天間飛

行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画では、返還

の最低でも３年から４年前に跡地利用計画を策定する

必要があるとされております。それらすべてが順調に

進んでいるのであれば、計画は既に作成されていなけ

ればなりません。

　そこでお伺いいたします。

　茨、普天間返還の進瀧状況と、返還ロードマップな

ど政府との協議で従前と変更された事項があるのかお

伺いいたします。

　芋、普天間飛行場返還跡地計画の進瀧状況と計画策

定最終年度はどのようになっているのかお伺いいたし

ます。

　鰯、円滑な跡地利用を行うために国に対して新たな

法制度を提案されているが、その実現見通しと課題・

問題点は何かお伺いいたします。

　允、瑞慶覧病院（海軍病院）の建築の進瀧状況と同

施設との連携事業はどのようになっているのかお伺い

いたします。

　次に、宜野湾市大山地域仮設避難港についてお伺い

いたします。

　茨、仮設避難港の現状はどのようになっているの

か。また、国とどのような協議がなされているのかお

伺いいたします。

　芋、宜野湾市が同地域の開発を計画し、過去３回計

画変更がなされました。現在、宜野湾市とどのような

調整をなされているのか御説明をお願いいたします。

　次に、宜野湾高校への通信制導入についてお伺いい

たします。

　通信制導入は、学校関係者や保護者などのさらなる

理解を得るため導入延期がなされました。しかし、教

育委員会の担当部局は、関係者各位の理解を得るため

に今日までさまざまな努力をなされたと思います。

　そこでお伺いいたします。

　茨、通信制との併設についての学校関係者、保護

者、地域のコンセンサスは得ているのか。また、今後

の取り組みとしてどのようなことを考えているのかお

伺いいたします。

　芋、第二体育館建設の進瀧状況と完成予定はいつに

なっているのかお伺いいたします。

　続きまして、尖閣諸島問題についてお伺いいたしま

す。

　同問題を初めロシアとの北方領土の問題などが表面

化し、主権国家としての日本の地位や信用などが急速

に低下しております。

　そもそも政府は、外交・防衛などしっかりとした国

家戦略のもと、気概と信念を持って国民生活を守らな

ければなりません。しかし、現在の民主党政権は、む

しろ国民に不安と不信を与えるだけではなく、このよ

うな大切な問題を置き去りにし、党内的な権力争いに

終始していると言わざるを得ません。

　尖閣の問題にしても、ビデオの公開、中国人船長の

釈放・不起訴問題、石垣市長上陸拒否問題など、沖縄

県民にとっても許しがたい政府の対応と言っても私は

過言ではないと思っております。

　そこで知事にお伺いいたします。

　茨、海上保安庁の元職員によるビデオの公開を沖縄

県知事としてどう考えているかお伺いいたします。

　芋、同問題が起こってから今日まで、県はどのよう

な対応・対策を行ったのか。政府、海上保安庁、地元

など具体的にお示しをいただきたいと思います。

　鰯、石垣市の中山市長が、魚釣島へ固定資産税調査

のための上陸を政府に対して要請いたしましたが、政

府は市長の要請を認めなかった。沖縄県知事として政

府の対応についてどのように考えているのか、所見を

述べていただきたいと思います。

　允、尖閣諸島を中国の領有権と主張する「世界華人

保釣連盟」がことし１月２日に結成されました。こと

し６月には、1000隻とも言われる船が尖閣諸島周辺を

航行する計画があるという情報もございます。場合に

よっては上陸をするという可能性もございますので、

私どもは心配をしております。県の対応をお伺いいた
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します。

　次に、新エネルギー導入の取り組み状況についてお

伺いいたします。

　茨、太陽光発電の県内への普及率と他府県との比較

はどのようになっているのかお伺いいたします。

　芋、政府の太陽光発電補助金制度が終了するが、さ

らなる普及に向けて県独自の取り組みをすべきと考え

るが、県の方針はどのようになっているのかお伺いい

たします。

　鰯、ＥＶ車（電気自動車）レンタカーが昨年の10月

13日、全国で初めて導入され、ことしはさらに県内レ

ンタカー３社が２月１日に220台導入いたしました。

観光立県沖縄の構築に向けて明るい材料だと考える

が、今後の県の取り組みと展望をお伺いいたします。

　６、福祉・医療政策についてお伺いいたします。

　茨、がん対策推進基本条例制定に向けての取り組み

として何が重要で、どのような手続をとる予定なの

か。そしてまた、制定はいつごろに予定しているのか

お伺いいたします。

　芋、患者・家族会が望む相談窓口の設置になってい

るのか、現状と活用状況をお伺いいたします。

　鰯、高齢者肺炎球菌ワクチン接種の効果についてお

伺いし、また、今後の方針はどのようになっているの

かお伺いいたします。

　允、中部病院の７対１看護体制が実現することに

よっての病院職員と患者双方のメリットと、財政的な

影響はどのようになっているのかお伺いいたします。

　最後に、我が党の代表質問との関連で、池間淳議員

の代表質問の中で、県経済の振興について、「沖縄21

世紀ビジョン」についてお伺いいたします。おおむね

2030年の沖縄のあるべき姿の沖縄像としてのビジョン

と考えるが、普天間飛行場返還が2014年に返還という

日米合意の返還がおくれた場合、その影響をどのよう

にとらえているのかお伺いいたします。

　同じく池間淳議員の質問で、在沖米軍用地の県外在

住者の購入について、当局は、県外あるいは外国人の

実数をつかんでいるのか。また、今後、具体的な対策

として制度が必要だと思うが、どう対応していくのか

お伺いいたします。

　新垣哲司議員の質問の中で、普天間飛行場移設問題

の代表質問の中で、普天間周辺の学校移転について、

宜野湾市とその件について協議をなされた経緯がある

のか。なければ、今後そのような予定があるのか御説

明のほどお願い申し上げます。

　あと、事前に代表質問との関連で、観光振興につい

て、座喜味一幸議員の医療ツーリズムについては、後

ほど海軍病院のところで質問させていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

　答弁によって再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　佐喜真淳議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、普天間飛行場返還・跡地計画と米軍施

設についてという御質問の中で、新たな法制度提案の

実現見通しについてという御質問にお答えいたしま

す。

　跡地利用に関する新たな法律の制定につきまして

は、昨年９月に政府に対し要請を行いましたが、大臣

等から前向きに検討したいとの回答をいただいたとこ

ろでございます。現在、制度の詳細につきまして国と

の協議を行っているところでありますが、県の要請し

た内容が新たな法律に盛り込まれるよう鋭意取り組ん

でまいる所存でございます。

　次に、尖閣諸島問題についての御質問の中で、海上

保安庁元職員のビデオ公開についてという御質問につ

いてお答えいたします。

　尖閣周辺の中国漁船衝突事件に関する海上保安庁職

員によるビデオ流出につきましては、報道を通して承

知いたしております。

　沖縄県といたしましては、国の職員による情報流出

につきまして意見を申し上げる立場にはありません

が、情報については適切に管理を行う必要があり、公

務員の守秘義務は当然に遵守されるべきものであると

考えております。

　同じく尖閣諸島問題に係る御質問の中で、これまで

の県の対応いかんという御質問にお答えいたします。

　中国漁船衝突事件を受けて沖縄県といたしまして

は、昨年10月２日に馬淵沖縄及び北方担当大臣に、そ

して10月14日に菅内閣総理大臣、仙谷内閣官房長官、

そして前原外務大臣等に、さらにまた本年１月21日に

枝野沖縄及び北方担当大臣へ、県民の生命財産や漁業

を初めとする諸権利が侵害されることのないよう適切

な対応を強く要望したところでございます。

　また、海上保安庁に対しましては直接対応しており

ませんが、本年１月14日に石垣市で行われました「尖

閣諸島開拓の日」を定める条例制定記念式典へは、沖

縄県としては八重山事務所長が出席をし祝辞を述べて

おります。一方、中国との関係につきましては、長い

交流の歴史があります。近年は中国から多くの観光客

も訪れ交流が盛んになっております。

　沖縄県といたしましては、中国との平和的な友好関
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係の構築は極めて重要であるとも考えております。

　次に、福祉・医療関係の御質問の中で、がん対策条

例の制定に係る御質問にお答えいたします。

　がんは、沖縄県の死因の１位となっております。が

ん対策を推進することは、健康・長寿おきなわを維持

する上で極めて重要なものと考えております。このこ

とから沖縄県におきましては、がんの予防、早期発

見、早期治療等のがん対策を県民全体で取り組んでい

くため、がん対策条例を制定していきたいと考えてい

るところでございます。

　同条例につきましては、平成23年度中をめどに策定

する方向で関係団体等と意見交換を行っていきたいと

考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場返還・跡

地計画と米軍施設についての御質問の中で、普天間飛

行場返還の進瀧状況及びロードマップ等の変更につい

てお答えいたします。

　日米両政府は、昨年５月の日米共同発表において、

平成18年の「再編実施のための日米のロードマップ」

に記された再編案を着実に実施していくことを再確認

したとしております。また、普天間飛行場の代替施設

については、キャンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこ

れに隣接する水域に設置するとし、代替施設の位置等

についての検証及び確認を次回の日米安全保障協議委

員会までに完了するとのことであります。

　現在、昨年８月に公表された日米専門家検討会合報

告書の検証及び確認が行われていると理解しておりま

すが、県としては、県内移設は事実上不可能であり、

引き続き政府に対し日米共同発表を見直し、普天間飛

行場の県外移設及び早期返還に取り組むよう求めてい

るところであります。

　次に、海軍病院の進瀧状況についてお答えいたしま

す。

　海軍病院移設の進瀧状況を沖縄防衛局に照会したと

ころ、移転先のキャンプ瑞慶覧普天間地区において、

埋蔵文化財の発掘調査を進めており、調査が完了次

第、逐次工事に着手する。病院本体部分については、

平成21年５月、建設工事に着手した。関連施設部分に

ついては、当該調査を実施中であり、現段階で移転完

了の時期は未定とのことであります。

　また、移設される海軍病院は、内科、外科、神経外

科、産婦人科、歯科等の診療科目及び病床数約80床を

有し、延べ床面積約３万9500平方メートル、鉄筋コン

クリートづくりの地下１階、地上５階建ての総合病院

とのことであります。

　次に、我が党の代表質問との関連についての中で、

日米合意に基づく基地の返還がおくれた場合のビジョ

ンへの影響についてお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン」は、2030年の沖縄のあるべ

き姿を示した基本構想であり、その中で、基地のない

平和で豊かな沖縄をあるべき県土の姿としながら、基

地の整理縮小を進めることとしております。いわゆる

「再編実施のための日米のロードマップ」について、

現時点の状況を外務省へ照会したところ、普天間飛行

場の移転については、昨年５月の日米合意を踏まえて

取り組むと同時に、沖縄の負担軽減にも全力を挙げて

取り組む。在沖縄海兵隊のグアム移転については、

2014年の移転完了の目標について、変更はないとの説

明を受けているとのことでありました。

　県としましては、ビジョンで描く沖縄のあるべき姿

の実現に向け、在沖海兵隊のグアム移転及び嘉手納飛

行場より南の施設・区域の返還の着実な実施を日米両

政府に対し強く求めているところであります。

　次に、普天間飛行場周辺学校の移転についてお答え

いたします。

　普天間飛行場周辺施設の移転については、地元宜野

湾市から県に対する申し入れ等はなく、調整する状況

にはありません。

　県としましては、一日も早い普天間飛行場の危険性

除去を図るため、あらゆる方策を検討することは必要

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　普天間飛行場返還・跡地

計画と米軍施設についての御質問の中で、普天間飛行

場跡地利用計画の進瀧状況と計画策定年度についてお

答えいたします。

　普天間飛行場の跡地利用計画の策定については、大

規模性や地理的位置などにより沖縄全体の振興に影響

が及ぶものとの考えから、国・県、宜野湾市が連携し

て取り組んできたところであります。今年度は、平成

19年５月に県と宜野湾市で共同策定した「跡地利用計

画の策定に向けた行動計画」に基づき「跡地利用計画

の中間取りまとめ（案）」を作成する予定です。

　今後は、平成24年度を目途に「中間取りまとめ」を

完了させた後、跡地利用計画の策定に向けて取り組ん

でいく考えであります。
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　次に、尖閣諸島問題についての御質問の中で、石垣

市長からの上陸要請についてお答えいたします。

　石垣市からの地方税法第408条に基づく固定資産税

課税のための上陸要請に対し「上陸を認めない」とし

た国の検討結果については、これまで上陸調査をせず

に課税してきたこと、島の現況にも変化がないことな

どを総合的に判断した結果であると受けとめておりま

す。

　県としましては、今後とも固定資産税の適正な課税

が図られるよう、石垣市の動向など状況の把握に努め

ていきたいと考えております。

　次に、我が党の代表質問との関連についての御質問

の中で、米軍基地用地の県外在住者の購入の実数と対

策についてお答えいたします。

　県におきましては、米軍基地用地の県外在住者の購

入について実数を把握しておりませんが、防衛省の資

料によりますと、平成21年３月31日現在における本土

在住の所有者数は約2000名、国外在住の所有者数は約

200名となっております。

　県では、今後の大規模返還跡地における公共用地の

確保という観点から、跡地利用に関する新たな法律に

おいて、国による公共用地の先行取得制度を求めてい

るところであります。その制度の活用により、県外在

住の土地所有者数の増加の防止が図られるものと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　普天間飛行場返

還・跡地計画と米軍施設についての御質問の中の、海

軍病院との連携についてお答えします。

　海軍病院は米軍施設であることから、米軍関係者を

対象に診療が行われており、現在、日本人の診療は行

われておりません。そのような中で、海軍病院との連

携については、県立病院と合同の症例検討会の開催、

琉球大学医学部の研修医受け入れ等が行われておりま

す。海軍病院に問い合わせたところ、今後の研修受け

入れの拡充や新たな連携プログラム等については予定

していないということであります。

　海軍病院の活用については、言語の違いなど大きな

課題がありますが、可能性等について引き続き検討し

ていきたいと考えております。

　次に、福祉・医療政策についての御質問の中の、が

ん患者相談窓口についてお答えします。

　本県の３カ所のがん診療連携拠点病院には相談支援

センターが設置されており、平成21年度に580件の相

談がありました。また、がん診療連携拠点病院以外で

がん治療を行っている病院では、がんに関する相談に

ついて地域医療連携室等で対応しております。

　県におきましては、相談窓口について周知を図るた

め、がんに関連した相談窓口をまとめた「おきなわが

んサポートハンドブック」を本年度中に作成し、次年

度に患者の皆様に配布することにしております。ま

た、平成23年度には新規に地域統括相談支援センター

を設置し、がん患者当事者等が相談員になれるように

ピュアカウンセラーの育成等を行うことにしておりま

す。

　次に、肺炎球菌ワクチン接種についてお答えしま

す。

　厚生労働省のワクチン評価に関する小委員会により

ますと、我が国の研究においては、肺炎球菌ワクチン

の接種により、75歳以上で肺炎による入院頻度が低下

していると報告されております。

　沖縄県後期高齢者医療広域連合では、平成23年度か

ら市町村が実施する高齢者の肺炎球菌ワクチン接種費

用に助成を行う予定となっており、県では広域連合と

連携し、市町村に周知を図ってまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　宜野湾市大山地域の

仮設避難港についての御質問で、仮設避難港の現状と

国との協議についてお答えいたします。

　宜野湾市大山の仮設避難港及びその背後地について

は国土交通省所管の公共用財産となっており、法定受

託事務として県が管理を行っております。同用地は、

現在フェンス等による安全対策を図りながら、県事業

において発生した土砂の仮置き場や宜野湾市発注工事

の資材ヤードとして使用しているところであります。

将来的な活用方策としては、宜野湾市において「仮設

避難港周辺整備基本計画」が策定され、これまで同計

画に沿った土地利用が可能となるよう国と調整を行っ

てきておりますが、護岸整備や桟橋撤去等の取り扱い

において調整が難航している状況にあります。

　しかしながら、県としましても、同用地の活用は宜

野湾市の西海岸開発に重要なものと認識しており、今

後とも国と積極的な協議を重ねていきたいと考えてお

ります。

　同じく、宜野湾市大山地域の仮設避難港についての

御質問で、宜野湾市との調整についてお答えいたしま

す。
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　仮設避難港の活用については、宜野湾市が策定した

「仮設避難港周辺整備基本計画」の実現に向け、国と

財産引き継ぎについて調整を行っております。

　県としましては、引き続き宜野湾市とともに国へ財

産引き継ぎの要件緩和を求めると同時に、道路用地の

先行無償譲渡の手続を進めるなど、用地の有効活用が

図られるよう対応していく考えであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは宜野湾高等学校

への通信制導入についての御質問で、地域のコンセン

サス等についてお答えいたします。

　通信制課程の設置については、学校関係者による設

置準備委員会や保護者説明会等を十数回行い、意見交

換を重ねてまいりました。昨年７月に行われた宜野湾

高校ＰＴＡ総会においては、宜野湾高校への通信制導

入に賛成であるとの決議がなされ、ＰＴＡの同意を得

たところであります。地域に対しては、去る２月５日

に宜野湾高校において説明会を開催し、理解と協力を

お願いいたしました。

　また、平成24年度からの通信制課程開設について、

中学校と高校の入試担当者会議や各地区の小中学校校

長会等においても説明し、これから高校へ入学する生

徒やその保護者への周知をお願いしているところであ

ります。

　次に、第二体育館の建設についてお答えいたしま

す。

　宜野湾高校へ通信制課程が設置されると、体育館の

使用について、日曜日の全日制の部活動等と通信制の

スクーリングの体育が競合することから、その対応策

として第二体育館の建設を計画しております。第二体

育館の建設費については、平成23年度当初予算に計上

しているところであり、平成23年度末には完成する見

込みであります。

　今後は、平成24年度開設に向けて、通信教育の内容

や運営方法及び施設・設備の整備等、準備を進めてま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　尖閣諸島問題につい

ての中で、「世界華人保釣連盟」の行動計画に対する

県の対応についての御質問にお答えします。

　「世界華人保釣連盟」の設立及び航海計画について

は報道を通して承知しております。仮に、尖閣諸島周

辺の我が国の領海内に不法に侵入した場合には、政府

において適切に対処するものと考えております。

　沖縄県としては、県民の生命財産及び漁業を初めと

する諸権利が侵害されることのないよう政府に対し要

望していく考えであります。

　新エネルギー導入の取り組み状況についての中の、

太陽光発電の県内普及率と他府県との比較及び太陽光

発電導入支援に対する県の今後の方針について、茨と

芋は関連しますので一括して答弁させていただきま

す。

　統一された太陽光発電の普及率はありませんが、県

で試算したところ、県内の普及率は0.74％となってお

り、全国も同程度の普及率となっております。

　国の住宅用太陽光発電補助金制度につきましては、

国民を対象にした住宅用太陽光補助金と地方自治体や

民間事業者を対象にした新エネルギー等導入加速化支

援対策費補助金があります。国の平成23年度予算案に

おいては、国民を対象とする補助金が措置されており

ますが、地方自治体や民間事業者を対象とする補助金

につきましては、新規採択分は措置されておりませ

ん。

　県としましては、平成23年度予算案において、これ

まで同様１件当たり２万円の住宅用太陽光発電導入支

援補助金を措置しており、県内における太陽光発電導

入を引き続き促進してまいります。

　同じく新エネルギー導入の取り組み状況についての

中の、ＥＶレンタカーの導入及び新エネルギー導入に

係る今後の県の取り組みと展望についての御質問にお

答えします。

　本県の電気自動車の普及については、民間事業者に

よる高速道路や商業施設での急速充電サービスが始ま

り、レンタカーを中心に250台余りが導入されており

ます。

　県では、環境と共生する観光地を形成するための取

り組みとして、レンタカー及び観光タクシーに利用さ

れる電気自動車や宿泊施設等における普通充電器の導

入に対する支援を実施しております。

　また、平成22年７月に石油依存度の低減やエネル

ギーの供給源の多様化及びエネルギー自給率の向上を

目標とした「沖縄県エネルギービジョン」を策定し、

来年度から「スマートエネルギーアイランド基盤構築

事業」を実施する予定です。本事業では、再生可能エ

ネルギーの導入実証、既存のバスやタクシーの電気自

動車への改造、省エネ住宅や省エネシステムの実証に

取り組み、「沖縄県エネルギービジョン」の推進に努

めたいと考えております。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　福祉・医療政策につ

いての御質問の中で、７対１看護体制のメリットと財

政的な影響についてお答えいたします。

　中部病院においては、７対１看護体制を実施するこ

とにより、急性期の患者に対する看護の質の向上や患

者家族への手厚い看護サービスの提供が図られるこ

と、看護師の負担軽減が図られること等の効果がある

と考えております。また、経営的にも診療報酬の加算

取得等により増収となり、人件費など費用の増加を上

回る収益増が見込まれております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　再質問させていただきますが、順不

同でお願いしたいと思います。

　仮設避難港ですが、今、部長に答弁いただきまし

た。３回も事業計画をしながら今日まででき上がらな

かったこの仮設避難港、大分時間がたってまいりまし

た。今、知事にも新しい市長がどのような計画をされ

ているのかというパンフレットをお見せしました。新

しい県政とともにこの仮設避難港をしっかりと強力に

進めていくという。護岸整備事業がかなり時間がかか

るというお話があるというか、財政的に厳しいという

お話ですが、どれぐらいの費用がかかるのか、まず部

長、答弁いただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この財産については

国有財産でございまして、国に引き継ぐときの調整を

しておりますけれども、その際に国のほうからは、現

状のままでは引き取れないので、護岸整備をしてもら

いたいということがあります。これについては、私ど

も試算はしておりませんけれども、かなりの費用がか

かるものだと私どもは思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　かなりの費用という、かなりという

額がどの程度かちょっとお聞きしたかったんですが、

いずれにしてもこの地域においてはいろんな計画が立

てられて今日まで放置された。しかしながら、護岸整

備をしなければ国も引き取ってくれない。あるいはま

た、新たな計画ができているのかさっぱりわからない

状況でございますので、ここはしっかりと宜野湾市と

連携をとりながら早目に結論を出していただきなが

ら、予算的な措置も含めてぜひ取り組んでいただきた

いということを要望したいと思いますが、いかがです

か。どうぞもう一度答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　この件につきまして

はもうかなり年月がたっております。それから宜野湾

市においても、計画が立てられてからその後、最近で

はほとんど調整していない状況でありますので、うち

のほうから宜野湾市の意向確認を早目にして、早期に

ここの後をどうするかということの方針をまた再検討

したいと思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ぜひお願いいたします。

　続きまして、尖閣諸島問題についてなんですが、知

事、私、ビデオの公開について知事としてどう見てい

るかというのは、ああいう事件が我が沖縄海域で起

こったんですね。まさに私はこういうことが頻繁に起

こること自体を危惧するものなんです。公開されてか

らどうかではなくて、そういうことが二度と起こって

は困るという視点からこの問題を取り上げたんです

ね。ですから、私は強い怒りを感じますし、当然あっ

てはならない中国漁船の船長の行為だと見ています。

その件につきまして、知事はどう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時29分休憩

　　　午後７時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　日本のもと沖縄の県域の中

での、いわば固有の海域の中でのことは、無論これは

あってはならないものだと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　知事、先ほど答弁の中で中国との関

係を話されました。私、中国を怒っているわけではな

くて、その海域で中国がやったから怒っているんで

す。例えば、ここがほかの国だろうと何だろうと、こ

こは領海を侵犯しているという結果なんですよ。だか

ら、中国との関係をよくするのであれば、そこはしっ

かりと線を引くべきなんです。私はそう思います。

　角度を変えてお話ししますけれども、中山石垣市長

は上陸を希望されました。確かに固定資産税のお話も

されました。しかし、それ以外に幾つかあるんです。

その幾つかを皆様方は確認されていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時31分休憩

　　　午後７時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　固定資産課税のため

の実地調査や自然環境・生態系現状把握のための視

察、それから漁業従事者のための港の整備、海上保安

庁巡視船増強配備のための石垣港の接岸バースの整備

などの要望等が出ております。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　先ほど質問の中で、政府に対して適

切な対応を求めるという答弁がございました。幾度と

なく菅総理初め担当大臣の方々にも要望されたと。で

はお聞きしますけれども、今現在、この尖閣の問題に

ついて政府が適切な対応をしているとお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時34分休憩

　　　午後７時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　県のほうでは、県民

の生活安全、漁業権の安全などを要望しているところ

ですけれども、政府においては、２月16日に自民党の

「領土に関する特命委員会」により国勢調査権に基づ

く実地調査の決議などをやっており、県としては、そ

ういう国会議員の調査権の行使は尊重されるべきもの

だと考えております。

○佐喜真　淳君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時35分休憩

　　　午後７時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは政府は対応している

かと聞かれても、実はこれは私の感じでしか答えよう

がなくて難しい御質問で、我々は、領海とかを侵犯し

たら、それはきちっと取り締まれ、そして我々の生命

財産をきちっと守るようにということを強く政府に要

請してきたわけです。それで一方で、やっぱり漁船が

そこら辺を航行していますから、海上保安庁、水産庁

を中心にいろんな動きをそれなりにやっていただいて

いるものだと思いますが。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　そう思うのは多分よろしいと思うん

ですね。ただ、現実問題としてはそうではないと思う

んです。中山石垣市長の上陸問題、固定資産税の調査

あるいは生物の調査。これは第二次世界大戦でその海

域で亡くなった方々の慰霊祭をやりたい、昭和45年以

降48年間できなくなった。あるいは、その地域の良好

な漁場にもかかわらず、石垣、宮古、与那国の漁民の

方々が行けなくなった。図らずもきょうの新聞にはよ

くなったという報道はされていますが、しかし、それ

とてこういう問題が起こって一時的かもしれない。そ

ういう中で、やはり私は政府に強い形で要望もし、領

海域、いわゆる県民の安心・安全を守るゆえからして

もしっかりと対応すべきだと、法律も含めて県から要

望すべきだと思いますがいかがですか。新しい法律を

つくるからこそ今やるべきじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時39分休憩

　　　午後７時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　佐喜真議員のほうがよく研

究されておられるのでお答えがしにくいんですが、今

のお話はちょっと我々はそこまで余り考えたことがな

かったんで、遅まきながら今のような石垣市の思いと

いうか、考えていることを県が受けて、県で政府に対

する対応をやるべきか、すべきかを含めて、もう少し

時間を下さい。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　石垣市というよりも、私はこう思う

んですね。冒頭、いろんな方々から今議会で、文教厚

生委員会の方々がフィンランドに行かれたという話を

しました。そして、私はその足でフランスにまで行っ

てまいりました。そこで言われたことが、日本大丈夫

かと。なかなか日本の問題というのは向こうまで

ニュースがないんですけれども、この尖閣の問題であ

れ、ロシアの北方領土の問題を含めて、我々の足元

が、外交・防衛を含めて日本という主権国家が脅かさ

れていると、フランスの方々はばかにするんですね。

だから、石垣市ではなくて沖縄県として、あるいは日

本国としてしっかりと対応すべき事案だと思います。

であるならば、私は、既にこの通告もしながら、この

所管はどこなんですかと。文化交流、いや文化交流は

おかしいんではないかというお話もさせていただきま

した。だから、私は、この所管もしっかりと考えてい

ただきながら対応すべきことだと思います。

　そこで一つ提案がございます。沖縄振興特別措置法

の中で、「指定離島」があるんです。そこに尖閣を入

れるべきだと思います。今まで入っていないんです

ね。その件についてはどうですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。
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　　　午後７時44分休憩

　　　午後７時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現時点においては、尖閣

諸島の島々は「指定離島」には入っておりません。

○佐喜真　淳君　いや、これはわかっている。入れる

べきではないかと言っているんです。

○企画部長（川上好久君）　「指定離島」は、もう議

員も御承知のようですけれども、これは考え方としま

しては、法律の中では一定の要件を満たしているとこ

ろを「指定離島」として指定をすると。有人島である

こと、それからまた無人島で畜産業、水産業、農業等

が営まれる、また観光レクリエーションの場として有

人離島と一体として振興開発を図る必要があると認め

られる島。これはあくまでも内閣府の内部資料での考

え方でございますけれども、法律上は、基本的には

「沖縄島以外の島で宮古島、石垣島その他内閣総理大

臣が関係行政機関の長に協議して指定した島」という

ふうにうたわれております。そういうふうな意味合い

においては、こういう条件を満たすところではないと

いうことで、今日まで「指定離島」に入っていなかっ

たというふうなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　皆さんは、今、新しいポスト振計を

政府に求めている。同海域においては、地下資源を含

めて、あるいは良好な漁場として沖縄県にとって必要

不可欠な地域なんです。今は上陸もできない、まして

やそこに仮設避難港もつくることができない。今の部

長の答弁は、我々としては、その条件が整っていない

とできない。ネガティブなことばっかりなんです。

　しかし、昭和53年のころは15億円の漁獲高があっ

た。そういうことからすると、尖閣諸島は私有地です

けれども、しっかりとそこは国が管理して、その管理

のもと沖縄県が管理を委託してもらって、海底資源の

開発を一緒にやるような形での前向きな発言、発想が

あってもいいんじゃないですか。本当に「指定離島」

にしないつもりですか、もう一度答弁をお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時47分休憩

　　　午後７時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほど知事のほうからも

尖閣に対する対応、しばらくどうすべきか考えていき

たいというふうなことがございましたけれども、現状

におきましては、国において尖閣諸島への上陸を認め

ていないというふうな状況もございます。そういうふ

うなこともございまして、今、知事が言われたような

形で、しばらく時間をいただきながら検討していきた

いというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ぜひやはりそういうところを国に当

たるときには、しっかりと自分たちのビジョンという

ものを持って、同海域をいかに活用していくか、我が

海域、我が沖縄県のまさに東西1000キロ、南北400キ

ロの海域の中の一つです。同海域を開発するいかんに

よっては、沖縄の新たな資源も開発されると思いま

す。ですから、もう少し皆さんは、新法をつくる上で

ちゃんとしたビジョンの中でやっていただきたいと思

います。

　一つ苦言だけ。これは皆さんのホームページなんで

す。沖縄本島を含めて石垣、与那国まで入っていま

す。尖閣は入っていないんですね。「指定離島」かど

うか、これはわからないと。やらないというお話です

けれども、しかし、ここは沖縄の国境離島の尖閣であ

ります。我々は、地理的に言ったら非常に島嶼県とし

て厳しい、あるいはアジアを見た場合には、地理的優

位性はあるかもしれない。しかし、尖閣、与那国、北

大東、南大東を含めて、そこは国境離島なんです。そ

ういう視点からすると、しっかりと国境離島としての

位置づけを考えていただきたいと思います。

　もう残り時間が少ないですから、新しい新法の中で

も国境離島の尖閣諸島を「指定離島」に盛り込まれる

ように頑張ってください。

　続きまして、普天間飛行場問題の質問をいたしま

す。

　平成19年５月に沖縄県と宜野湾市が立てた行動計

画、2014年の返還は変わらないというお話でございま

した。であるならば、私は既に計画はでき上がってい

なきゃいけないと思います。それはなぜかというと、

皆様方が既にここに最低でも返還の３年から４年前に

計画を策定しなければならないと。先ほど24年までと

いう、じゃ、最終的に計画ができ上がるのはいつと見

込んでいるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ただいまのスケジュー

ル、作業の状況でございますけれども、平成22年から

全体計画の中間取りまとめを進めておりまして、24年

までのその中間取りまとめを作成する予定でございま

す。これは基本構想みたいなものでございますけれど
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も、それを踏まえておおむね25年には跡地利用計画の

策定を予定をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　済みません、角度を変えて御質問さ

せていただきますけれども、普天間の飛行場返還も含

めてですけれども、パッケージ論にとらわれることな

く返還ができるものは返還してほしいという要望が政

府になされたと。パッケージ論とは、一体全体どうい

うふうな位置づけで皆様はとらえていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御承知のとおりです

が、パッケージにつきましては、2006年５月１日の

「再編実施のための日米のロードマップ」の中で３つ

ございまして、「全体的なパッケージの中で、沖縄に

関連する再編案は、相互に結びついている。」、「特

に、嘉手納以南の統合及び土地の返還は、第３海兵機

動展開部隊要員及びその家族の沖縄からグアムへの移

転完了に懸かっている。」、「沖縄からグアムへの第

３海兵機動展開部隊の移転は、普天間飛行場代替施設

の完成に向けた具体的な進展、グアムにおける所要の

施設及びインフラ整備のための日本の資金的貢献に懸

かっている。」と、こういった記載がありまして、こ

れをパッケージと呼んでいるわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　前提として普天間の移設、いわゆる

嘉手納以南も含めてですが、代替施設の完成を含めて

やると。一方では、グアムの移設整備事業をしなきゃ

いけない。2010年、2011年の米国側が持つグアムの環

境整備、いわゆるインフラ整備なんですが、どのよう

になっているのか。そして日本側が持つ真水の整備

は、進瀧状況はどうなっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時53分休憩

　　　午後７時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　防衛省によりますと、

日本側負担の真水事業として基盤整備事業や消防署、

指令部庁舎、診療所の建設事業等で、平成21年度は約

346億円、平成22年度は約468億円が成立し、執行につ

いては米側において実施するとのことであります。

　また、米側軍事建設事業としまして、空軍基地駐機

場整備、同ユーティリティー整備、埠頭改修、アクセ

ス道路改修等で、2010米会計年度は約３億ドル、309

億2000万円、さらに2011米会計年度は1.07億ドル、

100億6000万円が成立したとのことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　知事、怒らないで聞いてほしいんで

すけれども、実はなぜそのような話をするかという

と、県庁内に日米安保を含めた研究会を設置するとい

うお話もあります。私、冒頭に申し上げましたが、県

がみずから県外移設へとかじを切った。そして、これ

からのハードルというのは物すごく高いと思うんです

ね。いろんな角度からの研究をしなきゃならない。あ

る意味、そういう材料をしっかりと入手しなきゃいけ

ないということも含めて、私はあえてそういう質問を

したんです。

　今、宜野湾市では、いつ返還ができるのか。大臣

等々が過去において固定化ということもにおわせた。

ＳＡＣＯ合意から15年近くがたって、現在、2014年に

本当に返還できるのか、そういう懸念すらする。そう

いうことを含めて、やはり私は、県あるいはオール沖

縄という形でもそういう材料をしっかりと把握しなが

ら日米両国政府に対応しないといけないと思うんで

す。だからこそ、ある意味こういうところを含めて、

あるいは尖閣の問題も含めてそうですが、しっかりと

対応してほしいということを私はお願いしたいという

わけでございます。これは要望として終わります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第32号議案及び

甲第26号議案の撤回の件を議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案の撤回について　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　ただいま議題となりました

乙第32号議案及び甲第26号議案につきまして、撤回の

理由を説明申し上げます。

　平成23年２月15日に提出いたしました乙第32号議案

「訴えの提起について」につきましては、沖縄県が貸

し付けた中小企業高度化資金に係る連帯保証人の一部

が自己の所有する財産を近親者に贈与したことから、

沖縄県の債権保全のため訴えを提起するとしたところ

であります。

　しかし、その後、当該連帯保証人の所有財産が原状

に回復されたことにより「訴えの提起」の必要がなく
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なったことから、同議案を撤回することとしたもので

ございます。

　また、同議案の撤回に伴い、債権保全手続の経費を

計上している補正予算が不要となることから、甲第26

号議案「平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資

金特別会計補正予算（第１号）」をあわせて撤回する

ことといたします。

　以上、乙第32号議案及び甲第26号議案の撤回理由に

つきまして御説明いたしました。

　よろしくお取り計らいくださいますようお願い申し

上げます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　お諮りいたします。

　ただいま議題となっております乙第32号議案及び甲

第26号議案の撤回の件は、承認することに御異議あり

ませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第32号議案及び甲第26号議案の撤回の件

は、承認することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　予算については、２月８日の議会運営委員会におい

て19人から成る予算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。

　よって、先ほど撤回が承認されました甲第26号議案

を除く甲第１号議案から甲第25号議案まで及び甲第27

号議案から甲第36号議案までについては、19人の委員

をもって構成する予算特別委員会を設置し、これに付

託の上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付の名簿のとおり指名いたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の

名簿のとおり選任することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員名簿　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま予算特別委員会に付

託されました予算及び先ほど撤回が承認されました乙

第32号議案を除く乙第１号議案から乙第31号議案まで

及び乙第33号議案から乙第36号議案までについては、

お手元に配付してあります議案付託表のとおりそれぞ

れ所管の常任委員会に付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時２分休憩

　　　午後８時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明３日から７日ま

での５日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明３日から７日までの５日間休会とするこ

とに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、８日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時４分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

嶺 井　 光

比 嘉 京 子

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員
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議　　事　　日　　程　第９号

平成23年３月８日（火曜日）

午前10時開議

第１　乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案（文教厚生委員長報告）

第２　乙第９号議案（土木文化環境委員長報告）

第３　乙第25号議案（経済労働委員長報告）

第４　乙第26号議案（土木文化環境委員長報告）

第５　甲第24号議案、甲第25号議案及び甲第27号議案から甲第36号議案まで（予算特別委員長報告）

第６　陳情第18号、第37号、第38号の２及び第39号から第41号までの付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程追加　議員提出議案第５号　ケビン・メア米国務省日本部長の発言に対する抗議決議

日程第１　乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第９号議案

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

日程第３　乙第25号議案

乙第25号議案　土地の処分について

日程第４　乙第26号議案

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

日程第５　甲第24号議案、甲第25号議案及び甲第27号議案から甲第36号議案まで

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

日程第６　陳情第18号、第37号、第38号の２及び第39号から第41号までの付託の件

陳情第18号　沖縄県への統合リゾート（カジノ）の誘致促進に関する陳情

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ９ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年３月８日（火曜日）午前 10時６分開議
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、池間淳君外８人から、議員提出議案第５号

陳情第37号　沖縄防衛局による「普天間飛行場代替施設の建設に係る現況調査」を不許可にするこ

とを求める陳情

陳情第38号の２　離島地域の観光振興に関する陳情

陳情第39号　米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ22オスプレイの沖縄配備計画に反対し、日米両政府に対

し計画撤回を求める県議会決議に関する陳情

陳情第40号　東村高江区における米軍ヘリパッド建設中止を求める陳情

陳情第41号　東村高江ヘリパッド建設反対、沖縄県内へのオスプレイ配備の反対等６項目の決議を

求める陳情

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君
課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

政務調査課長　　城　間　正　彦　君

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君
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「ケビン・メア米国務省日本部長の発言に対する抗議

決議」の提出がありました。

　次に、３月２日の会議において設置されました予算

特別委員会の委員長から、同日の委員会において委員

長に當間盛夫君、副委員長に崎山嗣幸君を互選したと

の報告がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　議員提出議案第５号「ケビン・メア米国務省日本部

長の発言に対する抗議決議」を日程に追加し議題とい

たしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第５号を日程に追加し議題と

することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　議員提出議案第５号　ケビ

ン・メア米国務省日本部長の発言に対する抗議決議を

議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　池間　淳君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第５号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔池間　淳君登壇〕

○池間　　淳君　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第５号につ

きましては、昨日の各派代表者会の議員等により協議

した結果、議員提出議案として提出することに意見の

一致を見ましたので、提出者を代表して提案理由を御

説明申し上げます。

　提案理由は、ケビン・メア米国務省日本部長の発言

に対し関係要路に要求するためであります。

　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

　　　〔ケビン・メア米国務省日本部長の発言に対す

る抗議決議朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、本案に関し、その趣旨を駐日米国大使に要請

するため、議長及び去る２月24日の会議で可決された

「新たな沖縄振興のための法制度の創設を求める意見

書」の議員派遣団にあわせて要請を行わせることにつ

いて、昨日の各派代表者会において意見の一致を見て

おりますので、議長におかれましてはしかるべく取り

計らっていただきますようお願い申し上げます。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第５号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第５号

「ケビン・メア米国務省日本部長の発言に対する抗議

決議」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第５号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第５号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、その趣旨を駐日米国大使に要請するため議員を派

遣してもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第５号のあて先のうち、駐日米国大使

への要請につきましては、議長及び去る２月24日の会

議において派遣決定がなされた「新たな沖縄振興のた

めの法制度の創設を求める意見書」についての派遣議

員をしてあわせて要請させることとし、その期間及び

人選については議長に一任することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第10号議案、乙
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第11号議案、乙第14号議案及び乙第17号議案を議題

といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第10号議案、乙第11号

議案、乙第14号議案及び乙第17号議案の条例議案４件

について、委員会における審査の経過及び結果を御報

告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第10号議案「沖縄県介護基盤緊急整備等臨

時特例基金条例の一部を改正する条例」は、高齢者等

が安心して生活できる環境を整えるため基金の対象と

なる事業を拡充する必要があることから条例を改正す

るものである。

　主な改正内容は、認知症高齢者グループホームにお

けるスプリンクラー設置等の整備費補助及び地域支え

合い体制づくり事業支援のための財源とする場合をそ

れぞれ追加することであるとの説明がありました。

　本案に関し、認知症高齢者グループホームのスプリ

ンクラー設置の状況はどうか、今回の条例改正で整備

の対象となる施設の数はどうなるのかとの質疑があり

ました。

　これに対し、県内には認知症高齢者グループホーム

が62施設あるが、このうち24施設については整備済み

である。残りの38施設のうち市町村交付金で整備され

ない14施設が今回の対象となっており、今回の整備に

より62施設すべての認知症高齢者グループホームでス

プリンクラー設置がなされることになるとの答弁があ

りました。

　そのほか、認知症型以外の有料老人ホームの施設数

とスプリンクラーの設置状況について質疑がありまし

た。

　次に、乙第11号議案「沖縄県配偶者等暴力被害者支

援基金条例」は、配偶者等からの暴力被害者を支援す

るため新たに基金を創設するものである。

　条例の主な内容は、配偶者等からの暴力の被害者を

支援するため、県が行う事業の財源とする場合に基金

を処分することができることについて定め、平成25年

３月31日限りで失効するとの説明がありました。

　本案に関し、条例が失効した後の配偶者等暴力相談

体制はどうなるのか、市町村における配偶者等暴力相

談窓口の設置状況はどうなっているかとの質疑があり

ました。

　これに対し、条例失効後の配偶者等暴力相談体制に

ついては、今回、新たに配偶者等暴力相談窓口が設置

される中部福祉保健所及び南部福祉保健所での相談状

況を見ながら、沖縄女性相談所及び福祉保健所のあり

方を含めて対応を検討していきたい。また、市町村の

配偶者等暴力相談窓口については、現在県内９市で婦

人相談員を配置しているが、残り２市と設置が義務づ

けられていない町村についても婦人相談員の配置をお

願いしているところであるとの答弁がありました。

　次に、裁判所からの保護命令の発令件数の状況はど

うか、全国との比較はどうなっているかとの質疑があ

りました。

　これに対し、「配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律」が施行された平成13年10月から

平成22年３月までの間の本県における保護命令の発令

件数は445件であり、人口10万人当たり27件となって

いる。全国の人口10万人当たりの平均保護命令件数は

10.6件であり、本県の発令件数は全国平均の2.5倍と

なっているとの答弁がありました。

　そのほか、配偶者等暴力相談件数と相談体制の状

況、一時保護件数と一時保護所の設置状況、一時保護

後の自立支援の状況、男性からの相談の状況などにつ

いて質疑がありました。

　次に、乙第14号議案「沖縄県ワクチン接種促進基金

条例」は、市町村が行う子宮頸がん予防ワクチン等接

種事業を支援するため新たに基金を創設するものであ

る。

　条例の主な内容は、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブ

ワクチン及び小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業費補

助の財源とする場合に基金を処分することができるこ

とについて定め、平成24年３月31日限りで失効すると

の説明がありました。

　本案に関し、子宮頸がん予防ワクチン接種の必要性

についてどう考えるか、子宮頸がん予防ワクチン接種

の対象年齢はどうなっているかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、本県は、子宮頸がんの割合が高い地域

として知られている。子宮頸がんに対するワクチン効

果は６割から８割であると言われており、市町村と協

力して当該事業を推進していきたい。子宮頸がんは、
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ヒトパピローマウイルスの感染によって発症する性行

為感染症であり、国が予防接種後の抗体の有効性を勘

案して中学１年生から高校１年生までを子宮頸がん予

防ワクチン接種の対象年齢としているとの答弁があり

ました。

　次に、ヒブワクチン及び小児用肺炎球菌ワクチン接

種の保護者への周知の取り組みはどうなっているか、

予防接種率を高める必要があるのではないかとの質疑

がありました。

　これに対し、ヒブワクチン及び小児用肺炎球菌ワク

チン接種については、各市町村における説明会、県及

び市町村の広報誌、新聞広告や広報ポスターの掲示な

どを通して周知に努めていきたいとの答弁がありまし

た。事業効果を高めるため、市町村に対して予防接種

率の報告を求めるとともに、予防接種率が低い市町村

に対しては情報を提供するなど指導していきたいとの

答弁がありました。

　そのほか、条例の失効理由、市町村における予防接

種経費の負担状況などについて質疑がありました。

　なお、ワクチン供給メーカーから全国的に２月、３

月のワクチン供給量が不足するとの情報提供があり、

国から詳細な情報が入り次第、速やかに県民、市町村

及び医療機関に周知していきたいとの説明がありまし

た。

　次に、乙第17号議案「沖縄県妊婦健康診査支援基金

条例の一部を改正する条例」は、基金の原資である国

の補助事業が延長されたことに伴い条例の執行期限を

改めるものである。

　主な改正内容は、条例の執行期限を平成23年３月31

日から平成24年３月31日に改めることであるとの説明

がありました。

　本案に関し、基金事業の今後の継続の見通しはどう

なっているか、妊婦健康診査の妊婦１人当たりの受診

実績はどうなっているか、受診回数が減少している理

由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、国から平成23年度分については明示さ

れているが、平成24年度以降の見通しは立っていな

い。平成21年度の妊婦１人当たりの妊婦健康診査の受

診実績は、14回診査で11.5回となっている。受診回数

が減少した理由としては、早産や流産などが影響して

いるとの説明がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議

案及び乙第17号議案の４件は、全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議

案及び乙第17号議案の４件を一括して採決いたしま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第10号議案、乙第11号議案、乙第14号議

案及び乙第17号議案は、原案のとおり可決されまし

た。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第９号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第９号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、文化環境部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第９号議案「沖縄県新しい公共支援事業基金条

例」は、ＮＰＯ法人等の自律的活動を側面支援し、

「新しい公共」を定着させていくための環境を整備す

るために必要な財源とするため新たな基金を設置する

ことを目的に条例を制定するものである。

　主な内容は、ＮＰＯ法人等の自律的な活動を支援す

るため、県・市町村が行う事業費の財源とする場合処

分することができるものであり、平成25年３月31日限

りで失効するとの説明がありました。
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　本案に関し、どのような団体が事業対象になるの

か、事業の目的と具体的な内容は何かとの質疑があり

ました。

　これに対し、事業の対象となる団体は、ＮＰＯ法人

を初め公益法人、社会福祉法人、学校法人、自治会、

ボランティア団体などかなり幅広い団体が該当する。

事業の目的は、ＮＰＯ法人等の組織力の強化を図るも

のである。事業の具体的内容は、県内のＮＰＯ法人等

は財務基盤や事務体制の弱い団体が多いため、会計や

税務等のノウハウを取得してもらうという観点から、

税理士や法律の専門家による講習会を開催したり、ア

ドバイザーを派遣して個別指導を行うことなどにより

基盤の強化を図る事業の実施や、ＮＰＯ法人等が県や

市町村に対しモデル的に共同で事業を実施したいとの

具体的な提案があった場合に連携して行うことにより

組織の強化を図っていく事業などがあるとの答弁があ

りました。

　次に、必要な事項は規則で定めるとあるが、当該規

則は策定されているのか、県民への周知はどのように

考えているか、事業を実施していく上でＮＰＯ法人等

の活動内容のチェック方法はどう考えているかとの質

疑がありました。

　これに対し、当該事業については、既に国から要

領、ガイドライン等が示されており、これによって必

要かつ十分に事業を実施できるものと判断しているこ

とから、今のところ規則の制定は考えていない。ま

た、ガイドラインの概要版を作成したところであり、

５月の初めごろには県民を初め各団体を対象に説明会

を開き、周知を図っていきたいと考えている。今回の

事業の中でＮＰＯ法人等の活動内容等をデータベース

化するシステムを構築していく考えであり、それに

よってチェックできるものと考えているとの答弁があ

りました。

　そのほか、２年間の事業費の総額、過去にＮＰＯ法

人の認証を取り消された団体の数、緊急経済対策とし

ての効果などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第９号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第９号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第９号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第25号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第25号議案の議決議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、農林水産部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第25号議案「土地の処分について」は、農林水産

部が所管する土地を処分するため、地方自治法第96条

第１項及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき議会の議

決を求めるものである。

　議案の内容は、物件の所在地石垣市字宮良ジャー原

１番20及び石垣市字白保前原287番72の土地２筆、処

分面積は６万3941平方メートル、処分予定価格は１億

7900万8000円、契約の相手方は石垣市在の社会福祉法

人であるとの説明がありました。

　本案に関し、処分予定県有地の現在の地目や財産区

分は何か、農用地などの用途制限はないかとの質疑が

ありました。

　これに対し、処分予定地の地目は原野で普通財産で

ある。農用地などの用途制限はないとの答弁がありま

した。

　次に、処分予定地を保有した目的は何か、また、ど

のように活用されてきたのかとの質疑がありました。
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　これに対し、八重山圏域の畜産振興のため種畜育成

牧場として確保し利用していた。現在は、畜産農家へ

有料で提供する牧草の種苗を栽培しているとの答弁が

ありました。

　次に、土地の処分単価はどのようにして決めたの

か、適正価格による処分であるかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、沖縄県の普通財産（土地）売払い事務

要領に基づき不動産鑑定士による評価を依頼し、周辺

取引事例なども勘案して処分価格を決定しており、適

正価格による処分であるとの答弁がありました。

　次に、大規模な県有地を売却処分した場合には、転

売禁止期間の設定や目的外使用の禁止などの条件が契

約に規定されているのかとの質疑がありました。

　これに対し、契約条件の中に景観法に基づく「石垣

市風景づくり条例」及び「石垣市風景計画」の規制が

あること、また、3000平方メートル以上の開発を行う

場合には沖縄県知事の許可が必要であるとの規定があ

るとの答弁がありました。

　そのほか、牧場や畜産関係用地の充足状況、売却先

である社会福祉法人の事業内容及び当該処分地に隣接

する土地への八重山家畜保健衛生所の新築移転による

社会福祉施設への影響などについて質疑がありまし

た。

　以上が委員会における説明と質疑の概要であります

が、採決の結果、乙第25号議案は、全会一致をもって

可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第25号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第25号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第26号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題

となりました乙第26号議案の議決議案１件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第26号議案「工事請負契約についての議決内容の

一部変更について」は、平成20年第４回沖縄県議会

（定例会）で議決された工事請負契約に係る議決内容

の一部を変更するため議会の議決を求めるものであ

る。

　変更の主な内容は、不発弾磁気探査の実施及びそれ

に伴う工法の変更を行うものであり、契約金額を８億

9874万7500円から10億3289万250円に変更することで

あるとの説明がありました。

　本案に関し、本工事の目的と具体的な変更内容は何

かとの質疑がありました。

　これに対し、本工事は国道330号古島インターチェ

ンジ付近を横断している既設の安謝川ボックスカル

バートの左岸側に新たなボックスカルバートを建設

し、台風や大雨の際にたびたび浸水被害を受けてきた

地域住民の生活環境を守ることを目的としている。具

体的な変更内容は、不発弾による労働災害防止の観点

からの磁気探査の追加や磁気探査で反応した磁気異常

点を確認することなどに伴う合理的な工法への変更で

あるとの答弁がありました。

　次に、既設ボックスと新設ボックスの断面積、流

量、流速などはどう違うかとの質疑がありました。

　これに対し、断面積は、既設ボックスが幅５メート

ル、高さ2.76メートルの13.8平方メートルで、新設

ボックスが幅5.8メートル、高さ4.5メートルの26.1平

方メートルとなる予定であり、既設ボックスの約２倍

となる。また、流量、流速については、それぞれ既設

ボックスが毎秒46トン、４メートルであり、新設ボッ

クスが毎秒70トン、５メートルになる計算であるとの

答弁がありました。

　そのほか、安謝川全体の流域面積、社会福祉法人那
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覇学園に係る裁判の状況などについて質疑がありまし

た。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第26号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第26号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第26号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　甲第24号議案、甲

第25号議案及び甲第27号議案から甲第36号議案まで

を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　當間盛夫君登壇〕

○予算特別委員長（當間盛夫君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました甲第24号議案、甲第25号

議案及び甲第27号議案から甲第36号議案までの補正予

算12件について、委員会における審査の経過及び結果

を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長を初め関係部局長

等の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、財政調整基金等主要３基金の積立額は幾ら

か、昨年度と比べて積立額はどうか、緊急経済対策に

充てるべき予算が基金に積み立てられているというこ

とはないかとの質疑がありました。

　これに対し、主要３基金の今回の補正に伴う積立額

は、財政調整基金積立金が約63億円、減債基金積立金

が約111億円、県有施設整備基金積立金が約１億円

で、計約175億円となっている。昨年度の主要３基金

の２月補正予算に伴う積立金総額が約50億円となって

いる。今回の２月補正予算における緊急経済対策関連

経費は約140億円あり、基金への積立金は経済対策も

行いながら、口蹄疫などの緊急な感染症対策や後年度

の県債の償還金等に充てるため積み立てるものである

との答弁がありました。

　次に、地上デジタル放送の全国及び沖縄県の普及率

は幾らか、県内の年収200万円未満世帯の普及率は幾

らか、沖縄県における難視地区数及び世帯数は幾ら

か、難視地区住民の個人負担額は幾らか、個人負担額

を軽減する対策はとられているか、昨年、全国市長会

が地上デジタル放送の「受信環境の整備が整うまでの

間、アナログ放送の停波期限を延長することを検討す

るなど、適切な措置を講じること。」という提言を

行ったが、これに対する県の見解はどうかとの質疑が

ありました。

　これに対し、地上デジタル放送の普及率は、平成22

年９月末で全国が90.3％、沖縄県が78.9％である。県

内の年収200万円未満世帯の普及率は68.7％である。

沖縄県における難視地区数及び世帯数は55地区、約

1900世帯であるが、このうち44地区、1700世帯につい

ては解消対策方法が決定している。難視地区住民の個

人負担額は、ＮＨＫに加入している世帯では7000円、

それ以外の世帯については約３万5000円となってい

る。個人負担の軽減策としては、市町村が事業主体と

なって受信対策を行う場合は個人負担は生じないが、

市町村には３分の１の裏負担が生じ、この分について

は沖縄県市町村振興資金貸付金から融資を受けること

ができる。全国市長会の提言については、そのような

事態が生じないよう国や放送事業者、市町村とも連携

をとって対策措置に努めてまいりたいとの答弁があり

ました。

　次に、保育所入所待機児童対策特別事業について、

県内の保育所入所待機児童数は幾らか、県が把握して

いる新定義による待機児童数が実際の待機児童数と一

致していると認識しているのか、これから待機児童を

すべて解消するためには、あと何カ年で何カ所の保育

所の増設を図ればよいかとの質疑がありました。

　これに対し、平成22年10月１日現在の県が把握して

いる保育所入所待機児童数は2695人となっている。新

定義による待機児童数がすべてと考えているわけでは

なく、潜在的な待機児童数を把握することが必要だと
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認識している。待機児童を解消するための保育所の必

要設置数については、保育所の定員がまちまちなこと

から待機児童数でお答えすると、「沖縄県子ども・子

育て応援プラン」の後期計画では4900人の待機児童を

５カ年で解消すると計画していたが、県では現在の待

機児童数を4100人程度と想定しており、今後の状況も

見ながら毎年1000人程度の増員を図ることで、できる

だけ前倒しして４カ年計画で解消したいと考えている

との答弁がありました。

　次に、保育所等運営費について、減額補正した理由

は何か、国の補助、市町村の負担状況はどうなってい

るか、交付税措置の算定基準はどうなっているか、市

町村の財政負担が重いという実態はないかとの質疑が

ありました。

　これに対し、保育所等運営費について、減額補正し

た理由は、入所児童数が当初見込みより減ったことと

保育単価が減ったこと、国庫補助単価が人事院勧告実

施に伴い減ったことによるものである。国の補助、市

町村の負担状況は、市町村が保育所を設置した後の運

営費として国庫補助が２分の１、県と市町村が４分の

１ずつ負担することになっている。この４分の１相当

分について、保育単価及び入所児童数に応じて交付税

措置がなされることとなっている。国の定める保育料

徴収基準より市町村が保育料を下回って設定すると、

その分が市町村の負担になるので、徴収基準の低減を

国に対して求めていきたいと考えているとの答弁があ

りました。

　次に、畜産経営環境保全対策事業について、家畜排

せつ物の適正化及び利用の促進に関する法律などの施

行に伴い、環境対策としてのおが粉養豚方式が導入さ

れたと考えるが、おが粉養豚を行っている養豚農家は

何戸か、同方式で肥育されている豚は何頭か、また、

おが粉養豚の課題と今後の方向性はどうなっている

か、今回減額補正されたことによっておが粉養豚農家

にどのような影響を与えるのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、おが粉養豚を行っている農家は県内で

16戸である。同方式によって肥育されている豚は約１

万2000頭である。おが粉養豚は、豚舎の床に15センチ

ないし30センチのおが粉を敷いて豚を育て、環境保全

に非常に効果があるが、おが粉には抗酸菌という常在

菌がおり、豚がおが粉を食べるため抗酸菌症に罹患し

てしまう。抗酸菌症にかかった豚肉は廃棄しなければ

ならないため、殺菌方法の確立が課題となっている。

抗酸菌の殺菌方法が確立できれば、県としても積極的

におが粉養豚を推進していきたい。今回の減額補正

は、殺菌方法研究のための予算の国庫内示及び交付決

定がおくれたことによるものであり、養豚農家への直

接的な影響はないものと考えているとの答弁がありま

した。

　次に、自由貿易地域振興費について、今回一般会計

から沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業

特別会計に繰り入れを予定している額は幾らか、特別

自由貿易地域の土地の売却状況はどうなっているか、

そのうち民間が買い上げた分と県の一般会計が買い上

げた分の面積と金額の内訳はどうなっているか、元利

償還金の残額は幾らか、元利償還はいつまで続く予定

か、仮に自由貿易地域振興費関係補正予算が県議会で

修正削除された場合は、県はどう対応するかとの質疑

がありました。

　これに対し、今回一般会計から沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特別会計に繰り入れを予

定している額は３億882万円である。特別自由貿易地

域の土地の売却状況は全体で14.2ヘクタール、金額に

して37億7671万円で、そのうち一般会計買い上げ分が

12.3ヘクタール、32億7347万円で、民間企業が購入し

た分が1.9ヘクタール、５億324万円である。元利償還

金の残額は約184億円で、平成39年までの償還を予定

している。仮に自由貿易地域振興費関係補正予算が県

議会で修正削除された場合は、義務的経費となってい

るため再議に付さなければならないものと認識してい

るとの答弁がありました。

　そのほか、県税の補正増の内容と例年との比較、文

化芸術振興産業振興支援事業の内容、男女共同参画行

政推進費の補正減の理由、県の管理職における女性登

用率と全国との比較、消費者行政活性化事業の内容、

周産期医療体制整備事業の内容と補正減の理由、老人

福祉施設の整備率と全国との比較、老人福祉施設入所

待機者の状況、待機児童対策特別事業基金及び安心こ

ども基金の残高、子宮頸がん予防ワクチン等接種事業

の補正増の内容と平成22年度実績、介護給付費等負担

事業の内容、医療施設耐震化整備事業の補正減の理

由、国民健康保険負担等事業の補正増の内容、医学臨

床研修事業の内容と補正減の理由、研修医の定着率及

び倍率の状況、農林水産業費の減額補正された事業の

内容、国営直轄事業の実施状況と県負担金の根拠、農

林水産事業及び土木建築事業の繰り越し理由、含みつ

糖振興対策事業費の内容、含みつ糖の在庫量の状況と

活用方法、森林環境整備事業の内容、職業能力開発校

に対する包括外部監査の指摘内容と今後のあり方、那

覇自由貿易地域特別会計への一般会計からの繰り入れ

の状況、信用保証協会への損失補償の内容、緊急雇用
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創出事業臨時特例基金活用事業による雇用実績、工芸

技術支援センター運営費における備品購入の内容、沖

縄都市モノレール株式会社の経営状況と累積赤字額、

モノレール運賃の改定と経営状況改善の見通し、文化

財保存整備費補正減の内容、年度末における基金の繰

りかえ運用の取り組み状況、県立病院職員の中途退職

者の状況、各県立病院の定員増要求の状況と増員予

定、企業局補正予算と子ども手当の関連などについて

質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、甲第24号議案及び甲第31号議案については、採

決に先立ち共産党所属委員から「特別自由貿易地域振

興費」関係及び「中城湾港（新港地区）臨海部土地造

成事業」関係の修正案が提出され、採決の結果、賛成

少数で否決されました。修正案が否決されたことに伴

い原案について採決した結果、甲第24号議案及び甲第

31号議案は、賛成多数で原案のとおり可決すべきもの

と決定いたしました。

　甲第25号議案、甲第27号議案から甲第30号議案まで

及び甲第32号議案から甲第36号議案までの10件は、全

会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて報告を終わり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　甲第24号議案及び甲第31号議案に対しては、前田政

明君外４人から修正の動議が提出されております。

　この際、提出者の説明を求めます。

　前田政明君

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔甲第24号議案及び甲第31号議案に対する修正

案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、ただいま議題となりました平成23年第２回定例会

甲第24号議案「平成22年度沖縄県一般会計補正予算

（第５号）」及び平成23年第２回定例会甲第31号議案

「平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地

造成事業特別会計補正予算（第１号）」に対する修正

案を提案するものです。

　最初に、甲第24号議案「平成22年度沖縄県一般会計

補正予算（第５号）」に対する修正案です。

　「平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）」

の一部を次のように修正するものです。皆さんのとこ

ろに資料がいっておりますので、よろしくお願いしま

す。

　最初に、「平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第

５号）」の一部を次のように修正するものです。

　第１条中、264億3262万6000円を257億4231万6000円

に、6548億3061万7000円を6541億4030万7000円に改め

るものです。

　以下、「第１表　歳入歳出予算補正」の一部に改め

る資料を添付しておりますので、御参照をいただきた

いと思います。

　続きまして、甲第31号議案「平成22年度沖縄県中城

湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）」の一部を次のように修正するもので

す。

　第１条中、4711万8000円を７億3742万8000円に、20

億2045万1000円を13億3014万1000円に改めるものでご

ざいます。「第１表　歳入歳出予算補正」の一部を次

のように改める資料を添付しておりますので、ごらん

いただきたいと思います。

　修正の提案理由について述べます。

　今回の補正予算の特別自由貿易地域対策事業６億

9031万円のうち、中城湾港（新港地区）賃貸工場用地

の土地購入費３億8490万円及び同地区土地造成事業の

元利償還に係る繰出金３億8820万円の減額を求める修

正案となっています。

　当初の特別自由貿易地域の当局の資料によります

と、「特別自由貿易地域とは、沖縄における産業及び

貿易の振興を図ることを目的に「沖縄振興特別措置

法」で規定されている「特区」のことで、域内は関税

法上の保税地域に該当し、立地企業に対しては特別な

優遇措置が講じられるなど、我が国で唯一の一国二制

度的な地域となっています。　主な優遇措置として

は、域内に立地した企業に対する法人税の35％所得控

除や不動産取得税の免除など、税制上の優遇措置のほ

か、関税法上の優遇措置、若年者雇用に対する助成制

度、投資に対する助成制度、立地企業の初期投資を大

幅に軽減する賃貸工場の整備など、最も有利な投資環

境が整備されています。」という趣旨の説明がありま

すけれども、これはこれまでも見てまいりましたよう

に破綻しておりまして、日本共産党はその用途を変更

すべきであるということをこれまでも提案してまいり
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ました。特別自由貿易地域での需要予測の失敗、これ

に伴って土地が分譲できない場合は、今回のように２

月定例会補正予算で特別自由貿易地区の土地購入のた

めの一般会計からの繰り入れなどを行い、県財政を圧

迫し、そのために県民の暮らしを守る福祉予算が削減

されているやり方を改善していかなければなりませ

ん。

　日本共産党は、このような立場でこの間も特別自由

貿易地区事業の問題点を指摘し、用途の見直しを提案

してまいりました。

　今回の予算特別委員会の補正の質疑の中で、次のよ

うなことが明らかになりました。１つ、特別自由貿易

地域の分譲は全体で14.2ヘクタールで、分譲面積に比

較して15.8％で37億7671万円となっている。平成21年

度末までの実績で、一般会計での用地購入は12.3ヘク

タールで32億7347万円、民間の購入は1.9ヘクタール

で５億324万円、分譲面積の全体が15.8％で、一般会

計で の購入が全体の13.7％、民間購入が全体の

2.1％、買い上げ全体の分譲分の一般会計が占める割

合が86.6％で、民間の割合はわずか13.4％となってい

ます。特別自由貿易地域の分譲されている土地のほと

んどが県の購入の用地となっているということであり

ます。

　こういう中で当初計画には賃貸工場用地の購入はな

かったのではないかという質疑に対して、当初の基本

計画の中では、賃貸工場の用地の購入費とかそういう

のは計上されておりませんとの趣旨の答弁でありまし

た。それでも土地の分譲、賃貸工場を立てるんですけ

れども、皆さん御承知のように土地の分譲が計画どお

り売却できない、そのために賃貸工場の借地による土

地購入をしていくことになるわけです。その中で明ら

かになったのは、当初は賃貸工場の用地を借地をして

いたわけです。公有財産使用承認書というのがありま

す。当局からもらいましたけれども、この賃貸工場を

建てるための土地を借地するために、商工労働部企業

立地推進課長殿として商工労働部企業立地推進課長か

ら提出されております。そして、使用承認条件につき

ましては、商工労働部企業立地推進課長（または）商

工労働部企業立地推進課長に対し、以下の条件を付す

ということで12項目の条件が付されておりますけれど

も、こういうようなやり方で最初は借地をしていたわ

けです。ところが、それでも分譲が進まないものです

から、今回出ておりますように、当局の資料によりま

すと賃貸工場用地を売却をするということになりまし

た。それで賃貸工場用地取得状況は、平成11年度６棟

で敷地面積が２万7998平方メートル、取得費用が７億

4754万7000円、平成19年度が６棟で敷地面積が２万

9940平方メートル、７億9939万8000円の取得費、平成

20年度は７棟で敷地面積が３万1632平方メートル、購

入費が８億4457万4000円、平成21年度は１棟で敷地面

積が4769平方メートル、購入費が１億2733万2000円、

平成22年度が３棟で敷地面積が１万4288平方メート

ル、購入費が３億8149万円で合計敷地面積が10万8627

平方メートル、取得費が29億34万1000円となっており

ます。

　それと後は、今後の償還計画では、先ほど委員長報

告にもありましたけれども、償還の残り分は184億円

で平成39年度まで返還が続く、こういうことでありま

した。詳しいことは削除いたします。

　このように償還するために土地が売れなければ、沖

縄県がいろいろな名目で土地を買わなければいけな

い。特別自由貿易地域の過大な需要予測による事業の

失敗によって、こういう土地が売れない場合に２月議

会補正で一般会計から繰り入れをするやり方が非常に

県民生活、福祉の予算の削除とか県財政にも大きく圧

迫しております。このような不条理なやり方はやめる

べきであります。

　これまでも当局の答弁は、見直しにつきまして分譲

予定地89.6ヘクタールが計画どおりに売れない場合に

ついては、毎年売れなかったら必ずしも買うというこ

とではなくて――いわゆる債権ですね――起債に対す

る償還をしないといけないと、これに向けて毎年特別

自由貿易地域の用地を売っていくという努力をしま

す。もし売れなかったらということですけれども、そ

の場合には最悪、一般会計から協力をお願いするとい

うことになるかもしれません。県財政に負担が生じて

いるという状況は、我々も厳しく受けとめておりま

す。また、特別自由貿易地域の用途変更などに対する

提案に対しては、一般工業団地につきましては92％、

もうほとんど売れております。それでその件も含めて

特別自由貿易地域の計画も見直す場合、要するに企業

誘致のために土地は必要です。一般工業団地はもうほ

とんど埋まりかけておりますので、今あわせていろん

な検討をしております。分譲を促進して県財政に負担

がないよう努力をしていきたいと思っているとの答弁

でありました。

　県財政を圧迫している現在の状況を改善することが

必要です。用途を変更して一般的な工業団地にするな

ど、例えば県営住宅を建設するなどさまざまな対応が

必要ではないでしょうか。特別自由貿易地域をどうす

るか、速やかにこの事態を打開することをともに考え

ていく必要があるのではないでしょうか。
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　このような立場から、日本共産党県議団はただいま

議題となりました平成23年第２回定例会甲第24号議案

「平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）」及

び平成23年第２回定例会甲第31号議案「平成22年度沖

縄県中域湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計補正予算（第１号）」に対する修正案を提案するも

のです。

　議員各位の御賛同を心から訴えるものです。

○議長（髙嶺善伸君）　これより修正案に対する質疑

に入るのでありますが、ただいまのところ通告はあり

ません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって修正案に対する質疑を終結いたしま

す。

　これより討論に入ります。

　甲第24号議案及び甲第31号議案に対する討論の通告

がありますので、順次発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　私は、日本共産党県議団を代表して、甲第24号議案

「平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）」及

び甲第31号議案「平成22年度沖縄県中城湾港（新港地

区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第１

号）」の修正案に賛成し、原案に反対する討論を一括

して行います。

　今、県民は暮らしも雇用も壊されて出口のない閉塞

感に包まれています。高校を卒業して仕事が決まって

いるのが１月末で55.6％、大学卒業は39.5％という状

況、経済的理由で年間500人が大学を休学・退学する

など、若者に未来と希望が持てない状況になっていま

す。

　全日本民主医療機関連合会の調査で、病院の受診お

くれで昨年71人が死亡、そのうち沖縄県は７人と全国

で２番目に多いことが報道されました。高過ぎて払い

たくても払えない国保税は、国保世帯のうち２割の約

５万世帯が滞納し、75歳以上の後期高齢者保険料も約

２割の5678人が滞納となっています。多くの県民は、

医者にかかることもままならない、病気になってもぎ

りぎりまで我慢をして手おくれになるような状況にあ

ります。

　県政が緊急経済対策でやらなければならないのは、

県民の暮らしを支え、福祉、医療、教育を手厚くし、

中小業者、農林水産業などの経営を支えることであり

ます。

　委員会審議において、総務部長の答弁では、今回の

264億3262万6000円の補正予算は、緊急経済対策が主

な理由ということでした。ところが、県は、財政調整

基金積立金と減債基金積立金、県有施設整備基金積立

金に総額175億4548万円余を積み立てています。昨年

度は50億円ですから3.5倍の積立金になります。この

積立額は、補正予算総額の66％にもなるもので、暮ら

しを支えてほしいと願う県民の切実な声にこたえるも

のとなっていません。生活が大変なときに、貯金に回

す人がいるでしょうか。

　緊急雇用臨時特例基金活用事業は、当初の予算を使

い切れずに３億3322万円の減額をしています。仕事に

つくことができない県民の雇用を確保するための予算

が十分に活用されないで減額されています。県民の生

活実態を全く知らない県政だと指摘せざるを得ませ

ん。

　補正予算の目的は、緊急経済対策です。その目的に

かなった予算執行が見込まれないことに賛成すること

はできません。264億円余の66％を積立金に回すので

はなく、緊急経済対策として使うべきです。中小企業

を支援して賃金を時給1000円にすること、非正規雇用

から正規雇用への転換、特別養護老人ホームの建設、

認可保育所の増設、給食費未納世帯の助成、国保税の

引き下げ、医療費の減免、子供の医療費を中学卒業ま

で無料にするなど、福祉、医療、介護、教育に支援を

することが補正予算の目的とする経済対策に合致する

のではないでしょうか。

　次に、中城湾港の特別自由貿易地域の問題を指摘い

たします。

　沖縄県は、「平成22年度予算編成方針」において、

平成22年度については、「埋立事業特別会計の土地売

却の低迷による収支悪化等が大きな懸念材料となって

おり、本県財政はこれまでにない危機的な状況を迎え

ている。」と明記しています。バブルの時期に計画さ

れ、埋め立てられた土地が売却ができずに、中城湾港

の周辺一帯に広がる雑木が生い茂った広大な土地のた

めに県の財政が圧迫されています。

　中城湾港特別自由貿易地城は、県が特別会計にして

埋め立てを行うために総額555億1000万円の借金をし

て、利子の107億3000万円を合わせて昭和58年から返

済を続けてきました。平成39年まであと17年間かけて

約200億円の借金を返済しなければなりません。借金

を返済するには土地を売却するしかありません。

　ところが、税金の免除や優遇助成制度を行っても土

地が売れない、当初の需要予測が間違っていたと当局
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も認めざるを得ないものとなっています。毎年計画ど

おりに土地が売れなければ、県民の税金で一般会計か

らその穴埋めをし続けることになり、まさに税金の無

駄遣いの埋立事業です。

　96ヘクタールの土地を企業に売却する予定だったの

が、企業に売却できたのは1.9ヘクタールで、売却予

定面積のわずか2.1％にすぎません。その後、企業に

売れない土地を県が買い取りを行ってきました。売却

された土地の86.6％は県の買い取りであり、企業の買

い取りは13.4％でしかありません。

　県は、平成11年度から県がみずから土地を買い取っ

て賃貸工場を建設するようになり、その結果、県が買

い取った土地は32億円に上り、そこに賃貸工場を建設

するためにさらに県民の税金が注ぎ込まれています。

ところが、賃貸工場をつくっても入居する企業がな

い、そのため次は賃貸料を30％値下げして赤字に拍車

をかけています。平成20年度から沖縄ＩＴ津梁パーク

中核地区施設用地貸付制度を創設しています。これ

は、売却のできない土地を民間に貸し付けて借地料を

収入にする計画のようですが、業者の参入がないた

め、土地の借地料を大幅に引き下げを行っています。

１平方メートル当たり1320円から581円に引き下げて

49億3050万円から21億6900万円に収入が激減となる、

過大な需要予測に基づく埋立計画のずさんさが浮き彫

りとなっています。

　今度の補正予算においては、６億9031万円を赤字の

特別会計につぎ込んでいます。福祉や教育の予算を

削って県民の税金から赤字の穴埋めをしていく方法を

根本的に見直しをすべきです。過大な需要予測を立て

て、県民の血税で借金返済の穴埋めをしている特別自

由貿易地域の失敗を何ら反省しない無責任なやり方で

す。

　我が党は、一貫して税金の無駄遣いの埋立事業でな

く、県民の暮らし、医療、教育、福祉などに県民の貴

重な税金を使うことを求めてきました。企業の買い手

がいない特別自由貿易地域の土地を、２万戸足りない

県営住宅の建設、特別養護老人ホームの建設など、県

民の必要とする有効な土地利用ができないか改めて見

直しを求めるものです。

　以上、修正案に賛成し、原案に反対する討論といた

します。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　こんにちは。

　ただいま議題となっております甲第24号議案「平成

22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）」及び甲第

31号議案「平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨

海部土地造成事業特別会計補正予算（第１号）」につ

きまして、賛成の立場から一括して討論を行います。

　今回の補正予算は、人件費・扶助費等の義務的経

費、国の「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対

策」に伴う経費などの所要額を計上し、限りある財源

によって、緊急かつ重要な施策への対応を図るもので

あります。

　まず、経済対策関連の経費として、衛生費は、子宮

頸がん等の予防接種対策や妊婦健康診査の拡充・支援

に要する経費、教育費は、県立学校校舎の外壁補修や

県立図書館の図書購入及び設備の更新に要する経費、

土木費は、道路防護さくの修繕や歩道の改良、河川浸

水箇所における護岸の整備に要する経費、民生費は、

老朽化したうるま婦人寮母子棟の改築に要する経費

や、待機児童の解消に向けた保育所の整備等に係る基

金への積立金、労働費は、医療・介護等の重点分野に

おける雇用創造に係る基金への積立金などを計上して

おります。

　これらの経費は、県民の生命財産を守り、福祉の向

上と雇用の安定を図るため、速やかな予算措置を必要

とするものと考えております。

　次に、経済対策以外の経費として、民生費は、市町

村の国民健康保険に係る財政基盤の安定や、児童養護

施設の耐震化整備に要する経費、農林水産業は、黒糖

をバイオエタノールなどの用途に活用するための経

費、土木費は、沖縄都市モノレール株式会社の経営安

定化に向けた支援に要する経費などを計上しており、

県民が地域で安心して暮らせる社会の構築に資するも

のと評価します。

　商工費には、特別自由貿易地域内の賃貸工場用地の

購入等に要する経費を、また、中城湾港（新港地区）

臨海部土地造成事業特別会計には、一般会計からの繰

入金などを計上しています。これらは、同特別会計の

借入金の償還を賄うために計上するものであり、必要

不可欠な義務的経費として、不足を来さないよう予算

措置を講じる必要があります。

　現下の厳しい社会経済情勢を踏まえ、雇用の創出、

子育て支援、医療・福祉の充実など、喫緊の課題に的

確に対応し、県民生活の安定を図る観点から、本補正

予算を原案のとおり決すべきものと考えます。

　以上、甲第24号議案「平成22年度沖縄県一般会計補

正予算（第５号）」並びに甲第31号議案「平成22年度

沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別

会計補正予算（第１号）」の原案に賛成する立場から

討論を行いました。
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　御賛同を賜りますようよろしくお願いをいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時19分休憩

　　　午前11時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより甲第24号議案、甲第25号議案及び甲第27号

議案から甲第36号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず甲第24号議案及び甲第31号議案を

採決いたします。

　まず、両案に対する前田政明君外４人から提出され

た修正案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　両修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立少数であります。

　よって、両修正案は、否決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、両原案について採決い

たします。

　お諮りいたします。

　両原案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、甲第24号議案及び甲第31号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、甲第25号議案、甲第27

号議案から甲第30号議案まで及び甲第32号議案から甲

第36号議案までの10件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案10件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第25号議案、甲第27号議案から甲第30号

議案まで及び甲第32号議案から甲第36号議案までは、

原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　陳情第18号、第37

号、第38号の２及び第39号から第41号までの付託の

件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情６件のうち、陳情第37号及び第39号

から第41号の４件については米軍基地関係特別委員会

に、陳情第18号及び第38号の２の２件については観光

振興・新石垣空港建設促進特別委員会にそれぞれ付託

の上、審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明３月９日から28

日までの20日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明３月９日から28日までの20日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、３月29日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前11時22分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

嶺 井　 光

比 嘉 京 子

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年３月29日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 10 号）
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議　　事　　日　　程　第10号

平成23年３月29日（火曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案から乙第８号議案まで及び乙第24号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第18号議案及び乙第19号議案（経済労働委員長報告）

第３　乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案、乙第16号議案及び乙第22号議案（文教厚生委員長報告）

第４　乙第20号議案及び乙第21号議案（土木文化環境委員長報告）

第５　沖縄県議会委員会条例の一部を改正する条例

大城　 一馬 君　　中 川　 京 貴君

佐喜 真　 淳 君　　池 間　 　 淳君

新垣　 哲司 君　　崎 山　 嗣 幸君

新里　 米吉 君　　渡 久地　 修君　　 提出　議員提出議案第６号

嘉陽　 宗儀 君　　前 島　 明 男君

當間　 盛夫 君　　新 垣　 安 弘君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

第６　乙第27号議案、乙第29号議案から乙第31号議案まで及び乙第34号議案から乙第36号議案まで（総務企画委

員長報告）

第７　乙第28号議案（文教厚生委員長報告）

第８　乙第33号議案（土木文化環境委員長報告）

第９　甲第１号議案から甲第23号議案まで（予算特別委員長報告）

第10　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制の整備等を求める意見書

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第７号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第11　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援決議

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第８号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第12　北方領土問題の早期解決を求める意見書

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 10 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年３月 29日（ 火曜日）午前 10時１分開議
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浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第９号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第13　離島の保全・支援等に関する意見書

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第10号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第14　嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する意見書

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第11号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第15　嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する決議

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第12号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

新垣　 安弘 君

第16　陳情平成20年第175号、陳情第６号、第16号、第27号及び第49号（総務企画委員長報告）

第17　陳情第２号、第29号及び第30号（経済労働委員長報告）

第18　陳情平成22年第28号、同第29号、陳情第10号、第17号、第34号及び第36号（文教厚生委員長報告）

第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案から乙第８号議案まで及び乙第24号議案

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例
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乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第18号議案及び乙第19号議案

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案、乙第16号議案及び乙第22号議案

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

日程第４　乙第20号議案及び乙第21号議案

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

日程第５　沖縄県議会委員会条例の一部を改正する条例

日程第６　乙第27号議案、乙第29号議案から乙第31号議案まで及び乙第34号議案から乙第36号議案まで

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第７　乙第28号議案

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

日程第８　乙第33号議案

乙第33号議案　訴えの提起について

日程第９　甲第１号議案から甲第23号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算
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甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

日程第10　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制の整備等を求める意見書

日程第11　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援決議

日程第12　北方領土問題の早期解決を求める意見書

日程第13　離島の保全・支援等に関する意見書

日程第14　嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する意見書

日程第15　嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する決議

日程第16　陳情平成20年第175号、陳情第６号、第16号、第27号及び第49号

陳情平成20年第175号　第58回婦人大会の宣言・決議の実現方に関する陳情

陳情第６号　第60回婦人大会宣言・決議の実現方に関する陳情

陳情第16号　物品等の購入、機器レンタルにおける地元企業優先発注に関する陳情

陳情第27号　那覇市内における悪質な客引き行為の防止に関する陳情

陳情第49号　沖縄県那覇警察署首里交番の移転先に関する陳情

日程第17　陳情第２号、第29号及び第30号

陳情第２号　泡瀬ゴルフ場跡地利用へのイオンモールの出店に関する広域調整（商圏調整・規模縮

小）、計画的なゾーニング及び商業まちづくり推進条例の制定等に関する陳情

陳情第29号　県内企業への下請発注に関する陳情

陳情第30号　本県の伝統的しっくい赤がわら屋根施工に係る技能の保存・継承・発展の具体的施策

の実施を求める陳情

日程第18　陳情平成22年第28号、同第29号、陳情第10号、第17号、第34号及び第36号

陳情平成22年第28号　子供にこたえる学校図書館を求める陳情

陳情平成22年第29号　子供にこたえる学校図書館を求める陳情

陳情第10号　「国立沖縄青少年交流の家」存続に関する陳情

陳情第17号　「福寿うちな～運動」への県民参加のための陳情

陳情第34号　新沖縄振興計画での「幼稚園教育の制度改善」に関する陳情

陳情第36号　「沖縄県がん対策推進条例」制定に関する陳情

日程第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に申し上げます。

　去る３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震とそ

れに伴う大津波により、宮城県を中心とする東北地方

は想像を絶する壊滅的な被害をこうむりました。

　本県議会は、今回の災害により亡くなられた方々と

その御遺族に対し深く哀悼の意を表し、負傷された

方々や避難生活を続けておられる方々に心からお見舞

いを申し上げますとともに、被災地の一日も早い復旧

を念ずるものであります。

　この際、このたびの大災害による犠牲者の方々の御

冥福を祈り、黙只をささげたいと思います。

　全員御起立願います。

　黙只。

　　　〔全員起立　黙只〕

○議長（髙嶺善伸君）　黙只を終わります。

　御着席願います。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、報告いたします。

　２月10日から３月14日にまでに受理いたしました請

願１件及び陳情39件は、３月17日に配付いたしました

請願及び陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。

　次に、昨日、大城一馬君外13人から、議員提出議案

第６号「沖縄県議会委員会条例の一部を改正する条

例」、當間盛夫君外12人から、議員提出議案第７号

「東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制の整備

等を求める意見書」、議員提出議案第８号「東北地方

太平洋沖地震被害に対する支援決議」、議員提出議案

第９号「北方領土問題の早期解決を求める意見書」、

議員提出議案第10号「離島の保全・支援等に関する意

見書」、渡嘉敷喜代子さん外12人から、議員提出議案

第11号「嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関す

る意見書」及び議員提出議案第12号「嘉手納飛行場よ

り南の米軍基地の返還に関する決議」の提出がありま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案から

乙第８号議案まで及び乙第24号議案を議題といたしま

す。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　皆さん、おはよう

ございます。

　それでは、ただいま議題となりました乙第１号議案

から乙第８号議案まで及び乙第24号議案の条例議案９

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

政務調査課長　　城　間　正　彦　君

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長、警察本部警務部

長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「沖縄県職員団体のための職員

の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例」は、地方公務員法の一部改正に伴い、職員が職員

団体のための活動ができる特例について改める必要が

あることから条例を改正するものである。

　主な改正内容は、職員が活動できる特例に「時間外

勤務代休時間」を追加するとの説明がありました。

　本案に関し、改正の具体的内容は何か、改正の対象

となる職員の活動に政治的活動も含まれるかとの質疑

がありました。

　これに対し、地方公務員法では、職員は、条例で定

める場合を除き、給与を受けながら職員団体のためそ

の業務や活動をしてはならないとされているが、条例

で定める場合はその活動ができることとなっている。

今回の条例改正の内容は、代休をとるときにも職員団

体のための活動ができるようにするための改正である

が、その場合の活動は職員団体の目的の範囲内で、例

えば適法な団体交渉を行う場合等であり、政治的活動

は含まれないものと認識しているとの答弁がありまし

た。

　次に、団体交渉事項には、どのようなものが対象と

なるかとの質疑がありました。

　これに対し、団体交渉の対象事項は、職員の給与、

勤務時間その他の勤務条件に関し及びこれに附帯する

福利厚生的な活動に係る事項であり、当局の管理運営

事項は除くものと認識しているとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第２号議案「沖縄県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」は、社会経済情勢

の変化等を勘案し、特殊勤務手当の新設や支給対象等

の見直しを行う必要があることから条例を改正するも

のである。

　主な改正内容は、第１点目に、外国勤務手当を新設

する。第２点目として、交通取り締まり等手当、社会

福祉手当、潜水作業手当、浄化処理作業手当の内容を

拡充するとの説明がありました。

　本案に関し、今回外国勤務手当を新設する理由は何

かとの質疑がありました。

　これに対し、外国勤務手当を新設する理由は、公益

的法人への派遣職員の給与を補助金という形で支給す

ることは違法との最高裁判断が出たため、これまで海

外事務所に勤務する職員は沖縄県産業振興公社に休

職・出向し、給与については公社への補助金という形

で支出していたが、今後はそれができなくなるため、

給与を直接県が支給できるようにするための措置であ

るとの答弁がありました。

　次に、今後海外事務所勤務の職員の身分はどうなる

かとの質疑がありました。

　これに対し、次年度からは休職・出向ではなく、県

職員として海外事務所に派遣することになるとの答弁

がありました。

　そのほか、交通取り締まり等手当外３手当の改正理

由、沖縄県行財政改革プランの方針と福建・沖縄友好

会館の運営のあり方について質疑がありました。

　次に、乙第３号議案「沖縄県職員定数条例の一部を

改正する条例」は、病院事業の経営改善を図るための

７対１看護体制を県立中部病院に導入するとともに、

病院事業局の職員定数の適正化を図るため条例を改正

するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の85人の増員内容はどうなってい

るか、増員の中には臨時的任用職員も含まれているの

か、増員すると現在休床している病床はどうなるかと

の質疑がありました。

　これに対し、今回の増員は、県立中部病院に７対１

看護体制を導入するために看護師93人を増員するもの

であるが、それ以外に事務事業の見直しに伴う事務職

等の減員が８人いるため、差し引き85人の定員増と

なっている。増員はすべて正職員であり、中部病院で

は現在52床が休床しており、増員後も現在の休床数は

そのままであり、増員後はそれ以上の休床を行わない

よう取り組んでまいりたいとの答弁がありました。

　次に、今後の県立病院への７対１看護体制の導入計

画はどうなっているか、それについての総務部の見解

はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、病院事業局としては、今後の７対１看

護体制の導入については、今年度の南部医療セン

ター・こども医療センターでの実施状況及び次年度の

中部病院での実施状況を踏まえ、平成24年度は北部病

院、平成25年度は宮古病院及び八重山病院への導入を

検討していきたい。総務部としては、今後人件費の抑

制にどう取り組むかも含め、病院経営に資するかどう

かの観点からこれを判断していきたいとの答弁があり

ました。

　そのほか、経営再建に向けての病院職員の意識改革

のあり方、中部病院における４月１日からのスタート

体制の状況、各病院からの増員要求の内容、公的医療

のあり方、臨時的任用職員の数、育児休業職員の数な
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どについて質疑がありました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県の事務処理の特例に関

する条例の一部を改正する条例」は、法令に基づく知

事の権限に属する事務の一部について、協議が整った

市町村に対し権限を移譲するため条例を改正するもの

である。

　主な改正内容は、第１点目に、家庭用品品質表示法

に基づく事務等が新たに移譲できる事務となること、

第２点目として、墓地埋葬等に関する法律に基づく事

務や旅券法に基づく事務ができる市町村を新たに追加

するとの説明がありました。

　次に、乙第５号議案「沖縄県特別会計設置条例の一

部を改正する条例」は、新たに「沖縄県公債管理特別

会計」を設置するほか、所要の改正を行う必要がある

ことから条例を改正するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、公債費に関する経理

の明確化を図るため沖縄県公債管理特別会計を設置す

る、第２点目として、公共用地先行取得事業特別会計

を廃止するとの説明がありました。

　本案に関し、公債管理特別会計を設置する理由は何

か、本特別会計を設置すると、起債制限にかかわらず

借り入れができるようになるのか、市場公募債の発行

は特別会計を設置しないとできないのかとの質疑があ

りました。

　これに対し、公債管理特別会計を設置する理由は、

１点目に、公債費の経理を明確化するため、２点目

に、既に全国44都道府県で設置されており、全国標準

との均衡を図るため、３点目に、民間資金の増加に伴

い、本県においても近い将来市場公募債を発行せざる

を得ない状況が想定されることから、その環境整備を

行うためである。特別会計が設置されても起債制限制

度の適用を受けることに変わりはない。市場公募債の

発行は特別会計を設置しなくてもできるが、特別会計

のほうが公債費の経理が明確になるので、投資家から

は歓迎されることになるとの説明がありました。

　次に、乙第６号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、使用料及び手数料につい

て、徴収項目の追加や適正な額に改める必要があるこ

とから条例を改正するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、工芸技術支援セン

ターの使用料について、新たに回転装置付漆乾燥庫の

使用料の徴収根拠を定める。第２点目として、小型漁

船登録時の総トン数速度手数料について区分及び額を

改めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の条例改正に伴い使用料が上がる

ことはないか、漁業関係者との調整はどうなっている

かとの質疑がありました。

　これに対し、工芸技術支援センターの使用料につい

ては新たな設置である。小型漁船登録時の総トン数速

度手数料については、これまで手数料の区分を船の長

さとトン数で行っていたものをトン数だけに改めるも

のである。これにより区分によっては手数料が上がる

ものも出てくるが、過去に速度測定を行った漁船100

隻のうち、78隻については手数料が下がることにな

る。今回の手数料の改定については漁業協同組合に説

明を行ったが、特に異論は出ていないとの説明があり

ました。

　次に、乙第７号議案「沖縄県産業廃棄物税条例の一

部を改正する条例」は、社会情勢の推移等を勘案し、

必要があると認めるときは、平成27年度をめどとして

検討を行うため条例を改正するものであるとの説明が

ありました。

　次に、乙第８号議案「沖縄県財産の交換、出資、譲

与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例」は、地方自治法の改正に伴い行政財産の貸し付け

が拡充されたことから、普通財産と同様に公益性の観

点から減額貸し付けなどが行えることとするため条例

を改正するものである。

　主な改正内容は、行政財産の無償貸し付けまたは減

額貸し付けは、普通財産の場合に準ずるとの説明があ

りました。

　本案に関し、新年度に具体的に貸し付けが予定され

ている事例はあるか、改正後は中部合同庁舎の駐車場

の無料開放も可能となるかとの質疑がありました。

　これに対し、現時点で新年度の行政財産の貸し付け

は予定していない。ただし、学校施設などへの自動販

売機設置の公募制導入等に際し、今後本制度の活用が

期待できる。中部合同庁舎の駐車場の無料開放につい

ては、すべてに無償貸し付けができるのではなく、公

共的な団体などの基準に基づいた対応となるとの答弁

がありました。

　次に、乙第24号議案「沖縄県警察職員の定員に関す

る条例の一部を改正する条例」は、都道府県警察官の

定員基準を定める警察法施行令が改正されることに伴

い条例を改正するものである。

　改正の主な内容は、本県の警察官の定員を2575人か

ら2578人に改めるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の増員の内訳はどうなっている

か、検視官を増員する理由は何か、検視官には医師免

許も必要かとの質疑がありました。

　これに対し、今回の増員は検視官３人の増員であ

る。検視官を増員する理由は、近年の変死体の増加に
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伴い、検視体制を強化し、犯罪死体を見逃さないよう

にするためである。検視官は、大学等の法医学教室で

実務研修を受けて検視官になるが、医師免許は必要で

はないとの答弁がありました。

　次に、沖縄県における米軍人・軍属の数やそれらに

かかわる事件・事故等の発生件数は、警察官定員の算

定基準に含まれているのかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県に米軍基地があることが全く考

慮に入れられていないということはないと思われる

が、具体的に警察官定員の算定基準に含まれていると

は承知していないとの答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第１号議案から乙第８号議案ま

で及び乙第24号議案の９件は、全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　なお、乙第３号議案については、附帯決議の提出が

あり、採決の結果、全会一致で可決されました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げて報告を終わり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第１号議案から乙第８号議案まで及び乙

第24号議案の９件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案９件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案から乙第８号議案まで及び乙

第24号議案の９件は、原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第18号議案及び

乙第19号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第18号議案及び乙第19

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、農林水産部長及び観光商工

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第18号議案「沖縄県中山間地域等直接支払

事業基金条例を廃止する条例」は、中山間地域等での

農業を支援する「中山間地域等直接支払事業」につい

て、国から単年度ごとに所要額が交付されることと

なったため基金を廃止するものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、中山間地域等直接支払事業基金を平成

22年度に廃止した場合には、これにかわる新たな事業

ができるのか、基金積立方式を廃止し、単年度ごとに

予算措置を行い交付する方式に変更する理由は何か、

農業者戸別所得補償制度の本格実施による本事業への

影響はあるかとの質疑がありました。

　これに対し、当該基金の廃止は、事業の廃止ではな

く事業自体は存続されるものであり、基金積立金から

支払っていたものを単年度予算からの支払いに変更す

るものである。基金積立方式を廃止する理由は、政府

の行政刷新会議の事業仕分け等による指摘を受け、仕

組みの見直しを行ったものである。また、平成23年度

から本格実施される農業者戸別所得補償制度を適切に

補完するため、知事特認の拡充や負担率のかさ上げな

ど制度全体の見直しを行っているとの答弁がありまし

た。

　そのほか、国の負担割合の状況、交付対象地域、人

数及び金額、知事特認認定地域の範囲などについて質

疑がありました。

　次に、乙第19号議案「沖縄県産業振興基金条例の一

部を改正する条例」は、基金の対象となる事業を拡充

するため条例を改正するものである。

　改正の主な内容は、産業の高度化及び国際化に対応

できる人材の育成に必要な事業と将来の産業を担う若

者の育成に必要な事業の２事業を実施可能とするため

それぞれを対象事業に加え、基金に処分することがで

きる額を積み立てるため、その管理及び処分に関し必

要な事項を定めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、当該基金の現在及び変更後の積立額は

幾らか、その内訳はどうなるのか、また、運用益金は

何に使われているかとの質疑がありました。

　これに対し、現在の積立額は110億円である。今回

の13億5000万円を加えると123億5000万円になる。そ
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の内訳及び運用益金の使途は、まず産業振興基金100

億円の運用益金は本県の産業振興に係る事業に、北部

振興基金10億円の運用益金は北部振興に係る事業に、

今回の13億5000万円の基金及び運用益金は新たな人材

育成に係る事業に充てるものであるとの答弁がありま

した。

　そのほか、当該基金の直近の運用益の額、基金設立

からこれまでの運用益の中での最高額、運用型基金か

ら取崩型基金への転換の検討の有無などについて質疑

がありました。

　以上が委員会における説明と質疑の概要であります

が、採決の結果、乙第18号議案及び乙第19号議案は、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第18号議案及び乙第19号議案の２件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第18号議案及び乙第19号議案の２件は、

原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第12号議案、乙

第13号議案、乙第15号議案、乙第16号議案及び乙第

22号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第12号議案、乙第13号

議案、乙第15号議案、乙第16号議案及び乙第22号議案

の条例議案５件について、委員会における審査の経過

及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長及び教育長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第12号議案「沖縄県青少年保護育成条例の

一部を改正する条例」は、沖縄県青少年問題協議会を

廃止し、同協議会の所掌事務である青少年の指導・育

成等の調査・審議を沖縄県青少年保護育成審議会の所

掌事務とする必要があることから条例を改正するもの

である。

　主な改正内容は、知事は、必要に応じて沖縄県青少

年保護育成審議会に青少年の健全な育成に関する重要

事項を調査・審議させることができることにするため

条例を改正するものであるとの説明がありました。

　次に、乙第13号議案「沖縄県青少年問題協議会設置

条例を廃止する条例」は、沖縄県青少年問題協議会を

廃止し、同協議会の所掌事務である青少年の指導・育

成等の調査・審議を沖縄県青少年保護育成審議会の所

掌事務とする必要があることから沖縄県青少年問題協

議会設置条例を廃止するとの説明がありました。

　次に、乙第15号議案「沖縄県看護師等修学資金貸与

条例の一部を改正する条例」は、看護師の離職率が高

い救急病院への人材確保を図るため、当該病院を看護

師等修学資金の返還免除の対象施設に改める必要があ

ることから条例を改正するものである。

　主な改正内容は、返還免除の対象施設に救急病院を

加えるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、12月定例会の本委員会で示した看護師

等修学資金の平成23年度の予算額と異なる額を委員外

議員に示したのは、委員会軽視ではないかとの質疑が

ありました。

　これに対し、平成23年度の看護師等修学資金として

9000万円を予算要求しているが、看護師確保を進める

観点からさらなる看護師等修学資金の拡充を図ってい

きたいと12月定例会の本委員会において説明した。本

委員会での議論を踏まえ、救急病院における７対１看

護体制の導入など今後の看護師の増加を見越してさら

なる看護師等修学資金の拡充額を委員外議員に提示し

たものであり、本委員会で説明した説明の範囲内であ

ると認識しているとの答弁がありました。

　これに対し、委員から委員会を超えることであり、

改めて議会軽視であるとの指摘がありました。

　次に、修学資金の貸与者の状況はどうか、どのよう

な場合に修学資金の返済債務は免除されるか、修学資
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金を借用する場合に連帯保証人が必要か、連帯保証人

を付するという貸与条件を改善するべきではないかと

の質疑がありました。

　これに対し、修学資金の貸与者は、平成22年度が

144名であり、平成23年度は223名程度を予定してい

る。修学資金の返済債務の免除は、第一種修学資金を

受けた者が県内の免除対象施設で貸与期間の２倍に相

当する期間、第二種修学資金を受けた者が県内の免除

対象施設で貸与期間の３倍に相当する期間それぞれ勤

務した場合、修学金の返還が免除される。修学資金を

借用する場合は、県内に住所を有し、独立した生計を

営む２名の連帯保証人が必要である。連帯保証人の２

名を付するという貸与条件については、他の修学資金

とのバランスを見ながら改善を検討していきたいとの

答弁がありました。

　そのほか、沖縄県看護師等修学資金と他修学資金と

の併用の可否、修学資金の貸与額の状況などについて

質疑がありました。

　次に、乙第16号議案「沖縄県国民健康保険広域化等

支援基金条例の一部を改正する条例」は、国民健康保

険法の一部改正に伴い、基金の対象となる事業を拡充

する必要があることから条例を改正するものである。

　主な改正内容は、国民健康保険事業の広域化等支援

方針に定める施策の実施等に必要な費用の財源とする

場合を追加するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、国民健康保険事業の広域化に対する全

国知事会の対応はどうか、国民健康保険の構造的な問

題解決に向けての国の取り組みはどうなっているの

か、国民健康保険事業の広域化に向けてどう取り組ん

でいくかとの質疑がありました。

　これに対し、全国知事会は、事業の広域化で国民健

康保険の構造的な問題は解決されないとして、国に対

して国民健康保険の構造的な問題を議論すべきと要望

している。昨年12月、国は、国民健康保険が抱える構

造的な問題などに対応するため国民健康保険に関する

国と地方の協議の場を設置しており、ことし２月に事

務レベルのワーキンググループが開催された。今回の

国民健康保険事業の広域化に向けては、システム改修

などの準備作業を丁寧に行うとともに県民に対する周

知を徹底して行い、混乱が生じないよう取り組んでい

きたいとの答弁がありました。

　次に、市町村一般会計から国民健康保険会計への繰

入額総額及び繰上充用金総額の状況はどうなっている

か、国民健康保険事業の赤字分をどう解消する考えか

との質疑がありました。

　これに対し、平成21年度の市町村一般会計からの繰

入額総額は約76億円、繰上充用金総額は約86億円と

なっている。国民健康保険は、低所得者や高齢者など

の加入者が多く、全国的に市町村国民健康保険会計は

赤字となっており、全国知事会を通して国に対して問

題解決を要望しているところであるとの答弁がありま

した。

　そのほか、国民健康保険加入者の１人当たり所得額

の本県と全国平均との比較、被保険者証の未到達世帯

の状況などについて質疑がありました。

　次に、乙第22号議案「沖縄県学校職員定数条例の一

部を改正する条例」は、児童生徒数の増減等により学

校職員定数を改めるため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、県内の小学校、中学校及び高等学

校の職員定数の合計を１万5111名から１万5287名とす

るものであるとの説明がありました。

　本案に関し、職員定数が増加した理由は何か、今回

の条例改正で臨時的任用教員の全教員に占める割合は

どのように改善されるかとの質疑がありました。

　これに対し、職員定数を増加した理由は、小学校１

年生が40人学級から35人学級に見直されたこと、中学

校の生徒数が増加したこと、臨時的任用教員を正教員

にするための職員採用枠を広げたことなどである。今

回の条例改正では臨時的任用教員を正教員にするため

の職員採用枠を広げたが、学校職員定数が増加したこ

とから臨時的任用教員の全教員に占める割合は余り改

善されていないとの答弁がありました。

　次に、本採用を待ついわゆる待機システムとは何

か、どうして待機システムを行うのかとの質疑があり

ました。

　これに対し、待機システムとは、教員採用試験に合

格したが結果的に採用がない場合に、次年度に再度面

接試験を行い、採用候補者名簿に登載させる本県独自

のシステムである。本県は離島県であることから、中

学校や高等学校の専門教科などにおける臨時的任用教

員の確保が難しく、人材確保の観点から本システムを

実施しているとの答弁がありました。

　そのほか、特別支援学校教員免許状の保有状況、特

別支援学級の設置と特別支援学校教育コーディネー

ターの配置状況、30人学級と35人学級の整合性などに

ついて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち乙第16号議案については、共産党

所属委員から反対する旨の意見表明があり、採決の結

果、乙第16号議案は、賛成多数をもって原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

　乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案及び乙
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第22号議案の４件は、全会一致をもって原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第16号議案に対する討論の通告がありますので、

順次発言を許します。

　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　乙第16号議案の「沖縄県国民健

康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例」

に反対する討論を行います。

　貧困と格差が広がる中、市町村国保の危機的状況が

ますます深刻化しています。しかし、政府はこうした

事態に対して根本的な打開策を打たない一方で、後期

高齢者医療制度とも連動させて医療保険の都道府県単

位化を進めようとしています。

　政府・厚生労働省は、去年12月20日に「高齢者のた

めの新たな医療制度」の最終案を出しました。新医療

制度について多くの都道府県が反対を表明し、全国知

事会は、昨年12月20日に「市町村国保は、高齢化、低

所得者層の増加により、十分な保険料収入が確保でき

ず保険財政が恒常的に綻迫している。こうした構造的

な問題について議論することなく、単に財政運営を都

道府県に移行しても巨大赤字団体をつくるだけで、問

題を先送りするだけである。」、「新制度に移行する

ことについては反対であり、持続可能な国民健康保険

制度の構築に向け国の財政責任を含めた本質的な検討

を求める。」という談話を発表いたしました。

　新医療制度は、第１段階で75歳以上の高齢者を対象

に国保を広域化し、第２段階は、国保加入世帯の全年

齢を対象にした広域化を進めようとするものでありま

す。

　新制度の基本は、都道府県に国保の広域化等支援方

針を策定させることであります。この支援方針には、

市町村国保の「財政改善」、「収納率向上」、「医療

費適正化」などの目的が書き込まれ、都道府県がその

実行を市町村に迫っていくことになります。

　さらに重大な問題は、国保加入の高齢者が現役世代

と別勘定にされ、給付費増に応じて保険料負担も引き

上がる仕組みになっていることであります。後期高齢

者は、国保に戻った後も保険財政を現役世代と別建て

にされ、高齢者の保険給付費の１割負担が保険料とし

て課せられます。医療にお金がかかる高齢者だけを集

め、財源の１割を高齢者の保険料で賄う、これでは後

期高齢者医療制度と同じであります。

　さらに厚労省は、各都道府県に「広域化等支援方針

の策定について」という通達を出しました。その内容

は、「一般会計繰入による赤字の補てん分について

は、保険料の引上げ、収納率の向上、医療費適正化策

の推進等により、できる限り早期に解消するよう努め

ること。」と明記されています。

　市町村の一般会計財源の繰り入れをやめさせ、保険

料値上げに転嫁させようとするものであります。広域

化によって一般財源の繰り入れがなくなれば国保料は

さらにふえ続け、しかも今後、医療費給付率がふえる

のに応じて際限なく引き上がることになります。沖縄

県の各市町村が国保会計に繰り入れをしている総額

は、2009年度で75億4900万円、繰上充用額が85億5300

万円となっており、これをやめれば保険料は４人家族

で実に12万円、１人当たり３万円の引き上げになりま

す。

　県内市町村の国保財政状況は、全41保険者のうち

40％に当たる17保険者が単年度赤字となっています。

また、標準保険料が設定されておりますが、41保険者

ごとに保険料が違う中で、県全体が保険料を標準化す

れば低い保険料の市町村は保険料が引き上げられ、大

きな負担となることは明らかであります。

　さらに県は、支援方針で収納率目標設定をしていま

すが、厚労省の収納率割合より設定目標を引き上げて

おります。より一層の収納率を強化しようとするもの

であり、高過ぎる国保税を払いたくても払えずに苦し

んでいる県民を窮地に追い込むものであります。今で

も高過ぎる国保税を払いたくても払えない世帯がふえ

続け、国保手帳を切りかえることができずに手おくれ

で死亡する事態が起こっています。民医連の調査で

は、国保税を滞納して無保険状態になり医療費を払え

ずに受診がおくれ亡くなる人が、昨年、24都道府県で

71人に上り、沖縄でも７人の人が亡くなっていること

が明らかになっています。

　失業者や非正規労働者が多く、国保科を払いたくて

も払えない人が急増している中において、県民に新た

な負担を押しつけ、医療を受ける権利を奪う国保の広

域化は到底認められません。

　地方自治体の果たすべき役割、それは県民の命を守
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り、暮らしを豊かにすることです。憲法25条の人間ら

しく生きる権利を保障する、その基盤である社会保障

制度の拡充こそが必要であります。

　今県がやるべきことは、新医療制度に反対し、国庫

負担をもとの50％に戻すよう要求し、市町村への県独

自の助成を実施し、国保税の引き下げを行うことであ

ります。

　よって、乙第16号議案の「沖縄県国民健康保険広域

化等支援基金条例の一部を改正する条例」に反対する

立場を明らかにして討論を終わります。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第16号議案「沖縄県国

民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条

例」について、賛成の立場から討論を行います。

　本案は、国民健康保険事業の運営の広域化または国

民健康保険の財政の安定化を推進するための県内の市

町村に対する支援の方針を作成し、当該方針に定める

施策を実施する必要があるため条例を改正するもので

あります。

　国民健康保険は、国民皆保険の最後のとりでと言わ

れており、国民生活に欠かすことのできない制度とし

て国民の健康と命を守り、必要な医療を確保する上で

重要な役割を果たしてきており、国民生活の基盤をな

す国民健康保険制度の安定的運営を図ることは重要な

課題であります。

　市町村が運営する国民健康保険は、加入者の平均年

齢が高く、所得が低いといった構造的な問題を抱えて

おり、国・県においては必要な医療費にかかる国庫負

担などの公費負担に加え、所得の低い加入者の保険税

の軽減分に対し、公費による一定の負担を実施するな

ど国保財政の安定化を推進するための各種の財政支援

を行っております。しかしながら、その効果は十分な

ものとはなっておらず、国保の財政運営は市町村がや

むを得ず行っている一般会計からの多額の繰り入れに

よって運営されている状況にあります。このため、国

は市町村国保の安定的運営、特に小規模保険者の財政

基盤の安定化を図る観点から、国民健康保険事業の広

域化を推進することとし、都道府県に対して広域化に

向けた支援方針の策定を要請しておりました。これを

受け、県においては、将来的な国保の広域化に対応す

るため平成22年12月に沖縄県国民健康保険広域化等支

援方針を作成したところであります。

　今回の条例改正については、国保に係る基金を活用

した事業の中に当該支援方針で定める施策の実施等を

加えるものとなっており、厳しい財政運営の状況にあ

る市町村国保を支援する観点から必要であると考えま

す。

　以上の理由により、乙第16号議案「沖縄県国民健康

保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例」に

ついて賛成するものであります。

　議員諸侯の賛同をよろしくお願い申し上げて、討論

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時47分休憩

　　　午前10時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議

案、乙第16号議案及び乙第22号議案の採決に入りま

す。

　議題のうち、まず乙第12号議案、乙第13号議案、乙

第15号議案及び乙第22号議案の４件を一括して採決い

たします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議

案及び乙第22号議案は、原案のとおり可決されまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第16号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第16号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第20号議案及び

乙第21号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
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　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木文化環境委員長（當山眞市君）　おはようござ

います。

　ただいま議題となりました乙第20号議案及び乙第21

号議案の条例議案２件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第20号議案「沖縄県道路占用料徴収条例の

一部を改正する条例」については、道路法施行令の一

部が改正されたことを勘案し、県管理道路の占用料の

額を見直すため条例を改正するものである。

　主な内容は、電柱、共架電線、地下電線ほかの道路

占用料を改定するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、道路占用料の徴収額を見直すことに伴

う減収額はどれぐらいになるかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、平成21年度における道路占用料の徴収

実績が１億3600万円であるのに対し、今回の条例改正

後の料金単価で試算すると年間約１億2100万円の徴収

額となる見込みであり、約1500万円の減収になるとの

答弁がありました。

　次に、乙第21号議案「沖縄県屋外広告物条例の一部

を改正する条例」については、屋外広告物法及び条例

に基づく知事の権限に属する事務の一部について、協

議が整った市町村に対して権限移譲を行うため条例を

改正するものである。

　主な内容は、屋外広告物許可等の事務の権限移譲に

ついて、新たに粟国村、北大東村、伊平屋村を追加す

るものであるとの説明がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第20号議案及び乙第21号議案の

２件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第20号議案及び乙第21号議案の２件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第20号議案及び乙第21号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　議員提出議案第６

号　沖縄県議会委員会条例の一部を改正する条例を議

題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　大城一馬君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第６号につ

いて、提出者を代表いたしまして提案理由を御説明申

し上げます。

　文化観光及びスポーツに関する施策を総合的に実施

するため、「文化観光スポーツ部」を設置するほか、

環境施策を強化するために環境部門の部を再編するこ

と等を内容とする条例が去る２月４日の臨時会におい

て可決され、来る４月１日から施行されることに伴

い、沖縄県議会委員会条例の一部を改正する必要があ

ることから、本議案を提出した次第であります。

　本委員会条例の改正箇所としては、第２条第２号に

規定する経済労働委員会の所管事項中の「観光商工

部」を「商工労働部、文化観光スポーツ部」に改め、

また同条第４号に規定する「土木文化環境委員会」を

「土木環境委員会」に、同委員会の所管事項中の「文

化環境部」を「環境生活部」に改めるなど所要の改正

を行い、平成23年４月１日から施行するものでありま

す。

　以上で提案理由の説明を終わりますが、慎重に御審

議の上よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。
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　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第６号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第６号

「沖縄県議会委員会条例の一部を改正する条例」を採

決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第６号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　乙第27号議案、乙

第29号議案から乙第31号議案まで及び乙第34号議案

から乙第36号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第27号議案、乙第29号議案から乙第31号議

案まで及び乙第34号議案の議決議案５件並びに乙第35

号議案及び乙第36号議案の同意議案２件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、知事公室長及び総務部長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第27号議案「交通事故に関する和解等につ

いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関し、相手方との当該事故に関する和解及び賠償の額

について、地方自治法第96条第１項の規定により議会

の議決を求めるものである。

　事故の概要及び和解の内容は、駐車中の相手方の車

両に公用車が接触し、相手方車両の一部が破損したた

め、県は相手方に損害賠償金として７万4720円を支

払ったことを確認するものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第29号議案「配当異議請求事件の和解につ

いて」、乙第30号議案「配当異議請求事件の和解につ

いて」及び乙第31号議案「配当異議請求事件の和解に

ついて」の３件は、法人に対する県の租税債権に対し

て申し立てられている配当異議請求事件について、原

告との間で和解を成立させるため、地方自治法第96条

第１項の規定により議会の議決を求めるものである。

　和解の主な内容は、差し押さえ物件の競売事件にお

ける県の配当額はすべて原告に属し、原告は県へ解決

金を支払う。解決金の額は、乙第29号議案が2307円、

乙第30号議案が2307円及び乙第31号議案が2308円であ

るとの説明がありました。

　本案に関し、本議案の提出に当たって、旅客船は災

害時の避難者の輸送手段にもなるが、離島の旅客航路

の確保について総務部と企画部は協議をしたのかとの

質疑がありました。

　これに対し、議案提出に当たっての具体的な協議は

行っていないが、離島航路の確保は重要な課題であ

り、今後も企画部を中心にして検討されていくものと

認識しているとの答弁がありました。

　次に、乙第34号議案「包括外部監査契約の締結につ

いて」は、包括外部監査契約を締結するため、地方自

治法第252条の36第１項の規定に基づき議会の議決を

求めるものである。

　主な内容は、契約金額は1022万6000円を上限とし、

契約の相手方を公認会計士の田里友治氏とするもので

あるとの説明がありました。

　本案に関し、包括外部監査人を選ぶ基準は何か、契

約期間は何年かとの質疑がありました。

　これに対し、包括外部監査人を選ぶ基準は、従来、

弁護士及び公認会計士から選任しているが、それぞれ

弁護士会や公認会計士協会から推薦していただき選任

している。契約期間は１年であるが、再任される場合

もあるとの答弁がありました。

　そのほか、契約金額を減額した理由について質疑が

ありました。

　次に、乙第36号議案「副知事の選任について」は、

安里副知事が平成23年２月19日で任期満了することに
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伴い、その後任の副知事として与世田兼稔氏を選任す

るため、地方自治法第162条の規定に基づき議会の同

意を求めるものである。

　提案する与世田兼稔氏は、昭和55年に弁護士登録さ

れ、これまで法曹界で活躍されてきたが、平成16年に

は沖縄弁護士会会長を務め、司法制度改革へ取り組ま

れるとともに、沖縄県の包括外部監査人や各種審議会

等の委員を務めた実績があり、その豊富な知識・経験

から副知事として適任であり、議会の同意を得て副知

事に選任いたしたく提案したとの説明がありました。

　本案に関し、副知事の職務とは何かとの質疑があり

ました。

　これに対し、副知事は知事を補佐し、知事の命を受

け政策及び企画をつかさどり、職員の担任事務を監督

するとともに、知事に事故あるときまたは欠けたとき

に知事の職務を代理する業務であるとの答弁がありま

した。

　次に、安里前副知事の後任ということであるが、女

性の登用については検討しなかったのかとの質疑があ

りました。

　これに対し、女性も含めて幅広く人選を行った結

果、今回の提案ということになったとの答弁がありま

した。

　そのほか、副知事の担任事務の変更について質疑が

ありました。

　次に、乙第36号議案「沖縄県教育委員会委員の任命

について」は、教育委員会委員１人が平成23年３月31

日で辞職し及び１人が平成23年４月４日で任期満了す

るため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第１項の規定により議会の同意を求めるものであ

る。

　提案する大城浩氏は、昭和55年４月から高等学校教

諭として勤続し、平成14年４月からは教育行政に携

わって現在、教育指導統括監である。教育現場におけ

る同氏への信頼は厚く、その教育行政手腕は高く評価

されている。

　安里政晃氏は、社会福祉法人の経営者として活躍す

るとともに、日本青年会議所沖縄地区協議会会長を務

めるなど、社会活動に積極的に参画し、その実績は高

く評価されている。

　両氏は、これまでの豊富な知識・経験から教育委員

として適任であり、議会の同意を得て任命いたしたく

提案したとの説明がありました。

　本案に関し、教育の政治的中立性について、総務部

長はどう考えるかとの質疑がありました。

　これに対し、教育の政治的中立性についてはしっか

りと保たなければならないものと認識しているとの答

弁がありました。

　次に、安里氏については、去る知事選挙に深くかか

わったとの情報があるが、そのことを承知した上での

提案かとの質疑がありました。

　これに対し、選挙のことは承知していない。安里氏

を提案したのは、社会福祉法人の園長や日本青年会議

所地区協議会の会長を務めるなど、地域社会活動に積

極的に取り組んできた実績があるとの観点からである

との答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第27号議案、乙第29号議案から

乙第31号議案まで及び乙第34号議案の５件は、全会一

致をもって可決すべきものと決定いたしました。

　乙第35号議案については、採決に先立ち共産党所属

委員から、反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第35号議案は、賛成多数をもってこ

れに同意すべきものと決定いたしました。

　乙第36号議案については、採決に先立ち共産党及び

社民・護憲ネット所属委員から、安里政晃君について

は反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、大城浩君については、全会一致をもっ

てこれに同意すべきものと決定いたしました。安里政

晃君については、賛成多数をもってこれに同意すべき

ものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時４分休憩

　　　午前11時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第27号議案、乙第29号議案から乙第31号

議案まで及び乙第34号議案から乙第36号議案までの採

決に入ります。

　議題のうち、まず乙第27号議案、乙第29号議案から

乙第31号議案まで及び乙第34号議案の５件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案５件は、委員長の報告のとおり決す
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ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第27号議案、乙第29号議案から乙第31号

議案まで及び乙第34号議案は、委員長の報告のとおり

可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第35号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、同意であります。

　お諮りいたします。

　本案は、これに同意することに賛成の諸君の起立を

求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第35号議案は、これに同意することに決

定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第36号議案を採決い

たします。

　まず、大城浩君について採決いたします。

　お諮りいたします。

　大城浩君の教育委員会委員への任命について、これ

に同意することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、大城浩君の教育委員会委員への任命につい

て、これに同意することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、安里政晃君について採

決いたします。

　お諮りいたします。

　安里政晃君の教育委員会委員への任命について、こ

れに同意する諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、安里政晃君の教育委員会委員への任命につ

いて、これに同意することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　乙第28号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました乙第28号議案の議決議案について、委員会に

おける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第28号議案「交通事故に関する和解等について」

は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に関して

相手方との当該事故に関する和解及び賠償額につい

て、地方自治法第96条第１項の規定により議会の議決

を求めるものである。

　事故の概要は、駐車中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は相手に損害賠償金として８万1553円が支払われたこ

とを確認したとの説明がありました。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、乙第28号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第28号議案を採決いたします

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第28号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　乙第33号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木文化環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木文化環境委員長　當山眞市君登壇〕
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○土木文化環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題

となりました乙第33号議案の議決議案１件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第33号議案「訴えの提起について」は、県営住宅

に入居する長期家賃滞納者に対し、建物の明け渡しと

滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起するため、地

方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の議決を求

めるものである。

　訴えの主な内容は、入居している県営住宅を明け渡

すこと、未納の家賃及び損害賠償金を支払うこと、訴

訟費用は被告らの負担とすることであるとの説明があ

りました。

　本案に関し、「訴えの提起」を行うまでにどのよう

な努力をしてきたか、当該議案が議決された後、直ち

に強制執行するのか、平成22年第１回議会で議決した

「訴えの提起」の対象者85件のうち強制執行に至った

ものは何件か、指定管理者制度の導入による効果は認

められるかとの質疑がありました。

　これに対し、訴えの提起を起こすまでの間、文書、

電話、訪問による督促の実施、指定管理者や県による

面談の実施、連帯保証人への連帯保証債務履行請求書

の送付などを行うとともに、状況に応じて最長18カ月

間の分割納付の相談に応じているところであり、生活

困窮者や多重債務者に対しては、生活保護等福祉制度

の相談窓口や無料法律相談所等の窓口を紹介するな

ど、適宜アドバイスを行っているところである。

　また、「訴えの提起」について議会の議決を経た

後、対象者に対し提訴に至る状況を説明した上で最終

催告書を通知するとともに、その後約１年間は対象者

の状況を勘案しながら交渉を継続しているところであ

り、直ちに強制執行しているものではない。また、平

成22年第１回議会で議決した「訴えの提起」の対象者

85件については、現在、訴訟の準備を進めている段階

であり、強制執行に至っているケースはない。最終的

に強制執行に至る者は、判決を言い渡された者のうち

２分の１から３分の１程度となっている。また、指定

管理者制度の導入によりわずかではあるが、導入前に

比較して家賃の収納率は向上しており、効果は上がっ

ているものと理解しているとの答弁がありました。

　そのほか、累積の収入未済額、年度ごとの不納欠損

額、家賃減免申請が増加している理由などについて質

疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち乙第33号議案については、共産党

所属委員から、本県の公営住宅の整備率が全国平均に

比較してかなり低い状況にあることから、県は県民が

安心して暮らせるような住環境の整備を最優先に考

え、公営住宅の整備に一層努力すべきであるが、この

ような整備も十分でないまま、昨今の厳しい経済情勢

の影響で収入減となった者に対しても退去を命じてい

る状況があることには到底納得がいかないことから反

対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第33号議案については、賛成多数を

もって可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時14分休憩

　　　午前11時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第33号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第33号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　甲第１号議案から

甲第23号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　當間盛夫君登壇〕

○予算特別委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案から甲第23号議案までの予算議
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案23件について、委員会における審査の経過及び結果

を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、知事公室長を初め各部局長

等の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、ケビン・メア氏の発言が報道された後、県と

してどのような対応をとったか、メア発言に対する知

事の見解はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、メア発言については、当初マスコミの

報道しか情報がなかったため、直ちに日米両政府、と

りわけアメリカ領事館に対して、事の真意を承知して

いるかということと、発言に対する米政府の見解につ

いて求めたところである。メア発言に対しては、メア

氏が総領事をしていたときから警告を発しコメントし

ていた人物であるが、その発言には頭にき過ぎるくら

いであるが、このような失礼きわまりない、品性も知

性もない人物の発言にどこまで直截に反応すべきかと

いう点では、少し抑制ぎみのほうがよいと考えている

との答弁がありました。

　次に、沖縄県への一括交付金の配分額は幾らか、平

成23年度予算への計上はどうなっているかとの質疑が

ありました。

　これに対し、沖縄振興自主戦略交付金、いわゆる一

括交付金は国全体で約5000億円であり、そのうち沖縄

県への配分額が321億円である。県ではそのうち９割

を平成23年度当初予算に計上し、１割を保留している

との答弁がありました。

　次に、一括交付金のうち１割を保留した理由は何か

との質疑がありました。

　これに対し、今回の一括交付金は、予算要求の積み

上げ額の中から、継続事業の部分を取り出して321億

円という形の内示になっており、その使途も農林水産

事業、土木事業、文教施設関連事業、水道事業等に限

られている。県としては、もっと自由度の高い一括交

付金を求めており、その観点から今回の保留分の約31

億円について、国にほかの事業にも使えるように要求

しているところであり、認められれば改めて６月補正

予算に計上するための保留であるとの答弁がありまし

た。

　次に、新たな沖縄振興計画においてはどのような分

野が課題となると考えているか、策定に向けた今後の

スケジュールはどうなっているかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、新たな沖縄振興計画においては、引き

続き県民所得や雇用の問題が課題となるとともに、離

島振興をどうするか、子育てをどうするか、自然環境

や伝統文化への対応、農業振興の課題等々さまざまな

分野において新たな政策課題が出てきており、それぞ

れにしっかりと対応していく必要がある。計画策定に

向けた今後のスケジュールとしては、現行の沖縄振興

特別措置法及び振興計画は、来年平成24年３月には切

れるため、まず法律について、政府としては来年１月

の通常国会には提出したいとの方向性が出ている。そ

のためには８月の概算要求までには新法の骨格をあら

あら固めたい。また、新計画については３月末に沖縄

振興審議会を予定しており、新計画の基本的な考え方

を提示していきながらさまざまな議論を喚起していき

たいとの答弁がありました。

　次に、公共関与による産業廃棄物最終処分場整備の

進瀧状況と今後の見通しはどうか、今後も３候補地に

絞って選定作業を進めていく考えかとの質疑がありま

した。

　これに対し、平成19年３月に沖縄本島内の３カ所を

最終立地候補地として選定したが、当初から地元自治

体、住民等から一斉に反対の声が上がるなどの経緯等

もあって、現在も地域の理解を得るには至っておら

ず、当該処分場の建設に着手できない状況である。こ

のことから、今年度末には地元自治会の役員等に対し

先進地を視察してもらうなど、引き続き地域の理解が

得られるよう努力することとしており、早期に用地を

決定した上で、平成24年度までには工事に着手したい

と考えている。

　現在、３候補地のうち１カ所については説明に対し

聞く耳を持たない状況であること、候補地以外の地域

から選定地を見直してはどうかとの提案もあることな

どから、用地の決定に当たっては柔軟に対応していき

たいとの答弁がありました。

　次に、本県は全国に比べて民間の放課後児童クラブ

が多いのはなぜか、県内の放課後児童クラブの設置状

況はどうか、放課後児童クラブの長時間開設に伴う予

算計上の状況はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、本県は全国に比べて公立幼稚園が多

く、公立幼稚園終了時間後の児童を民間の放課後児童

クラブが預かる受け皿となってきた。

　県内の放課後児童クラブ数は、平成22年度が215

件、平成23年度が231件であるが、放課後児童クラブ

に入り切れないなど潜在的な学童保育の実態があると

聞いており、市町村のほうでニーズを把握し、必要な

支援に努めていただきたいと考えている。

　県としては、放課後児童クラブの長時間開設加算に

ついては、平成23年度に県単価を国基準単価に引き上
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げ、それに係る分として4135万5000円を予算計上して

いるとの答弁がありました。

　次に、環太平洋戦略的経済連携協定いわゆるＴＰＰ

参加による沖縄県内農林水産業や基幹作物であるさと

うきびに与える影響はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、ＴＰＰは原則すべての品目で関税を撤

廃する協定であり、県内農林水産業に対しても大変大

きな影響が出ると懸念されており、直接的生産額では

580億円、関連産業を含めると1420億円、直接的雇用

では２万3000人、関連産業を含めると２万9000人へ影

響するという試算が出ている。また、さとうきび生産

へは197億円の影響が出ると試算しており、ＴＰＰ参

加により糖価調整制度も関税扱いとなる可能性が高い

ことから、離島の農業が壊滅的な打撃を受けるのでは

ないかと懸念しているとの答弁がありました。

　次に、入域観光客数及び観光収入の平成23年度の目

標をどう設定しているか、昨年10月からの羽田空港の

国際化や今回の東北地方太平洋沖地震の影響はあるか

との質疑がありました。

　これに対し、平成23年度の入域観光客数の目標は、

全体で650万人、うち外国人観光客は40万人である。

観光収入の目標は、１人当たり７万円、全体で4550億

円に設定している。羽田空港の国際化や円高の影響に

より近隣アジア諸国等への出国者がふえており、沖縄

観光への影響もあると聞いている。今回の地震は東北

地方から首都圏まで広範囲に及ぶことから、その影響

の分析には時間がかかるとの答弁がありました。

　次に、県内高等学校及び大学の新規卒業者の直近の

就職内定率や全国平均は幾らか、雇用対策事業を実施

した効果はどこにあらわれているかとの質疑がありま

した。

　これに対し、平成23年１月末現在の就職内定率は、

県内高卒者が55.6％、全国平均が70.6％、県内大卒者

が39.5％、全国平均が68.8％となっている。厳しい経

済環境の中で失業率は前年度と比較して大きく改善し

ていないが、就業者数は４年前と比較して２万5000人

増加している。今後とも既存産業の拡大、新規産業の

創出及び企業誘致を推進し雇用の確保に努めるとの答

弁がありました。

　次に、東部海浜開発事業の進瀧状況、今後の手続は

どのようなものか、港湾計画の一部変更に対し、環境

省から国土交通省に対し埋立面積の縮小を求めるなど

の意見が出されたがどう考えるか、沖縄県地方港湾審

議会のメンバーに沖縄市長が入っているが問題はない

かとの質疑がありました。

　これに対し、県は沖縄市が作成した土地利用計画見

直し案をもとに港湾計画変更の原案を作成し、昨年12

月に開催した沖縄県地方港湾審議会において原案のと

おり適当であるとの答申を受け、さらに去る３月３日

に開催された国土交通省交通政策審議会港湾分科会の

おおむね適当であるとの答申を受けたことから、今

後、埋立免許等の変更手続等を進め来年度に工事再開

ができるよう努めていく考えである。

　また、計画変更に伴う緑地は、海浜緑地、外周緑

地、野鳥園など約39ヘクタールであり、これらは各種

根拠資料に基づき敷地面積が算定されていることか

ら、計画どおり進めていくことにしており、工事に際

しては、環境監視委員会等による専門家の指導助言を

受けながら、可能な限り環境への負荷を小さくしてい

く考えである。

　昨年12月に開催された沖縄県地方港湾審議会は、東

部海浜開発事業だけがテーマではなく、また沖縄市長

は、沖縄県地方港湾審議会設置条例第３条に基づく関

係市町村を代表する者として出席したところであり、

問題はないものと考えているとの答弁がありました。

　次に、浄水場における運転管理業務を民間に委託す

る目的及び主な内容は何か、どのような効果を期待し

ているか、他都道府県はどのような状況か、民間委託

によってライフラインとしての役割が果たせなくなる

不安はないか、どのような対策を講じているかとの質

疑がありました。

　これに対し、民間委託の目的は、将来の厳しい経営

環境を見据え、経営の効率化による経営基盤の強化を

図るため、企業局が定めた中長期組織ビジョンに基づ

き、平成22年度から平成30年度にかけて浄水場の運転

管理業務を委託する計画になっている。

　主な内容は、浄水場における平日の夜間及び土・

日、祝祭日の運転管理業務を委託するもので、水量調

整の運転操作、浄水処理に必要な薬品配合調整及び注

入操作、配水池への送水操作、水質の定期的なチェッ

ク等である。

　委託による効果としては、運転管理に要するコスト

の低減、交替制勤務がなくなることによるワーク・ラ

イフ・バランスの観点からの職員負担の軽減、民間の

管理ノウハウの活用等が挙げられる。全国で本県と同

様な企業体が23団体あるが、そのうちの約８割に当た

る19団体が民間への委託を実施している。

　委託の公募に当たり、配置する総括責任者は、一定

の資格を有する技術者を配置することが応募資格の要

件となっており、専門的知識を持った者が委託業務を

行うこととなっている。

　また、委託時間帯における災害等の緊急事態に対
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し、企業局職員が迅速に対応できるような緊急連絡体

制を構築しており、受託者に対しても業務習熟訓練等

を行うことにより、緊急時においても適切な対応がで

きるよう対策を講じているところである。

　仮に浄水場で事故があり、用水供給事業がストップ

したとしても、12時間程度は水を供給できる貯水池を

有していることから、万が一の危機に対しても十分に

対応できるものと考えているとの答弁がありました。

　次に、平成22年４月１日から導入された県立南部医

療センター・こども医療センターにおける７対１看護

体制の効果はどうか、県立中部病院への７対１看護体

制の導入に向けて何名の看護師が必要となるか、課題

等はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、７対１看護体制の導入後、県立南部医

療センター・こども医療センターでは、看護師の超過

勤務時間の減少や、有給休暇の取得が容易になるなど

労働環境が改善されたことから看護師離職率が前年度

に比べて6.7％減少し、経営面では１億8000万円から

２億5000万円程度の改善が見込まれている。

　県立中部病院への７対１看護体制の導入に向けて、

新たに93名の看護師を採用する必要があり、産前・産

後休暇、育児休暇及び病気休暇に対応する代替看護師

の補充の仕組みの確立が課題であるとの答弁がありま

した。

　次に、県立病院のあり方が検討される中、県立病院

経営改善計画の実施状況はどうなっているか、医師確

保に向けて後期臨床研修医の任用のあり方の改善が必

要ではないかとの質疑がありました。

　これに対し、県立病院としては、地方公営企業法の

全部適用の中での県立病院の体質強化を図るため、

しっかりと県立病院経営改善計画を推進していきた

い。現在、後期臨床研修医を臨時的任用職員として雇

用しているが、今後、医師確保の観点から経営改善状

況を見ながら任用のあり方の改善に取り組んでいきた

いとの答弁がありました。

　次に、生きる力をはぐくむのが教育の根幹であり、

東北地方太平洋沖地震の被災者の皆さんにメッセージ

を送るべきではないか、未曾有の被害を受けた今回の

地震への対応はどうなっているか、県内中学校から被

災地の高等学校に受験した生徒や被災地の高校、大学

に進学した県出身者の状況を把握しているか、被災地

の児童生徒の受け入れ体制を早急に整備すべきではな

いかとの質疑がありました。

　これに対し、被災者の皆さんへのお見舞いと亡くな

られた方へのお悔やみを申し上げるとともに、今後、

いろんな形で激励のメッセージを届けていきたい。

　地震発生後、緊急に市町村教育長協議会を開催し、

支援策を集約して今後の取り組みを検討しているとこ

ろである。各学校に対しては、全体集会を開催して被

災者への哀悼の意をあらわすこと、生徒たちが話し

合って被害の深刻さを共有すること、避難経路等津波

への危機対策を見直すことなどを文書通知した。ま

た、修学旅行中に今回の地震に遭遇した19校に対して

は、今回の旅行先での体験を踏まえて災害に対する対

応を検討してもらいたいことをあわせて通知した。県

内中学校から被災地の高等学校に受験した生徒や、被

災地の高校、大学に進学した県出身者の状況について

は早急に調査したい。被災地の児童生徒の受け入れに

ついては、阪神・淡路大震災の際に69名の児童生徒を

受け入れた実績があり、しっかりと対応していきたい

との答弁がありました。

　そのほか、不発弾処理促進費の増額の内容、自主財

源確保のための新税導入の検討状況、島しょ型ゼロエ

ミッションエネルギーシステム構築事業の内容、島

しょ地域循環資源活用促進事業の内容、県庁における

女性管理職の登用状況と課題、ひとり親世帯の状況と

医療費の現物給付の可能性、児童虐待の状況、ＤＶ被

害の状況、特別養護老人ホームの民間運営の可能性、

ハンセン病療養施設への県の対応、自殺の状況と対策

の内容、農家戸別所得補償制度の県内対象農家数、ス

マートエネルギーアイランド基盤構築事業の内容、無

電柱化推進事業の進瀧状況と今後の計画、公共施設に

おける耐震基準の概要、新石垣空港整備事業の進瀧状

況、今後の県道等の除草作業への取り組み、本県の水

道施設の特徴と現状、全国の水道料金との比較、県立

病院経営改善計画の実施状況、各県立病院の運営状

況、胃がん予防検診の実施状況、児童生徒の不登校の

状況、スクールカウンセラーへの相談状況、高等学校

の合否基準見直しと進級規定のあり方、老朽校舎の状

況と県立学校用地の購入計画、人事委員会における臨

時的任用職の承認実態などについての質疑がありまし

た。

　なお、各部局等への審査の過程で８人の委員から計

11項目にわたる質疑の保留があり、協議の結果、６人

の委員から８項目について、３月18日に知事に対する

総括質疑が行われました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決に先立ち甲第１号議案については、共産党所属委員

から修正案が提出され、採決の結果、可否同数で委員

長裁決をもって可決されました。

　修正案が可決されたことに伴い、修正議決した部分

を除く原案について採決した結果、修正議決した部分
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を除く部分は、賛成多数をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

　甲第22号議案については、社民・護憲ネット所属委

員から修正案が提出され、採決の結果、賛成多数を

もって可決されました。

　修正案が可決されたことに伴い、修正議決した部分

を除く原案について採決した結果、修正議決した部分

を除く部分は、全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

　甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第19号議案の３

件については、採決に先立ち共産党所属委員から反対

する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第

19号議案の３件は、賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第13号議案

から甲第15号議案まで、甲第17号議案、甲第18号議

案、甲第20号議案、甲第21号議案及び甲第23号議案の

18件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

　なお、甲第21号議案については、改革の会所属委員

から附帯決議が提出され、採決の結果、賛成多数を

もって可決されました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　まず甲第１号議案に対する討論の通告がありますの

で、順次発言を許します。

　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　ただいま議題となりました甲第１号

議案「平成23年度沖縄県一般会計予算」原案に賛成す

る立場から討論を行います。

　平成23年度は、沖縄振興計画の総仕上げの年であ

り、かつ仲井眞県政２期目のスタートとなる予算とな

ることから、これまでの成果を踏まえ沖縄の将来像を

展望しつつ、残された課題への対応とさらなる発展に

向けた県づくりを進める上で重要な年であります。仲

井眞知事におかれては、沖縄振興計画の基本姿勢のも

と、自立型経済の構築や県民福祉の向上を図るため各

種施策を積極的に推進する必要があると考えます。ま

た、このことが知事公約の実現にもつながるものであ

ります。

　このような観点から平成23年度一般会計予算を見て

みますと、産業の振興、雇用の創出、離島振興及び医

療・福祉の拡充など、知事の公約実現、県政の重要施

策の推進に向け意欲にあふれた予算であると高く評価

するものであります。

　具体的に申しますと、まず産業の振興に関してであ

りますが、ＩＴ津梁パーク内に研修センターを整備す

る事業や沖縄国際航空物流ハブの活用推進を図る事

業、国際線のチャーター便等への支援や外国人観光客

への受け入れ体制の強化、農林水産業の振興として、

大消費地において県産農産物のトップセールスを行う

事業など積極的な予算措置がなされております。

　また、「雇用の創出」に係る施策では、職場訓練や

合同就職面接会の開催、新規学卒者への個別支援の実

施など、「離島振興」の分野では、定住条件の整備と

して航空運賃を低減する社会実験を行う事業のほか、

新石垣空港や伊良部架橋の建設の推進などについて予

算が措置されております。

　さらに、「医療・福祉の充実」に関しては、引き続

き病院事業会計の経営再建を支援するほか、医師等の

研修のためのシミュレーションセンターの整備、認可

外保育施設の給食費等の支援拡充や保育所の整備など

について、必要な予算が措置されております。

　このほか、文化振興、教育、国際交流、人材育成な

ど、さまざまな分野において必要な予算がきめ細かく

措置されております。

　さて、中城湾港（泡瀬地区）埋立事業についてです

が、昭和63年に沖縄市が策定した東部海浜開発計画を

契機に、再三にわたり沖縄市議会において事業の早期

開発等に関する意見書が全会一致で採択されるなど、

地元からの強い要請に基づき国及び県により進められ

ている事業であります。

　また、本事業は中部東海岸地域の活性化を図り、県

土の均衡ある発展に資するとともに、新たな雇用の場

を創出し本県における観光振興にも寄与する重要な事

業であります。

　さらに、本事業は新港地区の港湾整備に伴うしゅん

せつ土砂を有効利用する経済的かつ合理的な事業であ

り、新港地区の企業誘致を進める上でも早急に事業を

進める必要があります。

　本事業に係る土地利用計画については、沖縄市が見

直し案を作成しており、昨年８月に沖縄市長が沖縄担
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当大臣へ同案について説明を行い、了承を得ておりま

す。

　市案の作成に当たっては、市は、平成20年度から平

成22年度にかけて、市民の意見や専門家の指導助言を

踏まえて見直し作業を行ってきております。特に、

「100人ワークショップ」や「100人委員会土地利用計

画見直し部会」といった市民参画のもとで進められて

きたことは重要であり、多くの市民が参加したことか

ら、市の抱える課題解決と活力に満ちたまちづくりの

ためにみずから知恵を出し合い、かかわっていこうと

いう市民の意欲と東部海浜開発事業に対する大きな期

待がうかがわれます。

　このような過程を経て作成された見直し案は、市の

最も優位な資源であるスポーツや文化芸能を最大限活

用し、スポーツを中心とした商業や宿泊、海洋レ

ジャーなどを展開するという「スポーツコンベンショ

ン拠点の形成」を開発コンセプトとした計画となって

おり、市の抱える課題の解決を図るものであります。

　また、同案については、各種統計データや調査報告

書及び類似施設の事例等をもとに需要予測や施設規模

が算出されており、これらの算出方法は根拠をもって

整理され、経済的合理性を有するものと考えておりま

す。

　環境面においても当初計画の第Ⅱ区域を取りやめ

て、約半分の面積の96ヘクタールの計画としたこと

で、干潟全体の約98％が残され、環境への影響が軽減

されております。さらに、これまで工事の実施に当

たっては、学識経験者等で構成される「環境監視委員

会」等の指導助言を踏まえ、万全の対策を講じながら

慎重に行われてきたところであります。

　県は、港湾計画の変更手続を行ったところであり、

今後は、埋立免許の変更等の必要な手続を行い、来年

度において工事を再開できるよう努めていくとしてお

ります。

　以上のことから、本事業は、中部東海岸地域の活性

化、ひいては県土の均衡ある発展のため、また、地元

の強い要請にこたえるためにも今後とも推進していく

必要があります。

　このように、平成23年度一般会計予算を見渡してみ

ますと、限られた財源を緊急かつ重要な施策・事業に

重点的に配分されており、自立型経済の構築、県民福

祉の向上及び経済対策の推進に意欲的な予算であると

認識しております。

　議員各位におかれましては、何とぞ御理解いただ

き、予算原案に賛成していただきますようよろしくお

願いを申し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　それでは、ただいま議題となりまし

た甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計予算」に

係る中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業に関連

する修正案に対し、賛成討論を行います。

　中城湾港泡瀬沖合埋め立て（東部海浜開発事業）を

めぐり事業への公金差しとめを求めた控訴審判決でも

「新たな土地利用計画に経済的合理性があるか否かに

ついては未だに調査・検討が全く行われていない」な

どと指摘し、一審に続いて知事、市長に対し公金支出

の差しとめを命じる事実上の工事ストップの司法判断

が出た。採算性よりも工事実施が目的化していること

を指摘、費用対効果のない工事実施の執行停止を改め

て明確にした判決であるといえます。

　泡瀬干潟は、南西諸島の中で最大級の干潟であり、

国際的に重要な湿地の基準を満たしており、その保全

は沖縄県だけの課題にとどまらず、日本がラムサール

条約締結国としての責務を果たす上で極めて重要な意

義を有している。沖縄市はこの判決で示している公共

事業や工事実施ありきの姿勢を改め、沖縄の持続的発

展に向けた環境の保全を中心に据えた県土の保全と創

造にかじを切るべきであります。

　さて、無駄な事業の中止を主張していた就任当時の

前原沖縄担当大臣は東門市長との面談で、「巨額の投

資をペイできなければ住民負担としてのしかかる」と

述べ、投資効果の再検証を求めていた。ところが、沖

縄市から４カ月おくれで提出された「土地利用計画の

見直し案」に対し埋立面積が減ったこと、従来より厳

しい需要予測になっていることなどを理由に「見直し

案」を了承し、工事再開へのゴーサインを出したとし

ています。

　国において経済効果の検証や生物多様性の極めて高

い世界的な価値を有する泡瀬を埋め立ててしまう損失

を費用対効果の中でどれほど検証しているのか甚だ疑

わしく、普天間問題とのリンクが見え隠れいたしま

す。国は県民に対し、検証事案を明確にし、透明性を

持って「経済的合理性」の説明をすべきであります。

そのことは県や市も同様にその説明責任を負う。見直

した「沖縄市案」については大きな疑問が残ります。

　まず、見直し案が住民への丁寧な説明なしに国へ要

請されていることであります。事業再開への経済的合

理性をどう払拭したのか、住民に明らかにされており

ません。民主的な手続を逸脱した手法であり、不透明

な手続と言わなければなりません。

　２つ目は提案理由にも述べられているように、沖縄
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県地方港湾審議会において当該事業の当事者である沖

縄市長や関係するうるま市長を審議委員として審査を

行い、中城湾港計画書一部変更を適当であるとして議

決していることであります。審査会には、審査会にお

ける公平性や透明性を担保するためには事業利害者、

関係者を除斥することは必要不可欠なことであり、当

然の理であります。しかし、同審査会のこのような運

営は不当であり認められるものではありません。賛

成・反対の世論がありながら「事業推進ありき」とす

る審査会委員の選考や運営については今後厳しく見直

すべきであります。

　次に、見直した市案の内容においても過大な需要予

測と未知数、不透明に基づくつじつま合わせの計画が

さまざまな視点から指摘をされております。中部地域

入域観光客数、沖縄市への立ち寄り客数、沖縄市にお

ける宿泊需要予測、マリーナ・小型船だまりの需要予

測、土地利用や土地売却、企業進出の不透明さや希望

的想定に基づく土地利用計画は市民や県民の理解を得

ることはできません。

　特に指摘をしておきたいところは「市財政への影

響」についてであります。宮古島市のコースタルリ

ゾート計画について触れておきたい。宮古島市・旧平

良市においても総合的な海洋性レクリエーション基地

（コースタルリゾート）の整備を目指すとしたもので

ある。アリーナ、ホテル、人工ビーチそのほかの施設

を合わせた総合的な開発が始められた。1991年に総事

業費350億円、埋立規模35ヘクタール、平成12年には

すべての施設が完成すると発表された。起債を重ね当

然のように市の財政に大きな影響を与えていく中で埋

立事業は完了いたしますが、しかし景気の低迷などが

続き、土地の売却が思うに任せず、公債費は膨れ上が

る一方でありました。2005年度決算では361億円の地

方債残高となり、連結で実質収支比率32.1となり「財

政再生団体」への転落を予想する者も出るなど極めて

厳しい財政運営を強いられた。土地売却に多大な労力

と時間と資金が費やされ、ようやく2007年に土地の売

却が実現をしたが、その後続く不況の波に、売却され

た土地は今でも事業に着手できないでおります。世界

的不況の今日、このような土地造成事業で自治体財政

や市民・県民生活にどのような影響があるのか、見直

し案はそのような疑問に何ひとつ答えておりません。

　そして今回の３・11東北関東大震災における想定を

はるかに超えた巨大地震と沿岸部を深くえぐるような

巨大津波。それがもたらした国土破壊と失った人命の

数、いまだに死亡者や行方不明者すら確定できず瓦れ

きの前に立ち尽くす人々。東北地方の未曾有の惨状に

目を奪われている中、関東周辺の埋め立て造成地域な

どでは液状化により都市機能が麻痺し、災害が大きく

広がった。今回の巨大災害はこれらの沿岸地域におけ

る津波や地震災害にどのように備え、防災をしていく

べきかを問うている。そのような視点から海域の埋め

立てによる土地造成事業は妥当性を持たないものと考

えます。

　沖縄県の「琉球諸島沿岸海岸保全基本計画」の中

で、「海岸災害」について、「地形的にサンゴ礁幅が

狭いところや、沿岸域を埋立て沖合に展開した海岸部

では、沖波が直接押し寄せるため、津波、高潮、波浪

等による海岸災害に対して危険である。」とも記して

おります。世界にも誇れる貴重な生物多様性の海域ま

で埋め立て、過大な見積もりで公共事業を推進しよう

とする手法は県民の理解を得ることはできません。こ

こは一たん立ちどまり、今後の干潟の活用について県

民的議論を起こすべきではないでしょうか。

　泡瀬干潟の埋め立てを中止した後、どうするのか。

埋め立て中止の後、自然再生推進法に基づき干潟を再

生をさせ、ラムサール条約登録湿地に指定をさせて、

自然との共生の場、エコツーリズムの拠点として沖縄

観光の目玉にしていく。再生推進法に基づいた自然再

生協議会を設置し、泡瀬干潟再生プランを導入する。

地元建設業が受注でき、かつ環境・景観に配慮した自

然再生の事業を推進する。囲まれた護岸の一部を早急

に撤去し、内部と外界の海水が入れかえできるように

すること。周辺陸側の護岸を親水性護岸につくりかえ

る。泡瀬干潟は海草藻場やサンゴ礁が極めて発達した

場所でもあり、それらを観察するための小型船が発着

できる桟橋を造成をする。周辺護岸近くに干潟や自然

博物館、野鳥観察センターを建設をし、生物多様性に

あふれる泡瀬干潟の魅力を多くの県民や観光客に観察

し触れ合ってもらう空間として、また沖縄のエコツー

リズムの拠点としてよみがえらせることができるので

はないかと考えております。このことが自然環境を保

全し、沖縄の持続的発展に資するものと考えます。

　このような提案を加えて「平成23年度沖縄県一般会

計予算」、中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業

に係る修正案についての賛成討論といたします。

　議員の皆様方の賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　私は、日本共産党県議団を代表し

て、甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計予算」

の修正案に賛成し、原案に反対する討論を行います。

　県は、泡瀬干潟の埋立事業を再開しようとしていま



－ 494 －

すが、本修正案は、泡瀬干潟の埋立事業の５億3000万

円の予算を削除するものです。

　泡瀬干潟の埋め立ては、巨額の税金をつぎ込む埋立

事業の経済効果について、裁判で「埋立事業に経済的

合理性はない。事業に公金は支出するな」と一審判決

が出され、さらに2009年の控訴審判決では「新たな土

地利用計画に経済的合理性があるか否かについては、

従前の土地利用計画に対して加えられた批判を踏まえ

て相当程度に手がたい検証を必要とする」と指摘され

ました。

　2010年７月の沖縄市の新たな土地利用見直し案は、

前原前沖縄担当大臣が承認をして泡瀬埋立事業は再開

されようとしています。昨年12月、我が党の追及に対

して内閣府沖縄振興局は、「沖縄市の推計の仕方は、

統計学的なレベルまで達していないかも知れないが、

ひとつの指標になる」と回答しています。これは、

「何度も検証して合理性がある」と言ってきた政府

が、統計学的なレベルにはないと認めざるを得ないほ

どずさんなものです。入域観光客数や宿泊需要の予測

数も過大な推計を行い、埋め立てありきでつくられた

もので見直しをすべきです。

　沖縄県地方港湾審議会は、事業の当事者である沖縄

市長やうるま市長を審議会の委員にして審議に参加さ

せ、沖縄市の見直し案を適当と議決していることも不

当であり、到底県民の納得は得られません。

　また、泡瀬干潟は、ラムサール条約登録の世界的基

準の４つを満たす国際的にも貴重な生物多様性の宝庫

であり、2010年９月に環境省がラムサール条約登録の

候補地に指定しました。昨年の生物多様性条約締約国

会議では､「生物多様性の損失を止めるために効果的

かつ緊急な行動を実施する。これは、2020年までに回

復力のある生態系と、その提供する基本的なサービス

が継続されることが確保され、それによって地球の生

命の多様性が確保され、人類の福利と貧困解消に貢献

する……」ことを使命として確認されています。沖縄

県も泡瀬干潟には128種類の絶滅危惧種が生息してい

ることを公表しているように、泡瀬干潟の埋立事業は

世界に誇る生物多様性の宝庫を破壊してしまうもので

す。

　我が党は一貫して泡瀬埋立事業を中止することを求

めてきました。経済的合理性の根拠もない、環境破壊

の無責任な埋立事業は中止し、５億3000万円の泡瀬埋

め立てのための予算を削除して、暮らし、福祉に充て

るべきです。

　全国では、自然破壊の大型公共工事ではなく、壊さ

れた自然を再生する公共事業への転換が大きく前進し

ています｡自然再生推進法のもと、環境省、国交省、

農水省の３者による自然再生基本方針が策定され、

2005年から４年間でも自然再生のための事業が全国21

カ所で進められています。例えば、静岡県の「巴川流

域麻機遊水地自然再生協議会」は、地域のＮＰＯなど

の民間団体や行政を含む63団体が構成員となって再生

事業に取り組んでいます。事業内容は、洪水防止対策

として造成された麻機遊水地において、もとの麻機沼

における植物の回復等自然環境を保全・再生する事業

です。泡瀬干潟の埋め立てはきっぱりやめて自然再生

のための新たな干潟の再生事業を行い、泡瀬干潟のラ

ムサール条約への登録を目指すべきです。

　次に、修正部分以外の原案について我が党の見解を

述べます。

　「平成23年度沖縄県一般会計予算」には、日本共産

党県議団が求めてきた学校の臨時教員の本採用に向け

て、小学校で141人増の250人、中学校で67人増の108

人の採用と、採用試験の年齢制限を45歳に広げ、年齢

撤廃を目指すことは前進であります。県立病院の７対

１看護師定数の導入、国保税の滞納世帯で18歳まで国

保証の交付、学童クラブの補助額を国基準に引き上

げ、住宅リフォームの実施、学校給食での琉球漆器の

活用など、県民要求の予算計上は前進面であり、さら

なる拡充を求めるものです。

　国の政治は、政権交代をした民主党政権が自民・公

明政権と変わらない大企業や財界優遇の２兆円の法人

税の引き下げと、その穴埋めを国民に押しつける増税

と負担増、構造改革路線、米軍への思いやり予算を続

けています。国の医療や介護の負担増、福祉切り捨て

の政治から県民の暮らしを守り、福祉の増進を図るの

が沖縄県政の役割です。ところが、一般会計予算は、

福祉を削り、貧困と格差を広げる構造改革路線、税金

の無駄遣いと環境破壊の大型埋立事業を継続し、県民

の暮らし、福祉、医療、教育を重視した予算にはなっ

ていません。

　ことし４月から国民年金、厚生年金の引き下げ、児

童扶養手当の引き下げ、協会健保の保険料率の引き上

げ、電気、ガス、食品などが値上げされます。福祉も

雇用も壊され、塗炭の苦しみにある県民の暮らしにさ

らに負担がのしかかってきます。

　ことし３月に卒業して就職が内定している高校生は

68.5％、大学生は43.9％、3400人の若者が学校を卒業

してもすぐに仕事につけない状況にあり、経済的理由

で年間500人が大学を休学・退学するなど、若者の希

望をなくしてしまう耐えがたい現状です。

　倒産、失業、低所得者が加入している全世帯の４
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割、25万余の世帯が国保に加入しています。国保世帯

の平均所得は全国75万5000円に比べ沖縄県では38万

7000円です。国保世帯の２割、５万世帯が高過ぎる国

保税を払えず滞納し、２万5556世帯が短期保険証さえ

も持っていません。75歳以上の後期高齢者保険料も約

２割の5678人が滞納となっています。病気になっても

医療費がなくぎりぎりまで我慢をして、医者に行くこ

とができない、手おくれになる深刻な事態が起こって

います。

　委員会質疑では、国保税を引き下げるための市町村

への繰り入れを求めましたが、財政が厳しいからでき

ないという答弁でした。政府は、市町村単位で行って

いる国保制度を都道府県単位の広域化をしようとして

います。現在、県内の各市町村は一般会計から国保会

計に75億円の繰り入れ、繰上充用金で85億円の合計

161億円を補てんしています。厚労省が通知している

国保の広域化は、１、保険料の引き上げ、２、収納率

の向上、３、医療費適正化の推進で早期に赤字を解消

するようにというものです。赤字分を保険料で徴収す

ると１人当たり約３万円、４人家族で12万円の増額と

なります。収納率向上のために強制差し押さえが強化

され、医療費の適正化の名で病院の治療が制限される

おそれも危惧されます。広域化を強行すれば県民の医

療を守ることはできません。24％まで減らしてきた国

の負担金をもとの50％に引き上げることこそ求めるべ

きです。

　100歳の長寿を祝う祝い金は昨年まで実施されてき

ました。廃止の撤回を求めても廃止方針は変わらない

という答弁です。戦前・戦中の苦難を生き抜いて、戦

後の沖縄の復興を支えてこられたお年寄りを敬い、長

寿県の沖縄でこそ継続・拡充が求められます。

　子供医療費を中学卒業まで入院費を無料にするのに

那覇市が841万円で実施できたのだから、県の半額負

担400万円で実施できます。全県で実施しても1600万

円ぐらいで可能ではないかと提案してもすぐに実施を

するという答弁はありませんでした。

　待機児童の解消に10カ所の保育所増設では足りませ

ん。ことし２月時点で那覇市では876人、浦添市では

1122人で、待機児童は４月時点の四、五倍に膨れ上が

り、保育所増設計画はとても間に合っていません。母

子・父子家庭の医療費の窓口負担をなくして、子供が

病気になってもお金の心配をしないで医者にかかれる

ようにと要求してもできないと冷たい答弁でした。ほ

かにも福祉や教育で幾つも改善・拡充を求めました

が、財政が厳しいなどという答弁でした。

　それでは、県政が重視して行っている事業は何で

しょうか。

　１点目に、カジノに1288万8000円の調査予算を計上

しています。これまで4288万4000円のカジノ予算を支

出していますが、カジノは刑法で禁止されている茸

博、ギャンブルです。違法行為のギャンブル調査でラ

スベガスの茸博場に行くのに県民の税金・公金を支出

することができるのでしょうか。依存症も１％しか発

症しないという答弁ですが、県の調査報告書に６％、

韓国などアジア人は８％という調査結果もあります。

県民を愚民にすると経済界の重鎮が発言し、世界の暴

力団が入り込んでくることや、性産業がはびこること

も危惧されるカジノは、百害あって一利なしです。

　中城湾港特別自由貿易地域には、特別会計において

11億4692万1000円の土地売り払い収入が計上されてい

ます。ところが、民間の買い手がないことを想定し

て、一般会計の情報産業振興費として４億3387万5000

円で県が土地を購入する予算となっています。総額

555億1000万円の借金をして、利子の107億3000万円を

合わせて昭和58年から返済を続け、平成39年まであと

17年間かけて約200億円の借金を返済しなければなり

ません。民間に土地が売れなければ県が買い取ってい

くことを延々と続けていく、過大な需要予測を立てた

埋立事業の破綻は明らかです。

　那覇港国際ハブ港湾計画でもトランシップ貨物はゼ

ロという無駄遣いの大型開発は見直しをすべきです。

　県道港川道路の８億6000万の予算のうち、キャン

プ・キンザー米軍基地内の２カ所のゲート建設などに

沖縄県が3000万を支出しようとしています。河川事業

費のうち、北谷町にある白比川の河川改修工事で、

1000万円の工事予算となっていますが、米軍が一部返

還地内の倉庫などの移転建設を要求して工事が進まな

いため、約500万円で設計の見直しを検討ぜざるを得

ない状況となっています。米軍基地の一部の返還を求

めたら、老朽化した施設などの移転建設を要求され、

県は、国内法の補償と同じだといって米軍の要求に従

おうとしています。米軍基地の負担軽減と言っている

県が米軍の言うままに日米地位協定でも負担義務のな

い経費を負担しようとしています。日米地位協定で

は、米軍基地の返還のときは、基地内の既存の施設に

日本国は何らの補償義務はないと規定しています。沖

縄県が義務のない米軍施設建設に費用負担をすること

は米軍への第二の思いやり予算であり、到底認められ

るものではありません。

　米軍への思いやり予算をやめて東日本大震災の被災

者の苦難に思いを寄せ、救援・復興に回すべきです。

福祉と防災に強い都市づくりに財政配分すべきです。
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　日本共産党県議団は、県民の苦難軽減のための福

祉、暮らしを守るために、経済的合理性のない税金の

無駄遣いの泡瀬干潟などの埋立事業をやめ、県民の募

らし、医療、教育、福祉を守る予算にすることを求め

て、修正案に賛成し、原案に反対する討論といたしま

す。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　討論の途中ではありますが、

時間の都合もありますので、残りの討論は午後に回し

たいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時11分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き討論を続行いたします。

　甲第22号議案に対する討論の通告がありますので、

順次発言を許します。

　池間　淳君。

　　　〔池間　淳君登壇〕

○池間　　淳君　私は、自由民主党を代表いたしまし

て甲第22号議案「平成23年度沖縄県水道事業会計予

算」原案に賛成し、修正案に反対する立場から討論を

行います。

　水道事業は、県民生活の安定向上や経済活動の活性

化を支える上で必要不可欠な事業で、ライフラインと

して重要な役割を果たしております。

　水道事業の運営に当たっては、安全で良質な水道水

を安い価格で安定的に供給し、もって県民福祉の向上

を図ることが肝要であり、平成23年度予算においても

このような趣旨が反映されたものとなっております。

　具体的には、まず、安定給水を図るための水源開

発、水道施設の建設、老朽化施設の改良・修繕などの

事業、次に、安全で良質な水道水を供給するための水

質管理の充実や高度浄水処理施設の整備などの事業、

そして、行財政改革を推進し経営基盤を強化すること

を目的とした新石川浄水場運転管理業務の民間委託な

どの事業が当初予算に盛り込まれております。

　なお、先般、同僚議員とともに昨年度民間委託され

た名護浄水場の休日における運転管理業務の実施状況

を視察してまいりましたが、そこで働く受託業者職員

は運転管理業務に対し自信と誇りを持って働いており

ます。また、受託業務を遂行するための資格の取得や

運転管理業務に従事する職員の育成などについても会

社として積極的に取り組んでいるとの説明がありまし

た。

　このような受託業者の頑張っている状況を見てもわ

かるように、名護浄水場では安心・安全な水道水の安

定供給が適切に行われており、安全性・安定性が民間

委託により何ら損なわれるものでないことは明らかで

あります。また、県内企業の育成、雇用創出にもつな

がることから、高く評価をするものであります。

　これら事業は、まさに地方公営企業の経営の基本方

針である企業の経済性の発揮と県民福祉の向上に基づ

いたものにほかなりません。

　企業局では、行財政改革の推進を目的として第７次

の経営健全化に取り組んだ結果、約10億円もの経費を

節減しており、平成５年以降水道料金の値上げは行わ

れておりません。

　本来、地方公営企業である水道事業については、独

立採算制での事業運営を基本として県民負担の抑制を

図る観点からも不断の経営努力が最も求められてお

り、行財政改革の推進が重要な課題となっておりま

す。平成23年度予算案も第８次沖縄県企業局経営計画

に基づき、県民視点からの行財政改革の推進、すなわ

ち県民負担をできるだけ抑制していくための施策が盛

り込まれております。

　このように「平成23年度沖縄県水道事業会計予算」

案は、行財政改革を積極的に実施し、企業局の経営の

健全性を確保することにより、安全で良質な水を安い

価格で安定的に供給するための施策を盛り込んだもの

となっており、県民福祉の向上に資するものと考えて

おります。

　県民の福祉向上のために日夜、粉骨砕身頑張ってい

る県議の皆さん、県民の負担となる水道料金を抑制す

るためにも県民の目線に立って、原案どおり可決して

いただきますようお願いを申し上げまして、原案に賛

成、修正案に反対の討論といたします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　私は、甲第22号議案「平成23年度沖

縄県水道事業会計予算」に対する修正案に賛成をし、

原案に反対する立場で討論をいたします。

　今、国民は東日本大震災に直面をし、被災者の支

援・救援に当たっております。その中において、特に

国民生活のライフラインとして人間の命に欠かせない

大切な水道も大震災の影響で危機的な状況にありま

す。水道が寸断をされ、被災者に供給できない状況に

あり、その上原発による放射能の汚染が遠く東京23

区、茨城、千葉にも広がり深刻な事態となっておりま

す。

　今こそ全国の水道事業管理者である自治体がみずか
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らの供給体制を万全に確立をし、支援体制を整えるこ

とが緊急的な課題だと私は思います。

　さて今回、企業局は、業務を民間委託しないと赤字

経営になり水道料金を上げることになり、県民負担が

大きくなると叫んでおります。

　企業局の試算で全浄水場の５カ所を委託すると、69

名の削減で１億2000万円の費用節減効果があると述べ

ております。一方、企業局職員組合が１年かけて討議

をしました組織再編強化プランでは、現在の直営を維

持しながらも18名の職員の削減で１億3000万円の費用

削減効果が出ると試算をしております。もちろん毎年

の委託料の支出はありません。明らかに組合側の試算

のほうが節減効果があり、企業局が掲げる民間委託に

よる効率化の論理はもはや崩れます。組合の再編強化

プランにも劣るような内容で料金値上げをちらつかさ

れては、県民はたまったものではありません。

　運転管理は、経験と技術が極めて重要だと言われて

おります。緊急時の漏水事故は昼夜を問わず発生を

し、おくれればおくれるほど事態は深刻に甚大な事故

へとつながっていくと言われております。今回の業務

委託時間は１日24時間のうち３分の２を占めます。こ

れに土・日を含めると、年間業務総時間の76％を委託

業者が請け負うことになるのであります。

　このような中で、起こり得る危機管理について果た

してどれだけ議論をしたのか。委員会では、その危機

の想定についての議論の経過が全く見えず、県民に何

ら公開することなく公営水道の管理を外部にゆだねる

ことが決められたのであります。

　３年ごとに受注企業がかわることを想定をして、技

術の継承がどのように確保できるのか、委託会社の従

業員の身分、賃金、労働条件は、夜間・休日という過

酷な業務に耐え得るような保障があるのか、委託すれ

ば安上がりという考えでコスト計算をされ、競争入札

を求められる中で、従業員が低賃金で働かされた場

合、その定着率は当然悪くなり、安全・安定な水道供

給体制に影響が出ないとも限りません。せめて公契約

条例を制定をして、民間で働く労働者の雇用と身分を

守っていくことが行政当局の果たすべき役割であり、

それこそが真の意味で民間を育てるということではな

いでしょうか。

　ある企業局の元職員から運転管理の安易な委託を危

惧する声が寄せられております。この方は、戦後の水

道、北部に水源が集中する沖縄の地勢とそのための水

供給の難しさ、米軍による油の垂れ流し等を経験を

し、県民の命の水を守り続けた人であります。県民の

命の水、企業局職員が運転管理やメンテナンス、複数

の浄水処理場を経験をし、守り続けてきた技術の継承

がまさに一朝一夕ではないことを強く訴え、話されて

おりました。

　ことしの冒頭、片山総務大臣は、人件費削減、定数

削減を大義名分とする民間委託、指定管理者制度が自

治体で横行していることに触れ、コスト偏重主義は住

民サービスを低下させると異例の発言をしました。

　小泉構造改革路線は、国民に痛みを押しつけ我慢し

ろと、次々と社会保障費をなで切りにし、高齢者、弱

者を切り捨てる政治を強行しました。そして、年収

200万円以下の臨時・非常勤を大量に生み出し、日本

の格差社会をつくり上げました。その中で、官庁も経

営の効率化を名目に委託化、指定管理者制度を進め、

特に医療、保育現場で定数削減、低賃金、劣悪な労働

条件の臨時・非常勤職員の官製ワーキングプアを発生

させました。そして、一義的であるはずの住民サービ

スを忘れたのであります。

　私たちは、県政においてこの政治の誤りを正してく

れと県民から託され、与野党逆転が起こったと理解を

しております。しかし、なおこの仲井眞県政において

は、自公の政治路線が遂行されていると言わざるを得

ません。県民のライフライン、命の水である水道事業

にまでこのようなコスト論を持ち出し、県民の安全を

コストで片づけようとする姿勢は、県民の安全を軽視

する態度と言わなければなりません。政権交代や県議

会の与野党逆転の意義は何だったのか問われておりま

す。

　期待したはずの政権の中で、政治の根幹をなす国民

生活の安心・安全は遠のくばかりです。ここで初心に

戻り、自公政治と明確に決別をし、国民・県民目線の

政治に立脚することが政治の信頼を取り戻すことにな

ると考えます。

　したがって、安心・安全な水道を県民に提供するた

めに、直営堅持の立場から修正案への賛成討論といた

します。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　甲第22号議案「平成23年度沖縄県水

道事業会計予算」について、原案に賛成し、修正案に

反対する立場から討論を行います。

　企業局水道事業は、県民に対して安全な水を安い価

格で安定的に供給することが大きな使命であり、責任

であります。その使命を果たすために企業局は、局長

初め職員の協力のもと日々の仕事に努めております。

　企業局は、その責任を果たすために経営健全化計画
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を策定し、民間委託や事務事業見直し等による人件費

の縮減を初め各種経費を削減し、県民の負担つまり料

金の値上げ抑制にも努めてきました。このことは、当

然のこととはいえ、企業局の経営が悪くなれば議会か

ら追及され、さらに経営を改善しよくすれば別の視点

から指摘を受ける。私は、企業局の頑張りに敬意と評

価をするものでございます。

　しかしながら、平成23年度予算につきましては、大

保ダムや新石川浄水場などの施設整備の進展に伴う減

価償却費やダム維持管理負担金の増大等により約５億

円の赤字となっており、平成24年度以降も赤字が続く

ことが予想されます。

　企業局では、このような厳しい経営状況に適切に対

処し、県民に対し安全な水を安い価格で安定的に供給

していくために引き続き民間委託や適正な定員管理な

どの経営効率化による経営基盤の強化を図るなど、で

きる限り料金値上げによる県民負担を抑制する施策を

推進しているわけであります。

　浄水場運転管理の委託につきましては、一定の経費

節減が見込まれることから、全国的にも早い地域では

昭和53年度から導入され、現在では19府県によって民

間委託が進められております。

　我が沖縄県の企業局においても長年にわたり各県の

状況、成果を学び、そして企業局の経営の課題、施設

整備の状況や職員の体制、さらには収支などさまざま

な角度から検討がなされ、浄水場運転管理業務の民間

委託の計画書をつくり、昨年平成22年度、名護浄水場

の民間委託がスタートしたわけであります。

　昨年の名護浄水場の委託導入時には、今回のような

民間委託の是非やあるいは予算の修正、そのような議

論はなかったものと記憶しており、名護浄水場は、こ

の１年間、特段問題もなく民間委託が行われており、

この１年間に1600万円余りの経費の節減の実績をつ

くった今、なぜ民間委託の議論が取り上げられている

のか非常に疑問であります。この問題は、本来であれ

ば昨年の名護浄水場の民間委託のときに県議会でさま

ざまな議論があってしかるべきでございました。

　企業局は、特に民間委託については、経営改善によ

る県民負担の軽減を主な目的とするもので、委託につ

いては、安全性や安定性の確保が最重要課題であり、

①、委託業者に対し厳しい要件を設定する、②、施設

整備等により水道システムを強化する、③、既に委託

を実施している他府県において安全性や安定性に問題

がないことなどから導入され、平成22年度から委託し

た名護浄水場においても成果をおさめているものであ

ります。

　企業局は、平成22年度に策定した「中長期組織ビ

ジョン」に基づき計画的に浄水場運転業務の委託を実

施することによる累積の経費節減効果は平成31年度に

約８億1000万円になり、また、委託に伴い余剰となる

職員の一部を維持管理業務に振り向けるなど管理体制

の強化を図り、今後の重要課題である老朽化施設の修

繕や改良、あるいは施設の耐震化、災害に強い施設づ

くりを強化していくこととしております。

　平成31年度以降、毎年１億4800万円の経費が節減さ

れることもこの民間委託の大きなメリットであり、県

民負担を軽減するために企業局を挙げての取り組みも

高く評価するものであります。

　全水道沖縄県企業局水道労働組合も県企業局の組織

再編・強化プランを示しており、組合としてみずから

職場の改善に意欲を示していることについて評価する

ものであります。

　ここで企業局と組合の経費節減効果を比較してみま

すと、企業局の「中長期組織ビジョン」は、削減職員

数を69名とし、経費節減額は年間１億4800万円である

のに対し、組合のプランは結果的に削減職員数は７

名、経費削減は5359万円にとどまり、かつ企業局のビ

ジョンは職員を69名削減するものの、その分69名をそ

のまま民間に委託し結果的に人員を減らさず、職員の

人件費と民間委託による人件費の差額で大幅にコスト

を削減する行財政改革であります。

　組合の削減案では、次長廃止分４名、既に名護が委

託されており、24時間企業局職員による運転管理にす

るためにはその分７名を増員する必要があるわけであ

ります。

　また、企業局は職員の一部を維持管理業務に振り向

ける対応を行い、企業局全体の体制強化を図ることと

しております。

　安全性の問題について組合は、2007年北海道北見市

の事例によって危惧をしておりますけれども、この北

見市の事例の「北見市水道水の断水に関する原因技術

調査委員会報告書」が手元にございます。これは、北

海道の北見工業大学名誉教授を初め専門家の方々によ

る事故の検証でありますけれども……。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時43分休憩

　　　午後１時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○照屋　守之君　組合の資料によりますと、浄化槽の

運転管理委託のリスクについて、2007年６月23日に北

海道の北見市において約５万9000世帯に影響を与えた
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大規模断水事故が発生しました。北見市の水道事業

は、事故の原因となった浄水場の運転管理は2002年か

ら民間委託にされています。大規模断水事故と民間委

託の関係を明確に証明することは難しいですが、とも

あれこの事故は委託化してから起こったという事実は

否定できないでしょうというくだりがございます。

　あたかもこのような形で民間委託によってこのよう

な事故が起こったというふうなニュアンスでとらえら

れておりますけれども、この事故調査報告書によりま

すと、主な水道の断水発生及び長期化した理由につい

て、６月23日から始まった１回目の水道断水の主な発

生原因は、局地的な豪雨に伴って複数の支川から本川

に流出した泥流が本川水を異常に高濁化させ、それが

長時間にわたって取水口に押し寄せたことであり自然

災害であるとの説が一方ではあったようでございま

す。ところが、この委員会の報告書によりますと、真

の原因は、今回高濁水の流入があることについては、

あらかじめ認識していたため導入流量を絞るなどの対

応をしていたものの、異常に高い濁度が急速に発生し

たため、また、給水停止についてはできる限り避けな

ければならないとの判断からそれを取水し導水したも

のである。その結果、やがて処理に破綻を来してしま

い、取水停止、処理停止、配水及び送水停止、配水池

が空になって断水。今回のような場合、適当なところ

で取水を停止して処理不能な高濁水が通過するのを待

つべきであったというふうな報告書がございます。

　さらにまた、濁水を浄水場へ引き込んだ原因とし

て、原水濁度が上限値に達した時点、委託職員から連

絡を受けた市の職員が浄水場へ駆けつけた時点で取水

停止を判断したならば浄水場の汚染が食いとめられ

た。しかし、当時の状況が余りにも現実離れしてお

り、市職員としてもプレッシャーと相まって冷静な判

断ができなかったものと思われる。このような報告書

があるわけであります。

　つまり北見市の場合、川から原水を直接浄水場へ引

き込み、浄水場できれいな水処理を行って供給するシ

ステムをとっているわけでございます。ところが、こ

のように大雨の災害等で川の水が汚れているにもかか

わらず取水をやめることもできずに浄水場に入り、水

処理もうまくいかずに結局水の供給停止、つまり断水

に至ったわけであります。

　ですから、この事故の要因は民間委託でも何でもな

くて、この報告書によると１行も民間委託による云々

というものはないわけでございます。つまり北見市の

場合は、原水調整池の整備やあるいは水道用水池の拡

充、そのようなことが行われていればこのような非常

時にも対応できたわけでございます。

　この報告書の中でも、課題及び提言の中で施設の拡

充のテーマで「市としては、浄水前あるいは後の水を

貯留する施設、いわゆる原水調整池や配水池の建設拡

充を図るべき」と明確に記されているわけでございま

す。ですから、北見市の断水の要因は、民間委託が原

因でないことは明らかでございます。その証拠に北見

市では、現在でも民間委託による運転管理が行われて

いるわけでございます。もし、北見市の断水が浄水場

の民間委託の責任であれば、引き続き民間委託は行わ

れないはずでございます。

　私ども沖縄県の企業局は、このようなトラブル防止

のために企業局全体で約16万立方メートルの原水の調

整池があり、平成21年度１日平均給水量に対して約９

時間分の原水を確保できることや、企業局全体で約36

万立方メートルの配水池があり、平成21年度１日平均

給水量に対して約21時間分の水道水を確保することが

できるわけでございます。また、各浄水場間で相互融

通するための管路の整備など非常時における水道用水

の安定供給体制が整備されております。私どもの企業

局は、このように北見市の断水の要因もしっかりとと

らえて、非常時における原水や水道水の確保に万全の

体制で取り組んでいることを改めて高く評価するもの

であります。

　今回、民間委託を予定している新石川浄水場系統で

約６万6000立方メートルの配水容量があり、平成21年

度の石川浄水場１日平均給水量約12万立方メートルに

対し約14時間分の水道水を確保できること、また、新

石川浄水場と北谷浄水場との総合融通連絡管により北

谷浄水場から１日当たり約４万立方メートルの応援給

水が可能であることから、非常事態においても県民に

安心・安全な水を供給できる体制になっております。

このことは、企業局が絶えず県民の命のもとである水

の供給に対してあらゆる角度から対応しているもので

あり、このことも評価するものであります。

　全国の民間委託は、宮城県、埼玉県が平成２年度か

ら運転管理及び維持管理など全面委託を行い、運転管

理は栃木県、福井県、静岡県など11県が全日委託、そ

して土・日、夜間委託は群馬県、滋賀県、京都府、広

島県、沖縄県が平成22年度からスタートしており、全

国的にも大きな成果を上げており、引き続き経営改

善、県民負担の軽減のためにも推進する必要がござい

ます。また、運転管理の民間委託は名護市、宜野座

村、金武町、宮古島市、南部水道事業団など県内各市

町村でも積極的に導入されているわけでございます。

　さて、私は、これまで企業局の取り組みについて評
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価も含めて述べてきましたけれども、企業局長初め職

員が取り組んできた行財政改革の努力、成果を認め、

評価し、むしろそのことを多くの県民に知らせるべき

だと考えております。

　冒頭にも申し上げましたけれども、企業局を取り巻

く経営環境は厳しく、平成23年度当初予算は約５億円

の赤字、そして平成24年度当初予算も赤字が見込まれ

るなどここ数年赤字が続くことになり、このままの状

態が続くと平成25年度から水道料金値上げの議論を始

める時期が予想されます。

　今回、土・日や夜間業務を民間に委託することは、

県職員を過重な負担業務から解放し、より高いレベル

での県民のための企業局の経営、そのために県職員に

はその能力を大きく発揮していただきたいのでござい

ます。

　行財政改革による県民の負担軽減や県民サービスの

財源づくりや行政運営は、今とめるわけにはいきませ

ん。このことは、県行政、そして企業局、そして我ら

県民の代表である県議会議員に課せられた大きな責任

でもございます。そのことが真に県民から信頼される

行政や議会につながっていくわけでございます。

　以上、甲第22号議案について、予算原案に賛成し、

修正案に反対する立場から討論を行いました。

　御賛同よろしくお願いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、ただいま議題となりました甲第22号議案「平成23

年度沖縄県水道事業会計予算」に対する修正案に賛成

し、原案に反対する討論を行います。

　東日本大震災の被災者の皆さんに心からお見舞いを

申し上げます。亡くなられました方々には心より哀悼

の意を表するものです。

　さて、東日本大震災の現状は、水道は、国民生活の

ライフラインとして人間の命に欠かせない大切な公共

事業であることが改めて認識されました。

　地震と津波による原子力発電の被災状況とその後の

対応は、民間企業に国民のライフラインの大切な事業

を任せることの問題点、情報公開、企業利益を優先す

ることの危険性を示しているのではないでしょうか。

　「水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守る

ために欠くことのできないものであり、かつ、水が貴

重な資源であることにかんがみ、水源及び水道施設並

びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適切かつ合理

的な使用」に努めなければならないと水道法は規定を

しております。そういう面で、大事な県民の命の水を

管理運営する水道事業は、公営で直営による運営で行

われるべきであります。

　地方自治体の本来の仕事は、地方自治法に明記され

ているように「住民の福祉の増進」にあります。仲井

眞県政は、これまでの構造改革路線、市場万能主義路

線をそのまま追随し、行財政改革の名のもとに、県民

にとって大切な水道事業の管理運営の民間委託を強行

することはやめるべきであります。

　水道の根幹をなす上水道の夜間・休日の運転管理外

部委託を初め水処理を行う浄水課と機械や施設の維持

管理を行う施設管理課を統合し、新たに浄水管理班を

設置するという水道局の計画では、それに伴い今後10

年間で職員数を70名削減するという沖縄県企業局の組

織・業務のあり方を根本から変える内容となっていま

す。

　浄水場運転管理の夜間・休日委託の内容は、平日、

月曜日から金曜日は17時から朝９時までを夜間委託

し、土曜日、日曜日、祝祭日の休日は24時間委託する

というものです。ダム水や河川水を飲み水にするため

に、浄水場の運転管理は24時間絶え間なく機器管理や

水質検査を行う必要があり、そのためには職員の技術

力が不可欠であります。マニュアルを見てやればだれ

でもすぐにできるというものでは決してありません。

水道事業は、安心・安全な事業の確保が必要です。水

の化学分析ができる経験が蓄積された専門家は民間企

業に何名いるでしょうか。現在の企業局でも水の化学

分析のできる専門家が不足しているのではないでしょ

うか。

　県民へ24時間絶えず安全・安心に水を供給できるの

は、職員が24時間３交代の勤務体制で浄水場の運転管

理を行っているからであります。そこで働く職員のそ

の自覚、直営による責任を負った対応が私どもは大変

大事ではないかと考えております。

　河川水・ダム水から飲み水をつくるためには相当の

技術力が必要で、水道労働者はその技術を諸先輩方か

ら継承されながら業務を行ってきております。浄水場

の夜間・休日委託が進んでいくと、これまで蓄積して

きた技術をしっかりと継承することに不安が出るおそ

れがあるのではないでしょうか。民間委託の場合に企

業が利益を出すためには、労働者の賃金を抑えて利益

を上げるという仕組みが一般的ではないでしょうか。

運転管理業務の委託化が進むと労働者の働く状況、低

賃金で働かされる労働者が生み出される場合は、これ

らの技術を定着することができずに不十分な形になる

おそれも出てくるのではないでしょうか。そういう面

で、私どもは、そうなれば県民に対する安全で安定的
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な水道水の供給体制を維持できなくなることが起こる

のではないかと危惧するものであります。

　本来上水道は、水道法第６条の定めにより経営単位

は市町村ごと、経営主体は公営、経営手法は直営方式

が原則であります。県民の命の水を安全・安心・安定

的に供給している現在の直営による管理運営、浄水場

の運転管理初め水道施設の運転管理は現在の直営体制

で行うべきであり、民間委託は行うべきではありませ

ん。

　ところで、東日本大震災の状況に示されるように、

「官から民へ」という公的責任を放棄することにつな

がる地方自治体の住民の暮らしを守る公的な仕事を民

間企業の利益の対象にした新自由主義的構造改革、三

位一体改革路線は、自治体合併の強行、公務員の削減

によって住民の命と暮らし、福祉を守る自治体の役割

を困難にしています。

　その自治体の直接的な公的な責任を放棄することに

なる民間委託や指定管理者制度などは、自治体の民営

化を促進する新自由主義的構造改革路線は、2003年１

月に財界で「活力と魅力溢れる日本をめざして」とい

う提案が行われました。これは市場経済のグローバル

化の進展のもとに、日本の財界が90年代に入って国内

で生産したものを海外に輸出して利潤を蓄積していく

輸出主導型から、日本の多国籍企業が世界各地で生産

したものを全世界に売って利潤を蓄積していく多国籍

企業主導型への構造転換にふさわしい政治・経済の構

造改革を経団連は求めました。この財界要求にこたえ

るべく当時の小泉内閣は、国民に過酷な痛みに耐える

ことを求める新自由主義的構造改革路線を進めまし

た。

　新自由主義的構造改革は、さまざまな社会的不平等

を是正するための保護と規制などによって、人間とし

て最低限の文化的生活を保障しようとする日本国憲法

第25条を基軸とする社会保障、労働者保護を目指した

福祉国家・社会の構造を破壊・解体し、市場原理と能

力主義的自由競争を基軸とする国家・社会にすること

によって、強者と弱者との間の格差、不公正な社会関

係を一層拡大してきました。

　福祉や教育などの社会保障機能は、財源の手当のな

いまま地方に押しつける「三位一体の改革」という形

で自治体を激しく翻弄してきました。国から責任だけ

を押しつけられた自治体は、勢い、コスト削減を第一

にした自治体経営に走ることになりました。

　不況と経済危機が進行する中、構造改革路線、弱肉

強食の市場万能主義の路線が強行され、貧困と格差が

広がり、国民の暮らしは耐えがたいものになり、また

安全も脅かされています。

　構造改革の「三位一体の改革」による行政の民間委

託、指定管理者制度の「官から民へ」の行政自治体の

公的な役割と責任を放棄することにつながる手法は公

的なサービスを保障することができないと、民間委託

や指定管理者制度の見直しも行われてまいりました。

先ほど他の議員からもありましたけれども、例えば指

定管理者制度については政府から見直しの通達も出さ

れています。

　総務省は、「指定管理者制度の運用について」、地

方自治体に対して2010年12月28日付で「様々な取組が

なされる中で、留意すべき点も明らかになってきたこ

とから、（中略）改めて制度の適切な運用に努められ

るよう、（中略）助言します。」とする通知を出しま

した。改めて指定管理者制度の廃止を含む抜本的な見

直しが「公の施設」の管理運営のあり方を地方自治体

の本旨に立ち返って全面的に見直し、改善することが

今緊急の課題となって求められています。

　自公政権が小泉改革の「三位一体の改革」の新自由

主義の構造改革路線の「官から民へ」のこの政策のも

とで、「公の施設」の管理運営を営利企業に任せられ

るように2003年６月に地方自治法を改正し導入された

制度です。水道の民間委託は2002年に法改正が行われ

ておりますが、企業参入によって突然の撤退や経営破

綻など施設の管理運営の安定性を犠牲にするだけでな

く、公有財産の独占的利用で金もうけをし、公正性・

公平性を犠牲にすること、コスト削減が優先され、指

定期間及び公募原則によって労働者の有期雇用化と低

賃金化が進み、自治体みずからがワーキングプアを生

み出すこと、専門性が破壊され、施設の安全性や公共

サービスの質の低下をもたらすことが明らかになって

きております。

　以上のように、大震災の状況も踏まえながら本当に

ライフラインとして必要なこの水道事業については、

今県民が望んでいるのは安心・安全な水の供給を安定

的に運営する水道事業、すなわち公営・直営の事業の

あり方であります。

　このような立場から、ただいま議題となっておりま

す甲第22号議案「平成23年度沖縄県水道事業会計予

算」に対する修正案に賛成し、原案に反対する討論を

終わります。

　議員各位の御賛同をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　皆様、こんにちは。

　甲第22号議案「平成23年度沖縄県水道事業会計予
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算」修正案に賛成の立場で討論を行います。

　原案の新石川浄水場運転管理業務民間委託につい

て、以下のことを指摘し当局へ再考を促すものです。

　まず、拙速な運転管理、民間委託を実施すること

は、水道法の理念の、だれもがひとしく公共財として

の水道水の供給を受ける権利を保障するものであり、

県民に安全・安定・低廉な水道水を供給することとい

う憲法第25条の基本理念を大きく崩していく危険性を

持っています。

　新石川浄水場は、計画から足かけ12年、ようやく完

成の日の目を見るところまで来ました。この間、大過

なく建設が進められましたことに、地元議員といたし

ましては関係者の皆様に心より感謝を申し上げます。

　以下、県下16市町村への水の供給は県内供給約３分

の１を担う、将来にわたっても重要な施設だと認識を

しております。その特色として、浄水池、原水調整池

の上部を利用した多目的広場や水辺の広場としての親

水護岸、ウオーキングや安らぎの場として地域住民、

県民に広く開放される公共性高い施設となっていま

す。風力発電、太陽光発電などクリーンエネルギー活

用等時代の趨勢に応じた整備、金武湾を見おろす風光

明媚な場所にもあり、周辺整備も含め最新技術の結集

だと期待され、完成を待ちわびているところでもあり

ます。

　そういう中で、今回の民間委託は経営健全化の中

で、水道事業の厳しい経営環境を見据え、県民の負担

増となる水道料金抑圧のため民間委託による効率的な

事業運営を図ることを目的としております。行財政改

革、その重要性は皆目承知ですが、県民の命を守るこ

とがまず第一に担保されなければなりません。

　さきに新石川浄水場の特性を述べました。最新の機

械設備、周辺整備すべてが一からの出発です。万全な

る危機管理体制を構築せねばなりません。他県の民間

委託の状況や名護浄水場の状況で、安全性を確保でき

ていると説明がありますが、試運転もまだ行われてい

ない中で、その安全性の担保はなきに等しいのではな

いでしょうか。熟練した職員でも新たな環境に対応し

ていくことは至難のわざであり、さらなる管理体制の

強化を図るべきであり、また東日本大震災の教訓を受

け、防災対策の見直し、強化も求められているところ

です。コストの低減を今ここで議論をする状況ではな

いと考えております。

　また、調査の中で、建設にふぐあいが生じ、23年７

月の供用開始の予定がおくれ、最悪の場合、年を越す

という可能性もあるということが判明をいたしまし

た。今日の時点でどのような結果になっているのか定

かではない状況があります。この予算を吟味、検討す

ることにはとても無理があり、危険性が伴ってきま

す。見切り発車的な計画では県民の心身ともに安心・

安全を確保できず、議会としての権能を果たせないと

考えます。新浄水場と現浄水場との供用から本格稼働

まで寸分たがわぬ作業をまず確保し、県民にしっかり

安全を約束し、順調な稼働の後、慎重に慎重を重ねた

上での民間委託の議論を始めるべきではないでしょう

か。

　また、赤字解消、行財政改革を訴えるとき、職員の

削減、民間委託のほうに先に目が向けられています

が、組織のあり方を総合的に考える時期に来ていると

思います。公営企業管理者、それは長く定年部長の受

け皿になっております。県民に厳しく身内に甘い、職

員や県民に負担を押しつける就任のこのあり方を見直

し、みずからの組織のスリム化に向けて改善策など内

部努力を徹底すべきであります。行財政改革を叫ぶと

き、そういうところからメスを入れるべきではないで

しょうか。県民への痛みとなる料金改定の議論などそ

れもその努力の先でなければならないと考えます。今

後の計画的な民間委託の実施に向けても、現場の声を

トータル的な課題を整理をしながら検討されるべきだ

と考えます。

　沖縄県の水道施設は、地理的状況や厳しい条件がゆ

えに給水人口や配水能力に比べて施設規模が膨大に

なっている現状、職員の配置は水の安定供給上、必要

最低限の数であり、その働き、技術、努力が沖縄県の

命の水の歴史だと思います。公営企業としてまず安

心・安全な水の供給、それを素早い事故処理能力、品

質課題対策などその責務を果たすことが重要です。採

算性を強調することにより、技術の重要性を度外視す

ることはとても危険なことだと考えます。

　私たち新政クラブとして、民間委託、民間活力を全

否定するものではありません。命にかかわる公営企業

の役割を担う部署だからこそ多少でも危険性に疑義が

あれば、それを払拭する材料が提示されない限り認め

ることはできません。それが県民への責任だと考えま

す。県企業局の財政上の厳しさを勘案し、行財政改革

は別の視点も加味しながら十分な検討を重ねていただ

きたい。

　今回の民間委託の実施は、命の水を守る立場から時

期尚早、いま一度立ちどまって県民の水の安定供給、

安全性を優先して取り組んでいただくよう予算の見直

し、修正案に賛成をいたします。

　議員諸氏の御賛同を心よりお願い申し上げます。討

論といたします。（拍手）
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○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　私は、改革の会を代表して、ただい

ま議題となった「平成23年度沖縄県水道事業会計予

算」の修正案に賛成する立場で討論いたします。

　既に多くの議員から、賛成、反対の立場で討論がな

されてまいりました。私は、今回の議案でどうしても

納得のいかない点があるので討論をさせていただきま

す。

　知事や企業局長は、今回の提案理由として、１、運

転管理に要するコストの低減、２、ワーク・ライフ・

バランスの観点から職員負担の低減、３、民間の管理

ノウハウの導入としています。

　私は、民間企業のノウハウを高く評価しています

し、自分自身も議員になる前は民間企業で勤めてまい

りました。したがって、民間の能力をだれよりも評価

をし、そして理解をしているという自負があります。

しかしながら、すごく気になる点があります。それは

県当局が民間委託をすればコストの低減につながると

言い切ることです。それは同じ業務でありながら、民

間なら低予算で活用できるということを平然と言いの

け、明らかに安い委託費で民間活用をしようとしてい

ることにほかなりません。

　企業局の業務は、県民のライフラインにつながる極

めて重要な業務です。仮に民間委託をするにしても業

務の継続性や職員のスキルの向上が求められてまいり

ます。したがって、３年間の契約にした場合、果たし

て民間として安定的な経営に資することができるかが

大きな課題であるとともに、職員の安定的な収入の確

保及び身分が保障されるかも大きな課題であります。

　改めて言いますが、私は民間企業のノウハウを高く

評価しております。しかし、一番の問題はそこではあ

りません。それは現在の企業局長がもともとは総務部

長でありました。企業局長が行財政改革を推進する必

要性を強調し、現在の体制では水道料金の値上げにな

ることに触れていることです。

　私は声を大にして言いたい。あしき慣例として企業

局長のポストが県の部長たちの天下りの受け皿になっ

ていることそのものが行財政改革の最大の阻害要因で

あります。

　その具体的な内容を申し上げます。知事部局長の退

職金約3200万円あります。月給大体52万8400円掛ける

52.28カ月、プラス60万円。そしてその退職金3200万

円をもらって企業局長に就任をします。何と２年間就

任をし、たった２年間で退職金も企業局から支払われ

ます。それは500万円です。

　皆さん、きょうは企業の皆さんもたくさん見えてい

ます。私は、先ほどから言っているように、民間の皆

さんが非常に苦しい立場で今一生懸命沖縄経済を支え

ていることは重々承知しています。しかし、皆さんの

企業で２年間働いて500万円の退職金を支給できる企

業がありますか。私はこうした現状に対して、本当に

憤りを感じております。２年間の勤めで退職金をもら

えるなんて人生バラ色ではありませんか、やめられま

せんよ。

　県民の皆さん、まだまだあるんです。企業局長を退

職した前任者が何と500万円の退職金をもらって、次

にトロピカルテクノセンター（ＴＴＣ）の専務へ就任

しております。もっと言うと、その前の局長さんは沖

縄振興開発金融公庫に行っております。

　皆さん、今回コスト論、行財政改革という意見がた

くさん出てまいりました。私は、１期目からこの企業

局長のポストは問題であるということを再三本会議で

も訴えてまいりました。しかしながら、当時の仲里前

副知事が、それは天下りではない、それは天上がりだ

よということをおちゃらけて答弁をしました。そうい

う答弁をした方が、今回、行財政改革のもとで財源が

厳しいから、そしてそれを通さないと結果的に県民の

水道料金の負担につながるということを言うことは私

は説得力がないと思っております。県民が苦しんでい

る中でこうした天下りで二重の退職金をもらっている

局長の提案に説得力がありますか。私は県民の皆さん

に問いたいと思っております。

　最後に、民主党が政権交代を目指してきた目玉政策

として、「天下り根絶」があります。それは多くの国

民・県民から期待をされてまいりました。今回の議案

はまさに天下りの温床となっている企業局において行

財政改革という口実のもとで、県民の命の水をコスト

論で片づけようとするものです。東北の震災でも見ら

れますように、水はライフラインです。その水にコス

ト論を持ち出すことは県民の命を脅かす行為であり、

民間移譲イコール低コストという県の姿勢そのものが

民間企業をばかにしていると思います。

　まずは企業局長人事や二重退職金の問題を整理して

からコストの話をするべきであるということを強く指

摘し、修正案への賛成の討論といたします。

　以上です。（傍聴席にて拍手する者あり）

○議長（髙嶺善伸君）　傍聴人は静粛に願います。

　次に、甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第19号議

案に対する討論の通告がありますので、順次発言を許

します。

　嘉陽宗儀君。
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　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　こんにちは。

　私は、日本共産党県議団を代表して、今議題になっ

ております甲第12号議案「平成23年度沖縄県中城湾港

（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」、甲

第16号議案「平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）

整備事業特別会計予算」、甲第19号議案「平成23年度

沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別

会計予算」の３議案に対する反対討論を一括して行い

ます。

　これらの議案は、沖縄市の東部海浜開発事業にかか

わるものです。その地域は、無駄な公共工事の埋立事

業であると、これまで自然保護団体から厳しく批判さ

れてきたものであります。

　もともと泡瀬干潟の埋め立ては、現在の米軍泡瀬通

信基地を返還させ、その地域を中核としてもとの泡瀬

を復活させるまちづくりとして出発しています。それ

で通信基地撤去と連動して埋め立てる計画でありまし

た。ところが、米軍基地の撤去ができなくなり、出島

方式に変更された経緯があります。ところが埋立土砂

の確保が困難で頓挫していました。一方、新港地区は

企業誘致を進める計画でありましたが、それもスムー

ズにはいかず切り札として特別自由貿易地域にしまし

たが、この事業も成功していません。東埠頭の航路を

しゅんせつする計画を進めましたが、しゅんせつ土砂

のヘドロの処分先がなく、その事業もストップしてい

ました。もともとそのしゅんせつ土砂は、新港地区の

埋め立てに使用する予定でありましたが、ヘドロであ

るために埋め立てには適さないという理由で新港地区

のしゅんせつ工事にも使用できなかったものでありま

す。

　そういう状況の中で、沖縄市の泡瀬干潟を埋め立て

たいという事業と、東埠頭の航路をしゅんせつしたい

という事業が問題解決のキーワードとしてヘドロの処

分場として現在の泡瀬干潟の埋立計画になったもので

す。新港地区の埋め立てには適さないしゅんせつ土砂

が泡瀬干潟の埋め立てには適しているという道理は全

くありません。その事業がそのまま進められても地震

など自然災害には耐えられません。東日本の大震災で

は、埋立地域は液状化して建物が倒壊しています。こ

のような状況でかけがえのない貴重な干潟が何の合理

性もないまま埋立工事が強行されることは許されない

ことです。

　そもそもこの中城湾港の埋立事業は、泡瀬干潟を守

る住民訴訟も行われ、福岡高裁那覇支部において新た

な土地利用計画に経済的合理性があるか否かについて

は、従前の土地利用計画に対して加えられた批判を踏

まえて相当程度に手がたい検証を必要とするとの指摘

がなされ、従前の土地利用計画が定められてから９年

が経過し、この間、その基礎となった経済的事情に大

きな変化が生じている、従前の土地利用計画に抜本的

な見直しを迫られていると相当程度に手がたい検証を

必要とすると指摘をされています。

　ところが、事業計画書は埋立面積が従来の泡瀬地区

が187ヘクタールから96ヘクタールに規模は縮小され

ましたけれども、経済的合理性がないと指摘された従

前の計画内容と類似し、ほとんど改善はされていませ

ん。確定判決を全く無視する事業計画であります。政

府に提出された事業計画書は全く経済的合理性に欠

け、科学的な検証に耐えられないずさんなものになっ

ています。

　私は、これまで議会のたびにその問題点を具体的に

指摘してきました。ところが、知事執行部は全く聞く

耳を持たず、埋め立てありきの強引な態度で推進して

います。全く許されるものではありません。

　そこで、私は、事業計画の問題点について幾つか具

体的に指摘します。

　まず需要予測も手法も間違いだし、使われている

データも科学性がないものであるということ、それか

ら産業経済効果を計算する産業連関表も恣意的に作成

され、間違いもあり、結論ありきのものであるという

こと、それから経済の波及効果の算出も需要から行わ

れるべきものが供給から行うなど、およそ手法として

全く認められないものであります。

　私は、ここに東部海浜開発事業計画書を持っており

ますけれども、（資料を掲示）　この中身を皆さんご

らんになったでしょうか。これがもとで埋立事業が推

進されるわけですから、この中身をしっかり沖縄県議

会の議員の良識にかけてやはりぜひ一度これをきちっ

と分析するということが今求められていると思いま

す。この中身が科学性もない、それから経済的なもの

もない、そういうずさんなものであるのにこの県議会

ではフリーパスということになると、これは沖縄県議

会の権威にもかかわる重大問題だと私は考えるんで

す。

　それで例えば、この中で需要予測というのがありま

すけれども、「主な需要予測の考え方」ということで

出されていますけれども、この計算の基礎は沖縄県の

入域観光客の数から推計するということにしています

けれども、その推計の仕方がとんでもない乱暴なやり

方で、沖縄県の推計は例えばこれは立ち寄り率という

ことでやっていますけれども、沖縄県がそれぞれの観
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光地にどれだけの観光客が立ち寄るかということにつ

いての推計は、あくまで観光客に対して実施したアン

ケート、そのアンケートをもとにして立ち寄り率を沖

縄県のほうは出していますけれども、泡瀬のほうはど

うしたかといいますと、県のとった観光客からのアン

ケートでは沖縄市に立ち寄っているという回答を出し

たのは東南植物楽園、これとコザ「音市場」を含めて

これで15.3％、ここは県の統計でもアンケートの調査

でも立ち寄るということになっていますけれども、そ

れ以外の地域には沖縄市は見るものもない、買い物す

るものもない、観光客が立ち寄っていないんです。と

ころが、東部海浜開発事業を進めるためにはどうして

も沖縄市に立ち寄ることにしなければならないという

のが根拠なんです。それでやった小細工が何かといい

ますと、「沖縄市立寄率」がありますけれども、これ

は分子に東南植物楽園7.9％、それから胡屋通り、

ミュージックタウンなどのほうに7.4％で合計15.3％

が立ち寄るということになっています。これを分子に

して、そして下のほうに伊計島、勝連城址、中城城址

など含めてこれを分母にして計算したものが「沖縄市

立寄率」ということになっているんです。「沖縄市立

寄率」を基準にして何を計算しているかといいます

と、すべて宿泊予測を含めてＡになっていますけれど

も、大体科学的に数学的にも経済学的にも統計学的に

も全く成り立たないような公式で、沖縄市に来るだろ

う、需要予測をするというこういうことは全く許され

ないと思うんです。

　それで私は12月24日でしたか、赤嶺政賢衆議院議員

と一緒に内閣府のほうに行きました。それでそこの審

議官にこの問題を追及して、あなた方も前原大臣は専

門家に十分に検証をさせた。それから繰り返し繰り返

し検証したと言っているけれども、こういう需要予測

で何が科学的に検査されたというのかと、こういう計

算が成り立つのかということで追及しましたら、内閣

府の人は確かに経済学的には沖縄市のほうはまだ未熟

ですねと、誤りを認めているんですよ。前原大臣は

じゃだれが専門家かと、私も多少統計学は勉強してい

る。この中身についても十分分析した。たくさんの問

題だらけだと。それについてぜひ問いただしたい、だ

れか専門家をということを言ったら、専門家には見せ

られない。それがわかったんですよ、皆さん。

　それから沖縄市の担当者でもこの問題で追及しまし

たら、結局はこれも観光客などの需要予測についても

今言った問題については解明できない。それから経済

の波及効果について使う産業連関表についても当然こ

れは沖縄市独自につくるべきものを、都合のいいもの

の数値を使っていると。これも時間がありませんから

省略しますけれども、そういうずさんな計算で需要予

測をしています。しかも、平成30年度には沖縄県の

1000万人構想に合わせて沖縄市では850万人来るとい

うことで予測していますけれども、そもそもスタート

から私はこの需要予測は間違いであるということで具

体的な指摘も議会でもやってまいりました。

　例えばもう既に沖縄市の事業計画と、現実のギャッ

プが大変大きなものになっています。沖縄市が出し

た、沖縄市に入域観光客数として出されたのは、平成

22年度は653万人来る予定で計算されていますけれど

も、実際、県の出した発表は585万5000人しかない。

実に68万人の開きが出ています。しかも、今皆さん、

東日本の大震災で日本国民全体がうつになっていると

いう状況で、観光どころじゃないと大騒ぎになってい

ます。（「なってないよ」と呼ぶ者あり）　そうなっ

ています。それは私が思うんで、皆さん方がどう思う

かは自由ですよ。ただ、そういう中で沖縄にまで観光

に行くのかとかいうことになると、来ないですよ、ほ

とんどが。観光客はこっちの議会前にバスが大分と

まっていましたけれども、今とまらなくなっていると

守衛の方が言っていますよ。だから、このように沖縄

への観光客の落ち込んでいる状況の中で、これで言う

850万人来るというもとで推計されている今の経済の

効率性の問題については全く道理が合わないというこ

とをはっきりさせておきたいと思います。

　少なくとも経済的な問題について言えば、新港地区

の総事業費は2197億円、特別自由貿易地域のところ

――今議案の関係ですけれども―― 2197億円かけて

393ヘクタールを埋め立て港湾整備を行い、一般工業

用地112ヘクタール、特別自由貿易地域122.4ヘクター

ルとして沖縄県の産業振興を図るために事業を進めら

れましたけれども、ところが用地を企業に売却して銀

行から借金をして埋め立てたけれども、ところがそれ

がうまくいかない。用地売却が思うように進まず、県

は714億円の借金を返済するために用地を大幅に値下

げしてまで売却する努力をしてきていますけれども、

ところがそれもうまくいかずにこれが今県の一般会計

を大きく圧迫するというような事態になっています。

　皆さん、この泡瀬干潟の埋立問題は長いこと議論さ

れていますけれども、需要予測も全くのでたらめ、経

済の波及効果も全くのでたらめ、それから経済的効率

性の問題でいろいろ言っていましたけれども、借金が

設備段階で119億円の赤字、それから運営段階で39億

円、毎年１億8000万円の赤字をこれを沖縄市が30年間

払い続けなければならない。赤字を最初から覚悟で経
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済的合理性云々というのはもってのほかであります

し、特に産業連関表の場合の予測の仕方は、普通は皆

さん商売するときには幾ら買う人がいるだろうかとい

うことで当然需要予測が先になります。その後でお客

さんに合わせて品物を仕入れるということが常套手段

ですけれども、この事業計画書は需要予測も適当に

やって、まずはたくさん品物を仕入れしようというそ

ういう供給から先に経済波及効果が計算されている、

逆立ちしているんです。これは私議会でもやりました

けれども、内閣府の総務省もそういう話は、事業の初

めのときには供給からやるということはあり得ない、

まずは需要からやるべきだというのを明確に言ってい

ます。ところが、この埋立計画書は全く逆立ちしたも

のとして計算もされています。

　だから、皆さん、――激励の声もありますけれども

終われという声もありますので、――問題はこういう

泡瀬干潟の埋立問題が今の埋立事業計画そのものが全

くずさんだということは議会ではっきりさせておい

て、これでいいのかと。結局はこの予算をやって企業

に売れなかったら、また我々の税金で埋め立てた土地

も買うという、新港地区と同じような二の舞をするそ

ういうことまで中身ははっきりしているんです。だか

ら、いよいよこれをやると沖縄県民のために使うべき

財源が全くこのために使われてしまう、県民生活を守

ろうにも守れないというのははっきりしています。

（「もういいよ」と呼ぶ者あり）　もういいよという

話がありますので、もう一つだけ。今これが出てくる

のは、あなた方は今埋め立てているぞ、あれどうする

んだというのがありますけれども、これは先ほどから

討論がありましたように、自然再生という全国的には

立派な経験がやられています。そして泡瀬のほうもむ

しろ自然再生で活用したほうがもとの活気あるまちづ

くりができるというのは、非常にはっきりしていま

す。埋め立てでヘドロが出て、地震になったら液状化

して家が沈没する、ホテルが沈没するようなものを

我々が認めるんじゃなくて、後世に喜ばれるようなそ

ういうすばらしい泡瀬をつくりたいという思いから、

この議案について討論をしました。

　よろしくお願いします。（拍手）

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　皆さん、こんにちは。

　私は、ただいま議題になっております甲第12号議案

「平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地

造成事業特別会計予算」、そして甲第16号議案「平成

23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計

予算」、甲第19号議案「平成23年度沖縄県中城湾港

（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」につ

いて、予算原案に賛成の立場から討論をさせていただ

きます。

　中城湾港の開発は、地元からの強い要請に基づき中

部地区開発の起爆剤として国・県により事業が進めら

れております。新港地区の整備は、本県における物資

の円滑な流通拠点として、さらに産業の振興、雇用機

会の創出及び県土の均衡ある発展に資するため工業用

地の確保を図るなど、流通機能と生産機能をあわせ

持った流通加工港湾として中城湾港（新港地区）臨海

部土地造成事業特別会計や、中城湾港（新港地区）整

備事業特別会計において整備が進められてきたところ

であります。その結果、港湾取扱貨物量は平成19年が

77万トン、平成20年が93万トン、平成21年が96万トン

であり、年々増加しております。

　これまで当該地区には、120社を超える企業が立地

し、約2700人の雇用の場が創出されるなど地域経済に

与える波及効果は大きなものがあります。また、平成

13年３月に特別自由貿易地域に指定され、加工交易型

産業の立地促進に向け、国内外で企業誘致活動が展開

されているところであります。新年度は貨物の定期船

就航に向けた実証実験事業も予定されており、いよい

よ期待は高まっております。

　このようなことから、中部圏域の発展、ひいては本

県における民間主導の自立型経済構築のため、引き続

き中城湾港（新港地区）の整備を推進する必要があり

ます。

　次に、中城湾港（泡瀬地区）埋立事業は、昭和63年

に沖縄市が策定した東部海浜開発計画を契機に、再三

にわたり沖縄市議会において事業の早期開発等に関す

る意見書が全会一致で採択されるなど、地元からの強

い要請に基づき国及び県により進められている事業で

あります。

　また、本事業は、35％もの土地を米軍基地等に占め

られている沖縄市が海に活路を求め、中部地区東海岸

地域の活性化を図るべく計画されたものであります。

本事業は、県土の均衡ある発展に資するとともに、新

たな雇用の場を創出し本県における観光振興にも寄与

する重要な事業であります。

　さらに、新港地区の港湾整備に伴うしゅんせつ土砂

を有効利用する経済的かつ合理的な事業であり、新港

地区の企業誘致を進めるためにも早急に事業を推進し

なければなりません。

　本事業は、環境面においても干潟などに最大限の配

慮をして計画されたものであります。当初、沖縄市の
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計画案は陸続きで埋め立てをする方針でありました。

しかし、干潟を愛し、自然を残すべきとの地元の人々

の強い意向により沖合に出して埋め立てる出島方式に

変更されたのであります。また、当初計画の第Ⅱ区域

を取りやめて約半分の96ヘクタールの計画に変更した

ことから、干潟全体の約98％が残され、環境に対する

最新の配慮がなされているところであります。太平洋

から上る朝日は神々しく、事業完了の暁には西海岸と

は一味違ういやしを国内外から訪れる人々に提供する

ことでしょう。地域の活性化と自然環境保護の両面を

考慮に入れた計画であり、一日も早い工事の再開が待

たれているところであります。

　さらに、工事の施工に当たっては、学識経験者等で

構成される環境監視委員会等の指導助言を踏まえ、環

境対策に万全を期して実施されております。万一、本

事業が中止になり、現状のまま放置された場合は、逆

に自然環境への多大な悪影響が懸念されるところであ

ります。

　県は、沖縄県地方港湾審議会設置条例に基づいた審

議会を経て港湾計画の変更手続を行ったものであり、

今後は埋立免許の変更等の必要な手続を行い、新年度

から工事を再開できるよう努めていくとしておりま

す。

　なお、平成23年度の中城湾港（泡瀬地区）臨海部土

地造成事業特別会計予算については、義務的経費であ

る公債費のみ計上されております。

　中部地区東海岸地域の活性化、ひいては県土の均衡

ある発展のため、また地元の強い要請にこたえるため

にも中城湾港の開発は強力に推進していかねばなりま

せん。

　したがって、甲第12号議案「平成23年度沖縄県中城

湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予

算」、甲第16号議案「平成23年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計予算」、甲第19号議案「平

成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成

事業特別会計予算」、以上に御賛同いただくようよろ

しくお願い申し上げます。(拍手する者あり、発言す

る者あり）

○議長（髙嶺善伸君）　静粛に願います。

　次に、甲第21号議案に対する討論の通告があります

ので、順次発言を許します。

　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　それでは、甲第21号議案「平成23

年度沖縄県病院事業会計予算」案に賛成の立場で討論

を行います。

　病院事業局におかれては、地方公営企業法全部適用

の中で、平成21年度からの３年間の経営再建計画を着

実に進め、早くも単年度黒字を達成するなど経営改善

の途上にあります。特に、当該予算案に係る23年度は

同再建計画の最終年度であり、県民への最善の医療提

供を引き続き安定的に確保するための足場づくりへさ

らなる取り組みが求められており、県立病院を担う事

業局の役割と責任はますます重大です。

　そんな中、今回の予算審議の中で問われたのは、病

院を運営するに当たっての人員の確保とその配置が適

切かどうかということでした。業務応援臨任と称する

80名余りの臨時職員の存在が明るみとなり、常時必要

であるにもかかわらず、常時不足している人員を脱法

的な臨時任用の配置で補ってきたことが発覚しまし

た。無理な解釈によって臨時任用を続け、365日、24

時間どうにか人をつながざるを得ないという実態を抱

える中で浮き彫りとなったのは深刻な職員定数枠の不

足です。定数が足りず、正規で雇うことができないた

めに、医師も看護師も理学療法士や作業療法士などの

コメディカルスタッフもいつも不足し、臨時や嘱託で

雇わざるを得ない状況が続いています。

　民間の同規模の総合病院、急性期病院がとっくに７

対１看護を導入する中で、県立病院では定数が20年以

上も据え置かれ、10対１体制のままとどまらざるを得

なかったために取り残され、労働環境、待遇面におい

ても競争力を失い、結果、人材を流失させ、現状の病

床閉鎖を余儀なくされています。この人員不足は、手

厚い人員配置に対して加算が見込まれる診療報酬体系

の中にあってみすみすその加算を逃してしまっている

という点で、経営的にも決定的な損失を与えていま

す。

　安定確保が叫ばれる特に医師などは、離島勤務のと

きだけ定数内の職員として身分を保障されるものの、

離島から帰ってきたら定数外に置かれるため臨時か嘱

託でしか働くことができず、キャリアを積んで戻って

きたら待遇を落とされるという情けないありさまで

す。しかし、そんな環境を背景にしながらも公的医療

を担う使命感を強く持ち、頑張っている沖縄の県立病

院が客観的にも高く評価されました。ＤＰＣという請

求体系を取り入れている病院――これは民間のほとん

どの急性期病院が採用している形態です。その比較の

中で、昨年、県立中部病院は全国２位の機能性の高い

病院として評価されています。さらに、日経新聞の去

る12月のランキングでも実力ある病院、決して患者を

断らない病院、地域医療への貢献度が高い病院などの

評価指標の中で、民間・公立合わせ全国ベスト59の中
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に入ったのは九州で６つだけで、うち沖縄からランク

インした３つに中部病院、南部医療センターの県立病

院が浦添総合病院とともに入っているのです。

　県民の命のとりでとして離島医療、救急医療、不採

算医療も含め、その役割をしっかりと認識し、志高く

働く職員は県民の財産です。その県立病院の持続的運

営のためにも、病院事業局にはこれ以上現場を疲弊さ

せることがないようしっかりとその経営環境を整えて

いくことが求められます。24年度の北部病院の７対１

看護体制導入に向けた作業を初め、医師、看護師、コ

メディカルなど県立病院全体で必要な人員をきちんと

確保するための定数改正条例を23年度において引き続

き行うことが必ず必要です。あわせて経営改善の課題

の一つであった病院事業局、事務職員の専門化、プロ

パー化も図り、医療現場との意思疎通を密にし、複雑

な診療報酬体系や請求体系に機敏に対応できる体制づ

くりも図らなければなりません。

　予算特別委員会において、同議案に続いて提案され

た附帯決議には、これら現状を踏まえなすべき人員確

保、定数拡大への対応が示され賛成多数で可決されま

した。病院事業当局におかれては、次年度の病院事業

の執行に当たり、この附帯決議の内容をしっかりと生

かしていくよう求めます。

　県民の命を預かる知事におかれてももちろん独法化

ありきではなく、島嶼県沖縄のどの島に暮らす県民に

も安心の医療が安定的に確実に提供される体制づくり

に万全を期すよう強く望み、以上、社民・護憲ネット

を代表しての賛成討論といたします。（拍手）

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　私は、改革の会を代表して、ただい

ま議題となった「平成23年度沖縄県病院事業会計予

算」の予算案に賛成する立場で討論をいたします。

　県立病院が将来にわたって持続可能な医療提供体制

の確保を図ることは、県民を初め県議会、県知事共通

の願いであると思います。また、きょうは沖縄市議会

の多くの議員の皆さんが見えております。

　中部病院について先ほど説明がありました。私は、

特にその中部病院の今の体制が非常に全国から注目さ

れておりますし、ぜひとも皆さんも現場に行っていた

だいて激励をしていただきたいと思っております。そ

れは、特に沖縄県民のみならず、特に沖縄市、うるま

市あたりの皆さんにとって極めて大事な役割を果たし

ているということを改めてまた御理解いただきたいと

思っております。

　仲井眞知事は、県立病院の再建のために３年間で毎

年約85億円の予算を投入し、南部医療センターの７対

１看護の実現、そして今度は中部病院の７対１看護に

向けて93名の増員を決意いたしました。私は、純粋に

そして素直にこの行為に対して高く敬意を表している

ところでございます。そして、県立病院の現場の職員

の皆様には並々ならぬ努力で県民の命を守りながら、

単年度黒字に転換を果たしたことも高く評価されるべ

きであると思います。

　県立病院、そしてそこで必死に働いている職員は、

我々県民の財産であります。これまで県議会において

何度も議論になってきたことは、職員の定数の問題で

あります。知事部局は、職員数を無秩序にふやしてい

くことは人件費が増大し、今後の病院経営に影響を与

えると言っております。私もそのとおりだと思ってお

ります。しかし、これまで私たちが無秩序に職員をふ

やしてほしいと言ったことは一度もありません。昨今

の医療業界の医師、看護師不足は、病院経営に大きな

支障を来しております。病院経営に資するという方針

をとらえるならば、例えば南部医療センターで66床の

ベッドが閉鎖され、１年間に何と８億円から９億円の

診療報酬の減になっているという点を考えると、早急

に医師、看護師等のスタッフを増員すべきであると考

えます。

　予算特別委員会での総括質疑の中で、経営を考える

ならばむしろ休床になっている現状を打開すべきとの

指摘がありました。さらに、予算特別委員会における

知事への質疑で、病院では多くの女性が働いており、

産休・育休で常時四、五十人ぐらいの休職者を出して

いる状況であり、その人数を定数に加える必要性を問

われた仲井眞知事の答弁は、これは少し具体的過ぎて

私には正確な知識がないのですが、と答弁しておりま

す。県立病院の最高責任者である知事がこのような大

事な実態を把握していないことは、大変大きな問題で

あると言わざるを得ません。もし、野党議員が職員数

の定数増を求めているのは、組合職員のためだと思っ

ているならそれは大きな勘違いであります。さらに、

与党の県議の皆さん、皆さんもそう思っているならぜ

ひとも病院現場に行ってください。私は、今月も先月

も県立病院に何度も行ってまいりました。これまで県

立病院に出向いて暇そうにしているスタッフを見たの

は一回もありません。

　県立病院の存続のために先日の予算特別委員会にお

いて、１、医師、看護師、コメディカル等医療スタッ

フの定数については、７対１看護診療体制と診療報酬

体系に即した配置となるよう、平成23年度中に沖縄県

の定数条例を改正し必要な増員を図ること、２、医師
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の安定確保のため、身分を臨時・嘱託扱いではなく正

規職員として採用すること、３、臨時的任用職員につ

いては、職員の育児休業に伴う臨時的任用職員の配置

等、医療現場の実情を踏まえた柔軟な任用を図ること

の３点の附帯決議をさせていただきました。残念なが

ら全会一致ではなかったんですけれども、どうしても

現場を今助けなければならないというそのような思い

で多数決で踏み切ったわけでございます。

　経営に資することも考慮し、将来にわたって持続可

能な医療提供体制を確保することを目的に、私たちは

この附帯決議をさせていただいているところでござい

ます。

　知事が本気で県立病院を守る決意があるなら、最高

責任者としてもっと現場を知り、病院事業局長に経営

の責任と権限を与えるべきであります。現場主義を主

張している知事が純粋な目で現場を視察し、経営安定

のための職員体制の構築を図っていただくことを切に

希望し、私の賛成討論といたします。（拍手）

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後２時58分休憩

　　　午後２時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより甲第１号議案から甲第23号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず甲第１号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、修正議決であります

ので、まず委員会の修正案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立少数であります。

　よって、委員会の修正案は、否決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○崎山　嗣幸君　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時59分休憩

　　　午後３時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　次に、原案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　原案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時０分休憩

　　　午後３時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　次に、甲第22号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、修正議決であります

ので、まず委員会の修正案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立少数であります。

　よって、委員会の修正案は、否決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○仲宗根　悟君　議長、休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時２分休憩

　　　午後３時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　次に、原案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　原案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、甲第22号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時３分休憩

　　　午後３時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　次に、甲第12号議案及び甲第16号議案の２件を一括

して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、甲第12号議案及び甲第16号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、甲第19号議案を採決い
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たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、甲第19号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、甲第２号議案から甲第

11号議案まで、甲第13号議案から甲第15号議案まで、

甲第17号議案、甲第18号議案、甲第20号議案、甲第21

号議案及び甲第23号議案の18件を一括して採決いたし

ます。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案18件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第

13号議案から甲第15号議案まで、甲第17号議案、甲第

18号議案、甲第20号議案、甲第21号議案及び甲第23号

議案は、原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第10　議員提出

議案第７号　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援

体制の整備等を求める意見書及び日程第11　議員提出

議案第８号　東北地方太平洋沖地震被害に対する支援

決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第７号及び第８号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　ただいま議題となりました議員提出

議案第７号及び第８号の２件につきましては、３月23

日に開催した総務企画委員会の委員等により協議した

結果、議員提出議案として提出することに意見の一致

を見ましたので、提出者を代表して提案理由を御説明

申し上げます。

　提案理由は、議員提出議案第７号につきましては、

東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制の整備等

について関係要路に要請するためであり、議員提出議

案第８号につきましては、東北地方太平洋沖地震被災

に対し、心からお見舞いを申し上げるとともに一日も

早い復興を願い支援を行うことについて宣言するため

であります。

　それでは議員提出議案第７号を朗読いたします。

　　　〔東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制

の整備等を求める意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第８号を朗読いたします。

　　　〔東北地方太平洋沖地震被害に対する支援決議

朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いを申し上

げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第７号

及び第８号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第７号

「東北地方太平洋沖地震被害に対する支援体制の整備

等を求める意見書」及び議員提出議案第８号「東北地

方太平洋沖地震被害に対する支援決議」の２件を一括

して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第７号及び第８号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第12　議員提出

議案第９号　北方領土問題の早期解決を求める意見書

及び日程第13　議員提出議案第10号　離島の保全・支

援等に関する意見書を一括議題といたします。



－ 511 －

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第９号及び第10号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　ただいま議題となりました議員提出

議案第９号及び第10号の２件につきましては、３月23

日に開催した総務企画委員会の委員等により協議した

結果、議員提出議案として提出することに意見の一致

を見ましたので、提出者を代表して提案理由を説明申

し上げます。

　提案理由は、議員提出議案第９号につきましては、

北方領土問題の早期解決について関係要路に要請する

ためであり、議員提出議案第10号につきましては、離

島の保全・支援等について関係要路に要請するためで

あります。

　それでは議員提出議案第９号を朗読いたします。

　　　〔北方領土問題の早期解決を求める意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第10号を朗読いたします。

　　　〔離島の保全・支援等に関する意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いをいたし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第９号

及び第10号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第９号

「北方領土問題の早期解決を求める意見書」及び議員

提出議案第10号「離島の保全・支援等に関する意見

書」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第９号及び第10号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第14　議員提出

議案第11号　嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に

関する意見書及び日程第15　議員提出議案第12号　嘉

手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する決議を一

括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第11号及び第12号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　ただいま議題となりました議員

提出議案第11号及び第12号の２件につきましては、米

軍基地関係特別委員会の委員等により協議した結果、

議員提出議案として提出することに意見の一致を見ま

したので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上

げます。

　提案理由は、嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還

について関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第11号を朗読いたします。

　　　〔嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関す

る意見書朗読〕

　次に、決議につきましては、内容が意見書と同じで

ありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関す

る決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明を終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第11号

及び第12号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第11号

「嘉手納飛行場より南の米軍基地の返還に関する意見

書」及び議員提出議案第12号「嘉手納飛行場より南の

米軍基地の返還に関する決議」の２件を一括して採決

いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第11号及び第12号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第16　陳情５件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました陳情５件につきましては、慎重に審査をいた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定をいたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情５件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情５件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第17　陳情３件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情３件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第18　陳情６件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました陳情６件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。
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○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情６件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情６件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第19　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成23年第２回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午後３時34分閉会



－ 514 －

地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

嶺 井　 光

比 嘉 京 子

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員


